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議　　事　　日　　程　第６号

平成23年12月６日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第53号議案まで（質疑）

　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第53号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

甲第３号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県高校生及び被災生徒等修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正

する条例

乙第６号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第10号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第11号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第12号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第13号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第14号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第15号議案　財産の処分について

乙第16号議案　交通事故に関する和解等について

乙第17号議案　交通事故に関する和解等について

乙第18号議案　交通事故に関する和解等について

乙第19号議案　交通事故に関する和解等について

乙第20号議案　漁業取締船による汚濁防止膜吸引等事故に関する和解等について

乙第21号議案　道路整備事業において取得した土地の所有権確認に関する和解について

乙第22号議案　指定管理者の指定について

乙第23号議案　指定管理者の指定について

乙第24号議案　指定管理者の指定について

乙第25号議案　指定管理者の指定について

乙第26号議案　指定管理者の指定について
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乙第27号議案　指定管理者の指定について

乙第28号議案　指定管理者の指定について

乙第29号議案　指定管理者の指定について

乙第30号議案　指定管理者の指定について

乙第31号議案　指定管理者の指定について

乙第32号議案　指定管理者の指定について

乙第33号議案　指定管理者の指定について

乙第34号議案　指定管理者の指定について

乙第35号議案　指定管理者の指定について

乙第36号議案　指定管理者の指定について

乙第37号議案　指定管理者の指定について

乙第38号議案　指定管理者の指定について

乙第39号議案　指定管理者の指定について

乙第40号議案　指定管理者の指定について

乙第41号議案　指定管理者の指定について

乙第42号議案　指定管理者の指定について

乙第43号議案　指定管理者の指定について

乙第44号議案　指定管理者の指定について

乙第45号議案　指定管理者の指定について

乙第46号議案　指定管理者の指定について

乙第47号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第48号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第49号議案　当せん金付証票の発売について

乙第50号議案　県営土地改良事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第51号議案　県営水質保全対策事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第52号議案　県営通作条件整備事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第53号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第４号議案まで、

乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第53号議案まで

を議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　新里米吉君。

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　社民・護憲ネットの新里米吉です。

　一般質問を行います。

　１、基地問題について

　茨、「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」につい

て、県の質問に対する防衛省の回答はどうなっている

か。

　芋、10月、11月と大臣や大臣経験者が来県し、知事

と会っている。「国外、最低でも県外」について民主

党政権としてどのような努力をしたか。具体的な候補

地へ要請したか。なぜ断念し、辺野古へ回帰したか説

明があったか伺いたい。

　鰯、元アメリカ国防次官補ジョセフ・ナイ氏の「海

兵隊をオーストラリアに移すことは賢明な選択」だと

の主旨の論文がニューヨーク・タイムズに掲載された

とのことである。知事の所見を伺いたい。

　２、土木建築行政（地域課題）について。

　茨、小波津川河川改修について、進瀧状況と平成24

年度の予定を伺いたい。

　芋、小波津川橋の進瀧状況と完成予定について伺い

たい。

　鰯、浦添西原線（嘉手苅―小那覇）の進瀧状況と平

成24年度の予定を伺いたい。

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君
スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公 安 委 員 会
　　　　　　　　　幸　喜　徳　子　さん
委　　員　　長

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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　允、浦添西原線（翁長―嘉手苅）の進瀧状況と平成

24年度の予定を伺いたい。

　印、那覇北中城線（翁長―上原）の進瀧状況と平成

24年度の予定を伺いたい。

　咽、那覇北中城線（幸地―翁長）の進瀧状況と平成

24年度の予定を伺いたい。

　員、宜野湾北中城線（安谷屋―渡口）の進瀧状況と

平成24年度の予定及び課題を伺いたい。

　３、文化行政について。

　茨、内間御殿の国指定史跡の意義について伺いた

い。

　芋、西原町は、国指定史跡内間御殿内の東江の私有

地を政府へ買い上げ要請する予定です。県教育委員会

を通して申請することになると思いますが、県教育委

員会の所見を伺いたい。

　４、暴力団排除条例施行後の状況について。

　茨、10月１日の暴力団排除条例施行後、４件の排除

事例があったとのことである。４件について説明して

ください。また、今後の課題について伺いたい。

　５、医療行政について。

　茨、県立南部医療センター・こども医療センターの

小児集中治療室（ＰＩＣＵ）で慢性的な満床状態が続

き、手術の延期や救急搬送の受け入れ一時停止など深

刻な状況が続いているとのことである。原因と対策及

び課題を伺いたい。

　６、我が会派の代表質問との関連について、渡嘉敷

議員の代表質問との関連で、カジノについて。

　知事はカジノ導入に積極的姿勢と感じている。大王

製紙前会長の事例が起きても積極的姿勢は変わらない

か伺いたい。

　仲村議員の代表質問との関連、新たな沖縄振興につ

いて。

　国が基本方針を定め、県は基本方針に基づき振興計

画を策定すると報道されているが、県への説明はあっ

たか。また、これまで県の要請や政府と県の協議に際

し、政府から今回の報道に関連する話があったか伺い

たい。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新里米吉議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、基地問題に係る御質問で、民主党政権

が辺野古へ回帰したことについてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　県は、これまでどのような経緯で移設先を辺野古と

する日米合意に至ったのか、政府・民主党に対し県民

の納得のいく説明と解決策を求めてまいりましたが、

それらは依然として示されていないと思います。

　県といたしましては、日本国内の他の都道府県への

移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策である

と考えており、日米両政府に対し、普天間飛行場の県

外移設及び早期返還の実現に向け真摯に取り組むよ

う、引き続き強く求めてまいります。

　次に、土木建築関係の御質問の中で、小波津川河川

改修の進瀧状況についての御質問にお答えいたしま

す。

　小波津川河川改修事業は、延長3.8キロメートル、

総事業費約85億円、事業期間は平成15年度から30年度

までの計画となっております。事業の進瀧状況は、平

成20年度までに、浸水被害が頻発した平園地区付近の

被害軽減策として調整池を設置し、一定の効果が発現

されております。平成22年度からは、国道329号にか

かる小波津川橋及び下流側の河道掘削等の整備を進め

ております。22年度末の進瀧率は約37％となっており

ます。また、平成24年度は、事業費約３億7000万円を

要望しており、引き続き小波津川橋を含む下流側の整

備を推進してまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」へ

の県の質問に対する防衛省の回答についてお答えいた

します。

　県は、「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」につい

て、県外移設ができない理由や具体的な候補地の検討

結果等を明らかにするよう求める質問書を去る６月１

日に防衛大臣あて提出しました。10月26日の衆議院外

務委員会において、神風防衛大臣政務官が現在、回答

を作成中であり、準備ができ次第、速やかに回答した

い旨の答弁をしておりますが、現時点で回答はありま

せん。県としましては、引き続き政府に対し回答を求

めてまいりたいと考えております。

　次に、ジョセフ・ナイ氏の論文についてお答えいた

します。

　ジョセフ・ナイ元国防次官補が米海兵隊をオースト

ラリアに駐留させるとしたオバマ米大統領の決定に対

し、「海兵隊の県内移転は沖縄県民に受け入れられる

余地がなく、海兵隊をオーストラリアに移すことは賢

明な選択である」など３つの理由を掲げて合理的な決

断であるとした論考を発表したことは承知しておりま
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す。これが日米両政府の政策にどのような影響を与え

るか、現時点では明らかではありませんが、県として

は、引き続き情報収集を行いつつ、今後の動向を注視

してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築行政（地域

課題）についての御質問の中で、小波津川橋の進瀧状

況と完成予定についてお答えいたします。

　国道329号にかかる小波津川橋については、小波津

川の河道拡幅に伴い、かけかえの必要が生じたことか

ら、沖縄総合事務局と県の間で費用負担等を定めた

「基本協定」を締結し、平成22年度より国において工

事に着手しております。整備に当たっては、国道の切

り回しの必要があることから、現在、仮設道路の工事

を進めており、今後は現河川の切り回しや既設橋梁の

撤去及び地盤改良等を実施し、橋梁本体の整備を進め

る予定であります。現在の進瀧状況は、橋梁整備全体

の事業費ベースで約21％となっており、平成25年度完

成を目指しております。

　同じく土木建築行政（地域課題）で、浦添西原線の

嘉手苅から小那覇までの進瀧状況についてお答えいた

します。

　浦添西原線の嘉手苅から小那覇までの１キロメート

ルの道路整備事業は、総事業費約340億円、事業期間

は平成15年度から27年度までとなっております。本事

業は、現道の交通渋滞の緩和、国道329号西原与那原

バイパスとともにマリン・タウン・プロジェクトを支

援するため、４車線拡幅するものであります。平成22

年度末の進瀧状況は、事業費ベースで約86％となって

おり、平成24年度は6000万円を要望しております。

　同じく土木建築行政（地域課題）で、浦添西原線の

翁長から嘉手苅までの進瀧状況についてお答えいたし

ます。

　浦添西原線の翁長から嘉手苅までの2.9キロメート

ルの道路整備事業は、総事業費約269億円、事業期間

は平成21年度から28年度までとなっております。本事

業は、現道の交通渋滞の緩和及び沿道環境の改善を図

るため、４車線のバイパス整備を行うものでありま

す。平成21年度から事業に着手し、これまで実施設計

及び用地測量等を行い、平成23年度からは用地買収に

着手しております。平成24年度は、18億4000万円を要

望しており、用地買収及び道路改良工事を予定してお

ります。

　同じく土木建築行政（地域課題）で、那覇北中城線

の翁長から上原までの進瀧状況についてお答えいたし

ます。

　那覇北中城線の翁長から上原までの２キロメートル

の道路整備事業は、総事業費約53億円、事業期間は平

成19年度から27年度までとなっております。本事業

は、現道の交通渋滞を緩和するため４車線拡幅するも

のであり、沿線には琉球大学、同大学病院及び沖縄キ

リスト教学院大学等の施設が立地しております。平成

22年度末の進瀧状況は、事業費ベースで約36％となっ

ており、平成24年度は13億8000万円を要望し、用地買

収及び道路改良工事を予定しております。

　同じく土木建築行政（地域課題）で、那覇北中城線

の幸地から翁長までの進瀧状況についてお答えいたし

ます。

　那覇北中城線の幸地から翁長までの２キロメートル

の道路整備事業は、総事業費約117億円、事業期間は

平成21年度から27年度までとなっております。本事業

は、現道の交通渋滞を緩和するため４車線拡幅するも

ので、平成21年度から事業に着手し、これまで実施設

計及び用地測量等を行い、平成23年度からは用地買収

に着手しております。平成24年度は16億2000万円を要

望しており、用地買収及び道路改良工事を予定してお

ります。

　同じく土木建築行政（地域課題）で、宜野湾北中城

線の安谷屋から渡口までの進瀧状況と課題についてお

答えいたします。

　宜野湾北中城線の安谷屋から渡口までの2.6キロ

メートルの道路整備事業は、総事業費約160億円、事

業期間は平成11年度から28年度までとなっておりま

す。本事業は、現道の交通渋滞を緩和し、宜野湾市か

ら中城湾港新港地区までのアクセスの向上を図るた

め、４車線の道路拡幅及びバイパス整備を行うもので

あります。平成22年度末の進瀧状況は、事業費ベース

で約69％となっており、平成24年度は５億2000万円を

要望し、用地買収及び道路改良工事を予定しておりま

す。

　課題については、米軍喜舎場ハウジング区間の一部

返還交渉のおくれと、トンネル区間に用地難航箇所が

あり、工事着手がおくれていることであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　文化行政についての御質問

で、内間御殿の意義についてお答えいたします。

　内間御殿は、琉球王統第二尚氏の始祖金丸（後の尚

円王）が王位に即位する以前の旧宅跡に創建された神
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殿を中心とした祭祀空間であり、本年２月７日付で国

史跡に指定されました。当該文化財は琉球王朝の聖地

として整備されていく過程、並びに沖縄における祭祀

信仰のあり方を把握する上で重要であることから、

「我が国の歴史上又は学術上価値の高いもの」と評価

されています。

　県教育委員会といたしましては、今後、西原町と連

携して整備、活用に向けて取り組んでいきたいと考え

ております。

　次に、私有地の買い上げについてお答えいたしま

す。

　国指定史跡内間御殿の東江の私有地の買い上げにつ

いては、今後の保存や整備、活用を図っていく上で重

要と考えております。

　県教育委員会といたしましては、平成24年度の文化

庁補助を活用し、買い上げが可能となるように努めて

まいりたいと思います。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　暴力団排除条例施行後

の状況に関する御質問の中で、公共工事からの排除事

例及び今後の課題についてお答えいたします。

　県警察では、沖縄県暴力団排除条例の施行に伴い、

県の事務及び事業への暴力団の介入を阻止するため、

暴力団関係業者の実態把握に努めているところであり

ます。今回、暴力団へ積極的に資金提供を行っていた

豊見城市内の建設業者が、県及び豊見城市の公共工事

の指名業者となっていることが明らかとなり、指名業

者からの排除措置をとっていただいております。その

ほか、那覇市旧庁舎解体工事現場や、名護市の国立療

養施設工事現場に暴力団幹部が経営する労働者派遣会

社が孫請として介入し、それぞれ違法に労働者を派遣

していた事件で、労働者派遣法違反により検挙し排除

したところであります。

　県警察といたしましては、暴力団の介入を阻止する

ため、引き続き暴力団関係業者の実態把握を徹底する

とともに、建設業界に対する条例の周知徹底を図り、

元請業者はもとより下請、孫請業者に至るまで暴力団

排除対策を浸透させてまいりたいと考えております。

　なお、今後の課題としては、公共工事のみならず条

例に規定されている県の事務及び事業における措置と

して、公有財産の管理及び役務提供等に対する暴力団

の介入を阻止するため、県市町村等の関係機関・団体

への働きかけや支援を行ってまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　医療行政についての

御質問の中で、県立南部医療センター・こども医療セ

ンターの小児集中治療室の満床状態の原因と対策及び

課題についてお答えいたします。

　県立南部医療センター・こども医療センターに設置

している６床の小児集中治療室においては、ことしの

７月ごろから小児重症患者が増加傾向にあり、満床と

なる状態が多くなっています。一方で、一般小児病棟

においても長期入院患者等の影響により満床の傾向に

あることから、状態が改善した患者を小児集中治療室

から一般小児病棟へ移すことができずに、手術の延期

や救急搬送の受け入れを制限する場合があります。こ

れらの状況に対応するには、他の医療機関との連携

ネットワーク体制を構築し、医療機能に応じた役割分

担を行うことで、医療資源の有効な活用を図ることな

どが課題となっております。そのため、病院事業局と

しましては、琉球大学附属病院や県立中部病院などの

重症小児患者にも十分対応できる医療機関や、一般小

児患者に対応できる医療機関との連携強化を図り、小

児集中治療室の機能が維持できるよう取り組んでまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　我が会派の

代表質問との関連についての中の、知事のカジノ導入

についての積極的姿勢は変わらないのか聞きたいにつ

いてお答えいたします。

　大王製紙前会長の事例につきましては、新聞等によ

り報道されている範囲において承知しているところで

あります。

　県におきましては、これまで統合リゾートの導入に

伴う経済効果や懸念事項について、調査研究を進めて

きたところでありますが、その導入につきましては、

賛否両論あることから、県民のコンセンサスを図るこ

とを前提にこれから調査研究を進める考えでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　我が会派の代表質問との

関連についての御質問の中で、国の基本方針に基づき

県が計画を策定するとの報道についてお答えいたしま
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す。

　国は、去る９月、沖縄政策協議会の振興部会におい

て、新たな計画に関し、「沖縄振興における県の主体

的な役割と国の責務の双方を勘案しつつ、沖縄県が策

定主体となり、国が支援する方向で法制的に検討す

る。」との基本方向を示したところであります。これ

に基づき、現在国が他の地域振興法を参考にしなが

ら、計画の法律上の位置づけの検討を進めていること

は県としても認識をしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　基地問題について再質問を行いま

す。

　先ほど、いまだに回答されてない、検討中、作成中

であるということがありました。防衛省に県は６月１

日に質問を出している、あれから半年以上たっている

んですよ。あの冊数はというと、随分大きな活字で書

いてありますよね。新聞の小見出しに近いぐらいの大

きな活字の質問なんです。それで中身は実質８ページ

程度ですよね。その８ページ程度の大きな文字で書い

た質問状に対して半年以上かかってもまだ作成中です

と。これは防衛省は知事に対して、沖縄県民に対して

随分失礼だと私は思うんですよ。許しがたいあり方だ

と思っているんですが、知事の所見を伺いたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の件は、我々も防衛関係

の方に会うたびに催促はしておりますが、残念ながら

まだ手元に届いておりません。ですから、彼らは彼ら

なりに内部でまとめることを引き続き続けているので

はないかと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　非常に重要な質問をしておられるわ

けで、私は前にも取り上げたことがありますけれど

も、それに対して国が責任を持って回答できない。

たった８ページ、あれは新聞記事ぐらいにするとＡ４

で２ページぐらいですよ。それに対して、防衛省は回

答もし切れないというのはとんでもない話だと思いま

すよ。それでいて10月、11月、大臣や大臣経験者が来

県しているわけですね。ところが、ここでもなぜ辺野

古に回帰したか、まともに回答できていない。そのこ

とを先ほど県のほうも答弁の中で、いまだに示されて

いないということをおっしゃっておられます。これも

とんでもない話で、結局県の質問に対する回答はしな

い、それからなぜ回帰したかも答えない。だのに、10

月、11月と大臣や大臣経験者がもうこれでもかこれで

もかと押し寄せて、辺野古に押しつけるための、沖縄

に基地を押しつけるための口実づくり、実績づくりを

している。これはとても許せる話じゃないと思うんで

すが、知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　なかなか返事が出てこない

という点については、議員おっしゃるように幾ら何で

も遅いのではないかというようなこととか、それから

もう県外移設だよということの要求も我々はその都度

やっております。ですが、今おっしゃるような状況

で、辺野古ということを恐らく頭に置いて進めている

という方向がまだ変わっていないというふうに思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　本当は思い切った発言をしたいんだ

ろうけれども、歯切れが悪い答弁だなと思っておりま

す。腹の中では煮えくり返るような思いではないかと

推察をいたしますけれども、来県した大臣の中に、踏

まれてもけられてもという発言をした人がおりまし

た。踏みつけられてきたのは政府じゃなくて私たち

じゃないでしょうかね。それについて知事の所見を伺

いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　もうこれは大分の前のお話

ですから、今はどうかなという気もしないでもないん

ですが、確かに表現と用語、主語とあれが違うかなと

いう感じを私も持っておりました。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　この踏まれてもけられてもと発言し

た大臣は沖縄に見えたときに、国外・県外については

鳩山氏個人の責任にしたんですよね。そういう発言を

したでしょう。ところがこの本人も国会で追及されて

いますが、本人自身がかつて国外・県外と言ったとい

うことで国会で追及されていますよ。彼だけじゃない

です。実は鳩山さんだけがクローズアップされていま

すが、これまで民主党が創立されて以来、民主党の代

表をなさった方が沖縄に来たときには、みんな国外・

県外あるいは県外ということを発言してきています。

岡田さんなどは代表になったときに５・15行進の後の

平和団体、平和センターなどが中心になって主催して

いる県民大会のあの席上で、私なんかも目の前で聞い

ている中で、大きな声で自信を持って国外・県外と

言っていました。この人たちがみんなくるりと変わっ

ていった。だから、この問題は一鳩山の責任じゃなく

て、民主党政権総体としての責任なんです。このこと

を私たちは明確にしていく必要があると思っているん
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です。このことを考えましたときに、民主党政権に

とっては県内移設を断念することが沖縄県民に対する

信義だと思うんですが、知事の所見を伺いたい。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御質問で、確か

に当時２年前に民主党さんとして県外というようなこ

とはお１人の話ではなく、いろんな方が言っておられ

たと思います。ただ、あれから民主党が政策変更をし

て政府も変更をしております。ですから、これについ

て私たちはその説明を求めているんですが、きちっと

した回答がないという状況でいるということですね。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時36分休憩

　　　午前10時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論これは信義の面でとい

いますか、そしてあとは公約とかマニフェストとかそ

ういうものに対する考えだろうと思います。ですか

ら、これは信義論だけでいくのか、いろんな状況を踏

まえて民主党さんとしてそういう決定をされたのかが

よくわかりませんが、新里議員のおっしゃるような受

けとめ方もそれはあり得るとは思いますね。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　知事も同じような気持ちで対応され

たほうがいいんじゃないかと思います。

　実はきょうの新聞にもバーニー・フランクさんが

「沖縄での海兵隊の機能は、今や日本の政治を不安定

化させることでしかない」という見解を出されており

ます。鳩山元首相は、辺野古以外のところを探す努力

を続ける必要があると語ったと、きょうマスコミ報道

されています。

　アメリカでは、バーニー・フランクさんは、去年の

７月に当時下院の金融委員長・歳出委員長をしておら

れるときにも海兵隊撤退論を既にマスコミに報道をし

ておられたわけですね。そしてその後、知事もよく御

存じのレビン上院軍事委員長も辺野古移設を柱とする

在日米軍再編については「幻想だ。履行できないにも

かかわらず履行できるふりをすることは意味がない」

とこういう発言をしておられた。そして去る12月１日

の上院における国防権限法案の可決、さらにジョセ

フ・ナイ氏が沖縄県内で動かすという公式な計画は沖

縄の人々に受け入れられそうにないとこういう一連の

流れの中で、きょうのまたマスコミ報道です。

　まさにもうアメリカでもこの現行計画、あるいは海

兵隊について沖縄への駐留、あるいはアジアへの駐留

も含めて非常に疑問を持つ人がふえつつある。鳩山総

理が二転三転といえば二転三転ですが、またかつて彼

が言ったことを発言し始めると。しかし、これはどち

らもそれぞれに政治的影響力を持つ人たちですよね、

今私が挙げた人たちは全員影響力を持っている人たち

です。こういう発言が出てくる中で、やっぱり今大事

なことは、前から言っているんですが、沖縄が団結す

る、オール沖縄で今こそ辺野古はだめだ、県内移設は

だめだということを私たちがしっかりと持って、そし

て県民総体、県民世論を大きく盛り上げて運動を盛り

上げて日米の政府に迫っていくということが非常に重

要だと思います。知事に所見を伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員のお話は、ストー

リーとしてお話としてなかなか筋は通っておられると

思います。そして私も辺野古はなかなか事実上不可能

であるという言い方はしておりますが、やっぱり県外

を求めたほうが移設・返還、そして一日も早い返還と

いうのが基本的な目的ですから、そして跡利用に入

る。そういう方向では県外を探したほうが早いという

のが私の意見ですから、かなりのところまで議員の考

えと似ているところがあると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　次に、カジノについて再質問を行い

ます。

　きのうもかなりカジノについて取り上げられていま

した。

　実は、知事もよく御存じだと思うんですが、2007年

の６月に当時のハワイ州知事リンダ・リングルさんが

来県されて知事と意見交換をされております。マスコ

ミ報道によると、そのときリンダ氏は、ハワイのカジ

ノ導入について家族で楽しめる観光地を目指してい

る。独特の自然と文化を味わいに来ていると言って否

定的な考えを示されております。知事は沖縄は観光業

においてハワイを参考にしてきた、これからも交流を

していただきたいと伝えたと報道されております。ハ

ワイはカジノに否定的ですが、知事はハワイを参考に

するお考えはありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論ハワイは世界的な観光

地としてもう10年、20年、30年も前から沖縄がモデル

にして一生懸命頑張ってきた大きなモデルだと思いま

す。そういう中で、アメリカの50州ある中でも、州に

よって物の考え方が違う、これはもう当然だと思いま

す。ですが、私はこのカジノビジネスというか統合リ

ゾートという考え方は、ビジネスの世界では当然あり
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得る。現実に世界じゅうであちこちでやられています

から、産業という意味ではとことん追求してその実現

可能性を求めていくというのは私は当然だと実は思っ

ております。ただ、その過程でマイナス面をどうやっ

てクリアするか、プラス面はどういうところがあるか

はよく調査をして公開をし、県民の意見をきちっと聞

いたらどうかと。私は申し上げていますように、基本

的には県民のコンセンサスがなければ入れない、入れ

られないという考えには変わりありません。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　2007年の２月に来県した海浜ツーリ

ズムの専門家、シンガポール国立大学のトーコーワン

教授はこうおっしゃっています。沖縄は美しい海など

の自然や歴史文化など豊富な観光資源を持っている。

カジノ導入を急ぐべきではない。観光消費額の増加に

貢献する中国人富裕層を対象にしているとしても、彼

らはマカオやシンガポールに流れる。沖縄の美しい海

はエコツーリズム、歴史文化など別々の観光資源を連

携をさせるなど、今ある観光資源を見直し、付加価値

のある観光商品を考えるべきだと述べて沖縄における

カジノ導入については否定的です。御所見を伺いたい

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の方のお話は、私直接

伺ったことはありませんが、今おっしゃっていること

は大部分、私も含め沖縄の人にわかりやすい考えだと

思いますよ。しかし、だからといってＩＲという統合

リゾートの中にカジノを入れるというのを結論として

ノーということに必ずしもいかないと私は思っていま

す。ですから、これは世界じゅうである現実を見なが

ら、マイナスがあるとすればそれを減らしながら、こ

のビジネスとしての可能性はやっぱりきちっと追求す

べきだと最後の１点で違うと思いますが、基本的な考

え方は似ていると思いますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　かなり基本的に違うんですが、国会

議員で組織している国際観光産業振興議員連盟がカジ

ノ合法化に向けて動いています。カジノリゾートは国

内10カ所程度といって想定しているようです。国内の

大都市にカジノができることになるわけです。そのと

きに沖縄もつくります、東京もつくります、大阪もつ

くりますとこういう形になってくるわけですが、そう

なってきますと国内の富裕層、当然自分の近くに沖縄

よりも大規模なカジノができるわけですから、そこの

ほうが魅力もあるし、飛行機を使わなくて車で行ける

わけですよ。沖縄にカジノで来るわけがない。さら

に、先ほどから話がありますように、中国の富裕層も

沖縄に来るわけがない。こういう状況がもう見えてき

ています。

　そういう中でもさっきからおっしゃっているように

非常に積極的なんですが、県民の理解が得られないと

できないとは言いながらも非常に知事の積極姿勢は明

らかです。それでも積極的に進めるおつもりですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　あのですね、あらゆるビジ

ネスがかなりどこにおいても競争にある、しかもグ

ローバル化している現在ではこの分野だけが競争では

ないんです。ですから、私たちは競争を避けるニッチ

部分が見つかれば非常にハッピー、そうでないとすれ

ばあらゆる産業はもちろん競争の中でやっていく、そ

ういうことを言っておられると思うんです。だから、

東京、大阪その他と競争ができるかというのはぎりぎ

りビジネスの最後の設計をするときに当然これは考え

るべきことです。ですから、沖縄だけとなると楽だろ

うという予感はしますよ。ですけれども、日本の中で

沖縄だけというのはなかなかこれは難しい部分があっ

て、そういう中でもビジネスの可能性があるかという

のは当然最後きちっと詰めるべきものだと思います

が、ただ競争があるからノーだということになるとな

かなかこれは沖縄にビジネスが生まれてこないという

論理にもつながりかねないと思いますから、きちっと

追求すべきはすべきだと私は申し上げているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　新里米吉君。

○新里　米吉君　私は、11年前にもカジノ問題を取り

上げました。そのときに私が話したのは、当時沖縄の

経済界がラスベガスに行ってすばらしいと、沖縄もラ

スベガスみたいなものをつくろうと言っていました。

私はそれに強く否定したわけです、議場でですね。

　ラスベガスのようにアメリカの大資本が大きな資本

を投下してつくられた、しかも世界のエンターテイン

メントが集まるラスベガスと沖縄を比較する、沖縄が

まねるようなことはできないと言ったんです。そんな

大資本もないし、そのようなアメリカが砂漠の中につ

くり上げたラスベガスと沖縄とはこれは参考にもなら

ないと。むしろ参考にすべきはハワイだとあのとき私

は言いました。ハワイは当時――きのうも話がありま

したけれども――どういう状況だったのか説明をしま

した。３期以上の議員の皆さん、当時聞いたと思いま

す。ハワイはきのうもあったように、ハワイの観光イ

メージに合わないと言ってハワイの州議会が長い間議

論した結果、結論を出したんです。それだけじゃなく

て、2007年にも来られてハワイ州知事は同じようなこ
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とをおっしゃっているわけです。ハワイ州はやっぱり

青い海、青い空、そしてハワイの観光イメージは明る

く、清潔なイメージ、それとカジノは合わぬと言って

いるわけですよ。まさに沖縄にも当てはまる話です。

そのことを考えないといけない。沖縄にはさらに人情

豊かと。人情の豊かとあの大王製紙の社長がやったよ

うなああいうこととは全然合いませんよ。イメージと

してちょっと考える必要があります。沖縄の観光イ

メージが崩れる危険性があるんです。

　そして先ほど競争の話がありました。そのとおりな

んですよ。世界のカジノで観光客が中心になって利益

が上げられるところはどこなのかです。国際競争力の

あるカジノなんですよ。それはどこか、マカオであ

り、今できているシンガポールであり、古くからのラ

スベガス、これがまさに三大カジノですよ。アメリカ

も各州いろんな意見があって、カジノを入れてないと

ころもある。しかしほとんどが入れている。そのほと

んど入れているところは国際競争力がない。どうなっ

ているか、ほとんどが地元が使っているんですよ、あ

れは。これは調べればわかりますよ、皆さんわかるは

ずですよ。地元の人が使うんです。国際競争力のある

ところは観光客が来てちゃんと経営が成り立つけれど

も、国際競争力のない小さいカジノは地元が使ってい

るんです。沖縄もそうなる可能性ありますよ。そう

なった場合に今問題のあるデメリットが大きく浮かび

上がってくる。この問題を考えないとカジノ論議はで

きない。まさに今、夢物語的なカジノ論争になってい

るけれども、このカジノの持つ問題点を我々はしっか

り考えていかないと、後で後悔をしてしまうだろう

と。だからそこにおいては知事は先ほどと同じどころ

か、全然論点が違うということを話して終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　おはようございます。

　通告に従い質問します。

　茨、辺野古移設のための環境影響評価書を提出すれ

ば県民の怒り・マグマが爆発すると、知事として政府

に伝えるべきです。

　芋、普天間基地の閉鎖・撤去、海兵隊の撤退を求め

る時期に来ているのではないか。

　鰯、普天間基地が返還されたら沖縄と宜野湾市のま

ちづくりはどのような展望が切り開かれるか。同時

に、沖縄経済はどのように発展するか明らかにされた

い。そのためにも普天間基地返還跡地の利用計画を急

いで進め、全県民に明らかにして展望を示すことが重

要ではないか。

　允、普天間基地及び県内の米軍基地での投機的な目

的での買い占めなどの土地取得の現状は、県外・国外

も含めてどうなっているか。また、跡利用計画を進め

るためには買い占めや投機的な取得は法で規制する必

要があるのではないか。

　印、普天間基地跡地での公共用地の先行取得の進瀧

状況と、国からの財政支援について。

　咽、先行取得のための財源確保のための県債、市町

村債の発行による基金創設について伺います。

　1960年に米国で平時において軍属を軍法会議にかけ

るのは違憲との判決が出ました。軍属はその対象外で

はないのか。今回の運用改善というのはもともと対象

外のものを地位協定に含めるという意味で改悪になっ

ているのではないか。

　ＴＰＰ交渉参加について。

　茨、すべての関税と非関税障壁の撤廃は、現在の沖

縄振興計画の中での沖縄が優遇されている関税を初め

とした制度がすべてなくなるか、全国一律となると思

われるが、どのような影響になるか。また、次期沖縄

振興計画の制度設計も台なしになるのではないか。

　芋、建設、土木業への影響について。

　ア、７億6500万円以上の公共工事が結果として国内

に開放され、本土ゼネコンや大手企業が参入し、県内

の建設・土木業は太刀打ちできなくなるのではない

か。

　イ、県の公共工事発注の大方針である県内企業優

先、分離・分割発注が禁止されることが明らかになっ

てきている。本土企業の参入で県内建設・土木業が淘

汰される危機的状況になるのではないか。

　ウ、総合事務局発注公共工事の県内企業優先発注を

要請してきたが、最近の実績とＴＰＰ参加によって県

内優先発注ができなくなった場合の影響はどうなる

か。

　鰯、コンサルタント契約、物品購入など750万円以

上の県発注契約の総件数、金額は幾らか。これらがす

べて海外・国内開放となり、県内業者は締め出される

のではないか。影響はどうなるのか。経済波及効果は

どれだけのマイナスになるか。

　允、医療の分野で現在の病院窓口患者負担の３割が

10割全額負担になったらどうなるか。

　印、安い労働力が東南アジアなどから流入した場

合、失業者の増加、賃金のさらなる低下につながるの

ではないか。

　咽、ＩＳＤ条項について、具体的にアメリカの企業

がメキシコ政府を訴えた事例について説明してくださ

い。
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　員、ＴＰＰ問題は農業だけでなくすべての分野に悪

影響を与えます。全国の中で一番大きな被害を受ける

のが沖縄だと思われるがどうか。危機意識を持って参

加阻止の立場を明確にすべきである。

　不発弾について。

　茨、現在の不発弾の処理と避難指示などはどの法律

に基づいて行っているか。

　芋、不発弾処理にあと80年もかかると言われてい

る。自然災害法に準拠したり申し合わせ事項的なもの

で対処するのではなく、不発弾処理に関する明確な法

律制定を国に求めるべきであります。

　鰯、同時に、沖縄県としても不発弾の処理に関する

条例を制定すべきであります。

　允、不発弾の原因は何か。それを常に明確にして、

戦後生まれが80％を占めるようになった現在、次世代

に正しく伝えていくために不断の努力が求められてい

るが対応を伺います。

　公営団地の増設について、７月の県議会の政府要請

団と内閣府との意見交換の際に、社会資本整備が大き

く進んできたとの認識を内閣府が示したことに対し

て、沖縄の低所得者世帯比でも公営団地の整備が大き

くおくれている実態を示し認識を問いただしました。

内閣府の沖縄政策統括官は、沖縄県民の生活の問題な

ど、それぞれに応じて詳細に分析しながら引き続き進

めていきたいと述べていました。県として増設計画を

きちんと立てるべきであります。

　消防行政について。

　茨、不足している消防士の増員について、次年度か

ら具体的にどのように取り組むのか。

　芋、東日本大震災への消防緊急援助隊の特殊勤務手

当がない問題を取り上げて改善を求めてきたが、その

後の県の対応と那覇市を初め市町村の対応について伺

います。また、条例を整備しても今回の東日本大震災

の派遣には適用できないと県はこれまで答弁していま

したが、岱及して適用できるとの情報を県に提供し対

応法を申し入れました。その後の県の対応と市町村の

対応について伺います。

　皆伐で自然を壊す現在の森林行政の体制を抜本的に

見直し、世界自然遺産登録も見据え、貴重な自然の保

護を進めるという観点からの沖縄型の林業のあり方な

どを進める体制に改めるべきではないか。そのために

も環境生活部の自然保護の体制との統合も含め統括監

クラスを配置した｢世界自然遺産登録推進室｣に積極的

に発展させてはどうか。

　県道龍潭線の整備促進と首里交番の現地建てかえの

進瀧状況について。

　中城御殿の整備計画の策定に当たっては、計画段階

から地元の意見を反映させるべきであります。

　首里城入り口のタクシー乗り場の設置と、地元住民

の交通安全確保は県の責任で行うべきであります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡久地修議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、基地問題についての御質問の中で、普

天間飛行場の閉鎖等についての御質問にお答えいたし

ます。

　普天間飛行場移設問題の喫緊の課題は、同飛行場の

危険性の除去であります。一日も早い移設・返還の実

現が必要であると考えます。

　県といたしましては、日本国内の他の都道府県への

移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策である

と考えております。日米両政府に対し、普天間飛行場

の県外移設及び早期返還の実現に向け真摯に政府とし

て取り組むよう強く求めているところでございます。

　次に、ＴＰＰに係る御質問の中で、ＴＰＰによる沖

縄県への影響及び県の考え方いかんという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　ＴＰＰは、幅広い分野についての水準の高い自由化

交渉であると言われております。我が国の経済活動や

国民生活に大きな影響を与えることが予想されており

ます。そして、それにもかかわらず国民に対する情報

提供が少なく、沖縄県を含め全国から、これまで訴え

られてきました懸念等が払拭された状況にはありませ

ん。

　沖縄県では、国内農業への影響などが懸念されるこ

とから、十分な農業対策が打ち出されない状況におき

ましては、ＴＰＰに参加しないよう適切な対応を求め

ますとともに、農家が安心して生産に取り組める万全

の対策について、農業団体等と連携をし、国に対し強

く要請をしているところでございます。

　今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や国の対応を踏まえ

つつ、関係機関等と連携をし適切に対応してまいりた

いと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、環境影響評価書を提出すれば県民の怒り

が爆発すると政府に伝えることについてお答えいたし

ます。
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　政府は、普天間飛行場代替施設に関する環境影響評

価書を、年内に提出できるよう準備を進めているとし

ておりますが、県としては、政府要請の際や関係閣僚

が来県するその都度、辺野古移設案には多くの県民が

反対しており、事業の実施は事実上不可能である旨、

繰り返し申し上げてきたところであります。

　次に、日米地位協定についての御質問の中で、日米

地位協定上の軍属の扱いと運用改善についてお答えい

たします。

　日米地位協定第１条におきまして、軍属について定

義されております。外務省に照会したところ、米軍

人・軍属の公務中の犯罪については、日米地位協定

上、米側が第一次裁判権を有するとのことでありま

す。しかしながら、軍属の公務中の犯罪については、

2006年以降、事実上、米側による懲戒処分しか科され

得ない状態であることが明らかになりました。

　先日公表された米軍属に対する裁判権の行使に関す

る日米間の新たな枠組みでは、米軍属の公務中の犯罪

のうち、米側が裁判にかけない場合で、被害者が死亡

した事案などについては、日本側が裁判権を行使する

ことへの同意を要請することができ、これに対して米

側が好意的考慮を払うとする手続が整備されました。

この新たな枠組みにより、ことし１月の交通死亡事故

で加害者の米軍属が起訴されたことは、日米両政府が

県民の声にこたえたものと理解しており、一定の前進

があったものと考えております。

　次に、不発弾についての御質問の中で、不発弾の処

理や避難指示の根拠法についてお答えいたします。

　不発弾の処理は、自衛隊法附則４に基づき自衛隊が

実施しております。また、不発弾処理に伴う住民避難

については、災害対策基本法第60条第１項に基づき、

市町村長によって避難勧告を行っております。

　なお、不発弾処理に係る関係機関の役割について

は、国・県・市町村の関係機関で構成される「不発弾

等処理対策協議会」において、責任分担覚書等を交換

し役割分担を行っております。

　次に、不発弾処理に関する法律制定の国への要求に

ついてお答えいたします。

　県内の不発弾をすべて処理するには約70年以上かか

ると推定されており、不発弾処理の加速が喫緊の課題

であると認識しております。このため、「沖縄不発弾

等対策協議会」の枠組みにおいて、国・県・市町村が

一体となって取り組んでいるところであります。

　県としましては、現在の枠組みの中で県や市町村に

おける磁気探査事業の推進や、民間が行う開発等にお

ける磁気探査費用の全額国庫負担制度の創設等によ

り、不発弾処理を加速化することが現実的であると考

えております。

　御指摘の不発弾処理に関する法律制定を国に要求す

ることにつきましては提言として承り、検討してまい

りたいと考えております。

　次に、不発弾処理に関する条例の制定についてお答

えいたします。

　不発弾処理については、戦後処理の一環として国が

責任を持って取り組むべきものと考えております。し

たがいまして、一義的に国の事務として実施される必

要があり、現在、自衛隊や総合事務局など国の責任の

もと、市町村や関係機関と連携して不発弾の処理を実

施しているところであります。このため、県条例にお

いて不発弾処理を規定することにつきましては、関係

法令等との整合性を考慮の上、慎重に検討する必要が

あるものと考えております。

　次に、不発弾の原因の明確化と次世代へ伝えていく

努力についてお答えいたします。

　不発弾の原因は、改めて申すまでもなく、さきの大

戦において本県が激しい戦闘の場になったことによる

ものです。このため、国の責任において戦後処理の一

環として取り組むべきものと考えております。

　県においては、これまで国や市町村等の関係機関で

構成される「沖縄不発弾等対策協議会」においてポス

ター等を作成し、不発弾とは何か、不発弾の危険性等

について児童生徒や住民への周知を図ってきたところ

であります。県内の不発弾処理には約70年以上を要す

ると推定されていることから、今後も不発弾問題につ

いての実情が次世代へ継承されるよう、国や市町村と

連携して取り組んでまいります。

　次に、消防行政について、消防士の増員に対する取

り組みについてお答えいたします。

　平成21年度、消防庁が実施した調査によると、県内

の消防職員数は1500人で、国の指針が示す目標数2826

人に対して53.1％の充足率にとどまっており、消防職

員の充実を含む消防防災体制の強化は重要と考えてお

ります。消防職員の定数は市町村の条例で定められる

ものであり、また、当該経費については普通交付税に

よる財源措置が行われております。このため、一義的

には市町村が職員の適正配置を行うものとされており

ます。

　県としては、国の指針が示す消防職員数の目標に近

づけるよう、今後の防災対策の見直しの中で消防職員

の適正な数や増員の必要性等につきまして、市町村と

十分調整、意見交換をしてまいりたいと考えておりま

す。
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　次に、緊急消防援助隊の特殊勤務手当についてお答

えいたします。

　東日本大震災における緊急消防援助隊の特殊勤務手

当につきましては、本年６月、県から緊急消防援助隊

登録消防本部消防長あてに、その支給に係る必要な規

定の整備につき検討していただくよう通知したところ

です。これにより、10月には東部消防組合において

「緊急消防援助隊手当」（日額3000円）が設けられ、

他の緊急消防援助隊登録消防本部においても条例改正

等の準備が進められているものと聞いております。

　緊急消防援助隊の派遣費用につきましては、東日本

大震災における出動に対し、各消防本部が新たに特殊

勤務手当を整備の上、さかのぼって支給した場合にお

いても、国は災害発生日にさかのぼり国庫負担の対象

とすることとしております。このため、県において

は、11月に緊急消防援助隊登録消防本部消防長に対し

てその旨通知したところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　基地問題についての御質

問の中で、普天間飛行場跡地のまちづくりの展望と沖

縄経済の発展についてお答えいたします。

　普天間飛行場など、今後、中南部都市圏で生ずる大

規模な基地返還跡地は、沖縄の新たな発展のための貴

重な空間であります。そのため、その跡地利用におい

ては、周辺市街地と連携しつつ良好な生活環境の確保

や新たな産業の振興、交通体系の整備、緑化の推進な

どにより経済効果の高い世界に誇れる魅力あるまちづ

くりを推進し、沖縄全体の発展につなげていく考えで

あります。

　普天間飛行場の跡地利用計画につきましては、現

在、全体計画の中間取りまとめの段階まで進展してき

ておりますが、今後はさらに調査を進め、地権者や県

民等とも意見を交換し、沖縄の未来につながる具体的

な跡地利用計画を示していきたいと考えております。

　同じく基地問題に関連をして、米軍基地での土地取

得の現状と規制についてお答えいたします。

　県におきましては、米軍基地用地の土地取得の実数

を把握しておりませんが、普天間飛行場の土地所有者

について、宜野湾市軍用地主会の資料によりますと、

平成23年11月30日現在、県内在住者は2983名、県外在

住者は164名、国外在住者は７名となっております。

また、県内米軍基地の土地所有者について、防衛省の

資料によると、平成21年３月31日現在、県内在住者は

約３万2000名、県外在住者は約2000名、国外在住者は

約200名となっております。

　軍用地売買の規制については、契約自由の原則や財

産権の制限にかかわることであり、法で規制すること

は慎重に検討する必要があると考えております。

　なお、県では、今後の大規模返還跡地における公共

用地の確保という観点から、跡地利用に関する新たな

法律において国等による公共用地先行取得制度を求め

ているところであり、その制度活用により軍用地の投

機的な取得の抑制につながるものと考えております。

　同じく基地問題に関連して、普天間基地の公共用地

先行取得の進瀧状況及び基金創設についてお答えいた

します。１の印と１の咽は関連いたしますので一括し

てお答えをさせていただきたいと思います。

　普天間飛行場においては、宜野湾市が平成13年度か

ら公共用地の先行取得を実施しているところでありま

すが、厳しい財政状況もあり、取得予定面積約21ヘク

タールのうち約2.1ヘクタール、およそ10％の取得に

とどまっている状況であります。

　国による財政支援について、内閣府は平成24年度概

算要望において、公共用地を先行取得する際に発行す

る起債の利子補給のための経費を要求しているところ

であります。先行取得に係る財源のあり方については

どのような方法があるか、今後、研究していきたいと

考えております。

　次に、ＴＰＰ交渉参加についての御質問の中で、Ｔ

ＰＰ参加による沖縄振興特別措置法に基づく制度への

影響等についてお答えいたします。

　ＴＰＰは、幅広い分野についての水準の高い自由化

交渉であると言われており、我が国の経済活動や国民

生活に大きな影響を与えることが予想されておりま

す。しかしながら、政府が公表する情報が少ないた

め、現行の沖縄振興特別措置法に基づく制度への影響

を予想することは現時点においては困難であります。

　新たな計画の目的は、21世紀ビジョンで県民が描い

た将来像を実現することであり、さまざまな社会・経

済的な環境変化の中においても、その時々の状況に応

じた政策手法を選択しつつ、計画の目的である県民が

求める５つの将来像の実現等に取り組んでいく必要が

あると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　ＴＰＰ交渉参加につ

いての御質問の中で、本土企業の参入により県内建設

業に与える影響についてお答えいたします。３の芋の

アと３の芋のイは関連しますので一括してお答えしま
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す。

　ＴＰＰへの参加により地域要件が緩和されると、県

外企業の進出で競争が激化し、中小企業が多い本県で

は受注機会が減少する等の影響が考えられます。

　県としましては、より慎重な検討が求められると認

識しており、今後公表される情報を注視しながら、県

全体として十分な議論を行っていきたいと考えており

ます。

　同じくＴＰＰ交渉参加で、総合事務局における県内

企業への発注実績とＴＰＰ参加による影響についてお

答えいたします。

　沖縄県においては、県内企業への優先発注を促進す

るため、平成20年度から沖縄総合事務局へ要請を行っ

ており、受注機会の拡大が図られております。その結

果、総合事務局における県内企業の過去３年間の受注

割合は、平成20年度が48.6％、平成21年度59.4％、平

成22年度が64.5％となっております。

　なお、ＴＰＰへの参加によりＰ４協定が適用される

と仮定した場合、国の公共工事の国際入札基準が６億

9000万円から７億6500万円に引き上げられると聞いて

おります。

　県としましては、今後公表される情報を注視してい

く必要があると考えております。

　次に、公営団地の増設についての御質問で、公営団

地の増設計画についてお答えいたします。

　公営住宅については、昭和40年代後半から50年代前

半に建設した大量の団地が建てかえ時期を迎えている

ことから、現在、新設や増設については予算の制約

上、厳しい状況にあります。しかしながら、本県は全

国に比べ公営住宅を必要とする低所得者階層の割合が

大きいことから、現在、見直しを進めている「沖縄県

住生活基本計画」において、借り上げ公営住宅を検討

していきたいと考えております。

　次に、県道龍潭線の整備についての御質問で、県道

龍潭線の整備促進についてお答えいたします。

　龍潭線は、山川交差点から鳥堀交差点までの延長

1.2キロメートル、幅員16メートル、総事業費約93億

円の街路事業で、事業期間は平成11年度から25年度ま

でとなっております。このうち、山川交差点から池端

交差点までは今年度で概成し、池端交差点から鳥堀交

差点までは平成25年度の完成に向け整備を推進してい

く考えであります。

　次に、中城御殿の御質問で、地元の意見を反映させ

ることについてお答えいたします。

　中城御殿は、1873年（明治６年）に世子殿として建

設された沖縄県の重要な歴史建造物と認識しておりま

す。このため、整備計画については、学識経験者等で

構成する「中城御殿跡地整備検討委員会」を設置し、

整備のあり方を検討しているところであります。

　具体的には、建築物等の復元レベルの設定、各エリ

アの整備方針、管理方法等を検討しております。ま

た、地元からは、中城御殿の中にコミュニティーが図

れる場を設置してほしい等の要望もあり、これらの要

望についても反映できるよう検討していきたいと考え

ております。

　次に、首里城公園の御質問で、タクシー乗り場の設

置と地元住民の交通安全確保についてお答えいたしま

す。

　首里城公園の入り口となる県道49号線と県道50号線

の交差点部におけるタクシー乗り場の設置は、首里城

の周辺環境整備や観光客の利用促進及び地元住民の交

通安全確保のためにも重要であると認識しており、早

期設置に向け検討しているところであります。

　設置に当たっては、利用形態や管理方法等の課題が

あることから、今後、タクシー協会や県警等関係機関

と調整していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　ＴＰＰ交渉参加に関する

質問のうち、750万円以上の物品購入などの総契約件

数、金額についてお答えいたします。

　各部局が行った調査では、平成22年度における750

万円以上の物品購入等の契約は、合計で819件、319億

2005万7000円となっております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　ＴＰＰ交渉参加につ

いての中の３の鰯のイ、県内業者への影響及び経済波

及効果についてお答えいたします。

　入札参加に係る地域要件の緩和が仮に行われた場

合、競争が激化することが予想され、中小企業の多い

本県においては、県内事業者への受注機会の減少、あ

るいは経営基盤の弱体化が懸念されます。ただ、現時

点においては、これらに関する情報が必ずしも十分

じゃないことから、経済波及効果を把握することは困

難であり、今後の国の方向性に注視し適切に対応して

まいりたいと考えております。

　同じくＴＰＰ交渉参加についての中で、国外から安

い労働力が流入した場合の影響についてお答えいたし

ます。
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　ＴＰＰ交渉においては、貿易や投資を活発化させる

ための商用の入国や滞在手続の簡素化、ルール化とと

もに、貿易・投資の促進を目的とした労働基準の緩和

の禁止や国際的に認められた労働者の保護などについ

て議論されております。

　国からの情報によりますと、労働者の国境を越えた

移動の自由化については議論の対象になっておらず、

ＴＰＰ協定によって外国人単純労働者の流入が容易に

なるような事態は考えられないとされております。現

時点ではこれ以上の詳細な情報がないため、ＴＰＰに

よる県内雇用環境への影響を予測することは困難であ

ります。

　今後とも、交渉の内容と県内雇用環境への影響の把

握等に努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　ＴＰＰ交渉参加につ

いての中の、医療費が全額患者負担となった場合の影

響についてお答えいたします。

　我が国では、社会保障としての必要十分な医療は保

険診療として確保することが原則とされており、現在

は、国民皆保険制度により必要な医療が適切に提供さ

れていると考えております。医療費が公的医療保険制

度によらず全額患者負担となった場合、受診控え等に

より必要な医療が適切に受けられなくなることなどが

懸念されます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　森林行政の体制につ

いての中で、沖縄の林業のあり方についてお答えしま

す。

　ヤンバルの森は、希少な動植物が生息・生育するこ

とから重要であると認識しております。一方、林業は

地域の主要な産業となっており、雇用や定住化に重要

な役割を果たしております。このことから、ヤンバル

の森林については、自然環境の保全と利活用との調和

を図る観点から、保全する区域と林業生産や自然体験

活動として利活用する区域等にゾーニングを行うとと

もに、収穫伐採につきましては、択伐などを含めさら

なる環境保全対策の実施に向けて、関係機関と連携し

て検討しているところであります。

　また、機能性成分を含むハンノキなど特用樹の植栽

や、琉球漆器の材料となるエゴノキなど、成長の早い

早成樹の植栽を進め、持続可能な林業を振興していき

たいと考えております。さらに、森林の新たな利用と

して、豊かな森林資源を生かした森林セラピーや森林

ツーリズム等の自然体験活動を推進し、自然と共生す

る雇用の確保にも取り組んでいきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　森林行政の体制につ

いての御質問の中で、森林行政の体制と自然保護の体

制との統合についてお答えいたします。

　ヤンバルの森を含む琉球諸島が世界自然遺産に登録

されることは、自然保護や地域振興の面からも望まし

く、登録に向けたヤンバル地域の国立公園化には地域

の合意形成が必要不可欠であると考えております。そ

のため、自然環境の保全と持続可能な利用を図る観点

から、ゾーニング等による森林保全のあり方を検討す

るとともに、エコツーリズム等観光振興や地域ブラン

ドによる特産品の開発など総合的な取り組みを行って

いくことが重要であると考えております。

　世界自然遺産登録に向けては、森林行政との連携も

含めて体制の整備を検討していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　県道龍潭線の整備促進

と首里交番の現地建てかえの進瀧状況の御質問の中

で、首里交番の現地建てかえについてお答えいたしま

す。

　首里交番につきましては、県道29号線いわゆる龍潭

線拡幅工事に伴い、同交番の敷地及び建物の一部が削

減されることとなっております。同交番につきまして

は、首里地区の各自治会長を初め地域住民から県議会

へも陳情がなされるなど、現所在地での建てかえの要

望が寄せられているところであります。

　県警察におきましては、首里交番を現所在地に建て

かえし、その機能を維持するため、那覇市に用地提供

の要請を行ったところ、那覇市より、交番に隣接する

旧首里支所跡地の一部を提供するとの回答をいただい

たところであります。

　県道29号線拡幅工事につきましては、平成25年度中

に完成予定であるとのことから、県警察といたしまし

ては、平成24年度に必要な予算を確保した上で、年度

内に現地建てかえを行うこととしております。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　申しわけございません。

ＴＰＰに関する御質問で１つ答弁漏れがございました

ので、おわび申し上げまして再度答弁させていただき

ます。

　ＴＰＰ交渉参加についての御質問の中で、ＩＳＤ条

項についてお答えいたします。

　ＩＳＤ条項とは、協定義務違反により投資家が損害

を受けた場合に、投資先の政府を相手として、当該案

件を国際仲裁機関に提訴できる手続を定めた条項であ

ります。

　政府公表資料によりますと、北米自由貿易協定の事

例として、アメリカの投資家がメキシコ政府に対し仲

裁を提起した案件は14件で、そのうち請求の一部が容

認された事例は３件となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、どうも答弁ありがとうござい

ました。

　けさの新聞で「海兵隊「撤退できる」」ということ

で、今まで海兵隊抑止力論の誤りとかそういった私た

ちは議論の提起もしてきましたけれども、海兵隊は冷

戦の遺物だという、きょうの新聞では、「今や日本の

政治を不安定化させることでしかない」と、障害に

なっているというような論を有力議員が展開している

んですよね。その件について、知事、どう思います

か。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　本日の朝刊には、バー

ニー・フランク下院議員の説として、今おっしゃった

ような説が掲載されていたということは承知しており

ます。私もこれを読んでおります。また、もとになる

原本も読ませていただいております。これが政府の政

策にどのような影響を与えるかというのは現時点では

明らかではないわけでございまして、引き続き情報収

集をやっていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　私は、政府がどういう態度をとるか

じゃなくて、沖縄県としてやっぱりそういう障害に

なっているという立場に立ったほうがいいんじゃない

かなと思うんですよ。それで、知事、きょうは普天間

の基地を固定化させないという立場でどうするかとい

うのを私なりに知事に御質問したいと思うんですけれ

ども、実は、私の娘夫婦が豊見城に住んでいまして、

夫が会社の都合で急遽、遠いところに転勤になったん

です。ところが、娘は出産を間近に控えていて、そし

て長女の２歳になる子供が保育園に入ってなれたばか

りで、そして転居先に保育園が探せないということ

で、夫が単身赴任したんです。そして、来年３月に追

いかけて行くんですけれども、その際、２カ所の家賃

の負担が大変だということで今、我が家に一時帰宅し

て、３月にまた転居していくんですよ。

　この話は置いておいて、知事、普天間基地ですが、

知事は先ほど言いましたね。一日も早い危険性除去の

ために早く移したほうがいいと。移設先が見つからな

い。保育所の先が見つからないのと、移設先が見つか

らない。そういうときに、かといって固定化させてい

いのかと、15年間ずっと動かない。これからもさらに

固定化させていけないと。私たちは閉鎖・撤去すべき

だということを言っていますけれども、知事は自分の

あれからいくと、早く移設先を探したほうが早いと

ずっと言っていますよね。そういう知事の主張に立っ

ても、一歩進めて、じゃ、移設までの間は自宅に帰っ

てもらいましょうと。本国に一時帰ってもらいましょ

うというのは、これは知事のこれまでの主張と合致す

ると思うんですけれども、知事いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　話としてはおもしろいんで

すが、ちょっと例えが理解がよくできないところがご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　だから、海兵隊は本国にとりあえず

帰りなさいと。政府との間で移設がどうのこうの言う

んだったら、まずは帰って、沖縄からまず出ていって

もらうと。その後、どこに配置するかというのを議論

すればいいんじゃないですかと、知事が言ったら大き

いと思うんですよ。いかがですか、わからないと言う

のでもう一回。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の主張がそういうス

トーリーだとしても、どうも私のほうとしては今のお

話をきちっと日米両政府にやれるかどうか、自信はあ

りませんね。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　とにかく一日も早い危険性の除去の

ためには、まずは本国に帰ってもらうということが私

は大事だと思います。そして、きょう、普天間基地の

固定化を許さないという立場から、県と宜野湾市の跡

利用計画策定を急ぐと。これはいつ返されてもいいよ

うに早急に私は跡利用計画を進めていくことが大事だ

と思うんですけれども、この辺は知事どうでしょう。
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○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時34分休憩

　　　午前11時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほど答弁申し上げまし

たけれども、現在、跡地につきましては宜野湾市と連

携をしながら、その全体計画の中間取りまとめの段

階、これは基本構想の段階、これを24年までに行う予

定です。その後、基本計画の策定に取りかかると、そ

ういうスケジュールになってございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　部長、この計画ではいつまでに返し

てもらうというスケジュールになっているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　当初の予定は2014年では

ないかというふうなことでございましたけれども、こ

れは御承知のとおりめどが立たないというふうな状況

になっているということでございます。ただ、そのこ

とはさておきながら、今、申し上げましたように、そ

の跡利用計画については着々とその準備を進めている

というふうなことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　この皆さんの「みんなでつくろう夢

のある町」という計画書を見せてもらいましたけれど

も、部長、この計画の目玉は何でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○ 企画 部長（川上 好久 君）　「沖縄21世紀ビジョ

ン」、それからまた、現基本計画の中でもその跡地利

用というふうなものの位置づけについては議論いただ

いているわけでございますけれども、県土構造の再編

というぐらいの大きなインパクトを持つものというふ

うに今位置づけております。この中には当然、沖縄本

島を縦断する公共交通システムだとか、それからま

た、産業振興のための用地だとか、さまざまな県民が

求める機能整備、都市化の整備をこの中に盛り込んで

きているというふうな状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時36分休憩

　　　午前11時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

○渡久地　修君　この計画書、説明を受けましたけれ

ども、４つのまちづくりの案があって100ヘクタール

の大規模公園というのがありますね。これは非常にい

い案だなと思うんですけれども、この４つに共通して

いる、４つ公園が配置されていますけれども、その中

に当時の、戦前の天然記念物に指定されていた宜野湾

のリュウキュウマツ並木、これの復元がこの４つの案

に共通して書かれているんですよね。このリュウキュ

ウマツ並木街道、これについてちょっと説明してもら

えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員が言われている

話は、「宜野湾並松（ジノーンナンマチ）街道」とか

つて言われたものだと思います。首里から宜野湾を通

過して国頭に至る宿道（すくみち）の一部だと、そう

いうイメージの松並木の街道かと、こういうふうに考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　皆さん方が復元するというのは、こ

れは当時の写真ですけれども、(資料を掲示）　2499

本の当時の国指定の天然記念物で、代表的な街道だっ

たと。これが戦争のときに日本軍が切り倒して戦車の

いわゆる障害物にしてなくなったというものですけれ

ども、これが復元されるということは、私はこれは非

常にすばらしい、当時の琉球王朝をしのばせるものに

もなるなと思うんです。農林水産部長、このような天

然記念物だった松並木を復元する方法及びこの2499本

の松の確保の準備、そういったものに対応できるか。

そしてこれは何年ぐらいでこういう松並木ぐらいにな

るのか、風景をつくることができるのか、ちょっと教

えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　議員が今、御説明し

たとおり、戦前そこに2000本余りの天然記念物に指定

された松並木があったというふうに聞いておりまし

て、松並木の復元につきましては、これは高木という

ことではなくて、やはり苗木からしっかり植えること

によって、根もつきまして成育もいいと考えておりま

して、そういう面でまず苗木を育てると。その場合、

大体その苗木は３年程度でいい苗になりまして、それ

を植栽して10年程度では街路樹並みの景観ができます

と。さらに50年後には15メートルまで成長するので、

かなりの復元ができる環境です。そういう意味では、

今の計画が進展しまして、後には関係部局と連携して

そういった並木も取り組んでいきたいというふうに考

えています。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、普天間基地の跡地、大規模公
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園100ヘクタールつくると、そしてこのような琉球王

朝時代をしのばせるような松並木もこの４つの案に

あって、私、非常にいいと思うんです。そして未来に

向かっていく町という意味では、そういう計画は急い

でつくって明らかにしていくということが大事だと思

うんですけれども、知事の決意と夢についてちょっと

お聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、いろんな構想をまだ

練っている部分があります。ですから、それを都市計

画とかきちっとした計画化するにはまだ二、三年はか

かると思います。そういう中で、今、議員もおっ

しゃったそういうイメージというのは沖縄の人の気持

ちにぴたっと来る部分はありますが、私ももう少し事

務方と議論が必要だなと思うのは、やっぱりあれだけ

広大なものが返ってくる中ではインダストリアルパー

クとか実はいろんな議論がこれからもあり得ると思う

んです。ですからそういう産業系の部分も含めてイン

ダストリアルパーク的なものがどういう国立公園なの

かも含めて、もう少しきちっと詰めていく部分が残っ

ておりますが、私もそれはなるべく早くつくって県民

に見ていただきたいという気持ちは強く持っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　ぜひ急いでやってもらいたいと。そ

して、先ほど公共用地の先行取得について、部長、県

の取得の数、言いましたか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　県はまだ普天間基地につ

いて先行取得はしておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　県が先行取得ゼロという理由は何で

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現状においてまだその計

画が固まっていない段階で、その先行取得もまだ実施

をしてないわけでございますけれども、今後、さまざ

まな計画を具体化する中で、県有地の確保についても

検討していくことになろうかというふうに思っており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　いわゆる沖縄県のそこに公共用地を

張りつけるというのは幾らの計画ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これから具体的な計画を

整理をする中で、その具体的な県として取得すべき公

共用地の面積というふうなものを確定をさせていくこ

とになろうかというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　県営住宅320戸、高等学校１校、そ

の他文化施設、沖縄県でやるという計画書も皆さん立

てていますけれども、そういう意味では急いで公共用

地を取得する必要があると思います。それで、跡利用

計画を進めていく上で３つの点を新たに提案したい。

１つは、土地の買い占めをいかに防ぐかということ。

先ほどありました国外・県外、土地の投機の対象に

なってはいけない。これは調べるのはかなりきついと

思うんですけれども、それで部長は制限するのは非常

に難しいと言っていましたけれども、知事、北海道で

同じように今、全国で水資源の買い占めが大問題に

なっているんですよ。北海道ではこの水資源、交付税

に対する条例、これを研究して、条例のたたき台まで

出ているんです。だからそれも参考にして、この跡利

用計画をスムーズにしていくために知事に販売すると

きは届け出するとかの条例とかいろんなこういったも

のを僕は研究する必要があると思うんですけれども、

いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今おっしゃった水も含めて

公共用地、県側の買い取りについては、今必要であれ

ば、ちょっとこれは研究させてください。必要な条例

も議会にお願いすることはやぶさかではありません

し、必要だと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　ぜひ研究してください。そして２つ

目、先行取得のための財源確保ですけれども、県は起

債とかいろいろすると思うんですけれども、私は跡利

用推進のための、先行取得のための県民債というのを

発行したらどうかなと。いろいろ調べてみたら、愛知

とかいろんなところで県民債を発行しているんです。

ほとんどが学校の危険校舎改築のために使うとか、い

ろいろやっています。それから今度12月２日に国が復

興国債というのを発行しました。100円につき100.00

円。100円買ったら買い戻すときは100円戻ってくる

と。これは１万円以上という個人向け国債の発行。こ

れを県民向けに県民が買えるような公共用地先行取得

債というのを発行してやっていく必要があると思いま

す。この県民債の発行はいろんな効能があると思うん

です。１つは、これを購入することで県民が跡利用計

画に参加を促進していくというもの。もう一つは、よ

り多くの県民が購入することによって県民は固定化を

許さないぞという意思を日米両政府に大いに示してい
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くと。そして３つ目には、やっぱり財源も確保できる

という意味でこの県民債、先行取得県民債というのは

どうですか、知事。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員が言われる県民

債ですけれども、県外の自治体において道路とかそれ

から公園、河川、高校、そういう身近な公共施設につ

いて活用の事例があるということは聞いております。

今の御提案も含めて今後の公共用地の財源のあり方に

ついて研究をしていきたいというふうに思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　ぜひ僕はこれを研究して、宜野湾市

は、先行取得を進めたいけれどもお金がないから、毎

年２筆しか買えないと言っていたんですよ。だからこ

の県民債で貸し付けができるのか、あるいは宜野湾市

が発行するのを含めて、先ほどの答弁でありましたこ

の起債の償還についても、来年度国が手当てするわけ

でしょう、利子補給について。そういう意味ではぜひ

この県民債は有効だと思います。そして、場合によっ

ては知事、あの2499本の松の苗木、これも県民に１本

１本買ってくださいというそういう提案も含めて多く

の県民が跡利用計画に参加していくということが固定

化を防ぐ、そういう意味では県と宜野湾市が急いでや

る一つの手だと思うんですけれども、いかがですか。

最後にお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　きょうはいろんな御提案も

たくさんいただきまして、ちょっと実務的に詰めはや

らせていただきますが、非常に興味深い御提案だと思

います。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　それで知事、急いで私はこの皆さん

方が進めている計画を進めていただきたいと。それ

で、今、６人体制だと聞きました。実は私たち沖縄振

興特別委員会はこの前、普天間基地の中に調査に行っ

たんです。司令官から説明を受けて基地の中をぐるっ

と回りました。もう文化財が結構残っていまして、文

化財の調査もやられているけれども、まだまだ圧倒的

に体制が不足しているという話もありましたので、現

在の６人体制をやっぱりふやす問題とか、あるいは市

とも協力していろんな県の体制も含めて全体的な体制

を強化していくということでやっていく必要があると

思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現状の作業では６名とい

うことで、総務部長がしっかりやっております。今

後、その計画の進瀧に合わせて必要な体制をまた検討

していきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　私たちは今まで基地を返せという大

きな運動をやってきました。今もやっていますけれど

も、こういった集会とかデモに参加できない人たちと

かそういった人たちでも参加できるような跡利用計画

への県民債とか、松を買うとか、そういったのも含め

て県民全体で固定化を許さないという立場でやってい

くということは大事ですので、そういういろんな意味

での体制強化を含めて、知事、ぜひやっていただきた

いと思います。

　次に、消防ですけれども、具体的にこれまで３回連

続して取り上げてきました。次年度は何人ふえる予定

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時50分休憩

　　　午前11時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　県下の18本部におきま

して、平成23年から24年にかけての増員の予定は12名

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　53％で12名しか来年ふえないという

点ではまだまだ努力不足だと思いますので、ぜひこれ

は続けてください。

　そして土木建築部長、ＴＰＰですが、私は分離・分

割発注が禁止されるのを一番恐れているんですよ。県

内企業優先、分割発注というのを。今の政府調達ＷＴ

Ｏで第２条で禁止されていますけれども、それについ

て教えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　ＷＴＯ協定では金額

が設定されていますので、そういった面からすると分

離・分割発注が難しくなると。

○渡久地　修君　協定２条で分割は禁止されているで

しょうと聞いたんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時53分休憩

　　　午前11時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　ＷＴＯに関しては分

離・分割は禁止されております。
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○議長（髙嶺善伸君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、ＴＰＰですね、先ほどの答弁

で農業の分野で壊滅的打撃と言っていましたけれど

も、私たちは皆さん方が何もやってないと批判してい

るんじゃないんですよ。ＴＰＰになったら、沖縄県が

相当被害を受けるよということにとても危機意識を

持っている。特に中心になっている建設業の海外を開

放されるということで、海外を僕は危惧しているん

じゃない。国内のゼネコンが入ってくるんですよ。現

にこれまでの４件全部本土企業にとられた、分割発注

禁止される、これまでのものが全部本土企業がどっと

入ってくる。750万以上も本土企業が入ってきたら、

沖縄の建設業、沖縄の中小企業は大打撃ですよと。こ

のことを一番心配している。知事、どうでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　おっしゃるように、今、農

業団体を中心に大変だという話は伺っておりますが、

無論、建設業についてもいろんな議論があります。

きょうの議員のお話は参考として受けとめさせてくだ

さい。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時55分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　それでは、午後一番、一般質問を

行ってまいりたいと思います。

　社大・結の奥平でございます。

　まず初めに、知事の政治姿勢についてお伺いをいた

します。

　茨、中期防衛力整備計画における島嶼防衛強化につ

いて伺います。

　ア、自衛隊の南西諸島への配備計画について知事の

認識を伺う。

　イ、与那国島における沖縄防衛局の自衛隊配備計

画、住民説明会は、知事が言う住民の理解が得られる

よう徹底した説明になっているか伺います。

　ウ、住民からは島の資源を生かした地場産業の振

興、隣接する台湾との国境交流を通して独自の島おこ

し、地域活性化への取り組みを行ってきたし、これか

らも行っていきたいとしている。軍隊の配備は隣国と

の不必要な緊張を生み出し、島民や県民を危険にさら

すことになる。知事の見解を伺います。

　芋、沖縄本島から隔絶した「国境離島」としての与

那国島の自立・発展に県はどのような支援ができるの

か。また、地域の切実な課題やニーズにどう対応して

いるかの見解を伺います。

　鰯、下地島パイロット訓練空港問題について伺う。

　ア、どのような目的と経緯でこの空港ができたの

か。

　イ、空港建設に伴い地元と県や国、航空会社の間に

どのような取り決めが交わされたか。

　ウ、ＪＡＬ撤退に伴う法的処置について説明と対応

を求めます。

　エ、従来の民間パイロット訓練飛行場として訓練機

能の強化もしくはその活用を国に対し強く求めるべき

ではないか、知事の見解を伺います。

　オ、宮古空港はスカイマーク参入等があって、キャ

パシティーの課題もあり、スポットの混雑が続いてい

る中、去る11月に中国東方航空からチャーター便就航

の打診を受けるなど実現をすればさらに混雑が予想さ

れます。そこで3000メートルの滑走路を持つ下地島空

港を受け入れ空港として国際線機能を持たせた空港と

して利活用の可能性調査ができないか、当局の見解を

伺います。

　２、沖縄県がん対策推進条例について伺います。

　茨、骨子（案）へのパブリックコメントで県民の意

見とするのですか。

　芋、これまで幾度となく関係者や関係機関との意見

交換を行ってきたにもかかわらず、それさえなかった

かのようなすかすかの内容になっている。県は、どの

ような条例を目指そうとするのか伺います。

　３番、教育行政について。

　茨、県立高校編成整備計画について伺います。

　 ア、平成14年から23年の編成整備計画をどのよう

に総括をしたのか。

　 イ、学校規模１学年４ないし８学級の適正化の根

拠と教育効果について伺います。

　 ウ、学校統廃合と地域との関係性について教育長

はどのような認識をお持ちか。

　 エ、フューチャースクール設置について住民説明

会が行われたようだが、教育長の見解を伺います。

　芋、小中校統廃合問題について伺います。

　 ア、島嶼県ゆえに本県には多くの小規模校・複式

学級が存在します。昨今、社会性や教育効果の側面か

ら、「適正規模校」を盾に学校の統廃合が強引に進め

られてきている。小規模校や複式学級は学校教育の観

点からどうあるべきか。また、「適正規模校」の法的

根拠、教育効果の根拠について教育長の見解を伺いま

す。
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　４番目、県立病院事業について伺います。

　茨、第３回「病院経営再建検証委員会」で病床利用

率、入院患者数、外来患者数が未達成との報告があっ

た。理由は何か。

　芋、７対１看護体制維持のため、別病棟などからの

応援が相次いでいると聞く。その現状を示せ。

　鰯、看護師の十分な増員がない体制で病棟閉鎖や休

床が相次いでいる。病棟開設目的の医療に支障が出て

いると聞くが、現状と解決への方策を示せ。

　允番目、公的医療を提供するには、公的病院でない

とできない。これは伊江事業局長が八重山県立病院長

時代におっしゃった言葉であります。そういう信念は

今でも堅持しているかお伺いいたします。

　答弁を聞いて再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　奥平一夫議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず、知事の政治姿勢の中で、自衛隊の南西諸島へ

の配備計画についてという趣旨の御質問にお答えいた

します。

　防衛白書では、自衛隊配備の空白地域となっている

島嶼部に必要最小限の部隊を新たに配備するなど、南

西地域の態勢強化が示されております。自衛隊の配備

につきましては、我が国の防衛やさまざまな緊急事態

対応などの観点から、政府において適切に検討される

べきものと認識いたしております。しかしながら、そ

の配備に当たっては、地元の理解と協力を得るよう、

最大限の努力をするべきであると考えております。

　次に、同じく政治姿勢の中で、下地島空港の設置目

的及び経緯についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　下地島空港は、本格的なジェット化の時代の到来に

向け、パイロット養成が急務となった昭和40年代当時

の状況を背景に、航空会社の強い要望と国の航空審議

会答申を受け、国内唯一のパイロット訓練飛行場とし

て、昭和47年に建設が開始され、昭和54年７月に供用

が開始されております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

　　　〔副知事　与世田兼稔君登壇〕

○副知事（与世田兼稔君）　奥平一夫議員のＪＡＬ撤

退に伴う法的処置についてお答えいたします。

　下地島空港の年間運営経費については、県と航空会

社間の覚書に基づき、これまで日本航空と全日本空輸

が負担しております。日本航空は、経営再建の取り組

みを進めている途上にあり、同空港における訓練を平

成22年５月から実施しておりません。また、日本航空

はことしの３月に本覚書を平成23年度限りで解約する

旨通知するとともに、平成24年度以降は維持費を負担

しないことを県に申し入れております。県としまして

は、日本航空が撤退した場合、下地島空港の存続は極

めて困難であること、操縦訓練以外への転換は容易で

ないこと、同空港が日本航空を初めとする国内航空会

社の強い要望により建設された経緯などから、１年程

度の予告通知で撤退することには応じられないとして

これまで協議を重ねてきました。しかしながら、日本

航空は平成24年度以降の維持費負担に応じられないと

の主張を変えていないことから、現在、弁護士等の意

見を踏まえながら民事調停などによる対応を視野に入

れた検討を行っているところでございます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、与那国島における住民説明会につ

いてお答えいたします。

　去る11月17日、与那国島における沿岸監視部隊等の

配置について、与那国町と防衛省は共催による住民説

明会を実施しております。今後とも引き続き地元の理

解と協力を得るよう、丁寧に説明を行うなど最大限の

努力をするべきであると考えております。

　次に、軍隊の配備が島民や県民を危険にさらすこと

になることについてお答えいたします。

　県としましては、自衛隊による離島を含む国土の防

衛は重要であると考えております。自衛隊の配備につ

いては、我が国の防衛やさまざまな緊急事態対応のみ

ならず、近隣国との友好関係などの観点から、政府に

おいて適切に検討されるものと認識しております。し

かしながら、その配備に当たっては、地元の理解と協

力を得るよう、最大限の努力をするべきであると考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、与那国島の自立・発展に対する支援

についてお答えいたします。

　いわゆる「国境離島」である与那国島は、我が国の

領海及び排他的経済水域の確保や貴重な海洋資源の利

用等に重要な役割を果たしております。一方で、沖縄
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本島から遠隔の地にあり、人口規模も小さいことか

ら、割高な移動コストが住民生活を圧迫しているほ

か、医療、教育等の基礎的生活条件が不十分であるな

どの課題を抱え、若年者の流出等により人口が減少す

るなど地域活力の低下が懸念されております。このよ

うな与那国島を含む県内離島の状況を踏まえ、「沖縄

21世紀ビジョン基本計画（仮称）（案）」において

は、離島住民が住みなれた島で安心して暮らし続ける

ことができるよう、割高な交通コスト・生活コストの

低減、高校進学に伴う経済的負担の軽減、患者等の通

院に係る交通費負担の軽減などの定住条件の整備や、

離島の特色を生かした産業の振興など、総合的な離島

振興策に取り組むこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、空港建設に伴う関係者との取り

決めについてお答えいたします。

　下地島空港の整備に当たり、国と県においては、同

空港を民間航空機訓練及び民間航空以外の目的に使用

させないこと、建設・維持管理費について訓練等によ

る収入で賄うことが確認されております。国との確認

事項を踏まえ、県と当時の民間航空４社においては、

空港維持費、残地取得に伴う経費の一部について練習

使用料として支払う旨の覚書が交わされております。

また、県と地元地主会においては、買収の方法、買取

価格などの諸条件が確認されております。

　同じく知事の政治姿勢で訓練、機能強化や活用を国

に求めることについてお答えいたします。

　下地島空港の供用開始から約30年を経た現在、訓練

のシミュレーター化の進展や、ライセンス制度の改正

など、パイロット訓練を取り巻く環境は大きく変化し

ており、さらには、日本航空の訓練中断の影響もあ

り、引き続き訓練飛行場として維持していくことは困

難であります。そのため、今後の利活用のあり方など

について総合的に検討し、国を初めとする関係機関と

の調整を図りたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢についてで、国際線機能を持

たせた空港の利活用可能性調査の実施についてお答え

いたします。

　今後の調査検討に当たっては、下地島空港の利活

用、運営のあり方及び地元への経済効果等とあわせ

て、国際線就航の可能性についても検討していきたい

と考えております。なお、宮古空港の駐機スペースに

ついては、スカイマークの参入により過密になってい

ることから、県では、同空港の新たな駐機スポットの

設置に向けた検討を行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　沖縄県がん対策推進

条例についての中の、骨子（案）への意見及びどのよ

うな条例を目指しているかについてお答えします。２

の茨と２の芋は関連しますので一括してお答えしま

す。

　がん対策推進条例の策定に向けて患者関係者等から

の意見を聴取することを目的に、これまで計７回にわ

たり連絡会及び作業部会を開催してきました。同連絡

会では「沖縄県のがんの現状と課題」を踏まえ、条例

に盛り込んでいく項目を骨子（案）としてまとめてき

ました。また、広く県民に意見を求めるためのパブ

リックコメントについては、作業部会において検討

し、１、条例の目的、２、関係者の責務、３、県が行

うべき施策、４、推進体制といった４つの基本的な項

目について実施することとしたものです。パブリック

コメントの結果も連絡会での意見と同様、離島に対す

る支援や患者等の経済的負担軽減に関するものが最も

多く寄せられました。

　条例案の策定に当たり、現在、各市町村や関係団体

等へも意見照会を行っているところであり、これらの

意見も踏まえつつ、地方自治法等関係法令にも照ら

し、沖縄の実情に合った条例を目指してまいります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、現行編成整備計画の総括についてお答えいたしま

す。

　現行の編成整備計画においては、生徒の多様な変化

や社会の変化に対応するため、教育内容や教育方法の

改善とともに、新しい学科の設置や新しいタイプの学

校への再編を推進してまいりましたが、一部継続して

次期計画で検討することとなった学校もあります。

　次に、適正規模と効果についてお答えいたします。

　高校の適正規模については、全国の状況では４から

８学級の編成が65％を占め、教育の活性化が図られて

おり、標準的な編成となっております。適正規模の学

校においては、生徒が相互に切磋琢磨して高めること

ができること、学習の面からも適切な教員配置ができ

ること、教育活動の中で生徒の選択肢が広がること、

生徒会活動や部活動、学校行事等が活性化し、他者と
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のコミュニケーション能力を高めることができること

などが考えられます。

　次に、編成整備実施計画についてお答えいたしま

す。

　編成整備実施計画につきましては、社会の変化や入

学者の状況等を総合的に判断し素案を策定しておりま

す。学校の再編統合により、社会の変化や生徒の多様

化に対応し、生徒の視点に立った学校づくりを念頭に

置き、学校の活性化を高め地域の中学生及び保護者に

とって、より一層魅力的な学校づくりを推進すること

が重要であると考えております。

　次に、地域説明会についてお答えいたします。

　フューチャースクールは、「学び直し」を具現化す

ることや、心因性の不登校や発達障害による学校不適

応等の多様な学習ニーズに対応できる学校として基

礎・基本の定着から、進学にも対応できる教育課程を

設置し、生徒の自信とやる気を引き出すことを目標と

しております。

　学校の再編等につきましては、県民や地域及び保護

者等の理解を得ることが最も重要であると考えており

ます。今後とも引き続き地域での説明会や学校関係者

と十分に調整を図りながら、編成整備計画の策定をし

てまいります。

　次に、学校の適正な規模の法的根拠等についてお答

えいたします。

　学校教育法施行規則第41条では、「12学級以上18学

級以下を標準とする」としており、その教育効果とし

て、集団学習の充実、児童生徒相互の多様な学び合い

や人間関係の醸成等、学習活動や学校生活の活性化が

図られると考えます。

　県教育委員会としましては、小中学校の統廃合は、

設置主体である市町村教育委員会が地域と十分な話し

合いを行い、理解を得て進めていくことが必要である

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院事業につい

ての御質問の中で、病床利用率等の目標の達成状況に

ついてお答えいたします。

　病院事業局がことし11月10日の第３回経営再建検証

委員会に報告した県立病院改革プランにおける目標の

達成状況については、稼働病床利用率で0.5％、入院

患者数で約２万3000人、外来患者数で約３万2000人、

目標値を下回る結果となっております。その要因とし

ては、地域の医療機関の充実が図られている中、これ

らの医療機関との連携が十分でなかったことや、医師

及び看護師の不足による診療制限や休床が考えられま

す。そのため、病院事業局においては、患者の確保に

向けて、地域の医療機関との連携強化による患者の紹

介・逆紹介の推進、医師及び看護師の確保に取り組ん

でいるところであります。

　次に、７対１看護体制の病棟支援の状況についてお

答えいたします。

　南部医療センター・こども医療センター及び中部病

院の７対１対象病棟では、業務量の平準化を図り、適

切な看護サービスを提供するために、病棟の空床状況

等を勘案して、病棟運営に支障がないように病棟間や

各部門間の応援を行っております。

　次に、病棟閉鎖や休床の現状と解決方策についてお

答えいたします。

　看護師不足による休床は、中部病院で平成21年２月

から52床、南部医療センター・こども医療センターは

平成19年11月から14床となっております。休床してい

る病床の再開については、看護師確保の見通し、経営

への影響、地域の医療環境等を踏まえて検討していき

たいと考えております。

　次に、公的医療の提供に関する考え方についてお答

えいたします。

　県立病院は、地域の中核的な公的医療機関として、

一般医療に加え、救急医療、離島・僻地医療、高度・

特殊医療等のいわゆる政策医療を担い、地域医療の確

保に極めて重要な役割を果たしています。

　病院事業局としましては、今後とも県立病院が公的

医療機関としての役割を安定的かつ継続的に担うこと

ができるよう体制の整備に努めてまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それでは再質問をさせていただきま

す。

　この先島諸島への自衛隊の配備問題、これについて

は国土の防衛は重要であるということでお認めになる

という方向なんですけれども、これまで知事は一貫し

ていわゆる沖縄県の基地の負担軽減をずっと言ってき

ました。しかし、きのう、おとといの質問の中ではこ

の負担軽減は自衛隊とは別物であるという答弁をされ

ていましたけれども、その辺の真意をちょっとお聞か

せください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私が申し上げる基地負担の

軽減というのは、主として米軍基地負担の軽減を言っ
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ております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　これまで新聞発表しか知りませんけ

れども、この防衛大綱の中では南西諸島への自衛隊の

配備の増強という言葉がうたわれております。私が言

うにはという発言でしたけれども、自衛隊配備につい

ては何ら問題はないという認識なんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私は、自衛隊の配備はすぐ

れて国が考えるべき技術的・事務的な課題だというふ

うに考えております。

　何ら問題がないかという御趣旨はちょっとよくわか

りにくいんですが、ただし住民というか県民ないしは

その地域の人々との理解と協力を得るようによく努め

てもらいたいというのは、無論申し上げているところ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それではお聞きしますけれども、今

回配備予定の自衛隊、装備はどれぐらいでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時52分休憩

　　　午後１時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　具体的な人員、規模等

についてはまだはっきり聞いておりませんけれども、

沿岸監視部隊さらにそれに付随するレーダー等の装備

を配置するというふうに聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それは今おっしゃっているのは与那

国への配備ということですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　そのとおりでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　今議論しているのは、南西諸島への

配備ということですよ。全体的に南西諸島に一体どれ

ぐらいの人員と装備を予定しているのかということを

わからなきゃならないと思いますがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　具体的な数字といいま

すと、よくわからないんですが、平成23年の防衛白書

によりますと、「南西地域の防衛態勢の強化」といた

しまして、航空自衛隊といたしましては、情報収集の

レーダー、「迅速な展開・対処能力の向上」、「防空

能力の向上」と。陸上自衛隊は、「即応性、航空輸送

力などの一層の向上のため、第15旅団を改編」、防空

能力としては「第６高射特科群を廃止し、第15旅団内

に中距離地対空誘導弾などを配備した高射特科連隊を

新設」、海上自衛隊につきましては、「潜水艦増勢に

よる情報収集・警戒監視」など４項目、それから航空

自衛隊につきましては、「旧式固定式３次元レーダー

の新型固定式３次元レーダーへの更新」、それから先

ほど申し上げました「沿岸監視部隊の配置」、「初動

を担任する部隊の新編事業着手」といったものが列挙

されております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　知事はそれをそのまま許容するとい

うふうに理解していると思っていいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　現在のところ、ちゃんとし

た正確な数字、中身は今公室長が答弁した程度です

が、これは政府に対してきちっと内容について説明は

求めていきたいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　視点を変えてちょっと質問させてい

ただきます。

　今度の自衛隊配備は――特に与那国なんですけれど

も――これは新たな基地の建設という認識ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私は、米軍基地については

基地の整理縮小と言っている中での基地になります

が、自衛隊についてはその外だと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　ですから、それは基地の建設という

認識ですかとお聞きしているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ですから、基地の過重負担

という価値観、観点から言う基地というのは米軍基地

を私は言っておりますよ、自衛隊基地は言っておりま

せん。ですから、議員の御質問に対しては過重負担の

中に入っておりませんから、基地の建設は対象になっ

てないということですね。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　その負担軽減という言葉をどけて、

今の与那国への自衛隊配備が新たな基地の建設になら

ないのかということだけを聞いているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　あなたのおっしゃる基地の

建設という意味が私よくわからないから、想像で申し

上げますと、自衛隊基地の建設とは言えるのではない

かと思います。



－ 215 －

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　知事としてはそれが負担にはならな

いと、離島住民の皆さんの負担にはならないという認

識なんですね。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時１分休憩

　　　午後２時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これはある意味で与那国の

人々の御意向も聞く必要はあるとは思うんですが、た

だし島嶼防衛についての配備の問題というのはすぐれ

てこれは国の仕事ですよ。ですから、あとは議会と協

力を得られる努力は、最大限自衛隊・防衛省はやるべ

きだということで、一体これが過重な基地負担になる

のかならないのかという点ではいろんな人の意見を総

合しないと、まだ今定かには申し上げにくいんです

が、これはすぐれて国の仕事ですから。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　これは与那国だけに限ったことじゃ

なくて、隣の石垣あるいは宮古島についても波及して

くる、あるいは計画として予定をされているというこ

となんで市民生活にプレッシャーが相当かかってくる

と僕は思うんですね。しかし知事はそうでもないとい

う、これは国の仕事だからというふうにおっしゃるわ

けですね。そこで、沖縄県の21世紀ビジョンの今素案

ができていますね。その計画の中に基地のない沖縄を

目指すというふうに記してありますけれども、それと

今の話は何かそごが出てきやしないかなという気がす

るんですけれども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まずビジョンの中での基地

のない沖縄を目指すという場合の基地は、主としてこ

れはまず米軍基地を頭に置いているという点が第一。

さらに目指すということは、そういうものが要らなく

なるような環境条件及び安全保障環境が改善されてい

く、そこへの取り組み、我々の貢献も含めてというこ

とですから、その20年後にそこで完璧になくなるであ

ろうということは現実的な予測には入っていないと私

は考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それでは次に、知事のこれまでの発

言をとらえてちょっと質問させていただくんですが、

自衛隊による離島を含む国土の防衛は重要という発言

をされています。その防衛するという発言の背景に何

から何を防衛するのかと。まず、いわゆる仮想的にど

こから防衛するのかということだと思うんですが、ど

こを指しているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時１分休憩

　　　午後２時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問には非常に答え

にくい部分があって、あえて質問されていると思うん

ですが、こういうものはお国に質問をしてください。

私どもは国の防衛大綱であるとか、防衛白書で言う東

シナ海における安全保障環境が厳しくなり始めている

のではないかという白書を中心にした考え方を頭に入

れていますから、あの白書の範囲内でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　そうは言われましてもそこに住む

我々にとっては、非常にプレッシャーがかかってくる

ものですから、一体どこから何を守ろうとしているの

か想像はできるんですけれども、知事が本気でどうい

うふうに思っているかということをお聞きしたかった

だけですね。でも、これは極めて国の専権事項だとい

うことですから、もう少しお聞きしたいと思っていま

す。

　実は、米軍と自衛隊の一体化、あるいは深化という

話がよく言われますね。そうなりますと、この自衛隊

は南西諸島に配備をされていく。当然に米軍が一緒に

行動してくるわけですね。それはお認めになります

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時２分休憩

　　　午後２時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　自衛隊と米軍とのどういう

形での一体化かというのは、私どもは技術的な中身は

よくわかりませんけれども、安全保障条約があり、そ

して日米同盟と言われるような表現で防衛上緊密に

なっていくとすれば、この自衛隊・米軍の共同訓練な

どなどを含めてきちっと訓練がしっかりとやられて現

実的ないろいろな事態に対応できるように訓練すると

いうのは、これは当然の流れだと思いますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　与那国の外間町長の自衛隊配備の背

景は人口流出と経済の落ち込みだと。しかし、自分は

米軍が来ることを絶対許さないという発言をされてい

ますけれども、知事はどう考えますか。
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○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　御質問がちょっと理解しに

くい部分があるので、これも推定で申し上げますけれ

ども、与那国町長が今おっしゃったように地域振興と

いうような観点の切り口から言われたとすれば、それ

は与那国町長のお考えでしょう。そして自衛隊そのも

のが持っている緊急、急患輸送であるとか不発弾の処

理だとかいろんな機能を防衛に加えて持っているとい

う面で、どの面を重視するかというのはあろうかと思

うんですね。ですから、与那国町長さんがそういう御

見解を持っているとすれば、それはそれで一つの考え

です。しかし、もともと自衛隊の配備というのは、緊

急輸送であるとか、急患輸送であるとかそういうこと

も仕事のうちですが、やはり防衛にかかわる情報の収

集とか幾つかの機能をきちっと働かすためのものだと

私は理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　今の僕の質問は、米軍とのいわゆる

共同防衛という観点でその話をしたわけですが、

ちょっと答弁をはぐらかされてしまいましたけれど

も、時間がないので先へ行きます。実は、自衛隊の南

西諸島への配備について、これはことしの２月に、前

の内閣官房副長官補の柳澤さんという方が今度の配備

についておっしゃっているんですね。中国を前提にし

た動的抑止に、中国にしてみれば先島を重点的に占領

する意味はほとんどない。本当に戦争する気になれ

ば、米軍施設にミサイルを撃ち込むだけだと。自衛隊

の先島配備について生き残り策ではないかという見方

をしているようです。私は全く意味がないと思う。外

交的には相手の外交措置や緊張を高めるというデメ

リットもある。そういう発言に対して知事はどのよう

な考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時７分休憩

　　　午後２時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の柳澤さんのその発言と

いいますか、そのメモの部分は背景抜きで議員から聞

かされた感じでは、人それぞれいろんな考えがあるも

のだという印象は持ちますが、ただ東シナ海の話とい

うのは無論沖縄も含めて日本は特に中国、東アジアの

国々とはこれから未来永劫、仲よくやっていく。文化

交流、経済交流をしっかりと進めていく、当たり前の

ことでして、ただこれは防衛白書にまつまでもなく、

いろんな報道の中でその国の巨大な軍備費の増強とい

うのが不透明性があるとかよく言われている話という

のはだれでも知っていることですから、そういう中を

含めて我々は自分たちのエリアを自分たちが持つ自衛

隊でいろんな形で可能な限りの防衛の基礎をとって、

基礎的なことはやっておくというのは当然のことだと

私思っておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　知事の御意見を伺いました。

　そこで続けて――これは質問じゃありません、これ

は柳澤さんのちょっと御意見ですけれども――そもそ

も軍事力を動かしたりふやしたりすればこれは安全保

障上のジレンマだが、相手もリアクションをとってく

る。だから防衛だけに頼ってはいけない。中国なら中

国とどう事をおさめていくか、外交をしっかりやらな

いといけない。それを抜きに自衛隊の増強だけやって

いたら、かえってマイナスが大きくなってくると、そ

ういう御意見であります。

　次に、与那国の自衛隊配備についてちょっとお伺い

いたしますけれども、知事はいわゆる最大限の努力を

すべきだというふうにおっしゃっていますが、これは

自衛隊に対しておっしゃっているんですか。それとも

与那国町に対しておっしゃっているんでしょうか、ど

ういうことでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　防衛省及び自衛隊に対して

ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　そこで知事、つまりこの与那国の皆

さんがどう考えているかというその民意というものを

とらえたときに知事はどんなふうに考えていらっしゃ

いますか、民意というものを。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと待ってください

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時10分休憩

　　　午後２時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、御質問の民意とい

うところでございますが、なかなかこの件におきまし

ては地元の方々がどう考えているかというのは、今、

意見が二分されている状況だと考えておりまして、過

去には町長あるいは議会で誘致決議が出ているといっ

たこと、あるいは報道にありますように反対派が少な

からずいると、そういったことをやはり総合的に勘案

すべきだと考えております。
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○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　与那国におきましては、町長ほか

500名近い皆さんが署名をして自衛隊誘致の要請を出

して、今自衛隊いわゆる防衛省が動き出しているわけ

ですね。

　そのことについて知事としては、これは民意に沿う

ものとして考えていらっしゃるのか、あるいはいやい

やまだそうではないとか。知事は最大限の努力をすべ

きというお話ですけれども、どのように最大限の努力

をしていけばいいのか、その辺をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　どうも私にしていだだく御

質問としてはいかがかとは思うんですが、与那国町長

が選挙で選ばれた町長でまさしく民意をしょって町長

になった方の誘致ですから、これはそういう意味では

民意に沿ったものだと当然言えると思いますし、町と

しての独自のお考えを持ってそういうことをやってお

られるという以上、この御質問は私じゃなくて防衛省

か与那国町長にやっていただきたいというのが私の考

えです。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それで今実際に現実問題として地元

の住民が分断をされてしまって大変な問題になってい

るんですね。ですから、隣近所でもあるいは親戚同士

でもなかなか折り合いがつかないという状態が続いて

います。そういう意味で非常に憂慮すべき事態だと

思っているんですね。

　そういう意味では、知事としても何らかの収拾策と

いいますか、乗り出すべきではないのかなというふう

に考えるんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさしく最大限の努力を防

衛省・自衛隊にまずしっかりやっていただきたいと考

えております。無論、ある地域で民意が極端に２つに

割れて激しく争い合うというような事態は当然これは

避けるべきだと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　次、与那国町の自立・発展への県の

支援についてお伺いをしたいんですけれども、実は与

那国町長はこの若年層の流出と離島苦への対処に対し

て、万策尽きたというふうにおっしゃったそうなんで

すね。つまり、県の離島振興、いろんな政策の支援を

仰いでいるはずなんですけれども、なぜそういう万策

尽きたというふうに言わしめるほど県の離島振興の対

応が弱いのか、あるいは弱くはないのか。この辺につ

いてちょっとお伺いしたいと思いますが、いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　離島振興につきまして

は、これまでも内閣府と連携をしながらさまざまな補

助事業に投下をしてまいりました。その結果、一定の

成果も上がっているわけですけれども、全国的な一つ

の流れとしまして少子・高齢化とか人口減少というふ

うな、特にそれが離島においてより大きくあらわれ

る、そういう一つの傾向があったかと思いますけれど

も、今般のこの「沖縄21世紀ビジョン」計画の中で

は、この離島の持つさまざまな課題を議論をする中か

ら新しい離島の総合的な離島振興策というふうなもの

を打ち出しております。既に実験事業として例えば与

那国町も求めてきております交通コスト、移動コスト

の低減の問題につきましては、これは実験事業として

既に走らせておりまして、これから県としては精いっ

ぱい離島の振興というふうなものをこれまで以上に力

を入れていきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　離島振興の中で、定住条件の整備、

国境離島に対する支援の拡充、これはもう知事の公約

でもありますから、しっかりと本当に国境離島で今隔

絶されたこの海域の中でなかなかそういう定住条件の

整備というのは難しいし、人口流出がどんどん続いて

います。そういう意味ではそういう苦しさがなければ

自衛隊配備なんてことは、恐らく町長も考えていな

かったと思うんですけれども、そういう意味でぜひ県

におかれては、あるいは知事を先頭にして、こういう

国境離島の存在というものをしっかりと見据えて手厚

い政策をしっかりやっていただきたいというふうに

思っております。

　続きまして、下地島パイロット訓練飛行場について

お伺いをしたいんですが、まず知事に確認をしたいの

は、この下地島空港というのは国策で建設されたとい

う認識をお持ちなんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時17分休憩

　　　午後２時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　お答えします。

　ジェットパイロット養成が急務になった昭和40年当

時の状況を背景に、航空会社の強い要望と国の航空審

議会答申に基づき、当時の運輸省は適地調査を実施

し、その結果、下地島が最適候補地に選定されており

ますので、そういった経緯からも国の政策によって下
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地島空港が計画、設置されたと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　国策でできた下地島空港が、今、Ｊ

ＡＬの撤退によって相当厳しい局面に直面をしており

ます。

　ちょっと休憩お願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時17分休憩

　　　午後２時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　この地図がございます。（資料を掲

示）　これは、日本航空がかいた下地島周辺開発の構

想図。これは40年前の――実は岸本忠三郎さんという

我々の大先輩の県議が書かれた本の中に示された地図

ですけれども、ヨットハーバーであったり、ホテル、

高級バー、ゴルフ場、病院、娯楽センター、さまざま

ありますね、航空大学校と。こういう施策が並べられ

て、つまり沖縄の経済振興策の一環であるということ

を公表したんですよ。これがＪＡＬが撤退し、40年

たって何にもできていないこの状態、知事、この現状

をどう思われますか。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　40年前の計画という名に

おいて、今にわかに、知事、現沖縄県政の当局者に聞

いてもちょっとお答えようがないというのが正直なと

ころでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　答えようがないというのは、どうい

う意味ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　まず、なぜ開発ができな

かったのかとこう言われても、当時で言うと日本航空

が恐らく下地島開発に関してさまざまなリゾート計画

としての海浜計画があったということなんだと思いま

すけれども、その計画というのは各都市ごとのいわば

観光地入域客であるとか、さまざまな諸条件によって

実現できるかどうかというのが決定していくわけです

から。当時、下地島空港には民間航空路線も開設する

という中で、やがて客が来ないからだんだん定期便も

なくなっていったと、こういう時代背景の中で企画さ

れた恐らく青写真というか本当の初めの段階の構想図

だと思いますので、その構想が実現できなかったかど

うかを今沖縄県に問われてもどのようにお答えできる

のか、あるいはどのようなことを質問しているのか

ちょっとよくわからないということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　副知事、おかしいと思いませんか。

国策でやったんですよ。誘致する際は血も流れたんで

す。さんざん住民が二分されたんです。今の与那国に

似たような感じですけれども、それを国策でやって40

年たったからそれまではわからないということでは住

民は納得しないと思います。どうですか。放置するな

ら放置するでいいですよ。それぐらいの考えしかない

んだったら、しようがない。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　下地島の開発計画、これ

につきましてはもう議員御承知のとおり、現状におい

てはまた宮古島市から提案のある跡地利用計画が議論

の俎上に上っているわけでございます。この計画も恐

らく復帰を控えてさまざまな希望、夢を持ってつくら

れた計画だというふうに思います。しかしながら、御

承知のとおりこの下地島周辺だけじゃなくて沖縄全体

が復帰後、あるいはまた日本全体もそうですけれど

も、オイルショックだとかあるいはまたバブルの崩壊

とか、さまざまな経済状況が変わる中で、こういう個

別の民間の開発計画もやはり計画されてはまた頓挫す

る、これの繰り返しであったわけです。そういうふう

な意味合いにおいては、これはこれで一つの計画とし

て描かれたものであったんだろうと思われるわけです

けれども、その後を含めてこれまで下地島のこの開発

計画については地元も県も一生懸命これまで議論を重

ねて今日まで至っているというふうに思っておりま

す。

　現状においては、宮古島市との間で農用地の拡大を

含めて利用計画を今進めているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　私は何も40年前の約束のこの絵をそ

のとおりやりなさいという意味じゃないですよ。今、

ＪＡＬが撤退をして空港施設の管理者は大変だという

わけだから、もうじり貧になっていくのは目に見えて

いるわけですよ。ですから、県が国やＪＡＬに対して

どういう姿勢で臨んでいくかということを私は皆さん

に訴えているわけですよね。その辺はまた時間がない

ので、次の機会にしたいと思っています。

　その下地島空港を国際線の着陸空港として利活用で

きないだろうかという質問をいたしました。現在、中

国とか台湾からのチャーター便就航の流れがありま

す。これは那覇空港もそうですし、石垣もそうです

し、宮古もあります。そういう意味で今実は那覇空港

も非常に受け入れの厳しい状況があります。宮古空港

もスポットが非常に足りない、スカイさんが入ってき
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て非常に混雑をしているというようなこともあって、

下地島空港はどうだろうという話をしているわけです

よ。いかがでしょうか、もう一回。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　宮古空港において、

国際チャーター便の就航時に以前、パーテーションと

いって仮設の囲いを設置することにより国内線旅客と

の混在がないように対応した実績がございます。宮古

圏域においても、今後国際線誘致の取り組みを推進し

ていく中で、ターミナル施設における国際便旅客専用

スペースの確保が課題となっていくことから、今後私

たちは常設のＣＩＱの施設の整備について検討してい

きたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　今台湾から、遠東航空、それからき

のうも出ていました復興航空、そしてもう一つはマン

ダリン航空、こういう航空会社が那覇への乗り入れ、

沖縄への乗り入れを非常に希望しているというお話が

ありました。そういうこともあって、かなり那覇空港

の国際線のスポットでは非常に厳しいのではないのか

なというふうなこともあるものですから、整備される

までの間、下地島空港やあるいは離島の空港を活用し

ていくというそういう考え方はありませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のおっしゃる方向での

活用というのは、やっぱり必要になってくると思いま

す。今の既成の那覇空港を初め宮古の空港にしても非

常に容量的にある限界がないわけではありません。で

すから、そういう意味でお客様の増加のぐあいによっ

ては地域の空港、島の空港をフルに活用することが必

要になると思います。ここら辺ちょっとそういう方向

の展開ができるように大至急詰めてみたいと思ってお

ります。

○奥平　一夫君　ありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　教育長にお伺いをしたいと思ってい

ます。

　地域説明会ではほとんどの地域から異論が出ていま

すね。それについてどういうことが理由でそういう反

対の意見が出ているか、お伺いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時26分休憩

　　　午後２時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私ども実は今回の素案を策

定する際には、いろんな社会の変化とかあるいは入学

者の状況とかをかんがみながら素案を策定して発表し

たわけです。そういうさまざまな説明会を通していく

中で今いろんな御意見を拝聴している状況でございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　もう一つお伺いしたいと思います。

　この小中学校の統廃合の問題なんですけれども、国

連機関の世界保健機構は、学校は小さくてはならな

い。生徒100人を上回らない規模でとはっきり述べて

います。小さな学校にこそ大きな力が隠れているんで

はないでしょうか、御意見をお伺いします。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　小規模校には小規模校なり

のまたよさがあるかと思います。ですから、今の議員

のおっしゃった件につきましても、今後編成整備を策

定する際に考慮できるところは考慮したいと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　次に、病院事業局長にお伺いしたい

と思います。

　休床やいわゆる病棟閉鎖、恒常的な満床状態は、つ

まるところ看護師や医師不足が根っこにあるんではな

いだろうかと。ここにメスを入れない限りこの問題は

解決しないというふうに私は思っています。

　そこで、その解決のキーワードは定数改正ですよ

ね。そこで問題となるのは総務部なんです、人事と予

算を握っている。私は、事業局へのその権限移譲をぜ

ひやるべきだというふうに考えますが、いかがでしょ

うか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　前の議会でも少しお答え

したことがありますけれども、例えば定数条例は、知

事部局、総務部サイドで管理しているわけですけれど

も、これを仮に病院事業局それから企業局も一緒なん

ですけれども、そういう形で分けて定数条例をもし持

たせたとしても病院事業局長は議案の提案権はござい

ません。そうするとこの定数条例を改正しようとする

場合でもやっぱり知事部局のほうに調整した結果とし

て知事部局のほうで議案として提案するという手続を

とるものですから、同じような形になるわけですよ。

そういった意味で、定数条例を持たせても効果はない

ということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　今、総務部長がおっ

しゃったように、私たちはそういった定数について現



－ 220 －

場も踏まえて検討して必要な人数ということを一応提

案は総務部を通してやっているというふうな状況がご

ざいます。ですから、直接いわゆる議会への提案はで

きないというふうに認識しております。

○奥平　一夫君　だから権限移譲どうですかという話

ですよ。答弁断ってないでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平議員、時間もありません

ので……。

○奥平　一夫君　答弁漏れですよ。人事と財源の権限

移譲どうですかと聞いているんです。総務部長はいい

ですよ、まだ病院事業局長の話を聞いてないから。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時31分休憩

　　　午後２時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　一応人事権というふうな形では持っているというふ

うには認識しております。ですけれども、それを決め

て議会への提案となると、やっぱり総務部を通してと

いうふうな形になっているのではないかというふうに

認識しております。

○奥平　一夫君　ありがとうございます。終わりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　皆さん、こんにちは。

　議席18番、社民・護憲ネット、仲宗根悟でありま

す。

　今議会は、沖縄防衛局長発言に伴っての大臣の発言

があったり、いろんな議論がございますが、今国会の

ほうでもいろいろ議論を交わされているということで

私は割愛いたしまして、ローカルニュースをお伝えし

たいというふうに思っています。

　読谷村では、去る11月に婦人の集いということで、

村内23区ありますが、その中から日ごろ練習を重ねて

こられた婦人会の皆さんが、コーラスであったり、あ

るいは日舞、琉舞そして沖縄芝居と、これはもうプロ

顔負けの非常に完成度の高い演技が繰り広げられて、

非常に感動いたしました。婦人会の皆さんも日ごろ忙

しい中で練習を積み重ねて、１日、日曜日の発表であ

るんですが、何か観光につなげる方法はないのか、あ

るいは読谷村で盛んに行われている民泊の生徒たちを

巻き込んでの活性化につなげるようなことはできない

のか、あるいは小学生や中学生につなげて情操教育が

できないものかということで、可能性というものに非

常に刺激を受けて、広大無辺に今チムドンドンという

ような状況であります。県大会も行われるということ

でありますので、どうぞ県民の皆さん、御観覧いただ

いて堪能していただきたい、そういうふうに思って御

案内を申し上げたいと思います。

　さて、質問を行いたいと思います。

　知事の政治姿勢に関してまずお聞きをします。

　地位協定運用改善に関し、どのような見解かお聞き

します。

　普天間移設を辺野古とする日米合意の理解を求める

とする閣僚や党幹部の要請はどのようなものであった

のか。そしてまた、どう対応したのか伺います。

　普天間移設は、辺野古を初めとする嘉手納統合案な

ど、県内どこにも移設不可能との姿勢は変わりない

か。また、政府の要請に対しどのように臨むのか伺い

ます。

　八重山教科書問題をめぐる混迷は、一体何が原因だ

ととらえているか伺いたいと思います。

　２番目に、健康・福祉向上に関してであります。

　高齢者やその家族が安心して暮らせるよう介護サー

ビスの充実を図る介護支援専門員の養成や老人福祉施

設整備など、高齢者が安心して暮らせる環境づくりの

施策を展開している中で、介護労働者の離職者が全国

平均に比べ依然高い水準にあるとしています。介護職

は非正規雇用の割合が高く、社会的評価が低い。その

中にあって処遇改善につながっていない現状があると

指摘をしています。その対策について伺いたいと思い

ます。

　本県の健康問題に生活習慣病やメタボリックシンド

ロームの増加が挙げられ、全国と比較しても高い水準

であり、注意喚起を促す広報等で健康づくりに対する

意識啓蒙に努めているところであります。その生活習

慣病の改善、健康・長寿の回復の取り組みについて、

その特定健診受診向上に各市町村とも努めているとこ

ろでありますが、現状と課題についてどうか伺いたい

と思います。

　３番目、地域を支える産業の育成の創出に関してで

あります。

　「エキスポ・ジャパン」と銘打ったアニメや漫画、

そしてゲームの３ジャンルを一度に紹介する国際的な

総合イベントを2012年２月、読谷村で開催する方向で

準備が進んでいるとしています。事業の内容、県との

かかわりについて伺いたいと思います。

　特別自由貿易地域の企業誘致の取り組み状況はどう

なっているのか伺いたいと思います。

　中城湾での定期船実験における内容、そして今後の
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展開について伺いたいと思います。

　４番目は、農林水産業の育成に関してであります。

　おきなわブランド創出、拠点産地の取り組み状況を

伺います。

　東京や大阪でトップセールスを展開する県産農産物

販売プロモーション強化対策の状況、そして成果につ

いて伺います。

　ヤンバルの森の天然記念物や希少動物の生息地を奪

う大規模な皆伐について県の見解を伺うものです。

　５番目に、公共関与による管理型産業廃棄物最終処

分場の整備計画に関してお聞きをいたします。

　事業推進に当たって、基本的な考え方は何なのか伺

います。

　周辺地域の理解を得る努力はどのようになされてい

るか伺います。

　６、観光振興に関して伺います。

　観光関連事業者でつくる沖縄観光の未来を考える会

の「アクションプラン2020」を発表した。県の進める

「ビジットおきなわ計画」や文化観光スポーツ部の施

策との整合性をどう図っているのか伺いたいと思いま

す。

　那覇―台湾線に中華航空に加え新たに復興航空が参

入することが決定的となったとしております。大きな

戦力アップになると思いますが、県の見解を伺いたい

と思います。

　最後に、我が会派の代表質問との関連についてであ

りますが、仲村未央議員の指定管理者制度の問題に関

してでありますが、公募が原則としておりますけれど

も、公募を行わない例もあるのかどうか伺います。

　公募になじまない、そして公募を行わないことに相

当の理由がある場合は公募によることなく云々という

ことについて、検討経過はどのように県民に公表され

ているのか伺います。

　公共性、そして公益性の面から考えると、必ずしも

公募を行わず、その施設の設立理念が保たれるような

措置が必要ではないか伺います。

　今回議案の候補者の65％、約３分の２が同じ団体、

そして３回の指定がほとんど重なるというような状況

があります。実質競争になっていないのではないのか

ということについて伺いたいと思います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲宗根悟議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、閣僚や民主党

幹部の要請についてという御趣旨の御質問にお答えい

たします。

　去る９月の野田内閣発足後、川端沖縄担当大臣、一

川防衛大臣、そして玄葉外務大臣を初め何人かの閣僚

や党の要職にある方々が沖縄を訪問されておられま

す。大臣の皆様からは、まず日米合意に基づき、普天

間飛行場の辺野古移設を進める旨の発言もありまし

た。私といたしましては、多くの県民が反対している

県内の状況を踏まえますと、辺野古移設案は実現は事

実上不可能である旨繰り返し申し上げてきたところで

あります。

　県といたしましては、日米両政府に対し、普天間飛

行場の県外移設及び早期返還の実現に向け、真摯にこ

の件に取り組むよう強く求めているところでございま

す。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、県内移設は事

実上不可能との姿勢などについてという御質問にお答

えいたします。

　県といたしましては、地元の理解が得られない移設

案を実現することは事実上不可能であり、県外移設を

求める考えに変わりはありません。そして県といたし

ましては、日本国内の他の都道府県への移設が合理的

かつ早期に課題を解決する方策であると考えておりま

す。日米両政府に対し、普天間飛行場の県外移設及び

早期返還の実現に向け真摯に取り組むよう、引き続き

強く求めてまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢に関し

て、日米地位協定の運用改善に対する見解についてお

答えいたします。

　先日公表された米軍属に対する裁判権の行使に関す

る日米間の新たな枠組みでは、米軍属の公務中の犯罪

のうち、米側が裁判にかけない場合で被害者が死亡し

た事案などについては、日本側が裁判権を行使するこ

とへの同意を要請することができ、これに対して米側

が好意的考慮を払うとする手続が整備されました。こ

の新たな枠組みにより、ことし１月の交通死亡事故で

加害者の米軍属が起訴されたことは、日米両政府が県

民の声にこたえたものと理解しており、一定の前進が

あったものと考えております。新たな枠組みの実効性

については、今後その内容を精査していきたいと考え

ております。

　県としては、米側に裁量のある日米地位協定の運用
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の改善では不十分であると考えており、引き続き日米

地位協定の見直しを求めていきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　知事の政治姿勢に関しての

御質問で、八重山教科書問題の原因についてお答えい

たします。

　教科書採択問題につきましては、拙速過ぎる規約の

改正、協議会の運営のあり方や手法等について地域住

民等から疑義が生じたことが混乱の要因の一つである

と考えております。

　教科書の採択権限は３市町教育委員会にあることか

ら、八重山地区の教育関係者や地域住民が一致協力し

て子供たちの教育のために取り組んでいただき、一日

も早い解決をお願いしたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　健康・福祉の向上に

関しての中の、介護労働者の処遇改善対策についてお

答えいたします。

　財団法人介護労働安定センターが公表しております

介護労働実態調査によりますと、県内介護労働者の離

職率は依然高い水準にあり、離職の要因となる労働条

件等に関する不満としては、仕事内容の割に賃金が低

いこと、人手が足りないこと、業務に対する社会的評

価が低いことなどが挙げられております。

　県では、介護職員の処遇改善を図るため、平成21年

度から介護職員処遇改善交付金事業を実施しており、

平成22年度には１人当たり月額平均１万4786円の賃金

改善が図られております。また、労働基準法の遵守に

関して介護保険法が改正されたことを受け、事業主を

対象として雇用管理及び労働法規遵守の徹底のための

研修会を実施することとしております。さらに、介護

職員の就労意欲を高め、職場定着化を図るため、介護

職員を対象とした資質向上のための研修事業を継続し

て実施しております。

　続きまして、特定健診受診率向上に係る現状と課題

についてお答えいたします。

　平成22年度市町村国保の特定健診受診率は、速報値

で34.4％となっており年々増加しているものの、目標

値である65％に達していないことから、受診率の向上

を図る取り組みが課題となっております。

　県が平成21年度に実施した「特定健診に関する県民

意識調査」によると、未受診者の多くが「多忙・必要

性を感じない・面倒」そういう理由を挙げておりま

す。また、市町村国保へ未受診者の状況について調査

したところ、その約３割が通院中であることがわか

り、定期的に医療機関へ通院している方は特定健診を

受診しなくてもよいと考えていることが推測されま

す。このため、県では、国保の広報番組等を通じて、

通院中の方も特定健診が必要である旨周知を図ってお

ります。また、多忙や面倒といった理由により未受診

となっている方については、市町村国保による受診勧

奨を促進するとともに、医師会との連携により健診を

受けやすい体制を構築するなど特定健診受診率の向上

に努めております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　地域を支え

る産業の育成の創出に関しての中の、「エキスポ・

ジャパン」の事業内容と県のかかわりについての御質

問にお答えいたします。

　御質問のイベントにつきましては、マンガ、アニメ

及びゲームに関する展示ブース、イベントやセミナー

を行う内容で、現在はまだ実行委員会の設立に向けた

準備段階であると聞いております。

　県としましては、主催団体における今後の取り組み

状況を踏まえながら、適切に対応してまいりたいと考

えております。

　次に、観光振興に関しての中の、沖縄観光の未来を

考える会のアクションプランと県の計画や施策との整

合性についてとの質問にお答えいたします。

　先日、一般社団法人沖縄観光の未来を考える会が公

表したアクションプランにおいては、「国際競争力の

強化」や「観光地としての魅力の向上」、「環境共生

型観光の実現」など、2020年までの観光振興に関する

戦略が掲げられております。これらの戦略につきまし

ては、県の「ビジットおきなわ計画」や現在策定中で

あります「第５次沖縄県観光振興基本計画」の中にお

きましても同様の施策を基本方向として掲げていると

ころであります。また、同計画の基本施策には、観光

振興の推進体制について県民を含めた観光関係者との

協働体制を強化し、一体性・一貫性を持った観光振興

に取り組むことも盛り込んでおります。

　県としましては、今後とも観光関係者等との情報共

有を図り、官民一体となった沖縄観光の振興に取り組

んでまいります。

　同じく観光振興に関しての中の、復興航空の新規参
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入についての質問にお答えいたします。

　那覇―台北路線については、日台間で航空会社が新

規就航や増便を自由に決定できるオープンスカイ協定

の締結により、中華航空に加え復興航空が新規に就航

すると聞いております。同路線が２社体制になること

は、利便性向上や航空運賃の低減化につながると考え

られることから大いに歓迎したいと考えております。

　県としましては、中華航空と復興航空の両航空会社

と協力し、台湾におけるプロモーションを積極的に行

うことにより、より多くの観光客誘致に努めてまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　地域を支える産業の

育成の創出に関する御質問の中で、特別自由貿易地域

の企業誘致の取り組み状況についてお答えいたしま

す。

　沖縄県では、企業の誘致を促進するため、知事の

トップセールスによる企業誘致セミナーの開催や県外

の企業を招いて視察ツアーを実施するなど積極的な取

り組みを行っております。

　企業の立地状況は、分譲地に８社、賃貸工場に19

社、素形材賃貸工場に３社、合計30社が立地してお

り、雇用者数は約500名となっております。また、Ｉ

Ｔ津梁パークにおいては、入居企業数が14社立地して

おり、雇用者数は400人を超えております。

　県としましては、今後とも引き続き積極的な企業誘

致活動に取り組み、魅力的な投資環境の整備に努め、

さらなる企業の立地促進と雇用の創出を図ってまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　地域を支える産業の

育成の創出に関しての御質問の中で、定期船実験にお

ける内容及び今後の展開についてお答えいたします。

　現在、中城湾港新港地区は定期航路がなく、中部圏

域の貨物の多くが那覇港からの搬出入を余儀なくさ

れ、物流効率化のために定期航路の確保が重要と考え

ております。そのため、ことし11月21日より鹿児島か

ら那覇港を経由する航路で、週１便の定期船就航の実

証実験を開始したところであります。

　今後の展開としては、実証実験を通して物流コスト

の低減効果や時間短縮効果等を検証した上で課題の把

握と対応策を検討し、定期船就航の実現を目指してま

いります。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の育成に

関しての中で、おきなわブランド拠点産地の取り組み

と県外での販売プロモーション対策についてお答えし

ます。４の茨と４の芋は関連しますので一括してお答

えします。

　県では、消費者等から信頼される定時・定量・定品

質の出荷が可能な拠点産地として90地区を認定し、ハ

ウス等の施設の整備、新品種の普及を推進するなど、

おきなわブランドの確立に取り組んでおります。

　県外での販売促進については、市場関係者への販売

促進キャンペーンやセミナーの開催、沖縄食材の魅力

を発信するアンテナレストランの設置、おきなわレシ

ピサイトによる県産素材活用レシピの開発普及などを

実施しております。その成果といたしましては、平成

23年４月から10月までの実績で、大手量販店における

沖縄フェアの開催店舗数の拡大として前年同期間の約

30店舗から約200店舗に、高級レストランにおける県

産食材を活用した約40品のメニュー化などが取り組ま

れております。

　同じくヤンバルの森の皆伐についてお答えいたしま

す。

　ヤンバルの森は、希少な動植物が生息・生育するこ

とから重要であると認識しております。一方、林業は

地域の主要な産業となっており、雇用や定住化に重要

な役割を果たすとともに、木材やキノコ等の林産物の

供給を通して他産業の振興や県民生活にも寄与してお

ります。このことから、ヤンバルの森林については、

自然環境の保全と利活用との調和を図ることが必要で

あると考えております。

　森林伐採につきましては、環境保全の観点から、市

町村及び伐採事業者に対し、収穫伐採方法や保全対策

の実施など適切に対応するよう指導しているところで

あります。また、収穫伐採につきましては、伐採箇所

の分散化や面積の縮小化に努めるとともに、択伐の実

施も含めさらなる環境保全対策の実施に向け関係機関

と連携して検討を行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　公共関与による管理

型産業廃棄物最終処分場の整備計画に関して、事業推

進に当たっての基本的な考え方についてお答えいたし

ます。
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　県では、産業廃棄物の適正な処理体制を確保し、生

活環境の保全と健全な経済社会活動を支えることを目

的に、公共関与による管理型産業廃棄物最終処分場を

整備することとしております。当該処分場の整備につ

きましては、安全・安心なモデルとなる処分場とする

ことを基本とし、地域との信頼関係を構築し合意形成

を図ることが重要であると考えております。

　県としましては、今後とも関係自治体や地域の方々

への説明を積み重ね、先進地視察を行うなど、理解と

協力を得ながら早期整備が図られるよう努力していき

たいと考えております。

　次に、周辺地域の理解を得る努力についてお答えい

たします。

　処分場の整備に向けましては、平成19年３月に公共

関与による管理型産業廃棄物最終処分場の候補地とし

て３カ所を決定し、周辺地域に対する説明会の開催な

ど合意形成に向けた取り組みを行っております。ま

た、平成22年度には事業の見直し調査を実施し、施設

規模を36万立方メートルから15万立方メートルへ変更

するとともに、施設構造を従来のオープン型から被覆

型の処分場へ見直しを行っております。

　県としましては、施設規模等の見直しを踏まえ、名

護市及び本部町の候補地について関係団体などに説明

を行うとともに、本年３月に地権者等、11月には地域

の関係者による広島県や島根県の先進地視察を行った

ところであります。また、今月中旬には前回の視察に

参加していない地元の方々の先進地視察を再度計画し

ております。今後とも、このような取り組みを踏まえ

地元との合意形成に努め、早期整備が図られるよう努

力していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　我が会派の代表質問との

関連の質問のうち、公募になじまない施設とその理由

の公表について、７の茨と芋は関連しますので一括し

てお答えいたします。

　今議会に提案した議案のうち、公募を行っていない

施設として平和の礎があります。当該施設を公募とし

なかった理由としては、国立戦没者墓苑等平和の礎に

隣接する施設を管理している団体に管理させることに

より、効率的・効果的な運営が見込まれるなどによる

ものであります。

　また、公募を行わない理由につきましては、これま

でも所管課のホームページで公表しているところであ

ります。

　次に、公募を行わず、その施設理念が保たれる措置

についてお答えいたします。

　県の運用方針におきましては、公募が原則となって

おりますが、対象施設の適正または効率的な管理運営

を確保するため公募を行わないことに相当の理由があ

る場合は、例外として公募によることなく選定するこ

とができることとなっております。今回公募した施設

につきましては、これまでの指定管理者制度の運用状

況などを勘案し公募することが適切であると判断され

たものであります。

　次に、競争になっていないのではないかという趣旨

の質問にお答えいたします。

　今回の選定で23施設中17施設、割合にして約75％は

複数の応募があったところであり、一定の競争原理が

働いているものと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　それでは再質問をさせていただきま

すが、今の指定管理者制度に関してまずお聞きしたい

と思います。

　この制度は18年度よりスタートして、ことし新しく

24年度の候補者を含めて３巡目を迎えるということ

で、この２回、そして３回目を迎えた段階でいろいろ

見えた部分といいましょうか、そういったことがあろ

うかと思うんです。これまでの問題、そして課題を洗

い出しながら、非常にこの辺で検討が必要だというふ

うに私は思っています。

　先ほど公募しない事例は１カ所あるんだと、この公

共性やいろいろかんがみて１カ所だけは公募にかけず

に追加でそのまま行ったということでありますけれど

も、この公募の例外について、そして指定管理者の選

定に当たってもちろん残りは原則公募としたわけなん

ですけれども、これ以外にその公募の指定管理制度に

関する運用方針の中でもやはり公募の例外という検討

はされたと思うんですが、その検討に至っては所管す

る各部局でされているのか、あるいは全庁的な庁議の

中で例外的な措置はありますか、どうですかというよ

うな内容の検討がされたのかなということについてお

聞かせいただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　運用方針におきまして原

則は公募ですけれども、制度の趣旨とか目的にかんが

みて、公募にしないで管理運営の確保を図れるのであ

れば公募を行わないような例外規定を設けているわけ

ですね。その例外規定が６つほど例示されています。

その例示を受けて各部局のほうで、これは公募になじ

まないという判断があれば、その選定委員会を経なが
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ら公募しないということになっていきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　じゃ、あくまでも公募にかけるか、

あるいは例外にするかという部分は各部局内だけでの

判断と、全庁的な検討としてはやっていないというこ

とでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　はい、そのとおりでござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　この辺も課題といいましょうか、検

討の余地はあるのかなと思ったりもするんですが、知

事、やはり県の施策の円滑な推進を図る上で、設置目

的と密接に云々ということで、この運用方針の中にも

ちゃんとしっかり示されているわけなんですよ。です

から、やはり公募になじむか、あるいはなじまないの

かといった施設は、県の施策として密接に関係する、

政策についても密接に関係する施設もあると。それを

補完する形でできた組織・団体だってあるんじゃない

ですかと。その辺は県の施策を十分補完する、反映さ

せる組織が公募にかけられるとかいうような部分が

あっていいのか。この辺は政策上の問題ですから、例

外的にも認めてもいいんじゃないのかなということ

で、全庁的な検討があったのかどうかと。検討の課題

も私たちは見えにくいのであえてきょうこうしてお聞

きしているので、その点についてはいかがでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　議員がおっしゃるよう

に、ある意味で、今回３回目を迎えました。確かに同

一の団体等々が指定管理される状況も少し出てきてい

るのかなという感じがします。

　もう１点は、この指定管理というのはある意味で公

物管理なんです。公物管理と申しますと、例えば運動

公園であるとか、それからさっき言った平和の礎もそ

うなんですけれども、運動公園的な形態、それから県

営住宅の家賃徴収関係とか、万国津梁館とか、そうい

うものがございますけれども、ある意味で県民に利用

させたり、それから部屋を貸したり、そういった業務

なんですね。そういった業務なものですから、公募し

なくてある特定の団体に任せるということはなかなか

難しいところがあります。ただ最近、団体の指定のほ

うにも業務が単なる管理じゃなくて、ある面でソフト

面も付加した形の指定管理をしようとしている動きが

ございます。そういったものが色濃く出るのであれ

ば、確かに県の施策と管理とは不離一体という形にな

りますので、そのときにやっぱり公募になじまないと

いう判断をしてもいいのかなと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　おっしゃるように、もちろんそれぞ

れの機能を利用した運用形態というのがあるわけです

よね。こちらは、おっしゃったように福祉に関係する

施設であるとか、あるいは運動場や公園だとかいうよ

うな形であるわけですよね。やはり一定程度の県の施

策を補完する施設や、あるいはそういった団体が管理

をしているところだってあるわけなんですよね。その

辺もやはり３回も迎えていますからいろいろ見えてき

たと先ほども申し上げたとおり、その辺について、こ

れは繰り返しになりますけれども、全庁的な議論がさ

れていない、検討がされていないということにはいさ

さかちょっと疑問を呈したいなと。部局に任せきり

で、部局から出てきたものを庁議で今回の結果ですと

見せられたときに、あら、こうなっているのという部

分もあるんじゃないのかなという気がしてならないん

ですね。その辺についていかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　今の議員の件も踏まえ

て、確かに各部局に任せるといっても、各部局もなか

なか判断しにくいところがあろうかと思いますので、

総務部を中心に、そういう施設を管理している部局の

皆さん等含めて、こういうケースの場合については公

募しなくてもいいという判断ができるのではないかと

いうことを、少し施設ごとにチェックしながら協議し

てみたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　ぜひ、そういうことがいただきたい

んです。やはり施設の設置目的ですとか、設置理念と

いうのがあるわけで、その理念にかなうような運営の

あり方があろうかと思いますし、県の施策を反映する

最もふさわしい団体、そしてそのために設立された団

体だってあるはずなんですよ。

　また、もう一つ大きな問題としては雇用の問題で

す。

　今３回目を迎えるわけですが、やはりここがコスト

の削減だとかそういうのが前面に出て、非正規労働者

を８割も抱えて多いんだと。官製ワーキングプアを助

長しているんだというような言い方をされている方も

いらっしゃるわけですよね。そういった感覚からして

も、せっかく例外措置を置きながら、そこで働く専門

性の高い労働者が常に３年ごとに雇いどめに不安を抱

えているというような就労の実態だってあるわけなん

ですね。
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　冒頭にも申し上げましたとおり、これまでの課題を

洗い出して、ぜひ検討が必要だと思うんですが、その

件について知事はどういうお考えをお持ちでしょう

か。知事からお聞きしたいんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　確かに今回の指定管理者

制度というのは、地方自治法の改正に基づきまして各

都道府県さんともやっているわけですけれども、確か

に雇用問題、労働問題の視点から見ると、短期で期間

が決められている、それを公募にする。競争原理が働

くという形になりますと、どうしても正規雇用じゃな

くて短期雇用等々が醸し出されているということは私

も認識しています。そのあたりをこの指定管理者制度

の中でどういう形で改善していくか、これが課せられ

た課題だろうと思っています。そのあたりも含めても

う一度、今回で３回目を迎えましたので、その次にや

るときにそのあたりも含めてしっかり検証しながら、

どう対応するかについては検討していきたいと思って

います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　例外的な措置の検討、それから働い

ている雇用も含めていろいろ議論あるいは検討を重ね

ていっていただきたいというふうに希望を申し上げた

いと思います。

　次に、公共関与による最終処分場計画についてです

が、以前は残余容量に関してかなり綻迫をしているん

だと。ところが、平成15年あたりから３万5000トン

あったのが、リサイクル率が高くなって最終処分場に

持ってくるごみ量が減少しているということで約8800

トンだと。既設の残余量も比較的緩やかなようであり

ますが、今後、どのぐらい残余量がもつのか、そし

て、今進めている計画がいつごろまでに整備を終えて

スタートしなくちゃいけないのかという時間的なスケ

ジュールをお聞かせいただけないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　現在の管理型の産業

廃棄物の年間の処分量――これは処分量といいまして

も民間の処分場で処分している量なんですが――約

8000から9000トンということで、現在の民間の処分場

の容量から計算しますと４年弱という形になっており

ます。若干１つの施設については、あと何万立米か増

設の余地は残しておりますけれども、いずれにしても

現在の許可状況では４年以下ということになります。

　それに関連して、じゃその前にしっかり公共関与に

よる管理型の最終処分場をつくらなきゃいけませんけ

れども、今まさに鋭意地元の方々の理解を得るという

合意形成をしておりますので、合意形成がうまく整え

ば、１年間の基本計画策定とか、地域の話し合いを済

ませた上で基本計画、それから実施計画、着工という

ことで大体３年ぐらいをめどに今後整備していくとい

うことになると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　これまで進められてきたオープン型

から被覆型にかわるというような大きく違う点はここ

だと思うんですが、それにしても36万から５万と７分

の１強の規模に小さくはなるんですけれども、私もこ

れをいただきましたが、（資料を掲示）　まずこう

いった大きな特徴はどういったことが挙げられます

か。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　見直した規模は36万

から15万ということで、基本的には大体15年の埋立期

間ということになっておりますけれども、大きな違い

は、やっぱり被覆型にするということで屋根つきです

ので、飛散、それから悪臭の防止、それから水処理が

極端に少なくなると、自前のその中での水処理だけで

循環して使えるというような形で、なるべく周辺の生

活環境、自然環境に影響を与えないというのが大きな

変更点だと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　今、大きな特徴は水処理だと言いま

したが、これまでオープン型の管理型ですと水の処理

の施設に相当莫大なコストがかかっていたと。ところ

が、今回進めるのは水処理はコストはかからないと。

周りの河川や海にも処理した排水は流さないんだとい

うようなことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　基本的には議員が

おっしゃるとおりなんですけれども、オープン型にな

りますと当然汚水・排水の管理ということで非常に難

しく、そして大量の汚水処理をしなくちゃいけないと

いうことで、建設費もそうですし、維持管理コストも

物すごく高いという面のいわゆるデメリットを克服す

るという意味で被覆型は非常にコストもかからないで

すし、いわゆる場内でも散水をする必要がありますの

で循環して使うということで、施設外には水は出さな

いというのが大きな特徴であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　その周辺地域の理解というんでしょ

うか、見通しについてはいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　これまで長い説明会
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とかいろんな形での話し合いを積み重ねてきておりま

す。その中で一地域について地元の意見にも耳を傾け

て、場所を少しフレキシブルに対応したりをしながら

対応してきましたけれども、地権者の方々のある程度

の同意、そして地域の皆様方に先進地にも行っていた

だいておりますので、それを見た感想などからする

と、少しは合意形成、理解が得られつつあるなという

感触は受けております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　理解を得られつつあると、部長はこ

うおっしゃっておりますけれども、理解を示してい

る、傾いている理由というんでしょうかね、そういっ

た示している部分の中には、構造が被覆型で飛散もし

ないと、そして水処理に関しても以前の水処理ではな

くて、中で散水する程度の水処理でしかないですよと

いうのも理解の一つに挙げられるわけですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　地域の方々が先進地

に行って視察したものはオープン型というものと、そ

れから被覆型（クローズドシステム）の２つなんです

けれども、オープン型の場合は非常に管理が徹底して

いてオープン型なのににおいを出さないとか、それか

ら飛散もないとか、そういう非常にきめ細かい管理を

しているということ。それから、クローズの場合はそ

ういったものがもともとから備わっていますので、そ

の両方のいい点を生かして、管理もしっかりやっても

らってクローズ型にしてもらいたいと、そういう方向

であれば地域の皆さんにとっても少しいいのかなとい

う意見は、視察に行った方々の意見としてはありま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　私も少なからず産廃場のある村から

来ておりまして、被覆型ですから安全性にはいいです

よと、オープン型よりまさにいい施設になろうかと思

うんですが、これまで産廃場の実態はずさんな使われ

方をしてきたと。そしてその不適正処理問題がたびた

び取り上げられてきたということで迷惑施設なんだと

いうような言い方をされてきたわけですね。迷惑施設

の原因をつくったのは、もちろん当事者の管理する仕

事をなさる方々もそうなんですが、この監視や指導の

あり方を怠ってきた県の環境行政の責任もあろうかと

思うんですよね。こうした中で業者の不適正処理に追

いつかない部分もありましたということで、県の皆さ

んも反省の弁を述べているわけなんですが、この信頼

構築には何をすべきか、あるいはあるべき姿は何なの

かということを常に問い続けてほしいと思うんですよ

ね。ですから、こうすることによって信頼を得る、理

解を得るという環境行政が構築できるんじゃないかと

いうふうに思うんですが、どうぞ部長、その点につい

ていかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　もうおっしゃるとお

りで、これまでのいろんな指導不足などもあって、沖

縄市のごみ山問題とか、それから不法投棄の事例とか

さまざまあります。しかし、そういったことを踏まえ

ながら、今しっかり改善とかいろんな形で向かってい

るところもありますので、やっぱりそういう県として

のしっかりとした行政を示すことによって、これから

廃棄物処理というのはしっかり事業者も行政もやって

もらえるんだなという、そういうふうな形での推進を

していきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　それでは次に、農林水産業の育成に

関してお聞きしたいと思います。

　おきなわブランドの創出、その拠点づくりに関して

は差別化が図られて、生産所得向上が図られると、そ

して生産意欲や後継者育成にもつながる取り組みがな

されているということは私も認識をしております。お

きなわブランドは、全国でも上位を占める品目が数多

くありますよね。先日、私も機会がありまして南大東

のほうへ農業視察ということで同行させていただいた

んですが、私はきびだけだと思いましたら、向こうは

カボチャもつくっているんだということで非常に驚き

ました。どんどんどんどん本土へ出荷しているという

ようなことで非常に驚きでした。そして、実態として

大規模な農家の皆さんに営農指導ですとか、技術指導

というのは結構あるんだそうですが、小規模といいま

しょうか、技術が及ばないというんでしょうか、各農

家にこういった形があるんだというようなお話も伺い

まして、この辺の技術指導の取り組みであったり、こ

れをさらに強化するべきだというふうに思っているん

ですが、その指導員のあり方、増員だとかこの辺につ

いて、部長、どうお考えでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　営農指導につきまし

ては、これは県の普及員とそれからＪＡの営農指導員

がいまして、連携した形で進められて営農指導となっ

ていますけれども、特に普及センターについては、こ

れは主幹というのがいまして、これはどちらかという

と課題を集中的に解決していこうということで各セン

ターに配置をしております。そういう意味で、そうい

う取り組みの中でやはりちょっと指導が薄いとか、あ
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るいはまた積極的にやるという場合は、その主幹とプ

ロジェクトを組みましてやる手法になっていますの

で、先ほど議員からあったことについては、各普及セ

ンターにもそういう課題があるよということを伝えな

がら、普及指導についてはしっかりやっていきたいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲宗根　悟君。

○仲宗根　悟君　経労委も東京市場へ視察に行きまし

た。本当に沖縄産というだけで相当飛びついて売り切

れになる状態だということで、非常に人気度が高いと

いうことなんです。ですから、生産体制の中でも――

市場関係者もおっしゃっていたんですが――小規模の

ところにも行き届くような仕組みづくりも必要だとい

うようなことも勉強しましたし、ぜひその点について

力をつけていただきたいなというふうに思います。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時25分休憩

　　　午後３時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　新垣清涼君。

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　こんにちは。

　社大・結の会、新垣清涼、一般質問を行います。

　まず初めに、先々月に行われました世界のウチナー

ンチュ大会、大変お疲れさまでした。いい大会になっ

たと思っています。

　それでは質問をさせていただきます。

　まず１番目に、交通安全対策です。

　茨、暴走族対策について伺います。

　日ごろ、基地からの爆音でいつも苦しめられている

んですが、地域住民から、基地から派生する爆音と同

じように夜間に繰り出す暴走族の騒音も大変だという

訴えがありまして、地域住民の迷惑になっているこの

夜間に繰り出す暴走族、特に高齢者や病気で入院中の

方々には夜中の騒音は精神的・肉体的にもその負担が

大きいと思います。

　そこで、ア、暴走族根絶対策の取り組みについて、

現状と課題、今後の取り組みについて説明をお願いし

ます。

　次に、イ、暴走族を根絶する条例制定についてです

が、他府県で暴走行為を根絶する条例を制定している

県はありますか。それから県内市町村はどうなってい

ますか。

　次、２番目に、障害者支援について伺います。

　県内の基幹公共交通であるバスのバリアフリー化が

進んでいないため、車いす利用者が乗れる低床バスが

わずか18台、導入率2.5％で全国平均の45.8％を大き

く下回っているようです。数が少ないために利用者に

は非常に不便であるといいます。

　そこで伺います。

　茨、福祉・教育施設等への公共交通機関を利用して

の移動について、利便性を高めるためには増車が必要

だと思います。これは民間バス業者に対してでありま

すが、行政としての支援はどうなっていますか。

　次に芋、歩道の形状についてであります。

　車道から民間側に入るときに車が出入りするために

歩道部分が斜めに切り下げられているところがありま

す。歩道の幅が広ければ問題はないんですが、狭いと

ころは車道側から入るときに急勾配になって車いすで

そこを通るときに傾いて非常に怖い思いをしているよ

うです。改善が必要だと思いますが、調査をされたこ

とがありますか。

　鰯は取り下げます。

　３、基地行政について。

　茨、普天間基地の国外・県外移設についてでありま

す。

　私たち県民は、戦後27年間米国の占領下に置かれ、

米軍による事件・事故に多くの県民の人権が踏みにじ

られてきました。復帰後は日本政府によるさらなる米

軍基地の押しつけが行われ、今また米軍普天間基地を

辺野古移設という形で押しつけられようとしていま

す。一体いつまで私たち県民は日本政府から差別扱い

を受け続けなければならないんでしょうか。次の世

代、子や孫たちのためにも今こそ私たち県民は心を一

つにして日本政府による米軍普天間基地の県内移設を

はね返さなければと思っています。

　先日、行われた大阪府知事選挙と大阪市長選挙のダ

ブル選挙は、「大阪維新の会」が勝利しました。あの

選挙で対立候補を支持したとされている民主党野田総

理は記者会見で、民意が示されたのであればしっかり

と受けとめなければならないと発言されています。そ

れが民主主義であり、民主国家であればそうでなけれ

ばならないと考えています。

　では沖縄県民の民意はどうでしょうか。

　昨年は名護市長選挙、そして県議会の決議、県民大

会、そして県外移設を公約した仲井眞知事の当選、こ

れほど沖縄県民の民意がはっきりしているのに総理や

閣僚になると沖縄の民意が見えなくなり、アメリカし

か見えなくなってしまいます。そして言葉では、誠心

誠意説明し理解を求めるとしているが、実際は強引に
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高圧的に米軍基地は沖縄に押しつけ続けていこうとい

う日本政府や防衛省の思惑が見えてきました。それが

田中前沖縄防衛局長の発言であり、一川防衛大臣の発

言ではないでしょうか。私たち県民はこれ以上、基地

の負担を認めるわけにはいきません。

　そこで伺います。

　野田政権になってから何度も閣僚や元大臣が来県

し、知事と会談をされています。また、自民、民主の

全閣僚や議員が前名護市長などと会談をしていること

もマスコミで報じています。こんな中で、前沖縄防衛

局長の発言、そして一川防衛大臣の発言、そして防衛

省は県軍用地等地主会に対し、契約更新に応じる地主

と拒んでいる地主を区別するためと説明して提出させ

た更新同意のコピーを根拠に地主の同意を得たと解釈

でき、更新手続が行われると伝達していたことが明ら

かになりました。許せません。政府による辺野古移設

の取り組みについて知事の見解を伺います。

　次にイ、アメリカヘ米軍基地に苦しむ沖縄の声を届

けることについて。

　アメリカに変化が起こっています。米上院軍事委員

会のレビン委員長、マケイン筆頭理事、ウェッブ議

員、ジョセフ・ナイ元国防次官補などの沖縄の海兵隊

に関する見解がマスコミで報じられています。今こそ

県知事を先頭に議会代表とともに、アメリカへ県民の

声を届けるときではないでしょうか。知事の決意を伺

います。

　ウは取り下げます。

　エ、地位協定の抜本的な改正を求めることについ

て。

　ことし１月に沖縄市で交通事故を起こし、與儀功貴

さんを死亡させた米軍属の被告が、事故から10カ月が

過ぎて在宅起訴されました。ところが、今回も運用改

善というまやかしでしかない。知事の見解を伺いま

す。

　芋、普天間基地から発生する爆音被害について。

　400名余の宜野湾市民は、2002年に普天間米軍基地

から爆音をなくしてほしいということで裁判を起こし

ました。裁判所は、2010年７月に同訴訟の控訴審判決

があり、米軍機が発生させる爆音の違法性を認定しま

した。しかし、飛行をとめることはこれまでの司法判

例を踏襲し、国の支配が及ばない第三者行為であり、

国は米軍による普天間飛行場の活動を制限できないと

した。米軍機の飛行による爆音を違法と認定しなが

ら、その根源である飛行の差しとめを命じないという

のは矛盾していると思います。裁判官は、宜野湾市の

ど真ん中にある普天間基地を世界で最も危険な基地と

認定し、その普天間基地に米軍は来年オスプレイを配

備する計画を発表しました。オスプレイは、開発当初

から何度も墜落事故を起こし、多くの犠牲者を出し、

欠陥機とも言われている輸送機であります。オスプレ

イが普天間基地に配備をされると、私たち市民・県民

はその墜落の恐怖におびえながら生活しなければなり

ません。何としてもオスプレイの配備をとめさせなけ

ればなりません。そのためにも私たち普天間米軍基地

から爆音をなくす訴訟団は第二次の爆音差しとめ訴訟

を計画しています。現在原告募集を行い、ことしじゅ

うの締め切りで来年３月には提訴する計画でありま

す。

　ア、普天間基地へのオスプレイ配備について、県と

宜野湾市が防衛省に提出したオスプレイについての質

問書への残りの回答はどうなっていますか。オスプレ

イの安全性等は確認されたんでしょうか。

　イは取り下げます。

　４、東京電力福島第一原発事故の影響について。

　茨、国や東京電力の発表について。

　政府や東京電力は、福島原発事故の放射性物質の影

響について国民への説明責任を果たしていないと思い

ます。放射性物質はあの事故で、陸・海・空にも大量

に放出されていました。その証拠にいろんな場所から

放射性物質に汚染された箇所が見つかり、汚染された

食品が見つかっています。お茶の葉からの検出、牛肉

からの検出、お米からの検出などいろいろと出てきて

います。このような状況で県民の健康は大丈夫でしょ

うか、知事の見解を伺います。

　芋、食品の安全性確保について。

　このような状況の中で、特に子供たちは食品から受

ける内部被曝の影響被害を受けやすいと言われていま

す。県内の学校給食の食材はどのように調達されてい

ますか。

　鰯、自然エネルギー政策の取り組みについて。

　県の取り組みと今後いつまでに、何をどのぐらい普

及、あるいは改善目標としているか伺います。

　５番目に、農業振興政策について伺います。

　茨、食料自給率についてでありますが、県民が食す

る食料品は県内でどれぐらい賄われているのか。それ

が食料自給率だと理解しているんですが、食料自給率

及びカロリーベースで表示されています。その中にさ

とうきびの生産量が含まれているんですが、私たちは

さとうきびを主食としているわけではありませんの

で、その意味がなかなかわかりません。

　そこで伺います。

　ア、カロリーべースと生産量（額）ベースの違いに
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ついて説明を求めます。

　イ、県内の食料自給率をそれぞれの数値での説明を

お願いします。

　芋番目に、地産地消の取り組みについて。

　県産農産物の県外移出品目と県外からの移入品目で

ベストテンは何があるか。

　鰯番目に、就農支援と後継者育成について。

　今年度の県の取り組みとその成果について伺いま

す。

　６番目に、会派代表質問に関連した質問ということ

で、環境影響評価書の提出断念を求めることについて

知事の決意を伺います。

　先ほども申し上げましたけれども、普天間では基地

があるために爆音被害を認めてもその運用に関しては

国は口出ししないと言っています。辺野古に基地をつ

くった場合に、事業者が日本政府になっているんです

が、運用は米軍ということになります。そうすると余

計口が出せなくなるのかなと。そういう意味ではやは

り知事は県民のそういう健康、財産を守るためにはこ

こは政治家としてそういう評価書を出したら県民は怒

りますよということをしっかりと表示すべきではない

かと思っています。先週は事務次官や大臣がお見えに

なったときに、このぐらいにしておきましょうねとい

うことで知事が席を立たれたことについては、シタイ

ヒャーと僕もテレビを見ながらエールを送ったところ

なんです。そういう意味でもぜひしっかりと県民を代

表してそのことを常に表明していただきたいと思いま

す。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣清涼議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、基地行政に係る御質問で、政府による

辺野古移設の取り組みについてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　政府は、日米合意に基づき普天間飛行場の辺野古移

設を進めるとの方針を示し、環境影響評価書を年内に

提出する準備を進めているとのことであります。県と

いたしましては、地元の理解を得られない辺野古移設

案を実現することは、事実上不可能であり、日米両政

府は、普天間飛行場の県外移設及び早期返還の実現に

向け、真摯に取り組むべきであると考えております。

　次に、農業振興に係る御質問の中で、就農支援と後

継者育成に係る御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、新規就農希望者など多様な担い手の育

成、そして確保を図るため、市町村、農業団体、農家

代表等で構成します「沖縄県農でグッジョブ推進会

議」を開催し、担い手の総合的な対策を講じていると

ころでございます。具体的には、その第１に、新規就

農相談センターの就農相談、そして第２に、農業大学

校における実践的な研修教育、そして第３に、就農希

望者を対象としたサポート講座、そして第４に、耕作

放棄地の再生利用による農地の確保やハウスの整備、

第５に、農業研修に必要な経費の貸し付けや助成など

に取り組んでいるところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　交通安全対策について

の御質問の中で、暴走族根絶対策の取り組みの現状と

課題、今後の対策についてお答えいたします。

　本年10月末現在、暴走族については26グループ、

286名を把握しており、前年同期に比べて７グルー

プ、54名の減少となっております。これら暴走族は、

特攻服を着用し、現場で合流した他のグループや期待

族等と一緒になって暴走する、主に幹線道路において

深夜から未明にかけてゲリラ的に暴走する等の現状に

あります。

　県警察では、暴走族根絶のため、専従捜査班や白バ

イの夜間投入による取り締まり、暴走行為が頻繁に行

われている道路での大規模検問、ビデオ撮影等採証活

動に基づく事後捜査による被疑者の検挙等を実施し、

本年10月末現在11グループ180名を検挙しており、こ

れは前年同期に比べて検挙人員において30名の増加と

なっております。また、暴走族を出さない対策とし

て、暴走族グループの解散等を含む離脱支援活動、中

高校生等を対象とした講話や個人面談による加入阻止

活動、暴走族や期待族が蝟集するコンビニや駐車場の

管理者対策、地域住民や関係機関・団体と連携した暴

走族追放住民大会等の支援活動等の各種対策を講じて

いるところであります。

　取り締まりや各種対策の結果、暴走族グループの減

少や110番通報が減少に転ずるなど、ある程度の成果

が認められるところでありますが、いまだ暴走族の根

絶に至っていない状況にあることから、今後も引き続

きこれらの諸対策を継続していく所存でございます。

　次に、暴走行為を根絶する条例制定についてお答え

いたします。

　沖縄県内ではこれまでに沖縄市、那覇市、宜野湾

市、浦添市、うるま市、糸満市、豊見城市、名護市、
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北谷町、恩納村の10市町村で住民の安全と平穏の確保

及び少年の健全育成を図る目的で暴走族追放条例を制

定しております。全国では北海道、千葉、神奈川、愛

知、九州では佐賀、熊本、鹿児島等の24道府県で同様

の条例が制定されております。現在暴走行為が頻繁に

敢行されている沖縄県内の市町村では、暴走族追放条

例が制定されている状況であり、県内全域に効力を及

ぼす県条例の制定については、今後必要性を検討して

まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　障害者支援について

の中の、福祉・教育施設への公共交通機関を利用して

の移動について、行政としての支援はないのかの問い

にお答えいたします。

　沖縄県では、平成９年３月に「沖縄県福祉のまちづ

くり条例」を制定し、多数の人が利用する施設等のバ

リアフリー化を促進しています。同条例に基づき公共

車両については、高齢者、障害者等が安全かつ快適に

利用できるような整備の努力義務を定めており、各事

業者において車両の整備に努めていると考えておりま

す。また、第３次沖縄県障害者基本計画では、乗り合

いバス路線への低床バス導入の目標を定めており、平

成22年度末時点では33台が導入されております。

　続きまして、歩道の形状についてお答えいたしま

す。

　歩道の形状については、「沖縄県福祉のまちづくり

条例」に基づき整備基準を定め、各事業者に対し適合

義務を定めております。具体的な整備基準としては、

歩道の高さや傾斜などの基準を定めております。ま

た、道路法等の関係法令においても当該条例と同様の

整備基準が定められており、各事業者においてはバリ

アフリー化の整備に努めていると考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地行政についての御

質問の中で、アメリカへ沖縄の声を届けることについ

てお答えいたします。

　米国政府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を

伝え、理解と協力を求めることは、沖縄の基地問題の

解決を進める上で重要であると考えております。知事

は就任以来３回の訪米を行い、去る９月の訪米では、

安全保障や日米同盟に関する専門家等が参加する「沖

縄クエスチョン」において、辺野古移設案は事実上不

可能であるという沖縄の実情を説明し、レビン、

ウェッブ、マケイン米上院議員との面談の中では、各

議員から、辺野古移設案は極めて困難で見直しが必要

との見解が示されました。今後とも必要に応じて訪米

し、粘り強く訴え続けていくことが重要であると考え

ております。

　次に、新たな日米合意に対する見解と日米地位協定

の見直しについてお答えいたします。

　先日公表された米軍属に対する裁判権の行使に関す

る日米間の新たな枠組みでは、米軍属の公務中の犯罪

のうち、米側が裁判にかけない場合で、被害者が死亡

した事案などについては、日本側が裁判権を行使する

ことへの同意を要請することができ、これに対して米

側が好意的考慮を払うとする手続が整備されました。

この新たな枠組みにより、ことし１月の交通死亡事故

で加害者の米軍属が起訴されたことは、日米両政府が

県民の声にこたえたものと理解しており、一定の前進

があったものと考えております。新たな枠組みの実効

性については、今後その内容を精査していきたいと考

えております。

　県としては、米側に裁量のある日米地位協定の運用

の改善では不十分であると考えており、引き続き日米

地位協定の見直しを求めていきたいと考えておりま

す。

　次に、オスプレイ配備についてお答えいたします。

　沖縄県としては、オスプレイが過去の開発段階にお

いて死亡事故を起こしていること等から、県民が不安

を抱いており、十分な情報が示されない現状では、当

該配備については反対であります。沖縄県が提出した

オスプレイ配備についての質問文書に対し、去る９月

１日に防衛大臣から回答がありましたが、米側に照会

中のため回答できていない項目があり、引き続き県民

生活への影響など十分な説明を求めているところであ

ります。

　次に、会派代表質問に関連した質問で、環境影響評

価書の提出断念を求めることについてお答えいたしま

す。

　政府は、普天間飛行場代替施設に関する環境影響評

価書を年内に提出できるよう準備を進めているとして

おりますが、県としては、政府要請の際や、関係閣僚

が来県するその都度、「辺野古移設案には多くの県民

が反対しており、事業の実施は、事実上不可能であ

る」旨、繰り返し申し上げてきたところであります。

環境影響評価書が提出された場合には、関係法令に

のっとり検討せざるを得ませんが、県としては、地元

の理解が得られない移設案の実現は事実上不可能であ
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り、一日も早い普天間飛行場の県外移設及び早期返還

を求める考えに変わりはなく、これを踏まえつつ適切

に対処してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　東京電力福島第一原

発事故の影響についての御質問の中の、国や東京電力

の発表についてお答えいたします。

　東京電力福島第一原子力発電所の事故に関する政府

や東京電力の発表については、事故の状況や放射性物

質などに関する発表がしばしば訂正される状況があり

ました。このような政府や東京電力の対応に関するマ

スコミの世論調査によると、国民の多くが「信頼でき

ない」、「適切でない」と回答しております。国民の

生命や社会経済全般にわたり多大な影響を及ぼしてい

る重大な事故であることから、政府や東京電力におい

ては引き続き適切な対応が求められます。

　続きまして、自然エネルギー政策の取り組みについ

てお答えいたします。

　沖縄県は、自然エネルギーの普及促進のため、平成

21年度から太陽光発電導入支援補助事業を実施してお

ります。あわせて、今年度からは「スマートエネル

ギーアイランド基盤構築事業」において、沖縄本島北

部や宮古島で風力発電や太陽光発電等の自然エネル

ギー導入拡大に向けた実証事業に取り組んでおりま

す。また、亜熱帯型省エネ住宅のガイドライン制定に

向けた実証事業やＥＶバス導入拡大のための運用実証

に取り組んでおります。

　県としましては、今後とも市町村等と連携し、自然

エネルギーの導入拡大に積極的に取り組んでまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　東京電力福島第一原

発事故の影響についての御質問の中で、食の安全性確

保についてお答えいたします。

　国におきましては、福島第一原発事故を受け、食品

の安全確保のため、緊急時に飲食物の暫定規制値を設

定し、出荷制限等安全対策をとっております。現在

は、緊急時の対応から平常時の対応とするため、平成

24年４月を目途にさまざまな知見をもとに新たな規制

値の設定作業を進めております。

　県としましては、機器整備等検査体制を整えるとと

もに、国や他の都道府県と連携を図りながら県内の食

品の安全確保に努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業振興政策につい

ての中で、食料自給率のカロリーベースと生産量ベー

スの違いと県内食料自給率についてお答えいたしま

す。５の茨のアと５の茨のイは関連しますので一括し

てお答えします。

　国によると、カロリーベースの自給率は、重さの異

なる個別の食料の自給状況を総合的に示す指標とし

て、国民１人当たりの消費熱量に基づいて算出し、供

給カロリーを求めることとしております。一方、生産

量ベースの自給率は、個別の品目ごとの自給状況を把

握するために、品目ごとの生産量をもとに供給率を計

算しております。日本の食料自給率は、国際機関や各

国の統計により把握が可能であり、生命と健康の維持

に不可欠な食料を示すものとしてカロリーベースを用

いております。そのため、国や各都道府県別の自給率

をカロリーベースで公表しておりますが、生産量ベー

スの自給率は公表されておりません。なお、平成20年

度の沖縄県のカロリーベース自給率は、40％となって

おります。

　同じく県外移出品目と移入品目のベストテンについ

てお答えします。

　県外への移出品目は、カボチャが最も多く、次い

で、マンゴー、トウガン、サヤインゲン、ゴーヤー、

オクラ、温州ミカン、タンカン、スイカ、トマトの10

品目となっております。県外からの移入品目は、県中

央卸売市場において、タマネギが最も多く、次いで、

大根、バナナ、ニンジン、バレイショ、キャベツ、白

菜、レタス、ミカン、リンゴの10品目となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　まず暴走族根絶条例についてです

が、やはり県内でも10の市町村が制定されているとい

うことですけれども、やはり全県に効力を及ぼすとい

いますか、そういう意味では県条例が必要だと思いま

す。暴力団根絶条例についても制定して、そして市

民・県民から、場所を使いたいという相談があってそ

れを断るために連絡があったりとか、みかじめ料を断

りたいという相談が出てきているわけですから、そう

いう意味では条例制定が暴走族については僕はかなり

効果が上がるのではないかなと思っています。いま一

度決意をお願いします。
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○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　議員おっしゃるとお

り、24県で制定されております。沖縄の場合には10市

町村でということで、現在暴走族行為がよく行われて

おります58号の沖縄管内、あるいは浦添といったあた

りが一番多いんですけれども、そちらの対策を中心に

今考えているものですから、10市町村で道交法にもな

い規定等も盛り込みながら、今現在対処しているとい

うところでありまして、県内一斉の条例を制定する必

要があるかについてはもう少し慎重に検討させていた

だきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　ぜひその取り組みをお願いします。

　それから障害者支援についてなんですけれども、障

害者基本条例、今準備されていますよね。その中でそ

ういった移動権というのはどういうふうに位置づけら

れていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時24分休憩

　　　午後４時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　移動権に関しては、

福祉のまちづくり条例等を含め、公共交通機関、事業

者等に適合義務等求めているところであります。今

回、我々県民から幅広い御意見をいただいて、障害者

の条例を今検討しているんですけれども、その中で例

えばいろんなところに出かけていってどういうふうな

障害による生活上の困難な事例があったとか、あるい

は差別の事例があったとか、そういうことを踏まえて

今まさにいろいろ幅広い議論中であります。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　これから整備されるわけですから、

ぜひそういったいわゆる弱者と言われている皆さんの

声をしっかりと聞いていただいて反映させていただき

たいと。お願いします。

　それから、アメリカへの声を届けることについてな

んですが、やはり今アメリカの中で先ほども申し上げ

ましたように、ウェッブさんだとか、沖縄に関しても

知日派と言われている方だとか、あるいはアメリカで

上院・下院にいろいろ影響力のある方が、けさも新聞

に出ていたんですが、この沖縄にはもう知事がおっ

しゃるように辺野古移設は無理なんだと。そしてこの

日米両政府で合意した県内移設ということが日本政府

とアメリカの関係も悪くしているし、沖縄と日本政府

の関係もちょっとすっきりしない、ぎくしゃくしてい

るようなところもありますよね。そういう意味でも日

本政府がなかなか重い腰を上げない。そういう中では

やはりアメリカは民主主義の国として非常に自分たち

を自負していますので、そういうところで日本政府に

言ってもなかなからちが明かないので、ぜひアメリカ

の皆さんで日本政府を変えてほしいみたいなことを

ちょっとよいしょしながら、訴えることも必要じゃな

いかなと思っているんですが、どうでしょうか、知

事。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員がおっしゃるように、

アメリカ政府を動かしてむしろ日本政府を動かすとい

うほうが早いのではないか、ないしはそういう方向の

ほうが現実性があるのではないかという御趣旨の御質

問だと思いますが、そういう考えに私は反対ではあり

ませんが、やはりこれは日米両政府の二国間できちっ

と決められているものでもありますし、ある種の国内

問題の面もないわけではありません。ですから、

ちょっとこれはいろいろな手を使って日米双方の政府

にやっぱり働きかけざるを得ないなというふうに今は

考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　日本は、今私たちが感じるのは、政

府のほうが議会よりも強い感じがします、日本の場合

は。でもアメリカは今議会のほうが、議員の皆さんが

いろいろ沖縄の思いが伝わっているのかと思うぐらい

いろいろおっしゃっているわけですよね。そういう意

味でアメリカの議会の議員の皆さんに訴えて、そして

アメリカ政府を動かし、私たちはまた片方では日本の

政府にあるいは国会議員もいらっしゃるわけですから

お願いをして、その声をしっかりと訴えていく。この

両方からやったほうがより早く、スムーズに行くん

じゃないかなという思いであります。ぜひ知事、検討

していただいて、お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　冒頭おっしゃったように、

知日派といいますか、評論家、日本政策をよく勉強し

ている人々とか、それからアメリカ政府、そして今の

上院議員、議会、いろんなマスコミの皆さんもおられ

ますし、いろんな分野の人を通じてファクトをきちっ

と届けて、そして沖縄が主張していることがむしろ現

実的なんだよというのをきちっと伝えて日米両政府が

動いてもらうというのが最も理想的だとは私は思って

おりますが、いろんなやり方を議員おっしゃったよう

に、よく研究していろんな戦術――と言ったら変です

が、効果の出るような方法を見つけて頑張ってまいり
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たいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣清涼君。

○新垣　清涼君　ぜひ県民の先頭に立って、普天間基

地が一日も早くアメリカなり県外に移っていくよう頑

張ってください。お願いします。

　それから福島原発事故についてなんですが、機器を

整備されるということですけれども、来年４月という

のはちょっと遅いのかなと。今やはりこういった毎日

毎日私たちは食事をしているわけですよ。あの検査対

象地域という十何カ所でしたか、そこから県内の給食

会は食品を入れているわけですから、そういう意味で

は前倒ししてでもやはりそういう機器の整備をして取

り組む必要があると思います。そうすることによって

子供たちの健康はもちろんですが、保護者の安心も得

られるのではないでしょうか、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　現在、食品中の放射

性物質超過事例というのは、幾つかの県で出ているわ

けですけれども、現在17都道府県に及んでおります。

基本的にはその中でしっかり検査をして、いわゆる摂

取制限を超えた食料品については、流通はしないとい

う前提で動いているわけですね。今おっしゃるような

県における検査体制というのは、それでも不安を持っ

ている県民、消費者の皆さんのためにどういった形で

それにこたえるか。それから県産品を県外に出すとい

う事業者に対して、どういうふうな形で対応するかと

いう視点で今機器整備を行っているわけですけれど

も、現体制でもある程度の検査はできますし、今予算

計上して緊急に買おうとしているものを加えてしっか

り検査体制を整えようというようなことであります。

○新垣　清涼君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、発言通告に基づいて質問を行

います。

　初めに、我が党の代表質問に関連して、田中前沖縄

防衛局長発言と一川防衛大臣発言について知事の見解

を問うものです。

　次に、知事の基本姿勢について。

　茨、辺野古新基地建設問題について。

　ア、多くの大臣が来県に際し、知事に対して普天間

基地問題、辺野古移設問題、環境評価書の提出などの

要請を受けておりますが、日米両政府の圧力や懐柔を

はねのけて、県民の先頭に立って「辺野古基地建設反

対、普天間基地の閉鎖・撤去」を貫く知事の決意につ

いて伺います。

　イ、環境評価書問題について。

　県議会の代表団として防衛副大臣にお会いをしまし

た。そのときに防衛副大臣から、5000ページを超える

評価書を準備しているとの発言がありました。辺野古

基地建設のための評価書は提出すべきではないと思い

ます。

　ウ、埋立申請への対応について。

　銃剣とブルドーザーによる基地建設にも匹敵する辺

野古基地建設のための埋め立ては絶対に認めないとの

立場を知事は貫くべきです。見解をお伺いします。

　エ、県民の闘いの広がりについて。

　沖縄県民の普天間基地の閉鎖・撤去、県内移設反

対、辺野古新基地建設反対の粘り強い運動と世論の広

がりは、太平洋の海を越えて米国政府、議会関係者や

米軍基地に苦しめられている国々の人々にも大きな影

響をもたらしております。知事の見解を問うもので

す。知事を先頭に県民が団結して、全国の人々と連帯

して４・25県民大会の思いを貫くことが県民の願いを

実現する確かな力であります。知事の見解を問うもの

です。

　普天間基地問題について。

　茨、垂直離着陸輸送機ＭＶ22オスプレイを普天間基

地へ配備することを日本政府は認めています。オスプ

レイは開発段階も含めてこれまで６回墜落し、34人の

兵員を死亡させているいわくつきの新型機。爆音も着

陸時にＣＨ46を上回るという調査結果が出ています。

人口密集地にある世界一危険な基地に世界一危険な軍

用機を配備することは、市民の命をないがしろにした

計画であり絶対に認められません。知事の見解を問う

ものです。

　芋、このような人口密集地で爆音をまき散らし、墜

落の恐怖を与える基地はアメリカ本国にはありませ

ん。米国では住民に被害を与える基地は閉鎖・撤去す

るのがルールです。この基準からすれば、普天間基地

は当然無条件に撤去すべきではありませんか。知事の

見解を問うものです。

　高江ヘリパッド建設反対について。

　茨、豊かな自然の中で平穏に暮らしたいと求めてい

ることに対し、アメリカの戦争訓練のためなら危険な

オスプレイを配備して住民の暮らしも自然も問答無用

で破壊しても構わないという日本の異常な対米追随、

米軍優先政治の実態を示しています。自然と住民生活

を破壊するオスプレイパッド建設は断念すべきであり

ます。

　日米地位協定の抜本的改定について。

　茨、米軍属の裁判権について、「公務中」を理由に
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在日米軍の軍属の犯罪がだれからも裁かれないことに

被害者の母親が怒りの訴えをする中で、日米両政府が

一定の対応をせざるを得なかったもの。今回の合同委

員会の合意は、犯罪を極めて限定し、米側の好意的な

配慮によって対応が左右されるものとなっています。

これでは根本的な解決にはなりません。米軍属が軍法

会議にかけられないのだから、日本が第一次裁判権を

持つのは当然であります。日本側が厳正な裁判権を行

使することを明確にすべきです。地位協定の抜本的な

改定が必要です。

　与那国自衛隊配備問題について。

　茨、日米合意のもとで、日米両政府がアジアと世界

の共通の戦略目標を確認し、米軍、自衛隊の一体化を

一層進めることを目指しています。この方向で自衛隊

を増強するための方針文書の新防衛大綱のもとで自衛

隊配備と与那国空港や港を米軍の掃海艇の基地にすべ

きではありません。知事の見解を問うものです。

　芋、新しく民間の土地を購入して自衛隊基地を建設

するやり方は全国に何カ所ありますか。

　教育行政について。

　茨、教科書採択問題について。

　ア、八重山教科書問題に対する現状と対応につい

て、当局の見解と対応を問うものです。

　芋、義務教育未修了者問題について。

　ア、夜間中学珊瑚舎スコーレヘの支援について。

　イ、戦中戦後の混乱期における義務教育未修了者支

援事業の全県的な取り組みについて。

　ウ、義務教育未修了者に対する全県的な対応と夜間

中学について、当局の見解と対応を問うものです。

　鰯、文化財行政について。

　ア、国指定重要文化財「新垣家」の修復事業につい

て、進瀧状況と事業予算の確保について当局の見解と

対応を問うものです。

　戦争遺跡保存について。

　茨、戦争遺跡の保存など戦争体験者の証言、記録収

集・保存については大変重要なものです。当局の対応

と見解を問うものです。

　私学校舎改築補助について。

　茨、これまでも何度か提案してまいりましたが、私

学の校舎改築整備のための補助助成制度の実現につい

て当局の見解と対応を問うものです。

　県立病院事業について。

　茨、県立病院経営再建計画の到達点と今後の課題に

ついて伺います。

　芋、島嶼県の沖縄において、宮古・八重山などの離

島住民の命を守るための医師、看護師等の人材を確保

するために必要な離島勤務に対する手当、離島増嵩費

については、公的な医療を確保する政策経費として繰

り入れの対象とすべきであります。

　鰯、経営改善に努力してきた現場の医療関係者の努

力と奮闘を評価すべきです。決算特別委員会で病院長

が、みんなで経営改善のために頑張ってきた。その結

果が給料の引き下げということでは申しわけない。全

体のやる気をなくしてしまうとの苦渋に満ちた発言を

していました。給与の削減はやるべきではありませ

ん。

　允、人材の確保が重要です。医師、看護師、医療従

事者を確保して７対１看護体制の確立、休床病棟をな

くし県民の命を守る体制を強化することが必要ではな

いか。

　印、経営形態については、独立法人化は断念すべき

であります。県民の命を守るかけがえのない不採算性

の多い公的な医療等を行う県立病院を守るためには、

一般会計からの繰り入れが必要です。過去10年の繰り

入れ基準の年平均65億円は必要であると思います。当

局の見解と対応を問うものです。

　林道事業について。

　茨、これまでの林道の対費用効果は連結林道として

いたのか。森林環境保全整備事業実施要領に基づいて

行われる森林環境保全整備事業で同要領に定める森林

環境保全整備事業のうちの管理道ではないのか、

　芋、管理道であるとすると費用対効果指数はどうな

るのか。当局の見解と対応を問う。

　県有地道路整備について。

　茨、那覇市寄宮の県有地の生活道路整備について、

那覇市建設管理部長は議会で、「ご指摘の区域西側５

本の生活道路につきましては、県有地となっており、

県が管理を行っております。そのことから、土地の管

理者である県が整備を行うことになります」と議会答

弁をしております。早期に県が整備すべきではないで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前田政明議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の基本姿勢についての中で、普天

間基地の県外移設の実現についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　平成21年９月の政権交代以降、名護市長選挙や県議

会の意見書議決、そして県民大会など、県内の状況は

大きく変化しております。普天間飛行場の県外移設及

び早期返還は、県民の強い願いであると認識いたして
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おります。

　県といたしましては、普天間飛行場の県外移設に向

けた効果的な施策等につきまして検討を進め、引き続

き日米両政府に対応を強く求めてまいる所存でござい

ます。

　次に、普天間基地問題に係る御質問の中で、普天間

飛行場の無条件撤去についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　県といたしましては、普天間飛行場の無条件撤去が

実現することは厳しいと考えており、日本国内の他の

都道府県への移設が合理的かつ早期に課題を解決でき

る方策であると考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の基本姿勢につい

ての御質問の中で、辺野古移設反対と普天間基地の閉

鎖・撤去を貫く知事の決意についてお答えいたしま

す。

　普天間飛行場移設問題の喫緊の課題は、同飛行場の

危険性の除去であり、一日も早い移設・返還の実現が

必要であります。

　県としては、日本国内の他の都道府県への移設が合

理的かつ早期に課題を解決できる方策であると考えて

おり、日米両政府に対し、普天間飛行場の県外移設及

び早期返還の実現に向け真摯に取り組むよう、引き続

き強く求めてまいります。

　次に、環境影響評価書を提出すべきではないという

ことについてお答えいたします。

　政府は、「普天間飛行場代替施設に関する環境影響

評価書を、年内に提出できるよう準備を進めている」

としておりますが、県としては、政府要請の際や関係

閣僚が来県するその都度、辺野古移設案には多くの県

民が反対しており、事業の実施は事実上不可能である

旨、繰り返し申し上げてきたところであります。環境

影響評価書が提出された場合には、関係法令にのっと

り検討せざるを得ませんが、県としては、地元の理解

が得られない移設案の実現は事実上不可能であり、一

日も早い普天間飛行場の県外移設及び早期返還を求め

る考えに変わりはなく、これを踏まえつつ適切に対処

してまいります。

　次に、公有水面埋め立てを認めない立場を貫くこと

についてお答えいたします。

　現時点で政府から公有水面埋立承認願書が提出され

る時期等については示されておりません。仮に提出さ

れた場合には、関係法令にのっとり検討せざるを得ま

せんが、県としては、地元の理解が得られない移設案

の実現は事実上不可能であり、普天間飛行場の県外移

設を求める考えに変わりはなく、これを踏まえつつ適

切に対処してまいります。

　次に、オスプレイ配備についてお答えいたします。

　県としては、オスプレイが過去の開発段階において

死亡事故を起こしていること等から県民が不安を抱い

ており、十分な情報が示されない現状では当該配備に

ついては反対であります。

　次に、オスプレイと高江ヘリパッドについてお答え

いたします。

　北部訓練場のヘリパッドについては、ＳＡＣＯ最終

報告において同訓練場の過半を返還することに伴い残

余部分に移設されるものであり、県としては、ＳＡＣ

Ｏの合意事案を着実に実施し、段階的に基地の整理縮

小を図ることが現実的で実現可能な方法であると認識

しております。

　沖縄県が提出した北部訓練場への影響を含むオスプ

レイの具体的な運用上の問題等についての質問文書に

対し、去る９月１日に防衛大臣から回答がありました

が、米側に照会中のため回答できていない項目があ

り、引き続き県民生活への影響など十分な説明を求め

ているところであります。

　次に、日米地位協定の抜本的改定についてお答えい

たします。

　先日公表された米軍属に対する裁判権の行使に関す

る日米間の新たな枠組みでは、米軍属の公務中の犯罪

のうち、米側が裁判にかけない場合で被害者が死亡し

た事案などについては、日本側が裁判権を行使するこ

とへの同意を要請することができ、これに対して米側

が好意的考慮を払うとする手続が整備されました。こ

の新たな枠組みにより、ことし１月の交通死亡事故で

加害者の米軍属が起訴されたことは、日米両政府が県

民の声にこたえたものと理解しており、一定の前進が

あったものと考えております。新たな枠組みの実効性

については、今後その内容を精査していきたいと考え

ております。

　県としては、米側に裁量のある日米地位協定の運用

の改善では不十分であると考えており、引き続き日米

地位協定の見直しを求めていきたいと考えておりま

す。

　次に、与那国の自衛隊配備問題について、与那国へ

の自衛隊配備と空港、港を米軍の掃海艇の基地にする

ことについてお答えいたします。

　自衛隊の配備については、我が国の防衛やさまざま
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な緊急事態対応などの観点から、政府において適切に

検討されるべきものと認識しております。しかしなが

ら、その配備に当たっては、地元の理解と協力を得る

よう最大限の努力をするべきであると考えておりま

す。

　なお、与那国空港や港を米軍の掃海艇の基地にする

との説明を受けたことはありません。

　次に、新しく民間の土地を購入して自衛隊基地を建

設するやり方についてお答えいたします。

　沖縄防衛局によると、自衛隊施設の整備に伴い土地

を取得する際は、土地の所有者から購入することを基

本としており、新しく民間等の土地を購入して自衛隊

施設を建設した過去５年間の事例としては、高知駐屯

地、同演習場及び徳島駐屯地の３カ所があるものと承

知しているとしております。

　次に、我が党の代表質問に関連しまして、田中前沖

縄防衛局長の発言に対する知事の姿勢と防衛大臣に対

する対応についてお答えいたします。

　11月30日に中江防衛事務次官、12月２日には一川防

衛大臣が相次いで来県し、田中前防衛局長の処分の報

告と謝罪がなされております。沖縄防衛局長という要

職にあり、真摯に沖縄の基地問題の解決・改善に取り

組むべき立場にありながら、県民を侮辱し傷つけ、女

性を蔑視するような発言は極めて遺憾であると言わざ

るを得ません。

　県としましては、政府において、今後このような事

態を引き起こすことがないよう努めるとともに、沖縄

県民の信頼回復に全力を挙げて取り組むことは当然で

あると考えております。また、一川防衛大臣の責任に

ついては、沖縄の基地問題の解決を図る立場から極め

て重いと考えており、沖縄県民の信頼回復に全力を挙

げて取り組むよう、改めて強く求めたところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、八重山教科書問題の現状等についてお答えいたし

ます。

　県教育委員会としましては、11月28日に３市町教育

委員会の教育長を招聘し、解決に向けた意見交換を

行ったところであります。教科書の採択権限は３市町

教育委員会にあることから、八重山地区の教育関係者

や地域住民が一致協力して子供たちの教育のために取

り組んでいただき、一日も早い解決をお願いしたいと

考えております。

　次に、珊瑚舎スコーレの支援についてお答えいたし

ます。

　平成23年度より、戦中戦後の混乱期における義務教

育未修了者支援事業を開始しております。当事業にお

ける学習機会の提供業務を珊瑚舎スコーレに委託をし

ております。その支援の内容は、非常勤講師の謝金、

教材費、印刷製本費等となっております。

　次に、全県的な取り組みについてお答えいたしま

す。

　県教育委員会としましては、対象者の実態調査を全

市町村教育委員会と協力して進めております。なお、

現在、那覇市において対象者への学習機会の提供を

行っております。

　今後は、那覇市以外の地区においても、必要に応じ

委託先の拡大を行う予定であります。

　次に、義務教育未修了者への対応と夜間中学につい

てお答えいたします。

　県教育委員会としましては、義務教育未修了者の中

学校卒業の認定について、文部科学省が主催する中学

校卒業程度認定試験を実施し対応しているところであ

ります。

　なお、夜間中学校につきましては、対象者から各市

町村教育委員会に対して設置要望等もないことから、

現在のところ設置の予定はありません。

　次に、「新垣家」の修復事業についてお答えいたし

ます。

　新垣家住宅は、那覇市壺屋に所在する伝統的な壺屋

陶工の住宅形式を知る上で唯一残された貴重なもの

で、国の重要文化財として指定されております。「新

垣家」の修復事業は、平成21年度から平成27年度まで

の７年計画でほぼ計画どおりに進瀧しております。ま

た、本年度になって新たに住宅周囲の擁壁工事の必要

が生じたことから、次年度から国庫補助事業で実施で

きるよう文化庁と調整しております。

　県教育委員会としましては、今後とも文化庁や那覇

市とも緊密な連携をとりながら予算確保に努めてまい

ります。

　次に、戦争遺跡保存についての御質問で、戦争遺跡

の保存についてお答えいたします。

　戦争遺跡は、沖縄戦の実相を現代に伝える貴重な遺

産であることから、その保存を図ることは重要である

と考えております。県内の戦争遺跡につきましては、

平成10年度から平成17年度にかけて県内全域を対象と

して所在確認調査を行った結果、979件の戦争遺跡を

確認しております。この成果を受けて、平成22年度か

ら５カ年計画で現地での実測調査や保存状態等の詳細
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調査を行い、保存に向けて取り組んでいるところであ

ります。

　県教育委員会といたしましては、県内市町村教育委

員会と連携し、戦争遺跡の適切な保存が図られるよう

努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　戦争遺跡保存につい

ての御質問の中で、戦争体験者の証言、記録の収集保

存についてお答えいたします。

　戦争体験者の証言記録の収集保存につきましては、

沖縄戦の実相を正しく伝えていくため、県が直接収集

を行ってきたほか、各市町村などからの資料の提供を

受けて証言集などを作成してまいりました。また、戦

後50年の節目である平成７年度からは、新たに戦争体

験者みずからの証言映像の収録に取り組んでおり、平

成22年度までに641件の収録を行い、628件を公開して

おります。

　県としましては、戦争体験者の高齢化に伴い、収録

が可能な期間は限られており、対象者が年々少なく

なっていくことから、遺族連合会等を通して証言希望

者の戦争体験収録をできるだけ早期に行っていきたい

と考えております。収集した記録につきましては、平

和祈念資料館で展示するほか、平和学習の教材として

貸し出しなどの活用を行っておりますが、今後は、収

集した戦争体験者の証言等をインターネット上で公開

し、県内外及び国外からも閲覧できるようにするな

ど、証言等を活用した平和発信にも積極的に取り組む

こととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　私立学校校舎への改築補

助制度の実現についての質問にお答えいたします。

　私立学校は、私人の財産を投じ、建学の精神に基づ

く特色ある教育を実践することを目的として設置され

るものであることから、その施設及び設備に関する経

費は設置者である学校法人が負担することが基本であ

ります。しかしながら、私立学校施設の耐震化が進ま

ず老朽化している現状から、児童生徒の安全な教育環

境の確保が課題となっております。

　このような観点から、県では、新たな沖縄振興のた

めの制度として、私立学校施設の改築に対する補助制

度の創設を国に要望しており、支援の実現に向け取り

組んでいるところであります。

　次に、県有地の生活道路整備についての質問にお答

えいたします。

　住民の生活のために必要な小規模の生活道路の整備

につきましては、市町村及び自治会が中心となって行

うべきであると考えております。県有地にある那覇市

寄宮の生活道路の整備につきましては、那覇市におい

て補助制度が設けられておりますので、自治会等がこ

の制度を活用して整備することが望ましいものと考え

ております。

　このため、県としましては、当該土地を那覇市に無

償提供して維持管理していただくことや、自治会が道

路整備を行うのに必要な手続について協力してまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院事業につい

ての御質問の中で、経営再建計画の到達点と今後の課

題についてお答えいたします。

　平成22年度の決算において、収益面では診療報酬の

プラス改定や南部医療センター・こども医療センター

での７対１看護体制の導入、入院患者数の増加等によ

り収益が増加したこと、費用面では、材料費の縮減等

に取り組んだ結果、経営再建計画の３つの目標は達成

しております。

　今後の課題としては、公的医療機関としての役割を

果たすために必要な医療機器等の整備、人材の確保に

努めつつ、約70億円の長期債務を解消し収支の均衡を

図ることが必要と考えております。

　次に、病院現場への評価と給与の削減についてお答

えいたします。

　病院事業局においては、平成22年度までに経営再建

計画の目標である経常収支の黒字化等を達成するな

ど、経営改善の取り組みは成果を上げております。こ

のことについては、一般会計繰入金の増額支援のみな

らず、職員の努力もあったと考えております。

　一方、県立病院が安定的・継続的に医療を提供する

ためには、医師、看護師等の人材確保はもとより、施

設や医療機器の整備・更新等を適切に行う必要があり

ます。また、今後10年間で公立病院特例債等の約70億

の長期債務を償還する必要があります。

　病院事業局においては、これらを勘案して平成23年

度から10年間の収支見通しを作成した結果、平成24年

度以降、経常収支は再び赤字に転じ、現金資金も減少

するなど非常に厳しい経営状況となる見込みとなりま

した。そのため、病院事業局としては、さらなる経営
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体質の強化を図る必要があると判断し、給与体系の見

直しを行うこととしました。

　次に、人材の確保による体制の強化についてお答え

いたします。

　県立病院が地域の中核的医療機関として県民へ安定

的かつ継続的に医療を提供する体制を整えるために

は、人材確保は重要な課題であると考えております。

７対１看護体制については、現在、南部医療セン

ター・こども医療センターと中部病院で実施しており

ますが、他の県立病院への導入については、看護師確

保の見通しや経営への影響等を考慮しながら検討を

行っているところであります。また、看護師不足等に

より休床している中部病院等での休床再開について

も、看護師確保の見通しや経営への影響、地域の医療

環境等を踏まえて検討したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　離島医療に関する繰

り出しについてお答えいたします。

　総務省の繰出基準には、離島医療に要する経費、い

わゆる離島増嵩費としての項目はありませんが、離島

における医療提供体制を安定的に確保する観点及び地

方公営企業法の趣旨等を踏まえ、今後、関係部局で検

討していきたいと考えております。

　続きまして、経営形態及び一般会計繰入金について

お答えいたします。

　県立病院の役割である地域において必要とされる医

療を持続的・安定的に提供していくためには、病院経

営の自立性と健全化を高めることが重要であり、県立

病院の経営形態については、このことを踏まえ検討を

行う必要があります。

　県においては、「県立病院のあり方に関する基本構

想」に基づき、「経営再建計画」に沿った経営全般に

わたる改革の取り組みを検証した上で最終的に判断す

ることとしております。また、不採算医療等の政策医

療を県立病院が実施する場合は、地方公営企業法及び

総務省の繰出基準に基づき、一般会計から繰り出しを

行っております。

　なお、平成24年度一般会計繰出金についても、同法

の趣旨及び繰出基準を踏まえ、政策医療の内容・範囲

等も考慮して設定していきたいと考えており、現在、

関係部局で調整を行っているところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　林道事業についての

中で、連結林道、管理道とその費用対効果についてお

答えします。10の茨と10の芋は関連いたしますので一

括してお答えします。

　本県の林道は、連結林道と森林管理道、森林施業道

の３つがあります。連結林道は、市場距離の短縮等を

図るため、林道と林道等との相互間を峰越し等により

連結する林道であります。森林管理道と森林管理道を

補完する森林施業道は、森林整備を行う目的で整備さ

れる林道であります。

　現在、着工を休止している林道については、森林環

境保全整備事業実施要領に基づき実施される森林管理

道及び森林施業道であります。森林管理道及び森林施

業道の費用対効果の算出に当たっては、「林野公共事

業における事前評価マニュアル」に基づき、各路線ご

とに費用対効果を算出し、その結果が1.0以上である

ことを確認しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　どうも御答弁ありがとうございまし

た。

　林道問題については、また次回、深めていきたいと

思います。

　最初に、県有地の道路整備なんですけれども、那覇

市の私道補助というのは、認定道路とかその他が入っ

てなくて個人有地で道路に提供しているところなんで

すね。そういう方々の道路を整備するということでつ

くられたんです。私も地域の要求でやったことがあり

ますけれども、これはなかなか多くの要求がある中で

限られているんですね。それはそういう面で私有財産

を提供して道路にしているところの舗装をどうするか

ということで管理道路でもないということで、その中

で出たのがこの私道路を舗装するものなんですよ。だ

からこれを県有地で、県のものをこれに使えというこ

とになると、そういう道路を提供している、私有財産

を提供している方々の予算がなくなるんですよ。だか

ら私はそういう意味では市議会の部長の答弁も入れて

ありますよ。これは非常に乱暴ですよ。だから少なく

てもわずかなものですよ。そういう面では自治会負担

とか云々じゃなくて、やはり県有地として提供して、

地代も取っているわけだから、そういう面ではその責

任として、私はやはり住民や自治体に負担を負わせる

のではなくて、特に銘苅は、あの戦争の中の土地を銃

剣とブルドーザーで取り上げられた。多くの方々がか

わりに代替地としてきたところですよ。そういう面で

そこのところはしっかりと県の責任において、市民の
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道路予算を無駄にしないということで明確に御答弁を

お願いしたいですね。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　私どもは那覇市の答弁書

を入手しました。那覇市のほうからは県有財産だか

ら、県有地だから県が整備すべきであるという答弁に

なっています。そしてさらに「県に要請をしていきた

いと考えております。」という答弁になっているわけ

ですけれども、いまだ要請はございません。

　もう一つは、これは実を言うと平成15年度に那覇市

の仲井真地区で同じような問題が起こっています。県

有地についてこの補助制度を使って仲井真地区の自治

会が道路を整備しています。そういった例もあります

ので、私どもとしては、やはりこれは自治会、那覇市

等で整備すべきものだと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　それについては、現状においてそう

いう要求が出ているわけですから、私はその方向で再

度皆さんには求めたいというふうに思います。

　私学の校舎助成です。これは３つ含めて何度も言っ

てきましたけれども、一方では私学でありながら、県

や国の予算が出ると。しかし、沖縄県の人材に貢献し

てきたこの私学にはないと。これは国の制度でなけれ

ば、沖縄の戦後処理の問題としてぜひこれは実現して

ほしいというのは、これは道理にかなったことだと思

うんですね。知事、そこのところはぜひそういう方向

で私は具体化することが必要だと思いますけれども、

ここのところを改めて知事の御意見をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時13分休憩

　　　午後５時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほども答弁しましたよ

うに、今、国にそういった制度についての要望をして

います。ただ、要望がもし仮に実現しなくても、23年

度予算、当初予算を審議しているときに県議会の附帯

決議がついています。その附帯決議を重く受けとめ

て、もし国のほうでその制度ができなくても、一般財

源を活用して何らかの措置をとりたいと思っていま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　ぜひそういう方向でお願いします。

　それから教育委員会、義務教育未修了者の問題です

けれども、長年頑張ってきた珊瑚舎スコーレの役割が

認められて、夜間中学がないというのは沖縄県だけら

しいんですけれども、私は、本来、義務教育未修了者

に対する責任はやはりちゃんとやらないといけないん

じゃないかと。ただ、今、那覇には珊瑚舎スコーレが

ありますよね。そういう意味で中北部を含めて、その

場合にはそこにも委託をしていきたいという場合のそ

ういう具体的な対応はどうなるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、今現在の段階では実

態調査をしておりまして、その結果に基づきながら平

成20年以降の事業の規模を決定していこうという考え

方でございます。今、実は、夜間学級、夜間中学校の

件につきましては、実態の把握等、市町村への情報提

供を行っていく中で実態調査を行っていますけれど

も、全国的には夜間中学校は８都道府県で35校あると

いう調査がございます。そういう中で今、本県といた

しましては実態把握に努めていると、そういうところ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　ぜひこれは珊瑚舎スコーレと同じよ

うに、戦後の処理の問題として対象者になっている

方々、例えば沖縄市とか名護市とか、そういう意味で

少なくともそういうところの対応ができるようにはや

るべきですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども答弁しましたよう

に、那覇市以外の地区につきましても、必要に応じま

して委託先の拡大を考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　教科書問題ですけれども、私は沖縄

県がとっている、教育委員会がとっている態度は正し

いと思います。やはり３市町の13名の教育委員全員が

集まった協議会で採択をしたと。これが９月８日、

やっぱりそれが何よりも結論が出ているんじゃないか

なと。しかし、それがどうしておかしくなったかとい

うことでは、この間、議事録も出ていて、玉津氏など

の教科書を読む必要がなかったとかいういろんなもの

を含めてある中で、非常に乱暴なことがやられている

ということがありますし、それから、県教育委員会の

対応として、文科省がこの９月８日の成立してないと

いうのを石垣市と与那国の教育長が送った文書になっ

ていると。そういう意味で皆さんは、沖縄県は、その

協議会で発言した人が、いわゆるそういう文書を送る

のは不当だということで明確に文科省には通知をして

いますよね。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　八重山採択地区のいわゆる
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石垣市の教育委員会の教育長と、そして与那国町の教

育長が９・８の全員協議の状況について無効であると

いう文書を発出しております。行政上の文書として

は、私どもは特段無効であるとか有効であるとかとい

う見解は示しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　皆さんの10月31日の文科省への報告

資料で、協議に参加し終始意見を述べ続けた教育長

が、直後に協議の無効を文書で訴えたことは不当であ

ると。これは皆さんの文書ですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、そうでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　それで９月８日までは、前にも聞き

ましたけれども、文科省とも合議をしていたと。それ

で、私はこの９月13日に玉津石垣市教育長が自民党の

教育部会に呼ばれて、そこで文科省の担当に呼ばれて

圧力を受けたと。そこからやはりその政治的圧力に

よって本来のものがおかしくなっているなと。それに

また民主党政権が呼応しているという面では、まさに

適切な手続をしてきた。そしてこの２人の教育長がみ

ずからも意見を述べておきながら、こういうことを

やったことは不当であるという県教育委員会のこの文

書がある中でも無視して、いやいや９月８日はそう

じゃないんだというところでそれを押し切って、竹富

町なども有償にするとかこういう憲法違反のやり方を

していることは許せないなと思います。これは必ず道

理にかなった形で頑張っていかなければならないと思

いますので、ぜひ県教育委員会は沖縄県民の大きな期

待にこたえて最後まで頑張っていただきたいというこ

とを要望しておきます。

　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時19分休憩

　　　午後５時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　前田政明君。

○前田　政明君　代表質問に関連してですけれども、

田中局長の発言というのは本当に許すことのできない

発言ですけれども、基地のない平和な島はあり得な

い。それから審議官級の話では、来年夏までに普天間

飛行場の辺野古移設で進展がなければ、普天間飛行場

はそのまま残る。これは本当に防衛族の思っているこ

とじゃないかなと。この人は1996年に沖縄に赴任して

おりますが、そのころＳＡＣＯ合意、多分これはケビ

ン・メアさんとかグリーンさんとか含めて防衛局で一

緒に仕事をしたのかなと、私は新聞を見て思ったんで

すけれども、その人たちからすれば、15年前の状況で

はみんな同意していたのに、何でこうなっているのか

と。これは本当に許せないというような形の怒りとい

うか、そういうふうにもなっているのかなと。そうい

う面でも本当にこれは今の大臣が毎週毎週来て、とに

かく御理解をということで辺野古に基地を押しつけよ

うとするそのあり方の本音を語ったんじゃないかなと

いうことで、私は本当に看過できないものだと思いま

すけれども、ここのところもう一度御感想なりお願い

します。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時20分休憩

　　　午後５時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　前防衛局長の発言につ

きましては、今、議員が御質問のとおりさまざまなこ

とに言及しているということを聞いておりますが、ど

こまで実際の発言があったのかわかりませんが、先ほ

ど答弁しましたとおり、沖縄の防衛局長という要職に

あり、真摯に沖縄の基地問題解決・改善に取り組むべ

き立場であると。その立場にありながら県民を侮辱し

傷つけ、さらに女性を蔑視するような発言をしたとい

うことでありまして、極めて遺憾であると言わざるを

得ないということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　環境影響評価についてですけれど

も、アセスの前提は住民合意があると、これは決算特

別委員会でしたか、部長はその住民合意の前提がなっ

てないと、県民の多くが反対していると。できるなら

ば個人としては、自分としてはそういう前提がないわ

けだから、評価書を提出してほしくないということを

部長は言っておりましたけれども、改めてそこのとこ

ろの御意見をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　委員会での発言は、

一般的に環境アセスを行う場合に、その事業は当然実

施されるというのが前提であります。そういった中で

いわゆる環境への影響をより科学的にどう保全してい

くかという措置を講じていってもらいたいということ

を審査するのが環境影響審査ですので、そういった意

味で一般的な話としていわゆる事業実施についてコン

センサスが得られているということが求められると、

そういう意味で辺野古の場合はそういうのがなかなか

できていないという意味でそういう発言をしたもので



－ 242 －

あります。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　私はそのとおりだと思います。

　それで基地問題、知事、もう時間がないものですか

ら、私はやはり４・25県民大会の決議から後戻りしな

いと。すなわち県民が力を合わせて２年前に知事も準

備書などでは少し沖合に寄せていただければというふ

うに言っていましたけれども、知事も知事選挙の公約

も含めて、県民とともに今、辺野古は不可能だと。そ

ういう意味で実質的に県内は無理だということで頑

張っておられますし、そういう面ではこれから来るさ

まざまな日米両政府の圧力などに屈することなく、県

民とともにあの４・25の決議を最後まで断固として貫

けば、私は必ず辺野古の基地は断念できますし、世界

で最も危険な普天間基地を撤去することが現実のもの

になると思いますけれども、そこのところ知事の決意

をもう一度お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　４・25の県民大会もそうで

すけれども、基本的には普天間基地が非常に危険だ

と。そしてもう基地たり得ないと私は思っております

し、その危険性を除去して早く返還してもらうという

ことが政策目標でありますから、その実現に向かって

しっかりと頑張ってまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　病院事業ですけれども、検証委員会

のを見ていますと非常に矛盾していて、人材はふやさ

なければいけない、しかし給料はカットすると。そう

いうことでこの前の決算特別委員会でも頑張ってきた

病院の院長さんは、本当に心配だと。職員の皆さんが

頑張ってきて給与削減とはもう本当に耐えられない。

ぜひとも公務員としての誇りを持って引き続き頑張っ

てほしいと、内部崩壊はしないでほしいと言っており

ましたけれども、これはこれまで大体少なくとも65億

ぐらいが繰り入れられていますけれども、84億円やっ

てきて急に50億円、24年度からは50億ですというよう

な繰り入れが前提になって、この持続的な経営が困難

になろうとしていると。そういう面で当然、少なくと

もこれまでどおりの繰り入れをやるべきなのに、何で

50億という数字がひとり歩きしているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　検討委員会では、県

立病院が今後安定的に持続的に、しかも発展的に地域

で担っている医療行為ができるような状況になってい

るかということを今、検討してもらっているところで

あります。その中で、基本的などの程度のという目安

みたいな条件設定をしないことにはそういうふうな議

論ができませんので、そういうことで目安としてそれ

を置いて、その中で各種の問題点を専門家の立場から

意見を聴取しているというところであります。

○議長（髙嶺善伸君）　前田政明君。

○前田　政明君　全然説得力がないですけれども、要

は経営形態について、基本方針では病院のあり方につ

いて経営改善が健全な経営が達成できるかと。現行の

経営形態の存続を検討するというのが24年４月を目途

にやることになっている。そのときに頑張ってきた、

そして３つの目標を全部クリアしてきたと、それを65

億そのままいけば、独法化の方向なんてないんです

よ。引き続き全適で公的医療ができる。そのときに84

億円から急に50億円にして持続的な経営ができない、

公的医療の困難な状況をつくっているというのは許さ

れないんじゃないですか。そこのところもう一度御答

弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　繰入金を50億にする

ということを決めたわけではなくて、仮にそういうい

ろんな条件を設定した場合に、10年ぐらいのスパンで

どういうふうな県立病院の経営の状況になるのかとい

うことを数値の上で、あるいは病院の経営に直接かか

わっている方々を委員になってもらって検討しても

らっているわけです。

　繰入金に関しては、先ほど申しましたように、決め

るルールがありますので、それにのっとってきちっと

決められていくことになると思います。

○前田　政明君　もう時間ですから終わりますけれど

も、65億入れたら賃金のカットとかそんなことやらな

くても、しっかりみんなはやる気があるんですよ。

ちゃんとそういうふうにしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　こんにちは。

　社大・結の比嘉京子です。

　通告に従い一般質問を行います。

　まず初めに、さきの田中前防衛局長発言に対してで

ありますが、政府は言葉を尽くして謝罪をしておりま

すが、言葉の根底にある意識や考え方は全く変わって

いないと私は考えます。これまでにも多くの問題発言

がありました。

　知事は、このような発言の本質的なもの、根底にあ

るものは何だとお考えでしょうか。所感をお伺いした

いと思います。

　２番目に、病院行政についてお伺いいたします。
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　第３回病院事業検証委員会は、下記の事項について

９月議会決算特別委員会の論議を踏まえて検証された

のかお聞きします。

　茨、平成24年度の繰入額について。

　芋、収支及び給与比率について。

　鰯、退職金の推移について。

　允、定数のあり方について。

　３番目に、教育行政について。

　茨、育鵬社の中学校用公民教科書の表紙に沖縄県が

入っていないことに関して知事の見解を求めます。

　芋番目に、国庫補助事業の終了に伴い各留学制度が

今年度で終了するようだが、次年度以降の計画はどう

なっているのか伺います。

　４番目に、人材育成事業について。

　茨、知事２期目の公約である「アジア諸国に「留

学・研修1000人」計画を推進します」について具体的

な説明を求めます。

　芋番目に、万国津梁産業人材育成事業について。

　ア、海外留学・グローバルＯＪＴ派遣の具体的な内

容について説明をお願いします。

　イ、若者の国際交流事業について、具体的な内容に

ついて説明をお願いします。

　５番目に、男女格差の是正について。

　茨、世界経済フォーラムによる2011年版「男女格差

報告」によると、日本は135カ国中98位と先進国中で

最低水準を推移しています。これは各国の男女格差を

示すジェンダー・ギヤップ指数の順位であり、国会議

員や管理職の女性比率、男女の賃金格差など社会の方

針決定への女性参加度を示す指標のようであります。

認識を伺います。

　芋番目に、男女格差と政治、経済、雇用、国際競争

力との関係について県の認識を伺います。

　鰯番目に、全国に先駆けて各分野に「クオータ（割

り当て）制」を導入することを検討する考えがあるか

どうか伺います。

　６番目に、財産の処分について。

　茨、県立浦添看護学校の土地及び校舎等の積算根拠

を示していただきたい。

　芋番目に、土地及び校舎等のそれぞれの金額は幾ら

ですか。

　７、我が会派の代表質問に関連して１点だけ質問を

いたします。

　八重山地区教科書採択問題について、12月１日付で

石垣市と与那国町の教育長が情報提供として文科省に

直接育鵬社版公民教科書の冊数を報告したということ

でありますが、手続としてこれはどういうふうに考え

ればいいのか、県教育委員会の見解を伺います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉京子議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、沖縄防衛局長の発言についての御質問

ですが、11月30日に沖縄防衛事務次官、そして12月２

日には一川防衛大臣が相次いで来県し、田中防衛局長

の処分の報告と謝罪がなされております。

　沖縄防衛局長という要職にあり、そして真摯に沖縄

の基地問題の解決・改善に取り組むべき立場にありな

がら、県民を侮辱し傷つけ、そして女性を蔑視するよ

うな発言は極めて遺憾であると言わざるを得ません。

　県といたしましては、政府において今後このような

事態を引き起こすことのないよう取り組むべきである

ことと、そして沖縄県民の信頼回復に全力を挙げて取

り組むことは当然であると考えております。

　次に、教育行政に係る御質問の中で、育鵬社の中学

用公民教科書の表紙に沖縄県が入っていないというこ

とについてどう思うかという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　教科書問題につきましては、教育委員会で対応して

おられます。そしてこの教科用図書の表紙に沖縄県が

入っていないということについては大きな違和感を覚

えるところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　病院行政についての

中の、経営再建検証委員会における検証についてお答

えいたします。

　現在、「県立病院の経営再建検証委員会」において

は、病院事業局が提出した収支推計をもとに、検証項

目の一つである「持続的な経営の健全化の達成見込み

があるか」を中心とした検証が行われております。決

算特別委員会後の11月10日に開催された第３回検証委

員会においては、「退職金の推移」、「収支及び給与

費比率」について検証が行われております。「退職金

の推移」及び「収支」については、決算特別委員会の

審議等により、退職手当推計の修正を行い、改めて収

支推計（試算）を提出し、説明が行われております。

「給与比率について」は、給与比率の適正化に向けた

取り組みに関する説明が行われております。なお、収

支推計において、「平成24年度の繰入額」については
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50億円で試算し、「定数・人員体制について」は一般

５病院で７対１看護体制で導入することとして、第２

回委員会では説明が行われており、その後に変更等の

説明は行われておりません。

　続きまして、財産の処分についての、県立浦添看護

学校の土地、校舎等の積算根拠についてお答えいたし

ます。

　県立浦添看護学校の土地及び校舎等の処分予定価格

については、二者の不動産鑑定業者において、土地の

地価動向の地域分析及び建物の状況分析等を踏まえて

鑑定評価された額の平均値を積算根拠として算出して

おります。

　続きまして、土地、校舎等の処分予定価格について

お答えします。

　県立浦添看護学校の土地の処分予定価格は３億2380

万円、校舎等については8022万円であります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、次年度以降の留学制度計画についてお答えいたし

ます。

　平成10年度に開始しました国費による「沖縄県高校

生米国派遣事業」は、合計で362名の高校生を米国へ

派遣し、今年度の派遣でもって終了することとなって

おります。次年度以降は県費による「高校生の国外留

学生派遣事業」を推進するとともに、新たな留学制度

である「国際性に富む人材育成留学制度」を国に対し

て要望しているところでございます。

　次に、人材育成事業についての御質問で、アジア諸

国への留学・研修についてお答えいたします。

　県教育委員会におきましては、職業教育の充実を図

るため、「専門高校生国外研修事業」でアジア諸国へ

高校生を派遣をしております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問で、行政手続等についてお答えいたします。

　石垣市と与那国町の教育長が発出した９月８日の協

議が無効とする文書につきましては、行政機関から発

出された文書と承知しております。

　文部科学省初等中等教育局教科書課から12月２日付

で12月末をめどに文部科学省に報告するよう求めた事

務連絡につきましては、義務教育課のほうから３市町

教育委員会あてに事務連絡で送付したところでござい

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　人材育成事業につい

ての中で、海外留学・グローバルＯＪＴ派遣について

お答えいたします。

　沖縄県においては、高度な専門性と国際性を有する

産業人材を育成するため、約13億5000万円の基金を造

成し、県内企業等の産業人材育成事業と若者の国際交

流事業を今年度からおおむね７年間実施する計画であ

ります。この中の産業人材育成事業では、海外展開に

必要な研修とあわせて、国内外の先進的な企業や海外

大学院等へ派遣・留学を実施してまいります。また、

各ビジネス分野の専門家を招き、企業等の課題に対応

した実践的な指導を行う研修も実施してまいります。

このようなグローバルに対応できる人材育成を通し

て、県内企業の海外進出や販路拡大、また、海外企業

とのネットワーク形成などにより経済の拡大を図って

まいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　人材育成事

業についての中の、若者の国際交流事業についてお答

えいたします。

　若者の国際交流については、「アジアユース人材育

成プログラム」事業を実施しております。

　本事業では、アジア各国と県外の高校生を沖縄県に

招聘し、県内高校生と一緒に約３週間のプログラムを

行い、国際的に活躍する人材を育成するとともに、沖

縄を中心としたアジアの交流ネットワークの推進を目

的として開催しております。本年は、８月６日から23

日にかけてアジア13カ国から26名、県外から11名、県

内から11名、計48名の高校生を対象に18日間実施しま

した。なお、プログラムはすべて英語で行い、環境を

テーマとした講義とグループディスカッション、また

体験型のワークショップなど多彩なメニューで構成さ

れており、閉会式では参加青年による20年後の理想的

な世界を形にした「2031年のビジョン」を発表し、大

きな感動と達成感を得るとともに、文化や国境を越え

たかけがえのない友情を築きました。

　沖縄県としましては、来年も本事業を実施し、未来

のアジアを担う若者を沖縄で育成することで、21世紀

ビジョンで提唱する「世界に開かれた交流と共生の

島」の実現に向けて今後も取り組んでまいりたいと考

えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。
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　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　男女格差の是正につ

いての御質問の中で、2011年版「男女格差報告」の結

果についてお答えいたします。

　各国における男女格差をはかる「ジェンダー・

ギャップ指数」につきましては、経済分野、教育分

野、政治分野及び保健分野のデータをもとに順位づけ

がなされたものであります。2011年版におきましては

日本の総合順位は、135カ国中98位となっておりま

す。特に、我が国においては、政治分野及び経済分野

における男女差が大きいという結果が出ていることか

ら、これらの分野における女性の参画を今後全国的に

引き上げていく必要があると認識しております。

　県としましては、引き続き男女共同参画施策を進

め、日本のジェンダー・ギャップ指数の改善へつなげ

ていきたいと考えております。

　次に、男女格差と政治、経済、雇用、国際競争力と

の関係についてお答えいたします。

　我が国におきましては、政治、経済を初め多くの分

野において政策・方針決定過程への女性の参画は十分

でなく、重要な課題であると考えております。女性が

各人の個性を生かし、能力を発揮できる社会環境を整

備することが女性の政策・方針決定過程への参画を推

進するとともに、これからの日本の経済社会の活性化

にもつながるものと認識しております。現在、県が策

定作業を進めております「第４次沖縄県男女共同参画

計画」においては、家庭、職場、地域、社会全体と４

つの分野における男女共同参画施策をそれぞれ示して

おります。この中で女性のさらなる政策・方針決定過

程への参画促進や雇用分野等についても取り上げてお

り、今後とも同計画に基づき男女格差の是正に取り組

んでまいります。

　次に、各分野への「クオータ制」導入を検討するこ

とについてお答えいたします。

　国におきましては、平成22年12月に閣議決定した第

３次男女共同参画基本計画において、特に早急に対応

すべき課題の一つとして、実効性のある積極的改善措

置いわゆるポジティブ・アクションの推進を挙げてお

ります。県におきましては、積極的改善措置の一つと

して、県審議会における女性登用率向上のため、登用

目標値として35％を設定しております。また、県の男

女共同参画審議会の委員構成につきましては、沖縄県

男女共同参画推進条例第20条において、「審議会は、

委員15人以内で組織する。この場合において、男女の

いずれか一方の委員の数は、委員総数の10分の４未満

であってはならない。」と定め、クオータ制を採用し

ております。その結果、現委員15名中、男性６名、女

性が９名となっております。その他の審議会におきま

しても、女性委員の登用率の目標を定め、引き続き積

極的な登用に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中ではありますが、

時間の都合もありますので、比嘉京子さんの再質問は

休憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後５時49分休憩

　　　午後６時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　比嘉京子さんの再質問を行います。

　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、再質問させていただきま

す。

　知事に一言、教科書検定のことで意見を述べたいと

思いますが、答弁はよろしいかと思います。

　例えば沖縄県が入っていないということで、今黙っ

ていていいのかという話で、例えば北海道が入ってい

なかったらどうなるのか、世界地図に日本がないとき

は黙っているのか。そういうことも含めると、これは

子供たちが手にとって、表紙からこれは検定にかかっ

ているわけなんです。ですから、どういうことであ

れ、やっぱり沖縄県の立場としてそういうことで意見

を言うということは私は必要ではないかなというふう

に考えています。

　では次に進みます。

　最初に病院問題について再質問を行います。

　まずそもそも論なんですけれども、福祉保健部長に

お聞きします。

　県立病院の公的役割、県が取り組む今後の姿勢につ

いてお伺いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　医療はかなり広範囲

にわたります。ですので、いわゆる政策医療と呼ばれ

る分野に関して県全体のバランスを考えて、県立病院

にいろいろな目標を立ててそういう機能を持ってもら

うと、そして安定的に維持してもらうと、そういう役

割があると思います。それがいわゆる政策医療と呼ば

れるものです。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　県立病院の公的役割というのをも

う少し具体的にお話しいただけませんか。
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○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　通常、日本の医療の

場合は国民皆保険制度ですので、一定の治療行為をす

れば定額で収入が入ってきます。その収入によって運

営されるというのが大原則ではあるんですけれども、

その収入を充てて賄えない医療というのが存在するの

もまた一方の事実でありまして、その辺の例えば救急

だとか、小児の特別な医療だとか、離島だとかそうい

うことに関しては政策的に大所高所から判断して政策

医療として計画的に維持していく、そういう役割があ

ると考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　今後もその政策医療、もちろん僻

地等も含めて、いわゆる民間で担えない医療を充実さ

せていくということで理解をしたいと思います。

　次の質問に移りますけれども、平成23年度の８月累

計の経営状況が出ておりますけれども、純利益と経常

利益は幾らでしょうか。また、目標値についてどれぐ

らい上回っているんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時17分休憩

　　　午後６時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　８月までのいわゆる純損益が20億2464万ですね。そ

れから経常利益が23億166万です。

○比嘉　京子さん　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時20分休憩

　　　午後６時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　純損益に関しては９

億3404万です。それから経常利益に関しては、10億

3127万でございます。目標値との差ですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　一応割合をお聞きしたかったんで

すけれども、金額はわかりました。

　次に、経常利益が23年８月までの累積では幾らです

かということもお聞きしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　23億166万5998円で

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　これは８月時点ですよね。そうす

ると、皆さんが第３回の検証委員会で示された23年度

の経常収支は幾らというふうに出されたんでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時22分休憩

　　　午後６時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　23年度の経常収支は、27億4000万になります。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　23年度８月累計で23億であるわけ

ですよね、５カ月で。そうすると23年度が27億という

のは低く見積もり過ぎていませんか。少なくとも30億

台には行くんではないかというふうに考えられません

か。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　この推計はあくまで平成22年度のいわゆる収益を

ベースにしておりますので、現時点でのこのような乖

離は起こってくるんだろうというふうに思っておりま

す。

　それから今後あと８月時点のころですので、約７カ

月分どうなるかということを今の見通しではまだ十分

把握できないというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、人件費比率について伺いま

す。

　病院再建検証委員会の記録を読ませていただきます

と、前もって委員の皆さんが――多分３名だったと思

うんですけれども――その人件費比率について前もっ

ての質疑等があったと思います。そのことで関心度が

高いなということはわかるんですが、人件費比率の高

さがよく問題になっているわけなんですが、その人件

費比率を左右する因子といいますか、それはどういう

ものがあるんでしょうか。特に主なものからお願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　沖縄県の場合は、離島の病院を持っているわけです

から、その離島の病院の職員のいわゆる特地、準特地

手当、それから救急医療を24時間365日やっていると

いうことで、やはり時間外手当がかなりそういった給

与費の増につながっているんじゃないのかなというふ

うには考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。
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○比嘉　京子さん　これらのお話は県民の命を守るた

めには必要不可欠な経費ですよね。そのことでもし比

率が上がっているならば県民的には納得できる話では

ないかなと思うんですね。そのことを何と比較してい

つも高い高いと言われているのかということについて

はいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　よく言われているの

は、いわゆる自治体病院の黒字病院ですね。そういう

ところとの比較でよく言われているのじゃないかと。

そういうところとは病院の置かれた事情というのも大

分違うわけですから、その辺を考えていかなきゃいけ

ないんじゃないかなというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　まさに今局長おっしゃったとお

り、私は比較している対象の資料を出してもらったん

ですよ。そうすると条件があんなにも違うところと比

較して何の意味があるんだろうかというふうに思って

いるんです。少なくとも我々が10対１のときを７対１

の病院と比較している。先ほどおっしゃったように離

島を抱えていない病院とも比較している。そうすると

離島手当等がかさむのは当然のこと。それから専門病

院と総合病院ともごっちゃにして比較をしている。そ

れから病床数が今休床しているのも込みで、もともと

の定数に比較している。これはたくさん挙げられるん

ですよね。そういうことをもう少しならして比較した

上で、高いなら高い、低いなら低いと言われるのは、

私は妥当だと思うんですよ。そういうことをなさらな

いで今比較をして、その数字が検証委員会でひとり歩

きしているわけなんですよ。そのことについては、私

はどうもおかしいということを決算特別委員会でも申

し上げてきたんですけれども、今回も生かされている

様子はありません。

　それで今言ったさまざまな要因を減じて、ならし

て、まず比較する数値を出すということをまず私は希

望したいんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時28分休憩

　　　午後６時29分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　現在は、全国平均は

病院の機能等にかかわらずすべての病院の平均として

それとの比較をしております、公営年鑑からとったも

のですね。そして今後は、提供している医療機能にど

ういう違いがあるのかとか、あるいは類似する都道府

県とどう比較するべきかとか、さらにベンチマークと

するものを何かもっとほかに求めるべきなのかとかい

ろいろ検討はされるべき。ただ、これはぜひ話してお

きたいんですけれども、専門家にそういう数値的なこ

とを検討してもらいます。その検討を受けて行政はそ

の検討をどうすればいいのかというのはまた次の段階

の行政判断が働いてくるわけですので、その辺もまた

御理解いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　検証委員会という専門の場に出さ

れている数字そのものに問題があるんであって、専門

家の判断がその数字に誤りがあれば誤った判断につな

がるわけですよ。だから、少なくとも離島増嵩費や医

師手当、それから前に調整数の廃止やりましたね。

6.2億円。そういうのは基本的に引いた上で比較をし

ていかないと、比較対象として成立するんでしょうか

という議論をしているつもりですが、いかがでしょう

か。

○福祉保健部長（宮里達也君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時31分休憩

　　　午後６時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　県立病院の状況は具

体的に把握している県立病院事業局において数値等の

修正が必要であれば修正されて、それで検討されるこ

とになると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　ぜひ比較対照になる意味のあると

ころと比較ができるようにお願いをしたいと思いま

す。

　それからもう一点は、先ほども出ていました繰入額

なんですけれども、私、一点お願いがあります。先ほ

どからずっと皆さんから資料請求をしていただいてい

るところでぎりぎり２時台も３時台も来ているわけな

んですけれども、病院事業局からこの繰出金の積算根

拠の資料を21年度から23年度を出していただきまし

た。しかしながら、24年度はありません。これはぜひ

委員会の前までに出していただくようにお願いしたい

んですけれどもいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　この点については、今関係部局といろいろ折衝中で

ございますので、また後ほどその件に関して決まりま

したらお答えいたしたいと思います。
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○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時33分休憩

　　　午後６時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　我々になぜそういう数字が出てく

るのかということを検証させられないということに

なっちゃうわけなんですよ、今の話は。ですから、そ

ういうことではやっぱり議会の権能という意味から

言っても私は成り立たないと思いますので、ぜひ提出

の方向でよろしくお願いいたします。

　次に、八重山教科書問題についてお聞きしたいと思

います。

　まず地区協議会の役割と法的根拠についてお聞きし

たいと思います。これから私がお聞きしようとするこ

とは、市町村と県と国の役割、権限、そしてその法的

根拠についてお聞きしたいと思います。

　１点目に、地区協議会の役割と法的根拠をお願いし

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　まず八重山採択地区協議会

の規約がございまして、その３条に役割がございます

ので、その３条を読ませてもらいます。「協議会は、

採択地区教育委員会の諮問に応じ、採択地区内の小中

学校が使用する教科用図書について調査研究し、教科

種目ごとに一点にまとめ、採択地区教育委員会に対し

て答申する。」と、こういったことからして、やはり

市町村教育委員会から諮問を受けて、調査研究して選

定した教科書について市町村教育委員会に答申すると

いうことが役割かと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　じゃ、地区協議会の８月23日のそ

の答申というものについては法的な拘束力はあるんで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今申し上げましたようにあ

くまでも答申ですので、法的拘束力はございません。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、答申は採択ではないという

ことでありましたけれども、では採択の権限はどこに

あるんでしょうか。それの法的な根拠をお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実はこの採択の権限ですけ

れども、これも地教行法の23条の６号によりますとこ

う書かれております。つまり教科書の採択権限は市町

村教育委員会にあるとそういったことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　例えば今回のように、答申が出て

いてその答申に例えば従わない異なる教科書を選んだ

という竹富町のような場合、このような場合は合法と

見るんでしょうか、どう見たらいいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今回のような答申と異なる

いわゆる教科書を採択した竹富町教育委員会のケース

につきましては、先ほど申し上げましたように採択権

限は各教育委員会にありますので、合法でございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時37分休憩

　　　午後６時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　法的根拠は、地教行法――

正式名称は「地方教育行政の組織及び運営に関する法

律」第23条の第６号でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　答申は決定ではない。しかし、各

市町村の教育委員会にその採択の権限があると。だか

ら答申どおりにしなくても一応その権限は認められて

いるという理解でいいわけですよね。そこまではわか

りました。そうすると答申は決定ではないということ

ですが、その答申の決定ではない答申に今回文科省は

採択したものとみなした決定を有効か否かというよう

な判断を下しているその根拠はどこにあるんでしょう

か。そこからとてもわかりにくい今回の問題になって

いるんではないかなと思っているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　文部科学省は答申に基づい

た採択を求めておりますけれども、その中で法的根拠

はございません。

○比嘉　京子さん　もう一度最後のほうお願いしま

す。

○教育長（大城　浩君）　法的根拠は示されておりま

せん。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、そもそも沖縄県や文科省の

この教科書採択におけるなし得る権限というのはどう
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いうものがあるんでしょうか。その法的根拠もお願い

します。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　これも先ほど申し上げまし

た地教行法の第48条にございますように、都道府県、

市町村に対して文部科学省は指導助言または援助を与

えることができるということがありますけれども、そ

の中で必要な指導助言、また援助を行っているのが現

状でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　いわゆる指導助言と援助を与える

というのは、沖縄県のなし得る権限と文科省がなし得

る権限というのは、法的根拠は別だけれども同じ権限

であるというふうに理解していいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今の御質問は、この指導助

言等については法的拘束力があるかないかの御質問だ

と思います。一般的には、法的拘束力はないとされて

いると理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　この９月８日に３市町教育委員全

員による協議がありましたよね。それまでの文科省は

県教育委員会に対してどのような指導をされてきたん

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は文部科学省は、協議し

て同一にしなければならないということと、協議に当

たっては各教育委員会の合意を得るとそういった見解

を示しておりました。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　整理をしますと、文科省も沖縄県

教委も指導助言、支援はできるけれども、それについ

てお墨つきを与えたり、何か特定の判断を下すという

ことは、一応なし得る権限の範疇にはないという理解

でよろしいでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　そのとおりでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　９月８日まで県教委には３者を統

一のものにするようにということをずっと指導を繰り

返ししてきたというペーパーをいただいたことがある

んですが、これは今の権限としてはなし得る権限に合

致するわけですよね。そうしますとその後なんです

ね。私今回の大きく混乱を起こしている大もとはやは

り文科省だろうと思っているんです、私の考えでは。

というのは、まず関係法令それの不備、それをまず放

置してきている責任ですね。その次に、やっぱり有効

か無効かのお墨つきを与えたというこの点、それから

もう一点は、その日を根拠に有償か無償かまで言及を

している点、私はこの点に対しては、文科省のやはり

問題点は大きいというふうに考えるわけなんです。そ

うしますと、今もう皆さんのほうからたくさん出てい

るのはやっぱり憲法問題ですね。例えば義務教育を無

償とするという26条の２項であったり、それから法の

もとの平等であるという原則であったり、ひいては識

者等は99条にまで至るような抵触するんではないかと

いうようなところまで言っているわけですね。そうす

ると、私は今回は本当に文科省が沖縄県に指導してき

たことを、ある日きびすを返したように転回をしたと

いうそういうところから私はこの混乱が大きく広がっ

ていると。そこを戻すために今後もう一度協議を促し

ていく。あと３市町に対する今後のとるべき責任とい

うのはどういうものがありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　やはり先ほどから申し上げ

ましたように、採択の権限は３市町教育委員会にござ

います。したがいまして、協議の有効かあるいは無効

かの判断につきましては、３市町教育委員会の立場で

あるわけですね。したがいまして、採択権を有するこ

の３市町教育委員会に対しまして我々県教育委員会が

特定の教科書をどうのこうの全く言えない状況でござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　３市町の教育委員がそれをまとめ

ていくという責任があるわけですよね。そこを言って

いかないといけないということが今の県の立場ですよ

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　これは義務教育諸学校の無

償措置に基づきまして、採択地区内においては、種目

ごとに同一の教科書を報告しなさいとそういうことが

ございますので、２つの法律に基づいて我々は粛々と

同一の教科書を出すような指導をしている状況でござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、次に財産処分について再質

問を行います。

　土地が議案案件となっていない根拠は何でしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時45分休憩

　　　午後６時45分再開
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○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　広さの関係です。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　これが議題ではないので本筋では

ありませんけれども、やっぱり8000万円のものと３億

円余りのもので、8000万は議案なんだけど３億は議案

じゃないと。そして同じ一方で議案に例えば交通事故

等の和解等で10万円以下も議案になってくると、これ

はなかなか県民にわかりづらい。これはやっぱり法規

を改正する必要があるんではないかと思うんですけれ

ども、いかがですか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時46分休憩

　　　午後６時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　処分とかそういった場合

については、それぞれ地方自治法でこれは施行令も含

めて決められているものですから、それについてはも

し法律改正という形をとらない限りはなかなか難しい

点でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、本論の再質問をいたしま

す。

　まず建物についての耐用年数というのは何年と考え

たらいいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　耐用年数というのを

我々評価しているのは、現時点の建物の評価を鑑定士

にお願いして、これはあと何年使えるかということ

は、それぞれ修理にどれぐらいかけるかとかいろんな

また別の要素がありますので、現時点でのこの建物の

評価を県側の立場から専門家が評価するし、あるいは

移譲先のほうの立場から評価して、それが一定の額よ

りも広がっていなくてかなり接近していたものですか

ら平均をとったとそういう説明です。

○比嘉　京子さん　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時48分休憩

　　　午後６時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　国庫償還の関係から

いいますと、47年が耐用年数ということのようです。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、次に資料の提出をぜひ委員

会までにお願いしたいと思うんですが、再調達減価の

積算根拠、それから残価率の積算根拠、２者の業者が

５％と10％出しているんですね。その計算の過程がわ

かる資料をいただきたい。お願いしたいんですがいか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　出せる資料を出しま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、土地についてお聞きした

い。

　土建部長にお聞きしたいんですけれども、基本的な

用地交渉のときの買収価格というのはどのような手順

でどう決めていくんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　鑑定評価をしてその

評価に基づいて用地単価は決定しております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　鑑定評価というのをもう少し詳し

くお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　近傍の取引価格とそ

ういったのを含めて参考にして単価を決定しておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では福祉保健部長にお聞きするん

ですが、今回の土地の売却の坪単価は幾らですか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時50分休憩

　　　午後６時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　坪単価で行うのでは

なくて、平米当たりですね……

○比嘉　京子さん　平米じゃなくて坪でお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時51分休憩

　　　午後６時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　失礼しました。９万

7084円です。
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○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○ 比嘉　京 子さん　坪単価ですか。私はこの数字

ちょっとクエスチョンなんですけれども、浦添とかで

地域との土地を勘案してというときにこんなような金

額というのは実際には道路に面しているところには本

当にあるんだろうかと。私はこれを見る限り、かなり

の大たたき売りをしようとしているんではないかとそ

ういうふうに思っているところです。引き続き委員会

でやりたいと思います。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　皆さん、こんばんは。

　最後の質問者になりまして、議場からはもうそろそ

ろ終わらないかなというような目線で見られておりま

すけれども、期待にこたえて一生懸命頑張ってまいり

ます。

　それでは、質問通告に従いまして質問をいたしま

す。

　まず、知事の政治姿勢についてでございます。

　茨、普天間飛行場移設について、国は環境影響評価

書を提出する準備を進めておりますが、提出後の県民

世論はどのように変化していくとお考えなのかお伺い

いたします。

　芋番目、これまでも何度か取り上げてまいりました

が、二重行政の撤廃という観点から、沖縄総合事務局

の県への移譲をさらに求めていくべきではないかとお

尋ねしたいと思っております。

　続いて、基地問題について。

　先月、沖縄振興に関する特別委員会の委員で普天間

飛行場の視察をしてまいりました。司令官からいろい

ろお話を聞きましたし、飛行場内をバスでぐるりと

回ってまいりましたけれども、この普天間飛行場の跡

地の利用も今進めている段階でどうも気になった点

が、この普天間飛行場内の鍾乳洞の存在であります。

　そこでお尋ねいたしますが、その規模と状態につい

てどう把握されているのでしょうか。

　そして、さらなる調査の必要性はあるのかどうかお

尋ねいたします。

　芋番目、住宅防音工事対象区域の拡大及び告示の引

き上げについてお尋ねいたします。

　この問題は、軍転協としても取り上げております

が、県の取り組みと国からの回答についてお尋ねいた

します。

　続いて、地域住民を代表とする団体からの要望への

取り組みについてお尋ねいたします。

　３番目、沖縄振興一括交付金についてであります。

　この配分、子育て支援事業についてはどうなのか。

　続いて、移動コスト低減事業への配分についてお尋

ねいたします。

　鰯番目、市町村との配分及びそれらの決定方法につ

いてもお尋ねをいたします。

　４番目、一般家庭での太陽光発電の普及についてで

あります。

　設置戸数と全国と比較してみてどうなのかというこ

とをお尋ねします。

　続いて、全戸に設置されると、その発電量は現行の

火力発電所の出力規模からすると何割相当になるのか

お尋ねいたします。

　続いて、加速させるための県独自の取り組みについ

てお尋ねをいたします。

　普及を進めていく上での電気事業者との課題につい

てもお尋ねをいたします。

　５、浦添看護学校民間譲渡の進瀧についてお尋ねい

たします。

　運営を予定している法人の準備状況はどうでしょう

か。

　昨年12月議会で提起された附帯意見への取り組み状

況についてお尋ねをいたします。

　今年度の修学資金は昨年度と比べて増額をされまし

たが、その増額された修学資金への反応と次年度に向

けた十分な額の確保についてどのような取り組みをさ

れているのかお尋ねをいたします。

　６、図書館行政についてであります。

　先月、図書館がリニューアルをされました。私が見

た感想で言うと、ようやく他府県並みの図書館がこの

沖縄県立図書館にも整備されたなというふうに思って

おります。多額な予算を費やして利用者のためになる

施設として新たに生まれ変わった図書館でありますけ

れども、このリニューアル後の来館者の推移と反応に

ついてお尋ねをいたします。

　続きまして、図書館人採用と配置についての進瀧に

ついてもお尋ねをいたします。

　最後に、「わらべうた」の採譜、継承、またはそれ

らを使った保育事業への取り組み状況についてお尋ね

をいたします。

　よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上里直司議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、沖縄総合事務
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局の県への移譲についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　国の出先機関の原則廃止に向けた改革は、昨年末に

閣議決定された「アクション・プラン」に基づき、沖

縄総合事務局も対象機関となって進められておりま

す。

　沖縄県は、政府の「アクション・プラン」推進委員

会において、去る７月、沖縄総合事務局の事務・権限

の沖縄県への移譲を正式に表明をし、さらに10月の委

員会で、関西広域連合及び九州地方知事会の各知事と

歩調を合わせて閣議決定に沿った改革の着実な推進を

求めたところであります。

　県といたしましては、二重行政の是正はもとより、

地域・住民ニーズへの柔軟な対応等の観点から、引き

続き沖縄総合事務局の事務・権限の移譲を閣議決定に

沿って進めていくべきと考えております。

　次に、沖縄振興一括交付金（仮称）の配分について

という御趣旨の御質問の中で、子育て支援事業につい

ての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の子供たちが健やかに育ち、豊かな可能性が

発揮できる環境づくりを推進することは県政の重要な

課題の一つでございます。特に、待機児童解消のため

の保育所入所待機児童対策特別事業基金の継続・拡充

や、民立民営が多い放課後児童クラブの環境改善のた

めの新たな支援措置などが必要であると考えておりま

す。

　このため、県といたしましては、沖縄県の抱える子

育て環境の改善に向けた認可化促進や放課後児童クラ

ブへの支援が図られるよう、より自由度の高い沖縄振

興一括交付金（仮称）の活用を含めて検討し、結果を

出してまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、環境影響評価書提出後の県民世論

の変化についてお答えいたします。

　普天間飛行場の辺野古移設案は、地元名護市長が反

対し、名護市議会議員も反対派が多数を占めており、

さらに県内41市町村の全首長及び多くの県民が反対し

ている状況であります。

　環境影響評価書が提出された場合には、関係法令に

のっとり検討せざるを得ませんが、県としては、地元

の理解が得られない移設案の実現は事実上不可能であ

り、一日も早い普天間飛行場の県外移設及び早期返還

を求める考えに変わりはなく、これを踏まえつつ適切

に対処してまいります。

　県民世論の変化については、現時点で行政として申

し上げる立場にはないと考えております。

　次に、住宅防音工事対象区域拡大等の県の取り組み

と国の回答、住民要望への対応についてお答えいたし

ます。２の芋のアと２の芋のイは関連しますので一括

してお答えします。

　県は、地元自治体からの要望等も踏まえ、住宅防音

工事対象区域の拡大や区域指定告示後に建築された住

宅の対象化など、騒音対策の強化・拡充を図ることに

ついて機会あるごとに政府に対し要請を行っていると

ころです。政府からは、本年５月23日付で軍転協に対

し、対象区域拡大については、現在実施中の調査結果

を踏まえれば拡大する状況にはないが、引き続き状況

把握に努め適切に対応する、告示後の住宅防音工事の

助成措置の拡大については、全国の状況を踏まえつつ

検討したいとの回答がありました。

　県としては、引き続き軍転協や渉外知事会等とも連

携しながら、日米両政府に対し粘り強く騒音対策の強

化・拡充を求めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　基地問題についての御質問

で、普天間基地内の鍾乳洞の規模と状態についてお答

えいたします。

　これまで洞穴調査は沖縄県教育委員会において概要

調査を実施し、宜野湾市教育委員会においても調査が

行われております。これらの調査から、普天間基地内

には48カ所の洞穴が確認されており、規模としては、

長いものでは400メートル以上あるものから、短いも

のでは４メートルという状況でした。その状態として

は、つらら状の鍾乳石やシカの化石のほか、場所に

よってはクモやヤスデ類なども確認されております。

　次に、調査の必要性についてお答えいたします。

　普天間基地内の洞穴調査につきましては、今後、関

係機関との連携を踏まえた詳細な調査が必要と聞いて

います。

　次に、図書館行政についての御質問で、県立図書館

のリニューアルについてお答えいたします。

　県立図書館では、地域活性化交付金を活用して、住

民のニーズに応じた子育て支援やシニアサポートの図

書の充実及びコーナーの設置、ＩＣタグを用いた蔵書

管理システムの導入、トイレの改修等館内をリニュー

アルし、11月11日に開館しております。
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　リニューアル後２週間の来館者数は１日平均1073人

で、昨年度と比較して約９％増となっております。な

お、１日平均の貸し出し冊数は901冊で、昨年度の１

日平均冊数588冊から大幅にふえております。

　来館者からは、「利用しやすくなった」、「きれい

で開放的になった」などとの声があります。また、広

く周知を図るため、リニューアルのＰＲを兼ねた「図

書館まつり」を12月４日に開催したところです。

　県教育委員会としましては、今回整備された各コー

ナーを活用した課題解決支援に係る行事、レファレン

スの充実、市町村立図書館と連携した遠隔地サービ

ス、蔵書の充実等に力を入れていきたいと考えており

ます。

　次に、図書館職員の配置等についてお答えいたしま

す。

　図書館は、地域における読書活動や学習・情報の拠

点としての役割を担っており、その機能を十分に発揮

するために、司書資格を有する職員の果たす役割は重

要と考えております。本年度の県職員採用中級試験に

おいては、司書資格を条件とする職員の採用試験を実

施したところであり、今後とも有資格者を計画的に配

置し、図書館行政の充実に努めてまいります。

　次に、「わらべうた」の採譜等への取り組み状況に

ついての御質問で、「わらべうた」の採譜、継承につ

いてお答えいたします。

　「わらべうた」の採譜は、各地域の市町村史の編さ

んや関係団体等により採譜記録などの取り組みが既に

幅広くなされているところでございます。幼稚園にお

いては、行事や日常の遊びの中で活用されたり、生活

発表会やお年寄りとの交流等で教材としても活用され

ております。

　県教育委員会としましては、今後とも採譜や継承活

動を助成し、支援していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄振興一括交付金（仮

称）の配分についての御質問の中で、移動コスト低減

事業についてお答えいたします。

　離島の定住条件を改善し、その振興を図るために

は、交通コストの軽減が重要な課題であると認識して

おります。内閣府においては、平成24年度概算要求に

おいて「沖縄離島移動コスト低減事業」を要求してい

るところですが、県としましては、対象路線の選定や

運賃設定等において離島住民の意向が反映できるよ

う、より自由度の高い沖縄振興一括交付金（仮称）と

しての事業化を求めていきたいと考えております。

　次に、同じく沖縄振興一括交付金に関連をいたしま

して、県分と市町村分の配分方法についてお答えいた

します。

　沖縄県としましては、市町村分を含めた沖縄振興一

括交付金の総額が沖縄県へまとめて交付されるよう国

へ求めているところであります。県と市町村間の交付

金の配分のうち、ハード事業については、これまで県

と市町村との間で実施事業を調整してきた経緯を踏ま

え、県及び市町村が作成する事業実施計画に基づき配

分額を決めることを検討しております。一方、ソフト

事業については、住民ニーズはあるものの、これまで

の高率補助制度では対象外とされてきた事業を市町村

においても展開できる仕組みを検討してまいりたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　一般家庭での太陽光

発電普及についての中で、太陽光発電の設置戸数と全

国との比較についてお答えいたします。

　県内の住宅への太陽光発電導入状況は、平成23年10

月末時点で9540件となっております。

　全国との比較については、平成22年12月時点で設置

件数が47都道府県中35位、設備容量が全体合計が同35

位、平均設備容量が同３位となっております。

　続きまして、県内全戸に太陽光発電を設置した場合

の発電量についてお答えいたします。

　県内の持ち家住宅約25万戸すべてに４キロワットの

太陽光発電を設置すると仮定した場合、年間約10億

7000万キロワットアワーの発電が可能と推計されま

す。

　なお、火力発電の出力や稼働率は発電機ごとに異な

ることから一概に何基分に相当するということは言え

ませんが、平成22年度の沖縄県内の需要電力量約75億

キロワットアワーの約14％に相当いたします。

　続きまして、太陽光発電の普及を加速させる県独自

の取り組みについてお答えいたします。

　沖縄県では、県独自の取り組みとして、平成21年度

より太陽光発電を設置する住宅を対象に定額２万円の

補助を行っております。平成22年度までの２年間で

843件、総額1686万円の補助を行っており、今年度は

800万円を予算計上し、現在予定者を公募中でありま

す。

　県といたしましては、今後とも市町村と連携し、太

陽光発電の普及促進に努めてまいります。
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　続きまして、太陽光発電の普及に関する課題につい

てお答えいたします。

　太陽光や風力発電は天候等による出力変動が激しい

ことから、大量に電力系統に接続された場合には電力

の安定供給に悪影響を及ぼすことが懸念されておりま

す。具体的には、配電系統における適正電圧範囲から

の逸脱、急激な出力変動による周波数の変動等が考え

られます。

　現在、沖縄県内においても「離島独立型系統新エネ

ルギー導入実証事業」や「スマートエネルギーアイラ

ンド基盤構築事業」等を通して、こうした課題への対

策を検証しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　浦添看護学校民間譲

渡に関する運営法人の準備状況についてお答えいたし

ます。

　県立浦添看護学校民間移譲に当たっては、保健師助

産師看護師法に基づく看護師養成所並びに学校教育法

に基づく私立専修学校として新たに設置申請を行う必

要があります。これらの申請手続について、９月に専

修学校の設置に係る県の第１回審議会、11月に看護師

養成所の指定に係る国の実地調査を終了しており、手

続は順調に進んでおります。また、専任教員について

は、現在、在学生の引き継ぎを円滑に行うため、４名

の教員が浦添看護学校において実務研修として学生指

導に当たっております。

　新たな学校設置には、学校教育法等に基づき設置者

による校舎等の所有が要件となっていることから、本

議会に「校舎等の財産処分」を提案しているところで

あります。学生の教育環境を支障なく引き継ぎ、看護

師養成が継続できるよう議員各位の御理解をよろしく

お願いいたします。

　続きまして、付随意見の進瀧について。

　付随意見については５項目ありました。１点目の修

学資金の拡充については、今年度の予算が１億4168万

円となっており、昨年度よりも約6500万円拡充したと

ころであります。２点目の修学資金の免除規定に急性

期病院を盛り込むことについては、本年２月議会にお

いて条例を改正したところであります。３点目の院内

保育所整備等勤務環境改善を図ることについては、平

成24年度から院内保育所の整備に加えナースプール事

業を実施するなど勤務環境のさらなる改善を図ってま

いります。４点目の通信制の導入等については、既存

の養成校との意見交換を踏まえ、引き続き検討してま

いります。当面は、通信制の学生の授業料や生活費の

支援について、修学資金により負担軽減を図っていき

たいと考えております。５点目の民間移譲後の看護師

不足対策を図ることについては、養成所運営補助等に

よる看護師養成や新人看護職員研修事業、再就職支援

事業等による離職防止対策の充実を図っているところ

であり、引き続き看護師養成・確保対策について県の

役割を強化していきます。

　続きまして、看護師等修学資金の状況についてお答

えいたします。

　看護師等修学資金貸与事業においては、申込者が昨

年度より171名増加し315名となり、そのうち241名に

貸与したところであります。本年２月の条例改正で免

除規定の緩和を行ったことにより申込者がふえたこと

から、９月補正で予算を拡充し、現在100名の追加募

集を行っているところであります。次年度において

も、今年度の予算額約１億4000万円と同額の予算を確

保することとして調整しているところであります。

　続きまして、「わらべうた」の保育所への取り組み

状況についてお答えします。

　保育所保育指針においては、子供が豊かな感性や表

現する力を養い、創造性を豊かにするため、子供の発

達過程に合わせた季節感ある歌や子供に安らぎを与え

る「わらべうた」を提供していくことが望ましいとさ

れており、「わらべうた」については、ほとんどの保

育所において日々の保育や敬老会への慰問、お遊戯会

などの行事で取り入れていると聞いております。

　「わらべうた」は、人々の生活に根差した各地域の

言葉で歌い継がれており、子供たちに伝承していくこ

とは意義深いものであると考えており、その活用の促

進に努めていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは、早速再質問させていただ

きます。

　知事にお尋ねします。環境影響評価書の提出という

のは、今議会でも各議員から、各会派から出ている質

問なんですね。それで、私は、この観点は県民世論と

いうか、県民民意というものをどうお感じになられて

いて、それを総合して知事は政治判断を下していくと

いうのも一つの判断の持ちようだと思っているんです

ね。それが今、公室長からは、現時点で行政では考え

られないとおっしゃっていますので、改めて知事にお

尋ねしますけれども、県民の大多数が望んでいない基

地の移設を進めるということになれば、県民世論は今

後どういう形で政府に対して向けられるのか。知事の
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感想でもいいですので、お答えをいただきたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時23分休憩

　　　午後７時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御質問の、アセ

スの提出があれば県民世論がどういうふうに変化して

いくだろうかという御質問だとすると、これはなかな

か予測が難しいとしかお答えする方法がないんです

が、ただ、１年前あたりの民主党さんが政権をとって

きたこの流れの中で、辺野古への移設に対する反対意

見というのがかなり強いということを勘案しますと、

それが弱くなっていっているということは余り考えら

れないと思います。ですから、当時の自民党、公明党

さんの時代に出してきた辺野古のアセスの最終段階の

ものを民主党さんがそのまま受け継いで、日米合意も

あり何回か確認もされているので、それを持ってくる

ということは、やっぱりそれはある種の反発が加わる

だろうという予測はできますが、ただ、これは私個人

のもので、県知事としての予測というのはなかなか言

えないと思います。

　一方で、政府が辺野古へのアセスについて持ってく

るだろうということも、これまた前から予測されてい

た部分でもありますから、県民がどういう判断、民意

としてどういうふうに変化するかというのは、当然の

こととして日米合意をやってくるに違いないというよ

うな部分との兼ね合いからいきますと、どんなふうに

動くかまさしくそれぞれの予想があって、私のほうで

は知事として行政を預かる身としてこうだということ

はなかなか言いにくいというのが結論でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　知事が議会で答弁されているのは、

評価書提出を断念せよとは言わないという話をされて

います。事務的に進むだろうというこの手続でありま

すけれども、確実に県民は怒りというか、政府に対し

ての信頼というのは失っていくと思うんですね。その

信頼を失ってしまうと、沖縄と日本との関係、沖縄と

政府の関係、沖縄と本土の関係というのは非常にもろ

くなりやすいし、ひいては沖縄は基地を74％も抱えて

押しつけられている中で、基地の運用そのものが厳し

くなりますよということは、閣僚の皆さんとお会いす

るときにはぜひ知事のお考え、行政の長としてではな

くて、知事の政治家としての感想としてでも伝えるべ

きではないかなと。その部分が実はそれほど実感とし

て持っていないというのは、私は今までいろんな閣僚

の皆さんや党の幹部の皆さんにお会いしました。その

都度、その都度伝えていますけれども、なかなか伝え

切れていない部分もありますので、ぜひそういうこと

をお伝えになられたほうがいいと思うんですけれど

も、知事、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常にポイントをつかれて

いるので、逆にお答えがしにくい面がないわけでもあ

りませんが、しかし、東京からお見えになる閣僚が何

人もかわられて、初めに鳩山さんとその閣僚、それか

らもう一方の総理大臣とその担当大臣、そしてまた今

度は野田さんとどんどんかわって総理はかわる――防

衛大臣はお二人目ですけれども――いろんな方がか

わって来るもので、その都度ゼロから申し上げるわけ

で、そのときにはこれは厳しいですよというのは何度

も重々申し上げているわけで、日米両政府が幾ら政府

の間でお決めになっても、沖縄県も当事者の一人です

よと、これ抜きであなた方が何かやれると思ったり、

やろうとするというのは非常に無理がありますよとい

うのは何度も申し上げているつもりです。むしろ我々

のほうが日米関係に余りひびが入らないように気を

配っているのに何でしょうかというぐらいのことを、

失礼ながら申し上げたりもするんですが、ここは議員

が今おっしゃったようにもう少し激しく、厳しく申し

上げる必要があるかもしれません。マグマが動きます

というぐらいの表現は使っておりますけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　ここは県民の民意というものが膨ら

んでいる、燃えていくとかというかそういうよく例え

で言われますけれども、燃えるだけだとか、怒りが爆

発するだけじゃなくて、沖縄と国・本土の関係を見据

えたこれからのことを考えていくと、かなり深刻な問

題になるだろうと、私自身は危惧しています。そのこ

とを知事もおっしゃられていると思いますので、そう

いう関係性のところからも単なる行政的な手続ではな

くて、ぜひしっかりととらえていただきたいというこ

とは申し上げるべきだろうと、最後に重ねて申し上げ

たいと思っています。

　続きまして、二重行政の撤廃という観点からの総合

事務局の県への移譲についてであります。

　知事から答弁がございました、二重行政の撤廃とい

うのはもとよりと。その後の地域・住民ニーズの柔軟

な対応が必要であるという観点というのは、私にとっ

ても初めてというか、前々から聞いていたつもりです

けれども新鮮に受け取りました。それで、これは企画
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部長からお答えいただければいいんですけれども、地

域・住民のニーズに柔軟に対応するためにも総合事務

局は移譲したほうがいいと言われる根拠というか、こ

れまでの関係というのを御紹介をいただけませんで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　二重行政の是正というふ

うな言葉の中にそれが入っているかなと思いますけれ

ども、多くの県では、広域的なものについては国の機

関がやるというふうなことになっております。沖縄県

の場合は、沖縄というこの圏域の中で、県もそれから

総合事務局も同じような地域を対象として道路なり、

港湾なり、似たような種類の事業をやると。そういう

意味では、効率的なやり方をもう少し工夫してできる

余地がかなりまだあるんだろうと、これまでの経験か

らそういうふうに理解をしているわけでございます。

　そしてまた、国家財政が非常に厳しくなっていく中

で、今後ある程度社会資本の整備も整ってくる中で、

より戦略性のある、競争力のある社会資本の整備をど

う効率的にやっていくかと、そういうふうな観点から

住民のニーズというふうなものをとらえたそういう事

業の実施というものが必要なんだというふうなことだ

というふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　私は、今度の沖縄振興計画について

知事がおっしゃっている、もう沖縄県である程度の事

業はできるんだと、その観点からも直轄事業に関す

る、あるいはその二重行政を是正するという点で総合

事務局の移譲を求めていると。

　もう一方、ちょっと質問が飛んでしまいますけれど

も、一括交付金の実施を求めていく、その実施をする

中で市町村との関係をどうしていくのかというところ

が、これはまさに三角関係というか、密接に関連して

いる話であると私は思っています。そこで、市町村と

の配分とそれらの決定方法がワーキングチームをつ

くって進められているということを私は聞いておりま

すけれども、そろそろもう予算が決まるという中で、

これはいつになったら県としての、あるいは市長会、

町村会との正式な場に格上げをする、そういう決定を

されるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと実際の国からの資

金の処理については、私は厳密にはわかりにくいとこ

ろはあるんですが、確かに予算が20日過ぎにはもう決

まるという中で、私たちは一括交付金というのを約１

年半前から政策協議会、政府の中に大臣をヘッドとす

る沖縄振興部会というのをつくってもらって、その中

で一括交付金、しかも民主党さんのマニフェストにあ

る政策としての位置づけを我々もお借りしてやってい

こうと、それを法律の中に書いてやっていこうという

ことでやってきて、民主党さんとしては３・11があっ

て大変忙しくてなかなか決まらなかったのを、当時の

幹事長さんが７月にまとめていただきました。大体

我々の要求する方向で、さらに沖縄協議会ということ

で県連の皆様も入ったところで決めていただき、政府

側に投げ込んで、政府側は政策協議会というのが９月

26日ごろに受けとめて、大体その方向でやりましょう

ということになったんですが、その月末には概算要求

というものを出さなければいけなくなって、大体これ

は11年目、または新年度の始まりというのは既存の予

算の影響というか、それがほとんど入っていますし、

新しいものがなかなかまだ展開をしていない、これは

まだ計画ができていないですから、法律が通っていな

いので、このあたりの予算の要求が非常に難しい。さ

らに、一括交付金の仕組み、中身が決まらないまま概

算要求の締め切りがあって、実はスタートしているも

のですから、これまでの10年分の考え方に沿って11年

度、新年度の分というのは実は出ているんですね。さ

らに、その中で概算要求をどこまでやっていいという

重点項目に沖縄も入っていますから、その分だけ上乗

せして2437億円ということで要求されています。この

中で一括交付金というのも実は程度がどうもありそう

でして、純粋にある額があって、これが100％自由に

使えるようなイメージのものと、これが第１ですね。

第２に、戦略交付金と言われ通常の今までやってきた

ひもつきのといいますか、ミシン目がきちっと入った

ようなもの、これが県とか市町村が今やっている公共

事業費ですよね、大抵やっているもの。そして、こう

いうものの中で戦略交付金というのが360億円――こ

れより少しふやすようですが――これも一応自由度は

あるんですが100％自由ではないという、少し使い勝

手の面で難がある。さらに、ソフトを中心とした一種

の調整金という言葉で自民党時代は呼んでいたもの

が、この中に上乗せするような形で案をつくったらど

うかというのも各政党によってありまして、ここがも

しできれば、これは何百億円になるかわかりません。

このあたりは比較的自由度が高いものが生まれる可能

性があります。そして全く変わらないものが、総合事

務局を中心に実行している国直轄事業、ここはまたこ

れからあと何日かで決まっていくと思うんですが、総

合事務局の移管に伴って段階的にここを一括交付金化

していったらどうかというようなことも書かれていま
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す。つまり、ちょっと濃淡のある一括交付金の仕組み

ができてくる可能性があります。今、初年度としては

それと額ですね。我々は2300億円でずっととまって減

らされてきていたものを3000億と言っていますから、

この総額のところが一体どうなるかによって、かなり

真っ白な自由に使える分の量が決まる可能性がありま

す。

　ということで、実はどうも何種類かの一括交付金と

でも呼ぶべきものが出てきそうで、この内容が実はま

だはっきりと見えないんです。ただ、どうもそんな種

類になりそうです。それを踏まえて、実は総務も苦労

していると思います。来年度の県の予算編成をどんな

ふうにやっていくかということですから、この12月か

ら１月にかけてばたばたとこれを組み立てていかざる

を得ないと、今こんな状況にあります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　御説明ありがとうございました。

　細かい話はちょっと部長にお伺いしますけれども、

その見えない中身を今後どう配分していくかという質

問ではあるんですけれども、ただ、ある一定の額を市

町村分に配分されるとした場合には、当然これは配分

基準等を決めなくちゃいけないと思うんですね。これ

はもうワーキングチームを開催して11月28日に一たん

終わっているんですよ。その次が見えてこないので、

私は、その財務省原案と言われる案が出る前に、こう

いう形でいきますということは、どこかで近いうちに

というか、この１週間ぐらいで出すべきじゃないかな

ということでお尋ねしています。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まだ市町村とのワーキン

グチームで検討している中で――４回終わっているわ

けですけれども――この中であらあら市町村の希望を

含めた考え方というのが示されてきている。それがま

とまった段階で、あるいはまた予算の形が見えてきた

段階で、こういうふうな形でやろうというふうな正式

なゴーサインを出せるかと思いますけれども、今、こ

の中であらあら検討されている中身としては、一括交

付金もこれは２種類あるんだろうと。これまでの公共

部門のハードの部分とそれからまたソフトの事業部

分。それぞれ配分の仕方というのは違ってくるだろう

というふうな議論がワーキングチームのほうではやら

れております。そのハードのものについては、これま

でのような形で事業実施計画をつくって年度ごとには

めていくやり方、そしてソフトについては一定の配分

基準で考えるべきではないかと、そういう議論が整理

をされてきているというふうな状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　部長、ですから、その大まかな方針

というものを原案が出る前に沖縄県は用意しています

よということを伝える必要があると私は思っているん

です。そうしないと、沖縄県は用意していないんじゃ

ないかというふうに見られるわけなんですよ。そうい

う見られ方というのは困ると思うんですけれども、し

かし、沖縄県が求めてきて政府もやろうとしている中

で、県と市町村が一体となってこの一括交付金を求め

る地域というのは沖縄しかないんですよ。だから、沖

縄型の一括交付金のあり方を県がこういうふうにして

考えているという方針というものを、やっぱり原案が

出る前に出すべきだという話なんですよ。だから、ぜ

ひ出していただけませんでしょうか。もう日が迫って

いますけれども、その辺どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これについては、今まさ

に検討を進めてきている話なので、今申し上げた形で

もう大体考え方というふうなものは整理をされてきて

いる。そこは市町村のほうとも相談をしながら、その

考え方を示していく時期を考えて出していきたいとい

うふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　では、次に移ります。

　普天間基地内の洞穴調査についてでありますけれど

も、これは前回調査をしたのはいつなのか教えていた

だけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　最初の県教育委員会におけ

るいわゆる実態調査報告されたのは1979年でございま

す。そのときに31の洞穴を確認してございます。

○上里　直司君　直近で言っても1979年……。

○教育長（大城　浩君）　1979年ですね。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　1979年に調査をして、宜野湾市も調

査をしていますが、宜野湾市の調査と同じ調査なんで

しょうか。30年も月日がたっていて、現状の洞穴の状

態というのを皆さんは把握されているんでしょうか。

私が今、喫緊でこれが必要だろうなと思っているの

は、跡地の調査も必要でしょうし、こういう洞穴調査

をしないと、その上に何を建てるのかということが進

められないんですよ。あるいは、30年間もずっと調査

が入っていない状況の中で、貴重な文化財的な資料と

いうものがどうなっているのか。教育長が先ほど答弁

されたのは、詳細な調査が必要だというふうに言って

いますけれども、私は、もうこれは次年度、その次ぐ
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らいには取りかからないといけないような緊急性を帯

びているような気がするんですよ。これは企画部長も

大体同じような趣旨で聞きたいぐらいなんですけれど

も。そこで、やはりもう少しスピードを上げて、宜野

湾市の教育委員会さんとも調整しながら、この現状を

把握をしていくつもりはございませんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　県教育委員会としまして

は、文化財としての価値のあるものが洞穴内には数多

くあることは十分承知しておりますので、今後、宜野

湾市やいわゆる関係機関、県の企画部等々と連携しな

がら早目早目に検討や調査を行っていきたいと考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　次に行きます。

　知事公室長にお尋ねいたします。住宅防音工事の対

象区域の拡大及び告示の引き上げについて、再三機会

あるごとに要請されていると答弁ありました。しか

し、要請をしても返ってくる反応というのはずっと一

緒だと思うんですね。これはどうやって県の主張や、

あるいは騒音被害に対して県民が受けている被害に応

じた工事区域の拡大、あるいは告示の引き上げを求め

ていくのかというのは重要だと思うんですよ。改めて

そういう策があるのかどうか。あるいは、今軍転協の

中ではたくさんの米軍基地由来の問題を一つのパッ

ケージにして要請していますけれども、この工事その

ものというのは住民の生活と直結していますので、こ

れにひとつ集中してどうなんでしょうかと、ひざを詰

めて防衛省とやりとりをするということをお考えにな

らないでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　そもそも軍転協は、昭

和53年以来、累次にわたって毎年毎年要請行動という

ものをしてまいりました。昨年、初めて軍転協が行い

ました緊急質問に対して政府から回答が返ってきた

と。これは初めてのことでありまして、これは民主党

政権になってから改善された点でございます。そうい

う中で、住宅防音工事対象区域につきましては、先ほ

ど申し上げましたように、第１種区域を拡大するよう

な騒音状況にありませんが、今後とも引き続き騒音状

況の把握に努め、適切に対応してまいりますと。回答

としては余り期待が持てない回答なんですけれども、

それでも現時点では、ひとまず回答があったというこ

とを私どもは評価をいたしておりまして、さらに、こ

れは軍転協の会員と詰めまして引き続き要望していこ

うということです。

　これに特化した要請というものは、軍転協の多数の

項目の中で、実は昨年絞り込みをやりました。いろい

ろな項目にかなり長い年月を経て詰め込んでおりまし

たので、そういった整理の中で、やはり議員がおっ

しゃるようにこれは住民生活に直結していると、騒音

被害を受けている方々の苦しみを考えますと、早急に

解決したいということで強く訴えることも考えていき

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それで、これは４番の太陽光発電の

普及についてとちょっと関係します。

　軍転協から要請している中で、太陽光発電システム

の設置助成の早急な制度化を図ることとあるんです

ね。これの回答が、「同システムを一定の地域に集中

して設置した場合、配電系統に電圧上昇等の悪影響を

及ぼすことなどの問題があったことから」云々とある

んですよ。ここは太陽光発電の普及の課題と実は同じ

なんですよ。これは全国的な課題を示したものである

んです。そこで、沖縄において太陽光発電が各家庭に

設置が普及していく中で、これは同じような課題が含

まれていると思うんですけれども、沖縄県内におい

て、これらの問題が事業種として同じようなものなの

か、あるいは設置普及というのは可能なのかどうか、

どういう見解をお持ちでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員から御指摘が

あったように、いわゆる太陽光発電を導入するときの

問題、周波数がどうで、人口が多くなると電力事業者

側に非常に負荷がかかるとかそういった問題があると

いうことは承知しております。しかしながら、そうい

う技術上の障壁をクリアして、あるいはクリアする努

力も踏まえて、県あるいは軍転協が求めるような空調

機の電気代の負荷を減らしていくということは必要な

ことだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　この課題は打ち返しがあって、正式

に防衛省からの答弁として出てきている話なので、同

システムを一定の地域に集中して設置した場合という

のは、当然それは起こり得る話なんですよ。別にそれ

を分散させればいい話であって、沖縄の場合は広大な

地域に被害を受けている区域があるわけですから、こ

れは当たらないわけなんですよ。この同一したシステ

ムというのは、完全にそういうことにはならないはず

なんですよ。ですから、こういう問題も出てくるわけ

なので、繰り返し打ち返されたものにさらに打ち返し

ていく取り組みをぜひ期待したいと思っていますの
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で、よろしくお願いいたします。

　飛び飛びになりましたけれども、移動コストの低減

事業の配分について。

　先ほどから聞いていますと、次年度、内閣府が上げ

た概算要求基準の中には実はこれは入っているんです

ね。しかし、県が今考えている中で、どこまで実施を

するのかというのが疑問なんです。例えば、11月に石

垣市議会が要請に行かれていて、宮古島で航空運賃の

低減を図っているのを石垣でもやってほしいという切

実な要請をされているんですね。例えば、そういう今

の石垣島についても、次年度やろうとしている事業と

いうのは、県としてやろうとする意思はあるのか。あ

るいは政府との関係の中でネックになっている部分は

何なのか、お答えいただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この移動コストの低減に

つきましては、これは現計画の議論の中で一番重要な

課題として提起をされてきた問題です。それは小規模

離島も含めて、また宮古、石垣のそういうふうな離島

も含めてどのように低減を図っていくか。そういう課

題を解決するために一括交付金的な重要な財源を使っ

て仕組みを考えていこうというふうな考え方で今作業

を進めております。

　内閣府は、基本的にはこういう広大な海域に存在す

る県の課題として移動コストというふうなものについ

ての課題認識は持っていただきまして、これは２年前

ぐらいから実験事業をやっております。現状は、高校

や病院のない小規模離島、これをもう少し深掘りする

ような形のものを内閣府は考えております。その中で

は、那覇―石垣、それから那覇―宮古は除外をすると

いうふうな考え方に立っているわけでございますけれ

ども、県としては、基本的には例えば鉄道を一つの指

標にしながら、できるだけ軽減できる方策をすべての

ものについてできないか、少しこの辺を工夫をしてい

るところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　これはどれぐらいの額が妥当なのか

という話が次に出てくると思うんですよ。そもそも論

で言うと、私は、やっぱり沖縄本島から宮古島、石垣

島、その他の小さな島嶼も含めて低額で行けるぐらい

の構想が必要じゃないかなと思うんですね。これには

財政的な負荷も相当かかるんですけれども、しかし、

そういうのができたら、島の交流人口もふえるでしょ

うし、生活している皆さんにとってもメリットのある

事業で、まさにこういう事業こそが一括交付金で対応

する本当にメリットのある事業だと思いますので、ぜ

ひ頑張っていただきたいなというふうに思っていま

す。

　もう残りも少なくなっていますので、教育長、「わ

らべうた」の話ですね。随分頑張っていただいている

んですけれども、今、各幼稚園だとかで独自に取り組

まれているんですよ。これは保育所も同じだと思うん

ですけれども、もう少し制度的にこれをどういう形で

展開していくのかということを検討していただきたい

んですけれども、それはいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私どもも、この「わらべう

た」の持つ役割は大変重要と考えておりますけれど

も、実は課題もあるんですね。何かと申し上げます

と、「わらべうた」が地域で歌い継がれているために

全体的な把握が難しいと、そういった状況がございま

す。ですから、今の議員さんの御提言も含めながら、

検討できるところは検討していきたいと思っていま

す。

○上里　直司君　どうもありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明７日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時56分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

照 屋 大 河

池 間　 淳

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員
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議　　事　　日　　程　第７号

平成23年12月７日（水曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第53号議案まで（質疑）

　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第53号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

甲第３号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県高校生及び被災生徒等修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正

する条例

乙第６号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第10号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第11号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第12号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第13号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第14号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第15号議案　財産の処分について

乙第16号議案　交通事故に関する和解等について

乙第17号議案　交通事故に関する和解等について

乙第18号議案　交通事故に関する和解等について

乙第19号議案　交通事故に関する和解等について

乙第20号議案　漁業取締船による汚濁防止膜吸引等事故に関する和解等について

乙第21号議案　道路整備事業において取得した土地の所有権確認に関する和解について

乙第22号議案　指定管理者の指定について

乙第23号議案　指定管理者の指定について

乙第24号議案　指定管理者の指定について

乙第25号議案　指定管理者の指定について

乙第26号議案　指定管理者の指定について

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ７ 号）　　　　　　第 ８ 回

　

平成23 年 12月 ７日（水曜日）午前 10時２分開議
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乙第27号議案　指定管理者の指定について

乙第28号議案　指定管理者の指定について

乙第29号議案　指定管理者の指定について

乙第30号議案　指定管理者の指定について

乙第31号議案　指定管理者の指定について

乙第32号議案　指定管理者の指定について

乙第33号議案　指定管理者の指定について

乙第34号議案　指定管理者の指定について

乙第35号議案　指定管理者の指定について

乙第36号議案　指定管理者の指定について

乙第37号議案　指定管理者の指定について

乙第38号議案　指定管理者の指定について

乙第39号議案　指定管理者の指定について

乙第40号議案　指定管理者の指定について

乙第41号議案　指定管理者の指定について

乙第42号議案　指定管理者の指定について

乙第43号議案　指定管理者の指定について

乙第44号議案　指定管理者の指定について

乙第45号議案　指定管理者の指定について

乙第46号議案　指定管理者の指定について

乙第47号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第48号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第49号議案　当せん金付証票の発売について

乙第50号議案　県営土地改良事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第51号議案　県営水質保全対策事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第52号議案　県営通作条件整備事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第53号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　説明員として出席を求めた教育委員会委員長中野吉

三郎君は、別用務のため本日の会議に出席できない旨

の届け出がありましたので、その代理として教育委員

会委員鎌田佐多子さんの出席を求めました。

　また、11月22日から12月２日までに受理いたしまし

た請願１件及び陳情21件は、お手元に配付の請願及び

陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託

いたしました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案

から乙第53号議案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　おはようございます。

　一般質問３日目、トップバッターの新政クラブ、山

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君
スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教育委員会委員　　鎌　田　佐多子　さん

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　翁　長　良　盛　君

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

選挙管理委員会
　　　　　　　　　阿波連　本　伸　君
委　　員　　長

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

11　番　　上　里　直　司　君
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内です。どうぞきょうも一日よろしくお願いいたしま

す。

　それでは早速、一般質問を行います。

　まず１、知事の政治姿勢について。

　茨、環境影響評価書の提出について、知事の見解と

今後の作業日程を伺います。

　芋点目に、田中前防衛局長の暴言問題です。

　評価書提出をめぐり、その発言、その後更迭されま

したが、これまでの女性、沖縄を侮辱する、愚弄す

る、本当に空っぽな官僚、米国追従の傲慢な政府の体

質があらわになり、まさに政府の沖縄切り捨て姿勢が

露呈したこの間、さらに一川防衛大臣においては謝罪

の中で、重いお荷物を背負うことになったとの発言。

沖縄県が66年間も日米安保の名のもとで国の大きな負

担を担ってきた歴史と犠牲の認識もない大臣に我が国

の防衛が担えるはずがありません。対応した知事の毅

然とした態度を評価いたします。防衛大臣の任命責

任、それと本人の免職を求めるべきではないのかその

見解を伺います。

　鰯、日米地位協定改定について伺います。

　改定に向け、扉は少し開いたと考えます。今後どの

ように取り組んでいくのか。遺族を支える会での取り

組みは県民を動かし、特に若者に地位協定問題を提起

をいたしました。日米両政府に改定を突きつけるには

県民総ぐるみの闘いにしていかなければなりません。

県民の関心を高めていくためには、シンポジウムや県

民大会を開催する計画がないのか、伺います。

　次に２、カジノエンターテインメント構想について

伺います。

　茨点目は削除をいたします。

　芋点目の、県民のコンセンサスはどのように得るの

か。最終判断の目途はいつになるのかお尋ねいたしま

す。

　３点目、「沖縄子ども振興計画」（案）の策定につ

いて。

　茨、「おきなわ子どもを守るネットワーク」やほか

団体から、県にも政府にも要望を提出しております同

計画について議論が重ねられておりますが、その進瀧

状況についてお聞かせください。

　次に４、子育て支援策について伺います。

　(l)、里親支援について、沖縄県の里親の数、委託

率、全国との比較についてお尋ねいたします。

　芋点目に、里親支援相談員の設置状況を伺います。

　鰯点目に、児童養護施設を卒園する若者の自立支援

策について、運転免許取得や資格取得支援等の状況を

伺います。

　允点目に、児童養護施設の児童相談員の職員配置状

況と今後の計画を伺います。

　印点目に、次年度の子供育成事業の方向性、新しい

メニューについてお聞かせください。

　次に５、「復帰40周年記念事業」について伺いま

す。

　18の事業が計画されているようですが、具体的に事

業の計画の進瀧状況を伺います。

　６点目に、観光政策について伺います。

　古来からの沖縄文化として、また戦後の沖縄の復興

の中での楽しみとして闘牛は人々の生活の一部として

発展してきました。観光闘牛としても期待が高まって

います。

　そこで伺います。

　茨、沖縄闘牛は県内外の老若男女の熱狂的なファン

に支えられています。沖縄県の観光政策の目玉メ

ニューとして県内外に広くアピールすべきではないの

か見解をお聞かせください。

　芋点目に、「琉球王国のグスク及び関連遺産群」、

世界遺産指定11年が経過いたしました。保存管理の重

要性が提起されている中、観光との連携強化が指摘さ

れております。観光メニューの取り組みについて計画

を伺います。

　７点目に、新エネルギー政策についてです。

　地球に優しい低炭素社会を目指すには、官民一体と

なった取り組みが必要であることは言うまでもありま

せん。バイオエネルギーについて伺います。

　茨、県内のバイオエネルギーの利活用の状況をお聞

かせください。

　次に芋、県内のＣＯ２排出量の動向と今後の対策を

伺います。

　次に８、住宅防音工事事業についてです。

　地域で結成されました住宅防音問題地域連絡会とと

もに、防衛省で要請を行いました。きのうも上里議員

からるる議論がありました。防衛省の対応に光が見え

出したのが現実です。

　今回は１点だけ、太陽光発電設置については沖縄電

力との対応強化が必要だという政府の見解が示されま

した。県の取り組みを伺います。

　９点目については取り下げます。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　山内末子議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、田中沖縄防衛



－ 265 －

局長の発言に係る御質問にお答えいたします。

　11月30日に中江防衛事務次官、そして12月２日には

一川防衛大臣が相次いで来県し、田中前防衛局長の処

分の報告とそして謝罪がなされました。沖縄防衛局長

という要職にあり、そして真摯に沖縄の基地問題の解

決や改善に取り組むべき立場の方の発言としては、県

民を侮辱し傷つけ、そして女性を蔑視するような発言

は、極めて遺憾であると言わざるを得ません。

　県といたしましては、政府において、今後このよう

な事態を引き起こすことがないよう努めるとともに、

沖縄県民の信頼回復に全力を挙げて取り組むことは当

然であると考えております。

　次に、カジノエンターテインメントに係る御質問の

中で、カジノ導入に関する県民のコンセンサスに係る

御質問にお答えいたします。

　県におきましては、統合リゾート導入に関する調査

研究を進めておりますが、県民からは賛成の意見があ

る一方で、慎重な御意見、そしてまた反対する意見な

どがあります。

　カジノ導入に関する県民のコンセンサスにつきまし

ては、「カジノを合法化し統合リゾートを導入する法

律案」の内容等を踏まえて、県民世論の動向を勘案

し、そして総合的に判断していくべきものと考えてお

ります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、環境影響評価書提出への知事の見

解と今後の作業日程についてお答えいたします。

　環境影響評価書が提出された場合には、関係法令に

のっとり検討せざるを得ませんが、県としましては、

地元の理解が得られない移設案の実現は事実上不可能

であり、一日も早い普天間飛行場の県外移設及び早期

返還を求める考えに変わりはなく、これを踏まえつつ

適切に対処してまいります。その際は、関係法令に規

定されている手続に基づき作業を進めていくこととな

ります。

　次に、地位協定改定に向けた今後の取り組みについ

てお答えいたします。

　日米地位協定の見直しについて、県は、これまであ

らゆる機会を通じて要請活動を展開してきたところで

あります。現在、県は、民間団体からの要望に応じて

職員を派遣し、地位協定見直し要請の内容等について

説明を行っており、こうした取り組み等を通じて同協

定見直しの必要性を発信しているところであります。

　県としましては、引き続き渉外知事会や軍転協等の

関係機関とも連携しながら、シンポジウム等の開催も

含め、効果的な情報発信の方策について検討してまい

りたいと考えております。

　次に、住宅防音工事事業について、住宅防音工事に

関し太陽光発電設置についてお答えいたします。

　住宅防音工事が実施された住宅への太陽光発電シス

テム設置に関し、去る５月の軍転協要請に対する政府

の回答では、平成21年度までの調査の結果、同システ

ムを一定地域に集中設置する場合の技術的な問題につ

いて検討が必要であり、今後、技術開発の動向、費用

対効果及び環境問題に対する社会情勢の変化等の観点

を含め、総合的に検討し、同システム設置助成の制度

化について判断したいとのことでありました。県とし

ましては、去る10月、軍転協を通じ、太陽光発電シス

テム設置助成を早急に制度化するよう、改めて政府に

求めたところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　沖縄県子ども振興計

画の進瀧状況についてお答えいたします。

　本県においては、平成23年11月に取りまとめた「沖

縄21世紀ビジョン基本計画（仮称）（案）」の中で、

将来の沖縄を担う子供たちが健やかにはぐくまれ、豊

かな才能が発揮できるよう、地域における子育て支援

など、子育てしやすい環境づくりに取り組む基本的な

考え方を示しております。県としましては、「沖縄21

世紀ビジョン基本計画（仮称）」の具体的な施策等の

策定に当たって、「おきなわ子ども・子育て応援プラ

ン」の基本方針との整合性を図りながら、関係団体が

求めている「沖縄子ども振興計画（仮称）」の内容を

含め、市町村、関係団体や一般県民の意見を取り入れ

ながら整理していきたいと考えております。

　続きまして、沖縄県の里親の数、委託率、全国との

比較及び里親支援相談員の設置状況について、４の茨

と４の芋は関連しますので一括してお答えします。

　平成23年10月１日現在、沖縄県の登録里親は140名

となっております。また、要保護児童のうち、里親に

委託している児童は172名で、全委託児童数に対する

里親委託率は約31％となっており、全国の里親委託率

の10.8％を大きく上回っております。里親支援相談員

の設置について、厚生労働省は、平成24年度予算概算

要求において、里親やファミリーホームへの相談等の

支援体制の充実を図るため、児童養護施設や乳児院に
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「里親支援担当職員」を配置する予算を計上している

ところであります。

　県としましては、今後、「里親支援担当職員」の予

算編成の動向、具体的な要件等を確認した上で配置を

検討していきたいと考えております。

　続きまして、児童養護施設を退所する児童の自立支

援策についてお答えいたします。

　児童養護施設等を退所する児童に対しては、自立生

活を始めるための支援を行うため、就職支度費及び大

学進学等自立生活支度費の支給を行っております。ま

た、県においては、自動車運転免許取得に係る費用の

助成制度の創設等について、九州各県保健医療福祉主

管部長会議等を通じ、繰り返し国に対し要望している

ところであります。なお、厚生労働省は、平成24年度

予算概算要求において、児童養護施設等を退所する児

童の自立支援の充実を図るため、児童の就職や大学等

進学時の自立生活支度費の充実、自立に役立つ資格取

得に要する経費の支給等に関する予算を計上している

ところであります。

　県としましては、引き続き、国等の予算編成等の動

向を踏まえ、必要な対応を行ってまいりたいと考えて

おります。

　続きまして、児童養護施設の児童相談員の職員配置

状況と今後の計画についてお答えいたします。

　児童養護施設の職員配置については、児童福祉施設

最低基準において詳細に定められておりますが、県内

の児童養護施設は、児童指導員、保育士、職業指導

員、栄養士、調理員など、同基準に基づいた職員配置

がなされております。一方、国においては、本年７月

に取りまとめられた「社会的養護の課題と将来像」を

踏まえ、職員配置基準のあり方の検討がなされ、児童

福祉施設最低基準の改正が行われるとともに、さらな

る人員配置の引き上げが検討されております。

　県におきましては、国の動向を踏まえながら、職員

配置等について実態に即した運用に努めてまいりたい

と考えております。

　続きまして、「子ども育成事業」についてお答えい

たします。

　内閣府においては、平成24年度の沖縄振興の重点施

策として、「沖縄子ども育成特別事業」を新規に要求

しているところであります。その事業内容は、沖縄県

における子育て環境の改善を図るため、現行の待機児

童対策特別事業基金の継続・拡充や一定の質を確保し

た認可外保育施設への支援措置などの待機児童解消に

向けた取り組みを行うこととしております。さらに、

放課後児童クラブについては、実施主体である市町村

において、公的施設移行の計画を策定し、公的施設活

用予定のクラブの移行までの間の家賃助成を行うこと

を新たに盛り込んでおります。

　県としましては、その実現に向けて内閣府などと連

携し取り組んでいるところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　復帰40周年記念事業につ

いての御質問の中で、復帰40周年記念事業の進瀧状況

についてお答えいたします。

　沖縄県は、来年、平成24年に復帰40周年を迎えま

す。この大きな節目を契機として、県民一人一人がよ

りゆとりと豊かさを実感できる自信と誇りの持てる沖

縄の創造に向かっていくスタートとなるよう復帰40周

年記念事業を実施することとしております。現在、

「記念式典の開催」、「県民愛唱歌の制定」、「全国

豊かな海づくり大会の開催」など18事業を復帰40周年

記念事業として位置づけし、各担当部局において事業

実施に向けた取り組みを進めているところでございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　おはようご

ざいます。

　観光政策についての中の、闘牛を観光メニューとし

て県内外へアピールすることについての御質問にお答

えいたします。

　県内の闘牛大会につきましては、９市町村13カ所の

闘牛場において年間約20回程度開催され、年間の観客

数は約３万人となっております。現在、うるま市観光

物産協会では、闘牛とエイサーを活用した観光メ

ニューを開発し、県内外からの観光客の誘致に努めて

おります。また、沖縄観光コンベンションビューロー

の情報サイト「おきなわ物語」や、沖縄県のイベント

広報誌において、県内各地で開催される闘牛大会の情

報を発信しているところであります。

　沖縄県としましては、今後とも闘牛を新たな観光資

源のメニューとして位置づけ、各地域や観光関係団体

と連携を図りながら県内外へのアピールに努めてまい

りたいと考えております。

　同じく観光政策についての中の、世界遺産を取り込

んだ観光メニューの取り組みについてとの質問にお答

えいたします。

　世界遺産に登録されている「琉球王国のグスク及び
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関連遺産群」は、沖縄の魅力を世界に発信できる貴重

な文化資産であり、年間約300万人が訪れる魅力的な

観光資源であると認識しております。このため、これ

ら世界遺産を含む文化資源の活用を図り、新たな観光

メニューの創出を促進するため、文化観光戦略推進事

業等を実施しており、首里城祭におけるイベントや今

帰仁グスク歴史劇「北山の風」公演等への支援を行っ

てきているところであります。また議員もよく御存じ

だと思いますが、うるま市勝連城跡では、「肝高の阿

麻和利」グスク公演が自主的に上演され、多くの方々

から高く評価されているところであり、またつい先日

には、地域が主体となった第１回勝連城まつりが盛大

に開催された旨も聞いております。これらを総合的に

見て、世界遺産など文化資源は本県における観光メ

ニューとしての価値はかなり高いものであると言えま

す。

　県としましては、今後とも各市町村、旅行会社及び

関係機関と連携を図りながら、これら世界遺産を大い

に活用した観光メニューの開発や、プロモーション活

動などの取り組みを進めてまいりたいと考えておりま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　新エネルギー政策に

ついての中の、県内のバイオエネルギー利活用につい

てお答えいたします。

　県内のバイオエネルギーの利活用については、うる

ま市の株式会社バイオマス再資源化センターが、建設

廃材等を原料とする木質ペレットを年間約２万トン生

産できる設備を有しており、沖縄電力では、具志川石

炭火力発電所において、この木質ペレットを最大３％

混合し、使用しております。また、宮古島市において

は、年間約400キロリットルの生産可能なＥ３燃料普

及のための一貫した製造・流通システムを整備するな

ど取り組みが進められております。さらに、県内すべ

ての製糖工場においてバガスを利用した発電が行われ

ております。なお、琉球大学等においては、藻類を利

用した炭素回生システムによる二酸化炭素の吸収・利

活用の研究が行われております。

　県といたしましては、今後ともバイオエネルギーな

ど新エネルギーの導入促進に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　新エネルギー政策に

ついての御質問の中で、県内のＣＯ２排出量の現状と

今後の対策についてお答えいたします。

　県内における温室効果ガスの総排出量は、直近の

2007年度では、二酸化炭素換算で1386万トンとなって

おります。これを基準年の2000年度と比較しますと

11％増加しております。このことから、県としまして

は2010年度に新たに「沖縄県地球温暖化対策実行計

画」を策定し、低炭素エネルギー利用の推進や公共交

通の利用促進、家庭や業務系施設の省エネの推進など

を重点施策として位置づけております。

　各種施策の推進に当たっては、県民、事業者、学識

経験者及び行政関係者から成る沖縄県地球温暖化対策

実行計画協議会を本年11月15日設置したところであ

り、同協議会が中心となって進行管理を行うことによ

り、全県的な取り組みにつなげていきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　一通り御答弁ありがとうございま

した。

　それではまず知事のほうから伺いたいと思います。

　田中前防衛局長の件ですけれども、けさの新聞に、

発言からすぐに更迭をされましたがまだ処分がされて

いないと。その処分をされていない理由というものが

官僚の抵抗というんですか、報道を見てみますと国家

公務員法第99条「信用失墜行為の禁止」ということで

処分をしようとしたら、このオフレコ発言で処分をさ

れた前例がないですとか、あるいは法律を破ったわけ

ではないとかということで、本当にまさに官僚の傲慢

な体質それが露呈されているものだと思っております

が、すぐに更迭されたときに県民の皆さんからトカゲ

のしっぽ切りでは終わらせないでくださいという言葉

が出たんです。ところが、このトカゲまだしっぽが

残っている。その事実について知事の今の見解をお聞

かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員のおっしゃった件

は、お気持ちは私もよくわかるんですが、ただこれは

国の後は処分の形、具体的に実行を見守るほうがいい

と今は思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　実は、きょうの夕方には、女性の

皆さんたちがその発言を受けて抗議集会を行います。

その中で、私たちが目指しているのは別にこれは女性

だけの問題ではないんですよね。女性だけではなく

て、本当に沖縄県を冒達をしている、人権の冒達だと
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いうことで、そういう考え方の官僚がこの沖縄県の基

地問題を担っているということに対して、本当に怒り

を込めて今夕集会を行います。そういう作業を進める

中で、まだ処分もされていない。その処分をされない

理由というものが、本当にこれは公務員の体質という

ことを言ってしまえばもうそれでおしまいかもしれま

せんが、こういう沖縄の状況に対して一川防衛大臣は

こちらに謝罪に来ました。謝罪に来たにもかかわら

ず、処分ができていない。これはもうまさに政治家と

して政治主導といった民主党政権が官僚に頭が上がら

ないといったのが本当に目に見えているんですけれど

も、その大臣もまさに知事と対面したときに、重い荷

物を背負わされたと。言語道断だと思いますよね。重

い荷物は私たち県民がずっと背負ってきたということ

を怒りを込めているこの中で、この問題に対しても処

分もできていない事実、そこをしっかりと県知事とし

てはやはり処分を含めて大臣のその言葉の軽さ、そし

てその対応の悪さ、沖縄県民を侮辱しているようなこ

の今の対応についてしっかりと県民を代表して言葉を

発するべきだと思いますが、その件いかがでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のおっしゃることは非

常によくわかります。そして私は事務次官とか、大臣

がお見えになったときに、侮辱である、とても遺憾で

ある、極めて遺憾だということを含めて申し上げたつ

もりでおります。

　ですから、それ以上につきましてはやはり国の処分

の中身をぜひこれはもう少し見たほうがいいのではな

いかと私は考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　この件については、きょうも齋藤

官房副長官がいらっしゃると思いますので、そこでも

しっかりと県民のその怒りというものを、今現在の世

論をしっかりと発言していただきますよう要望いたし

ます。

　地位協定改定につきまして、今回の與儀功貴君の起

訴について、これは皆さんからするとあくまでも運用

改善ということ、そしてその中には米軍の好意的配慮

だとか、そういう条件つきの改定だということでなか

なか評価が低いんですけれども、遺族側からすれば本

当に遺族がしっかりとその中で身を挺してこの問題に

しっかりと声を発さなければこの問題はそのままやみ

に葬り去られた。その件について本当に遺族のかかっ

た時間、それから当たり前のことが当たり前じゃない

この沖縄の現実を全国にこの問題が発せられたという

ことは、この重圧に耐えながらこの間闘ってきた遺族

に対して、私は知事として一県民が本当に政府に向け

て、それから米政府に向けても、それから警察機関に

向かって立ち向かっていったこの勇気とこの熱意に関

して知事からまず遺族にねぎらいの言葉をかけてあげ

るべきではないかと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この点も議員おっしゃるよ

うに、遺族の心情は察するに余りあります。そして頑

張ってこられたことに対しては大変心から哀悼の意を

表し、敬意も表するところです。

　それで今度の日米両政府において、地位協定そのも

のが改定されたわけじゃないんですが、運用も確かに

シンパスティックコンシダレーションのもとにと、こ

ういう表現になっていますが、やっぱりこれはこれで

一歩前進と私は現実的にはそう思いますので、ただ遺

族の方に対してもっと県はきちっと対応すべきでない

かという点に対しては先生のお言葉として受けとめさ

せていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　県民を守るトップの立場として、

本当に遺族をねぎらうということは、その亡くなった

與儀功貴君の遺志を弔うということにもなりますの

で、その言葉を聞けて大変遺族としては今喜んでいる

ことかと思います。

　今まさにその中で今回の事故を通して米軍属の公務

中、それが不起訴になっても本国では結局軍法会議に

もかけられない、宙ぶらりんな、あいまいなすき間が

出てきたわけですよね。そこは地位協定の中でも本当

にどうすればいいんだということで第一次裁判権、米

国は軍属に対しては別にそこで軍法会議にはかけない

と言っているわけですから、そこは日本政府がしっか

りと主張して民主国家としてここは本当に第一次裁判

権を放棄ではなくて、この部分に対しては関係なく主

張できるところだと思うんですけれども、公室長の見

解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御指摘の軍属に対する

公務外の事件・事故、犯罪等についての措置でござい

ますけれども、これは政府の説明でありますけれど

も、日米地位協定のもとでは米軍人・軍属の公務中の

犯罪については米側が第一次裁判権を持っていると。

ただし、軍属の軍民の公務中の交通事故などは2006年

以来事実上米側による懲戒処分しか科され得ない状態

であったと、これは政府が認めております。これは非

常に県としましても、日米関係にとっても非常に不均
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衡・不公平な状態であったというのが共通の認識であ

ります。

　したがって、今回運用の改善という形で米側が好意

的考慮を払うという形ではありますが、そういう日本

側で訴追の道が開けたということは、先ほど知事が答

弁されましたように、一定の前進であるというふうに

考えております。しかしながら、今後こういうふうな

事件・事故は起こり得てほしくないわけですが、同様

のケースがあった場合にいわゆる今回の合意がきちっ

と運用されるかどうか、そのあたりはまだ不透明であ

りまして、そういうものをしっかり見守っていきたい

と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　これは作業部会の中でも十分と議

論のできる問題だと思っております。しっかりとそこ

をやっていただきたいと思います。

　それから先ほどシンポジウムの問題を私あえて取り

上げましたが、別にシンポジウムでなくてもいいんで

す。県民にしっかりと地位協定というものが何ぞやと

いうことを知識、そして意識を高揚させるという何か

しらの県としての姿勢、県としての対応が必要なんで

はないかということで、事例を挙げてシンポジウム、

あるいは県民大会を今提起をいたしました。例えば米

軍と事件や事故に遭ったとき、トラブルに遭ったとき

にどこにどうすればいいのか、それを県民はわからな

いんです。事故に遭って初めてわかるんです。ですか

ら、それを沖縄県は県民の本当に危機管理としてしっ

かりとマニュアルをつくるですとか、そういった対策

をこれまでとってこなかったというのもこれまで本当

にそういった意味でこれは県の弱さというんですか、

その政策をしっかりとやってこなかったというのはこ

れがこの日米地位協定をこのまま改定できなかった、

あるいは今の問題が本当に大きくクローズアップされ

ているのだと思いますが、今後こういった点について

対応策、あるいは政策を講じていく必要があるんじゃ

ないかと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のとおり、

これだけの広大な米軍基地を抱えている本県で、日米

地位協定について県民の知識と意識を高めることは大

変重要であると考えております。

　県が何をやっているかと申しますと、例えば現在シ

ンポジウムを計画しておりますが、県政出前講座とい

う広報課がやっているものがございまして、これはそ

ういう県の施策全般でございますけれども、そういう

ものに対して説明を求めたい、知りたいという一定の

人数の方がおられた場合、これは県の担当者が赴きま

して、その詳細について御説明を申し上げるというこ

とをやっております。したがって、こういう広報活動

をやっていくことと、それから実際にそういう米軍絡

みの事件・事故に遭われたときに、これはどういうふ

うに対応するかとこういうことにつきましては、一義

的にはこれは沖縄防衛局が窓口になるわけですが、こ

れまでは沖縄弁護士会等がそういう取り組みをやって

おられますし、県としましてもそういう団体とも連携

をしながらそういう不利益が生じないように取り計

らっていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　まだまだ私たちの周りでは、事

件・事故だけではなくてこの間もありました地位協定

に絡んだ土地の問題ですとか、いろんな角度から学ば

なければならないところがたくさんあると思うんです

よ。そういった観点から、本当にこれをほっておくと

いうのはこれは大きな問題、大きな壁が余計高くなる

というところですので、ぜひそういった観点から本当

に沖縄県の問題としてこれは国と国の問題ではなく

て、沖縄県では改定はもちろん進めながらもこういっ

たところを対処していく策というのは沖縄県が独自で

政策を強くつくっていかなければならないと思ってい

ますので、そこをしっかりと立てていただきたいと思

います。

　その件でもう一点、例えば事件・事故に遭ったとき

に――この間公室長の報告の中でこれまで復帰後8199

件の事故があったと。ということは、年間200件ぐら

いの交通事故がありますよね。そういった中で、公務

中・公務外いろんなのがありますけれども、なかなか

補償問題がうまくいっていないというのが事実です。

ですから、その点で、国民の財産を守る、命を守ると

いう立場から、この地位協定とは別に日本にいる駐留

米軍構成員等による損害賠償法というものを立法に向

けて取り組むべき時期に来ているんじゃないかという

ふうに思いますが、どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　公務中・公務外の米軍

人・軍属による事件・事故の賠償につきましては、地

位協定第18条に規定がございます。その中で、公務証

明を出したりとか、そういった手続があるわけです

が、一義的に窓口は沖縄の場合は沖縄防衛局というこ

とになります。ただ、議員御指摘のように、なかなか

損害賠償が被害者の望むようなケースになっていない

とか、あるいは処理が遅いとかいうケースがこれはあ

ると聞いております。そういうものの対策につきまし
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ては、これは県としてもしっかり申し入れてまいりま

すし、現在の地位協定の条項を厳格に国に適用してい

ただく、あるいは県民の視点に立ってしっかり対応し

ていただくということが現時点では必要だと考えてい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　もちろん地位協定をしっかりと改

定をしながらそこで対処をしていくのが一番です。で

すけれども、それがなかなかできない現実を考えたと

きに、この現実にどう対処していくかということで、

実はこの問題は小泉政権のときに沖縄県の被害者の会

が一度俎上にのせたことがあるんです。ところが、小

泉郵政改革の選挙の真っただ中でちょっとうやむやに

なったという事実がありますが、そのときはかなりい

い形でできるようなところまで実はいったんですよ

ね。ですから、そういうことがありますので、前例が

ないわけではありません。これからぜひこれは県選出

の国会議員の皆さんたち、あるいはほかの国会議員の

皆さんたちとも連携してぜひ取り組んでいただきたい

と思いますが、その件、与世田副知事どうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　まず米軍人・軍属の損害

賠償、特別な損害賠償をつくる立法の議論というのは

ちょっと私も承知していないんですけれども、私の弁

護士の経験からいきますと、あえて新しい特別法をつ

くるまでもないんではないかと。法律としては十分現

在の民法の規定、損害賠償の規定で足りていると。た

だ問題は、例えば公務中の損害賠償については日本政

府が責任を負う、公務外については個々人の個別が負

うと。なおかつ個々人の議論の中でいうと、損害賠償

の判決を得た後に強制執行等において多大な問題が出

ているというのは弁護士がひとしく抱える問題なんで

すよ。特に、どこに転勤しましたかとこういうような

議論の中で、実際上アメリカというのはなかなかオー

プンにしていただけない。なおかつ御承知のように、

海外に強制執行しようというような形で考えたとして

も大変なことなんですよね。ですから、そういうふう

な意味において例えば日米地位協定の中で、住所を

オープンにする。あるいは逃げて行かれる方について

政府が何らかの補償をする等々を含めたそういう手当

てがなされるべきじゃないかというのは十分考慮に値

する。もしそういうようなものを特別法だというふう

に考えておられるんだったら、ひとつ実務的には検討

に値するかとは思いますけれども、ちょっとそういう

ような問題意識は持っていますけれども、今日米地位

協定の改定あるいは運用の中で、いわば個々の問題を

絞って取り組んでいく必要性があるんじゃないかな

と。ただ、交通事故に関してだけは公務中じゃない損

害賠償にするために任意保険に必ず入るようにとこう

いうような形で、表に出ているいわゆるＹナンバー車

は任意保険に入っているという意味においては相当被

害としては救えている。その他損害については別の手

続になっていますから、ちょっとそこがいわば空白か

なというふうに思っています。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　確かに、任意保険に入っても巧妙

なんです、米兵も。入ってもすぐに脱退するんです。

そういう観点から、とにかく今地位協定の改定にしっ

かりと取り組んでいく。それと並行しながら実務的な

県民の本当に不利益のあるところをしっかり対処して

いく策は県として取り組んでいただきたいと思いま

す。

　次に、アセスの問題について。

　昨日からの答弁でもありました。アセスの問題につ

きましては、アセスの結果は知事の埋立許認可の判断

とは連続性はない、拘束性はないということで受けと

めましたが、環境生活部長、それでよろしいんですよ

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　はい、法的拘束力が

ないという話はしておりますけれども、アセスの結果

というのは一つの大きな判断材料ということで、埋立

承認に関してもいろんな判断材料ありますけれども、

その前段としてのアセスの意見というのは法的拘束力

はありませんけれども、大きな重みは持っているとい

うことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　もちろん大きな重みは持っており

ますが、その埋立許認可については知事に大決断が迫

られてくるということなんですよね。知事のこれまで

の動向、それから意思を伺っておりますと、本当に辺

野古は無理という考え、それはもう強調しております

し、それを覆す、あるいは翻意にする要素は今みじん

もないというふうに考えてよろしいでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時52分休憩

　　　午前10時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御質問の答えですが、
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私は今辺野古は事実上不可能だということで、県外、

国内の県外を中心に探すべきだというのを申し上げて

おります。そして一方で、先の話ですから仮定をもと

に今ここで申し上げるというのは実は余り適切だとは

思わないんですが、今の御質問に即して言えば環境

データを踏まえて埋立法上の技術的な基準というのが

いろいろあるようです。ですから、それをクリアして

いるか、それからいろんな多くの人々の意見を聞いて

知事が判断するという形になっております。

　そういう中で、私は今県外だと。あそこの辺野古は

事実上不可能だということを申し上げておりますか

ら、そういう意味でその立場は変わりませんけれど

も、ただそういう手続面での申請ないしはその動きが

出てきたときに、私の考えはそうだから、中の事務手

続をきちっとやらない、意見を聞かないというわけに

はいかないと思います。ですから、きちっとどうであ

れ、相手の意見はよく聞いて改めて最終的に私の方向

も踏まえて結論を出すということになると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　しっかりと聞いて、しっかりと

ノーと言っていただいて、しっかりここでもうこの問

題の決着点がつくと思います。日本政府があきらめる

のはそのときだと思いますので、ぜひそれを主張して

ください。お願いいたします。

　それから新エネルギー問題についてですが、バイオ

エネルギー、県内の市町村が実施しておりますバイオ

マスタウンについての事業ごとの検証、それがなされ

ているのか少しお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　バイオマスタウンの

件につきましては、まだ市町村と十分情報交換――一

部この間やってはおりますけれども――これから十分

情報は収集していきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　それもしっかりと検証しなければ

これは総合的な問題の把握になりませんので、ぜひお

願いいたします。

　それから新エネルギービジョン、昨年策定されてお

りますが、基本計画、実行計画の策定はどうなってい

るんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　たしか６月議会でも

いろいろ御意見があったと思うんですが、原発の事故

等も受けてやはり新エネルギーの課題というのがさら

に大きくなっておりますので、その辺の目標値等もも

う少し再検討が必要かなと思いますので、その辺も含

めて次年度あたりもう少し踏み込んだ計画をつくれな

いか今検討しようと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　カジノについてですが、県民のコ

ンセンサスを得るためのポイントは。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　現在まだこ

のＩＲ議連を通して議論が今されているところでござ

いまして、国の動向を注視しながらこれからどういう

ふうな法律になっていくのか、その動きを見ながらそ

のポイントというのは今後検証されるべきだというふ

うに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　復帰40周年記念、ぜひ闘牛大会を

開催していただいて、闘牛ですね、700頭から今200頭

ぐらいしかいないんですよ。これを機にまた闘牛の熱

狂的なファンを魅了させるためにも県知事賞もありま

す。ぜひまたこれを機会に広げていくためには闘牛大

会、復帰記念大会の開催を要望して終わりたいと思い

ます。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　おはようございます。

　きょう朝、起きて、所感何を述べようかなと思った

ら、知事も就任５周年ということで、私も議員をさせ

てもらって10年になりました。結婚が1995年の12月、

もう約16年になりまして、子供も２人できました。家

もつくりまして、こういう形でまた政治もさせても

らって、年も34歳だったんですがもう51歳になりまし

て、人生100年と考えたら折り返しなんですが、賞味

期限80年と考えるともう大分過ぎてしまったなという

ところもありまして、大分私も変わりました。34歳、

格好いい男だったものがもう51歳になるとおなかも出

てきた状態になってきているんですが、16年というの

はやっぱり長いですよね。しかし、沖縄県においては

この15年、16年、基地問題というのは全く変わってな

いというのが現状ではないでしょうか。いまだに普天

間基地の辺野古をどうするかということも決まらない

ですし、75％ある米軍基地の整理縮小も遅々として進

んでない。そして、知事が就任５周年であります。就

任当初、普天間は３年で閉鎖できるんじゃないかとい

うことを仲井眞知事はおっしゃっていました。そして

これからもやっぱり沖縄はリーディング産業である観

光を1000万人にもっていくんだと。そして失業率も全

国並み４％、それを頑張ると。そして２期目の１年を
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やがて迎えております。昨今の前局長の発言、そして

防衛大臣の大したことないんじゃないかというような

認識、それをやめさせ切れない民主党の野田総理、

やっぱりリーダーの決断が今求められている時期だと

いうふうにも思っております。知事もこれからあと３

年、やっぱり知事が沖縄のリーダーとしてもっともっ

と決断をしていく時期になってくるのかなというふう

にも思っておりますので、質問に入らせていただきま

す。

　それでは、知事の政治姿勢について。

　茨、知事就任５年目、基地問題や振興策のみずから

の評価を伺う。

　芋、普天間基地移設問題、固定化を避ける知恵と対

策を伺う。

　鰯、環太平洋・アジア諸国との経済連携協定の協議

が加速しています。振興計画とあわせて知事の見解を

伺います。

　允、来年は復帰40周年、そして日中国交40周年など

節目の年でありますが、中国並びに台湾との歴史、地

勢、経済的関係をさらに構築する政策を伺います。

　印、ハローワークや能力開発、職業訓練の国・県・

市町村の連携強化について伺います。

　咽、子供の貧困対策の取り組み、県内の生活保護世

帯状況と自立支援策について伺います。

　員、識名トンネル偽装契約など公共工事における透

明性確保の欠落であります。責任の所在を明確にすべ

きではないかお伺いします。

　振興計画の進瀧状況について。

　きょうの新聞で「一括交付金法制化へ」、「新沖振

法に明記」するということで報道されております。そ

して、今週９日、あさってには税制大綱が決定されて

いきます。

　その中でお伺いします。

　茨、知事が要請する一括交付金と3000億円の実現性

について見解を伺います。

　芋、政府税制調査会の沖縄振興税制要望に対して見

解を伺います。

　鰯、今回の基本計画・基本プロジェクトとこれまで

の計画との違いを伺います。

　允、沖縄の中小企業を元気にする税制と輸送費の低

減の進瀧状況を伺います。

　印、離島児童・生徒支援センター（仮称）の進瀧状

況を伺います。

　咽、特別振興対策調整費の増額を求めるべきではな

いかをお伺いいたします。

　那覇空港について。

　沖縄のリーディング産業である観光を発展させるた

めには、玄関口である空港、港湾をしっかりと整備す

ることが最も重要であり、観光立県沖縄を深く認識し

なければならず、一時しのぎの対応では沖縄観光の足

かせとなります。

　そこで伺います。

　茨、那覇空港の処理能力は限界に近い。離発着状況

等の現状を伺う。

　芋、那覇空港ビルディング株式会社の状況を伺う。

　鰯、国際線ターミナルビル改築計画の進瀧状況と課

題を伺う。

　允、ＪＴＡを県民の翼にすべきである。県の支援体

制について伺う。

　農連地区防災街区整備事業についてであります。

　県は、７割の所有であり大地主であり組合でありま

す。後発再開発の旭橋再開発や牧志・安里の再開発は

ほぼ完成しました。農連地区再開発がおくれることが

さらなる那覇市中心市街地の衰退を招くことになりま

す。

　茨、整備事業の現状と課題について伺う。

　芋、個別利用区などの権利変換計画の覚書締結につ

いて伺う。

　鰯、ポケットパークなど周辺整備事業の検討状況を

伺う。

　答弁により再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、知事就任５周

年目の基地問題に対する評価いかんという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　私は、知事就任以来、あらゆる機会を通じて基地問

題の解決に全力で取り組んでまいりました。また、３

回の訪米では、日米地位協定の見直しを初め、沖縄県

の基地負担の軽減を米側へ強く訴えてまいりました。

基地の整理縮小につきましては、泡瀬ゴルフ場、ギン

バル訓練場等が返還されるとともに、嘉手納ラプコン

が日本側へ移管され、与那国島上空の防空識別圏の見

直しが行われたところでございます。

　日米地位協定につきましては、政府が地位協定の改

定を提起するとしていることから、早急に方針等を明

示し、見直し作業に着手するよう求めているところで

ございます。また、沖縄政策協議会の中に米軍基地負

担軽減部会の設置を求め、沖縄の基地負担の軽減に向

けた議論が行われているところであります。
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　普天間飛行場移設問題につきましては、一日も早い

危険性の除去が喫緊の課題であり、同飛行場の県外移

設と早期返還の実現を強く求めているところでありま

す。しかしながら、基地問題につきましては、県民が

求める前進が図られたとは言いがたく、引き続き解決

に向けた努力が必要であり、日米両政府に対し粘り強

く働きかけていく所存でございます。

　次に、知事の政治姿勢の御質問の中で、知事就任５

年目の振興策への取り組みへの評価についてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　私は、知事就任以来、雇用の創出・拡大、そして企

業誘致などの産業振興に取り組みますとともに、医

療・福祉、子育て・教育などの県民福祉の向上に全力

で取り組み各種施策を展開してまいりました。これま

でに沖縄ＩＴ津梁パークの整備、さらに沖縄中小企業

振興条例の制定、ドクターヘリの導入、沖縄国際アジ

ア音楽祭の開催などにつきまして実現してまいりまし

た。また、沖縄県産業・雇用拡大県民運動、いわゆる

みんなでグッジョブ運動の展開、さらにトップセール

スというような形で観光客の誘致、県産品の県外・海

外への販路拡大、そして情報通信関連産業の集積の拡

大、そして畜産、園芸などのおきなわブランド産地の

育成によります農林水産業の振興、そして製造業や建

設業の振興、雇用拡大と産業振興に取り組んでまいり

ました。さらに、那覇空港の国際物流拠点化の推進や

世界最高の研究・教育水準を有する大学院大学の設置

推進など、沖縄県の持続的発展を支える基盤の整備に

取り組んでまいりました。

　加えて、保育所入所待機児童の解消対策や妊婦健診

の拡充、そして離島・僻地の医師確保対策、これらを

初め新石垣空港の建設や伊良部架橋の整備によります

離島・過疎地域の活性化、さらに県立病院の健全化に

向けた取り組み、その他多くの振興策につきまして事

業化を図ってきたところでございます。これら振興策

の実施により、就業者数の増加や失業率の改善、そし

て入域観光客数や国際貨物取扱量の増加など、産業の

振興や県民福祉の向上につきまして着実に成果を上げ

てきたものと考えております。

　今後とも、これら振興策の推進とともに、国に求め

ております新たな沖縄振興策の実現により、「沖縄21

世紀ビジョン」で示されました沖縄の将来像の実現に

向け取り組んでまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、普天間飛行場の固定化を避ける対

策等についてお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題の喫緊の課題は、同飛行場の

危険性の除去であり、一日も早い移設・返還の実現が

必要で、固定化は決してあってはならないと考えてお

ります。

　県としては、今後とも総理を初め各大臣との面談な

ど、あらゆる機会を通じて県外移設に向け取り組むよ

う、粘り強く求めるとともに、国民世論を喚起するた

め、シンポジウムの開催などさまざまな方策を検討し

実施することとしております。また、米側にも沖縄の

実情と県の考え方を理解してもらう必要があると考え

ており、去る９月の訪米において、有識者等とのネッ

トワークの構築を図るとともに米議会議員と意見交換

を行ったところであり、今後とも米政府への訴えを含

め、こうした取り組みを進めてまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、経済連携協定の協議が加速している

ことと振興計画についてお答えいたします。

　世界経済のグローバル化が進む中、通商貿易国家と

もいえる我が国にとって、貿易の自由化は常に直面し

ている課題であるといえます。政府は、昨年11月に我

が国に特に大きな利益をもたらすＥＰＡや広域経済連

携協定については、特定品目に配慮しつつ、交渉を通

じて高いレベルの経済連携を目指す趣旨の方針を閣議

決定しております。

　去る11月11日に総理が交渉参加に向けて関係国との

協議入りを表明したＴＰＰについては、幅広い分野に

おける水準の高い自由化交渉であると言われておりま

す。

　一方、新たな計画は、21世紀ビジョンで県民が描い

た将来像の実現に向けた取り組みの方向や基本施策を

明らかにしたものでありますが、ＴＰＰ等による環境

変化があっても、計画の目的である将来像の実現等に

変更をもたらすものではないと考えております。

　沖縄県としては、今後とも政府が公表する情報を注

視しながら、どのような影響が生じるのか見きわめて

まいりたいと考えております。

　次に、振興計画の進瀧状況についての御質問の中

で、沖縄振興一括交付金の実現の見通しについてお答

えいたします。
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　沖縄振興一括交付金については、平成24年度概算要

求組替え基準や政府から示された「新たな沖縄振興の

検討の基本方向」（沖縄政策協議会）において、「一

括交付金に関する地元の要望を十分に踏まえ、予算編

成過程において検討する。」とされております。

　沖縄県においては、11月28日にも藤村内閣官房長官

を初めとする政府関係要路に対し総額3000億円の確保

と使途の自由度の高い沖縄振興一括交付金の実現に向

けて要請をしてまいりました。沖縄県の要望について

は、現在、国の予算編成過程の中で調整が進められて

いるところであり、政府予算案において沖縄県の要望

を踏まえた沖縄振興一括交付金が実現されるよう、引

き続き政府に求めているところであります。

　次に、政府税制調査会の沖縄振興税制要望に対する

見解についてお答えいたします。

　沖縄振興税制については、去る12月１日に開催され

た政府税制調査会の調整結果報告の中で、「政府内に

おいて折衝を継続していることなどから判断を保留す

るもの」とされており、検討が行われているところで

あります。

　沖縄県としましては、この後策定される税制改正大

綱に、今後の沖縄経済の新たな展開に資する沖縄振興

税制が確実に反映されることを期待しているところで

あります。

　次に、今回の基本計画・基本プロジェクトとこれま

での計画との違いについてお答えいたします。

　復帰後40年を経た現在、グローバル経済の進展とと

もに本県周辺のアジア諸国が目覚ましい成長を遂げる

中、我が国は地方分権、環境問題等への国民的関心の

増大、人口減少、少子・高齢化など大きな時代潮流の

変化に直面しております。また、本県においてもこれ

まで以上に自然、伝統文化、安全・安心な暮らしなど

を求める県民ニーズの変化や基地跡地の整備、離島の

振興、公共交通システムの整備など、本県固有の課題

もより顕在化しつつあります。

　このような状況を踏まえ、今回の計画は離島性ゆえ

の不利性の克服や全国的に人口減少となる中、なお人

口が伸び続けている地域であることなど、沖縄の持つ

潜在力の発揮、発展するアジアの活力を取り込み、我

が国経済を牽引する可能性のある種々の沖縄の特性に

適合した県の主体的施策展開をより可能とする県計画

として策定することとし、これに国の支援を受ける仕

組みとすることとしております。

　本計画では、現沖縄振興計画の「民間主導の自立型

経済の構築」を継承する「強くしなやかな経済の構

築」と、これにより支えられる「沖縄らしい優しい社

会の構築」を施策展開の基軸に位置づけ、「沖縄21世

紀ビジョン」で示された県民が求める５つの将来像の

実現に取り組むとともに、「基地問題の解決と駐留軍

用地跡地利用」や「離島の条件不利性克服と国益貢

献」などの固有課題の克服・解決を図ってまいりたい

と考えております。

　次に、沖縄特別振興対策調整費の増額についてお答

えいたします。

　沖縄特別振興対策調整費は、内閣府に計上されてい

る使途未定の補助金で、沖縄県の要望に応じて内閣府

が財務省の承認を受けた後、所管省庁へ予算の移しか

えを行い事業を実施しております。従来の補助金に比

べると、機動的な事業の実施が可能となっておりま

す。しかしながら、省庁の縦割りの弊害など国の協力

が得られず事業化を断念するものもございます。ま

た、個々の事業ごとに財務省の承認を得る必要がある

ことなどから、事業数が多くなるほど事務的負担が増

大することもあります。そのため、県では、新たな沖

縄振興のために必要な事業を主体的に選択できるよう

に、各省庁への移しかえを行わず、内閣府で計上して

執行できる予算で特別調整費より自由度の高い沖縄振

興一括交付金（仮称）の創設を国に求めているところ

であります。

　次に、那覇空港についての御質問の中で、那覇空港

の離発着状況等についてお答えいたします。

　那覇空港における国有機及び旅客機を含めた年間の

離発着回数は、平成21年で約12万5000回となっており

ます。滑走路１本の空港としては、年間の離発着回数

が福岡空港に次いで全国で２番目に多い現状となって

おります。

　次に、那覇空港ビルディング株式会社の状況につい

てお答えいたします。

　那覇空港ビルディング株式会社の状況について、同

社の2011年３月期の決算報告によると、売上高は前期

比2.4％増の93億600万円、経常利益は13.3％増の11億

3400万円、当期純利益は15.4％増の６億3900万円、利

益剰余金は13.2％増の54億8900万円となっておりま

す。また、同社は４月より４部８課から２部４課に組

織再編を行うとともに、６月より取締役数を16人から

13人に減らしてローコスト体質を構築するなど、経営

基盤の強化に努めていると聞いております。

　次に、国際線旅客ターミナルビル改築計画の進瀧状

況と課題についてお答えいたします。

　新国際線旅客ターミナルビルの整備については、事

業主体である那覇空港ビルディング株式会社が、昨年

度の基本設計に続き現在実施設計を行っており、次年
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度以降２年間で建設工事を行い、平成25年度末を目途

に供用する予定と聞いております。

　県としては、同社に対し極力早期の供用開始ができ

るよう申し入れており、引き続き同社及び国等の関係

機関と連携して早期整備に向けて取り組んでまいりま

す。

　次に、ＪＴＡに対する県の支援体制についてお答え

いたします。

　現在、ＪＴＡにおいては、機材更新への対応や格安

航空会社の新規参入、さらには燃料高騰など同社を取

り巻く経営環境の変化に対応すべく、資産効率や生産

性の向上のほか、固定費の削減などを内容とする構造

改革に取り組んでおります。

　一方、県では、生活路線である離島航空路線の確

保・維持を図るため、同社への補助金交付などの支援

を行っております。

　県としましては、ＪＴＡの経営の健全性及び航空路

の確保が重要であると考えており、今後とも株主とし

て事業計画や経営状況について意見を述べていきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中の、中国並びに台湾との歴史、地

勢、経済的関係をさらに構築する政策についてお答え

いたします。

　平成24年は日中国交正常化40周年を迎える節目の年

であると同時に、沖縄・福建友好県省15周年でもあり

ます。現在、県においては、中国との相互連携の強化

や沖縄の魅力発信につなげる交流事業等の取り組みを

検討しているところであります。また、沖縄県の経済

振興を図っていくためには、成長が著しい中国を中心

とするアジア諸国の活力を取り込むなど国際経済を大

きく視野に入れ、輸出型産業の育成やアジアと連携し

たＩＴ産業の振興、航空路線の拡充等による海外観光

客の誘致拡大、国内外からの投資促進などを戦略的に

展開していくことが重要であります。

　その一環として、沖縄県では、北京市に沖縄県産業

振興公社を通して事務所を年度内に設置する予定であ

り、台湾、上海、香港などの他の海外事務所とも連動

させ、観光客誘致や沖縄物産の販路拡大などに取り組

んでまいります。また、県内企業の海外展開を促進し

ていくため、「万国津梁産業人材育成事業」による国

際的にネットワークを有する人材育成を行うととも

に、製造業、農林水産業、情報通信関連産業等が一体

となって海外展開に向けた戦略的な取り組みを促進し

てまいります。

　続きまして、同じく知事の政治姿勢の中の、ハロー

ワークや能力開発、職業訓練の国・県・市町村の連携

強化についてお答えいたします。

　本県の雇用情勢の改善のためには、ハローワーク等

の国・県・市町村が密接に連携し、諸施策を効果的に

実施することが重要であります。このため、「地域雇

用創造推進事業」を県内５地域の市町村において実施

し、それぞれの地域で雇用拡大を図る事業への支援や

人材育成等を取り組んでおります。また、みんなで

グッジョブ運動では、新たに地域において産官学が連

携した協議会を設置し、地域の雇用課題の共有と相互

協力によりその解決に取り組んでまいります。さら

に、国・県の公共職業能力開発施設では訓練対象者、

訓練内容が重複しないよう連携を図りながら、職業能

力開発機会の提供の充実を図っております。

　県としましては、地域の実情に合った雇用対策を推

進していくため、引き続き国及び各市町村との連携を

強化してまいります。

　次に、振興計画の進瀧状況についての御質問の中

の、県内中小企業を元気にする税制と輸送費低減の進

瀧状況についてお答えいたします。

　沖縄県では、将来の沖縄経済を牽引し得る地域産業

の活性化を促進するため、沖縄産業イノベーション制

度の創設と投資税額控除や適用地域の拡充等について

国と調整を続けているところであります。

　御質問の中小企業を元気にする税制については、去

る11月30日に全国一律の制度として中小企業者等に対

する法人税率の引き下げ案が国会において成立したと

ころでありますが、新たな制度で沖縄県が求めており

ます産業イノベーション制度は、沖縄版の中小企業を

元気にする税制の一つと考えております。

　輸送費の低減につきましては、沖縄県が本土市場か

ら遠隔地にあり、製造業等の中小企業に限らず農林水

産業等の振興にとっても県外輸送コストの低減は大き

な課題となっております。このため、県としては、現

在、国に要望している沖縄振興一括交付金等を活用

し、輸送費の低減に向けた施策が実施できないか、関

係部局で連携して検討を進めているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　子供の貧困対策及び

県内の生活保護世帯の状況と自立支援策についてお答
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えいたします。

　ここ数年の県内生活保護世帯の動向を見ますと、全

国と同様に増加傾向で推移しており、平成18年度の１

万4846世帯が、平成23年７月には２万1256世帯となっ

ております。子供の貧困については、格差が固定化し

次の世代に連鎖していくことを防止することが重要な

課題であると考えております。そのため、県において

は、生活保護や子ども手当を初め就学援助や児童扶養

手当など、生活困窮世帯に対する経済支援を行うとと

もに、各種相談支援等を行っております。今後は、貧

困の連鎖を起こさないよう、生活の援助だけでなく自

立の取り組みについても教育庁を初め関係機関と連携

し、対策の充実を図っていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、識名トンネル工事問題の責任の

所在についてお答えいたします。

　今回の問題の責任については、11月30日に開催した

第三者委員会において、今回の問題の原因の検証や請

負者からの返還の可否も含めて審議することとしてお

り、その結果を踏まえて責任の所在を明らかにしてい

く考えであります。

　次に、農連地区防災街区整備事業についての御質問

の中で、現状と課題についてお答えいたします。

　本事業は、「那覇市農連市場地区防災街区整備事業

準備組合」を事業主体として、平成22年度国庫補助採

択され、23年度に組合設立認可、27年度の工事完成を

目指してきたところであります。本事業は、宿泊施設

を計画していた企業が事業参加の見込みがないこと、

また、分譲住宅を計画している企業との調整に時間を

要している状況であることから、事業計画の見直しが

必要となっております。

　このような状況のため、事業計画の再検討及び事業

進瀧のおくれが課題となっております。可能な限り早

急に事業計画を見直し、計画どおりの事業進瀧を達成

するように、県としては、那覇市及び準備組合と調整

を行っていきたいと考えております。

　同じく農連地区整備事業で、個別利用区などの権利

変換計画の覚書締結についてお答えいたします。

　当該事業の個別利用区を計画する上で覚書締結の必

要性について検討している街区があります。その対象

となる街区については、国土交通省との調整により県

が「権利変換を希望しない旨の申し出」による転出補

償金を受け、そこで施行者に帰属される保留地を特定

分譲することにより、県が個別利用区を取得できない

か、また、その際、事業計画認可申請までに特定分譲

に係る覚書の締結が必要か検討している状況でありま

す。

　同じく農連地区整備事業で、ポケットパークの検討

状況についてお答えいたします。

　那覇高校前から開南交差点を経由し与儀交差点まで

の延長約800メートルについては、真地久茂地線の街

路事業として、平成19年度から幅員28メートルの４車

線の拡幅整備を進めているところであります。当該道

路の整備の一環として、南部圏域と那覇市を結ぶバス

交通の拠点で、バス利用者の乗降等で人が集まる新栄

通り側の開南バス停背後地に、バス利用者や歩行者の

滞留場としてのポケットパークの設置を検討している

ところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　振興計画の進瀧状況につい

ての御質問で、離島児童・生徒支援センター（仮称）

の進瀧状況についてお答えいたします。

　現在、複合施設である「離島・へき地支援のための

離島児童・生徒支援センター（仮称）」の設置を国へ

要望しているところであります。国からは、寄宿舎を

設置してはどうかとの提案を受けていますが、新しい

計画の中の制度提言という機会をとらえ、引き続き多

様なニーズに対応できる離島児童・生徒支援センター

を要望してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　答弁ありがとうございました。

　それでは、まず当局のほうから、農連市場の再開発

についてなんですが、この再開発は22年から国庫補助

で補助対象になっているんですが、22年の補助対象事

業、そして23年度の補助対象事業、これはどういう形

で金額とか変化していくのか伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　22年度は実施設計等

で3000万円を予定し実施しております。23年度は組合

設立認可、事業計画認可等を予定し、約３億7200万を

予定しておりましたが、計画がおくれていることか

ら、予算の変更が生じております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　本来22年度に使うものが23年度、今

やっているわけですね。23年度（今年度）でやるべき

補償だとかいろんなもの含めて３億7500万がこの事業
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のおくれということでどうなるかわからない。この３

億7500万、今年度やった事業というのはどうなるんで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今年度使う分を残し

て、一部執行できる分は頑張りますけれども、ちょっ

と見通しが厳しい分は別のほうに予算を変更したいと

考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　執行できないということは、これは

別になる。だから24年度（新年度）に関してどうする

んですかと。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今年度予定した分を

新年度に予算要求する形で、予算要求を見直ししてい

るところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　この再開発は本当に那覇市の中心市

街地の核となる部分なんですよね、知事。それで、当

初、ホテル、宿泊施設ができないということでこれを

また変更するわけですね、利用計画。それが無理だと

いう形になってきたものですから、でも経済状況を考

えると、マンションをつくるディベロッパーさんもな

かなか経済状況うまくいかないというものからする

と、戸数を減らさないといけないんだということに

なってくると、これは再開発の保留床の金額が合わな

くなってくるわけですね。ちょっとその分からする

と、建築するディベロッパーさんも、建築のほうも

我々がディベロッパーの責任を持ちますと。マンショ

ンの建築は責任を持ちますよと言ったんですけれど

も、先ほどの答弁のほうでそのマンションのほうも今

危うくなっている状況がある。ということは、皆さん

これはどういうふうな把握をされているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時40分休憩

　　　午前11時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　当初の計画ではホテ

ルの見込みがあったものですから、マンションの計画

もそれに応じた戸数を計画していたんですけれども、

ホテルの見込みがちょっと厳しいものですから――も

ちろん今も当たってはおりますが――マンションのほ

うからはその規模を縮小するということが提案されて

おります。その中で、県としては、那覇市とともに事

業計画が成り立つような計画に向けて今、調整してい

るところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　この部分でもう一つの問題は、権利

変換になってくるわけですよね。その権利変換の覚書

をどうつくるかによってこの事業はまた進んでくるわ

けですが、なかなか土建部のほうと管財を担当してい

る総務部の見解が違うわけですよ、この権利変換に関

して、覚書をどうするんだと。先ほど部長の答弁は、

金銭を云々して買い戻しということが土建部のもので

はあるんですが、総務部は法令、いろんな形を見ると

なかなかそういうわけにはいかぬということがあるん

です。これは総務部、どういう見解になるんでしょ

う、この権利変換に関して。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど質問にありました

ように、70％は県有地になっているわけです。県とし

ては、この県有地の部分、旭橋再開発と違って権利床

は求めない、土地を求めたわけですね。その土地を求

めるとなると、個別利用区を設定してそれを確保する

ということになるわけですけれども、この事業の中で

は県有地の中はほとんどが借地になっているものです

から、その区別そのものは個別利用区をとるわけにい

かないと、権利者がいるものですからね。そういう関

係で言いますと、今言った形で保留地との部分で何と

か調整しながらやる手があるんですけれども、今、覚

書という提案が土木のほうから出されておりますけれ

ども、これにつきましては、例えば既得する保留地が

どこに、何に利用されるのかとか、それからもう一つ

は、予算経理上の問題で、今覚書を即締結するという

わけにはいかないだろうという課題がありまして、そ

の課題解決も含めて今、土木建築部と調整していると

ころでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　ありましたように、７割は県の所有

でありますので、やっぱり総務部も土建部と一緒に

なって、どうあるかということをしっかりと調整をし

て、早目にこの解決をしてもらえればありがたいなと

いうふうに思っています。

　もう一つ、県の個別利用区の活用はこの農連の再開

発によって最も重要な場所になるんですよね、その部

分は。４カ所もあるわけですから、その活用をどうす

るかということになるんですが、この分の提案です

ね、部長、那覇市さんだとかその準備組合さんのほう

からどういうような提案がされているんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時44分休憩
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　　　午前11時45分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　那覇市からは駐車場

の計画が今、提案されているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　駐車場の提案、これは前々から私も

その分でのお話もさせてもらいました。

　もう一つ、知事、今、県立郷土劇場がいろんな形で

誘致をということになっているんですが、この県立郷

土劇場やっぱり７割は県の所有であるわけですから、

その郷土劇場を向こうにもっていって農連市場を活性

化していく中で平和通りとか国際通りにつなげていく

ということができるんじゃないかなと思うんですけれ

ども、知事、この県立郷土劇場という提案というのを

どう受けとめますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時45分休憩

　　　午前11時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　ただいま御

提案のありました件につきましてですけれども、現

在、ちょうど文化交流発信拠点の検討委員会を開いて

おります。その中でこれまでもお話ししてまいりまし

たけれども、今、そのあり方を含めて実際に検討を進

めているところでありまして、その中で市町村から今

８つ、要請・要望があります。那覇市のほうからはま

だ要望がないものですから、ぜひそういったものを含

めまして検討の中に含めて考えていきたいと思ってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　県有地でもあるわけですから、その

活用という意味からすると、この郷土劇場をここにつ

くるというのは最もいい方法じゃないかなというふう

に思っていますので、ぜひ検討のほうもよろしくお願

いをいたします。

　この事業、先ほどちょっと事業計画を見直さないと

いけないというところがありましたので、県はなかな

か協議会のほうにこれまで参加するという機会がな

かったと思うんですけれども、これから協議会に対し

て県はどのように対応されていきますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　先ほど申し述べたよ

うに、平成24年度組合設立認可を目指しているため

に、23年度中にその判断をしないといけないことか

ら、積極的に参加して、那覇市と一緒に連携して調整

に当たりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　７割の大地主であるわけですから、

県がしっかりとかかわって、その事業をしっかりと進

めていくんだという決意をぜひなさってください。よ

ろしくお願いします。

　それでは、振興計画についてなんですが、私は９月

の質問で、やっぱり沖縄の産業を育成するためには電

気料金を低減化していく必要があると。もっと電力に

関して政治的意思を示す必要があるんだということを

質問をさせてもらいました。今回の質問の中にも輸送

コストの低減ということを質問させてもらっておりま

して、これは知事に何かというと、今、３・11の大震

災、原発事故の中で水が問題になっているんですよ。

沖縄から東北だとか関西だとか関東方面に結構水が送

られているわけです。酒どころでもあります久米島、

水も豊富にあるんですよ。そこの久米島で１日１万

ケースですよ、本じゃなくて。１万ケースつくって水

を販売する業者が、もう今の定期航路に乗せては間に

合わないということで、自分で船をチャーターしてで

も久米島から本島に水を送ると。沖縄からまた本土に

という形でやっていきたいということが言われており

ます。これを計画している方々がいて、部長、輸送コ

ストの軽減のためには、我々、燃料だとか使用量だと

かという軽減も必要なんですけれども、これは船の建

造費、やっぱり船がないと輸送コストをどう軽減して

もないわけですから、その船を例えば琉海さんなりほ

かの県内の運航している業者に建造費を例えば

100％、いや100％は無理ということであれば90％を補

助してその建造費を出すということの提案はどうで

しょうかね。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　物流コストの低減

は、先ほどの久米島の件も含めて非常に大きな課題で

ございます。それで、現在、企画部、農林水産部、商

工でいろいろどういう方式がいいかということも含め

て、どのぐらいの額が必要かということも今後具体的

に詰めないといけないわけですが、２つの方法が考え

られるわけですね。１つは、毎年予算を措置して助成

していく方法、もう一つは今、議員がおっしゃる船舶

を購入して何らかの形でそういう仕組みができるの

か。どちらがコスト的に安くなるかということを考え

てみた場合に、実は琉球海運さんにも少し聞いてみ

て、船の耐用年数は15年、大体ＲＯＲＯ船ベースで言

うと15年です。減価償却、残存価額を除いて仮に９割
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ぐらい補助した場合に、船の輸送コストというのは人

件費等が約30数％かかります、船員とかそういうも

の。それから地上コスト等がかかりますので、大体２

分の１ぐらいの輸送費の軽減にはつながるのかなと。

そうするとＲＯＲＯ船、１万トンクラスだと約50億か

ら60億ぐらいかかる。これが15年で安定的に活用でき

れば、そのほうがコスト的には安くなる可能性はある

ということですけれども、そういう船を行政が購入し

て琉球海運さんなりそういう仕組みが可能なのかどう

か、この辺はいろいろ検討しなきゃいかぬですが、一

つの案としては受けとめておきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　沖縄の物づくりになるとこの輸送コ

ストの軽減が最も重要だと思いますので、その船舶を

ぜひ沖縄で公設民営化で、民間のほうにこれを委託し

てさせるということ。知事、船を買えば10年でその振

興策が切れても船は残るわけですから、そういった部

分でのコスト軽減にはもっていけると思いますので、

ぜひその辺も検討してもらいたいなと。それと、コン

テナをちゃんとリースして、それにも補助をしていく

ということをぜひやってください。よろしくお願いし

ます。

　次に那覇空港、今の物流コストもそうなんですが、

やっぱり沖縄のリーディング産業の観光をこれから

もっと伸ばすためには、那覇空港の平行滑走路、そし

て今、改築の計画が入っています国際線のターミナル

ということをやっぱり加速的にやっていかなければ対

応が難しいんじゃないかというふうに思うんですよ

ね。那覇空港の発着回数が2010年では自衛隊の２万回

ということも含めてくると13万回という数になってき

ているんですが、部長、この発着処理能力というの

は、この那覇空港はもうそろそろ限界の状態に近づい

ているんじゃないでしょうか。どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　那覇空港の離発着の年間

処理能力約10万5000回というふうに言われておりまし

て、先ほど答弁をさせていただいたとおり、21年で約

12万5000回というふうなことで、これは非常に綻迫し

た状況になっていると認識をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　その限界を超えつつあるという中

で、もうジャンボ機がないわけですよ。ジャンボ機が

ないものですから中型機、小型機になってくる。今、

久米島のほうにおいてもジェット機が最終便で飛んで

いたものが、これをＲＡＣにかえると。でも、週に２

回飛ばします。週に１回だったものをもう一回ふやし

ますよと言うんですけれども、那覇空港は結局その離

発着がまたふえるわけですよね、小型機がそういう形

で。それプラス国外からの分が出てくるということに

なってくるわけですから、やっぱりそういう意味を含

めてもっとふやさないといけないと。きょうも新聞を

見ると、台湾とのオープンスカイでまた見込まれてく

るということがあるんですけれども、国際線の増便見

込み、来年に向けてでもいいですが、どういうような

形での就航が見込まれているんでしょうか。

○企画部長（川上好久君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時56分休憩

　　　午前11時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　来年の１月に中国国際航

空、これは那覇―北京線を週２便で就航するというこ

とになっています。それからまた、４月上旬には台湾

の復興航空が就航を計画をしているとこれはそういう

報告があるというふうなことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　海外からも呼ばないといけない、格

安航空にも対応しないといけないということになる

と、平行滑走路はやっぱり早目につくらないといけな

い。しかし、国の空港特別会計というものは社会資本

整備ということで統合されてきた。22年度の国の空港

整備勘定というのは4600億あったものが、23年度は

3600億ぐらいに減っているわけですよね。これはやっ

ぱり各地方空港がそういった燃料の部分を下げてくる

と、利便性をよくしていこうということをやっている

わけですから、その収入が減ってくるということなん

ですけれども、我々の滑走路の増築計画は、アセスで

３年、概算工期７年、事業費1900億という見積もり方

をしているんですが、これは財源の確保をどうするん

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員が言われるよう

に、空港整備特会、空港整備勘定は非常に厳しいとい

う話を聞いております。しかしながら、沖縄県の那覇

空港の離発着の状況については国のほうも十分理解を

してもらっております。そういう意味では、国のほう

とも連携をしながら早目に着工が開始され、また完成

ができるような形で取り組んでいきたいというふうに

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　知事、国土交通省の事業課長に電話
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をしたら、アセス３年が来年で終わりますと。ところ

がそのアセスが決まったからすぐ着工だという話では

なくて、それを検討していくということになるわけで

すから、やっぱり仲井眞知事が国土交通省にこの那覇

空港は重点空港なんだということで重点化をぜひ国土

交通省に求めるべきだと思うんですが、どうでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午前11時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の御指摘のとおり、心

持ちおくれぎみに展開していまして、アセスが来年度

で終わりなんですが、本来なら並行して設計に入りい

ろんなことが可能なんですが、今、国交省との調整が

おくれぎみになっております。自衛隊の分も含めてこ

れはかなりいろんな便がいろんな地域から入ってきて

いることと、あわせて機体が小型化しているというよ

うなことも影響を受けてか、便数が非常に多くなって

タイトになっています。おっしゃるようにぜひこれは

また改めて国交省に強く要請をして、あれは国の空港

ということで早く滑走路を完成させてもらいたいとい

うのは強く我々も申し上げていますが、航空局長との

話でもＰＦＩも含めてちょっと別の形も含めて早く完

成する方法を我々も研究をし、国交省と早く完成する

方向で展開できるように頑張っていきたいと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　国際線旅客ターミナルなんですが、

那覇空港ビルディング株式会社の県の今の株式割合

と、その役員の役員報酬、その内訳と職員の総数、そ

のまた内訳をちょっと教えてもらえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時０分休憩

　　　午後０時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　平成23年12月１日時点に

おける同社の株式総数３万5000株のうち、県の持ち株

数は１万524株で約30.1％の出資比率となっておりま

す。それから、県のほうから取締役として１人出向を

させております。そして、個別の報酬の額はちょっと

わからないんですけれども、取締役、那覇空港ビル

ディング全体で13名おりまして――これは常勤・非常

勤を含めて13名で――報酬の全体が5238万6000円とい

うふうなことになっております。

○當間　盛夫君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時２分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩いたします。

　　　午後１時22分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　一般質問を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨は取り下げます。

　芋、消費税増税に対する知事の考えをお伺いいたし

ます。

　鰯、指定管理者制度と雇用問題について知事の認識

を伺う。

　允、浦添看護学校譲渡についての課題を伺う。

　２番、教育・福祉・医療行政について。

　茨は取り下げます。

　芋、認可保育所入所基準について伺う。

　鰯、知事公約の少人数学級の達成状況を伺う。

　允、認可外保育施設支援への取り組みを伺う。

　印、学童保育支援への取り組みを伺う。

　咽、社会福祉法人や医療法人の公的役割と責任を伺

う。

　３、土木建築行政について。

　茨、県発注の公共工事の課題について伺う。

　４番、防災行政について。

　茨、消防広域化の進瀧状況を伺う。

　芋、県全体の防災対策について伺う。

　５番、選挙について。

　茨、社会福祉法人や医療法人における不在者投票や

代理投票の取り組み状況を伺う。

　芋、社会福祉法人等での不在者投票や代理投票の違

法取り締まりに対する県警の対策を伺う。

　６、我が会派との関連質問について。

　茨番、一括交付金の金額はいつ決定するかを伺う。

　芋番、知事は普天間基地の辺野古移設は事実上不可

能としている。一方で環境影響評価書が政府から提出

された場合行政手続を進めていくとしているが、それ

は矛盾していないかを伺う。

　鰯番、不発弾処理について、県は、業界団体と精力
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的に対策を講じるべきだと思うが、見解を伺う。

　允番、国際線ターミナルの建てかえは県内企業優先

発注にすべきだと思うが、県の見解を伺う。

　印番、病院事業局長は、各県立病院の現状や課題を

知事に報告し課題解決に向けて取り組んでいるかを伺

う。

　咽番、県議会で議論されている県立病院の問題は、

検証委員会に報告され、検討されているかを伺う。

　最後に、ボンド制度の課題についてどのように進ん

でいるか、与世田副知事に伺う。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の御質問に答弁

いたします。

　まず、教育・福祉・医療行政の中で、学童保育支援

への取り組みについてという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　学童保育への支援につきましては、放課後児童クラ

ブへの運営費等補助を行うとともに、平成22年から学

童保育支援センターを設置し、各クラブへの相談援助

業務や指導員研修会等を実施いたしております。

　沖縄県といたしましては、今後、放課後児童クラブ

の公的施設利用の低い状況を踏まえ、市町村に対し公

的施設活用の整備計画の策定を求めるとともに、公的

施設活用の施設整備につきまして、自由度の高い沖縄

振興の一括交付金などができますとこれを活用を含め

て検討し、前向きにまとめてまいりたいと考えており

ます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

　　　〔副知事　与世田兼稔君登壇〕

○副知事（与世田兼稔君）　赤嶺昇議員のボンド制度

の課題への取り組み状況についてお答えいたします。

　県では、米軍発注工事の受注における最も大きな課

題は、発注規模の大型化により、県内業者がボンド枠

を確保できないことと考えております。そのため、在

沖米軍等に対し、米国ミラー法の免除規定適用等につ

いて要請を行ってきましたが、米軍側からは対応困難

との回答を受けております。また、新たな沖縄振興に

向けた制度として、沖縄振興開発金融公庫等によるボ

ンド支援制度の創設を国に要望しておりますが、法律

の改正が必要であることなどの課題が指摘されたた

め、融資の仕組みを活用した制度を再提案していると

ころです。県としては、米軍側に対し、分離・分割発

注などを含め、実質的な入札要件の緩和に向け調整を

行っていくとともに、国に対しては柔軟な法解釈によ

る制度創設を求めていくこととしております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　知事の政治姿勢に関する

質問のうち、消費税増税についてお答えいたします。

　消費税は、他の税目と比べ景気変動による影響を受

けにくいことから、少子・高齢化がますます進展する

中で、国・県・市町村における安定的な財源確保のた

め、その役割は重要と考えております。現在、国にお

いて「社会保障と税の一体改革」に基づき、増税の時

期や国と地方の配分、また逆進性に対する具体策等が

検討されているところであり、県といたしましては、

今後の動向を見守っていきたいと考えております。

　次に、指定管理者制度と雇用問題についてお答えい

たします。

　指定管理者制度は、民間事業者を含む幅広い団体の

中から、地方公共団体が指定する団体に公の施設を管

理代行させる制度で、民間能力の活用によりサービス

の向上と経費の削減を図ることを目的としておりま

す。指定管理者制度により、民間における雇用機会の

創出という効果がある一方、指定期間終了時に指定管

理者の従業員の雇用についての問題が発生することも

考えられます。そのため県としましては、指定管理者

に対して労働関係法令の遵守を強く求めるとともに、

継続雇用や他の企業へのあっせんなどを促していると

ころであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　浦添看護学校譲渡に

係る課題についてお答えいたします。

　新たな看護学校設置に係る学校認可の手続と在学生

の引き継ぎがスムーズに行われることが課題と考えて

おります。

　県立浦添看護学校民間移譲に当たっては、「保健師

助産師看護師法」に基づく看護師養成所並びに「学校

教育法」に基づく私立専修学校として新たに設置申請

を行う必要があります。これらの申請手続について９

月に専修学校の設置に係る県の第１回審議会、11月に

看護師養成所の指定に係る国の実地調査を終了してお

り、手続は順調に進んでおります。また、専任教員に

ついては、現在、在学生の引き継ぎを円滑に行うた

め、４名の教員が浦添看護学校において実務研修とし
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て学生指導に当たっております。新たな学校設置に

は、学校教育法等に基づき、設置者による校舎等の所

有が要件となっていることから、本議会に「校舎等の

財産処分」を提案しているところです。

　学生の教育環境を支障なく引き継ぎ、看護師養成が

継続してできるよう、議員各位の御理解をよろしくお

願いいたします。

　認可保育所入所基準についてお答えいたします。

　保育所入所児童の選考基準については、児童福祉法

や国の通知に基づき公正な選考となるよう、客観的な

選考方法や選考基準を保育の実施主体である市町村に

おいて、地域の実情を踏まえて定めることとされてお

ります。これにより、各市町村では、保護者の就労状

況、出産や病気などの身体の状況、看護すべき病人の

有無といった家庭の状況等が選考項目とされ、その状

況の程度に応じて入所の優先度を判定する仕組みに

なっております。

　続きまして、認可外保育施設支援への取り組みにつ

いてお答えいたします。

　認可外保育施設については、入所児童の処遇向上が

課題でありますが、同施設への給食費助成について

は、入所児童の一層の処遇向上のために、平成23年度

当初予算において新すこやか保育事業を拡充しており

ます。また、待機児童対策特別事業基金を活用した認

可化促進による保育所定員の増を図るとともに、研修

会などを通して認可外保育施設の質の向上に努めてお

ります。

　県としましては、今後も待機児童解消のために待機

児童対策特別事業基金の継続・拡充や、一定の質を確

保した認可外保育施設への支援措置などが必要である

と考えております。その実現に向けて、内閣府などと

連携し、取り組んでいるところであります。

　社会福祉法人や医療法人の公的役割と責任について

お答えいたします。

　社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的に

社会福祉法の規定に基づき設立された法人でありま

す。社会福祉事業は、入所施設等を運営する第一種社

会福祉事業と通所や在宅福祉サービスを提供する第二

種社会福祉事業があり、ともに公共性の高い事業と

なっており、営利を目的としない法人であります。

　また、医療法人は、医療事業を行うことを目的に医

療法の規定に基づき設立された法人であります。医療

法人は、自主的にその運営基盤の強化を図るととも

に、その提供する医療の質の向上及びその運営の透明

性の確保を図り、その地域における医療の重要な担い

手としての役割を積極的に果たす責務があります。

　続きまして、我が党会派関連の、県立病院の経営再

建検証委員会の検証についてお答えいたします。

　県では、「県立病院のあり方に関する基本構想」に

基づき、病院事業局が取り組む経営再建の成果を検証

するため、「県立病院の経営再建検証委員会」を設置

しております。

　検証委員会は、有識者等の意見を聴取し、当該意見

を県の意思決定の参考とするために開催するいわゆる

会合の位置づけであり、繰出金や定数等そのものの検

証を行う場所ではなく、病院事業局が試算した収支推

計をもとに、検証項目の一つである持続的な経営の健

全化が達成される見込みがあるかを検証しているもの

であります。病院事業局が第２回検証委員会に提出し

た収支推計においては、平成24年度以降の繰入金を50

億円として試算したこと、また、一般５病院で７対１

看護体制の導入を見込んでいることが説明されており

ますが、決算特別委員会後に開催された第３回検証委

員会へ再提出された収支推計では、これらのことにつ

いての変更は行われておりません。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育・福祉・医療行政につ

いての御質問で、少人数学級の達成状況についてお答

えいたします。

　少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生で加配定数を活用し、30人学級を実施しておりま

す。今後につきましては、市町村教育委員会の意向、

国の動向や全国の実施状況等を踏まえ、研究してまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築行政につい

てで、県発注の公共工事の課題についてお答えいたし

ます。

　近年、公共事業費が削減されており、県経済への影

響や道路・港湾等の社会資本整備のおくれが懸念され

ることから、公共事業予算の確保と効率的・効果的な

事業執行が求められております。また、公共工事の品

質確保と建設業の健全育成に向けて、総合評価方式等

も含めた入札契約制度の改善が必要と考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　防災行政について、消
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防広域化の進瀧状況についてお答えいたします。

　平成22年度の「沖縄県消防広域化等研究協議会」に

おける協議結果を踏まえ、本年４月に「沖縄県消防広

域化推進協議会」が設立されました。同協議会におい

ては、平成25年度からの消防広域化の実現に向け、こ

れまで市町村長で構成される協議会が３回、副市町村

長や消防長等で構成される幹事会が５回開催され、広

域化後の組織体制や財政負担等について協議が行わ

れ、各市町村は来年度からの法定協議会への参加につ

き年末までに決定することとなっております。一方、

同協議会へは、浦添市、うるま市及び宮古島市が発足

当初より参加を見合わせており、那覇市は11月の段階

で来年度の法定協議会への不参加を表明しておりま

す。

　県としましては、消防広域化により、管理部門統合

による現場対応職員の増加、災害発生時の初動体制の

強化、統一的な指揮下での効率的な部隊運用、窓口一

本化による関係機関との迅速な連携などの災害対応力

の強化が図られ、このメリットを最大限に生かすに

は、県域１ブロックでの広域化が望ましいものと考え

ております。このため、不参加を表明している４市を

初め、各市町村の意見を十分に聞いた上で、全市町村

が消防広域化に参加できる枠組みづくりについて、引

き続き検討してまいりたいと考えております。

　次に、県全体の防災対策についてお答えいたしま

す。

　県においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、「沖

縄県地域防災計画」の見直しを本年度中に行うことを

予定しております。

　本年９月、琉球大学教授等の専門家で構成される

「沖縄県地震・津波想定検討委員会」の取りまとめに

おきまして、今後の防災計画見直しの方向性として、

１、住民の「地震・津波からの避難対策」や「防災意

識の啓発・普及」が重要であること、２点目、少なく

とも海抜５メートルを最低限度の浸水域として設定

し、これより高い場所への避難対策をとることが必要

である一方、歴史に学ぶ最大クラスの地震・津波対策

も講じるべきであること、３点目、県においては、海

抜高度の明示などにより、市町村における避難対策の

強化や、住民が地理的特性を把握できるよう支援する

必要があることなどの御提言をいただきました。同委

員会の御提言等を踏まえ、避難訓練や防災教育の充実

等による住民への防災意識の啓発普及や、地域特性を

勘案した避難所や津波避難ビルの指定など、住民の津

波避難対策に重点を置き、課題の分析と今後の対策強

化等につき、検討を進めているところであります。今

後、国の防災基本計画の見直し状況も勘案しつつ、市

町村等関係機関と連携し、沖縄県地域防災計画の見直

しを早急に進めてまいります。

　次に、我が会派との関連質問の中で、知事が辺野古

移設を事実上不可能としていることと、環境影響評価

書手続を進めることは矛盾しないのかという御質問に

お答えいたします。

　政府は、「普天間飛行場代替施設に関する環境影響

評価書を、年内に提出できるよう準備を進めている」

としておりますが、県としましては、政府要請の際

や、関係閣僚が来県するその都度、「辺野古移設案に

は多くの県民が反対しており、事業の実施は、事実上

不可能である」旨、繰り返し申し上げてきたところで

あります。環境影響評価書に関する手続は、環境影響

評価法及び県条例に基づくものであり、提出された場

合には、関係法令にのっとり検討せざるを得ません

が、県としましては、地元の理解が得られない移設案

の実現は事実上不可能であり、一日も早い普天間飛行

場の県外移設及び早期返還を求める考えに変わりはな

く、これを踏まえつつ適切に対処してまいります。

　次に、県は業界団体と不発弾処理対策を講じること

についてお答えいたします。

　不発弾処理については、国・県・市町村等で構成さ

れる「沖縄不発弾等対策協議会」において、関係機関

が連携し、不発弾の磁気探査と処理の加速化に努めて

いるところであります。また、同協議会においては、

「一般社団法人沖縄県磁気探査協会」から講師を派遣

していただき、磁気探査会社や建設会社等を対象に、

磁気探査研修を開催するなど、業界団体との連携のも

と、不発弾の磁気探査を促進しているところです。

　県としましては、今後も業界団体等との連携を強化

し、県内における不発弾の処理が安全かつ速やかに実

施されるよう、努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　選挙管理委員会委員長。

　　　〔選挙管理委員会委員長　阿波連本伸君登壇〕

○選挙管理委員会委員長（阿波連本伸君）　不在者投

票及び代理投票の取り組みについてお答えいたしま

す。

　県選挙管理委員会が指定している不在者投票施設

は、平成23年11月30日現在で148施設でございます。

当該施設に入院または入所中で投票する意思がある選

挙人が、投票日当日、投票所に行くことができない場

合、選挙人が当該施設において投票用紙に候補者名を

記載し、それを当該施設の長であります不在者投票管

理者に立会人が立ち会いのもとに提出する制度であり



－ 284 －

ます。また、その選挙人が自分で投票用紙に記載する

ことができない者であるときは、その選挙人からの申

請に基づいて、立会人の意見を聞いた上で代理投票を

させることができることとされております。

　当委員会といたしましては、当該施設の不在者投票

が適正に行われるよう、各選挙前に当該各施設あて不

在者投票事務要領を送付して周知を図ることにより対

処いたしております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　選挙についての御質問

の中で、社会福祉法人等での不在者投票や代理投票の

違法行為の取り締まりに対する県警の対策についてお

答えいたします。

　全国の検挙事例を見ますと、投票偽造罪として不在

者投票施設において入所者が実際に投票したように見

せかけて施設職員が入所者の投票用紙に特定の候補者

名を記載して投票した事例、不在者投票施設の職員が

入所者の代理投票を行ったように見せかけて入所者の

投票用紙に特定の候補者名を記載して投票した事例な

どがあります。また、選挙事務関係者の選挙運動の禁

止違反として不在者投票管理者が入院患者に対して特

定の候補者の名刺を交付するなどして、投票を依頼し

た事例などがあります。

　県警察といたしましては、違法行為があれば厳正に

対処する所存でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　我が会派との関連質問の

中で、沖縄振興一括交付金の額の決定時期についてお

答えいたします。

　例年12月末には、内閣府沖縄担当部局予算も含めた

政府予算案が編成され、閣議決定がなされます。沖縄

県としては、この政府予算案の中で、沖縄振興一括交

付金の総額が示されることになると考えております。

　次に、新国際線旅客ターミナルビルの県内企業優先

発注についてお答えいたします。

　新那覇空港国際線旅客ターミナルビルの建設工事

は、ＣＩＱ等国が整備費を負担する官庁施設を含んで

おり、那覇空港ビルディング株式会社は、今後、国土

交通省航空局と建設工事業務委託契約を交わし一括し

て同社が発注する予定としております。工事の発注

は、関係法令等を踏まえ、参加資格等基準を満たした

業者による競争入札が行われるものと考えています。

県としては、「県内企業への優先発注及び県産品の優

先使用基本方針」に基づき、これまでも県内企業への

優先発注及び受注機会の確保に努めており、那覇空港

ビルディング株式会社に対しても県内企業へ配慮する

よう申し入れていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　我が会派との関連質

問の中で、各病院から提案される意見の集約について

お答えいたします。

　病院事業局では、病院事業の円滑な運営を図るた

め、局長を初め各病院長などで構成する会議を適宜開

催し、意見の集約や局としての対応策について協議を

行っております。

　今年度の実績としましては、各病院の運営方針や経

営健全化の方策について検討する経営改革会議を年度

初めに開催するとともに、その具体的対応策を検討す

るための病院事務部長会議を４回開催しております。

そのほか、医師、看護師の確保や県立病院の診療の応

援体制などを検討するため、病院長会議を毎月開催し

ております。病院事業局としましては、引き続き各病

院現場との意思疎通や意見の集約に努め、県民へ必要

な医療を安定的かつ継続的に提供できるよう、取り組

んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　総務部長からお聞きしますが、消費

税増税による県民、県経済への影響や県民生活への影

響をどのようにとらえているかをお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　まず全国的な話でいいま

すと、今消費税５％で負担額は平均的に16万5000円で

す。これを仮に政府が今いろいろ検討されている10％

に上げられますと約34万6000円が全国平均です。沖縄

県内の消費税収は1045億円、そのうちの地方譲与税分

は209億円ですけれども、人口１人当たりの消費税額

につきましては、７万4340円という形になります。

　沖縄県内への影響ですけれども、総トータルでやり

ますとあれですけれども、沖縄県の所得の割合が低い

関係でいいますと、そのままでいきますと低所得者層

にはかなりの影響が出てくると考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　仲井眞知事は、消費税増税に賛成で

すか、反対ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。
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○総務部長（兼島　規君）　先ほど少し答弁いたしま

したけれども、財源の確保の意味でいいますと安定的

な税金、そしてまた社会保障に使うという目的が一つ

ございます。そういった観点からいいますと、社会保

障に使われるのであればそれなりの効果を出すのかな

と思っています。ただ、確かに県民所得が全国最下位

という関係でいいますと、そのまま適応されますとか

なり全国の人たちに比較してみれば厳しい状況が考え

られますので、逆進性を是正するためのそういった方

式なりをしっかり検討してもらわないとなかなか厳し

いのかなと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　厳しいということは、現段階では反

対ということで……。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　全国知事会の財源確保の

観点からいいますと賛成ですけれども、その場合でも

やっぱり地方分に一定程度の消費税の配分が求められ

ること。もう一つはそういった逆進性等々が考慮され

ることを条件とするのであれば、おおむね賛成だとい

うことです。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そうすると、おおむね全国知事会も

含めて、県内の今いろんな課題もあるんですけれど

も、県の方針としては賛成ということで、もう一度。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時58分休憩

　　　午後１時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど逆進性の是正の面

とか含めて条件つきで全国知事会と同じ方向だという

ことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そういう視点と、もう一方ではさっ

き言いましたように県民一人一人の影響を考えると、

やはり全国知事会との足並みをそろえるのもいいんで

すが、沖縄の経済実態も踏まえて今後もう一回議論し

たほうがいいんじゃないかなと思います。

　続いて、順不同でいきますが、浦添看護学校の譲渡

について、さっきあったように坪単価10万を切るんで

すね。私は理解ができません。浦添市区選出の県議で

きょう前島さん、池間さんはいないんですけれども、

隣の佐喜真さんはいるんですけれども、あのバーク

レーの近くで坪単価10万を切るという市場になってい

るかと。これは不動産２カ所に鑑定させたというんで

すけれども、私あの地域一帯を回っているんですよ。

あれを10万で売ると言っているよと県は。皆、何と

言っているかというと、自分が買いたいと言っている

んですよ。皆さんは、県民の財産を本当にあの地域で

坪単価10万で売るということは、これは問題にならな

いかなということを改めて、これは知事も多分知らな

いと思うんですが、もう一回鑑定し直したほうがいい

んじゃないかなと思いますけれども、部長いかがです

か。大変な話だよ。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　お答えいたします。

　我々は、県が依頼した鑑定士、それと向こうの相手

方が依頼した鑑定士双方で鑑定して通常の……

○赤嶺　　昇君　いや、いいですよ。それが適正とい

うなら適正と言ってください。

○福祉保健部長（宮里達也君）　それでどうしてほか

のと違うのかといいますと、ここは学校に使いなさい

という非常に限定した使用目的をずっと持ち続けない

といけないものですから、通常の売買価格とは若干開

きが出てくるのはもう仕方がないことだと私は思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　あの近隣の住宅、企業、自治会、み

んな驚いているんですよ。こんな金額で売買されるこ

とがあっていいのかという話があるので、私は地元で

すのでこれは本当に――これは土地のほうは議案には

なっていませんが――それが許されるかどうかという

ことをやっぱり地元の皆さんのバランスも見て、幾ら

学校用地としても課題じゃないかなと。この額にあえ

て設定したのかも含めて、ほかの不動産の皆さんもう

少し慎重にするべきじゃないかなということを忠告し

ておきたいと思っております。

　続いて……。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時１分休憩

　　　午後２時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○赤嶺　　昇君　指定管理者制度の見直しについて何

点かほかの議員からもあったんですが、指定管理者の

見直しのたびに県と公社の団体から多くの失業者を結

果的に――きのう総務部長も言っていたんですけれど

も――生み出している現状が出てくると、知事が進め

るグッジョブ運動に反しないかと思いますが、知事い

かがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。
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○総務部長（兼島　規君）　指定管理者制度というの

は、やっぱり期間を限ること、それから公募にするこ

とという条件で公募するものですから、やっぱりその

一定程度の雇用期間という観点でいいますと、そう

いった雇用形態になるかと思います。

　ただ一方では、この指定管理者制度、今まで県それ

から県の外郭団体等で委託していたものが民間に開放

されるという意味でいいますと、民間の雇用を満たす

という要素もありますので、そういった要素を加味し

ながらなおかつ継続雇用できるように指定管理者の皆

さんに対して継続雇用を求めるということを県は実施

しているわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　それでは男女共同参画センターで働

く職員の雇用はどうなるのかお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　男女共同参画セン

ター、現在２社がＪＶを組んで管理しております。今

年度いっぱいですけれども、新しい指定管理者候補者

も選定されております。県議会での継続雇用の決議を

踏まえて、一応我々としては次期の指定管理者候補者

に継続雇用の要請をしました。それについては指定管

理の候補者である女性財団が配慮するという形で今検

討をしているというふうに聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　それではコンベンションビューロー

の職員の雇用についてなんですが、万国津梁館は今度

ザ・テラスホテルズさんがとったようですが、いわゆ

るこのコンベンションビューローそのものは県が中心

になってつくって、それで今専門的に請け負ってきた

と思うんですが、今回ザ・テラスホテルズさんがとる

ということで、雇用の継続の問題とか、あと収益事業

の万国津梁館がなくなるとコンベンションビューロー

の本体の職員の人件費とか、こういった課題が出てく

ると思いますが、それについてお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　お答えしま

す。

　指定管理のこの募集要綱の中におきまして、その雇

用に関する部分も再雇用を希望する者に関しまして

は、しっかりそれを考慮してもらうというような一文

がございます。あわせまして14名雇用がありますけれ

ども、そのうちの正職員２名おりますが、この２名に

関しても含めて同じようなことが言えると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　今、平田部長がおっしゃったように

継続雇用はぜひとも検討してもらって、それからグッ

ジョブ運動ということで進めている中で、さっき言っ

た民間になると新たな雇用という話をしているんです

が、専門的な職場の場合はきのうも議論をされたんで

すけれども、もう一回、指定管理に移行してこの間課

題が出てきたと思いますので、ぜひ検討する部分もあ

るかと思いますが、知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　指定管理は今回でおおむ

ね３回目という形になりまして、確かにいろんな問題

点が出てきております。雇用の問題等々も含めていろ

んなのが出てきています。指定管理の中でもやはりこ

の公物管理という観点からいいますと、やっている業

務は業者への利用使用許可であったり、それからそこ

の部分の良好な管理を保つというような業務になりま

すので、公募してもいろんな事業者でも一定程度展開

できるという観点を持っていますけれども、今回３回

目の指定管理する場合に、ある一管理のほうにつきま

してはソフトな面まで管理している。ソフトな面まで

含めて指定管理を募集しているところがあります。そ

ういうところの観点から考えますと、県の政策との密

接な関連が出てくる指定管理もあります。そこについ

ては公募しないという方法もあろうかと思いますの

で、そこも含めて検討していきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　教育・福祉・医療行政についてです

が、認可保育所の入所基準について、市町村によって

は自営業の点数が低いというケースがあるように聞い

ていますが、その実情は知っていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　入所の基準はそれぞ

れ市町村が客観的な選考方法、選考基準を決めていま

すので、幾つかの種類があるようです。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　市町村によっては、サラリーマンも

自営業も同じ点数という市町村もあれば、自営業者と

いうだけで点数が低い場合があるんですね。職業差別

だと思いませんか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時８分休憩

　　　午後２時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　一部の市町村におい

ては、自営業者であることのみをもって雇用労働者よ
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り点数が低く設定されている場合が御指摘のようにあ

ります。また、市町村によっては雇用労働者より自営

業者の点数を低く設定しているが、営業許可証の提出

や青色申告を実施していることなどによる調整点を設

け、結果として雇用労働者と同様に取り扱っている事

例もあります。県としましては、調整点による加点方

法の採用を含め、保護者の就労の実態に見合った選考

基準を設定するよう、市町村に促してまいりたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ職業差別ととられないように対

応していただきたいと思っています。

　教育長にお聞きしますが、少人数学級を検討される

ということなんですが、少人数学級を実現するために

教員が何人、全体で必要で、財源は幾ら必要かをお聞

かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　全学年で少人数学級をするための必要な教員数は

488人で、財源は約31億円から32億円と見込まれてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　必要な教室数は幾つですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　必要な教室数につきまして

は、362でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事は、１期目は30人学級の公約で

した。２期目は少人数学級に変わったんですね。30人

学級の場合の積算は大体60億余りだったんですよ。少

人数学級になって35人学級もあるものですから、今教

育長が言ったように31億ぐらいですね。この間１・２

学年については少人数学級やっているんですが、これ

は県の負担もあるんですね。県の知事として掲げたこ

の公約で、県が単独で１円でも予算をつぎ込んだこと

がありますか、総務部長。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時11分休憩

　　　午後２時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今現在、実は公立の小学校

の１・２年生で実施しておりまして、ここに係る財政

負担は約８億1900万円でございます。その中で、国負

担が３分の１で、県負担が３分の２で５億4600万円を

県のほうで負担しております。

○赤嶺　　昇君　休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時13分休憩

　　　午後２時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほど金額については申し

上げました。県負担として３分の２の負担をしており

ますけれども、これは少なくとも加配定数をしていく

際の要求として、裏負担のいわゆる保証がなければ県

負担もないわけですから、この８億1900万円の中に

は、当然そういった意味合いが含まれているという考

えでございます。

○赤嶺　　昇君　休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時15分休憩

　　　午後２時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　加配定数以外にはございま

せん。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　知事、５年たっているんですよ、知

事が就任してからですね。30人学級はすべて少人数学

級に行って、教育長がこの間ずっと他府県の状況を見

ながらどうのこうのと言っているんですけれども、公

約は他府県の状況は関係ないんですよ。公約なんだか

ら、やるかやらないかという話なんですよ。私が言い

たいのは、県の予算では無理だと思っているんです

よ。そこで、なぜ新たな沖縄振興予算一括交付金も含

めて、それの中に入れないかということを言いたいん

です。これについていかがですか。

　それ以外の予算の確保も何かめどがあるんだったら

出してもらって結構ですけれども、例えば上原副知

事、これはできると思いますか。僕はできないと思い

ますよ、それ以外の予算で。少人数学級を国の方針を

待たずして県が単独でやろうとするんだったら、この

新たな沖縄振興の中で一括交付金も含めて検討するべ

きだと思うんですよ。これを文科省が邪魔しているの

はわかりますけれども、そこは検討に値すると思いま

すがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時17分休憩

　　　午後２時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。
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○企画部長（川上好久君）　一括交付金の話もござい

ましたけれども、知事公約の達成については、これは

もう財源のいかんを問わずにこれはやはりこの政策目

標というのは達成すべきものだというふうにまず一

つ、一般論としてあると理解をしております。

　それから今のお話も、これはさまざまな財源の手当

てをやっぱり検討し、それにふさわしいものを充てて

いく。そしてまた政策目標を達成をしていくと、そう

いう努力をやっぱりやっていく必要があろうかと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　企画部長は何を言っているかわから

ないんですよ、はっきり言って。要するに、この一括

交付金の部分でこの予算、これ以外で財源いかんを問

わずと言いますけれども、財源なんですよ。財源がな

くして少人数学級できますか、教育長。ボランティ

ア、できませんよ。もうそろそろそういうような中途

半端なやり方はやめましょうよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時18分休憩

　　　午後２時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　やはりより教育効果を発揮

できる制度にするためには、私ども少人数学級のあり

方に関する検討委員会をことし設けました。と同時

に、私も個人的に市町村教育委員会協議会の役員とも

いろんな意見を重ねております。そういう中で少人数

学級の推進方法についてさらに検討を進めていきたい

と、こういう思いです。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続いて、学童保育についてですが、

この間公立民営、全国との違いが大分出ているんで

す。部長として公的施設の利用ということを答弁され

ているんですが、やはり各市町村と相談して公立民営

の割合を引き上げていくという議論をするべきだと思

いますがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　学童保育の公立民営

の設置については、現状のいろんな社会的な流れなど

もあってさまざまな課題があると考えられますので、

我々としては公的施設活用を含めた事業の実施主体で

ある市町村の意見を聞きながら公的施設の活用を含め

てそういうことの改善に努めていこうと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　質問は、公立民営の割合が圧倒的に

低いと、それを市町村と今後協議する考えはありませ

んかということでございます。

○福祉保健部長（宮里達也君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時21分休憩

　　　午後２時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　県といたしまして

は、実施主体である市町村の保育の主管課長会議等で

意見交換はしていこうかと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひお願いします。

　土木建築部にお聞きします。より細かいレベルでの

県発注の公共工事の積算内訳の公表をしてはどうかと

思いますがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　業者の見積もりが容

易となるように工事設計書に記載された各種の規格、

数量を内訳明細書として明記するよう指示はしており

ます。ただし、業界からは大まか過ぎるという意見も

ありますので、また精度の高いやはり見積もりが今後

必要だという背景もありますので、今後他県の状況と

か調べてより詳細な記載内容にする方向で検討したい

と思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　手持ち工事量の評価項目で、落札決

定日時点で受注業者が手持ち工事量の評価を反映して

ほしいという意見もありますがいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　手持ち工事量の評価

というのは、あくまでもより多くの業者の受注機会を

確保するという目的がありますので、より申請期日に

近い時点の評価にしたいということで、平成22年に７

日前までに落札決定したものを改正したところでござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　今の現状でもちょっと課題があるの

で、またぜひ意見交換をやっていただきたいと要望し

ておきます。

　次に、配置予定技術者の能力の評価項目について、

技術の継承及び若年者雇用の改善にもつながるように

評価の改善を検討してはどうかと思いますがいかがで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。
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○土木建築部長（当間清勝君）　総合評価方式の品確

法に基づいてやはり実施しているものですから、その

配置予定技術者の能力はやはり目的物の品質に大きく

左右されるということで、重要な項目と認識していま

す。一方で、私たち若年者の雇用は今後の沖縄の建設

業界のためにはやはり必要だろうということで、現在

総合評価のほうでは評価をしてはおりませんが、等級

格付基準の中で評価しています。他県の状況を見て総

合評価の中でそれができるかどうか前向きに検討した

いと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　それから磁気探査の前倒し実施につ

いて、本工事発注前での磁気探査業務を実施するべき

じゃないかと。工事が始まる直前にいきなり不発弾が

発覚したりすると工期に影響があるということで、そ

のあたりについてはいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　この点も業界から強

く要請されて、最近でも不発弾の問題でいろいろ課題

を残しています。それで県としては原則としてできる

だけ工事実施前に磁気探査をするようにということを

しているんですけれども、御存じのように地表面から

掘削が深くなった場所でやる場合は、どうしても工事

と一緒にやったほうが経済的であるし、しっかり確認

もしやすいということで、工事と並行してやっている

部分もありますので、ただしやはり住民の不安も取り

除くためにも早目に先行して磁気探査して確認までや

る方法で何とかできる範囲で努めたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひよろしくお願いします。

　消防広域化について１点お聞きしますが、今非常に

厳しい状況だと思うんですが、引き続き努力されると

いうことをおっしゃっているんですけれども、これ断

念するということもあり得ますか、広域化全体。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　先ほど答弁いたしまし

たように、現在任意協議会におきまして３市はこの任

意協議会に御参加いただけなかった、また那覇市が11

月に来年の法定協議会には参加しないという旨表明し

ているということなんですけれども、ただ県としまし

てはこの結論を出すのが12月末までと当初から決まっ

ておりました。したがいまして、そこまでやはり県と

しては消防広域化全県一消防というものがこれは適当

であると考えておりますので、ぎりぎりまで調整をし

てまいりたい。その時点でやはり現在全市町村を回っ

ております。したがって、その意見を踏まえながら考

えてまいりたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　飛び飛びで申しわけございません。

一括交付金についてちょっとお聞きしたいんですが、

ことしじゅうに出る、額が決まるということなんです

が、この県が求めている3000億円を結果的に下回った

場合とかはこれ非常に難しい判断だと思うんですが、

一回けるんですか。それが3000億円なかったというこ

とで、一たんはそれは受け入れる額にもよるかもしれ

ないんですけれども、3000億円はあくまでも知事の要

望ですよね、3000億円は。それが結果要望している額

から下回った場合は、国に対していやこの額ではでき

ないということで皆さんは一たん断るんですか、どう

するんですか、副知事。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　先ほど企画部長が答弁しま

したけれども、年末といいますか12月の大体天皇誕生

日の前後だと思いますけれども、政府予算が決定しま

す。それが3000億に達しなかった場合に断るかという

と、それは断れません。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そうですか。これは仮定の話ですの

で、ただこの額によってそれを一たん受け入れて、そ

れからもう一回交渉するのか、どういうふうにとらえ

たらいいんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　予算の要望をしているわけ

でして、これは要望が満額ないからといって受けられ

ません、とりませんというわけにはいかないんです。

それはできるだけ要望に近い額をとるために今でも

我々はいろんな交渉をやっておりますけれども、その

結果がどうなるか、それによってとる、とらぬという

ことではないです。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そうすると、結果、県の意に沿わな

いような額が提示された場合に、やはり県民が非常に

注目する部分だと思うんですね。いやそれでよしとす

るのかということも含めてその後の戦略はあるのかな

いのか、やはり多くの県民は心配しているんじゃない

かなということだと思います。

　ほかの質問に変えます。

　社会福祉法人の公的役割について県警にお聞きした

いんですが、例えばある社会福祉法人で不在者投票を

やると、そこの管理者は施設長とか理事長がやるんで

すよ。選挙法上そういう方は、特定の候補者の応援を
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していけないということになっている規定があるんで

すね。それは本部長は御存じですか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　はい、知っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　昨年の知事選挙で、現教育委員の安

里氏は知事選挙で福祉関係の部長をされて選挙運動に

携わったように私は聞いております、見ておりません

けれども。ただ、このいろんな介護団体を集めるため

のファクスが出ているんですね、この呼びかけの。そ

ういうことが例えば偕成会という施設らしいんですけ

れども、糸満では不在者投票がされているんですよ。

これは本人はどこにいるかわかりませんけれども、こ

ういう施設の理事長が一部の候補者の選挙に携わっ

て、しかもその施設で不在者投票がなされる。それは

もう一方では、この福祉関係何とか連盟というのをつ

くって選挙運動、その後の知事選挙の後の結果で、福

祉票が今回は非常に助かったという記事が出ました。

私は何が言いたいかというと、これはすぐどうのこう

の、抵触、今後はやっぱり気をつけるべきだと思いま

す。選管も含めて社会福祉法人、医療法人、不在者投

票。中には、なかなか自分の意思で書けない人もい

る、非常にいろんな課題があって選管の目が届きにく

いところになるので、ぜひそこを注視していただきた

い。

　もう一点は、候補者が選挙前にある特定施設に入っ

て名刺を配って名前を連呼させるという事例もあるよ

うに聞いています。それも私は違法だと思っています

ので、そこも注視していただきたい。

　もう一点は、この偕成会さんの給与について私も調

べさせてもらいました。福祉保健部長に聞きたいんで

すが、この常勤役員の報酬は世間水準、法人業績、職

員給与ともバランスを考慮し、理事会が決定した報酬

表に基づいて支給されるとありますが、この理事長、

役員報酬は幾らですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　特定の法人の報酬規

定においての中で支払われた給与に関して、個人情報

ですので答える立場にありません。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　我々はこういう法人の皆さんが世間

水準とかいろいろ言われているんですけれども、今、

県もいろんな予算が厳しい中で初任給の15万円の10倍

という給与が支給され、そのときのその施設の管理職

の最高号級が28万なんですよ。15万の10倍といったら

157万、管理職は28万です、頭打ち。それが本当にい

いかどうか、私はこれは県議会も含めてこの社会福祉

法人のあり方も含めて、予算がないこの御時世の中で

許されるかどうかをやっぱり議論するべきだと思って

います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時34分休憩

　　　午後２時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　平良昭一君。

　　　〔平良昭一君登壇〕

○平良　昭一君　改革の会の平良昭一でございます。

　一般質問を行います。

　１点目、復帰40周年記念事業について。

　来年は沖縄が祖国に復帰して40周年を迎えます。国

民運動が日本を縦断したあの当時の思いを忘れないた

めにも記念事業開催は必要だと思います。県の思案を

伺います。

　２点目、雇用対策について。

　知事就任以来、支持者や産業界の前で、失業率の本

土並みを達成するのはそう難しいことではないと言っ

てきましたが、現在でも達成できていない原因をどう

思うか伺います。

　達成できていない原因は何か。また、この原因を分

析したことがあるのか。結果があれば公表してもらい

たい。

　グッジョブ運動もマンネリ化しているとの声が聞こ

え、産業界、労働界からも失業率の本土並みは県のか

け声だけで具体性に欠けるとの指摘もあります。どの

ぐらいの雇用を創出できるかを調査・分析し、それに

基づく目標を定めるべきだと思うが伺います。

　紙面によると、財団法人雇用開発推進機構で解散に

向けての理事会が11月１日に開かれ、会議の中で各委

員から、雇用の創出課題はますます重要になっている

中でこういう事態に追い込まれたことについて、県の

取り組みが弱かったことが原因である旨の意見が出さ

れたようであります。経済界、労働界も含め、県の取

り組みが弱かったという指摘に対し、知事はどう思う

か伺います。

　理事会終了後、理事長ほか役員で県に要請がなされ

たようですが、こういう要請は異例であり、県の雇用

に関する事業や予算の確保がなされなかったこと及び

雇用開発推進機構にかわる新しい組織が全く見えてい

ない不安からだと推測されます。ここ数年の県の雇用

に関する事業予算がどうなっているか示していただき
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たい。あわせて新組織の設置についての進瀧状況はど

うなっているか伺いたい。

　３点目、県立高校編成整備実施計画について。

　11月１日に公表した県立高校再編整備計画（素案）

は、県内各地で波紋を広げております。９月に策定さ

れた編成整備計画の基本方針に高校が地域文化の拠点

であり、高校の存在が地域の活力を引き出しているこ

とを踏まえて、地域と連携を図りながら特色づくりの

必要性をうたっているにもかかわらず、それに逆行し

ている素案と言わざるを得ない。地域の努力、頑張り

を全く評価していないもので、地域を無視した拙速な

素案である。

　茨、懇話会は、どのような視点で審議しているの

か。

　芋、なぜ今の時期に素案を発表し、その内容につい

ても配慮に欠けるものだ。それぞれの地域で波紋を広

げているが、県の真意を聞きたい。

　鰯点目、県は北部地域から他地域への生徒の流出が

多いと言っているが、何が原因か。

　允、現在の状態を打開するために、県はどのような

支援策を講じてきたのか伺う。

　印、県は「県土の均衡ある発展」を掲げるが、今回

の素案は教育の格差を生む可能性が懸念される。その

見解を求めます。

　４点目、墓地行政について。

　沖縄県における墓地の問題は多岐にわたり、復帰以

前より県民の生活に表面化しないものとして横たわっ

ています。墓地埋葬法が県民に周知徹底されず、法に

基づいた申請手続がなされていない墓が多数を占めて

おり、いわゆる無許可墓が乱立している状況だ。平成

24年度から許可の権限を市町村に移譲することが決ま

り、今後の市町村の対応が気になるところでありま

す。

　茨、墓地は、原則個人では所有できない。沖縄県が

これまで個人墓を容認してきたとの内容の容認の定義

を示してほしい。

　芋、現在既にある無届け無許可墓に対する県の今後

の対応を伺う。

　鰯、公務員の人事異動をかんがみたとき、墓の性質

上、永続的に墓地の啓発、相談等の活動を行う機関が

必要であると思いますが、県の考え方を伺います。

　允点目、沖縄県民に対し墓地埋葬法の広報を行う必

要は大きいが、県の対応を伺う。

　５点目、農業振興について。

　本県の農業については、農家離れ、若者離れが顕著

であり、さらにＴＰＰがこれに追い打ちをかけ深刻な

状況にあります。

　一方、若者を中心とした農業生産法人が各地で旗上

げをし、相応の効果を上げつつある。この農業生産法

人に対して県も支援し、育成・活用することが遊休地

の回復を初め農業生産の向上につながり、ひいては雇

用の拡大につながるものだと考えます。

　そこで伺います。

　茨点目、農業生産法人の育成について。

　ア、農業生産法人に対する県の支援策について伺い

ます。

　イ、今後の県の取り組みと、ＪＡの活用をどのよう

に考えるか伺います。

　芋、新規就農者の育成について。

　ア、支援体制と現状について伺う。

　イ、６月11日の紙面によりますと、県は、平成34年

までに3000人の専業農家を育成するために100億円の

「沖縄県農業担い手育成基金」の創設を新たな沖縄振

興計画に盛り込むよう国に求めたとのことだが、これ

については有効な振興策として大変評価するものであ

ります。したがって、この振興策について、これを打

ち上げ花火に終わらすことなく着実に実行してもらい

たい。国との折衝を含めた予算確保の進瀧状況と知事

の決意を伺いたい。

　６点目、２機目のドクターヘリの導入について。

　搬送症例ごとの検証を行い、地理的条件を踏まえて

検討するとのことだが、２機目配置に対する考え方を

伺います。

　７点目、我が会派の代表質問との関連についてでご

ざいますが、玉城満議員の質問で不発弾処理問題に関

するもので、公共用地は義務化するが、境界線の民間

地域は義務化が難しいとの答弁に矛盾を感じます。民

間地域を義務化しないと不発弾処理の促進にはつなが

りません。水平探査だけでも原則義務化すべきと思う

が、検討の余地はないか伺います。

　それと基地問題についての中でコミッションの高騰

にかかわるもので、近年、人権を無視する不当解雇等

の問題が発生し、基地従業員の権利が損なわれている

ようであります。米軍の言いなりになっている状況

で、公平公正な基地従業員の権利を守る防衛局の力が

弱いのではないかと言われております。また、2001年

ごろまでは沖縄県も大きく基地従業員の権利にかか

わってきておりましたが、近年はそれが見えなくなっ

ております。その件について伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平良昭一議員の御質問に答
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弁をいたします。

　まず第１に、雇用対策に係る御質問の中で、失業率

の本土並みが達成できていない原因いかんという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、雇用情勢の全国並みの改善を目指し、

「みんなでグッジョブ運動」をエンジンとして全力で

取り組んでいるところであります。しかしながら、平

成19年以降、世界的な景気後退等により我が国の雇用

情勢を取り巻く環境は厳しく、これが沖縄県の雇用情

勢にも大きく影響しているものと考えられます。この

ような中、平成22年の全国の完全失業率は、平成18年

の4.1％から5.1％へと悪化し、同じく就業者数は約

126万人減少いたしております。それに対しまして、

沖縄県の完全失業率は7.7％から7.6％へと若干改善

し、就業者数は２万5000人増加いたしております。ま

た、ことしの10月の完全失業率は6.2％となってお

り、全国との差は1.7ポイントまで縮小いたしており

ます。

　沖縄県としましては、今後とも「みんなでグッジョ

ブ運動」を県民運動として強力に展開し、雇用情勢の

全国並み改善に向けて全力で取り組んでまいる所存で

ございます。

　次に、農業に係る御質問の中で、新規就農者の支援

体制と現状についてという御質問にお答えいたしま

す。

　新規就農者は、平成12年から平成17年まではおおよ

そ100名前後で推移いたしておりました。これが平成

18年からは250名前後で推移いたしております。

　沖縄県では、新規就農希望者等多様な担い手の育成

確保を図るために、市町村、農業団体、そして農家代

表等で構成いたします「沖縄県農でグッジョブ推進会

議」を開催をし、担い手の総合的な対策を講じている

ところでございます。具体的には、第１に、新規就農

相談センターでの就農相談、第２に、農業大学校にお

ける実践的な研修教育、第３に、就農希望者を対象と

しましたサポート講座、第４に、耕作放棄地の再生利

用によります農地の確保やハウスの整備、第５に、農

業研修に必要な経費の貸し付け、そして助成措置など

の確保に取り組んでいるところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事及び部局長

等から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　復帰40周年記念事業につ

いての御質問の中で、復帰40周年記念事業の開催につ

いてお答えいたします。

　沖縄県は、来年平成24年に復帰40周年を迎えます。

この大きな節目を契機として、県民一人一人がよりゆ

とりと豊かさを実感できる自信と誇りの持てる沖縄の

創造に向かっていくスタートとなるよう復帰40周年記

念事業を実施することとしております。現在、「記念

式典の開催」、「県民愛唱歌の制定」、「全国豊かな

海づくり大会の開催」など18事業を復帰40周年記念事

業として位置づけし、各担当部局において事業実施に

向けた取り組みを進めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　雇用対策についての

中で、失業率の本土並みが達成できていない原因の分

析及び雇用創出の目標設定についてお答えいたしま

す。２の芋と２の鰯は関連いたしますので一括してお

答えいたします。

　沖縄県の雇用情勢が全国に比べて厳しい要因としま

しては、労働力調査などの雇用統計等の分析から、若

年層の失業率の高さ、新規学卒就職者の離職率の高

さ、新規学卒者の内定率の低さ、企業の廃業率の高

さ、製造業の割合の低さなどさまざまな状況が重なっ

ているものと考えております。これらの数値は、依然

として全国より厳しい状況にあり、雇用情勢の全国並

み改善を図るためには、これらの改善に向けて県内企

業の活性化や企業誘致など、各種施策をより一層展開

していくことが必要であります。

　沖縄県としては、ことし３月に沖縄雇用関係調査研

究事業において雇用関係の課題分析等について整理し

たところであり、今後はこれに基づきより効果的な雇

用対策を図ってまいりたいと考えております。

　同じく雇用対策についての中で、財団法人雇用開発

推進機構の解散と県の考えについてお答えいたしま

す。

　財団法人雇用開発推進機構は平成９年に設立され、

取り崩し型基金約18億円等を活用した雇用促進、人材

育成に関するさまざまな事業を実施し、これまでに約

１万2000人の雇用を創出しております。しかしなが

ら、包括外部監査や「県民視点による事業棚卸し」等

で同機構の基金残高が減少していること、正職員がす

べて県派遣であること、実施する事業の民間代替性が

高いことなどの指摘から、県の人的・財政的関与の見

直しが強く求められてきました。

　沖縄県としては、雇用対策は県の重要な課題である

ことから、機構にかわる公・労・使が一体となった新

たな体制として「沖縄県雇用対策推進協議会（仮
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称）」の設立に向け、労働局、経営者協会、連合沖縄

等の労働団体と調整を進めているところであります。

　続きまして、同じく雇用対策の中の、新たな組織の

進瀧状況とここ数年の県の雇用に関する事業予算の推

移についてお答えいたします。

　「沖縄県雇用対策推進協議会（仮称）」の設置に当

たっては、平成23年６月に労働局、経営者協会、連合

沖縄を構成員とする検討委員会を設置し、年度内の協

議会設立に向け調整をしているところであります。

　また、沖縄県の雇用に関する予算については、平成

19年度決算で約17億4100万円に対し、平成22年度決算

では約126億1800万円となっております。

　続きまして、我が会派の代表質問との関連の中で、

基地従業員の権利についてお答えいたします。

　基地従業員の労務管理に関する業務については、か

つては国から機関委任事務として県が委託を受けて実

施しておりましたが、平成14年からは独立行政法人駐

留軍等労働者労務管理機構に業務が移管しておりま

す。

　県としましては、基地従業員の不当解雇等の問題に

ついては、一義的には雇用主である国において適切に

対応がなされるものと考えておりますが、沖縄県とし

ても、県内における労働問題については、関係機関と

連携して情報収集に努め適切に対応をしてまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　県立高校編成整備実施計画

についての御質問で、懇話会についてお答えいたしま

す。

　高等学校は生徒の多様な変化やニーズを考慮し、時

代の変化に対応し得る教育の方法を研究しながら、よ

り一層魅力と活力ある学校づくりを推進していく必要

があると考えております

　「県立高等学校編成整備に関する懇話会」は、中高

校長会代表者、保護者代表者（ＰＴＡ）、市町村の教

育委員会代表者、経済界代表者、学識経験者など計８

名で構成されており、各界から幅広い意見をいただい

ているところであります。

　次に、編成整備実施計画についてお答えいたしま

す。

　編成整備実施計画につきましては、社会の変化や入

学者の状況等を総合的に判断し素案を策定しておりま

す。学校の再編等につきましては、県民や地域及び保

護者等の理解を得ることが最も重要であり、今後とも

引き続き地域での説明会や学校関係者等と十分に調整

を図りながら、編成整備計画の策定をしてまいりま

す。

　次に、他地区への生徒の流出についてお答えいたし

ます。

　北部地域から中南部の県立高等学校に進学した生徒

数は、年平均210名程度となっております。その要因

としましては、生徒が自己の能力・適性、興味・関

心、進路希望等に応じて高校を幅広く選択するように

なった結果だと認識をしております。

　次に、北部地区への支援についてお答えいたしま

す。

　北部地区の県立高等学校につきましては、地域の特

性を生かした特色ある学科の設置や教育環境の整備に

加え魅力ある学校づくり推進のため、研究校の指定や

教員の配置など学校が活性化するよう支援を手厚く

行っております。

　次に、教育の格差についてお答えいたします。

　高等学校教育において、生徒はさまざまな考えを

持った他者との出会いにより自我を確立する大切な時

期であり、そのためには適正な学校規模が必要である

と考えます。学校の再編統合により多様で弾力的な教

育課程の編成が可能になることで、生徒一人一人の教

育は確保されると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　墓地行政についての

御質問の中で、個人墓地の容認の定義についてお答え

いたします。

　墓地を経営しようとする場合は、「墓地、埋葬等に

関する法律」に基づき、県知事または権限移譲を受け

た市町村長の許可が必要とされております。その際、

墓地の経営主体につきましては、永続性の観点から原

則として市町村とし、これによりがたい事情がある場

合においても宗教法人等であることとなっておりま

す。

　本県におきましては、明治のころから墓地の個人所

有を認めてきた経緯があること、受け皿の公営墓地が

少ない事情、墓地所有に関する強い県民感情など墓地

環境を取り巻く状況が他府県と大きく違うことから、

やむを得ず個人墓地の許可を認めております。

　次に、無許可墓地に対する対応についてお答えいた

します。

　現在ある無許可墓地につきましては、所有者の特定

が難しく、また公序良俗の観点から墳墓の撤去ができ
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ないことなどから対応が困難と考えております

　県としましては、無許可墓地を防ぐ観点から、「沖

縄県墓地公園整備基本指針」に基づき、「墓地、埋葬

等に関する法律」の普及啓発や住民の墓地需要にこた

えるための受け皿である公営墓地の整備について、市

町村に対し整備するよう指導助言を行っております。

　次に、墓地の相談等を行う機関についてお答えいた

します。

　県民等からの墓地の相談等につきましては、県民と

身近な市町村や保健所において実施しております。

　県としましては、今後とも市町村への権限移譲を進

めるとともに、市町村とも連携しながら保健所等にお

ける相談業務を含めた墓地行政の推進を図っていきた

いと考えております。

　次に、墓地埋葬法の広報についてお答えいたしま

す。

　「墓地、埋葬等に関する法律」の広報につきまして

は、これまで県のホームページや市町村の窓口におい

て行ってきております。今後、法改正によって平成24

年４月から墓地等の経営許可などが知事よりすべての

市長へ権限が移譲されることから、こうした時期をと

らえ広報啓発に力を入れていきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業についての中

で、農業生産法人の育成支援とＪＡの活用についてお

答えします。５の茨のアと５の茨のイは関連いたしま

すので一括してお答えします。

　農業生産法人の育成は、農業を振興する上で極めて

重要であります。このため、県といたしましては、農

業機械の導入やハウス等の施設整備、低利な制度資金

の融資、農地の利用集積による規模拡大、経営診断の

実施などの支援を行っております。また、ＪＡや関係

機関と連携し、農作業の受委託や農産物販売等の強化

を図るとともに、今後とも他産業並みの所得が得られ

る認定農業者を目指した農業生産法人の育成に努めて

まいります。

　次に、「沖縄県農業担い手育成基金」の予算確保に

ついてお答えします。

　農業の担い手育成を強化するためには、農業経営に

必要な技術・農地・資金を効果的に支援する必要があ

ります。このため、県では、就農相談から就農定着ま

での一貫した支援システムを構築し、農業担い手の育

成確保及び雇用の創出を図ることを目的に、「沖縄県

農業担い手育成基金制度」の創設を国へ要望している

ところでございます。現在、国において要望の内容を

踏まえ概算要求をしていると聞いております。引き続

き所要の予算が確保できるよう要望してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　ドクターヘリ２機目

配置についてお答えいたします。

　県では、去る11月21日に第２回目の沖縄県救急医療

協議会を開催し、ドクターヘリの２機目導入等急患空

輸搬送体制の充実について検討を行ったところであり

ます。今回の協議会においては、搬送症例ごとの状況

と本島周辺離島及び宮古、石垣島周辺離島の診療所医

師へのアンケート調査結果を中心に議論を進めたとこ

ろであります。次回の協議会においては、これまでの

委員意見を踏まえて今後の方向性を整理していきたい

と考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　我が会派の代表質問と

の関連について、民間工事における水平探査の義務化

についてお答えいたします。

　公共工事における磁気探査につきましては、国・

県・市町村等で構成する沖縄不発弾等対策協議会にお

いて、過去の探査実績等につき事前調査を必ず行い、

この結果に応じ磁気探査を実施することが決定されて

おります。

　一方、民間工事における磁気探査の実施につきまし

ては、各事業者の判断にゆだねられているのが現状で

ございます。

　県におきましては、民間工事の磁気探査を促進する

ため、現在も広域探査発掘加速化事業において実施し

ているところであり、さらなる促進のため、新たな沖

縄振興に係る国への制度要望として、民間が行う開発

等における磁気探査費用の全額国庫負担制度の創設を

要望しているところであり、国においてもこれに対応

した次年度の概算要求がなされているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　まず１点目、復帰40周年記念事業に

ついてでありますけれども、18事業を計画されている

ということであります。今知事にもお渡ししたんです

けれども、実は国境の島と言われている地域、与論町
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から復帰記念事業への提言があるんですよ、一緒に取

り組んではどうかということで。いわゆる昭和32年か

ら48年まで行われた北緯27度線上の海上集会と復帰祈

願のかがり火をともしたいということなんですよ。４

月28日（４・28）は沖縄・奄美諸島にとっては歴史的

な屈辱の日でありますので、同じ悩みを抱えてきたと

いう兄弟島として、ぜひ一緒に協力したいという要望

があるんです。平和学習につながる意味でも大きな問

題だと思いますけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　中身を検討させていただき

まして、40周年事業として取り組むかどうか前向きに

検討していきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　与論に行ったときにこの話が出て、

私たちは、21年間自分たちの島から祖国であるけれど

も一緒になれないという、祖国復帰を助けていきたい

ということで、これまでの長年のつながりがあるわけ

ですよ。実際、復帰運動を支えてくれたのは与論の

方々でありました。そういう方々からの親切な提言で

ありますので、ぜひ一緒になって取り組んでもらいた

いと思いますけれども、いかがでしょうか。もう一度

お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　先ほど言われましたけれど

も、かがり火をたいてという27度線のこういった行事

といいますか、イベントが大変我々も印象に残ってお

りまして、ある意味で一つの沖縄の復帰実現への大き

なもめた部分だったということもあるかと思いますの

で、検討させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　ぜひ参考にして、協力してもらいた

いと思います。

　続きまして、雇用対策についてでありますけれど

も、企業誘致について、最近、稲嶺県政時と比べ、こ

このところ頭打ちになっているというようなことが言

われていますけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　頭打ちということで

はございません。例えば、特別自由貿易地域において

も現在全体で約30社、当時十四、五社ぐらいだったと

私の頭の中で記憶しておりますけれども、そういった

情報産業もたしか大型のコールセンターがぼんと来る

という、一時期割と大型のものがありましたが、最近

は――新たな立地も結構ありますけれども――むしろ

人員をふやしていく、沖縄に来たコールセンターが業

務をふやして雇用者数を拡大していく、こういうケー

スとか、もう一つは、たしかきょうの新聞にも載って

いたＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウトソーシン

グ）という、例えばソニーの系列会社の内部事務を全

部沖縄で行う方法であるとか、こういう取り組みもか

なり進んできているし、それから震災以降、データセ

ンターがかなり沖縄にサーバーを移しております。そ

ういうことで、決して企業誘致が中断しているという

ことではなくて、質的な強化等も行われているものと

私は認識しております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　単刀直入に申し上げますと、労働界

あたりからの声を聞きますと、いわゆる企業誘致の要

請の回数が少ないんじゃないかということを言われて

いるんですよ。その辺どうでしょうかね。

○商工労働部長（平良敏昭君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時11分休憩

　　　午後３時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　企業誘致セミナー等

でも知事あるいは副知事を先頭にいろいろ動いていた

だいているし、あるいは海外、中国等においても絶え

ずそういう動きをしておりますので、決して企業に対

する取り組みが弱いということではなく、むしろかな

り浸透して東京事務所内企業誘致対策監とか、大阪事

務所でも同様にやっておりまして、あるいは海外事務

所とも連携して年に何回か集まって意見交換したりも

しております。決して取り組みが弱くなっているとい

うことではなくて、むしろ内容的にはいろいろ進化し

ているのではないかと。今後とも取り組みを強化して

いきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　びっくりしたんですけれども、11月

１日に雇用開発推進機構が解散ということで、答弁の

中ではそれにかわる新しい組織ができ上がるという話

でありましたけれども、この新組織は、いわゆる県だ

けではなくて経済界そして労働界、労働局、市町村と

の連携はとっているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　経済界はもちろんそ

のメンバーの中に入っておりますし、市町村等とも当

然連携していくことですので、今後、雇用開発推進機

構は解散ということになりますが、また新たな仕組み

で雇用対策を強化してまいりたいと考えております。
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○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これはいつ立ち上げるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　今のところ年度内を

目標にしております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　年度内というと、23年度の年度内で

すよね。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　はい、そうです。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは24年度の空間があっては絶対

いけないことでありますので、これは23年度内でぜひ

立ち上げてもらいたいと思います。その点また労働局

とか労働界、経済界、市町村も巻き込んで、ぜひ細か

い声を聞いてもらいたいと思います。

　続きまして、県立高校の編成の件ですけれども、教

育長、これは幾ら素案といっても、来年３月の正式の

決定を待たずに今の時期、中学３年生が今進路を模索

している最中にその素案を発表したかというのが大変

疑問に思います。まるで廃校を決めつけたやり方、そ

ういう発表になってしまったんですよ。在校生、地域

の方々がかなり揺れ動いて、この発表後に進路変更も

あるんです。その辺どうお考えですか、どう責任をと

るつもりですか、聞きたいですね。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今回の素案を策定していく

に当たりましては、これまでも答弁しましたように、

社会の変化あるいは入学者の状況等総合的に判断をい

たしまして素案を策定してまいりました。ただ、その

素案を発表した時期等につきましてはさまざまな御意

見があることも承知をしております。ですから、やは

り一番大事なことは、県民や、あるいは地域、保護者

の理解を得ることが最も重要である事柄でしょうか

ら、そういったことを踏まえながら、今各地域でさま

ざまな説明会をしている状況でございます。

　今議員の御指摘の、現在の中学校３年生につきまし

ては直接影響があるものではございません。いわゆる

24年度からスタートいたします編成整備におきまして

は、中学校の３年生につきましては直接的な影響はな

いことをここでお伝えしておきます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　とんでもない話ですよ。学校がなく

なるという前提のところに受験しますか。これから学

校が存続しないというところに本当に受験しますか。

今のは絶対おかしいですよ。本当に中学３年生のこと

だけ考えて学校編成をするんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　あくまでも素案でございま

す。ですから、さまざまな御意見を拝聴しながら、今

後３月に向けて修正もあり得るわけです。今さまざま

な地区での説明会をしている状況でございますので、

いろんな御意見を賜りながら修正できるところは修正

したいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　編成整備の基本方針の中でも「地域

の核」であるということを皆さんはうたっているわけ

ですよね。そういう面では、地域の頑張りは全く評価

していないんですよ。地域行事に積極的に参加する高

校生、地域と学校のつながりをもっと見てほしい。そ

の辺、本当に机上の計算だけでやっているんじゃない

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、私どもは、いわゆる

小規模校あるいは北部地区等々へのさまざまな手厚い

支援をしております。ちょっと具体的に申し上げます

と、まず北部地区への支援につきましては、スクール

カウンセラーを配置したり、あるいはキャリアサポー

ター、キャリアカウンセラー、ジョブアドバイザー、

ジョブサポーター等々、そういったことをしながら人

的な支援をしてまいりました。と同時に、本部高校に

つきましても教員の加配措置等の配置とか、あるいは

県外へ職員を派遣するとかいろんなことをしていく中

で支援をしてきております。ただ、各高等学校におき

ましては、今まで以上に創意工夫をした魅力ある学校

づくりに一層努めている状況でございますけれども、

いかんせん少子化の傾向とか、あるいは恒常的な定員

割れ、そういったことがある中で今回の素案を策定し

ていったと、そういう状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　小規模校ということの中で今本部高

校という名称が出ましたけれども、逆に聞きたいです

ね。本部高校では、平成14年度から県の施策である連

携型の中高一貫教育を推進してきたわけですよ、町内

５つの中学との連携でありますけれども。メリット・

デメリットのよしあしが出てきた時期だったんです

よ。学校側からの要請もあったはずです、そのデメ

リットについては。それに対しては県議会でも取り上

げてきました。それに対して県の対応は全く見えな

い。この連携型の中高一貫教育の成果を皆さんは検証

しましたか。検証して初めて次のステップに進めるは

ずなんですよ。行いましたか。



－ 297 －

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今回の第５期の編成整備計

画を策定するに当たりましては、これまで復帰から第

１期、第２期、第３期、第４期とございました。その

中で今回一番大きな特徴といいますか、その中で言え

ることは、過去の、特に第４期の編成整備計画をしっ

かりと総括をしたということがございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　では、本部高校から要望が出された

簡便な入試制度に対しての対応はどういうことをやっ

たんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　本部高校の簡便な入試につ

きましては、実は本部地域の中高一貫推進会議が実施

いたしましたアンケートがあります。これによります

と、中学校保護者の４割、つまり38％、そして生徒の

８割、78％が賛成と答えております。その理由ですけ

れども、２つありまして、まず１つ目は、学力以外の

面も重視してくれると、これが１点目でございます。

２点目は、学力検査がないことから、ゆとりを持って

中学生活が送れるということでございます。したがっ

て、慌てないで安心して頑張れるとか、あるいは積極

的に評価をする意見が多数ございました。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　この件に関して地域の意見はどうで

すか、学校の生徒ではなくて。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時22分休憩

　　　午後３時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　平良昭一君。

○平良　昭一君　地域のアンケートはとっていないわ

けですよね。そうであれば、連携型の中高一貫の総括

は行っていないということなんですよ。同じ連携型の

中高一貫の伊良部、久米島、両校とも今回の素案では

廃校と学科廃止の対象になっています。本当に連携型

の中高一貫の総括を行ってこの編成会議に臨んでいる

んですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時23分休憩

　　　午後３時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　確かに議員がおっしゃるよ

うに、総括をしたかという御質問でしょうけれども、

中高一貫教育であるため他地区より中学校や当該教育

委員会等とさまざまな交流が図られてきたと、そう

いった総括はここでしております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　これは総括を行わずに素案をつくっ

ているということで、私は、拙速と言わざるを得ない

と思います。

　そこで、先ほど北部から中南部へ10年間で、平均１

年で210名が流出しているということでしたが、これ

は今帰仁村と本部町の全中学３年生に値するんです

よ。それぐらい大きい数なんですよね。そういう状況

が長年続いていることに対策をしなかったんですか。

２つの町村の中学３年生が流れるというのは異常です

よ。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの御質問は、流出

の対策としての方法はどういったことをしたかという

ことかと思いますが、中高一貫教育を本部高校に導入

したのもその流出を防ごうとする対策の一環でござい

ました。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　総括をしていないからそういうこと

になるわけですよ。その引き金になったのは私立高校

との進学の競争なんですよ。皆さんは、新しい高校を

中南部につくって、またそういう進学コースをどんど

んつくっていったんですよ。それで流れていったのが

一つの原因。その流れていったのが、離島とかこうい

う地域の県立高校がその対象になされているのが非常

に残念でたまらない。教育庁みずから行った学区制の

撤廃がそれになっているんじゃないですか、いかがで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時25分休憩

　　　午後３時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　いわゆる学区制の拡大を導

入したのが平成17年でしたけれども、この学区制につ

きましては、地域や生徒、あるいは保護者等から強い

要望があったわけですね。そういう中で、私どもは当

時のいわゆる学区制を小学区制に戻したということが

ございます。ですから、現段階ではそういった学区制

の見直しの要望等ございませんので、現在の学区制は

機能しているということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　実際210人が流れるわけですよね。

これを埋め合わせするのが県教育庁の政策じゃないで
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すか。今のような状況に置かれてきたというのは、学

区制がしかれてからすぐあらわれてきた現象ですよ。

それを見てずっと黙ってきた。それに対応することは

何らしなかった。それは大きな責任だと思いますけれ

ども、どう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時27分休憩

　　　午後３時28分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほど平成17年度に学区制

拡大が導入されたという言い方をしました。確かにこ

の拡大の大きな理由といたしましては、やはり生徒が

自己の能力とか適性、そして興味・関心、それから進

路希望に応じてしっかりとした目的意識を持って自分

の高校を選択できるだろうと、そういった大きな視点

からこの学区制の拡大を導入したということでござい

ます。

　ですから、この本部高校に限って申し上げますと、

この学区制を拡大した平成17年度以降、他地区からの

生徒の合格者数に大幅な伸びが見られておりません。

これも本部高校が魅力ある学校づくりに努めながら、

学校側と生徒側のニーズといいますか、そういったこ

とで合致した結果でありまして、本部高校のいわゆる

魅力ある学校づくりの成果であるととらえておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　私が言っているのは北部全体の話を

しているわけですよ。北部全体からこれだけの生徒が

流れるということを、これまでずっと何もしないでき

たわけですよ。今言うように生徒の希望、選択肢を広

げる、それはいいことですよ。であれば、そういう魅

力のある学部、コースをぜひ北部につくるべきだった

んですよ。その点どうですか、そのままずっと対策も

しないでこれまでやってきたことに対して。私はおか

しいと思いますよ。県土の均衡ある発展でしょう、教

育はまさしく最初の原点ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時30分休憩

　　　午後３時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○教育長（大城　浩君）　今回の県立高等学校の編成

整備計画の大きなねらいといいますか、これを申し上

げることが今の御質問の回答になるでしょうからお答

えいたします。

　まず、辺土名高校と本部高校の過小規模が大変進行

しているんですね。そういったことを何とか解決した

いということがまず１点目でございました。２点目

は、本部高校のこの連携型中高一貫教育の中での課題

がございます。つまり本部高校に中高一貫としている

該当校が５中学校ございますけれども、そちらから本

部高校に来る生徒数がいわゆる減少している課題がご

ざいます。３点目は、北山高校理数科の恒常的な入試

定員が割れてきていると。４点目に、北部地区から他

地区へ生徒がかなり流出していると。こういった大き

な課題を何とか克服したいと、そういった思いで今回

は素案を策定した状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　この編成整備の基本事項の概要の中

で、いわゆる募集停止の条項がありますね。「１学級

以上の定員の過半数割れが２年連続して生じた場合

は、３年目からその学級を減じる」と。これの法的な

根拠は何ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今議員がおっしゃっている

法的な根拠は特にございません。ただ、適正規模とい

う視点から本会議でも答弁しているように、さまざま

な理由があって適正規模というのは設定されておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　こういう場合は、地域の実情を十分

配慮をするということなんですよ。皆さんは本当に地

域のことを見てきましたかということが私は疑問でた

まらない。特に、今回の件は素案を見て県の姿勢がよ

くあらわれています。伊良部高校、橋がかかったら統

合する。逆じゃないですか。橋がかかるから学校が維

持するための努力をすべきなんですよ。皆さんは政策

を与えるべきなんですよ。何のために橋をかけるんで

すか。皆さん方の素案は全く反していますよ。いかが

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　伊良部地区での架橋は、た

しか平成26年と聞いております。そういう現状の中

で、実は伊良部島の中学校卒業者の減少が大変著しい

ものがあります。つまり、平成31年度の入学者が29人

と推測されております。ですから、今後の生徒増もな

かなか見込めないと、そういったことで、今素案では

伊良部高校を廃校といたしまして宮古高校に統合する

と。

　また、今申し上げましたように、平成26年には伊良

部大橋が開通するということがありますので、さらな

る人口の減少も見込まれると、そういったことでの
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我々の推計でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　もうかみ合わないですね。橋がかか

るからチャンスが来るんですよ、高校は。伊良部高校

は、本当に地域が支えている学校であって、全国的な

活躍もしていますよ。そういうところを中心にして人

を集めるという施策をつくるのが県教育庁の仕事じゃ

ないですか。これは大変ですよ。

　北山も理数科を名護に移す。北山も当然衰退します

よ。本部と統合してもすべて名護に行きます。逆なん

ですよ。皆さんは一極集中させるための政策でしかな

い。財政負担の軽減策で素案をつくられたら困る。い

かがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　我々は今回の素案を策定す

る際には、やはり社会の変化そして入学者の状況等を

総合的に判断をいたしまして素案を策定いたしまし

た。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　総合的に判断する前に、もうちょっ

と細かい一つの学校学校の特色を見てください。県立

高校だって、地域が盛り上げて特色を出そうと努力し

ているんですよ。皆さんは、素案だけど、それをマス

コミに発表して廃校だ、分校だということを先に走ら

せてしまった。これは大変な失態だと思いますよ、教

育長。

　そして、さっきの発言。伊良部に橋がかかる、それ

でも人口は減る。つくる必要ないんじゃないですか、

土建部長。本当にそう思いますよ。今のは大変な発言

ですよ、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時37分休憩

　　　午後３時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほどの答弁を訂正いたし

ます。私は、平成26年に伊良部大橋が開通するため人

口の減少が見込まれると、そういった言い方をいたし

ましたけれども、今事務方に聞きましたら、そうでは

ないということでございますので、訂正しておわびい

たします。

○平良　昭一君　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時38分休憩

　　　午後３時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私どもが持っているデータ

の伊良部高校の入学者の推移をちょっと申し上げます

と、いわゆる伊良部島の少子化の進行の中で、島外へ

の中学卒業者の流出が大変大きいものがあります。そ

うしますと、やはり少子化という大きな流れがありま

すので、今後の学校単独存続は厳しいということであ

ります。そういう中で今回の素案が策定されてまいり

ました。

　今回の伊良部高校につきましては、私ども、この編

成整備計画は前期と中期、後期に分けて10年スパンで

考えていますけれども、やはりこの26年の架橋により

ます影響を見るために、今回の伊良部高校の廃校につ

きましては後期計画に位置づけをしております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　総括ですけれども、知事、いろんな

離島に橋をかけてきました。その中で農業の発展、産

業の発展、地域の発展のために橋をかけるわけですよ

ね。教育長の話を聞くと、今のような状況の中では学

校は維持できなくなると、そういうことをいとも簡単

に言ってしまうんですよ。本当にそれでいいんですか

ね、橋をかけることに関して。一つの効果も生まれな

いようなものに対して、あんなに莫大な金をかけても

いいんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時40分休憩

　　　午後３時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今私も議員の議論を聞かせ

ていただいて、なるほどとも思ったんですが、基本的

には地域振興、そしてその島の振興、社会経済面での

振興ということを大体目標にして橋をかけたりするわ

けではあります。ただし、人口減少現象というのはま

た別の要素もあって、その地域が発展していけばベー

シックには人口増にもつながっていくだろうという予

感はしますけれども、具体的な地域での具体的な人口

の増減についてはまた別の要因があるのではないかと

も考えます。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　いろいろ申し上げましたけれども、

これはもうちょっと中身を熟知して、もっと議論しな

がらやらぬといけないと思います。３月までの決定で

パブリックコメントをやると言っていますけれども、

こんな短期間では無理だと思います。これをはっきり

申し上げまして、今回の再編計画は根本から見直すべ
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きであるというふうに私は思いますけれども、いかが

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今の素案につきましては、

県民や地域及び保護者等の理解を得ることが最も重要

でございます。ですから、今後とも引き続き地域での

説明会、学校関係者等と十分な疎通を図りながら策定

をしてまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　平良昭一君。

○平良　昭一君　最後に、墓地行政についてです。

　墓地の乱立はもう明らかです。墓地埋葬法の一定期

間の継続的な広報、これはどうしても必要です。地上

デジタル放送に移るときにやられたぐらい徹底してや

らぬといけない。なぜかというと、24年度から市町村

に移管されるわけですから、それはただ移管されるだ

けではいけない。県は責任を持たぬといけない立場の

中から、広報に関してはかなり力を入れていかぬとい

けないと思いますけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　先ほども少し述べま

したけれども、来年４月からすべての市に権限移譲さ

れます。まさにいい時期ですので、議員がおっしゃる

ように、広報にはしっかり取り組んでいきたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時43分休憩

　　　午後４時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　佐喜真　淳君。

　　　〔佐喜真　淳君登壇〕

○佐喜真　淳君　皆さん、こんにちは。

　自民党の佐喜真淳でございます。

　いよいよこれからは与党の一般質問に入ります。た

だ執行部におかれましては緊張感を持って御答弁のほ

どをよろしくお願い申し上げます。

　早速でございますけれども、通告に従って一般質問

を進めさせていただきます。

　まず１、知事の政治姿勢について。

　茨は取り下げます。

　芋、昨年９月の尖閣諸島沖での中国漁船衝突事故以

来、領土領海を守る法整備をすべきであると国民運動

が全国で展開されました。その結果、去る11月21日、

東京で開催された「尖閣諸島を守る全国国民集会」に

おいて212万人の署名が政府及び参加した民主、自民、

公明、みんなの党、国民新党、たちあがれ日本の６政

党に届けられました。当日は、政府代表として国土交

通副大臣松村議員があいさつをされました。政府も前

向きに改正に向けて取り組むことを明言されました。

　そこでお伺いいたします。

　国境離島の我が尖閣列島のためにも法整備を国に対

して求めるべきと思うが、知事の見解をお伺いいたし

ます。

　鰯、日中両政府は海上トラブル回避に向けた新会議

「対話プラットフォーム（仮称）」の創設を検討して

いるという報道がございました。その新会議のもとに

小委員会のような枠組みを設け、2003年を最後に中断

している日中境界策定に関する協議を12月中旬をめど

に再開するとの報道がございますが、知事の見解をお

伺いいたします。

　次に２、駐留軍用地返還跡地利用推進法（仮称）の

制定についてお伺いいたします。

　茨、軍転特措法と沖振法を一元化し、跡地利用の促

進のための新たな法律の制定が県の要望であるが、県

の要望どおり政府との調整は進んでいるのか現状をお

伺いいたします。

　芋、新法の制定に向けての各政党の取り組み状況は

どうかお伺いいたします。

　鰯、沖縄県軍用地等地主会連合会が求めている賃貸

料査定方法等の見直しと予算措置の実現見通しと県の

今日までの取り組みをお伺いいたします。

　３、サイバー攻撃・情報保全対策についてお伺いい

たします。

　茨、衆議院や参議院、政府機関をねらったサイバー

攻撃が明らかになりましたが、県と県警はどのような

対策をなされたのか。さらに、今後懸念されることは

何かお伺いいたします。

　芋、サイバー攻撃に対する十分な対策を政府に要請

すべきと考えるが、県の見解をお伺いいたします。

　鰯、県内のサイバー犯罪の推移と取り組み状況をお

伺いいたします。

　４、福祉行政について。

　茨、障害者権利条例制定の取り組み状況について御

説明お願いいたします。

　芋、沖縄県がん対策基本条例制定に向けての取り組

み状況と沖縄県に特化（特徴）した条項をどのように

盛り込んでいかれるのか、県の考えをお伺いいたしま

す。

　鰯、がん対策基本条例を制定するに当たり、沖縄県

がん対策推進計画（平成24年度まで)との整合性と第

２次推進計画策定にどのように反映する予定なのかお

伺いいたします。
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　允、多くの市町村より離島におけるがん患者支援対

策推進を求める要請があるが、県の方針はどうかお伺

いいたします。

　印、がん患者の「身体的・精神的・社会的な痛み」

の解消のための充実した条項を設ける必要があると思

うが、県はどのように考えているのかお伺いいたしま

す。

　５、新たな沖縄振興策（計画）と税制措置について

お伺いいたします。

　茨、内閣府沖縄担当部局は、沖縄の「自立型経済の

さらなる発展につながる産業の育成を図るため、ヒト

（観光）、モノ（物流・産業）、カネ（金融）、情報

（ＩＴ）の４分野に関連した地域制度を抜本的に拡

充。」する方針が示されましたが、県の要望どおりの

内容になっているのか、各制度の具体的な概要につい

て御説明をお願い申し上げます。

　芋、それらの振興策実現のための取り組み状況と今

後の課題はどのようなものがあるのか、御説明のほど

お願い申し上げます。

　鰯、去る11月25日に経済団体会議が県に対して、沖

縄振興開発金融公庫の存続に向けての支援の要請をい

たしましたが、県は沖縄振興開発金融公庫の存続を国

に対して求めておりますが、政府の対応はどのような

ものがあるのかお伺いいたします。

　６、平成21年にスタートしたＡＮＡ「国際貨物ハブ

事業」の実績と課題についてお伺いいたします。

　７、平成22年に「カボタージュ規制」が一部緩和さ

れたことによる沖縄県への経済効果と今後の見通しに

ついてお伺いいたします。

　８、祖国復帰40周年事業の取り組み状況についてお

伺いいたします。

　茨、記念式典の内容についてお伺いいたします。

　芋、復帰実現に御尽力された先人の方々の功績や時

代背景などを学校現場で教えるべきと考えるが、教育

長と知事の見解をお伺いいたします。

　鰯、40年の歴史の節目の年に沖縄県が中心となって

各界各層に呼びかけ、意義のある行事等をすべきと考

えるが、知事の見解と取り組み状況をお伺いいたしま

す。

　９、スポーツアイランド沖縄プロジェクトについて

であります。

　茨、取り組み状況と実績推移（人数、経済的効果）

をお伺いいたします。

　芋、スポーツアイランド沖縄構築に向けてのハード

面、ソフト面の整備の取り組み状況をお伺いいたしま

す。

　鰯、マリンスポーツ等の大会開催の推移と今後の取

り組み方針をお伺いいたします。

　允、平成24年度国民体育大会・第32回九州ブロック

大会の取り組み状況と経済効果はどのようになってい

るのかお伺いいたします。

　10、我が党の代表質問との関連について。

　辻野ヒロ子議員の代表質問の教育環境の整備につい

ての中で、八重山地区の教科書選定問題の関連につい

て御質問をいたします。

　11月30日の琉球新報の新聞報道によると、県の教育

委員会が八重山３教育委員会へ東京書籍を採択した９

月８日の全員協議に基づき、教科書の必要冊数を報告

するよう求める文書を送付したと報道されましたが、

教育委員会はそのような文書を送付したのか、記事の

内容は事実なのか、もし事実でないのであれば修正を

求めるべきと思うが、見解をお願いいたします。

　あとは答弁によって再質問を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　佐喜真淳議員の御質問にお

答えいたします。

　まず第１に、駐留軍用地返還跡地利用推進の法律に

関係して、各政党の取り組み状況についての御質問に

お答えいたします。

　新たな跡地利用法につきましては、多くの政党か

ら、沖縄県の要望に沿った形での立法の必要性につい

て御提言等をいただいております。その中におきまし

ても、自由民主党の案は去る11月13日に、「沖縄にお

ける駐留軍用地の有効かつ適切な利用の推進に関する

特別措置法案（仮称）」を公表されておられます。自

民党案につきましては、国の責任を踏まえた跡地利用

の推進を基本理念に盛り込んだこと、そして給付金の

支給を土地の使用収益の開始までとしていただいたこ

と、さらには国等に土地を譲渡した場合の譲渡所得の

特別控除を5000万円としたこと、また跡地への都市公

園や義務教育施設の整備に要する経費につきまして、

財政措置上の特例を設けていただいたことなどなど、

県の要望を取り込んでいただいた大変心強い案になっ

ております。

　県といたしましては、今後の各政党の積極的な取り

組みによりまして、沖縄県が求めております駐留軍用

地跡地利用推進法の制定が実現することを期待いたし

ているところでございます。

　次に、祖国復帰40周年事業の取り組み状況について

の御質問の中で、復帰に尽力された方々を学校で教え

ることについてという御趣旨の御質問にお答えいたし
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ます。

　郷土の先人に学び、自信と誇りを持ち、そして多様

な能力を有し、時代を切り開き、世界で活躍する人材

を育成することは極めて重要であると考えます。祖国

復帰40周年の節目に、復帰の実現に御尽力された方々

の御功績や時代背景などを学校で教えることは、大変

意義深いものであると考えます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、国境離島に対する法整備について

お答えいたします。

　御質問の国境離島に対する法整備については、報道

により承知しておりますが、県としましては、本圏域

を含む国境離島の保全は国家的役割を担う重要な課題

であると認識しており、この問題については、今後、

政府内において十分議論される必要があると考えてお

ります。

　なお、去る10月27日の参議院国土交通委員会におい

て、松原国土交通副大臣は、「海上保安庁では、本年

８月に発表した海上警察権のあり方についての中間取

りまとめに基づき、海上保安庁の執行権限等の充実強

化のため、次期通常国会への法案提出を念頭に現在作

業を進めているところであります。」と発言してお

り、県としましては、今後の動向を注視してまいりた

いと考えております。

　次に、駐留軍用地返還跡地利用推進法（仮称）の制

定についての御質問の中で、沖縄県軍用地等地主会連

合会の要請についてお答えいたします。

　沖縄県軍用地等地主会連合会いわゆる土地連は、契

約更新時の軍用地の賃貸料をめぐって、算定方法の見

直しと1782億円の予算措置を国に要請しているところ

でありますが、防衛省は、平成24年度予算の概算要求

において沖縄関係の土地の借料について、従来の算定

方法により約927億円を計上しており、土地連の要請

とは開きがあるものとなっております。

　県としましては、軍用地の賃借料については、基本

的に土地連との間で調整されるべきものと認識してお

りますが、本県には、土地の強制接収などにより米軍

基地が形成された歴史的経緯など特殊事情が存在して

いることを踏まえ、国においては、来年度の賃貸料算

定に当たっては、同連合会の要請に十分耳を傾けてい

ただく必要があると考えております。

　次に、祖国復帰40周年事業の取り組み状況について

の御質問の中で、記念式典の内容についてお答えいた

します。

　記念式典は、沖縄の日本復帰40周年の節目に当た

り、平成24年５月に、国及び県内の各界各層の関係者

の皆様に御参加いただいて開催することとしておりま

す。式典については、復帰40周年という大きな節目

に、沖縄県が21世紀ビジョンに示した平和で豊かな沖

縄の創造に向け、改めて県民の一人一人の強い決意を

示す内容にしてまいりたいと考えており、現在調整を

行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　知事の政治

姿勢についての中の、日中境界策定に関する協議につ

いての問いにお答えいたします。

　東シナ海における日中の境界につきまして、我が国

では、国連海洋法条約に基づき、日本と中国の双方の

海岸線から中間線を境界としております。一方、中国

では、南西諸島西岸の大陸棚までの海域を海洋権益が

及ぶ範囲としているため双方の主張に隔たりが生じて

おり、そのため2003年末からこれまで日中における協

議は中断をしておりました。このたび海洋法に基づく

境界策定協議の場が再開し、問題解決が図られること

は、本県にとって海洋資源の共同開発や漁業水域の確

定につながるものであり、国益・県益にも資する重要

なことであると考えております。

　なお、けさの報道等におきまして、予定しておりま

した野田首相の訪中が中国側からの打診により一たん

延期されるものとなり、両政府による訪中実現に向け

た日程の再協議が現在行われているとのことでありま

す。県としましては、引き続き日中両国政府の動向を

今後とも注視しながら見守ってまいりたいと考えてお

ります。

　スポーツアイランド沖縄プロジェクトについての中

の、スポーツアイランド沖縄プロジェクトに係る取り

組みと実績についてお答えいたします。

　沖縄県では、スポーツアイランド沖縄の形成に向

け、来年行われる日本オープンゴルフなどのスポー

ツ・コンベンションの誘致・開催などのほか、スポー

ツ・ツーリズムを推進するモデル事業の支援に取り組

んでおります。プロ・アマチュアのスポーツキャンプ

や試合、合宿などのスポーツ・コンベンションの実施

実績について、平成21年度と平成22年度を比較する

と、件数及び県外・海外からの参加人数ともに増加し

ており、平成22年度の件数につきましては、対前年度
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比９％増の460件、県外・海外からの参加人数につき

ましては、美ら島総体等の影響もあり、対前年度比

61.7％増の７万5056人となっております。

　スポーツ・コンベンション全体の経済効果につきま

しては、県内の民間調査機関の試算によりますと、

2011年のプロ野球キャンプで約86億円、昨年10月に行

われたエコアイランド宮古島マラソン大会で２億800

万円の経済効果があったと報告されております。今後

県としましても、県内全体のスポーツ・コンベンショ

ンにおける経済効果等の把握に努めてまいりたいと考

えております。

　同じくスポーツアイランド沖縄プロジェクトについ

ての中の、スポーツアイランド沖縄構築に向けての取

り組み状況についてお答えいたします。

　県では、生涯スポーツ、競技スポーツ及びスポー

ツ・コンベンションの推進を通じ、スポーツアイラン

ド沖縄の形成を目指しております。ハード面において

は、スポーツ・レクリエーション施設の整備を着実に

推進するほか、国際試合など大規模なスポーツ・コン

ベンションに対応できる施設整備に向けた調査を進め

てまいります。ソフト面においては、引き続きプロス

ポーツのキャンプ誘致に取り組むほか、アマチュアス

ポーツの合宿やスポーツ・コンベンションの誘致に取

り組むとともに、スポーツ・ツーリズムを推進しま

す。その一方で、沖縄らしい文化に根差した競技のイ

ベント化や産業化についても検討してまいります。ま

た、新たなスポーツ関連産業の創出を促し、スポーツ

関連産業の人材育成を図ってまいりたいと考えており

ます。

　同じくスポーツアイランド沖縄プロジェクトについ

ての御質問の中の、マリンスポーツ等の大会開催件数

の推移と県の今後の取り組みについてとの問いにお答

えいたします。

　県内で開催されるマリンスポーツ大会の件数につい

て、県が把握している範囲では、平成21年度が16件、

平成22年度が17件、今年度につきましては、昨年度と

同程度になる見込みであります。今年度は、スポー

ツ・ツーリズムの定着化を図る観点から、マリンス

ポーツの総合的なイベントである「第１回マリンカッ

プ・イン沖縄」に対し、運営費への直接的な支援のほ

か、広報面での支援などを行ったところであります。

　県としましては、沖縄の豊かな海そのものが優位性

のある観光資源であり、これを生かしたマリンスポー

ツを重点分野の一つとして位置づけ、引き続きその定

着化に取り組んでまいります。

　次に、スポーツアイランド沖縄プロジェクトについ

ての問いの中の、平成24年度国民体育大会第32回九州

ブロック大会の取り組み状況と経済効果についてお答

えいたします。

　来年、本県で開催される国民体育大会第32回九州ブ

ロック大会は、選手・監督・役員その他関係者を合わ

せ約7000人が来県し、国体出場権をかけて競い合う九

州・沖縄地区最大のスポーツの祭典であります。県で

は、大会の開催に向け、準備委員会の開催や、大会参

加者の宿泊等を担当する委託業者の選定、さらにハー

ド面では山岳クライミングウオールの新設、弓道場の

改築など競技施設の整備に取り組んでいるところであ

ります。また、ことし６月には、知事を会長とする沖

縄県実行委員会を立ち上げ、事業計画等を決定すると

ともに、競技団体や開催市町村への協力依頼を行った

ところであります。県としましては、引き続き財団法

人沖縄県体育協会を初め、競技団体や開催市町村と連

携し、受け入れ体制の整備など大会の成功に向け、万

全を期したいと考えております。経済効果について

は、「美ら島沖縄総体2010」における来県者の県内消

費額のデータを参考に試算したところ、大会開催によ

る直接効果を約４億4000万円と見込んでおります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　駐留軍用地返還跡地利用

推進法（仮称）の制定についての御質問の中で、政府

との調整状況についてお答えいたします。

　９月26日に開催された沖縄政策協議会沖縄振興部会

において、内閣府からは、新たな法律の整備は検討す

るとされたものの、県が求める給付金制度の見直し等

については、既存の枠組みの継続とされており、極め

て不十分なものとなっておりました。その後、９月30

日に公表された平成24年度内閣府税制改正要望におい

て、県が国に求めている駐留軍用地返還後の公共用地

の先行取得に係る譲渡所得5000万円控除が新規で盛り

込まれております。しかしながら、県が求めている原

状回復措置の徹底や行財政上の措置等の具体的な内容

については、明らかになっていないのが現状でありま

す。県としては、国と協議を重ねていくとともに、県

の要請した内容が新たな法律に盛り込まれるよう、政

府関係要路に対し引き続き働きかけているところであ

ります。

　次に、サイバー攻撃・情報保全対策についての御質

問の中で、サイバー攻撃に対する県の対策等について

お答えいたします。

　県においては、サイバー攻撃に対する対策として、
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ウイルス対策ソフトの更新や侵入検知システムによる

不正アクセスの防止など、これまでのセキュリティー

対策に加え、サーバー等のアクセスログの監視強化や

不審なメールは開かないよう職員の教育を徹底するな

ど対策を強化しております。その結果、現在のところ

被害は確認されておりません。

　今後の懸念事項としましては、一般に複雑・高度化

するサイバー攻撃を100％防ぐ方法はないとされてい

ることから、不正なプログラムに感染する確率を抑え

るための対策や、感染した場合でも被害を最小限に食

いとめるための対策が重要と考えております。そのた

め、県としましては、関係機関との情報共有に努める

とともに、県警等と連携し、サイバー攻撃を想定した

訓練の実施に向けて検討してまいりたいと考えており

ます。

　次に、サイバー攻撃に対する政府への要請について

お答えいたします。

　サイバー攻撃対策を初め情報セキュリティー対策

は、各都道府県共通の課題であることから、全国知事

会では「国の施策並びに予算に関する提案・要望」の

中で、情報セキュリティー関連法の整備を求めるなど

の情報セキュリティー対策の推進について平成21年度

から継続して要望しているところであります。県にお

きましては、今後も全国知事会を通して情報セキュリ

ティー対策の推進を国へ求めてまいります。

　次に、新たな沖縄振興策（計画）と税制措置につい

ての御質問の中で、内閣府税制改正要望の概要と今後

の課題等について、これは５の茨と５の芋は関連いた

しますので一括して答弁させていただきたいと思いま

す。

　内閣府沖縄担当部局が要望している地域指定制度に

ついては、いずれも現行の地域指定制度を拡充した内

容となっております。まず、観光の分野では、「国際

戦略観光振興地域」及び「自然・文化観光振興地域」

の創設を、物流・産業の分野では、「国際物流拠点産

業集積地域制度」並びに「産業イノベーション地域制

度」を創設することとしております。また、金融の分

野では、金融業務特別地区の拡充を、情報（ＩＴ）分

野では、現行の情報通信産業振興地域及び情報通信産

業特別地区を拡充することとされております。そのほ

か、復帰特別措置法に基づく酒税、揮発油税等の軽減

措置の延長、沖縄の発電用途の石炭及びＬＮＧに係る

石油石炭税の免税措置の延長・新設を要望しておりま

す。これらの内閣府要望には、観光振興等に係る対象

地域の全県化や国際物流における指定地域の拡充など

を除き、ほぼ県要望を反映したものとなっておりま

す。県としましては、内閣府要望及びその他の県要望

に係る沖縄振興税制がこの後の税制大綱に反映される

ことを期待しているところであります。

　次に、沖縄公庫の存続への政府の対応についてお答

えいたします。

　沖縄振興開発金融公庫の存続については、去る９月

26日に開催された沖縄政策協議会の沖縄振興部会にお

ける「新たな沖縄振興策の検討の基本方向」の中で

「政策金融改革の趣旨を踏まえつつ、沖縄県の要望に

も留意して検討する。」ことが政府から示されたとこ

ろであります。また、川端沖縄担当大臣は、去る11月

19日の沖縄県経済団体会議との懇談において、民主党

の沖縄政策プロジェクトチームの提言を踏まえ、前向

きに対応する考えを示しております。沖縄県として

は、「沖縄21世紀ビジョン」で示した沖縄の将来像の

実現に向け、現行の機能及び組織形態での存続につい

て引き続き政府に対し要望していきたいと考えており

ます。

　次に、ＡＮＡ「国際貨物ハブ事業」の実績と課題に

ついての御質問の中で、全日空の「国際貨物ハブ事

業」の実績と課題についてお答えいたします。

　全日空の国際貨物ハブ事業が開始されて以降、那覇

空港の国際貨物取扱量は約90倍に増加し、成田、関空

に次ぐ国内第３位となっております。また、ハブ事業

の活用により、航空輸送による県産品の輸出量は約43

倍に増加しております。さらに、県では新たな国際路

線の誘致にも取り組んでおり、那覇空港の国際旅客便

は、平成20年度の週19便から現在は週37便に倍増して

おり、また、就航都市は４都市から６都市に、航空会

社は４社から７社に増加しております。国際貨物ハブ

を活用した産業の振興は、おおむね順調に推移してお

りますが、アジアの市場規模を勘案すると、まだまだ

拡大する余地があります。そのため、県としては今

後、周辺のアジア各国に劣らないビジネス環境を整備

し、臨空・臨港型産業の集積等を促進することによ

り、本県の経済産業の発展及び雇用の拡大を図ってま

いりたいと考えております。

　次に、祖国復帰40周年事業の取り組み状況について

の御質問の中で、復帰40周年事業の取り組みについて

お答えいたします。

　沖縄の日本復帰40周年の節目に当たり、平成24年５

月に国及び県内の各界各層の関係者が参加して復帰40

周年記念式典及び祝賀会を開催することとしておりま

す。また、「県民愛唱歌の制定」や「全国豊かな海づ

くり大会の開催」など復帰40周年記念事業について

も、国・市町村及び教育、観光、水産等の関係団体等
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と連携しながら実施に向けた取り組みを行っていると

ころであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　サイバー攻撃・情報保

全対策についての御質問の中で、サイバー攻撃に対す

る県警察の対策と今後懸念されることについてお答え

いたします。

　県警察が運用する業務システムへの対策についてで

すが、県警察の業務システムは警察庁や他の都道府県

警察を含めた警察内の閉じられたネットワークシステ

ムで運用されており、インターネットとは物理的に接

続されていないことから、サイバー攻撃の脅威に直接

さらされることはありません。また、県民及び事業者

等への対策といたしましては、県、事業者と連携し、

サイバーテロを想定した訓練を延べ57事業所の参加を

得て実施するなど、その被害防止対策を行っており、

今後も同様の訓練を実施してまいりたいと考えており

ます。

　今後、懸念されることにつきましては、さらに複

雑、巧妙化するサイバー攻撃や新種のコンピューター

ウイルスによる被害が懸念されることから、引き続き

事業者等に対する情報セキュリティー講話や情報セ

キュリティーセミナー等の被害防止対策を強化してい

くこととしております。

　次に、県内のサイバー犯罪の推移と取り組み状況に

ついてお答えいたします。

　サイバー犯罪とは、インターネット等の情報技術を

利用した犯罪のことで、県警察ではその取り締まりや

相談に関する業務などを行っております。県内におけ

るサイバー犯罪の検挙件数は、平成22年中は73件で、

前年に比べ42件減少をしており、本年10月末現在は52

件で、前年同期に比べ15件減少しております。また、

県警察に寄せられたサイバー犯罪に関する相談件数

は、平成22年中は945件で、前年に比べ109件増加して

おり、本年10月末現在は830件で前年同期に比べ36件

増加をしております。

　このようなことから、県警察におきましてはサイ

バー犯罪の被害防止を図るため、広報媒体を活用した

広報のほか、児童生徒に対する安全学習支援事業等を

通した指導や、保護者を対象とした防犯講演、企業や

自治体向けのセキュリティー講演など本年10月末まで

に591回、約４万8000人を対象に広報啓発を実施して

おります。また、インターネット利用をきっかけに被

害に遭った児童の９割以上が携帯電話のフィルタリン

グに加入していない実態が明らかになっていることか

ら、保護者はもとより教育機関や携帯電話販売事業者

等と連携して、フィルタリングの普及促進を図ってい

るところであります。サイバー犯罪につきましては、

新たな手口が出現するなど巧妙化する傾向にあること

から、県警察におきましては取り締まりの強化とあわ

せて犯罪の被害防止に向けた広報啓発活動を引き続き

強化する所存であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉行政についての

中の、障害者権利条例制定の取り組み状況についてお

答えいたします。

　県は、去る９月から、障害者の権利擁護の推進を目

的とした条例を検討するため、障害者県民会議を開催

しております。当会議の委員において、現在、障害を

理由とする差別や不利益的な取り扱いに関する事例ヒ

アリング等を行っており、その後、課題の整理及び解

決のための取り組み方策などを検討していく予定であ

ります。

　県としましては、幅広い県民議論を踏まえ、条例制

定に取り組んでまいります。

　続きまして、がん対策推進条例の進瀧状況と本県の

特徴的な規定は何かとの問いにお答えいたします。

　がん対策推進条例は、県民ががんで苦しい思いをし

ないように「予防と早期発見」への取り組みを図ると

ともに、がん患者の療養生活に伴うさまざまな不安等

を解消するための施策を総合的かつ計画的に推進して

いくことを基本に制定していきます。そのためには、

県民一人一人の取り組みはもとより、県や市町村など

の自治体、医療関係者及び事業者等が「それぞれの責

務と役割」を認識しつつ、連携していくことが何より

も重要なことと思います。このようなことから、条例

制定に向けて、県民各層からの意見を聴取する目的

で、条例策定検討連絡会や作業部会をこれまで計７回

開催したほか、10月14日からの１カ月間パブリックコ

メントを実施いたしました。同連絡会やパブリックコ

メントに寄せられた意見は、離島に対する支援や患者

等の経済的負担軽減に関するものが最も多くありまし

た。このようなことから、離島対策をいかに行うかと

いうことが本県に特徴的な規定になると考えておりま

す。

　続きまして、沖縄県がん対策推進計画との整合性と

次期計画への反映についてお答えいたします。

　沖縄県がん対策推進条例は、がん対策基本法の趣旨
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を踏まえ、「予防と早期発見」から「がん医療対策」

まで本県のがん対策に関し、総合的かつ計画的に推進

することを目的に制定するものであり、平成20年３月

に策定した沖縄県がん対策推進計画とも整合性が図ら

れているものと理解しております。また条例案を検討

していく中で、離島等への対策や患者等支援策など多

くの意見があったことを踏まえ、これらのことも次期

計画において反映させていくことを検討してまいりま

す。

　続きまして、市町村議会等からの離島患者支援を求

める要請及びがん患者の身体的・精神的・社会的痛み

の解消についてお答えいたします。４の允及び４の印

は関連しますので一括してお答えいたします。

　宮古島市議会ほか10市町村議会等から「離島におけ

る患者支援対策」を求める陳情や患者会連合会から

「身体的・精神的・社会的な痛み」の解消を求める意

見等がありました。関係者連絡会やパブリックコメン

ト等にも同様の意見が多く寄せられており、このこと

はしっかりと受けとめております。

　条例の制定に当たっては、これらの意見等も踏まえ

つつ、地方自治法等関係法令や他県条例の規定も参考

にしながら、沖縄の実情に合った条例案を検討してま

いります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　カボタージュ規制緩

和による沖縄県への経済効果等についての中の、カボ

タージュ規制の一部緩和による経済効果と今後の見通

しについてお答えいたします。

　平成22年、船舶法第３条の特許に基づき、自由貿易

地域・特別自由貿易地域の沖縄・本土間貨物の輸送に

ついては、日本の船会社が運航する外国籍船に限り認

められたところです。しかしながら、現在その特許を

活用する船社がなく、現時点では実績がございませ

ん。このため、県では、特許の活用に向けて船会社と

意見の交換を続けているところであります。この取り

組みとあわせて沖縄県では一括交付金などを活用した

物流コストの低減について、関係部局で連携して検討

を進めているところでございます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　祖国復帰40周年事業の取り

組み状況についての御質問で、復帰に尽力した方々等

を学校で教えることについてお答えいたします。

　40周年の節目に、復帰の実現に御尽力された先人の

功績や、その時代背景を学校で教えることは、大変重

要なことだととらえております。県教育委員会としま

しては、小中学校においては「平成24年度学校教育に

おける指導の努力点」の中で、復帰についての学習の

場を学校行事等で設定することを明記しております。

また、県立学校におきましては、復帰40周年における

学校の取り組みを年間計画等に位置づけるよう周知し

ております。

　次に、我が党の代表質問との関連についての御質問

で、今後のスケジュールについてお答えいたします。

　県教育委員会としましては、11月28日に３市町教育

委員会の教育長を招聘し、解決に向けた意見交換を

行ったところであります。教科書の採択権限は、３市

町教育委員会にあることから、八重山地区の教育関係

者や地域住民が一致協力して子供たちの教育のために

取り組んでいただき、一日も早い解決をお願いしてい

るところであります。

　次に、マスコミの報道等についてお答えいたしま

す。

　今回の報道は、県教育委員会が３市町教育委員会に

対し11月28日に発出した文書を受けて報道したものと

思われます。同文書は八重山採択地区内において、中

学校社会公民的分野で同一教科用図書が報告されてい

ない現状の解決のため、八重山採択地区の３市町教育

委員会に対し、同一教科用図書の報告を求めた通知文

書であります。

　県教育委員会では、八重山教科書採択問題に関する

マスコミ等の報道についてこれまでも言及したことは

ありません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時50分休憩

　　　午後４時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　県教育委員会が発出しまし

た文書をマスコミの責任で報道したものと考えます。

ですから、これまでにも我々県教育委員会の意図しな

い報道も多くありましたけれども、こういった報道に

つきましても言及はしておりません。と同時に、報道

したマスコミからの問い合わせにつきましても、県の

見解を伝えております。

　以上です。

○佐喜真　淳君　ちょっと……。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。
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　　　午後４時53分休憩

　　　午後４時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　ちょっと時間がございませんから、

端的に今の件ですが、ちょっと読み上げます。

　「県教育委員会は29日、石垣市、竹富町、与那国町

の各教委に対し、東京書籍版を採択した９月８日の全

員協議に基づき教科書の必要冊数を報告するよう求め

る文書を送付した。」と、大々的にこういうふうな形

で出ているんですね。（資料を掲示）　それが間違い

なのかどうなのかを確認しながら、そこは県民が見て

いるんですね。県民が誤解するような報道であれば修

正を求めるべきだという私の見解なんですが、教育長

いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時55分休憩

　　　午後４時55分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども答弁しましたけれ

ども、この東京書籍の冊数を求めているような報告は

しておりません。今回報道したマスコミからの問い合

わせにつきましては、県の見解を伝えたわけでござい

ます。

○佐喜真　淳君　済みません、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時55分休憩

　　　午後４時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども答弁しましたけれ

ども、これまでも県教育委員会の意図しない報道が多

くありました。そういった場合にも我々は報道につい

ては一切言及はしておりません。

○佐喜真　淳君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時56分休憩

　　　午後４時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほど言いましたように、

これからも我々のいわゆる見解について伝えていくと

そういうことでございまして、意図しない報道も多々

ありますけれども、こういった報道については言及し

ていくつもりもございません。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　ただそこは見解が違うんです。この

ような大きな問題になって、県の教育委員会の立場が

どういうことであれ、新聞報道されるんです。それを

見て県民が誤解するような報道というのは私はやっぱ

り修正すべきだと思うんです。ですから、今そういう

形で教育長に確認しているんですが、しっかりとかみ

合いませんので、このあたりはまた照屋守之議員がい

ますからバトンタッチをしたいと、私の残り時間が少

ないですから。

　次に、福祉保健部長、まず障害者権利条例ですが、

今９月にスタートしたと。当然パブリックコメント

等々含めて条例制定に向けてやると思うんですが、い

つごろをめどに条例制定を目指しているのかお願いい

たします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　現段階の我々の取り

組みとしては、まず委員会を形成して幅広く県民の意

見を求めるとともに、障害を理由にいろんな具体的な

差別あるいは不当な取り扱いを集約しておりますの

で、いつできるとかという話ではありません。まだ決

まっておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　実は、めどがないと、ある程度期間

を決めてそういう目標を持ってやらないと僕はいけな

いと思うんです。場合によっては、今の国の動向から

すると、自立支援法も改正し新たな法律をつくるよう

な動きもございます。その一方で、今こういう形で皆

さんせっかく御努力しているわけですから、ある程度

いつごろまでには制定に向けてやっていきたいと、逆

に言うと決意でもよろしいです。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　心づもりはもちろん

持っておりますが、議会に責任を持って明示できる期

限を今提示できる状況ではありません。済みません。

○佐喜真　淳君　決意もないですか、私はいつごろま

でにつくりたいとか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　可能な限り取り組み

は加速させていく予定であります。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　今、がん条例も含め、権利条例も含

めて関係者の方、あるいは患者会、あるいは当事者の

方々の意見を聴取していると思います。

　当然一番大切なのは、新しい条例をつくるに当たっ

て当事者の意見をどのように盛り込んでいくかなんで

す。当然そこは皆さんの御努力によって盛り込む事項
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をどんどんパワーアップしていると思いますが、ただ

私が聞くところによると、がん条例にしても権利条例

にしてもまだまだ当事者の意見をしっかりと反映して

いないような気がいたします。ですから、部長の決

意、新しい条例ですからある意味、沖縄県の特徴とし

てすばらしい条例をつくってほしい。ですから、私は

もう一度この２つの条例を制定するに当たって、当事

者の意見を組み入れて条例に反映させていくという部

長の決意をお願いしたいんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　まさに我々としまし

ては、福祉保健の責任ある立場ですので、その関係者

の皆様の意向に可能な限り沿うように頑張っていると

ころであります。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　知事にお伺いしますが、実はこれは

知事の公約でもあるんですね、がん条例並びに権利条

例。今、部局でしっかりと聞き取りも含めてやってい

るということです。一方で、やっぱり経済的負担をど

のように軽減していくかということも条例の中で関係

当事者の方々は要望もされています。そうすると予算

の措置もしなければいけないということになると、担

当部局だけではなかなか決められないことがあると思

うんですが、そこは知事の政治判断というか、決断で

もってある意味、福祉保健部の意向をしっかりと組み

入れた条例にしてほしいと思うんですが、知事のしっ

かりとした条例に向けての御決意を確認したいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員のおっしゃったよ

うな方向で、無論担当部局ともども当事者の御意見も

よく入れて私のほうでも総務部その他一緒になってま

とめていきたいと考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　ぜひよろしくお願いします。ありが

とうございます。

　カボタージュ規制なんですが、実はこれは県が要望

してある意味県の意向を聞いて規制緩和されたと思い

ますが、今実績がなしということを含めて今後の取り

組みは船会社となっているのか、打ち合わせとか調整

をしていくという話。見通しがないということで理解

していいんですか。それとも見通しがある中で、今ど

の程度進んでいるのかそのあたりもう少し具体的に説

明をお願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　このカボタージュの

一部緩和につきましては、なかなかそれを活用したい

という企業、船社といいますか――これは国内船社の

中で外国船籍の船舶を保有している船社がこれになる

わけですが――なかなかそういう船社がなくて、現在

１社が少し関心があるということで調整をしておりま

すが、見通しは必ずしも明るいというわけではござい

ません。なかなか見通しが立たないというのが現状で

す。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　知事、実は今回の沖縄振興の中の要

望事項の中で、国際物流経済特区というのが皆さんの

御要望としてあるんですが、今のカボタージュ規制の

実績なし、今の見通しも少し暗いようなお話の中で、

実際この国際物流特区を本当に勝ち得るのか。そして

実績として沖縄県にとって本当にプラスになるのか。

実はここは不透明な部分があるんです。だから、カボ

タージュの緩和の中でしっかりと実績をつくってしっ

かりとベースとしてなり得て、ある意味、国際物流特

区が必要なんだと政府に当たるような素地をつくらな

いといけないはずが、実はそういうところでまだまだ

実績が上がらないことに対して知事はどのような見解

をお持ちですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時５分休憩

　　　午後５時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　カボタージュ規制と

いうのを内容からちょっと申し上げますけれども、基

本的には今の我が国の船舶法の第３条で、「日本船舶

ニ非サレバ不開港場ニ寄港シ又ハ日本各港ノ間ニ於テ

物品又ハ旅客ノ輸送ヲ為スコトヲ得ズ」という規定が

ありまして、これは自国船社の保護ということでやっ

ています。前回のカボタージュの一部規制緩和は、外

航船についてもカボタージュ緩和を規制して特恵を与

えたわけではなくて、あくまで国内船社の外国船籍と

いうことで与えたということでかなり限定された範囲

ですので、今後この辺をどういう方法の可能性がある

のか。一方でカボタージュの全面規制緩和は地元船社

の問題も抱えておりますので、この辺をうまく調整し

ながらいろいろ研究していきたい、このように考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　佐喜真　淳君。

○佐喜真　淳君　ぜひ積極的に取り組んでいただきた

いと思いますので、頑張ってください。

　祖国復帰40周年の質問に移りますが、先ほど宣言決
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議とあとは屋良知事の当時のあいさつ文をお渡ししま

した。少し時間がないですが、ちょっとだけ読まさせ

ていただきます。

　「宣言決議」ということで、「沖縄返還協定批准貫

徹県民大会」、参加団体が沖縄経営者協会、あるいは

沖縄県教職員連盟、沖縄主婦連盟とか64の団体が賛同

して復帰をかち取った宣言決議でございます。

　中ほどから、「戦争によって失った国土の主権を平

和裡に回復することは人類の有史以来、初めての快挙

であり、平和外交の勝利として高く評価すると共に、

何にもまして、我々県民が日本国民としての主権を回

復し、国民としての諸権利の行使と生活を享受するこ

とができることに深い意義と感激と希望と勇気を感じ

ます。」と。

　世界の有史以来こういうふうに祖国復帰したところ

はないということなんですね。だから、平和行政のも

しかするとこれが原点になると私は思っているんで

す。だから先ほど来、学校教育現場でもやはりしっか

りと時代背景を子供たちに教えていく。そして我々は

日本の国民としてしっかりと理解をさせる、そういう

ことが私は大切だと思うんです。先人たちが頑張って

頑張って、我々県民が日本国民としての主権を回復し

たんだと。まさにここにやはり復帰の意義があって、

40年の歳月が流れてきたんですが、もう40年となると

ほとんど――私も来年48歳になりますが――覚えてい

ないんです。だから、これからの後世の方々にしっか

りと教えていくというのが大切だと思うんです。

　時間がございませんけれども、もう一つ、屋良主席

のあいさつをちょっとだけ御披露します。

　前段の始まりが、「沖縄100万県民の長年にわたる

祖国復帰の願望が遂に実現し、」――から始まってい

ろいろとあるんですが時間がございませんから――

「それと同時に、きょうの日を迎えるにあたり、たと

え国土防衛のためとはいえ、さる大戦で尊い生命を散

らした多くの戦没者の方々のことに思いを馳せると

き、ただただ心が痛むばかりであります。」、「ここ

に、謹んで沖縄の祖国復帰が実現いたしましたことを

み霊にご報告申しあげますとともに、私ども沖縄県民

は、皆さまのご意志を決して無にすることなく、これ

を沖縄県の再建に生かし、そして、世界の恒久平和の

達成に一段と努力することを誓うものでありま

す。」。

　当時の屋良知事がこういう形で５月15日にあいさつ

しています。

　そこでいま一度、来年が祖国復帰40周年ですから、

意味ある意義あるイベントか何かをまた県が中心と

なってやっていただきたいんですが、いま一度知事の

御見解をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　復帰40周年を機にいろいろ

な行事を検討しておりますけれども、議員おっしゃる

のは格調の高いまさに世界に向けて、あるいは子供た

ちに向けてみんなが展望するような力強くて、なおか

つ格調の高いメッセージというか宣言をやってくれと

いうことだろうと思います。

　40周年、節目の年にしなきゃならないのは、私は過

去を検証するには十分な実績、成果があります。その

未来を展望する上で、情報、知恵とかを我々はつくり

上げてきました。これをもとに未来を切り開いて、そ

れから世界の平和と安定に貢献するような格調高い

メッセージをこれから書き上げたいと思います。

　よろしくお願いします。

○佐喜真　淳君　御期待しておりますので、よろしく

お願いいたします。終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

　　　〔新垣良俊君登壇〕

○新垣　良俊君　こんにちは。

　一般質問を行います。

　１、農林水産行政について。

　人間が生きる上で衣食住が必要であり、その中でも

食生活は欠かすことができない基本中の基本でありま

す。

　そこでお伺いします。

　茨、本県における食料自給率の現状と課題について

伺いたい。

　芋、地産地消が叫ばれている中、本県の学校給食で

県産農水産物の利用状況はどうか、総額について伺い

たい。

　鰯、政府は環太平洋連携協定、いわゆるＴＰＰへの

交渉参加を明らかにしておりますが、県内農水産物に

与える影響について伺いたい。

　２、離島・過疎地域の振興について。

　茨、離島・過疎地域の生活基盤整備について。

　ア、離島航路事業に対する燃料高騰分の補てんにつ

いて。

　離島航路補助制度における市町村負担分は３分の１

へ移行の状況にあり、各離島航路事業者は経費の節

減、合理化経営の健全化等に取り組んでいるところで

ある。過疎化が進んでいる離島町村としては、新たな

財源の確保が難しく物件費や人件費の削減など歳出削

減に務めている中で燃料費高騰により基金の取り崩し

などを強いられ、離島航路事業の維持運営の圧迫要因
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となっている。そこで、住民サービスを低下させない

ためにも燃料費高騰分を補てんする対策を講ずるべき

と思うが、見解を伺いたい。

　イ、離島の水道事業について。

　水道事業は、水道法で原則として市町村が経営する

ことと規定されている。本島ではほとんどの市町村が

独自の水源を持っていません。本島22の市町村と伊江

村に対しては、県企業局が水源開発から浄水処理まで

を行い水を供給しています。市町村はその水を購入し

て住民へ供給する仕組みである。そして、市町村は配

水施設の運転・維持管理、料金徴収が主な業務になっ

ている。しかし、小規模な水道事業を実施している離

島は単独で原水から浄水をつくり住民への供給まで行

わなければなりませんので、そのコストは当然高額に

なり水道料金への転嫁ということになります。その

上、水道実務者の兼任など人材、技術力の確保が困難

ですので、安心・安全な水の供給と高額な水道料金の

課題については早急に取り組むべき問題と考えます。

　そこでお伺いします。

　慢性的な渇水に悩む座間味村など離島６村が県に対

し、広域化など水道事業の格差是正を求めているが、

今後どのように取り組んでいくか方針等について伺い

たい。

　ウ、渡名喜村の消波ブロックの設置について。

　平戒21年度より第一沖防波堤の周辺に消波ブロック

が設置されているが、一層積みということや防波堤２

基で420メートルもあり、その防波堤に沿って潮の流

れが漁港内に注いで漁船の停泊係留に支障が出てい

る。また、北風のため波高３メートル以上になると沖

防波堤を越波し、漁船の出入港及びフェリーの欠航が

たびたびあり、村民生活に支障を来している。これら

のことから、港口部の波浪を抑制し出漁機会を増加さ

せ、さらに漁船が安心して停泊できるように、そして

生活航路であるフェリーの出入港が安全に運転できる

よう越波、潮流対策として第一、第二沖防波堤周囲へ

の新たな消波ブロックの設置についてどのように取り

組んでいくか、現在の取り組み状況と今後の方針につ

いて伺いたい。

　芋、離島・過疎地域の農業振興について。

　ア、粟国村の畑地かんがい事業整備について。

　粟国村では、金附名地区、巣飼地区、四志地区の３

地区が団体営による土地改良事業を終了し、県営事業

の寄草地区についても平成22年度で終了いたしまし

た。しかしながら、かんがい排水事業が同時並行で施

工できず、農家は畑への散水作業に常日ごろから苦労

しながら干ばつ対策を行っている状況である。また、

遊休地が多いのもかんがい排水事業の実施がおくれて

いることも原因であります。粟国村の持続的な農業振

興を図るためには、畑地かんがい事業の整備は重要で

あります。今後どのように取り組んでいくか方針等に

ついて伺いたい。

　イ、南大東漁港北大東地区の整備推進について。

　南大東漁港の整備に伴い漁業者の増加、漁船の大型

化が図られ、産業の少ない南大東村において水産業の

発展が期待されている。しかしながら、ソデイカ漁の

最盛期である11月から４月までの間、沖で操業するこ

とが可能であっても季節風による波浪により南大東漁

港への出入港ができない厳しい状況にある。年間を通

して操業ができることが水産業の発展につながるた

め、漁港として年間を通して出入港を可能にするた

め、それなりの整備が必要と思われます。

　そこで、次のことを伺います。

　契、北大東地区の全体計画について。

　形、現在の進瀧率と今後の見通しについて。

　ウ、南大東村における農業拠点施設の整備につい

て。

　南大東村では、昭和58年に離島振興総合センターが

完成し、村民の集会・研修の地域活動等の拠点として

利用されてきました。しかし、既に32年も経過して老

朽化が進み、さらに耐震構造上の問題もありますの

で、できる限り早期に建てかえることが必要と思いま

す。よって、適切な補助事業等を導入し防災上の観点

から地震等の災害に対しても安全性が高い集会・研修

施設の整備を図るべきであると考えます。

　そこで伺います。

　契、離島振興総合センターは建築して32年経過して

いるが、所管省庁はどこか。また、建てかえの基準は

何年経過すれば可能か。

　形、南大東村では農業生産基盤の整備が進められて

います。地域における農業生産性の向上を図るため、

また、農村振興のためにも農業拠点施設の整備は必要

である。事業採択に当たっての問題点と要件があるか

どうか伺いたい。

　径、農業拠点施設は昭和50年代に農村総合整備モデ

ル事業の農村環境改善センターという名称で整備され

たと思うが、現在はどのような事業で実施されている

か伺いたい。

　３、産業用大麻（ヘンプ）の研究栽培について。

　去る６月議会において、産業用大麻の研究栽培につ

いて質問をしたが、そのときの答弁では、薬用型も繊

維型の大麻も同じであるということでありました。ヘ

ンプには、薬用型、中間型、繊維型の３つの生理的な
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違いによる品種があります。この違いは、ＴＨＣ（デ

ルタ９テトラヒドロカンナビノール）とＣＢＤ（カン

ナビジオール）の２つの化合物の割合で決定されま

す。ＴＨＣはマリファナ効果がある化合物であるとい

うことであります。また、繊維型はＣＢＤがＴＨＣよ

りも多く含まれ、ＴＨＣ含有量が0.25％未満の品種で

あります。ヘンプは、さまざまな植物の中でも衣服、

食品、建材、化粧品、肥料、飼料、塗料、紙、プラス

チック、燃料などさまざまな製品をつくり出すことが

でき、付加価値の高い素材利用ができるのが特徴であ

ります。

　そこで伺います。

　茨、日本も国際条約と同様に、茎と種子の産業用の

利用は法律に抵触するには当たりません。大麻取締法

第１条の定義においても、「大麻草の成熟した茎及び

その製品並びに大麻草の種子及びその製品を除く｡」

とあるが、そのことについて見解を伺いたい。

　芋、新聞をにぎわせる大麻事件は、花穂や葉を所持

したり許可なく栽培している場合は大麻取締法違反に

なると思うが、大麻草の茎や種子の所持が規制対象と

なり、大麻取締法に違反することになるか伺いたい。

　鰯、県として、農業研究センターと工業技術セン

ターがタイアップして付加価値の高い植物がどのよう

な製品となるか研究すべき価値はあると思うが、見解

を伺いたい。

　４、土木建築行政について。

　茨、県道東風平豊見城線の早期整備について。

　県道249号線東風平豊見城線は、平成10年度に豊見

城側から着手されてはや10年が経過しているが、遅々

として事業の進展が見られない状況である。当該道路

は、八重瀬町及び南城市と那覇・豊見城を結ぶ産業の

振興や地域間の交流には欠かせない重要な路線であ

り、八重瀬町地域も早期に事業認可し整備を図る必要

があります。また、現豊見城火葬場の後継施設として

南部広域市町村圏事務組合が建設を計画している南斎

場が平成25年に供用開始される予定であるが、現状で

は八重瀬町や南城市からのアクセスが非常に悪い状況

である。東風平豊見城線の早期整備は、斎場利用者を

初め周辺地域や南部広域の発展に大いに寄与するもの

と期待されているが、事業認可と整備についてどのよ

うに取り組んでいくか、今後の方針について伺いた

い。

　芋、与那原海岸の既設護岸の整備について。

　平成11年度から与那原町港区から当添区にかけて、

中城湾港海岸高潮対策事業で護岸工事が施工されまし

た。そして平成13年度から町道板良敷沿岸線が整備さ

れ、地域や町の発展に大いに寄与するものと期待され

ております。しかしながら、与那原町青少年広場から

ゆめなり橋までの与那原海岸の既設護岸は琉球政府当

時に築造したもので、経年劣化による破損が激しく、

耐久性、耐震性に問題があります。また、既設護岸の

背後敷地には雑草が生い茂り、安全面・衛生面で劣悪

な状況にあります。そこで、既設護岸の整備について

今後どのように取り組んでいくか、方針等について伺

いたい。

　鰯、報得川の拡張整備について。

　報得川は二級河川で、計画規模は10年から30年に一

度程度で発生する洪水の規模とされていたと思うが、

二、三年、いや、ほぼ毎年発生するゲリラ豪雨に対応

できない報得川の拡張整備を早期に推進すべきであり

ます。拡張整備については、過去の議会においても何

度かお願いをしてきたところでありますが、費用対効

果で整備が難しいという答弁でありましたが、河川断

面の調査を実施したことがあるか。また、流出係数は

畑から宅地に変わっているが、見直す必要性はない

か、見解を伺います。

　允、小規模離島での県営住宅建設について。

　９月の新聞紙上で、「県人口140万突破」とトップ

で報道されました。高い出生率に支えられた自然増と

不景気に伴う労働者のＵターンや移住ブームなどの社

会増の両方が寄与したと見られるとのことである。し

かしながら、離島市町村での人口減少がとまらず、小

規模離島を中心に過疎化が進み、地域社会の衰退が懸

念されます。離島町村は定住促進、人口増を図るため

の新たな公営住宅の建設は厳しい財政状況では極めて

難しいことから、県営住宅の建設を進める必要がある

と思うが、どのように取り組んでいくか伺いたい。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣良俊議員の御質問にお

答えいたします。

　まず第１に、離島・過疎地域の振興に係る御質問の

中で、水道事業の格差是正に向けた今後の方針等につ

いてという御質問にお答えいたします。

　本島地域と離島地域の水道事業の格差是正につきま

しては、「沖縄21世紀ビジョン」等におきまして水道

のユニバーサルサービスの向上という観点から広域化

に取り組むことといたしております。

　沖縄県といたしましては、平成24年度から25年度に

かけまして座間味村等の本島周辺離島において水道広

域化に向けた調査事業を実施する予定といたしており
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ます。その後、実証事業を経て本島周辺離島へ順次拡

大を図り水道事業の格差是正を図ってまいりたいと考

えております。

　次に、同じく離島・過疎地域の振興に係る御質問の

中で、南大東漁港北大東地区の漁港整備計画について

の御質問にお答えいたします。

　南大東漁港北大東地区の漁港整備計画は、総事業費

73億円で、平成21年度から工事に着手をいたしており

ます。平成26年度の供用開始を目指して取り組んでい

るところでございます。計画内容といたしましては、

水揚げ量の増加を図るため、地元漁船が直接横づけで

きる岸壁や、避難港として50隻の漁船を収容できる岸

壁の整備等を行いますとともに、漁港を利活用した地

域振興を図ることといたしております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産行政の中

で、本県の食料自給率の現状と課題についてお答えし

ます。

　沖縄県における平成20年の食料自給率は、カロリー

ベースで40％となっております。課題といたしまして

は、生産者の高齢化や後継者の減少、外食や中食にお

ける加工や業務用の需要の高まりに対し、県内農業生

産が対応し切れないことなどが挙げられます。このた

め、県といたしましては、農林水産業振興計画に基づ

き、農業用水源の確保やかんがい施設等生産基盤の整

備、おきなわブランドの確立と拠点産地の形成による

生産供給体制の強化、台風に強い耐候性ハウス等の整

備、経営感覚にすぐれた担い手の育成や多様な新規就

農者の育成確保、流通・販売・加工対策の強化や地産

地消の推進などにより、持続的農林水産業の生産振興

と多面的機能を生かした農山漁村の振興を図ることと

しております。

　同じくＴＰＰの県内農水産物に与える影響について

お答えいたします。

　ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）は、原則としてす

べての品目で関税を撤廃することが前提となることか

ら、国内の農林水産物に大きな影響が出ることが懸念

されております。本県においても、さとうきび、パイ

ナップル、肉用牛、水産物などで影響が出ることが懸

念されており、農林水産省が示した考え方を踏まえて

計算したところ、直接影響額が約580億円、関連産業

等への波及も含めると約1420億円の影響が出るものと

試算されます。また、雇用については、農林水産業関

係で約２万3000人、関連産業も含めると約２万9000人

に影響が出るものと試算しております。そのため、県

では、国民の食料安全保障の確保と国内農林水産業へ

の影響などの観点から、国に対し、国民合意を得るな

ど慎重な対応を求めるとともに、農林漁業者が安心し

て生産に取り組めるよう、万全の対策について関係機

関と連携し、国に対して平成23年11月28日に要請した

ところであります。

　今後とも、ＴＰＰ交渉等の動向や国の対応を踏まえ

つつ、関係機関等と連携し適切に対応してまいりたい

と考えております。

　次に、離島・過疎地域の振興についての中で、渡名

喜漁港沖防波堤への消波ブロックの設置についてお答

えします。

　渡名喜漁港は、台風接近時や冬場の強風時に航路口

で発生する波浪により定期船が入港できない場合があ

ります。そのため、平成元年度から平成23年度までの

計画で、沖防波堤の新設や消波ブロックの設置、航路

の拡張等を行っているところであります。新たな消波

ブロックの設置については、去る台風２号及び９号の

影響によって被災した沖防波堤の復旧や、新規就航予

定のフェリーの就航状況を踏まえ、地元と調整し対応

したいと考えております。

　同じく粟国村の畑地かんがい施設整備についてお答

えします。

　粟国村の農業基盤整備については、圃場整備がほぼ

完了しており、農業用水源施設が約50％、畑地かんが

い施設については未整備となっております。そのた

め、戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備事業により、

約40ヘクタールの農地を対象に、簡易なタンク５基と

点滴かんがい施設を平成23年度中に設置することとし

ております。

　県としましては、今後とも地元の要望を踏まえ農業

農村整備事業により、畑地かんがい施設の整備を推進

してまいります。

　同じく南大東漁港北大東地区の進瀧率と今後の見通

しについてお答えします。

　南大東漁港北大東地区の平成22年度末までの進瀧率

は、堀り込みによる計画岩掘削量82万立米に対して30

万立米を掘削しており、事業量では36％、事業費では

23％となっております。今後とも計画的に事業を実施

し、平成26年度までに漁港の供用開始ができるよう工

事を進めてまいります。

　同じく南大東村における農業拠点施設整備について

お答えします。２の芋のウの形と２の芋のウの径は関

連いたしますので一括してお答えします。
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　農村環境改善センターは、昭和49年度から平成６年

度にかけて農村総合整備モデル事業により、旧東風平

町ほか16市町村で整備を行ったところであります。そ

の後、農村総合整備モデル事業は、村づくり交付金事

業等へ名称が変更されるとともに、事業実施要綱の改

正等により施設を整備する規模が縮小されておりま

す。村づくり交付金事業で建設する施設規模につきま

しては、床面積でおおむね500平方メートル以内と

なっており、多目的ホールなどの設置は認められてお

りません。南大東村の農業拠点施設の整備について

は、新山村振興等特別対策事業による整備が可能であ

りますが、採択に当たっては定住等及び地域間交流の

促進による農山漁村の活性化に関する目標値の設定、

費用対効果等の算定等を行う必要があります。

　県といたしましては、地元の要望を踏まえ、南大東

村等関係機関と連携を図りながら、事業導入に向けて

対応していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　農林水産行政についての御

質問で、学校給食の県産農水産物の利用状況等につい

てお答えいたします。

　平成21年度の学校給食における県産農水産物の利用

状況調査によりますと、利用率は32.3％、総額は７億

5679万円となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　離島・過疎地域の振興に

ついての御質問の中で、離島航路補助制度における燃

料高騰分の補てんについてお答えします。

　離島航路補助制度においては、航路事業により生じ

た欠損額に対して、国・県及び市町村が協調して補助

を行っております。

　燃料費につきましては、これまでの実績を見ますと

ほぼ全額が国の標準費用として認められており、仮に

燃料費が高騰した場合でも当該増嵩分は国庫補助金の

増額となるので、市町村の負担がふえることはないと

考えております。しかしながら、離島航路は島嶼県で

ある本県におきまして、離島住民の生活の足及び生活

必需品や物資の輸送手段として日常生活に不可欠のも

のであり、県は、今後とも離島航路の維持確保のため

に国・市町村と連携して取り組んでまいりたいと考え

ております。

　次に、離島振興総合センターについてお答えいたし

ます。

　南大東村離島振興総合センターは、昭和53年度から

昭和55年度にかけて、当時の沖縄開発庁と県の補助を

得て整備をされております。また、建てかえについて

は、施設整備から10年経過後は国への報告をもって財

産処分が可能となっております。

　次に、産業用大麻の研究栽培についての御質問の中

で、産業用大麻の製品化研究についてお答えいたしま

す。

　大麻草の成熟した茎及び種子は、諸外国では産業用

で使われている事例もありますが、国内では大麻研究

者の免許制度など大麻取締法の規制の面から、工業技

術センター、農業研究センターでの産業用大麻を活用

した製品化研究の実施については、他県を含め現状で

の取り組みは少ない状況にあります。

　しかしながら、徳島県などにおいては、茎等を活用

して産業化を目指した取り組みが行われておりまし

て、県としては、現状においては大麻草の茎のみを輸

入した製品開発事例等を参考にした研究開発等の可能

性について情報収集に努めていきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　大麻取締法について

お答えいたします。

　大麻草の成熟した茎及び種子には、幻覚成分である

テトラヒドロカンナビノールはほとんど含まれておら

ず、大麻草の茎から得た繊維は衣類、履物、かばん、

容器、調度品などの日用品として利用されるほか、弓

の弦や神社の鈴縄、しめ縄として神事に用いられてい

ます。また、種子は香辛料として七味唐がらしに用い

られたり、鳥のえさになり広く一般社会で使われてい

るものであります。そのため、大麻取締法において

は、成熟した茎及びその製品並びに種子及びその製品

は大麻から除かれております。

　続きまして、大麻取締法における大麻草の茎や種子

の所持についてお答えいたします。

　大麻草の成熟した茎及びその製品並びに大麻草の種

子及びその製品を所持すること自体は大麻取締法違反

とはなりません。しかしながら、不正栽培を目的とし

て大麻の種子を所持した者は、大麻取締法の予備罪、

不正栽培をすることを知りながら種子を販売した者に

ついては、同法の原材料提供の罪あるいは刑法におけ

る幇助の罪に問われる可能性があります。

　以上であります。
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○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築行政につい

ての御質問の中で、県道東風平豊見城線の早期整備に

ついてお答えいたします。

　県道東風平豊見城線は、八重瀬町東風平から豊見城

市豊崎を結ぶ9.2キロメートルの幹線道路でありま

す。そのうち、上田交差点から豊崎までの4.7キロ

メートルについては平成10年度から事業に着手し、国

道331号から豊崎区間1.4キロメートルについて平成16

年４月に供用しております。残りの3.3キロメートル

の整備についても、平成28年度の完成供用を目指し鋭

意整備を推進しているところであります。また、上田

交差点から八重瀬町までの4.5キロメートルについて

は今年度から概略設計を実施し、八重瀬町及び豊見城

市と連携して計画ルートの検討を行ってまいります。

　同じく土木建築行政で、与那原既設護岸整備の取り

組みについてお答えいたします。

　与那原海岸の既設護岸整備については、護岸前面に

「中城湾港マリンタウン整備事業」による埋め立てが

行われ、波が直接押し寄せることがないことから、高

潮対策としての整備は困難な状況にあります。このた

め、当海岸については「海岸堤防等老朽化対策緊急事

業」による整備の可能性を把握するため、まずは老朽

化の点検調査を行う考えであります。

　同じく土木建築行政で、報得川の拡張整備について

お答えいたします。

　報得川においては、去る11月９日の集中豪雨により

国道507号のヘンサ橋一帯及び東風平中学校の正門付

近が冠水し、生徒の安全や車両の通行等へ影響があっ

たところであります。その後、現地調査を行ったとこ

ろ、ヘンサ橋の下流域に数カ所の土砂堆積があり、冠

水が発生した要因の一つではないかと考えておりま

す。

　県としましては、当面の対策として、今年度内に堆

積土砂のしゅんせつを実施するとともに、抜本的な治

水対策として、河川拡幅の事業化を検討していきたい

と考えております。

　同じく土木建築行政で、小規模離島町村の県営住宅

建設についてお答えいたします。

　公営住宅は、それぞれの地域における住宅需要をき

め細かく把握している市町村が行うことが望ましく、

県はその補完的役割を担うこととしております。現

在、県営住宅は老朽化した危険な団地が多く、その建

てかえを優先する必要があります。したがって、小規

模離島町村の定住促進等を図るための町村営住宅の建

設について、県は予算の重点配分を行うなどその支援

に努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　産業用大麻の件で、今回の答弁は前

進じゃないかというふうに思います。実は、私、今回

は離島振興といいますか、８月１日の人口推計で140

万人突破ということが９月１日の新聞に出ていたんで

す。これは喜ばしいことではあるんですが、逆に離島

の人口流出が激しいんですよ。そういうことでよく県

のほうも、知事もそうですが、離島振興という中で、

離島の雇用拡大とか産業を興すといいますか、それと

定住促進、そして児童生徒の支援センターといいます

か、それが整備されないと離島の人口流出はとまらな

いんじゃないかと思います。そういうことで、今、小

規模離島の県営住宅の件もあったんですが、予算の支

援といいますか、それはどういうことを指すんです

か。住宅課が事業費の何％を出すとか、そういうこと

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　各市町村から住宅整

備の要望がかなりの数があります。それで、県営住宅

も整備しないといけないし、市町村営住宅も整備して

いかないといけないというジレンマの中で、予算枠が

厳しいものですから、県としては社会資本整備交付金

の流用、他の事業から流用してそれに充てたり、来年

度からの一括交付金に期待しているところなんですけ

れども、今年度の例で言えば、他の事業から数億円、

ぜひ土地も準備して離島の住宅をつくりたいという要

望が強かったものですから、そこに予算を流用して今

回あてがった事例がございます。そういう形で支援し

ていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　財源が少ないといいますか、離島が

困っていますので、定住促進のためにもぜひ予算支援

をお願いをしたいと思います。

　それから、大麻の話、答弁があったんですが、茎は

大丈夫、それから種子も大丈夫ということだったんで

す。これは警察本部長にお聞きしたいんですが、今、

種子を持っている場合は違法になるという話があった

んですが、これについてはどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　福祉保健部長が申し上

げたとおりでありまして、種子につきましては基本的

には適用がないんですけれども、ただし栽培するつも

りで所持した場合でありますとか、相手が栽培するこ
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とを知りながら譲り渡したという場合には違法となり

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　離島は南大東、それから北大東もそ

うですが、さとうきびが基幹作物であります。そうい

うことで今、ＴＰＰの問題でどうなるかということを

心配をしているんですが、含みつ糖、精糖工場がない

例えば座間味村、それから渡嘉敷、渡名喜について

は、どうにかして産業を興さんといかぬじゃないかと

思っていますので、今から輸入した茎を工業技術セン

ターで研究するということでありますが、それについ

てもう一度企画部長、答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、福祉保健部長、それ

から警察本部長からもこの研究についてあるいはまた

栽培について制限があるというふうな問題があるわけ

ですが、他県の事例もございますので、まず情報収集

をしながらどういうふうな形で研究できるのか、そこ

のところからまず始めていきたいと思います。

　今、北海道とか幾つかの県では県の公設試験研究機

関で研究しているという話も聞いていますので、その

辺の情報からまたとっていきたいというふうに思って

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　知事にお伺いしたいんですが、昨今

といいますか、国が解禁しなければこのヘンプを県は

許可はしないということがわかったんですが、地方分

権の時代ということで言われていますが、実際には

金・人・物すべてが中央集権であります。これを誘

致、このヘンプについては知事許可でできますので、

この知事許可をどうにかできないかどうか、知事の見

解をお伺いしたいんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員の離島にかける

思いは十分理解します。ただ、この問題はかなり微妙

な問題がありまして、なかなか知事の権限でどうこう

というものではないところがあることも御理解いただ

きたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣良俊君。

○新垣　良俊君　部長は福祉保健部のトップでありま

すので、大麻取締法で厳しいということでそういうふ

うに言っていると思うんですが、できましたらぜひ輸

入した繊維でいいですから、茎でいいですから、ぜひ

工業技術センターで研究を重ねてほしいと思います。

　それから、報得川の話が出たんですが、しゅんせつ

すればどうにかというのがあるんですが、これについ

ては断面調査といいますか、これをぜひやってほしい

と思います。糸満側については先月９日の大雨のとき

に現場へ行ったんですが、糸満側は大丈夫なんです

よ。東風平側が道路の冠水している場所が多かったも

のですから、ぜひ断面調査をお願いをしたいと思いま

す。それについて、部長お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今回、土木建築部で

本格的にやろうということで来年度以降、調査費を計

上してそこの調査をして、今後事業化に向けて取り組

んでまいりたいと考えております。

○新垣　良俊君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後５時56分休憩

　　　午後６時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　浦崎唯昭君。

　　　〔浦崎唯昭君登壇〕

○浦崎　唯昭君　質問に入ります前に法律等の引用に

誤りがありますので、これを訂正させてください。

　福祉行政の障害者の支援につきまして、障害者基本

法になっておりますけれども、身体障害者福祉法の第

21条、第22条及び第23条でありますので訂正させてい

ただきます。おわびを申し上げます。

　それでは一般質問に入ります。

　きのうの新聞を少し読ませていただきながら感想を

述べたいと思うんですけれども、平良亀之助さんとい

う方が新報に投書をされました。県庁におられた方の

ようで――私は初めて聞いたんですけれども――「私

が県庁に在職中、政府官僚の間では「沖縄にはズー・

セオリー（動物園の論理）でいけ」」というのがある

そうであります。表にはまさに出せない言葉でありま

すけれども、この「ズー・セオリー。動物園の動物を

飢餓状態に置き、餌を与えることによって、人間の意

のままに飼いならすことの意だ。」そうでございま

す。「今回の防衛局長発言にもこの論理が、如実に表

れたと言える。　これは歴史的な差別構造に根差すも

のであり、他の分野にも潜んでいるだろうから、今後

とも警戒を怠ってはいけない。」、そういう記事でご

ざいます。

　もう一つ、日経新聞の「春秋」にはまたこう書いて

ありました。「この１週間、喉に骨が引っかかったよ

うな感覚が抜けない。一川保夫防衛相の進退が取り沙

汰されているが、その発端にもなった前沖縄防衛局長

の不適切発言に関してである。あの暴言を明るみに出
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したメディアは正しかったのか――。」、「中身はも

うよかろう。沖縄県知事は「口が汚れるからコメント

しない」と吐き捨てた。こちらも紙面を汚したくはな

い。気になるのは１点、暴言がオフレコの場で出たと

いうことだ。オフレコとは、発言を記事にしないとの

約束を前局長と記者たちが前もってかわしたという意

味だ。そして約束は守られなかった。」、そういう言

い方で「過ちかもしれないが、約束はしてしまった。

ならば、相手が市民であれ官僚、政治家であれ、守

る。そういう原則を貫くことも大切ではないか。喉の

骨はそう訴えてうずき続けている。前局長は記事にし

ないという約束があって記者に話した。この事実はど

こまでもついて回ると思うが、どうだろうか。」とい

う記事でございます。両極端な記事でございますけれ

ども、まさに知事も沖縄県の県益を述べる大変大事な

ことであります。また全国47都道府県の沖縄県として

のお考えも加味されながら頑張ってもらいたいと思い

ます。

　東日本で発生した大量の瓦れきの処理について、知

事の政治姿勢として伺わせていただきます。

　平成23年11月21日、政府主催の全国都道府県知事会

議があったようであります。その議事録を島尻安伊子

参議院議員からいただきました。その中で総理はこう

述べております。

　とりわけ瓦れきの広域処理については、一部の地方

公共団体においては御協力をいただいておりますけれ

ども、ぜひ政府としても安全性の確保、復興に万全を

期してまいりますので、改めて皆様のさらなる御協力

をお願いしたいと思いますということで、広域処理の

お願いをされております。まさに、2000万トンにも余

るあの瓦れきを処理するということが東日本大震災の

岩手、宮城、福島、そして茨城も一緒になって救う、

復旧・復興につながるのは、あの瓦れきの処理をどう

するかこれが大きな命題であるだろうとこのように

思っておりますけれども、その中で政府は震災４県と

沖縄県をこの瓦れき処理の対象から外された。これが

私にはなぜなのかがわからないわけでございます。沖

縄もいろんな問題を抱えながら知事も、あの震災直後

に沖縄のチムグクルを発揮して温かく迎えます、お金

は要りませんということで発表されました。そういう

中でこの沖縄がこの瓦れき処理の対象としてお願いを

されていないということが気になるわけでございます

けれども、そのことについて知事会議の状況等も含め

て教えてください。

　次に、都市計画行政についてであります。

　とりわけ都市計画行政で長期にわたっている計画に

ついてお伺いいたすわけでございますけれども、都市

計画行政というのは大事な決定でございます。まちづ

くり、地域づくり、これは都市計画が決定をしお互い

の地域がよくなってまいります。しかしながら、反対

にこの都市計画決定が長期にわたりますと、いろんな

問題を醸し出してまいります。そういう意味で長期に

わたる都市計画決定されたことにつきましてお伺いを

いたします。

　ア、決定をされ、いまだ継続されている物件を詳し

く示してください。

　イ、長期にわたる問題になりますと、本質をとらえ

切れず執行することも困難になってくると思います

が、状況の説明をお願いします。

　ウ、そして長くなりますと憲法29条財産権にも反す

ると言われております。いかがでございますか。

　次に、教育行政についてお伺をいいたします。

　これは文化とも深くかかわりますけれども、まず１

番目に武道についてでございます。

　いよいよ平成24年の４月のスタートから中学校の指

導要領が改正をされまして、武道が取り入れられるこ

とになりました。本議会におきましても各議員が武道

について、またとりわけ沖縄の空手、そしてウチナー

角力についても質問をされましたけれども、ア、武道

とはどういう科目でございますか。そしてイ、武道を

必修科目に選定する目的を示してください。必修科目

になりますと、先生が必要でございます。武道の教師

がこれからたくさん必要になってくると思いますけれ

ども、ウ、武道の教師の選定方法について教えてくだ

さい。

　芋、県指定文化財についてであります。

　県指定文化財は、「その保存及び活用のため必要な

措置を講じ、もつて県民の文化的向上に質するととも

に、我が国文化の進歩に貢献することを目的とす

る。」とありますけれども、まさに我が沖縄県の文

化、国の文化に大きく貢献をしていくということが大

事なことでございますけれども、その文化についてお

伺いをいたします。

　ア、文化に秀でて、指定に値する人材は現在おられ

ますか。

　イ、人材の発掘はどのようになされておりますか、

お伺いをいたします。

　４番目に、福祉行政についてお伺いをいたします。

　茨番目に、障害者の支援についてでありますけれど

も、行政財産の目的外使用で身体障害者福祉法21条、

22条、23条に反するという声があります。これは総務

企画委員会にも陳情がありまして審査中のことでござ
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いますけれども、そのことにつきまして法律に反する

のではないかという意見がありますけれども、そのこ

とについてお伺いをいたします。

　５、我が党の代表質問との関連についてお伺いいた

します。

　知事、沖縄振興一括交付金、長い間の御苦労がなさ

れ、いよいよ決着のときが私は来たような感じがいた

しております。それは９日には税制改正大綱が決まる

ようでございます。そして予算編成が今月の22日前後

に決まってくると思います。まさに、私たちの１年有

余にわたりましての議会で、そして知事は東京を含め

いろんなところでこの一括交付金をお願いしてまいり

ましたけれども、そのことにつきましては本定例議会

におきまして何らかの進展があるものだと期待をして

おりました。代表質問、一般質問を通じまして大きく

期待をしたわけでございますけれども、いまだ知事の

声から決まりましたと、私たちは一括交付金をいただ

けるようになりますということをまだいただくことが

できないのが残念でございます。しかしながら、代表

質問、一般質問を通じまして、知事の動きもわかるよ

うな感じがいたしております。これからが正念場に

なってまいります。

　知事、22日前後、恐らくこの本会議が終わりますと

知事は東京に行かれると思います。その中で政治決着

することも出てくるだろうと思いますけれども、その

一括交付金を獲得するその決意を改めてお伺いをいた

したいと思います。

　以上、あとは指定席から再質問させていただきま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　浦崎唯昭県議の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、教育行政についての御質問で、文化に

秀でて指定に値する人材についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　沖縄県では特色ある豊かな伝統文化が息づいており

ます。多彩な文化芸術活動が行われ、人材が豊富であ

ると考えております。伝統的文化を受け継ぐ人材につ

きましては、文化財の指定を受けた保存会等によりま

す伝承者養成や、関係団体等の後継者育成のたゆみな

い取り組みによりましてすぐれた人材が育成されてお

ります。芸能や工芸技術、そして伝統空手・古武術と

いった無形文化財の保存と継承につきましては、教育

委員会において文化財の指定と保持者の認定に取り組

んでいるところでございます。

　次に、我が会派の代表質問との関連についてという

御質問の中で、沖縄振興一括交付金の進瀧状況につい

ての御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、沖縄振興一括交付金の総額3000億円とす

ることについて、政府及び与党・民主党と調整を行っ

ているところでございます。その中で、国直轄事業に

つきましては、平成24年度の国から沖縄県への権限移

譲はなかなか難しい面があると言われており、沖縄県

としましては、いわゆる出先機関の見直しの中のアク

ションプランに基づく国出先機関の改革の進展に応じ

て、平成26年度までに段階的に経費を一括交付金化す

るというようなことを含め、まだ調整中でございま

す。ただ、国直轄事業も一括交付金化を強く求めてい

るところでございますが、まだ結論は出ていません。

また、沖縄県及び市町村向けの補助金等につきまして

は、公共事業を中心としたものと経常経費を中心とし

たものの大きく２つに分かれますが、こういう２つに

分かれたものを整理をし、検討を進めているところで

ございます。

　沖縄県が求める沖縄振興一括交付金につきまして

は、現在国の予算編成過程の中で調整が進められてい

るところであり、政府予算案において沖縄県の要望を

踏まえた沖縄振興一括交付金が実現されるよう、引き

続き政府に対し強く働きかけているところでございま

す。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、東日本大震災で発生した瓦れき

の広域処理受け入れについてお答えいたします。

　環境省におきましては、10月４日に全国の自治体関

係者を集めて東日本大震災により発生した瓦れきの受

け入れ意向に係る会議を開催しております。また、野

田首相は11月21日に開催された全国都道府県知事会に

おいて、瓦れきの広域処理に係る協力をお願いしてお

ります。今回の広域処理の受け入れ先につきまして

は、鉄道や車両による陸上輸送を基本としていること

から、沖縄県は除かれております。

　県としましては、今回の震災により多大な被害を受

けた被災地の復興についてできる限りの協力を行って

おります。今後とも被災県からの要望などを踏まえ、

人的・物的支援を行っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。
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　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　都市計画行政につい

ての御質問の中で、都市計画決定し、事業に着手しな

がらいまだ継続している箇所についてお答えをいたし

ます。

　事業期間が長期にわたり、いまだ継続されている箇

所については、那覇市天久の都市緑地があります。当

該緑地は昭和46年６月に都市計画の決定を行い、平成

４年10月より事業を着手し、用地取得及び物件等の補

償を行っております。

　同じく都市計画行政で、事業期間が長期化している

理由と今後の対応についてお答えいたします。

　那覇市天久の都市緑地の整備事業が長期化している

理由の一つに、補償に係る交渉が難航していることが

挙げられます。当該緑地には、都市計画の決定以前よ

り数多くの墓が存在し、それらの移転先を確保できず

交渉が難航しております。近年は、民間事業者の墓園

が設置され、移転先をあっせんできる状況となってき

たこと等から、県は当該緑地の早期供用に向けて那覇

市と連携し事業の促進を図っていく考えであります。

　同じく都市計画行政で、憲法第29条の財産権に反す

ると言われることについてお答えいたします。

　県は、都市計画に関する事業について、なお一層地

域住民や地権者からの意向を把握するとともに、事業

区域をある一定規模で分割する検討を行う等、憲法第

29条の財産権に反すると言われることのないよう、関

係市町村と連携を図りながら事業の効果的な促進に努

めていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、武道についてお答えいたします。

　武道は、我が国固有の文化であり、武道の伝統的な

考え方を理解するとともに、相手を尊重しマナーを守

り、練習や試合ができるようにすることを重視する運

動となっております。

　次に、武道の必修化についてお答えいたします。

　武道の必修化につきましては、中央教育審議会答申

の「伝統や文化に関する教育の充実」を受け、体育に

おいては武道の指導を充実し、我が国固有の伝統や文

化により一層触れることができるよう必修となりまし

た。

　次に、武道担当教師の選定についてお答えいたしま

す。

　学校でどの教師が武道を担当するかにつきまして

は、教師の専門性や学校の設備なども踏まえ、各学校

で調整しております。

　次に、人材の発掘についてお答えいたします。

　無形文化財の保持者につきましては、必要に応じて

追加の認定を行うために、県教育委員会において保存

会や関係団体等から情報を収集し、人材の把握に努め

ているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉行政について

の、行政財産目的外使用についてお答えいたします。

　身体障害者福祉法第21条では、障害者の社会参加を

促進する事業を実施するよう努めなければならないと

規定されております。また同法第22条には、公共的施

設の管理者は、身体障害者から申請があれば売店を設

置することを許すように努めなければならないと規定

されています。この規定に基づき、県においては、八

重山合同庁舎に売店等の設置を認めており、自動販売

機についても県の庁舎等に設置しております。また、

同法第23条で、市町村は、売店設置の可能な場所等に

ついて身体障害者に知らせなければならないと定めら

れていることから、市町村においても適法に実施され

ているものと考えております。

　県としましては、同法の趣旨を踏まえ、適正に対応

することが重要であると考えており、今後とも公共的

施設の管理者等に対し、福祉関係団体への優先許可に

努めるよう求めていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　知事、瓦れきの処理についてであり

ます。できたら知事に答弁をいただきたいんですけれ

ども、これは知事の政治姿勢として聞いたんですよ。

　なぜ沖縄県が外されたのか。非常に気になるのは沖

縄県は、今、基地問題で全国的に基地の県外移設をお

願いしております。そういう中で、この瓦れきについ

ては沖縄県はいいですというのはわからないです。こ

の判断は沖縄県がお願いをされてやれるときに沖縄県

がやればいいのであって、なぜ沖縄県が外れたかとい

うことが非常に気になるわけですよ。だから環境行政

ではないんです。知事の政治姿勢として、知事がその

ときに全国知事会に出られたかどうかわかりませんけ

れども、そういう立場で私は質問しているんです、政

治姿勢として。環境行政じゃないんだよ。出たんです

か、知事会議に。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。
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　　　午後６時46分休憩

　　　午後６時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御質問に対し

て、11月21日の知事会だったそうですが、私は出てお

りません。それもあるんですが、ただその前に環境省

からの問い合わせがあったようで、瓦れき等の処分地

として日本全体で受け持ってもらいたい。ただし、沖

縄県については遠い、そして費用もかかる、そして十

分な瓦れき処理の空間スペースができていないなどな

どを理由に環境省のほうで実務的に話したという感が

ございます。それで、確かに我々も別にこの東日本の

大震災に対しては沖縄県もいろんな貢献をするつもり

だよというのは前から申し上げ、それなりに多くのメ

ンバーで団体が集まって我々もやっているつもりなん

ですが、ちょっとこの件についてあえて沖縄を何か意

図的に外したのか、外されてしまうと何か少し頼りに

されていないなという感じで落ちつかないんですが、

少しこれはもう一度チェックさせてください。そして

無論これは各県全部わかりましたというわけでもない

ようですから。ただ、もともと問い合わせ、確認もし

ないで沖縄抜きでやったって言われてもこれは困る話

でして、ここはちょっと議員の御質問を受けて、私今

確認ができたぐらいでまことに申しわけありません

が、内容をもう一度確認したいと思います。きょうは

間に合いませんけれども、よろしゅうございますか。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　知事が出席されていないということ

でわかりましたけれども、これは全国でこの東日本大

震災を助けようという中で、しかし沖縄は別ですよと

なるのはちょっと非常に気になるんですよ、これは。

方法としては船でもやろうと思えばできないことでは

ないと思うんですよ。だからそういう意味でやる姿勢

を見せていかないと、今後沖縄は嫌なものは引き受け

ない。しかし、基地は県外にとお願いするのもやりづ

らくなるのではないのかなという感じがするんです

よ。

　それでこの「連鎖する差別」ということで、山口二

郎先生がいろいろお話ししておりますけれども、「福

島県民はいつまで被害者の振る舞いを続けるのだ」と

いうそのような差別発言もある中で、沖縄も同様に

「力ずくで物事を押し付けることが国益や多数派の利

益という名目で正当化されるという、これまでの常識

が存在している。」ということの裏づけになってくる

んですよね、そういうことが。沖縄は瓦れきの処理は

しなくていいですよというのが非常に気になるんです

よ、そういう意味で。しかし、知事もちょっと時間を

置いて検討させてくれということでございますから、

ぜひそうならないように、全国で救おうとする中で沖

縄は瓦れき処理をしたいけれども政府がそういうこと

を言っているので、それに対して知事の考えはしっか

りと持ってお話をしていくべきではないのかというこ

とを思いまして、お願いを申し上げました。

　答弁ありますれば、お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　私も今、浦崎議員がおっ

しゃるように沖縄だけ特別扱いをしてくれというつも

りはもともとこれまでもありませんし、ただ体力に応

じたことしかできないんですが、それでも各県で特段

に逆差別をされるのもこれは不愉快なことですよ。沖

縄は沖縄で応分のことはきちっとやるという姿勢は

しっかり持っていきたいと思いますので、この点は

ちょっとフォローをもう一度させてください。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　どうぞ被災地の人たちに思いをはせ

まして、ぜひ沖縄県も一緒になってやれるという全国

民の期待にこたえていこうではありませんか。

　続きまして、一括交付金になるわけでございますけ

れども、先ほど申し上げましたように、一括交付金は

もう大丈夫だということが見えないというのはこれは

全県民そう思っていると思います。41市町村まさにそ

う思っておりますけれども、ある村長さんは少し心配

なお話もされておられました。ここに来てまだ決め切

れない。まだ一括交付金獲得だと、知事も今調整中で

ある、まだ結論が出ない、引き続き調整するというこ

とでありますけれども、この一括交付金獲得に対しま

しては、これからが知事の出番だと思います。大変な

仕事だと思います。これからこの本会議が終わります

と、東京へ行かれると思うんですけれども、ぜひお体

を大事にしながら先ほど御答弁されておりました、そ

の獲得のために全精力を上げていくということでのも

う一度決意をいただいておきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　いろいろ激励をいただきま

して、またしっかりと頑張っていこうという気が起

こってまいりましたが、一括交付金というのは、例え

ば今沖縄県に来ています一括計上分というのが2300億

円ですよね、今年度が。ですから、まず１つは金額を

持ち上げないと新しいビジョンの実現にはやっぱり足

りないということで3000億円ぐらいまでまずこれはふ

やすというのが一つです。ただ３・11もあり、こうい
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う御時世でなかなかこれを拡大するというのは大変な

んですが、一応概算要求では2300億円が2437億円と少

しふやして概算要求はしています。それでも足りない

んでなお3000億円台までは拡大してもらいたいと。実

はここが一つの交渉の一番大きな部分でもあります。

一方で民主党さんが地域主権の実現のための予算的な

手段として一括交付金という言葉を打ち上げてこられ

ました。これは基本的にはひもつきでない、自由にそ

の地域で使える国からのお金とこういうまだ単純な定

義しかありませんが、この制度設計も含めながらこの

一括交付金システムを国の仕組みに入れていくには一

挙に全く真っさらな一括交付金というイメージのもの

がつくれるかというのは、これはなかなかやっぱり技

術的には難しいところがあります。ですから、今年度

から既にできているあの5000億円地域戦略交付金と呼

ばれるもの、これも基本的には一括交付金でこの一つ

一つの道路だ、空港だ、港湾だったらここをもう一回

何％かは見直して別のものにも使えるというものはあ

るんですが、この使える範囲が狭いという面があっ

て、ですからこの本当の意味で100％自由なというと

ころに到達するには、これ一気にはなかなか行きにく

いという面はあります。ですから、その真っさらなも

のに近いものが3000億の中で一体どれぐらい確保でき

るか、丸ごと確保できるか。それともこの地域戦略交

付金のような途中段階のまだ少し自由度は狭いけれど

も、一括交付金的なものというものでいくのか。さら

に、これは県とか市町村、沖縄に来ている分だけでい

くのか。国直轄はどうするかという実は前提となる部

分をかなり議論をしないとなかなか処理が難しいとい

う面があります。ですから、設計をしながら額をどう

やって確保するか、それから既存のいろんな仕組みと

制度をどう処理していくか、今年度、来年度１年で可

能かというこの４つぐらいのことを同時に実は議論し

ながらやっているものですから、なかなか国も財政当

局もまた担当している沖縄担当部局にしても国交省と

いうような沖縄に大きなお金をあれしているところに

しても、なかなかこれ実は、はいわかりましたと行き

にくい部分があって、この山を何度も行ったり来たり

しながら議論が収れんし始めております。ですから、

来年度予算の１回ですべて要求している額のまず2300

億を3000億とか、それから一括交付金と言っているも

のが全く真っさらな一括交付金ができるのか、今まで

あるものの改良版でいくのか、高率補助部分を残して

いくのかはこれから最終的な落ちつきが出てまいりま

す。ただ我々は要求したとおりの自由なお金がない

と、沖縄が主体的に計画をつくってそれの方向で仕事

をしていくというこの主体性もとりながらやっていく

には、民主党さんの政策にある一括交付金が一番合う

ということで今頑張っておりますが、20日過ぎまでに

今申し上げた４点ぐらいの点はある程度整理しながら

結論が出てくると思いますが、実際はまだ議論途中と

いうところがありますので、それでも頑張ってまいり

たいと思います。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　知事、よくわかりました。知事もこ

としでもう１年たちましてあと残り３年です。知事の

真価が問われる一括交付金だと私たち思っておりま

す。懸命に御支援いたしますので、ぜひ頑張って知事

の今話されたような感じでよろしいと思いますので、

獲得をしてもらいたいと要望をしておきます。

　それから身体障害者の問題で、福祉保健部長、身体

障害者福祉法21条、22条、23条についてはよく理解を

していると、それを徹底をしていくということであり

ますけれども、まだ関連する知事部局、公安委員会、

警察、教育委員会も私が調査をしましたらそこまでま

だ至っていないようなそんな感じがいたします。その

ためにはその徹底をやってもらいたいと思いますけれ

ども、そのことについて御答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　先ほどもお答えしま

したけれども、法の趣旨に従いまして、公共的施設の

管理者に対して福祉団体等への優先許可に努めるよう

求めていきたいと思っています。また、そういう関連

の団体からの相談には親切に乗っていきたいと考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　それを受けまして、知事部局を預か

る総務部長、それから公安委員会、教育委員会の今の

福祉の条文を受けましての御決意をお願いいたしま

す。まず知事部局から。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　今、福祉保健部長がおっ

しゃいましたとおり、今現在自動販売機等々を中心に

公募制を実施したり、それから売店の設置等々につい

てやっているわけですけれども、引き続きその趣旨を

しっかり踏まえながら例えば自動販売機の新たなもの

については障害者等々を中心として優先的に使用させ

るような形にもっていきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　県教育委員会といたしまし

ても、福祉関係団体等による優先設置に関しまして
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は、知事部局の対応をしっかりと参酌しながら適切に

対応していこうと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　県警といたしまして

も、警察施設内に自動販売機設置の公募を行う際には

障害者福祉団体等支援を要する団体が設置を希望する

場合には優先して設置をしていただくということとあ

わせ、既存の自動販売機の使用許可の更新の場合にも

同様の配慮をする必要があると考えております。

　今後とも関係法令等を遵守するとともに、関係部局

と調整の上、行政財産使用許可の適切な運用に努めて

まいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　御答弁ありがとうございます。

　次に教育行政、文化行政と申し上げましたけれど

も、武道について先ほども演壇で話しましたが金武正

八郎さんが教育長のころにも沖縄には剣道、柔道、そ

れ以外に空手、ウチナー角力というのが武道としてあ

るということでありましたけれども、これからそれも

科目に取り入れていくという確認をさせてください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほど議員のほうからも御

質問がありましたけれども、もう来年度から中学校で

は全面実施になります。この中で中学校１・２年生の

ほうで武道、ダンスが必修化されるわけですけれど

も、これまでも私どもは武道指導の充実を図るために

講習会をしたり、あるいは研究校を指定したり、いろ

んな取り組みをして資質向上を図ってまいりました。

と同時に、本県の誇る伝統文化の継承・発展につなが

るような学習過程の工夫を昨年度文書でもちまして通

知をしております。この中で、武道の指導内容であり

ます武道、剣道、相撲に加えまして、本県の伝統文化

であります空手とそして沖縄角力、そういったことも

選択種目としてしっかりと生徒に選択履修できるよう

な対応を今していこうと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　ありがとうございます。

　これからは地域主権というまさに政権の言葉であり

ますけれども、その中での沖縄空手とかウチナー角力

が取り入れられていくということは、沖縄の文化の発

展にもつながるし、沖縄の主権を表明する一つでもあ

ると思いますのでぜひよろしくお願いをいたします。

　続きまして、土建部長、この天久緑地が残っている

ということでございましたけれども、昭和46年にこの

都市計画決定はされているんですよね。それで皆様方

から教えていただきますと今日までほとんど手をつけ

られていない。昭和46年に決まりまして平成４年まで

ほったらかしている。都市計画決定というのは先ほど

申し上げましたように、地域のいろんな権利を押さえ

られている中でこれが40年余にわたりまして何ら動い

ていないということで、大変地域の皆さんが心配をし

て私はその質問をするわけでありますけれども、その

ことについて部長、どのようにこの仕事をこれから進

めていくのかをお聞きしたいんですよ。それは、今あ

そこの地域はまさに無法地帯、お墓をつくる人はつく

る、出ていく人たちは補償金を出すという状態で、ま

さに都市計画決定の何もない状態であります。そうい

う意味では、那覇市と協力しながらこれを進めていく

ということでありますけれども、もう少し決意を新た

にこの地域の開発、私は皆さんの計画はすばらしいも

のだと思っております。高台にありまして防災の拠点

にもなるところだと思っておりますし、また見晴らし

もとてもいいところですのでいい公園にはなりますけ

れども、そのためには昭和46年に決定して今日まで何

ら動きもないということは、やはり行政として責任を

持たなければならないと思うんです。そしてあそこに

ある天久聖現寺さんも、今日まで改装したいけれども

都市計画決定され何もできなかったということであり

ます。そのことについてもお答えを願いたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに長年制限をか

けて規制を受けて、住民の方々にはかなり支障があっ

たということで反省しております。現在その進瀧率が

18％で、これからもっと若狭緑地というのはかなり景

観とか環境とかそういった面でもいい箇所ですので私

たちも進瀧を図りたいんですけれども、先ほど答弁し

たように民間の墓園があっせんできるということでそ

こにあっせんするとともに、反省点としてはもちろん

今後取り組みますけれども、やはりもう少し制限する

区域を分けて財産権に支障がない程度に「選択と集

中」をして、段階的に経てあの事業を進めればよかっ

たかなと。一気に全体を入れたのがそういった支障を

来した原因かなということで今後はそういうことがな

いようにということと、今回の若狭緑地に関しては、

那覇市ともっと連携してうまく対応できるように県も

積極的に取り組んでいきたいと考えております。

○浦崎　唯昭君　天久聖現寺は……。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時７分休憩

　　　午後７時８分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　神社の建てかえにつ

いてですけれども、これまで調査したところ個別の申

請内容について公園管理者、市町村の意向を踏まえ、

許可の可否を判断することができるということになっ

ていますので、今後那覇市含めてその公園管理者の意

向を踏まえた上で、適切に対応したいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　天久聖現寺さんは今日までできない

ものだと思っていたようですけれども、今の部長のお

話ではできるという状況ですので、ぜひ行かれてもし

そういう要望であれば進めていくようにお話をなさっ

てください。

　以上で終わります。ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　皆さん、こんばんは。

　通告した質問に入ります前に、質問通告締め切り後

から質問までの間に発生した重大な事件・事故問題等

についての発言のお許しをお願いをいたします。

　これから取り上げます基地から発生する諸問題につ

きましては、質問通告後に発生し、そしてまた報道が

なされた問題でありますので、議事課に連絡してあ

り、先例を踏まえて質問を行います。よろしくお願い

します。

　基地から発生する諸問題について。

　茨、うるま市米軍キャンプ・コートニー内の高層住

宅の大型空調室外機から発生する騒音問題。沖縄防衛

局は騒音測定を行い、その結果を関係機関に報告され

たとのことであります。

　ア、騒音測定の結果。

　イ、今後の対策についてお願いします。

　芋、うるま市米軍マクトリアスからのディーゼル燃

料流出について。

　ア、流出の原因。

　イ、流出先と量。

　そしてウ、今後の対策についてお願いをいたしま

す。

　それでは、通告の質問を行います。

　１、「沖縄21世紀ビジョン」の推進について。

　茨、平成24年度スタート予定の新たな振興計画推進

のための法律制定に向けての進瀧状況とめどについて

伺います。

　芋、沖縄振興一括交付金3000億円の進瀧と決定の時

期。

　２、沖縄科学技術大学院大学の開学に向けて。

　茨、大学院大学設立を受けて開学までの取り組み。

　芋、開学時における教授及び研究員、学生の体制。

　鰯、特許及び研究成果のビジネス化の体制と取り組

みについてお願いします。

　３、県立病院事業について。

　茨、３カ年間の経営再建の取り組みによる意識改革

や経営体質の改善。

　芋、今後の病院事業の経営。

　４、県経済の振興について。

　茨、企業の誘致。これはＩＴ津梁パークも含めてお

願いいたします。

　芋、観光の推進。

　鰯、地場産業の展開。

　允、起業化や新たなビジネスの可能性。

　５、八重山中学校教科書採択問題について。

　茨、11月28日の県教育長、石垣市教育長、竹富町教

育長、与那国町教育長との意見交換の目的と成果。

　芋、それに向けての県教育委員会の取り組み。

　鰯、この問題はどのように解決させていかれるの

か。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋守之議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、「沖縄21世紀ビジョン」の推進につい

ての御質問の中で、沖縄振興一括交付金の進瀧状況と

今後の見通しについてにお答えいたします。

　沖縄県は、沖縄振興一括交付金の総額を3000億円と

することについて、政府及び与党・民主党と調整を

行っているところでございます。国直轄事業につきま

しては、平成24年度の国から沖縄県への移譲はなかな

か厳しいという面もないことではありません。こうい

うことも含め沖縄県としては、アクションプランとい

う政府がお決めになった国の出先機関の県等への移譲

の部分、これに基づく国出先機関の改革の進展に応じ

て――平成26年度までがその期限になっておりますの

で――26年度までにその経費を一括交付金にしてしま

うということを強く求めているところでございます。

まだ折衝中です。

　また、沖縄県及び市町村向けの補助金等につきまし

ては、公共事業を中心としたものと、もう一つは、経

常経費を中心としたものの２つに分かれます。これは

こういうふうに整理をし検討を進めているところでご

ざいます。
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　沖縄県が求めます沖縄振興一括交付金につきまして

は、現在、国の予算編成過程の中で調整が進められて

いるところであります。政府予算案において、沖縄県

の要望を踏まえた沖縄振興一括交付金が実現されるよ

う、引き続き強く政府へ求めてまいる所存でございま

す。

　次に、県経済の振興についての御質問の中で、ＩＴ

津梁パークを含めての企業の誘致についてという御質

問にお答えいたします。

　沖縄県では、情報通信関連産業や製造業を中心に企

業誘致に取り組んでいるところでございます。その結

果、情報通信関連産業につきましては、現在216社が

立地をしております。そしてこの雇用者数も２万人を

超えております。ＩＴ津梁パークでは、入居企業数が

14社、雇用者数は約400人を超えているところでござ

います。さらに、来年度からは同じパーク内におきま

して民間ＩＴ施設の供用が開始されます。そして、こ

れによって雇用者数が約1000人に増加する見込みでご

ざいます。また、特別自由貿易地域におきましては、

立地企業数が30社、そして雇用者数が約500名となっ

ております。

　県といたしましては、今後とも私も先頭に無論立た

せていただいて積極的な企業誘致活動に取り組みます

とともに、アジア諸国の企業と県内企業とのビジネス

マッチングなど魅力的な投資環境の整備に努め、さら

なる企業の立地促進と雇用の創出に努めてまいりたい

と考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　「沖縄21世紀ビジョン」

の推進についての御質問の中で、新たな沖縄振興のた

めの法律についてお答えいたします。

　新たな沖縄振興のための法律について、県は、国が

９月に示した「新たな沖縄振興策の検討の基本方向」

を踏まえ、国に対し、県が策定する計画に関して自主

性・自立性を確保できる法制及び国の支援の明示を要

望しております。また、競争力のある税制措置の拡

充、沖縄振興一括交付金や県が提言した制度に関する

規定の創設等についても求め、国と調整を進めており

ます。県の要望する形の新たな法律を現行法の期限で

ある来年３月末までに制定できるよう、引き続き国と

の調整を重ねてまいりたいと考えております。

　次に、沖縄科学技術大学院大学の開学に向けての御

質問の中で、大学院大学開学に向けた県の取り組みに

ついてお答えいたします。

　沖縄県は、大学院大学の円滑な開学に向け「沖縄科

学技術大学院大学設置促進県民会議」を設置し、経済

団体を初め教育界及び産業界等県内各界各層挙げて、

県民機運の醸成及び関係機関への要請など設置を促進

するための活動を行ってまいりました。

　また、周辺整備については、世界じゅうから集まる

研究者やその家族が快適に暮らせるよう、国、地元恩

納村やうるま市等と連携しつつ取り組んでまいりまし

た。その結果、大学院大学のゲート空間となる国道58

号恩納南バイパスや村道大袋原線等が供用開始してお

ります。また、本年４月には、大学院大学研究者の子

弟を初め県内外の日本人及び外国人の子弟の受け皿と

なるアミークスインターナショナルスクールが開学

し、現在205名の幼児・児童が在籍しております。な

お、開学に向けては、現在、大学院大学においては学

生や研究者のための住宅整備が進められており、県に

おいては大学院大学への交通アクセス向上に向けたバ

スの実証実験や光ブロードバンド環境整備等に取り組

んでおります。

　次に、開学時における教授及び研究員、学生の体制

についてお答えします。

　現在、沖縄科学技術大学院大学には教員が45人、研

究職員が176人おりますが、来年秋の開学に向けてさ

らなるスタッフの増強や学生の募集活動を行っており

ます。開学時には、教員50人、研究職員300人、計350

人の体制で学生20人を受け入れる予定であると聞いて

おります。

　次に、特許及び研究成果のビジネス化の体制と取り

組みについてお答えいたします。

　沖縄科学技術大学院大学から生み出される特許及び

研究成果を生かしたビジネス化に向けて、沖縄県で

は、平成22年度より大学院大学、琉球大学、県内研究

機関等が連携して大学院大学の研究シーズを活用した

医薬品、健康食品等の共同研究開発に取り組むととも

に、関係研究機関によるネットワークの構築を図って

おります。また、大学院大学においても技術移転セク

ションを組織し、同大学からの研究成果等のビジネス

化を積極的に進めております。今後とも大学院大学と

の連携強化を図りつつ、生み出される研究成果等が地

域の産業振興につなげられるよう産学官の連携強化に

努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院事業につい
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ての御質問の中で、経営再建の取り組みによる意識改

革や経営体質の改善についてお答えいたします。

　病院事業局では、平成21年３月に経営再建計画を策

定し、一般会計繰出金の増額支援のほか、７対１看護

体制の導入等による収益の確保や診療材料費縮減プロ

ジェクト等による経費の節減に職員一体で取り組んで

きました。その結果、経常収支の黒字化等経営再建計

画の目標を平成22年度までに前倒しで達成しており、

この間の取り組みを通して職員の意識改革や経営体質

の改善については一定程度図られているものと考えて

おります。

　次に、今後の病院事業の経営についてお答えいたし

ます。

　病院事業においては、今後10年間で約70億円の長期

債務を償還することや県立一般５病院への７対１看護

体制の導入、医師、看護師等の安定的確保、必要な医

療機器の整備・更新等を適切に行う必要があります。

これらを前提に作成した病院事業の収支推計では、平

成24年度以降経常収支は再び赤字に転じ、現金資金に

ついても減少する等非常に厳しい経営状況となる見込

みとなっております。そのため、病院事業局において

は、職務の級の格付を国の基準並みにする給与体系の

見直しを行い、人件費の適正化を図ることを関係労働

組合に提案しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　県経済の展

望についての中の、観光の推進についてとの質問にお

答えいたします。

　沖縄県では、「ビジットおきなわ計画」に基づき、

今年度は外国人観光客の誘致強化や付加価値の高い旅

行の促進、新規市場の開拓、受け入れ体制の強化によ

る満足度の向上を主要戦略として掲げ、さまざまな事

業を展開しているところです。特に、外国人観光客の

誘致強化については、海外における情報発信やプロ

モーションの強化に加え、中国人観光客に対する数次

ビザの発給開始や海外からの航空路線の新規就航や増

便などにより大きな成果が得られているところであり

ます。また、新たなエンターテインメントの創出や観

光メニューの開発等に対する支援を実施するととも

に、ＭＩＣＥの誘致支援、もう１泊滞在キャンペーン

や夫婦をターゲットとした「大人の２人旅」などの商

品展開の支援など付加価値の高い観光の促進に努めて

いるところであります。

　県としましては、今後とも国内外の新規市場の開拓

や文化、歴史、スポーツなどを活用した沖縄独自の観

光プログラムを展開し、観光客数の増加と観光収入の

増大を図り、県経済の振興に努めてまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　県経済の振興につい

ての中の、地場産業の展開についてお答えいたしま

す。

　沖縄県では、地場産業の振興を図っていくため、県

産品奨励運動や産業まつりなどを通して県産品使用の

推進に努めるとともに、新製品の開発支援や県外への

販路拡大等に取り組んでいるところであります。現

在、景気低迷などの影響により、泡盛や伝統工芸品は

ピーク時と比較して厳しい状況にありますが、食料品

製造業においては数億円規模の売り上げに成長した土

産品商品が生まれるなど、県内外で高い市場評価を得

ている製品もあります。

　県といたしましては、引き続き国内外への販路拡大

や新製品開発、人材育成及び技術支援や農商工連携の

強化などに取り組んでまいります。

　続きまして、起業化や新たなビジネスについてお答

えいたします。

　沖縄県においては、起業化を目指す方々に対し、創

業者支援資金の融資や経営安定化を目的とした相談・

指導等の支援を実施しております。また、沖縄県産業

振興公社や商工会、商工会議所等と連携し、窓口相談

事業、ネット販売スキル再構築支援事業、課題解決集

中支援事業、経営革新支援事業なども実施しておりま

す。さらに、新たなビジネスに挑戦するベンチャー企

業の育成や新規事業の創出を推進するため、コーディ

ネーターによるきめ細かな支援等も行っております。

これにより、県産アセロラを原料とした化粧品やクワ

ンソウを活用した健康食品の開発・販売、また、地元

お笑いを活用したエンターテインメントビジネスや沖

縄特有のオリジナルキャラクターを活用したコンテン

ツビジネス等が創出されております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　八重山中学校教科書採択問

題についての御質問で、３市町教育委員会教育長との

意見交換についてお答えいたします。

　八重山採択地区教科書問題の一日も早い解決のため

に、11月28日に３市町教育委員会教育長との意見交換
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会を開催したところでありますが、残念ながら合意に

は至りませんでした。

　次に、教科書問題の解決に向けた取り組みについて

お答えいたします。５の芋と５の鰯は関連しますので

一括してお答えいたします。

　県教育委員会としましては、これまで文部科学省の

助言をもとに、３市町教育委員会に対し一本化が図ら

れるよう助言等を行ってまいりました。

　教科書の採択権限は３市町教育委員会にあることか

ら、八重山地区の教育関係者や地域住民が一致協力し

て子供たちの教育のために取り組んでいただき、一日

も早い解決をお願いしたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　議員からの緊急質問

で、基地からの油流出に係る新聞報道についての御質

問の中で、キャンプ・マクトリアスにおける燃料流出

の原因と今後の対策についてお答えいたします。７の

芋のアと７の芋のウは関連しますので一括してお答え

いたします。

　去る12月５日、キャンプ・マクトリアスにおいて燃

料流出事故が発生しました。沖縄防衛局によります

と、事故発生場所は同施設内の家族住宅地区とのこと

で、家族住宅の給湯用ボイラーにつながっているホー

スが破損し、ディーゼル油が流出したとのことであり

ますが、発生日時、流出の原因及び量などの詳細は明

らかになっておりません。

　県は、燃料流出事故を受け、米軍及び沖縄防衛局に

対し、燃料の流出日時、流出量等の詳細を明らかに

し、事故原因を究明して報告すること、安全管理及び

再発防止を徹底すること、再発防止のために講じた対

策を報告することなどを申し入れたところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　緊急質問の基地から

発生する諸問題についての御質問の中で、キャンプ・

コートニー内の空調室外機の騒音測定の結果について

お答えいたします。

　沖縄防衛局が11月17日に実施した騒音測定結果によ

りますと、住宅地における昼間の測定値は42.6デシベ

ルから48.9デシベル、夜間の測定値は44.7デシベルか

ら52.4デシベルとなっております。騒音測定結果につ

いて当該地域における騒音に係る環境基準を準用しま

すと、昼間の測定値は基準値の55デシベルを下回って

おりますが、夜間の測定値は基準値の45デシベルを上

回っております。

　次に、今後の対策についてお答えいたします。

　沖縄防衛局では、今回の騒音測定結果を踏まえ、施

設を管理している米軍に対し、12月６日付で文書によ

る施設の改善の申し入れを行っております。

　県としましては、今後の米軍の対応状況を注視しな

がら、必要に応じてうるま市と連携しながら対応して

いきたいと考えております。

　次に、米軍キャンプ・マクトリアスにおける燃料流

出の流出先と量についてお答えいたします。

　去る12月５日の燃料流出事故につきましては、中部

保健所職員がキャンプ・マクトリアスからの排水路と

接続先の天願川の現場調査を実施しております。油臭

が確認された排水路において採水し、県の衛生環境研

究所において揮発性有機化合物、ベンゼン等14項目に

ついて分析を行っております。その結果、いずれの項

目につきましても基準値または指針値以下となってお

ります。

　なお、流出量については米軍に照会しているところ

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　それでは、再質問をお願いします。

　きょう、私のほうで一括交付金の通告をしたら、政

府が私の質問に合わせて「一括交付金法制化」、「新

沖振法に明記」という見出しがあって、すごく気を

使ってもらっているなと喜んでおりますけれども、知

事、この内容については事前に把握をしております

か、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　報道の内容については、

まだよくその情報の出元とか内容の詳細は掌握してご

ざいませんけれども、去る９月26日に、国の沖縄政策

協議会で基本方針が出されまして、その後その新しい

法律をつくるということはその中でも言われていまし

たので、事務的な調整はしてきておりました。その中

で、県としては、一括交付金を法律に明記してくれと

かというふうな話をやっておりましたけれども、それ

以外の話については、出てきている数字とかそういう

ものについては、詳しいところはまだ掌握をしており

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　知事、沖振法にこれが明記をされる

ということは、やっぱりすごいことですね。やっぱり
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これだけ知事が、執念とは言わないけれども、これま

での沖縄振興のありようも含めて、これから10年後、

20年後、「沖縄21世紀ビジョン」をもとにした沖縄県

づくりをやりたいというそういう思いが、なかなか厳

しい環境の中で政府を突き動かしつつあると思うんで

すね、まだ決定ではありませんけれども。

　ですから、これは新しい法律が来年の２月の通常国

会、この3000億円の予算というものが12月いっぱいで

決まっていくというそういうふうな段取りですけれど

も、非常に光明が差して、最近暗いニュースばかり

あって、展望が開けて非常にいいなというふうな思い

がありますけれども、この新しい法律の期限と、さら

にこういうふうな政府の動きを受けて、さらに仲井眞

知事の一括交付金3000億円に対する思いというか、決

意をお願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の新聞の情報でまだ確認

ができていないものもありますが、ただ、新沖縄振興

法という中の法律事項というか、中身としては、例え

ばこれまでは国の計画に国は支援をするというような

趣旨が書いてあるわけですが、今度はその計画も県が

つくって、それに国が支援すると、そういうようなこ

とであるとか、一括交付金のシステムがだんだんでき

上がってきていますが、戦略交付金というのもあれは

一括交付金の一つの形ですが、まだあれですと少し自

由度が少なくて使い勝手がどうかなという感じがあり

ますから、あれではなくて、もっともっと使い勝手の

いい形の一括交付金にしたいと。そうすると、それは

今世の中には基本的にはないものですから、それは沖

振法の中にちょっと規定したらどうかというのは前か

ら我々も、そこで定義したらどうかということを言っ

ていたんですが、きょうの新聞のニュースは――今ま

ではまだちょっと議論がかみ合わなかったんですが、

かみ合い始めたのかなという気もしますが――これは

また近々確認をしたいと思います。１つは3000億円と

いうのは、これは一括交付金であれ、通常の高率補助

であれ、少し沖縄への振興費ががたがたに落ちてきて

いたものですから、やっぱりどこかで押し上げないと

いけない。これは新しい10年が始まる時点が一番いい

タイミングだろうということで、職員ともどもこれは

張り切って今押し上げをやって、これが一応3000億円

めどにということで言っております。そして、できれ

ば高率補助というよりは一括交付金で全部一たん県に

渡してもらいたいと、こういう趣旨のことを言ってい

るわけです。そういう中でも、またこれは市町村が担

当する分、県が担当する分、国が直轄でやる分と分か

れているものですから、ここの整理整頓が直ちにでき

るか、ちょっと時間をかけるかは、これからの議論を

どう収れんさせるかによります、などなどあります。

　そういうことで、一括交付金を沖振法の中で非常に

いい形で書けるのであれば非常にいいなと思います

し、ただ、予算そのものの3000億円というのは、国か

らの資金の性質とはまた別に、天下の情勢を見ながら

の毎年毎年の予算を、せめて3000億円ぐらいはという

言い方でやっておりますが、こういう御時世ですから

毎年の勝負にはなると思いますが、なるべく10年間ぐ

らいはひとつしっかりと決めておいていただきたいぐ

らいのことは実は言いながら今やっている最中です。

あと１週間、２週間の間では答えが出てくると思いま

すが、何とかすべてこの法律の中に書いておけば担保

されるなという感じは持っておりますが、ぜひまた議

会の御支援、自民党さんの御支援もよろしくお願いい

たします。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　次は、大学院大学です。

　この前、設立式典に行ってきましたけれども、そこ

でも沖縄の振興に非常に寄与したいという思いが強い

ようでした。ですから、これはこの鰯に書いてありま

すように、「特許及び研究成果のビジネス化」、これ

はそういうふうなものがなければ、沖縄の振興とか経

済は活性化しませんので、ぜひ県としても、ここの部

分についてはしっかり大学院大学側との連携、取り組

みをお願いします。

　それと同時に、もう既に特許を取得しておりますけ

れども、この特許の所属というのか、所有というの

か、その辺は最初からはっきりさせたほうがいい。こ

れは権利問題があって、売れたときにその配分をどう

するか非常に問題が起こってきますから、それは当初

からきちっと向こうのほうにも伝えて、その確認をし

た上でスタートさせたほうがいいなと思いますけれど

も、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ＯＩＳＴにおける特許の

取り扱いでございますけれども、大学院大学学園にお

いて研究者が知的財産化を行う場合には、大学が研修

者より当該発明に係る権利の譲渡を受けて、大学が特

許出願を行うことになるというふうなことになってお

ります。また、その特許等知財を利用する場合には、

知財利用者と大学側でロイヤリティーに関する契約を

締結することなどが決められているようでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。
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○照屋　守之君　次は、県立病院事業です。

　事業局長、経営再建の取り組みは、病院現場も含め

て共有されておりますか。私は、この前の決算特別委

員会で――本会議でももちろんいろいろありましたけ

れども――病院長のことで、一生懸命黒字化を達成を

して、その評価が給与カットであればむなしいとかと

いうふうな発言があって、経営再建について病院事業

局自体は頑張って、病院長も含めた現場サイドという

のは、共通の意識というのかそういうふうなものがな

いのかなという思いがあって、それを確認したいんで

すけれども、この経営再建という共有の認識は全職員

が持っておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　病院事業局といいま

すと、県立病院課と病院等全体をあらわしていると思

います。我々は県立病院課という立場にあるわけです

けれども、やはり実際に診療して収益を得るというの

は病院現場でございまして、私たち県立病院課と病院

現場の意思の疎通がなければ、やっぱりこのような結

果は出なかったと思いますし、私は、常に一体になっ

てやっているというふうに認識しております。

　せんだっての委員会の院長の発言については、やは

り厳しい状況に置かれた病院の責任者として、職員と

ともに一生懸命頑張ってきたという厳しい立場をあら

わしたものだというふうに理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　心情的には理解できますよね。とこ

ろが、３年間の経営再建をやっている、自力では難し

い、一般会計からも85億というそういう大きなお金を

３カ年間繰り入れをしていく。そうすると、先ほども

説明がありましたけれども、この給与の改定は経営再

建の中で当初から計画されたことじゃないんですか。

これは降ってわいていきなりこういうふうなものが出

てきているんですか。違いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　議員も御存じだと思

いますけれども、県立病院事業においては、平成18年

から給与の削減をやってきております。既に約６億円

余りという給与の削減は行ってきております。その上

で、今回平成24年度からいわゆる経営再建支援の分も

なくなってきたときに、平成22年度をベースにした推

計見込みを出した結果でそういうふうに赤字が出ると

いうふうな形で一応これを組合側にも提案したという

状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、給与の改定に対して問題

提起をするのであれば、これは病院事業局の内部でき

ちっとこういうふうなものは話し合いをして、どうす

るかということをやるんであって、これは経営再建の

３年間のそういうスパンの中でそういうふうなものが

表に出てくるというのは、これは執行部としても25億

から30億近く余分に入れるわけですよね。我々議会と

しても、ぜひ経営再建をやってもらいたいという思い

が非常に強いわけですよ。こういう経営再建は日本全

国どこを探してもないですよ。普通はまず人件費を削

るんですよ。ところが７対１看護にして、知事、ぜひ

ふやしてくださいよと、人数もふやしましたよね。だ

から、そういうふうなことからしていくと、これは非

常に厳しい状況に置かれているというのはわかる、職

員も含めてです。わかるけれども、じゃこの厳しい状

況をどうやって乗り切るかという部分については、

やっぱりもう少し中でしっかり詰めて、知事部局とも

そういう相談をしながら改善をしていくということを

やらないと、３年間のそういう経営再建もまだなし得

ない中でこういうふうなものが起こるというのは、こ

の再建とはどう考えているのかな。通常言う世間の再

建というのはそんなに簡単なものじゃないですよ。そ

こは容赦なく人情なしに、この数字に合わせて人件費

も削っていくということが再建ですからね。ですか

ら、そういうことも含めてもっとそれぞれ病院事業局

の中でそういうふうなものをきちっと詰めてやる部分

と、外に発信していく部分を分けていかぬと、一致団

結していないじゃないかとそういうふうな思いがする

わけですよね。いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　一致団結していると

いう意識は僕にはありますけれども、人間みんな同じ

じゃないわけですから、そういった意味である意味、

多少のそういうわだかまりもありながらやっている

と。ああいうふうな形でついぽろっと本音が出たとい

うふうなところもあったと思います。そういう意味で

は、私たちも常に病院現場と局で、あるいは病院現場

に行っていろいろ議論しながらいろんな問題点を解決

しようというふうにやっておりますので、今議員から

御指摘のあったこともしっかり心を一つにして、今後

は病院経営に当たっていきたいというふうに思ってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、この給与が上がる下が

る、これはそれぞれの経営のトップも含めてみんなが

努力して改善していけば、それは当然給与にはね返っ

て上げていけばいいわけだから、そういうことは自分
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たちで一緒にそういう努力をしていけばいいんです

よ。それを言いたいわけですよ。

　次に、……。

　議長、ちょっと休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時51分休憩

　　　午後７時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　照屋守之君。

○照屋　守之君　教科書問題です。

　私は、これまで一遍もこういうふうな問題について

公に質問したことはございませんでした。県の教育委

員会にしっかりそういう問題解決をしてもらいたいと

いう思いがあって静観してきたわけですけれども、な

かなか解決のめどが立たないということもあって、今

の県の教育委員会の取り組みも含めて少しチェックを

しながら確認したいんです。この11月28日の再協議に

向けての意見交換、先ほどありましたように相当大き

な新聞報道があって危惧しておりますけれども、この

11月28日の協議の中で、県が９月８日の協議が有効だ

ということを示してそういうふうな話し合いをしたと

いうふうなことになっているようですけれども、この

意味がよくわかりません。この御説明をお願いできま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私どもは、11月28日に一日

も早い解決を図るために３市町教育委員会の教育長を

招聘いたしまして意見交換をしたわけです。この中

で、これまでのいきさつ、そして解決には、採択権限

を有する３市町教育委員会が協議をして同一教科書に

する必要がありますよと、そういった説明をしたつも

りです。その中で、９月８日の全員協議も有効だとい

う認識を示しました。ただ、同一教科書を採択してい

く中で、解決には３市町教育委員会のほうで協議をし

てしっかりと意見を確認してくださいと、そういった

ことをお話ししましたけれども、残念ながら物別れに

終わりまして、それぞれが独自の意見を主張したと、

そういう状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　私が先ほど登壇して質問した、それ

に向けての県教育委員会の取り組みというのは、一番

のそういう協議をするときのために県教育委員会とし

てどういうことをやってきたのかということを聞いた

わけですけれども、先ほどは答弁がなかったんですけ

れども。

　私は、この再協議をする、この３名の教育長を集め

てやりますよね。そのときにいろんな今までの取り組

み――きのう、きょうじゃないですからね――これま

での取り組みも含めて、それぞれ石垣も与那国も竹富

の教育長が実際どういうふうなことを考えて、どうし

たいのかというふうな思い、そういうのをきちっと踏

まえた上で再協議の場をつくってほしかったという思

いが非常に強いわけですよね。そういうことをしっか

りやっていれば、９月８日の再協議は有効だという県

の考え方はそこで示さなくていいわけですよ。白紙の

状態でどうぞ３教育長、協議をしてくださいというこ

とが目的でやったはずなのに、あえてそこに県のいつ

いつのものは有効だということになれば、これは当然

石垣も与那国も大反発するじゃないですか。これが新

聞報道にあらわれているわけですよ。ですから、この

協議をする前に、県の教育委員会としてそれぞれの教

育長にお会いして、どうすればテーブルに着いて真っ

さらな状態で協議できるのかというそういう環境づく

りを県の教育委員会がやるべきだったんじゃないです

か。これはどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　やはり無償措置法におきま

しては、採択地区内において同一の教科書を採択する

と、そういった法律があります。そういう中で、八重

山地区においてはまだそういう状況ではなかったわけ

です。ですから、何とか一本化を図るような努力をし

てもらいたいために、今回11月28日にお呼びいたしま

して意見交換をしたわけです。

　今議員がおっしゃっているように、９月８日のいわ

ゆる有効性につきまして、我々はさまざまな角度から

県としての弁護士の御意見も聞きながら、有効性につ

いては認識はしております。今、その９月８日も白紙

に戻したらどうかみたいな骨子の御意見かと思います

けれども、そういう立場にはありません。といいます

のは、９月８日の全員協議に至るまでには、これまで

も――これからもそうですけれども――文部科学省か

らしっかりと指導助言を受けながらこれまで来た経緯

もございますので、９月８日の全員協議につきまして

は、我々は有効であるという認識はしております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、ここまで至って問題がこ

じれて、それを一本化しようというふうなことを県の

教育委員会がやる。そのときに、９月８日の協議は有

効ですよというそれを持つこの人間が、この３名の教

育長と白紙の状態で協議してくださいということがで

きますか。彼らはそれを支持するという人もいれば、

そうじゃないという人もいるわけでしょう。これは彼
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らに任せると言いながら、何でこれはそこに置いてお

いてやらないんですかということなんです。ですか

ら、こういうことをやるから、正しいと思ってやって

いることが、結局それぞれの反発を招いて、この再協

議のテーブルに３者が着くということができないわけ

でしょう。そう思いませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　これは本会議でも私は答弁

をしたつもりですけれども、採択権限は少なくとも３

市町教育委員会にございます。ですから、私どもが特

定の教科書について云々は全く言えないわけです。で

すから、そういった視点で11月28日にもお話をしたつ

もりでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、特定のものはやるなとは

言えないけれども、この方針は、そのある特定のそう

いうふうなものが有効だということを示しているじゃ

ないですか。こういうふうなものをかざしながらそう

いう協議というのは、なかなか厳しいですよというふ

うな話ですよ。

　それと、非常に不思議なのは、沖縄県の教育委員会

が文部科学省の意思決定は法的に根拠がないとかとい

うふうなことを言っていますよね。私はこれがよく理

解できませんけれども、これはどういうことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私どもは、文部科学省のい

わゆる指導助言を否定したものではございません。や

はり県教育委員会では、この教科書採択について、文

部科学省からの指導助言に基づきながら、今までも、

これからも進めていくつもりでございます。ですか

ら、この文部科学省からの指導助言、あるいは事務連

絡等を受けながら、採択権限を有する３市町教育委員

会のほうでしっかりと協議をしてもらいたいと、そう

いったことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、皆さん方が、文部科学省

のそういう意思決定に対して法的根拠がないとか、説

明がないとかという答弁をやっていましたよね。あれ

はどういうことですかということなんですよ。

　議長、休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時１分休憩

　　　午後８時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　これまでの経過を少しばか

り御説明申し上げます。

　国は、私ども県教育委員会に対しまして、地区協議

会の規約に従ってまとめられた結果に基づいて八重山

地区の教育委員会が同一の教科書を採択するように、

県として八重山地区を指導してくださいと、そういっ

た指導助言をしてきているわけです。

　私ども県教育委員会は、実は10月31日に文部科学省

に参りました。その中で、地区協議会の規約に従って

まとめられた結果は答申ですよと。と同時に、県教育

委員会が八重山地区に対して法的な拘束力を有さない

答申に従って採択せよと、そういった指導助言をする

ことは難しいですよと、そういった説明をしていく中

で、そのための法的根拠を教えていただきたいという

ことで文科省にも指導助言を求めたところでございま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　文部科学省の考え方が示されていま

すよね。文部科学省は、無償措置法の趣旨・目的に

沿って文部科学省としてどのように対応するか判断す

る必要があると。皆さん方はこれを持ってますでしょ

う。この無償措置法に基づいて彼らはそういうふうな

判断をし、県の教育委員会にもそういうふうな対応を

しているわけでしょう。この無償措置法というそうい

う法律が根拠じゃないですか、違いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時４分休憩

　　　午後８時５分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　無償措置法の13条４項にこ

ういったことがございます。「協議して同一の教科書

を採択しなければならない」と。つまり法に沿った処

理方針は、３市町教育委員会による協議しかないわけ

です。そのことを本会議でもるる説明をしてきたつも

りでございますけれども。

○照屋　守之君　議長、休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時５分休憩

　　　午後８時７分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　再度申し上げます。

　無償措置法の13条４項は、「協議して同一の教科書

を採択しなければならない」とあります。つまり換言

をすれば、同一の採択がなされるまで協議を行わなけ

ればならないわけです。そういうことでございます。
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ですから、我々はその８・23におけるいわゆる答申そ

のものを協議の結果ということでの文部科学省は見解

を示しておりますけれども、少なくとも八重山地区の

採択協議会における規約の中で考えますと、いわゆる

この協議会そのものは諮問機関でございますので答申

としての役割しかないわけです。そういうことでの対

応をこれまでもしてきたつもりでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ということは、文部科学省の判断と

いうのは法の趣旨にそぐわない、そういう判断をして

いるというとらえ方をしているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時８分休憩

　　　午後８時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。（発言する

者あり）

　静粛に願います。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　我々がこれまでとってきた

対応につきましては、無償措置法そして地教行法の２

つの法がございます。この２つの法にのっとって少な

くともこれまで指導助言をしてきたと、そういうこと

でございます。ただ、今までも何度も申し上げました

ように、この採択の権限は３市町教育委員会にある

と、そういったことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　３市町にありますね。県にはないで

すね。国にはないですか、最終的な意思決定は。文部

科学省はないんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　採択権限は文科省にもあり

ませんし、我々沖縄県教育委員会にもございません。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　本当にないんですか。じゃ、なけれ

ば何で文部科学省が最終的に、これは国全体のそうい

うふうなものを最終的に文部科学省が意思決定し指導

助言をやりながら、それを決定するのは文部科学省な

んじゃないの。おかしくないですか。じゃ、これはだ

れが最終的に意思決定するんですか。問題解決しない

ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。（発言する者あり）

　静粛に願います。

○教育長（大城　浩君）　これまでもたびたび説明し

てまいりましたけれども、地教行法の中では採択権限

は市町村教育委員会にあるとしっかりと明記されてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　いや、びっくりしましたね。本当で

すか。だって文部科学省は、文部科学省としてどう対

応するか判断する必要があって、県教育委員会に対し

て一つにするようにそういう指導をしてきたわけで

しょう。最終的に彼らがやる。あなた方は無償じゃあ

りませんよとかと文部科学大臣が言っていますよね。

あれは何の権限に基づいて言っているんですか。彼ら

に最終的に決める権限があるからそういうふうに言っ

ているわけでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時11分休憩

　　　午後８時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　答申に従わなければ無償、あるいは有償という見解

は、今私どもも文科省のほうに問い合わせをしている

状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ですから、この問題がこじれている

のは、文部科学省の責任にしたいという思いもあるか

もしれませんが、これはそれぞれの市町が決めるも

の、県の役割、文部科学省、それぞれの言い分があり

ますね。聞いたら、全部言い分は当たっていると思い

ますよ。当たっているけれども、問題がこれだけこじ

れて、私が言いたいのは、何で文部科学省と県の教育

委員会がもうちょっとしっかり信頼関係を結ぶ、それ

ぞれの１市２町とそういうふうなものをしっかり結び

ながらその問題解決をしていくということをしていか

ないと、これはいつまでたっても解決しない、あとは

ウッチャンギル。県は教育委員会に責任がなければ

ウッチャンギル。じゃ、あとはどういうふうな形で判

断するかというふうな話でしょう。だから、それがお

かしいんじゃないですかということですよ。それぞれ

の言い分はみんな合っていますよ。合っているけれど

も問題は解決しない。ここですよ問題は、期限も過ぎ

ているんですよ。だからその辺をどう解決していくか

ということなんですよ。いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私どもは、文部科学省と

しっかり信頼関係の構築をしております。

○照屋　守之君　していない。

○教育長（大城　浩君）　ですから、これまでも、こ

れからも指導助言を賜りながら、やはり採択地区のほ

うで一本の教科書が採択できるように引き続き努力を
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してまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　とにかく、これはしっかり言ってお

きます。信頼関係はあると言いながらこういうことを

やっていると――ないですよ。与那国も石垣もないで

すよ。だから、これを県の教育委員会として教育委員

会の会議でもきちっとそういう整理をしてもらって、

本当に信頼関係があるというんだったら、これだけこ

じれたものをもっと早目にそういうふうな対策をき

ちっととれるはずでしょう。ですから、その辺はもう

答弁はいいですから、しっかり対応していただきます

ように。

　私は、問題解決をしてもらいたいんですよ。我々も

一々こういうことを言いたくないわけですよ。余りに

もきちっとそういうのがなくて、この辺の言い分ばか

り聞いているから事はこじれるわけです。もうちょっ

と客観的に物事を見て、この人たちのそれぞれの立場

を考えながら、県の教育委員会がどうするかというこ

とをしっかりやっていかないと話にならぬわけです

よ。ぜひよろしくお願いします。

　以上で終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明８日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後８時16分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

照 屋 大 河

池 間　 淳

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成23年12月８日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ８ 回

（第 ８ 号）
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議　　事　　日　　程　第８号

平成23年12月８日（木曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第53号議案まで（質疑）

第３　陳情第180号、第186号、第191号及び第191号の２の付託の件

　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第53号議案まで

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

甲第３号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

乙第１号議案　沖縄県高校生及び被災生徒等修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正

する条例

乙第６号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第10号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第11号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第12号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第13号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第14号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第15号議案　財産の処分について

乙第16号議案　交通事故に関する和解等について

乙第17号議案　交通事故に関する和解等について

乙第18号議案　交通事故に関する和解等について

乙第19号議案　交通事故に関する和解等について

乙第20号議案　漁業取締船による汚濁防止膜吸引等事故に関する和解等について

乙第21号議案　道路整備事業において取得した土地の所有権確認に関する和解について

乙第22号議案　指定管理者の指定について

乙第23号議案　指定管理者の指定について

乙第24号議案　指定管理者の指定について

乙第25号議案　指定管理者の指定について

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ８ 号）　　　　　　第 ８ 回

　

平成23 年 12月 ８日（木曜日）午前 10時２分開議



－ 334 －

乙第26号議案　指定管理者の指定について

乙第27号議案　指定管理者の指定について

乙第28号議案　指定管理者の指定について

乙第29号議案　指定管理者の指定について

乙第30号議案　指定管理者の指定について

乙第31号議案　指定管理者の指定について

乙第32号議案　指定管理者の指定について

乙第33号議案　指定管理者の指定について

乙第34号議案　指定管理者の指定について

乙第35号議案　指定管理者の指定について

乙第36号議案　指定管理者の指定について

乙第37号議案　指定管理者の指定について

乙第38号議案　指定管理者の指定について

乙第39号議案　指定管理者の指定について

乙第40号議案　指定管理者の指定について

乙第41号議案　指定管理者の指定について

乙第42号議案　指定管理者の指定について

乙第43号議案　指定管理者の指定について

乙第44号議案　指定管理者の指定について

乙第45号議案　指定管理者の指定について

乙第46号議案　指定管理者の指定について

乙第47号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第48号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第49号議案　当せん金付証票の発売について

乙第50号議案　県営土地改良事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第51号議案　県営水質保全対策事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第52号議案　県営通作条件整備事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第53号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

日程第３　陳情第180号、第186号、第191号及び第191号の２の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　諸般の報告については、お手元に配付の文書により

御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案

から乙第53号議案までを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　糸洲朝則君。

　　　〔糸洲朝則君登壇〕

○糸洲　朝則君　おはようございます。

　早速、一般質問をさせていただきます。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、本土復帰40周年の記念事業及び記念行事につい

て伺います。

　本県は、昭和47年の本土復帰以来、３次にわたる沖

縄振興開発計画及び沖縄振興計画において、社会資本

整備を中心とした格差是正、民間主導の自立経済の構

築を進めてきました。これらの施策の積み重ねによ

り、社会資本の整備や就業者数の増加、観光産業やＩ

Ｔ産業の成長など、着実な発展をしてきたものと一定

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君
スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

選挙管理委員会
　　　　　　　　　阿波連　本　伸　君
委　　員　　長

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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の評価をするものであります。しかしながら、全国最

下位の県民所得、高い失業率、過重な基地負担等々い

まだ改善されない課題も山積しております。

　県は、これらの課題解決とあわせて大きな時代変動

の中で、未来の可能性を見据えた県民が望む20年後の

あるべき姿、ありたい姿を描いた「沖縄21世紀ビジョ

ン」を策定いたしました。いわゆる復帰40年を経た現

在、県民主導で沖縄を創造する新たな時代へ向かおう

としております。それが新たな沖縄振興新法であり、

新計画の策定であります。いわゆる一括交付金制度、

新たな特区制度や従来の制度の拡充、駐留軍用地跡地

利用推進法の制定等であります。復帰40年という節目

にはこれらの法制度や計画を確立して、迎える形にし

たいと思うのは、知事を初め全県民の願いであると

言っても過言ではないと思います。この延長線上に記

念行事や事業があると考え、知事の所見及び県の記念

行事や事業の策定等について伺います。

　芋、世界のウチナーンチュの次世代ネットワーク交

流を促進する「万国津梁基金（仮称）」の創設につい

て。

　仲井眞知事は、「第５回世界のウチナーンチュ大

会」閉幕後、海外県系人子弟と県内若者の交換留学生

と、ウチナーンチュネットワークを担う次世代の人材

育成のための大型基金「万国津梁基金」の制度を創設

することを発表されました。知事はあいさつの中でも

世界から集った世界のウチナーンチュの皆様に対し、

皆様は沖縄の宝であり、誇りであると称賛をされてい

ました。全く同感であります。この沖縄の宝であり、

誇りとする子弟と沖縄の若者が新たなきずなを築き、

世界に冠たるウチナーンチュネットワークで世界に羽

ばたき、活躍する姿が目に浮かぶようであります。こ

の制度の成功を心から期待し、知事の所見を伺いま

す。

　２、防災対策。

　自然災害は忘れたころにやってくるとよく言われま

す。したがって、自然災害はいつも予測を超える甚大

な被害をこうむることになります。沖縄での自然災害

と言えば、台風や大雨あるいは干ばつ等があります

が、これらの自然災害に対する備えはある程度対応で

きると考えますが、地震災害に対する対策は必ずしも

十分とは言えません。それは歴史的にも、明和の大津

波以降、大きな震災や津波災害はありません。が、沖

縄も必ずしも地震の発生しない地域とは言い切れない

ものと考えられます。例えば文部科学省に設置されて

いる「地震調査研究推進本部」が平成22年５月に公表

した資料によりますと、今後30年以内に震度６弱以上

の地震が起きる確率は極めて高く、那覇市で24.9％と

隣の鹿児島市の15.4％を上回っております。一方、地

震に対する備えとして、地震保険の都道府県別世帯加

入率は、沖縄県は全国で最も低い数値9.5％となって

おります。

　こうした点から考えますと、県民の防災意識の向上

と行政を初めとする各機関及び県民の防災対策を日ご

ろから策定しておかなければならないとの視点から、

地震災害を中心にして質問をいたします。

　茨、県民の防災意識の現状と今後の意識向上への対

策について。

　芋、沖縄県における地震予測と対策について。

　ア、文部科学省の「地震調査研究推進本部」が平成

22年５月に公表した資料によると、今後30年以内に震

度６弱以上の揺れに見舞われる確率が那覇市で24.9％

とかなり高い値を示しております。この調査資料に対

する県の所見と対策について伺う。

　イ、県の耐震改修促進計画の中で「沖縄本島南西

沖」と「多良間島南方沖」の２カ所の震源による地震

を想定しているが、その根拠と対策について伺う。

　ウ、津波災害による避難場所として高台や構造物の

少ない多良間島などにおける「津波シェルター」の設

置提言をこれまで何度か行いましたが、県の所見及び

対策について伺う。

　エ、平成20年住宅・土地統計調査によれば、県内住

宅の約18％に当たる９万1400戸の住宅が耐震性なしと

推測されると言われているが、その対策について伺

う。

　オ、文部科学省は公立の小中学校などの耐震化を

2015年度までに完了させる方針だが、沖縄県の達成は

可能か。また私立学校への対策はどうか。

　鰯、建築設計サポートセンターのこれまでの活動に

対する評価はどうか。また、サポートセンターでは今

後耐震技術者の育成も担えるか。

　允、災害時における支援協定の締結状況について、

現状と今後の取り組みについて伺います。

　印、火災等の事故による県営住宅等への優先入居に

ついて。

　火災はすべてのものを失うとよく言われます。全焼

事故の場合などは着のみ着のままで焼き出されること

もあります。緊急に対応しなければならないのは住ま

いであり、落ちつく場所を提供することであります。

こうした場合、県営住宅等、公営の住宅を提供できな

いかと考え、関係部課に問い合わせると、公平性に欠

けるとか、抽選で当たって待機している方に説明がで

きないとか言われますが、これでは余りにも心のない
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行政と言われかねません。法的にどうのこうのではな

くて、こうした緊急事態の対応策として、普段から準

備をしておく必要性から、県の考えを改めて伺いま

す。

　３、警察行政について伺います。

　茨、首里交番の建てかえについては、県警本部長や

県議会への陳情で、地域の安全、観光地としての安全

の確保等、地域住民から要望の高い施設で、県議会に

おいては陳情採択もしております。進瀧状況及び今後

の取り組みについて伺います。

　芋、新都心から安里へ抜ける県道251号線におい

て、横断歩道橋の設置に伴い信号機がとめられており

ます。地域住民、とりわけ高齢者の方からは、信号機

も使えるようにしてほしいとの声がありますが、県警

本部長の所見を伺います。

　４、農林水産業について。

　茨、沖縄農業の不利性解消のための条件整備につい

て。

　ア、本土並み流通条件の整備対策としての県の考え

方について伺う。

　イ、共済掛金率を全国並みに軽減するため、国庫負

担割合を引き上げるための説得性のある理論構築につ

いて県の所見を伺う。

　ウ、担い手育成の課題と対策について。

　エ、分みつ糖と含みつ糖の制度の違いは何か。背景

と経緯を伺う。また、分みつ糖と同等な制度創設は可

能か、県の取り組みについて伺います。

　芋、赤土流出防止対策について伺います。

　先日、秋野公造参議院議員と「久米島ホタル館」を

訪れ、赤土流出対策の現場視察と説明を受けました。

佐藤館長は、赤土が流出するのは土地が裸地状態のと

きだと指摘し、その間だけ畑の周りなどにさくを設置

し、防止するのが効果的であると話をされました。と

ころが、ここで問題なのがありまして、赤土流出防止

に関する支援策の中で、恒久的な対策には補助がある

が、さくなどの一時的なものには使えないとのことで

した。

　そこで伺いますが、ア、現場に知恵ありで現場視察

を実施し、現場に合った赤土流出防止対策を策定でき

ないか伺います。

　イ、その上で補助金制度の改善を国に求められない

かについても伺います。

　５、離島対策。

　茨、小規模離島のエネルギー対策について、風力、

太陽光等の自然エネルギーやバイオマスを活用した、

その島完結型のエネルギー対策を実現していただきた

いということを提案をし、県の所見を伺うものであり

ます。

　芋、ことしも離島フェアは盛況でございました。惜

しむらくは年１回の行事で、日常的にいつでも離島の

品物が買えるあるいは接する体制づくりはできないも

のかと考えます。例えばアンテナショップの設立と

か、離島フェアの実施をふやすとか等々県の所見を伺

います。

　鰯、多良間村の地下ダム調査の進瀧状況と、将来展

望について伺います。

　６、我が会派の代表質問と関連して。

　福祉行政、障害者が生き生きと暮らせる島づくりプ

ロジェクトについて伺います。

　聴覚障害者の生命を守り、安心・安全を確保し、自

立と社会参加の視点から伺います。

　聴覚障害者は、障害が外見にあらわれないために、

誤解を招くことが多く、しかも音による情報は得られ

ないため、災害等緊急時には生命にかかわる不安な

日々を送っておられます。

　そこで登場するのが聴導犬であります。聴導犬は、

ユーザーの生活に必要な音を知らせたり、災害時等に

緊急事態をユーザーに知らせるなど、聴覚障害者に

とって、安心と安全な暮らしを確保する上で欠かせな

い存在であります。現在我が県に１頭の聴導犬が働い

ておりますが、体調を崩しており、後継の聴導犬が必

要とのことで県へ補助金の申請をしておりますが、補

助金は希望者もいなかったこともあり、本年度は予算

づけがないとのことのようであります。

　そこで伺いますが、次年度予算で聴導犬の訓練費用

及び貸与後のアフターケアのための補助金を予算計上

していただくようお願いし、知事の所見を伺います。

　以上、質問を申し上げましたが、あと答弁をいただ

きまして再質問をしたいと思います。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　糸洲議員の御質問に答弁いたします。

　まず、知事の政治姿勢の中で、万国津梁基金創設に

おける所見についてという御趣旨の御質問に答弁いた

します。

　万国津梁基金につきましては、世界のウチナーン

チュ大会期間中に行われましたワールドウチナーシン

ポジウムにおきまして、県人会長及び新ウチナー民間

大使の皆さんより御提言を受けたものでもあります。

現在、基金創設の詳細につきまして検討を始めている
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ところであります。その内容、構想、規模、そして組

織の体制、運営などなどを具体的な形にする必要があ

りますので検討を始めたところでございます。

　世界で活躍できる人材を育成するために、海外の県

人会や民間大使など、世界のウチナーンチュネット

ワークを活用し、沖縄県内の産学官が連携をしながら

140万県民がかかわるよう、オール沖縄で取り組んで

いきたいと考えております。ぜひ議員の御指導も賜り

たいと思います。

　次に、農林水産業に係る御質問の中で、本土並みの

流通条件の整備対策についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　沖縄県は、本土消費地から遠隔地にあることから、

沖縄県農林水産業の振興を図る上で、農林水産物の県

外輸送コストの低減が極めて重要であります。一方、

本土においては、青函トンネルや瀬戸大橋などの架橋

により陸路でつながり、鉄道や道路網が整備されたこ

とで物流条件の改善が図られております。このような

ことから、沖縄県産農林水産物のブランドを確立し、

農林水産業の振興を図るためには、本土産地と同様の

条件で市場競争でできる環境を整える必要がありま

す。このため、鹿児島県並みの輸送コストを実現する

ことが不可欠であると考えております。

　県といたしましては、鹿児島県並みの輸送コストに

なるような恒久的な仕組みとして、「農林水産物不利

性解消制度」の創設が必要であると考えております。

新たな沖縄振興に向けた制度提言の中でこの方法で国

とも相談をしているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、復帰40周年記念式典及び記念行事計

画等についてお答えいたします。

　沖縄県は、来年、平成24年に復帰40周年を迎えま

す。この大きな節目を契機として、県民一人一人がよ

りゆとりと豊かさを実感できる自信と誇りの持てる沖

縄の創造に向かっていくスタートとなるよう復帰40周

年記念事業を実施することとしております。現在、

「記念式典の開催」、「県民愛唱歌の制定」、「全国

豊かな海づくり大会の開催」など18事業を復帰40周年

記念事業として位置づけし、各担当部局において事業

実施に向けた取り組みを進めているところです。復帰

40周年記念式典については、平成24年５月に国や県の

多くの関係者が参加して開催する方向で取り組みを

行っているところです。

　次に、離島対策についての御質問の中で、日常的に

離島特産品を購入できる体制づくりについてお答えい

たします。

　県においては、年１回開催される離島フェアのほか

に、豊見城市のアウトレットモール「あしびなー」

に、日常的に離島の特産品を購入できる常設専門店と

して「島人ぬ宝プラザ」を設置しているところです。

このほか、離島特産品を紹介できる場として、「沖縄

の産業まつり」や「おきなわ花と食のフェスティバ

ル」等があり、「わしたショップ」においても離島特

産品が販売されております。

　県としては、引き続き「島人ぬ宝プラザ」の周知に

努めるとともに、県民や観光客が離島特産品に触れる

ことができる場を確保し、離島特産品の商品力向上と

販路拡大を支援していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　防災対策についての御

質問の中で、県民の防災意識の現状と今後の対策につ

いてお答えいたします。

　災害時の被害を最小限に抑えるためには、県や市町

村の取り組みだけでなく、住民の防災意識の向上や地

域ぐるみの防災活動が重要であると考えております。

一方、本県は、戦後米国統治下にあったことにより防

災体制の構築がおくれたことや、大地震などの大規模

災害が長年発生していないこと等により、他県と比べ

て消防団員数や自主防災組織が少ないなど、住民の防

災に対する意識が課題となっております。このため、

県においては、地域住民への防災講習等の実施のほ

か、本年10月には100名の参加者による自主防災組織

リーダー研修会を新たに開催するなど、東日本大震災

の教訓を踏まえ、さらなる県民の防災意識の普及啓発

に努めているところであります。

　次に、地震調査研究推進本部の調査資料に対する県

の所見と対策についてお答えいたします。

　平成22年５月、文部科学省の「地震調査研究推進本

部」が、都道府県庁所在地等において、今後30年以内

に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率を公表してお

り、これによりますと那覇市の確率が24.9％となって

おります。これは全国的に見ても決して低い確率では

ないことから、県としましては、市町村等関係機関と

連携し、避難訓練や防災教育の充実等による住民への

防災意識の啓発普及や、地域特性を勘案した避難所や

津波避難ビルの指定など、住民の津波避難対策に重点
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を置き、沖縄県地域防災計画の見直しを初めとする大

規模地震や津波への対策強化を図ってまいります。

　次に、「津波シェルター」の設置に対する県の所見

と対策についてお答えいたします。

　東日本大震災の教訓を踏まえ、高台等の避難が困難

な地域においては、津波避難タワー等の「津波シェル

ター」が有効であるものと認識しております。また、

本年９月、琉球大学教授等の専門家で構成される「沖

縄県地震・津波想定検討委員会」の取りまとめにおき

ましても、「少なくとも海抜５メートルを最低限度の

浸水域として設定し、これより高い場所への避難対策

をとることが必要」などの御提言をいただきました。

各地域における「津波シェルター」の設置につきまし

ては、市町村と連携し、地域における津波浸水高や津

波避難ビルの位置等の状況、県内の必要数等、現行制

度では地方の負担が大きいこと等の課題を十分検討し

た上で、整備について検討を進めてまいりたいと考え

ております。

　次に、災害時応援協定の締結状況と今後の取り組み

についてお答えいたします。

　大規模災害発生時における応急対策や、その後の復

旧・復興対策の実施に備え、自治体間や民間団体等と

の間で事前に災害時応援協定等を締結し、緊急時の応

援・協力体制を構築することは重要であります。

　大規模災害発生時における自治体間の広域応援協定

としましては、全国の都道府県との「全国都道府県に

おける災害時の広域応援に関する協定」、九州・山口

各県との「九州・山口９県災害時応援協定」がありま

す。また、県と民間団体等との間で締結している災害

時応援協定としましては、社団法人沖縄県医師会と締

結している「災害時の医療救護に関する協定」、県内

テレビ・ラジオ局と締結している「災害時における放

送要請に関する協定」、ファミリーマートやローソ

ン、沖縄県生活協同組合連合会と締結している「災害

時における物資の供給に関する協定」、社団法人プレ

ハブ建築協会と締結している「災害時における応急仮

設住宅の建設に関する協定」等があります。県におき

ましては、東日本大震災の教訓を踏まえ、本年８月に

新たに沖縄県建設業協会との災害協定を締結し、ま

た、11月には関西広域連合と九州知事会との災害時の

相互応援に関する協定を締結したところであります。

　県としましては、今後、さらにどのような分野にお

いて協定の締結が必要かについて検討を行い、災害時

応援協定の充実を図ってまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　防災対策についての

御質問の中で、「沖縄県耐震改修促進計画」の地震想

定の根拠と対策についてお答えいたします。

　「沖縄県耐震改修促進計画」における想定地震は、

現行の「沖縄県地域防災計画」の想定地震のもとと

なった平成９年「沖縄県地震被害想定調査報告書」を

根拠としております。東日本大震災を受けて、県で

は、「沖縄県地域防災計画」の見直し作業を行ってい

るところであり、これを踏まえて「沖縄県耐震改修促

進計画」の想定地震についても見直す考えでありま

す。また、耐震化対策としては、現行の耐震基準を満

たさない住宅・特定建築物等の耐震診断・耐震改修を

推進しており、本県の地域特性に対応した補助制度の

拡充等を国に対して求めていく考えであります。

　同じく防災対策で、住宅の耐震化対策についてお答

えいたします。

　沖縄県では、「沖縄県耐震改修促進計画」に基づき

平成27年度までに住宅の耐震化率を90％に引き上げる

ことを目標としております。住宅の耐震化を促進する

ため、新たに今年度から「民間住宅耐震診断補助制

度」を創設したところであり、市町村に対して同補助

制度の活用を働きかけているところであります。ま

た、本県の住宅の多くが鉄筋コンクリート造であり、

その耐震診断・耐震改修費用が木造に比べ高額である

ことから、今後は補助対象限度額の引き上げや補助率

の拡充等について国に求めていく考えであります。

　同じく防災対策で、建築設計サポートセンターの活

動評価と耐震技術者育成についてお答えいたします。

　沖縄県建築設計サポートセンターは、構造技術者の

育成や構造設計支援などに関する事業を行い、地域社

会の発展に寄与することを目的に設立されたＮＰＯ法

人であります。平成19年の改正建築基準法の影響によ

り、建築確認が停滞しておりましたが、現在、県内の

建築確認件数は徐々に回復してきており、建築確認の

円滑化対策の一端を担ってきた同センターの役割は一

応の評価を得ているところであります。また、東日本

大震災を受け、県では、耐震化の推進には、建築物の

耐震診断や耐震設計を行う耐震技術者が必要であると

考えており、構造指導員を配置する同センターは、耐

震技術者の人材育成に役立っていけるものと考えてお

ります。

　同じく防災対策で、火災等の事故による県営住宅等

への優先入居についてお答えいたします。

　県営住宅の入居については、応募者が多数であるこ
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とから、「沖縄県営住宅の設置及び管理に関する条

例」に基づき原則として抽選により決定しておりま

す。大規模火災等により住宅を失った被災者について

は、抽選によらないで県営住宅へ優先入居する制度が

あります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　防災対策についての御質問

で、公立学校施設の耐震化についてお答えいたしま

す。

　本県における学校施設の耐震化率は、平成23年４月

現在、小中学校が76.8％、高等学校が89.0％、特別支

援学校が88.6％となっております。平成27年度までに

耐震化を完了させることは、県立学校ではほぼ達成可

能と考えておりますが、小中学校につきましては、現

在の耐震化率が全国平均を下回っていることもあり、

さらなる努力が必要であります。

　県教育委員会としましては、小中学校の設置者であ

ります市町村に対しまして、事業の前倒し等を積極的

に行うよう働きかけ、引き続き早期の耐震化に取り組

んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　防災対策に関する質問の

うち、私立学校施設の耐震化対策についてお答えいた

します。

　平成23年４月現在の文部科学省の調査によると、本

県の私立学校施設の耐震化率は、幼稚園が58.5％、小

中学校が72.2％、高等学校が57.1％で、全体では

61.6％となっております。県ではこれまで、耐震改修

工事や改築に伴う借入金への利子助成など、国の既存

の補助制度の活用による取り組みを促してきたところ

でありますが、耐震化は進んでいない状況にありま

す。このようなことから、現在、新たな沖縄振興のた

めの制度として、私立学校施設の改築に対する補助制

度の創設を国に要望しており、支援の実現に向け、取

り組んでいるところであります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　警察行政についての御

質問の中で、首里交番の現地建てかえの進瀧状況及び

今後の取り組みについてお答えいたします。

　首里交番につきましては、県道29号線拡幅工事に伴

い建てかえが必要となっております。同交番につきま

しては、首里地区の各自治会長を初め、地域住民から

県議会や県警察本部へも陳情がなされるなど、現所在

地での建てかえの要望が寄せられているところであり

ます。県警察におきましては、現所在地での建てかえ

を前提として那覇市に必要な用地の提供について要請

を行ったところ、那覇市より旧首里支所跡地の一部を

交番用地として提供するとの回答をいただいたところ

であります。今後は、現所在地での建てかえに関しま

して予算措置など県財政当局と調整を行い、平成24年

度の建てかえに向けて必要な取り組みを進めていく考

えであります。

　次に、警察行政についての御質問の中で、那覇市安

里の県道251号線の信号機つき横断歩道の存続につい

てお答えいたします。

　御質問の信号機つき横断歩道は、平成20年３月29

日、県道251号線の開通に伴い設置した押しボタン式

信号機であります。同信号機は、道路管理者との協議

で歩道橋が設置されるまでの暫定として設置したこと

から、平成21年10月11日の歩道橋の完成に伴い、撤去

の方針で検討しているところであります。

　御指摘の地元からの信号機存続要請については、歩

道橋完成とほぼ同時期に安里二区自治会から那覇警察

署長へ存続要請がなされております。県警察では、要

請を受け、平成21年10月から平成22年３月までに計５

回、同信号機横断者と歩道橋横断者の横断状況の調査

を行い、歩行者横断用押しボタン信号機の高齢者や障

害者の利用がほとんどないこと、信号機を存続した場

合、県道251号線の渋滞への影響、勾配の急な坂に信

号機が設置されていることから危険である、歩道橋と

信号機を併設すると信号機が見えなくなるなど視認性

に問題があるなど、総合的に判断して地元自治会に那

覇署を通して信号機の存続は厳しい旨説明しておりま

す。今後、さらに横断者の横断状況の再調査、県道

251号線の渋滞への影響調査を行い検討してまいりた

いと考えております。また、地元自治会に対しては今

後の方針等について丁寧に説明していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業について

の中で、農業共済掛金率の全国並み軽減についてお答

えします。

　農業共済制度は、農業災害補償法に基づき、国が共

済掛金の一部を負担し、農家負担を軽減することによ



－ 341 －

り、安定的な共済加入者を確保し、被災時の農業経営

の安定を図る仕組みとなっております。しかしなが

ら、本県は、台風接近が年平均7.4個と全国平均の２

倍もあり、過去20年間の年平均農産被害額は、約22億

2000万円となっております。そのため、全国と比較し

て農家負担共済掛金率が園芸施設共済で全国平均の

2.8倍、水稲で2.5倍、さとうきびでは1.3倍となって

おります。県では、農業共済制度の本来の目的が発揮

されるよう、新たな沖縄振興に向けた制度提言の中

で、共済掛金に対する国庫負担割合を引き上げ、本県

の農業が負担する共済掛金を全国平均並みに軽減する

「沖縄型農業共済制度」の創設を国に対して要望して

いるところであります。

　次に、担い手育成の課題と対策についてお答えしま

す。

　農業の担い手育成の課題といたしましては、農業経

営に必要な技術・知識の習得、営農及び生活に必要な

資金の確保、営農に必要な農地の確保などがありま

す。このため、県では、新規就農希望者等、多様な担

い手の育成確保を図るため、市町村、農業団体、農家

代表等で構成する「沖縄県農でグッジョブ推進会議」

を開催し、担い手の総合的な対策を講じているところ

であります。具体的には、新規就農相談センターでの

就農相談、農業大学校における実践的な研修教育、就

農希望者を対象としたサポート講座、耕作放棄地の再

生利用による農地の確保やハウスの整備、農業研修に

必要な経費の貸し付けや助成などに取り組んでおりま

す。また、就農相談から就農定着まで一貫した支援シ

ステムを構築するため「沖縄県農業担い手育成基金制

度」の創設を国へ要望しているところであります。

　次に、分みつ糖と含みつ糖の制度の違い及び分みつ

糖と同等な制度支援についてお答えいたします。

　国は、砂糖の安定供給を図る観点から、復帰前の含

みつ糖工場を分みつ糖工場に整備しましたが、小さい

離島については含みつ糖工場として維持された経緯が

ございます。そのため、分みつ糖工場については砂糖

及びでん粉の価格調整に関する法律に基づき、農家手

取り額の確保や砂糖製品の全量買い上げなどに対し

て、全額国庫による支援がなされております。一方、

含みつ糖については、製品品質が均一でなく独自の価

格形成がなされていることから、法律の対象外とな

り、毎年、補助金により生産農家及び含みつ糖製糖事

業者への支援が行われておりますが、シーリング等で

予算額が減少傾向にあり、厳しい状況であります。こ

のため、含みつ糖についても分みつ糖と同様な仕組み

となるよう、関係機関と連携して、去る11月28日に国

へ要請を行ったところであります。また、新たな沖縄

振興に向けた制度提言の中でも、分みつ糖地域と同等

な制度創設を国に対して要望しているところでありま

す。

　次に、赤土等流出防止対策と補助金制度の改善につ

いてお答えします。４の芋のアの契と４の芋のアの形

は関連いたしますので一括してお答えします。

　県では、農地での赤土等流出防止対策について、水

質保全対策事業等により、圃場の勾配抑制、沈砂池・

浸透池の設置及びグリーンベルトの植栽等を実施して

いるところであります。平成20年度からは圃場勾配抑

制工に加え、新たに低コストで効果のある土層改良工

や暗渠排水による対策に取り組んでいるところであり

ます。さらに、平成22年度から「営農連携事業」が創

設され、土木的な対策費用の５％以内を地域に応じた

流出防止対策に要する資材支援や新たな流出防止技術

開発への支援が可能となっております。

　県といたしましては、地元の要望を踏まえ、市町村

等関係機関と連携を図りながら、「営農連携事業」等

を活用し、対策の推進に取り組んでまいります。

　離島対策の中で、多良間村の農業用水源についてお

答えします。

　多良間村の農業振興を図るためには、農業用水源の

確保が重要であります。そのため、国において、平成

18年度から農業水源開発の検討を行うための予備調査

を実施しているところであります。多良間島の水源開

発は、島を形成している石灰岩の中の海水の上に浮い

ている真水を取水する特殊な方法となっております。

このことから、平成24年度から平成27年度にかけて取

水方法を確立する、取水施設の管理方法、事業費、費

用対効果等を算定するための調査を行うこととなって

おります。

　県といたしましては、国、多良間村等関係機関と連

携して、多良間村における農業用水源の確保に取り組

んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　離島対策についての

中の、小規模離島のエネルギー対策についてお答えい

たします。

　県は、平成21年度に小規模離島におけるエネルギー

対策の一つとして竹富町波照間島において「島嶼地域

におけるエネルギー自給システム構築調査事業」を行

い、台風等の強風を避け安定的な運用が期待できる可

倒式風力発電機、245キロワットを２基導入しており
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ます。また、今年度から実施している「スマートエネ

ルギーアイランド基盤構築事業」の中で、宮古島市来

間島において、島内の企業電力すべてを太陽光発電設

備等の再生可能エネルギーで供給することを目指す実

証事業に取り組んでおります。今後とも、地域特性を

生かした自然エネルギーの普及促進に取り組み、エネ

ルギーの地産地消を進めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　聴導犬訓練費用等に

係る補助金の予算計上についてお答えいたします。

　聴覚障害者に対する支援については、安全・安心な

地域生活を営めるよう、情報・コミュニケーションを

確保することが重要であると考えております。その具

体的支援の一つとして、聴導犬が役割を担っているも

のと理解しております。聴導犬等補助犬の育成に要す

る予算については、今後、関係部局などと調整を図っ

ていきたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　糸洲朝則君。

○糸洲　朝則君　答弁ありがとうございました。

　まず、次年度は復帰40周年ということをもとに取り

上げましたが、従来、例えば10周年とか20周年、また

30周年これまでありましたが、今回特に違うなという

思いは、述べましたように新たな沖縄の取り組みとし

て21世紀ビジョンを実現していこうといういわゆる主

体的に県が取り組む大事なスタートになる、そういう

節目なときだけに大変今回のこの40周年の記念事業と

か式典の持ち方というのは、これまでやってきた延長

線上じゃなくて、この40周年から沖縄は変わったんだ

というこういう意気込みが期待をされるんじゃないか

と思います。これだけこの万国津梁基金なんかもこの

40周年記念事業として考えているという報道もありま

す。また、大学院大学もスタートする。ありとあらゆ

るこの沖縄を取り巻く環境が今までと違う形にしなく

ちゃいかぬという思いで、私はこの質問をいたしまし

た。

　もう一つは、これまで積み上げてきた事業というも

のをもう一度振り返る、あるいはまたよみがえらせる

という視点も大事じゃなかろうかという思いで１点だ

け提案をし、また県の見解を伺いますが、これまで沖

縄県と兵庫県の交流というものが――あの友愛スポー

ツセンター等もありましたけれども――これまでちょ

うど復帰の47年11月に当時の屋良沖縄県知事と坂井兵

庫県知事が「沖縄・兵庫友愛提携調印式」を行う。そ

してさらに51年には「兵庫・沖縄友愛運動県民の会」

が発足をしている。平成４年の20周年を記念して「沖

縄県・兵庫県親善野外活動20回記念祝賀会」、平成14

年に稲嶺沖縄県知事と井戸兵庫県知事との間で「沖縄

県・兵庫県友愛提携30周年記念共同声明」とこういう

ふうに積み重ねてきて、くしくもことしこの友愛会も

40周年を迎える。したがって、この復帰40周年記念事

業の中で、沖縄・兵庫間の友愛提携というものをもう

一度よみがえらせる。あるいはまたもっと発信をして

いくいい機会じゃないかという思いでこのことについ

て提案をし、また今考えていらっしゃることを伺いた

いんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　御提案をあ

りがとうございます。

　沖縄・兵庫友愛提携40周年を迎えるということで、

我々もしっかりその点を認識しておりまして青少年を

含めた交流をぜひ進めていきたいというふうに考えて

おります。

　具体的な事業としましては、今既存の計画している

中で復帰40周年事業に続けてあります「第６回太平

洋・島サミット」――これは宮古島市でありますけれ

ども――その中の「高校生太平洋・島サミット」がま

ず一つ。そしてもう一つは、県系人子弟との交流を目

的としたジュニアスタディツアーというのが毎年行わ

れていますが、これが一つ。そしてもう一つは、アジ

アのリーダー育成を目的とした「アジアユース人材育

成プログラム」事業というアジアの高校生たちを集め

てこの沖縄本島でリーダー育成をするという事業があ

りますが、こういった中で特別枠をぜひ設けて今後兵

庫県からの青少年の県内への招聘というのを考えたい

というふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　糸洲朝則君。

○糸洲　朝則君　ぜひ頑張っていただきたいと思いま

す。

　次に、万国津梁基金について、報道によりますと、

県が先頭に立ち、県内41市町村、企業・団体、140万

県民、海外・国内県人会、ウチナー民間大使、海外県

系人などの関係者に呼びかけ、幅広い枠組みで募金に

取り組むと。別の報道では100億円規模を目指してい

るという大変壮大な構想で、このことが次世代、世代

世代へと引き継がれていくことが沖縄のこのウチナー

ンチュネットワークの世界に冠たるウチナー人脈とし

て大きな力を発揮するんではなかろうかという期待を

持っています。したがって、今構想段階でありますの

で、具体的なやりとりはかなりまだ早いと思います
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が、例えば従来の人材育成財団を中心にした留学制度

とかそういったものとはやはり分化したまさしく世界

のウチナーンチュのネットワークの中の基金なんだと

いう位置づけで、組織づくりとか方向性とか理念とい

うものをしっかり持っていないといけないんじゃない

かなという思いでこの質問をしておりますが、知事そ

の点についていかがですか。今持っていらっしゃる知

事のストレートな構想、あるいは思いというのがあり

ましたらお聞かせいただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　交流というのが沖縄のこれ

からの発展の最も重要なキーワードだというふうに考

えておりまして、そのためには先般のウチナーンチュ

大会のネットワークをどう有効に活用していくか。そ

れから40周年ということで沖縄の日本への復帰と日中

の国交回復が動いたということを考えたときにいろん

なことができるのかなと、日中津梁でもいいと思うん

ですよ。沖縄が日中の交流のかけ橋となっていくとい

うことで、交流というテーマでいろんな検討をしたと

きにいろんな可能性が検討できるというふうに我々は

考えておりまして、万国津梁基金もそうですけれど

も、そのためのいろんな財源を確保しながら、理念、

目的がしっかりとした形の事業をつくり上げていきた

いなというふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　糸洲朝則君。

○糸洲　朝則君　ぜひこれは沖縄ならではの基金制度

になると思いますから、沖縄でしかできない。しかも

これは世界のウチナーンチュを対象にした大事なもの

だと思いますので、ぜひきらっと光るそういう制度に

していただきたいと思います。

　続きまして、聴導犬の件で御答弁をいただきました

が、やはり今沖縄県に１頭しか存在しない。しかしこ

の聴導犬のおかげでユーザーの方は大変安心・安全な

暮らしというものを確保していらっしゃる。１頭とい

う少ない数でありますが、１人に焦点を絞った福祉政

策というのは非常に大事だと思います。ましてやちょ

うど６年目ぐらいだと伺っていますが、その間希望者

がいないので予算措置をしてこなかったということ

は、ある意味でその聴導犬に対する認知度もかなり低

いというのを私自身も思っています。これについて、

今後どのように啓蒙とかあるいは呼びかけとかそう

いったものをやっていかれるか伺っておきたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員の御指摘、全く

共感します。

　聴導犬等の補助犬の育成の予算については、地域で

の障害者の生活を支えるかなり重要な役割といいます

かそういう補助機能としての機能を持つと考えており

ますので、予算措置等関係部局と調整してまいりたい

と思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　糸洲朝則君。

○糸洲　朝則君　ぜひ実現していただきますようお願

い申し上げまして、質問を終わります。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時57分休憩

　　　午前10時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　おはようございます。

　では、一般質問をさせていただきます。

　まず１点目、子ども・子育て支援策について伺いま

す。

　これまでも再三取り上げてきましたけれども、沖縄

の子供たちを取り巻く状況は大変厳しい状況が拡大し

ております。それは、雇用問題や貧困問題が未来の宝

である子供たちにその影響が強く及んでいることで

す。児童虐待や育児放棄、学力低下や少年非行などの

問題は、親の雇用問題、貧困問題と密接に関係し、貧

困の連鎖、暴力の連鎖などの問題を引き起こしており

ます。これらの問題は、もはや個人や家庭の問題とし

て片づけることのできない社会問題になっていると思

います。そこで、子供たちの保育環境や教育環境を整

備することによって、少しでも健全育成に資する施策

展開を進めていかなくてはなりません。

　以下、質問します。

　茨、放課後児童クラブの公設公営、公設民営などの

公的施設が全国83.4％に対し、沖縄県は6.7％にとど

まっております。その理由と今後の対策について伺い

ます。

　芋、県内放課後児童クラブの保育料が全国平均より

はるかに高い。その理由と今後の対策について伺いま

す。

　鰯、放課後児童クラブの待機児童数は８市町村で

112人、待機率は1.1％との答弁がありました。潜在的

には大幅にふえるのではないかと考えておりますけれ

ども、その実態調査の計画について伺います。

　允、児童虐待の増加により情緒障害児短期治療施設

の設置が早急に必要だと思いますけれども、対応を伺

います。
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　印、「沖縄の子どもを貧困から守る連絡協議会」が

提案した「沖縄子ども村」構想をどのように受けとめ

ておりますか。

　咽、放課後子ども教室の運営状況について、実施市

町村数、利用児童数、児童クラブとの連携などはどう

か。

　員、安心こども基金、保育所入所待機児童対策特別

事業基金の継続・拡充について次年度以降の取り組み

はいかがですか。

　因、夜間保育所のニーズ実態調査をやったことがあ

りますか。県内で必要箇所を把握した上で対応すべき

ではないでしょうか。

　次、２点目、脳脊髄液減少症について伺います。

　脳脊髄液減少症は、交通事故などがきっかけで激し

い頭痛や吐き気、めまい、倦怠感などさまざまな症状

が出る病気であります。原因は、脳を保護する髄液が

漏れ出すことによる病気だということがわかってまい

りました。

　去る10月30日に、ＮＰＯ法人「脳脊髄液減少症患

者・家族支援協会」の代表理事をお招きし、公明党・

県民会議主催の講演会を開催いたしました。約80人が

参加して、終了後も質問が相次ぐ関心の高さでありま

した。宮里福祉保健部長もみずから参加していただ

き、大変ありがとうございました。翌10月31日には、

同支援協会から県知事に対して７項目にわたる要望が

出されました。宮里福祉保健部長に対応していただき

ましたが、その後の取り組みについて、以下、質問い

たします。

　茨、県内公立病院において先進医療の申請と診療の

開始を求める。

　芋、県主催で専門医や患者を招き、勉強会の開催及

び患者救済のための意見交換の実施を求める。

　鰯、県内交通事故担当の警察官に対し脳脊髄液減少

症の勉強会を実施してほしい。

　允、県内全医療施設、特に整形外科への第70回脳神

経外科学会総会で発表の診断基準の啓発及び案内をし

てほしい。

　印、専門の相談窓口の設置及び就業支援、生活支援

を確立してほしい。

　咽、子供の脳脊髄液減少症の実態調査及び教師・保

護者への啓発に取り組んでほしい。

　員、先進医療が適用・実施された場合、自由診療部

分の費用を全額補助していただきたい。

　この７点についても見解を求めます。

　次、３、沖縄市山里地区再開発事業への県支援につ

いて伺います。

　県内で初めて国から認定された「沖縄市中心市街地

活性化基本計画」の目玉事業の山里地区再開発事業へ

の県支援について、沖縄市民はかたずをのんで待って

おります。県の明確な方針を示していただきたい。

　次に、４番、泡瀬ゴルフ場跡地開発について伺いま

す。

　茨、泡瀬ゴルフ場跡地開発計画を県としてどのよう

に位置づけておりますか。

　芋、北中城村の計画する跡地開発計画について、周

辺市町村ともども共存共栄するために県としてどのよ

うに調整機能を果たしますか。

　鰯、国道330号の車両通行量及び跡地周辺地域の生

活道路への影響などが懸念事項として指摘されており

ます。県はどのように考えておりますか。

　次、５番目、中城湾港定期船就航実験について伺い

ます。

　茨、実証実験の目的と調査内容、スケジュールにつ

いて御説明をお願いします。

　芋、実験段階では鹿児島県との往復になっておりま

すが、他地域との貨物の取引拡大についてはどのよう

にお考えでしょうか。

　鰯、定期船就航実現に向けて戦略をどのように考え

ておりますか。

　次、６番目、文化芸術振興条例制定の進瀧状況につ

いて御説明ください。

　次、７番目、犯罪被害者支援について伺います。

　毎年11月25日から12月１日までの１週間は犯罪被害

者週間とされております。人間だれしも予期しない犯

罪に遭い、突然苦しみのどん底に突き落とされること

がないとは言えません。けがをしたり、盗難に遭った

り、最悪の場合命を奪われるようなこともあります。

また、直接的な被害だけでなく、事件に遭ったことに

よる精神的ショックや体の不調、警察の捜査や裁判の

過程における精神的負担、あるいはまたマスコミの取

材・報道等による精神的な重圧などなどさまざまな問

題に苦しめられると聞いております。そうした犯罪被

害者に対する対応は非常にデリケートで、細やかな心

配りが求められるのではないでしょうか。県内におけ

る犯罪被害者支援について伺います。

　茨、犯罪被害者週間とは何ですか。

　芋、沖縄県警としての取り組みについて御説明くだ

さい。

　鰯、11月25日から12月１日までの１週間の取り組み

と成果について御説明をお願いします。

　８、沖縄警察署跡地への大型交番設置について伺い

ます。
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　茨、沖縄署の新築移転が明年24年９月を予定してお

ります。その後の跡地活用について並行して進めるべ

きではないかと思います。大型交番設置への計画を御

説明ください。

　芋、大型交番にした場合、一般交番との権能、人事

体制をどのように考えておりますか。

　９点目、県議選でのポスター規制について伺いま

す。

　明年６月には、県議会議員選挙が予定されておりま

す。選挙のたびに痛感することは、違法ポスターが全

県至るところにはんらんし、実に汚い、見苦しいとい

うことであります。観光立県を標榜する私たち沖縄県

であり、私たち県議会議員は、その旗振り役を務める

立場であります。議員は、法律や条例の制定にかかわ

る重要な立場でありながら、残念ながら、選挙のとき

にはみずから法律違反を犯すという状況が当たり前に

なっております。実に恥ずかしい限りであります。選

挙に関しては無法地帯とも批判される沖縄の現状を、

もうそろそろ脱皮すべきではないでしょうか。県議の

皆さん、いかがでしょうか。

　以下、質問します。

　茨、県議会議員選挙で許されるポスターの掲示方法

について説明を求めます。

　芋、現職の皆さんはこういうことで議論できるんで

すけれども、これから予定している新人候補、あるい

はまた元職の候補についての、このポスターのことに

ついての周知をいかに図りますか。

　鰯、違法ポスターが掲示された場合、どのように対

応しますか。正直者がばかを見るようなことがあって

はなりません。

　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　金城勉議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、子ども・子育て支援策についての御質

問の中で、安心こども基金などの継続、そして積み増

しについてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県では、待機児童解消のため安心こども基金及

び待機児童対策特別事業基金を活用し、平成21年から

平成22年度までに63施設の保育所整備で約2400人の保

育所定員の増を図りますとともに、認可外保育施設の

質の向上に一定程度の効果を上げてまいりました。

　今後とも、待機児童解消は引き続き取り組むべき重

要な課題であります。そして安心こども基金の事業期

間のさらなる延長及び必要な財源の確保につきまし

て、国と相談をしているところであります。また、待

機児童対策特別事業基金につきましても、その継続・

拡充につきまして鋭意取り組んでまいる所存でござい

ます。

　次に、中城湾港定期船就航実験についての御質問に

お答えいたします。

　今回の実証実験は、中城湾港新港地区に新たな定期

船を就航させることにより、物流の効率化や背後圏に

立地する企業の活動の活性化を図ることを目的といた

しております。その内容は、ことし11月21日より鹿児

島から那覇港を経由する航路で週１便の定期船運航を

開始し、物流コストの低減効果や時間短縮の効果等を

検証した上で課題の把握と対応策を検討することと

なっております。県といたしましては、平成24年度ま

で実証実験を継続できるよう関係機関と調整をし、平

成25年度からの本格的な定期船就航の実現を目指して

頑張ってまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　子ども・子育て支援

策についての中の、放課後児童クラブの今後の対策に

ついてお答えします。１の茨と１の芋は関連しますの

で一括してお答えいたします。

　沖縄県の放課後児童クラブは、公立幼稚園児の午後

の預かり先として民間による設置が進められてきたこ

とから、民立民営のクラブが多い状況となっておりま

す。また、公的施設の活用が低いことから、家賃の負

担などのため保育料が全国より高くなっている状況に

あります。

　沖縄県としましては、今後、放課後児童クラブの公

的施設利用の低い状況を踏まえ、市町村に対し公的施

設活用の整備計画の策定を求めるとともに、公的施設

活用の施設整備について、自由度の高い沖縄振興一括

交付金（仮称）の活用を含めて検討してまいりたいと

考えております。

　続きまして、放課後児童クラブの実態調査の計画に

ついてお答えいたします。

　放課後児童クラブの実施主体である市町村において

は、市町村次世代育成支援地域行動計画の策定に当た

り、放課後児童クラブなどのニーズ調査を行った上で

地域の実情に合ったクラブの設置目標を掲げておりま

す。

　県としましては、当該目標の達成やクラブの待機児
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童数を勘案するなど、ニーズに応じた放課後児童クラ

ブの設置を市町村に働きかけてまいります。

　続きまして、情緒障害児短期治療施設の設置につい

てお答えいたします。

　軽度の情緒障害を有する児童を短期間入所させ、そ

の情緒障害を治療する情緒障害児短期治療施設は現在

30都道府県で37カ所設置されております。本県におい

てもその設置は必要であると考え、「おきなわ子ど

も・子育て応援プラン」後期計画において情緒障害児

短期治療施設の整備目標を掲げているところであり、

引き続き条件整備における課題への対応について検討

を行ってまいりたいと考えております。

　続きまして、「沖縄子ども村」構想についてお答え

いたします。

　社会的養護は、できる限り家庭的な養育環境の中

で、人との適切な関係のとり方を学んだり、身近な地

域社会の中で必要な社会性を養うなど、特定の大人と

の継続的で安定した愛着関係のもとで行われる必要が

あると考えております。提案されている「沖縄子ども

村」構想は、より家庭的な雰囲気のもとで、また地域

社会の中で生活するという基本的方向とは異なってい

るものと考えております。

　県としましては、里親等への支援体制を充実させた

上で里親委託の拡充等に努めるとともに、児童養護施

設及び里親における家庭的な養育環境の推進に努めて

まいりたいと考えております。

　夜間保育所のニーズ実態調査についてお答えいたし

ます。

　夜間保育所の設置については、平成21年度に県で策

定した「おきなわ子ども・子育て応援プラン」におい

て、保育の実施主体である市町村のニーズ調査の結果

等を踏まえ、現在の３カ所を平成26年度までに５カ所

とする目標を掲げております。

　県としましては、当該目標の達成などニーズに応じ

た夜間保育の実施を市町村に働きかけてまいりたいと

考えております。

　続きまして、脳脊髄液減少症への取り組みについて

の中の、先進医療の申請と診療の開始についてお答え

いたします。

　琉球大学医学部附属病院においては、脳脊髄液減少

症の治療実績を有することから、継続した治療対応を

要請したところであり、あわせて先進医療の申請につ

いても依頼しております。

　続きまして、脳脊髄液減少症に関する勉強会等の実

施について、２の茨のイと２の茨のウは関連しますの

で一括してお答えします。

　交通事故等による脳脊髄液減少症に関しては余り知

られていなかったため、当該疾患について周知等を図

るよう関係団体から要望を受けております。専門医等

への勉強会等の開催については、実施に向けて検討し

ているところであります。また、警察等関係機関へは

当該疾患の適切な情報提供を行うとともに、連携・協

力していきたいと考えております。

　続きまして、脳脊髄液減少症の中の、診断基準の啓

発等についてお答えいたします。

　医師等への診断基準の啓発等については、沖縄県医

師会報を活用して周知を図ることとしており、現在そ

の準備を進めております。

　続きまして、脳脊髄液減少症の専門の相談窓口の設

置及び就業支援についてお答えいたします。

　専門の相談窓口については、各保健所及び沖縄県難

病相談・支援センターにおいて体制を整備しており、

あわせて就業支援、生活支援についても対応している

ところであります。

　続きまして、自由診療分の費用の全額補助について

お答えいたします。

　自由診療部分の費用の全額補助については、他の保

険診療対象となっていない疾患との関係から全国的な

課題であると認識しており、国の動向等を注視してい

きたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　子ども・子育て支援策につ

いての御質問で、放課後子ども教室の実施状況につい

てお答えいたします。

　放課後子ども教室推進事業は平成19年度から開始さ

れており、平成22年度は20市町村で実施され、延べ約

32万人が参加しております。

　児童クラブとの連携につきましては、同一小学校内

で放課後子ども教室と放課後児童クラブが実施されて

いる場合には、児童クラブの児童が放課後子ども教室

の活動プログラムに参加するなど連携を行っておりま

す。

　県教育委員会としましては、福祉保健部と協力をし

て両事業の関係者で構成する「放課後子どもプラン推

進委員会」を開催するとともに、両事業の合同指導者

研修会を実施するなど、今後も連携の強化に努めてま

いります。

　次に、脳脊髄液減少症への取り組みについての御質

問で、実態調査及び啓発についてお答えいたします。

　公立の小・中・高校においては、脳脊髄液減少症の
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実態調査を実施したところ、現在報告はございませ

ん。

　県教育委員会といたしましては、各学校において保

健調査等による脳脊髄液減少症の実態把握に努めると

ともに、校長研修会及び養護教諭研修会等において啓

発に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　山里再開発事業への

県支援についてお答えいたします。

　当該事業は、沖縄市が平成22年３月に国から認定さ

れた「中心市街地活性化基本計画」の要素事業の一つ

として位置づけられております。県としましても、山

里地区は沖縄市の南の玄関口であり、当該事業が同市

の中心市街地活性化を推進する上で重要な事業である

と認識しております。ついては、現在、県として財政

支援する根拠やそのあり方について関係機関と調整を

進めているところであります。

　次に、泡瀬ゴルフ場跡地開発についての御質問の中

で、泡瀬ゴルフ場跡地開発計画の位置づけについてお

答えいたします。

　泡瀬ゴルフ場を含む駐留軍用地跡地については、那

覇広域都市計画区域マスタープランにおいて、既成市

街地に及ぼす影響を考慮しつつ、土地区画整理事業等

による計画的な面整備を図るとともに跡地利用を先導

する中核的施設の導入や基幹道路の適正な配置などを

総合的かつ計画的に推進するとしております。

　同じく泡瀬ゴルフ場跡地開発で、北中城村の跡地開

発計画に係る県の調整機能についてお答えいたしま

す。

　北中城村が計画する泡瀬ゴルフ場跡地への大規模集

客施設の立地は、広域的な都市構造や社会基盤に影響

を与えるおそれがあることから、都市計画法に基づき

広域調整を行っているところであります。広域調整に

おける県の役割としては、立地による交通渋滞や自然

環境等への影響を評価し、その結果を関係市町村等と

情報共有、意見交換を行い、立地に係る都市計画の妥

当性を判断することであります。現在、交通量推計結

果について関係市町村に説明し調整機能を果たしてい

るところであり、第２回広域調整会議の開催に向け取

り組んでいるところであります。

　同じく泡瀬ゴルフ場跡地開発で、国道330号及び生

活道路への影響に関する県の考え方についてお答えい

たします。

　現在、広域調整会議の中で北中城村が実施した交通

量推計結果を県において精査しているところでありま

す。その結果、平成25年度における国道330号の交通

量は、沖縄自動車道への転換や沖縄環状線の完成によ

り、平成17年度に実測した交通量より沖縄市胡屋交差

点でわずかに増加し、北中城村屋宜原でわずかに減少

する推計となっております。また、生活道路について

は、開業時には一部渋滞も予想されますが、沖縄環状

線や周辺幹線道路が順次完成することから大きな影響

はないものと考えております。

　次に、中城湾港定期船就航実験についての御質問の

中で、他地域への貨物の取引拡大についてお答えいた

します。

　他地域への貨物の取引拡大については、今回の実証

実験を通じて、新たな貨物需要の開拓の可能性を踏ま

えて大都市圏への航路拡充についても検討していく考

えであります。

　同じく中城湾港定期船就航実験で、定期船就航の実

現に向けた戦略についてお答えいたします。

　定期船就航の実現に向けた戦略については貨物の集

積を図ることが重要であり、そのため、航路拡充のた

めの企業へのセールス体制づくり、廃棄物等の静脈物

流を活性化するリサイクルポート機能の強化、空コン

テナ対策として企業間の異なる小ロットの貨物を集配

するシステムの構築等を検討しており、官民で構成さ

れる利用促進連絡会を設置して積極的に取り組んでい

く考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　文化芸術振

興条例制定についての中の、文化芸術振興条例制定の

進瀧状況についてお答えいたします。

　沖縄県では、文化芸術振興条例を含めた文化施策の

あり方について、沖縄県文化関係施策推進会議等にお

いて随時意見交換を行っており、アートマネジメント

を担う文化人材の育成と交流、それらを含めた県立芸

大の活用と活性化、ウチナーアイデンティティーの基

礎をなすしまくとぅばの保存と継承そして普及、その

他さまざまな事案について具体的な議論をしていると

ころであります。

　文化芸術振興条例策定への取り組みは、このような

議論を踏まえ、次年度からは作業工程表を作成し、先

進県の調査、条例制定後の効果や課題等の確認をする

とともに、県内外の文化芸術関係者及び文化議員連盟

の皆様の意見も拝聴しながら、文化立県沖縄にふさわ

しい条例制定の実現に向けた環境づくりを今後進めて
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まいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　犯罪被害者支援につ

いての御質問の中で、犯罪被害者週間についてお答え

いたします。

　犯罪被害者週間は、犯罪被害者などが置かれている

状況や犯罪被害者等の名誉または生活の平穏への配慮

の重要性等について国民の理解を深めることを目的

に、「犯罪被害者等基本計画」に基づき、毎年11月25

日から１週間を期間に平成18年度から実施されており

ます。同週間における事業としましては、国が中心と

なって都道府県や市町村並びに関係機関・団体に参加

を呼びかけ、犯罪被害者等の支援に関する啓発事業を

集中的に実施することとしております。

　県としましては、犯罪被害者等支援講演会の開催や

テレビなどの広報番組の放映及び犯罪被害者等支援相

談窓口リーフレットの配布などに取り組んでいるとこ

ろであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　犯罪被害者支援につい

ての御質問の中で、県警察の取り組みについてお答え

いたします。

　犯罪被害者は、犯罪による直接的な被害だけでな

く、被害後に生ずる精神的ショックや身体の不調、医

療費の負担や仕事を失い、経済的にも困窮するなどさ

まざまな問題に苦しめられております。

　警察は、犯罪被害者が最も身近で密接にかかわる機

関であり、被害の回復・軽減について大きな期待が寄

せられる立場にあるものと認識しております。このた

め、県警察におきましては、活動重点の一つである犯

罪の起きにくい社会づくりの中に、犯罪被害者を社会

全体で支えるための施策の推進を設定し、被害者支援

に係る各種施策を推進しております。

　主な施策としては、事件発生直後から捜査員とは別

に被害者への付き添いや情報提供等の支援を行う指定

被害者支援要員制度、被害者やその家族の精神的被害

の回復・軽減を図るための被害者等カウンセラー制

度、被害者等の経済的打撃の緩和を図るための犯罪被

害給付制度、中学生、高校生を対象とした命の大切さ

を学ぶ授業の実施、被害者相談窓口や各種支援制度を

県民に周知するための広報啓発活動、関係機関・団体

との連携を図るための被害者支援連絡会議の開催等が

挙げられます。

　次に、11月25日から12月１日までの県警察における

犯罪被害者週間の取り組みと成果についてお答えいた

します。

　県警察におきましては、犯罪被害者週間の設定目的

を踏まえ、県民に犯罪被害者等の置かれている厳しい

現状や支援の必要性を広報し、理解と協力を求めるた

め、県や関係機関と連携して各種広報啓発活動を実施

いたしました。

　主な広報啓発活動といたしましては、週間に先立ち

11月23日、浦添市てだこホールにおいて犯罪被害者遺

族の手記朗読と歌を内容とする「歌と語りのコンサー

ト」の開催、被害者支援相談窓口や各種被害者支援制

度を周知するためのリーフレットやチラシ等の作成・

配布、県広報テレビ番組「うまんちゅひろば」やラジ

オ、新聞等マスメディアを活用した広報啓発活動等で

あります。

　特に、犯罪被害者週間広報事業として開催した「歌

と語りのコンサート」を鑑賞した県民から、犯罪被害

者週間や犯罪被害者が置かれている現状を知った、ま

た被害者支援の重要性等を知ることができた、被害者

も加害者も出さない安全・安心なまちづくりのために

できることをしていきたいとの声が多数寄せられるな

ど大きな反響がありました。

　また、犯罪被害給付制度に関する問い合わせ、犯罪

被害者等早期援助団体である公益社団法人沖縄被害者

支援ゆいセンターへの財政支援等の成果が見られまし

た。

　県警察といたしましては、今後とも関係機関や民間

被害者支援団体と緊密な連携を図り、犯罪被害者支援

活動の充実に努めるとともに、被害者も加害者も出さ

ない安全・安心な社会づくりに取り組んでまいりたい

と考えております。

　次に、沖縄警察署跡地への大型交番設置についての

御質問の中で、大型交番設置への計画についてお答え

いたします。

　沖縄警察署につきましては、平成24年秋ごろの移転

を予定しており、移転後の平成25年３月までに現庁舎

を解体・撤去することとなっております。県警察とい

たしましては、沖縄警察署移転後も周辺地域の治安が

悪化することがないよう、また地域住民が不安を感じ

ることがないよう、現庁舎移転後の跡地に警察施設を

存続させる必要があると考えており、現在、沖縄警察

署の移転と並行して所要の準備を進めているところで

ございます。具体的には、平成24年度の早い時期に現

庁舎跡地への警察施設整備に向けて県財政当局と調整
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を行うなど必要な取り組みを進めていく考えでありま

す。

　次に、大型交番にした場合の機能、人事体制につい

てお答えいたします。

　沖縄警察署の跡地には、周辺地域の治安維持にふさ

わしい一定規模の警察施設を整備する必要があると考

えております。具体的には、必要な交代制勤務員に加

え渉外機動警ら隊、警察本部の自動車警ら隊などの活

動拠点となるような規模の施設を整備して、各種事

件・事故に即応できる機能・体制を維持したいと考え

ているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　選挙管理委員会委員長。

　　　〔選挙管理委員会委員長　阿波連本伸君登壇〕

○選挙管理委員会委員長（阿波連本伸君）　御質問９

の茨、選挙運動用ポスターの掲示方法についてお答え

します。

　選挙運動用ポスターに関しましては、公職選挙法に

より規制されております。

　本県の県議会議員選挙の選挙運動期間中において

は、各選挙区に設置されるポスター掲示場ごとに候補

者１人につき、それぞれ１枚を掲示するほかは掲示す

ることができないこととされております（公選法第

143条第４項）。なお、県議会議員の任期満了の日の

６カ月前の日から選挙期日までの間においては、候補

者等または当該候補者等の後援団体の政治活動のため

に使用される当該候補者等の氏名が記載されたポス

ターも掲示することができないこととされております

（公選法第143条第16項）。また、政党等が政治活動

のために使用する選挙の告示前に掲示されていたポス

ターで、氏名が記載された者が当該選挙の候補者と

なったときは、候補者となった日のうちに撤去しなけ

ればならないと定められております（公選法第201条

の14）。

　次に、御質問９の芋、新人、元職の予定候補者への

周知をいかに図るかについてお答えします。

　当委員会としましては、当該選挙告示以前に県議選

の立候補予定者を対象とした説明会等を開催して違法

な文書について説明し、法の趣旨に沿って適正にポス

ターを掲示するように周知を図っております。また、

政治活動用ポスターの掲示禁止期間については、立候

補予定者及び関係政治団体に対し文書によって周知を

図っているとともに、各道路管理者、工作物管理者等

においては政治活動用ポスターへの対策が講じられて

いると考えます。

　次に、御質問９の鰯、違法なポスターが掲示された

場合の対応についてお答えします。

　選挙に関する違法なポスターにつきましては、当委

員会としまして撤去命令を発する等の対応を行ってい

ます。まさに今後もそれを行っていきます。今後も同

様の処理をしたいと考えております。

　また、警察当局においては警告を、道路管理者にお

いては撤去作業の対応を行うことなど、選管、警察、

道路管理者の３者が相互に連携を図り、関係法令に違

反する行為がないよう、候補者及び政治団体関係者等

の選挙及び政治に関する意識の高揚を図るように努め

ており、そのように引き続き対応したいと考えており

ます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　各質問に対する御答弁大変ありがと

うございました。

　まず子ども・子育て支援策についてですけれども、

沖縄の場合、放課後児童クラブの公的な施設が極端に

少ない。私は、これは認可外保育園の経緯と重なって

見えるんですね。要するに、公的なそういう施設が少

ない、しかし需要はある。民間が先行して立ち上げて

子供たちを受け入れる。その結果、公的な支援という

ものがおくれてくる。この放課後児童クラブも最近に

なってから需要がどんどんどんどん拡大してきている

んですけれども、それを民間が先行することで対応が

できているんです。しかし全国は、もう既に部長答弁

にあったように、80％以上が公的なかかわりがある施

設、そこで子供たちが安全に保護されている。そうい

う中で、沖縄の場合にはやはり認可外保育園と同じよ

うに、この放課後の子供たちの環境というものもそう

いう民間がお世話をするという、そういう結果になっ

ているわけですね。ですから、これはやはり根本的に

発想を変えていかないと、徐々にやっていこうとか、

あるいはまた民間がやっていることに対して補助を出

そうとか、そういうことだと、やはり子供たちの放課

後の教育環境というものが非常に劣悪なままで推移し

てしまうんではないかという懸念を持っているわけで

す。ですから、先ほどの部長答弁のように、一括交付

金制度も視野に入れながら、そういうトータルな子供

の環境づくり、育成・保育というものをやっていこう

ということですから、ぜひこの件については次年度

（新年度）からしっかりした対応をしていただきた

い。

　それと、大事なことは市町村と県がいかに認識を共

有しながら具体的に対応していくか、このことについ

てどうですか。
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○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　この問題は、沖縄の

幼稚園児の保育の発達のぐあいと重なる現状があるよ

うです。そういうこともありまして、この放課後児童

クラブの公的な施設を使わないでという状況の中で保

育料が高くなっているという現状もあります。そうい

う課題もありまして、ですから、我々としては市町村

とも常に連携をして、公的な施設の活用率を高めて

いって保育料の低減化に努めていこうと今考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　ぜひこれは目に見える形で成果を出

していただきたいと要望しておきます。

　そして次に、情緒障害児短期治療施設の件ですけれ

ども、これは過去の議事録を調べてみました。平成16

年からこの問題が取り上げられてきているんですけれ

ども、部長が先ほど答弁した内容はずっとほぼ同じ答

弁なんですよ。必要性は感じている、しかし結局は同

じ答弁で何も進まない。こういう結果になっているわ

けですね。しかし、現実はだんだんだんだん子供たち

を取り巻く環境というものが複雑化してきて、そうい

う児童虐待やネグレクトやさまざまなそういう非常に

厳しい環境が数多く報告されているわけです。ですか

ら、この施設が必要な子供たちというのはどんどんふ

えているはずなんですね。しかし、県の対応というの

は、いまだにこういうふうな検討しますという中途半

端な段階で終わっている。これを具体的にどうするか

めどづけをして、スケジュール化をして取り組んでい

くという具体的な方針を示さない限り、また次の質問

にも同じ答弁を繰り返すのではないか、どうですか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　済みません、ちょっ

と休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時46分休憩

　　　午前11時47分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員の御指摘、非常

に責任を感じます。情緒障害児短期治療施設の設置で

は医療スタッフの確保とか、学校教育あるいは設置す

る地域の理解とか多様な課題があって、一時期ちょっ

と手のかかった時期もあったようなんですけれども、

いまだ整備ができていない状況であります。今後とも

課題解決に向けて取り組んでいきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　きょうはここでおさめておきます。

次また質問しますので、ぜひお願いします。

　次に、脳脊髄液減少症の件ですけれども、これは先

日、私どもが講演会を開いたときにも埋もれた形で、

なかなか本人さえ原因がわからない、なかなか専門病

院が少ない、そういう中で非常に苦しんでいらっしゃ

る方が潜在的に埋もれている。ですから、そういう意

味では、先ほどの答弁で琉大との連携がとれそうだと

いうことで、これは非常に喜ばしいことです。それを

県民に周知して、そういう症状のある方はやっぱりこ

の病気の疑いを持つ、そして診察をしてもらう、こう

いうことが必要になるんですけれども、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　先ほど議員からの質

問の中にもありましたけれども、私は先日、勉強会に

招かれまして勉強させていただきました。また、その

際に専門書といいますか、啓発書を読んでいただきた

いということで購入いたしましてじっくりと読ませて

いただきました。

　脳脊髄液減少症は、産婦人科のレベルではよく見る

疾患で、これはそれほど珍しいことではないんですけ

れども、いわゆる交通事故だとかちょっとした外傷に

よってこれが引き起こされるという認識は、必ずしも

医師の間でもよくわかっていない状況があって、こと

しだったと思いますけれども、厚労省の研究班が診断

のガイドラインをつくって、それを広報するようにと

いうことになった状況であります。我々としまして

は、こういう新たな病気といいますか病認識ですの

で、ぜひそれを広く関係のある、まず専門家への周知

を図る努力をしていきたいなと考えております。

　それともう一つ、議員の御指摘を受けて、私は、早

速琉球大学の学部長に面会に行きました。そうしまし

たら、治療実績もあるし、ぜひ前向きに取り組んでい

きたいという口頭での御返事がありまして、一緒に連

携してやっていきたいと思いますので、また御指導を

よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　宮里部長の非常にフットワークの軽

い行動力を大変評価をしたいと思います。ぜひ今後も

取り組みをお願いします。

　教育長にお伺いいたしますけれども、この脳脊髄液

減少症は、全国的には「子ども支援チーム」という団

体もありまして、全国的にそういう事例が数多く報告

されているんですね。ですから、県内で報告が１例も

ないということは、やはり調査がしっかりなされてい

ない結果だと思いますよ。ですから、これを後で差し

上げますから、子供たちの学校現場におけるそういう
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症状で苦しんでいる子供たち、不登校になっている子

供たちというのは要注意です。ですから、その件につ

いて、ぜひ一度実態調査、アンケート調査を実施して

いただきたい。どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　この件につきましては、全

国的に患者が10万人いるということを聞いておりま

す。と同時に、保険適用が認められていないというこ

ともありまして、かなり高額な治療費を繰り返して対

応しているということをお聞きしています。そういう

中で、私どものほうでも、文科省のほうから平成19年

にこの件についての依頼がありまして、これまでも学

校現場にさまざまな指導をしてまいりました。

　今、議員の御指摘の実態調査は、去る11月の公文を

通してやったんですけれども、また再度周知をしてい

く中で実態を確認をしていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　よろしくお願いします。

　土建部長、山里再開発事業、前向きに答弁していた

だいてありがとうございました。先ほどの答弁は、要

するに財政担当とも調整をして、そして具体的に県支

援を予算措置をする、このように理解していいです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今、財政部局と県の

負担のあり方について、これまでの再開発はどちらか

といえば県事業との関係があるとか、県有地の活用と

かいう条件でこれまで再開発の支援をしていたんです

けれども、今回は中心市街地の活性化というキーワー

ドで全然違う形のものですから、その点も含めて私た

ちは今財政とのやりとりをしているんですけれども、

もうちょっと時間を要する状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　もうちょっと踏み込んでいただきた

いですね。国から認定を受けた沖縄県で初めての中活

事業ですから、当然過去に事例はありません。しか

し、やはり沖縄第二の都市を抱える沖縄市の中で特に

主要事業になっているわけですから、ぜひ県の財政支

援というものを具体的な――数字を言う必要はありま

せんけれども――姿勢として、方針としてその方向に

向かっていますというぐらいは答弁していいんじゃな

いですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに沖縄市の南の

玄関口として、そして沖縄中部圏域の拠点は沖縄市だ

という考えを持っていますので、そういった面からも

土木建築部としてはぜひ財政支援はやりたいと。ただ

し金額については、財政部局と今調整していますの

で、できる範囲でしっかり頑張りたいと思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　すばらしい答弁ありがとうございま

した。ぜひ頑張っていただきたい。総務部長、しっか

り調整をお願いします。

　さて、最後にポスターの件についてお伺いします。

　御存じのようにもう無法地帯、各種選挙、いろんな

選挙でポスターだらけ、これほどの実態というのは他

府県にはないというふうに聞いております。

　県警本部長、先ほど選管委員長から御説明がありま

したけれども、説明があったことは議員はみんなお互

いわかっているんです。わかっていながらやっている

んです。それをどう正常に戻すかということが最も大

事なことですから、現場を預かる担当として、今後そ

ういう事態が出てきたときの対応の仕方をお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　来年の県議選に向けま

して、やはり違法なポスターにつきましては選挙管理

委員会とも連携をいたしまして警告をするというのが

大前提でございます。警告によって違法状態を早期に

是正し、続発の防止に努めるということを基本にやっ

ていきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　県警本部長、ちょっと甘いです。そ

の程度では沖縄のポスターはなかなかなくなりません

よ。具体的に実効あるポスター規制というものができ

るように、この６月の我々の県議会議員選挙からス

タートをして、各種選挙にそういう本来あるべき許さ

れた範囲のポスターの掲示のあり方、そういうものを

具体的にどうしますか。実効ある回答を求めます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　御指摘の趣旨は大変よ

く認識をしております。他方、どんな状態があるかと

いうのはいろいろ個々具体的な場合がありますので、

基本的には取り締まりの重点というのは悪質な違反と

いうのが重点でございまして、その中で違法ポスター

の掲示につきましては、警告により早期に撤去させる

というのが原則でありますけれども、状況によっては

もちろん検挙ということでやっていきたいと考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　ぜひ実効ある対応をお願いしたいと
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思います。他府県に行ったら、選挙の期間中であって

も非常にきれいにポスターを張っていますよ、許され

た範囲内で。そういう掲示板をつくって壁にきれいに

張るとか、公営掲示板で許された範囲でやるとか、そ

ういうふうなことが沖縄においてはもう無法地帯のよ

うに電柱から、街路樹から、もうとんでもないような

実態がありますから、ぜひその件を重々認識をしてい

ただいて対応をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時57分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　中川京貴君。

　　　〔中川京貴君登壇〕

○中川　京貴君　自由民主党の中川京貴でございま

す。

　一般質問を準備しております。項目に従って質問し

たいと思います。その前に所見を述べたいと思いま

す。

　皆さん、きょうの新聞を見て御存じだと思います

が、私ども沖縄県議会48名が不適切発言の責任明確化

の抗議決議をこのように全会一致で上げました。そし

て、沖縄選出の国会議員が一緒になって政府に要請す

るものだと思っておりましたが、皆さん、きょうの新

聞に８名の国会議員のうち２人の衆議院議員が参加・

行動をともにしないという記事が出ておりました。御

存じでしょうか。瑞慶覧長敏衆議院議員と玉城デニー

議員は行動をともにしないと言っております。前防衛

局長の更迭のときには、オール沖縄で沖縄の国会議員

は行動をしたはずでありますが、なぜ今回は行動でき

ないのか理解に苦しみます。そして、その評価書を提

出する大臣、そして普天間の県内移設を推進しようと

する大臣に対してこの行動がともにできないというこ

とは、果たして沖縄県民の理解が得られますでしょう

か。私は得られないと思っております。

　それでは質問に入ります。

　米空軍横田基地所属のＣ130輸送機１機が、11月10

日午後４時50分ごろ、主翼先端部分から燃料を放出し

ながら米空軍嘉手納基地に着陸する事態が発生した。

同機は、嘉手納弾薬庫地区上空を沖縄市側から嘉手納

基地に着陸する寸前まで燃料を放出し続けたと言われ

ている。一方、同機は、去る９月21日、22日、着陸・

離陸時に燃料を放出していたＣ130輸送機と同機と言

われ、一歩間違えれば環境汚染、墜落事故を誘発し、

人命犠牲に結びつく重大な問題であり、静かに安全に

暮らしたいと願う県民の切実なる声を全く無視する態

度であり、到底容認できるものではない。

　それでは質問いたします。

　１、嘉手納基地から発生する事件・事故、騒音問題

について。

　茨、嘉手納基地を離陸する際、Ｃ130輸送機やＦ15

戦闘機が着陸中に燃料漏れを起こしている。県民の生

命と安全を守る立場から県の対応は。

　芋、米空軍嘉手納基地内海軍駐機場の移転工事につ

いて。

　鰯、特定防衛施設周辺整備調整交付金（９条交付

金）の要件対象の拡大について。

　２、防音工事について。

　茨、現在、Ｗ値（うるささ指数）75や80の地域で、

国が防音工事の対象と定めた基準日の1983年（昭和58

年）以降に建築された住宅は工事の対象外で、現在何

件建築されているか。2009年末までで１万6533件です

が、現在は幾らでしょうか。

　芋、防音工事対象拡大について県の取り組みは。

　鰯、県外の取り組みについてはどうか。

　允、現在、防音工事に伴いソーラーシステムの導入

について進瀧状況は。

　印、住宅防音工事の手続の簡素化について。

　３、固定資産税の無料化について。

　茨、公共事業が年々削減され、県内建設業に深刻な

影響を与えている。県の経済活性化に向け５年間の固

定資産税の無料化ができないか。

　芋、政府も住宅不足を背景に、住宅建設の促進を図

るために新築住宅に対する固定資産税の減額特例（一

定の要件を満たす新築家屋について２分の１の軽減、

建物が３階以上の要件を満たすものについては５年間

の減額特例）があります。残りの２分の１を県が負担

することにより固定資産税の無料化が実現します。経

済を活性化させるために、起爆剤の一つとして５年間

の新築住宅の固定資産税の無料化ができないか。

　４、道路行政について。

　茨、８月の台風による大雨で米軍キャンプ瑞慶覧か

ら流れた大量の雨水で北谷町玉上の民家敷地が浸水

し、庭の一部が陥没したほか、ブロック塀が損傷する

被害が発生した。県の取り組みについてお伺いしま

す。

　芋、これまでの台風被害を初め、11月９日、本島に

記録的な大雨による北谷町白比川の冠水被害につい

て。

　鰯、北谷町町道港１号線近くの護岸沿いの漂着ごみ

不法投棄等の対策について。
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　允、県が発注する北谷町の海岸護岸工事の安全対策

について。

　印、11月９日、西原町の小波津川がはんらんし、町

道が冠水し交通が遮断されたことについて県の取り組

みは。

　咽、西原町（棚原付近）県道29号線拡張工事に伴い

地元に事業の説明がないまま工事が進められ、住宅及

び店舗に進入道路が確保されていません。地域住民の

生活に支障が生じている。県の見解をお伺いしたい。

　５、北中城村泡瀬ゴルフ場跡地の進瀧状況につい

て。

　茨、北中城村泡瀬ゴルフ場返還跡地事業計画がス

ムーズに行われているか。また、地権者に対する引き

渡し時期及び進瀧状況と今後のタイムスケジュールに

ついてお伺いしたい。

　芋、泡瀬ゴルフ場（北中城村）跡地の土壌汚染調査

の結果、倉庫・修理場として使われていた場所から基

準を超える鉛と弗素が検出された。地権者に引き渡す

前に汚染土壌を除去しなければならないが、県の取り

組みについて伺いたい。

　鰯、地権者支援や企業誘致活動、まちづくりの実現

に向け県・国の支援についてお伺いしたい。

　６、環境：新エネルギーについて。

　茨、平成23年度住宅用太陽光発電導入支援対策費補

助金について。

　７、やんばる農地活用支援センターについて。

　茨、やんばる農地活用支援センターの活動状況につ

いて。

　芋、やんばる農地活用支援センターの県・市町村の

支援策は。

　８、県営住宅の指定管理者制度について。

　茨、公営団地住宅管理に伴う供給公社指定管理制度

の効果と適正な管理運営について。

　芋、住宅供給公社の職員数について。

　鰯、過去10年間の沖縄県から住宅供給公社への派遣

職員数について。

　允、契約業者の選定について。

　印、維持・修繕契約業者について。

　咽、地区別の徴収状況について。

　員、入居者からの苦情に対する対応について。

　因、災害時（暴風・台風等）の迅速な対応と住民へ

の連絡体制、敷地内の防犯灯の不点灯や雑木等の処理

について。

　姻、地元市町村からの要望について。

　引、がけ地対策について。

　飲、指定管理者制度のメリット・デメリットについ

て。

　淫、沖縄県住宅供給公社を廃止または解散する考え

はないか。

　９、県営住宅の安全対策について。

　茨、嘉手納町水釜大木線（通称赤橋）県営住宅前の

交通規制（停止線）の変更についてお伺いします。

　答弁を聞いて、指定の席から再質問をしたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　中川京貴議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、県営住宅の指定管理者制度についての

御質問の中で、公社における公営団地の管理運営につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県住宅供給公社は、指定管理及び管理代行によ

り公営住宅を管理しております。指定管理につきまし

ては、沖縄県営住宅、豊見城市営住宅、嘉手納町営住

宅及びうるま市営住宅、管理代行としましては浦添市

営住宅を管理いたしております。

　県営住宅の管理につきましては、これまで入居の手

続、収入申告手続、そして住宅使用料の徴収、施設の

管理等を適正に行っております。

　次に、県営住宅の指定管理者制度に係る御質問の中

で、指定管理者制度のメリット・デメリットいかんと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　指定管理者制度は、公の施設の管理の適正かつ効率

的な運営を目的として、平成15年に地方自治法の改正

により導入されております。県営住宅への同制度の導

入後のメリットでは、民間事業者を交えた指定管理者

会議等による意見交換を通じて家賃収納率の向上、管

理ノウハウの改善などが図られてきております。一

方、デメリットとしては、短期間で指定管理者が交代

した場合、管理ノウハウの蓄積が生かされにくいとい

う点が挙げられます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　嘉手納基地から発生す

る事件・事故、騒音問題についての御質問の中で、航

空機の燃料漏れ事故に対する県の対応についてお答え

いたします。

　去る８月16日、訓練を終えたＦ15戦闘機の機体にふ

ぐあいが生じ、燃料を放出しながら嘉手納飛行場に緊

急着陸する事故が発生しました。当該事故の連絡を受
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け、県は、沖縄防衛局及び第18航空団に対し原因の究

明と再発防止に万全を期すことなどを強く申し入れた

ところであります。

　また、９月21日及び11月10日、横田基地所属のＣ

130輸送機が燃料を放出しながら嘉手納飛行場に着陸

する事案が発生しました。当該事案を受け、県は、沖

縄防衛局を通じて第18航空団に事実関係等を照会した

ところ、同航空団から、Ｃ130輸送機の燃料放出は極

微量の燃料の自動放出であり、正常で安全な飛行機能

である旨の回答がありました。さらに、去る11月30

日、横田基地当局者より、将来において燃料放出が起

こらないようにするための措置を既にとったとの連絡

を受けたところであります。

　県としては、軍転協とも連携し、引き続き実効性の

ある再発防止と今後の安全管理の徹底に万全を期すよ

う強く求めてまいります。

　次に、米空軍嘉手納基地内海軍駐機場の移転工事に

ついてお答えいたします。

　嘉手納飛行場における海軍駐機場の移転について

は、ＳＡＣＯ合意における「騒音軽減イニシアチブ」

において主要滑走路の反対側に移設されることとされ

ております。沖縄防衛局によれば、海軍駐機場の移転

先整備地区における駐機場誘導路等については、昨年

10月に日米間で実施合意され、さらにことし４月には

統合駐車場及び附帯施設の実施合意がなされており、

現在これらの工事を実施しているところであるとして

おります。

　県としましては、同駐機場の移転は、隣接する屋良

地区の騒音軽減に効果があるものと考えており、引き

続き同飛行場における航空機騒音の軽減が早期に図ら

れるよう対応してもらいたいと考えております。

　次に、特定防衛施設周辺整備調整交付金の要件対象

の拡大についてお答えいたします。

　県は、これまで渉外知事会を通じて、政府に対し、

基地に起因する騒音等の障害、民生安定等のための十

分な予算措置を講ずることを要請してきたところであ

ります。

　防衛省は、去る10月21日、防衛施設周辺の生活環境

の整備等に関する法律第９条第１項の規定に基づき、

特定防衛施設及び特定防衛施設関連市町村の追加指定

を行ったところであります。今回の追加指定は、平成

21年に実施された行政刷新会議の事業仕分けで地元の

要望が反映されるよう見直しを求められたことを受け

て要件対象を拡大し、全国一律に実施されたものであ

ります。沖縄関係分では、新たに特定防衛施設として

鳥島射爆撃場及び北部訓練場の２施設が、同関連市町

村に久米島町、国頭村及び東村がそれぞれ指定され、

その結果、今年度は18市町村に対し約32億5800万円の

交付が予定されております。

　県としましては、基地周辺地域に対し政府がその影

響への措置を講ずることは当然のことと考えており、

今後とも引き続き日米両政府に対し本県の過重な基地

負担の軽減を求めてまいりたいと考えております。

　次に、防音工事についての御質問の中で、防音工事

について、基準日以降の住宅建築件数についてお答え

いたします。

　新聞報道によれば、住宅防音環境促進協議会の調査

では、嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺で基準日の

1983年から2009年末までに１万6533件の住宅が建築さ

れたとのことであります。嘉手納飛行場及び普天間飛

行場の周辺において、住宅防音工事の対象となるうる

ささ指数（Ｗ値）75や80といった第一種区域は、嘉手

納町、北谷町及び読谷村の全域と沖縄市、うるま市、

恩納村、宜野湾市、北中城村及び浦添市の一部が指定

されておりますが、当該市町村の第一種区域内におい

て区域指定後に建築された住宅数は、沖縄防衛局に照

会しておりますけれども把握されておりません。

　次に、防音工事対象拡大に関する県の取り組みにつ

いてお答えいたします。

　住宅防音工事対象区域の拡大については、県は、軍

転協や渉外知事会とも連携しながら、あらゆる機会を

とらえて政府に対し求めているところであります。本

年７月29日には知事が渉外知事会の副会長として外務

大臣、防衛大臣等に面談し要請を行っております。ま

た、10月17日には一川防衛大臣に、10月19日には玄葉

外務大臣に知事が直接要請を行ったところでありま

す。さらに、10月26日及び27日には知事が軍転協の会

長として野田総理大臣、藤村官房長官、玄葉外務大

臣、一川防衛大臣等と直接面談し要請を行っておりま

す。

　県としては、引き続き軍転協や渉外知事会等とも連

携しながら、日米両政府に対し粘り強く航空機騒音の

軽減及び騒音対策の強化・拡充を求めてまいります。

　次に、防音工事対象拡大に関し、県外の取り組みに

ついてお答えいたします。

　防音工事対象拡大については、渉外知事会で行って

いる要請のほか、米軍が使用する飛行場の所在する各

自治体においても要請を行っているものと承知してお

ります。厚木海軍飛行場の所在する神奈川県では、本

年８月に県と基地所在市とで構成される神奈川県基地

関係県市連絡協議会で住宅防音工事に関し指定区域の

拡大を要望しております。また、横田飛行場の所在す
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る東京都においては、昨年11月に国の予算要求に対す

る提案として住宅防音工事について対象区域を拡大す

ることを求めております。

　次に、防音工事に関し、太陽光発電システム導入の

進瀧状況についてお答えいたします。

　住宅防音工事が実施された住宅への太陽光発電シス

テム設置に関し、去る５月の軍転協要請に対する政府

の回答では、平成21年度までの調査の結果、同システ

ムを一定地域に集中設置する場合の技術的な問題につ

いて検討が必要であり、今後、技術開発の動向、費用

対効果及び環境問題に対する社会情勢の変化等の観点

を含め総合的に検討し、同システム設置助成の制度化

について判断したいとのことでありました。

　県としましては、去る10月、軍転協を通じ、太陽光

発電システム設置助成を早急に制度化するよう改めて

政府に求めたところであります。

　次に、住宅防音工事の手続の簡素化についてお答え

いたします。

　住宅防音工事の手続の簡素化について沖縄防衛局に

照会したところ、防音工事は「補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律」に基づいており、事務の

簡素化には限界があるものの、今年度から各種書類の

作成等の事務手続支援を委託するなど、住民の負担と

ならないよう努めているとのことであります。

　次に、道路行政についての中で、北谷町での浸水被

害に対する県の取り組みについてお答えいたします。

　去る８月、台風９号の大雨によりキャンプ瑞慶覧か

ら北谷町字玉上の民家敷地へ大量の雨水が流れ込み、

庭の一部が陥没するなどの被害が発生しております。

本件被害に対する対応について沖縄防衛局に照会した

ところ、被害者立ち会いのもと被害状況の確認を行

い、防衛局として適切に対応する旨説明を行ったとの

ことであります。再発防止策については、民間地域に

雨水が流出しないよう雨水排水路の整備を計画してお

り、平成25年度に完成予定とのことであります。ま

た、補償の内容について検討しているところであり、

できるだけ迅速に対応していきたいとのことでありま

す。

　県としましては、政府において再発防止に万全を期

すとともに、早期解決に向け誠意を持って対応するべ

きであると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　固定資産税の無料化につ

いての御質問の中で、県の経済活性化に向けて５年間

の固定資産税の無料化ができないかという御質問にお

答えいたします。

　固定資産税につきましては、地方税法においてさま

ざまな軽減措置が設けられているほか、個々の市町村

の状況に応じて市町村条例の定めるところにより減免

等ができることとなっております。この場合、地方税

法や沖振法等の法の規定により実施するものについて

は、その減額分について地方交付税措置がなされます

が、市町村の任意で実施するものについては減額分が

そのまま税収の減となります。

　５年間の固定資産税の無料化については、固定資産

税の課税権者である市町村において政策目的やその効

果、当該市町村の財政上の影響等を考慮し、主体的な

判断により実施できることとなっております。

　次に、県の２分の１負担により５年間の新築住宅の

固定資産税の無料化ができないかという御質問にお答

えいたします。

　新築住宅に対する固定資産税の減額措置は、住宅不

足を背景に、住宅建設の促進を図るため昭和39年に期

限つきの特例措置として導入され、期限延長を繰り返

し平成24年３月31日までとなっております。このた

め、国土交通省等において延長要望がなされ、現在、

政府及び党の税制調査会で議論がなされているところ

であります。

　２分の１を県が負担し固定資産税を無料化すること

については、経済活性化等の政策目的、その効果、税

の公平性や県財政への影響等を考慮し、また国の税制

改正の動向も注視しながらさらに総合的に研究してま

いりたいと考えております。

　次に、北中城村泡瀬ゴルフ場跡地の進瀧状況につい

ての御質問の中で、泡瀬ゴルフ場跡地の進瀧状況につ

いてお答えいたします。

　泡瀬ゴルフ場地区は、平成22年７月に返還され、沖

縄県の駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律

に基づき国による原状回復措置が行われているところ

です。現在、地区内の建物や工作物等の撤去をほぼ完

了している状況です。沖縄防衛局によると、同地区内

の一部の箇所において発見された基準値を超える鉛、

弗素、油分及び油臭土壌の除去等の処理を行った上

で、今年度末に地権者へ引き渡されることとなってお

ります。

　同じく北中城村泡瀬ゴルフ場に関連をいたしまし

て、泡瀬ゴルフ場跡地の県・国の支援についてお答え

いたします。

　泡瀬ゴルフ場地区における企業誘致活動について

は、地権者組織である北中城村アワセ土地区画整理組
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合設立準備会が独自で進めており、平成21年12月にイ

オンモールとの基本合意書を締結しております。

　跡地利用の支援について、国におきましては、跡地

利用の促進及び円滑化を図るため、プロジェクト・マ

ネジャー等の派遣や、跡地利用計画策定及びその具体

化を進めるため実施する調査等に対し大規模駐留軍用

地跡地等利用推進費補助による支援を行っておりま

す。県におきましては、「駐留軍用地跡地利用推進法

要綱県案」を踏まえた新たな跡地利用に関する法律の

制定を国に求めているところでありますが、新たな法

制度の活用により今後の跡地利用の推進が図られるも

のと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　道路行政についての

御質問の中で、大雨による白比川の冠水被害について

お答えいたします。

　去る８月の台風９号の豪雨により白比川が船水し、

家屋への浸水被害はなかったものの、同河川に隣接す

る町道が約１時間にわたり冠水したものであります。

県は、白比川沿川の過去の浸水状況を踏まえ、平成22

年度に被害軽減策として暫定的に約6000立方メートル

の調整池を設置しておりますが、当該台風の集中豪雨

により調整池の容量及び河川の流下能力を超えたこと

が船水の要因であると考えております。

　県としては、白比川河川改修において米軍基地の一

部が支障となることから、今後、基地内に係る整備に

ついて沖縄防衛局と連携しながら米軍との返還協議を

進めるとともに、現況河道の流下能力の向上を図る観

点から整備手順について検討する予定であります。

　同じく道路行政で、県が実施している北谷町海岸護

岸工事の安全対策についてお答えいたします。

　北谷町宮城海岸高潮対策事業については、高潮等に

よる越波被害を防止し、周辺住民の安全・安心を図る

観点から、平成25年度の完成を目途に鋭意整備を推進

しているところであります。当海岸は、全国有数のダ

イビングスポットであるほか、サーフィン等の利用頻

度が高いことから、県が護岸を整備した後に北谷町が

高質化を図るため護岸背後の３メートル部分をブロッ

ク舗装することとしております。そのため、現在９セ

ンチメートルの段差が生じており、安全管理上課題が

あることから一部立入禁止区間を設けているところで

あり、引き続き安全対策を強化していく考えでありま

す。

　同じく道路行政で、11月９日の小波津川はんらんに

よる県の取り組みについてお答えいたします。

　去る11月９日の集中豪雨により小波津川が船水し、

町道小波津屋部線の平園地区付近が冠水したところで

あります。西原町に問い合わせたところ、町道の冠水

により午後２時過ぎから約30分間交通規制を実施した

とのことであります。

　小波津川は、同地区付近の河川断面が狭隘となって

おり浸水被害が頻発したことから、被害軽減策として

平成20年度に暫定的に約１万立方メートルの調整池を

設置しております。調整池の設置により一定の効果が

発現されているところでありますが、今回の豪雨によ

り調整池が満水状態となり、河川の流下能力を超えた

ために町道が冠水したものと考えております。

　県としては、現在、国道329号にかかる小波津川橋

及び下流側の河道掘削等の整備を進めており、引き続

き早期に浸水被害の軽減が図れるよう整備を推進して

いきたいと考えております。

　同じく道路行政で、県道29号線拡幅に伴う住宅及び

店舗への進入道路についてお答えいたします。

　県道29号線の道路整備事業は、現道の交通渋滞を緩

和するため４車線に拡幅するもので、平成19年度から

事業に着手しており、沿線には琉球大学、同大学病院

及び沖縄キリスト教学院大学等の施設が立地しており

ます。

　事業に際しては、地権者等に対し事業説明会や用地

説明会を行っております。しかしながら、用地補償を

伴わない現道沿いの住民への説明が不十分であったこ

とから、ことし３月に現道沿いの住民に説明を行った

ところであります。この説明会において、住民から要

望のある住宅や店舗への進入を確保する方法について

現在関係機関と協議を行っているところであります。

　次に、県営住宅の指定管理者制度についての御質問

の中で、住宅公社の職員数についてお答えいたしま

す。

　平成23年４月１日現在、住宅供給公社への県からの

派遣職員は、常勤役員の理事長と専務理事の２名で、

いずれも土地開発公社との兼任となっており、給与負

担は両公社で折半しているとのことであります。役員

を除いた職員数は64名で、その内訳は正職員12名であ

り、そのうち２名は土地開発公社との併任でありま

す。そのほか再雇用職員８名、臨時職員19名、非常勤

職員11名、収納嘱託員14名とのことであります。

　同じく県営住宅で、沖縄県から住宅公社への派遣職

員数についてお答えいたします。

　沖縄県から住宅公社への派遣職員については、平成

13年度から22年度までの10年間に、平成21年度を除き
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役員として理事長及び専務理事をそれぞれ１名、延べ

19名となっております。また、職員としては事務局長

を含めて平成13年度から22年度までに延べ27名の派遣

となっております。なお、平成23年度においては、土

地開発公社に派遣した理事長及び専務理事の計２名を

兼任として住宅公社理事長及び専務理事としておりま

すが、事務局長以下の職員は派遣しておりません。

　同じく県営住宅で、住宅公社の契約業者選定及び維

持・修繕契約業者についてお答えします。８の允と８

の印は関連しますので一括してお答えします。

　住宅公社において指定管理業務に係る修繕等の業者

を選定する場合、公平性・透明性を確保するため公社

内に指名業者選定委員会を設置し指名競争入札を採用

しており、入札に当たっては、品質等の確保のために

最低制限価格を設定しているとのことであります。特

に、維持・修繕については、地区ごと、業種ごとに分

けて業者と年間契約を結んでいるとのことでありま

す。

　同じく地区別の徴収状況についてお答えします。

　平成22年度の県営住宅使用料の地区別収納率は、北

部地区88.9％、中部Ａ地区90.3％、中部Ｂ地区93％、

南部地区93.3％、宮古地区91.8％、八重山地区86.2％

で、全体として86.8％となっております。この数値

は、指定管理者制度導入前の平成17年度と比較して

2.8ポイント向上しております。

　同じく入居者からの苦情への対応についてお答えし

ます。

　住宅公社によると、入居者からの住宅の維持・修繕

に関する要望、苦情等に対しては、各業務ごとの対応

マニュアルにより均一及び迅速に対応できるようにし

ているとのことであります。

　同じく住宅公社の台風時等の対応についてお答えし

ます。

　台風等の被害への対応については、自治会及び入居

者からの連絡を受け、緊急性の高い事項から風雨がお

さまり次第、順次対応しているとのことであります。

なお、住宅公社は各団地の掲示板に緊急時の連絡先等

を掲示し、台風災害時の各入居者の対応や被害が発生

したときの連絡先について周知しているとのことであ

ります。

　同じく地元市町村からの要望への対応についてお答

えします。

　地元市町村から県営住宅に係る要望があった際には

現地調査や関係者との面談等を行い、適切に対応して

いるところであります。具体的事例としては、平成23

年度に南城市から県営仲伊保団地において大雨時に土

砂が侵入しているとのことから、県、住宅公社及び隣

接地主３者で現地の状況確認を行い、土砂の除去及び

土砂侵入防止策を行っております。

　同じくがけ地対策についてお答えします。

　危険性のあるがけ地については、これまで現地を県

及び指定管理者が調査した上で、必要に応じて指定管

理者において安全対策工事等を実施しております。今

年度の台風で落石のありました嘉手納高層住宅のがけ

地については、規模が大きく、指定管理者の維持管理

業務において対応ができないため平成23年度補正予算

で調査費を要求しており、平成24年度に県で安全対策

工事を実施する予定であります。今後とも、がけ地等

については安全性を確認しながら適切に対応していく

考えであります。

　同じく沖縄県住宅供給公社の廃止または解散につい

てお答えいたします。

　県では、県民ニーズや行政課題に効果的・効率的に

対応していくため、平成22年度から25年度を実施期間

とする「新沖縄県行財政改革プラン」を策定し、その

中で公社等外郭団体の見直しが位置づけられておりま

す。同プランに基づき、沖縄県住宅供給公社について

は、県派遣職員の引き揚げ、借入金の償還、保有資産

の処分等の取り組みを行っており、着実に成果を上げ

ております。

　県としましては、今後とも同プランの目標が達成さ

れるよう住宅供給公社と連携して取り組んでいく考え

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　道路行政についての

御質問の中で、北谷町町道港１号線沿いの護岸の漂着

ごみ等の対策についてお答えいたします。

　北谷町の町道港１号線沿いの護岸の状況につきまし

ては、去る12月２日に北谷町及びボランティア清掃を

行っている地域住民と合同で調査を行っております。

その結果、漂着ごみはほとんどありませんでしたが、

空き缶やペットボトル等のポイ捨てごみや雑草の自生

等の状況が確認されております。このことから、当該

護岸の管理者である北谷町及び地域住民と協議を行

い、町において空き缶やペットボトル、雑草の清掃等

の適切な対策を講じることとしております。

　県としましては、今後とも北谷町と連携し、ちゅら

島環境美化促進月間等における全県一斉清掃の実施や

ポイ捨て防止に係る普及啓発等を通して地域の環境美

化促進を図っていきたいと考えております。
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　次に、北中城村泡瀬ゴルフ場跡地の進瀧状況につい

ての御質問の中で、泡瀬ゴルフ場跡地の土壌汚染対策

についてお答えいたします。

　沖縄防衛局が、泡瀬ゴルフ場跡地において軍転特措

法の返還実施計画に基づき土壌汚染状況調査を実施し

たところ、土壌汚染対策法に定める基準を超える鉛及

び弗素が検出されております。現在、沖縄防衛局によ

る土壌の汚染範囲の確認調査が終了し、今後、汚染土

壌の処理計画を定め、今年度中に除去作業を行う予定

とのことであります。また、沖縄防衛局は、除去後の

汚染土壌について、県外の汚染土壌処理施設へ搬出を

検討中とのことであります。

　県としましては、汚染土壌の除去及び搬出に関し、

土壌汚染対策法に基づき適正に処理が実施されるよう

引き続き確認を行っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　環境：新エネルギー

についての中の、平成23年度住宅用太陽光発電導入支

援対策費補助金についてお答えいたします。

　沖縄県では、今年度、太陽光発電を設置する住宅を

対象に定額２万円の補助を行うため800万円を予算計

上し、現在設置予定者を公募中であります。また、那

覇市を初め６市町においても予算総額1980万円の補助

事業が実施されております。国においても、当初予算

で全都道府県を対象に349億円を計上し、支援を実施

しております。

　県としては、国や関係市町村と連携し、太陽光発電

等再生可能エネルギーの普及促進に努めてまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　やんばる農地活用支

援センターについての中で、農地活用支援センター活

動状況についてお答えします。

　やんばる農地活用支援センターは、農地の利用集積

の支援等を目的に、平成23年３月、一般社団法人とし

て設立されております。当センターによると、現在設

立して間もないため、離農者や耕作放棄地等の情報収

集を行っていると聞いております。

　同じく農地活用支援センター支援策についてお答え

いたします。

　県においては、地元農業委員会や農地利用集積円滑

化団体等と連携し、農地の利用集積に努めているとこ

ろであります。やんばる農地活用支援センターについ

ては、農地の利用集積を支援する団体としてその活用

の可能性を検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　県営住宅の安全対策に

ついての御質問の中で、県営住宅前の交通規制（停止

線）の変更についてお答えいたします。

　御質問の県営嘉手納高層住宅前の嘉手納町道水釜大

木線は、国道58号水釜交差点と読谷村在大木交差点と

を結ぶバイパスとなっていることから、朝の通勤時間

帯に読谷村方面から国道58号向けの交通量が多く、恒

常的に渋滞が発生しております。同路線の渋滞の影響

により、県営嘉手納高層住宅出入り口付近の押しボタ

ン式信号機において、赤信号により停止した車両が県

営嘉手納高層住宅出入り口まで滞留することから、同

出入り口から出る車両が町道に右折できない状況と

なっております。

　こうしたことから、地元自治会から停止線を後退移

設し、県営嘉手納高層住宅出入り口から出る車両の右

折を容易にしてほしいとの要請がなされております。

　県警察では、要請を受け、これまで停止線の移設を

初め信号機の移設を検討してまいりましたが、停止線

の移設については、交通規制基準により横断歩道から

１メートルから５メートル以内が原則となっているこ

と、信号機の移設については、地元の了解が得られな

いことなど厳しい状況となっていることから、本年12

月１日、再度道路管理者である嘉手納町、地元自治会

長、嘉手納警察署と現場合同調査を行って協議を行

い、赤信号の際は団地入り口の車にお譲りください旨

のわかりやすい立て看板を設置すること、車両を停止

させるために出入り口部分の町道をカラー舗装するな

ど地元の意向に沿った安全対策を実施することとして

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　済みません。時間の都合があって、

目的である県営住宅の指定管理者制度から再質問させ

てください。

　部長、私は、県営住宅の指定管理者制度、この住宅

供給公社の位置づけに対しては高く評価しておりま

す。その理由は、御承知のように、本土復帰をして県

民が建物をつくりたくても、住宅を求めたくても、自

分たちで土地を確保し、道路整備、電気、ガス、イン

フラ整備をやることがなかなかできないということ
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で、沖縄県住宅供給公社または土地開発公社も含めて

区画整理事業をして住宅建設に当たったということで

多くの皆さんが住宅を求めることができた。これは評

価しているんです。ただ、今の時代に合った住宅供給

公社なんですかというのが私の疑問であります。です

から、指定管理者制度になってたしか今度３回目なん

です。指定管理者制度として入札があったと思うんで

すが、今、民間の不動産も建て売り住宅をしたり、ま

たアパート管理――優秀な技術職員を備えてこれをし

ているんです。必ずしも沖縄県住宅供給公社を残す必

要性があるのかというのが私の質問なんです。そう

いった意味で、県の部長クラスが住宅供給公社に派遣

される理由がよくわかりません。答えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　お答えします。

　要するに多様化する住民ニーズへの対応のために、

今、住宅政策というと結構いろんな制度が動いていま

して、そういった専門的知識や公正性の確保のために

公的な感じの部分で県から派遣はしております。ただ

し、先ほど申し述べたように、今後県からの派遣の関

与も含めて平成23年度からはあり方検討委員会を立ち

上げて、平成24年度にかけてもう一度今までの役割評

価をしながら、民間でもできるんじゃないかという意

見もありますので、そういったものを含めて改めて方

針を検討するということで、今立ち上げに向けて準備

しているところであります。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　部長、実は今度の定例会で指定管理

者制度というものがたくさん出ておりますよね。恐ら

くこれは議会に諮られるんですが、私が一番疑問に思

うのは、その指定管理者制度の選定委員会が本当に公

正公平に諮られたのかお伺いしたい。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築部で発足し

ている指定管理者制度運用委員会において、これまで

の評価もしながら、新たな視点も加えながらしっかり

項目ごとに審査しておりますので、公平にやられてき

たと確信しております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　実は、指定管理者制度の県営住宅に

関しては、北部地区、中部地区がありますよね。その

北部地区、中部地区は辞退しているんです。選定委員

会、これは趣旨がありますよね。そして、中部地区に

おいては中部地区Ｂと南部とあるんですが、そこは全

部、住宅供給公社が指定管理を受けております。選定

委員会の中で満点なんです。その点数は全部一緒。

400点、400点とっております。民間は320点台なんで

す。その選定委員会の選定のあり方は本当に公平公正

だったのか。選定委員はたしか５名だったと思うんで

すが、全員参加して選定されたのかお伺いしたい。

○土木建築部長（当間清勝君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時11分休憩

　　　午後２時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　指定管理者制度運用

委員会の５名が参加して、総合評価方式による評価を

行い、500点満点中の400点ですので一応評価としては

高いんですけれども、ずば抜けた形の評価ではなく

て、その３社及び２社の競合している中では高い点数

を得て、今回指定管理者として選定されたと聞いてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　再度お伺いします。

　５名全員参加して選定評価したのかお伺いします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　２回のうち１回は、

お一人が欠席したということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　その結果、事前審査の採点を採用し

たとここに書かれているんです、ここに資料があるん

ですが。それで本当に公正公平な選定ですか、部長。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時13分休憩

　　　午後２時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　事前の資料について

は有効だということで、選定の結果に反映しておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　知事、実は、ここに沖縄県住宅供給

公社の資料があります。（資料を掲示）　この資料の

中で、兼島総務部長も川上部長も当間部長も理事なん

です、理事に入っているんですよ。ここにちょっとあ

りますので見てください。この中にあるんですけれど

も。それで民間と同じように選定されて、本当に公正

公平にできるんですか。民間の方々と一緒に選定委員

会にかけられて、だから辞退者が出たと僕は思うんで

すが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。
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　　　午後２時15分休憩

　　　午後２時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　公社が民間と一緒に

入って問題ないかという趣旨の御質問だと思いますけ

れども、一応法・条例・制度趣旨等から、指定管理者

制度は、公社等外郭団体、民間業者等を問わず応募資

格を満たす法人等の団体のうち、目的達成に最も適す

ると考えられる者にその管理をゆだねることができる

とされておりますので、公社が参入しても適正だとい

うことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　部長は、先ほど公社に62名の職員が

いると、そして正職員がたしか12名であとは臨時職員

と。本当に62名の職員は必要なんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　住宅供給公社は、県

営住宅の管理に加えて別の業務も幾つかやっていま

す。まず高齢者向け有料賃貸住宅供給促進事業という

ものとか、あと住まいの相談窓口整備業務とかいう業

務以外に、また補完的役割として低所得者の割合が高

いものですから、そのための公社賃貸住宅というもの

も一応持っていて、そこで安い家賃で住宅を供給して

いるという役割があるということで、いろんな業務を

やっているということで適正だと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　先ほどの部長の答弁で、住宅供給公

社は、県営団地、いろんな団地から苦情とかありまし

たら、それに対処するために、市町村の指名業者の選

定で業者に委託しているんですよね、雑木倒木とか。

そういう中で、じゃ何のために住宅供給公社とそれだ

けの数が必要というのであれば、沖縄土地開発公社を

合併したんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時18分休憩

　　　午後２時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　先ほど申し述べまし

たように、いろんな業務があって、そういった中で主

に家賃の徴収をしたり、適正な管理をしていくんです

けれども、やはり修繕とか維持とかそういった分野で

は外注して、委託して対応しているということで、私

たちとしては、この組織の人数は適正だと考えており

ます。ただし、土地開発公社との合併は、あくまでも

住宅供給公社と土地開発公社はおのおの設立の目的は

違いますけれども、理事長とかは兼任をして対応して

いるということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　部長、議員が質問をするんですか

ら、やっぱり少しはこの辺の概要も見ていただいて、

住宅供給公社は、平成14年に分譲住宅から撤退してい

るんです。今までは建て売り住宅をしていましたよ

ね。それがバブルがはじけて、今はもう住宅供給公社

では分譲住宅は撤退して、市町村住宅の管理業務だけ

に集中するようになっているんです。そして、皆さん

御存じのように、住宅供給公社は113億円の借金が

あったんですよ、113億円。これは書かれているとお

りです。それが今ようやく24億円まで来たと。僕は、

今現在で住宅供給公社が持っている財産を処分して何

とか黒字になるだろうと思っているんですが、それを

なぜ廃止にしないんですかという質問なんです。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　行革プランに基づい

て、県派遣職員引き揚げ、借入金の償還、保有資産の

処分等の取り組みを行って着実に成果を上げて、その

借入金の償還についても平成24年度以降は黒字化が見

込まれるということです。なぜかといえば、豊見城団

地Ａ棟跡地の処分による有利子負債の償還でかなりの

削減が見込まれますと、あと定年退職者等の減に伴っ

て人件費の削減が予定されるということで黒字化は見

込まれております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　知事、答弁してください。

　知事、実は知事が当選して５年間、行財政改革に

伴って知事はいろいろ行革をしてまいりました。大変

厳しいところもあるかもしれませんが、それに対して

私ども自民党も一緒に協力しながら行革に対しては

やってきたつもりなんです。なぜ、ここにメスを入れ

ないかということなんです。知事、これは指定管理を

受けて３年間は有効なんです。これを今回議会がどう

するかという話になると思うんですが、指定管理の予

算が７億5000万円組まれています、年間２億5000万円

なんです。毎年の予算は50億円ぐらいあります、県営

団地の家賃が。それから指定管理料を引かれながら、

まだ10億円というのがまたうたわれておりますけれど

も、これはどこに行くかわかりませんけれども。そう

いった意味では、３年間で７億5000万円――これは

100％県の出資なんです――をこの業界がしない、こ

れを廃止にすることによって民間業者がそういった仕

事ができるんです。まさに知事が行財政改革の中でそ
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れを推進していくだろうと思っているんですが、ぜひ

これは知事にコメントしていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時23分休憩

　　　午後２時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　行革担当でございますの

で、知事にかわって答弁いたします。

　議員がおっしゃられましたように、社会経済の進

展、あるいは住民ニーズの変化に対応して組織そのも

の、あるいは業務の内容について見直していくという

ことは当然だというふうに思っております。それで、

この住宅供給公社も含めた外郭団体については、行革

プランに基づきまして見直しを行っております。住宅

供給公社のあり方についても今後検証してまいりたい

というふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　中川京貴君。

○中川　京貴君　知事、実はたくさん質問を準備して

きました。防音工事もしたいし、いろんな道路、警察

もですね。ただこれ一つに集中したのは、知事が掲げ

る行財政改革の中で、僕は、この職員の皆さん方を来

年、再来年にすぐやめさせなさいということじゃない

んですよ。３年間は指定管理を受けますので、その３

年後のあり方について知事がどういう考えをしている

のかお聞きしたいんです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時24分休憩

　　　午後２時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今議員からいろいろなお

話、御指摘を受けて、なるほどと思うところもありま

す。そして行革プランを４年に一遍ずつつくりますか

ら、来年度には次の行革プランを準備します。そうい

う中でこの外郭団体を含む団体についてどういうふう

にしていくか、これは今の議員のお話の趣旨も踏まえ

てしっかりとチェックをし、必要に応じて時代に合う

ような形、その他の結論を出していきたいと考えてお

ります。

○中川　京貴君　ありがとうございました。終わりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

　　　〔具志孝助君登壇〕

○具志　孝助君　皆さん、こんにちは。

　ちょっとのどの調子が悪くて聞き苦しいんですが、

お許しをいただきたいと思います。

　一般質問を行います。

　１番目に、伝統工芸産業の振興についてでありま

す。

　本県では、国指定の伝統的工芸品というのが13品目

あります。皆さん、御承知でしたでしょうか。参考ま

でに申し上げると、昭和50年指定で久米島紬、宮古上

布、51年に読谷山花織、読谷山ミンサー、壺屋焼、58

年に琉球がすり、首里織、59年に琉球紅型、61年に琉

球漆器、62年に与那国織、63年に喜如嘉の芭蕉布、平

成元年に八重山上布そして八重山ミンサー、13品目で

あります。全国では211品目あるようなんです。沖縄

の13品目は、全国では京都、新潟に次いで３番目に多

いというふうなことで、伝統的工芸品は沖縄ではたく

さんあると、大変自慢にしていいことだと思っており

ます。

　ところが、この工芸産業の生産高がこの近年余りよ

くないんです。ちなみに大きく分けますと――これは

県の資料ですけれども――琉球がすりが平成18年に５

億5000万円あったのが、22年では１億2000万円、81％

も減っている。それから八重山上布・ミンサーが６億

6000万円あったのが、昨年は５億8000万円、織物全体

で18億3000万円が10億円になっているんですね。54％

なんです。それから、紅型が３億8000万円が２億5000

万円、66％。漆器が特別悪い、３分の１に減っている

んです。頑張っているのが陶器で８億6500万円あった

のが、昨年は12億6000万円、146％。琉球ガラスと陶

器が頑張っていて、残りは軒並み落ちていると、こう

いうような状況であります。

　そこで茨点目は、これからの本県の伝統工芸産業の

振興について、新しい振興計画の中でどのように考え

ているのか御説明を願いたいと思います。

　伝統工芸の質問の芋点目は、先ほどの陶器の話です

けれども、本県の伝統工芸品である陶器は、海外から

の安価な製品が市場に広まる中、単価の下落や県産品

との競合が大変懸念されている。他県の陶器産業で

は、自治体が主体となって生産技術の向上や製品開発

に一生懸命になって応援をしているんです。本県にお

いてはどういう状況にあるかと、こういうような立場

で、今県が取り組んでいる陶器生産システム構築事業

の内容とその事業の進瀧状況について伺います。

　質問の２点目は、国際経済交流についてでありま

す。

　きのうの一般質問の答弁の中でもあったんですが、

全日空の国際航空貨物のハブ事業は大変目覚ましい実

績を上げておりますけれども、この実績に基づいて、



－ 362 －

さらにこれからのいわゆる進展著しいアジアの経済に

あやかって、もっともっとアジアに発展をきわめてい

きたいとこういうようなことで、今般11月17日から４

日にわたって「沖縄国際航空貨物ハブ事業２周年周知

イベントｉｎ上海」ということで上海でイベントを開

催しております。多彩な催しを行ったようであります

けれども、これからのアジア進出に向けての一つの事

業でありますけれども、これらのフェアの内容につい

て御説明をいただきたいと思っております。

　そして芋点目は、国際経済交流の発展についてであ

りますが、現在検討・審議を行っている新たな振興計

画の期間において、沖縄県が真に経済発展し自立経済

を構築していくためには、県外はもとより、さらに国

外との国際経済交流の拡大が重要であります。我が国

は少子・高齢化が進み、人口は着実に減少してまいり

ます。そのような状況が進展していく中、産業発展を

図っていくためには、成長拡大しているアジア諸国を

初め世界の国々との国際経済交流の拡大が必要である

と考えますが、県として、今後県経済を振興・発展を

させていくため、どのように国際経済交流の施策を展

開していくのかお伺いをいたします。

　質問の３点目は、農連市場地区の再開発についてで

あります。昨日、同僚の當間議員からもありました。

もう少し質問を深めていきたいな、あるいは議論を深

めていきたいと思っております。

　この農連市場地区の再開発事業は10年来の懸案であ

ります。私も、この問題を取り上げて久しいわけであ

りますけれども、あそこはまさに那覇市の中心的な市

街地でありまして、あそこの活性化はどうしても早急

にやらなくちゃいかぬ。さらにそれよりも深刻なの

は、もうかなり老朽化して防災上大変危険地区なわけ

なんです。一刻も早い再開発が望まれる、大変喫緊な

課題であると考えております。

　そこで、そこの地区の７割の土地を所有する沖縄県

の協力が望まれるわけですけれども、質問の茨点目

は、県有地の権利変換について。これは、権利変換の

あり方についてお伺いをしたいと思っております。

　芋点目は、その県有地のこれからの利用計画につい

てであります。県有地の利用計画は、地権者の要望が

あると思っておりますが、これらを踏まえてどう考え

ていらっしゃるかお尋ねをいたします。

　４点目は、沖縄統合リゾートについてであります。

　国会におけるカジノ推進法の動きについてお伺いし

ます。

　そしてまた、県では地域説明会を開催をいたしてお

ります。そのことについても御説明をお願いいたしま

す。

　次は、旧軍飛行場用地問題でありますが、旧軍事業

は９つの地主会があります。この９つの地主会は特調

費で問題解決を図りたいということで、もう特調費は

ことしいっぱいで切れるんですね。３年間延長しても

らったわけですが、この９地主会の解決に向けての事

業の進瀧状況、いわゆる解決途上にある、あるいはま

だ調整中である、まだまだ手つかずの状態であると、

こういうような形で分けられるかと思っております

が、わかりやすく御説明をいただきたいと思います。

　そしてもう１点は、旧軍那覇飛行場の大嶺地主会が

あります。あそこあたりはがんセンターをつくりたい

と言って事業費500億円ぐらいを要求していて大変難

しい状況であったんですが、このところちょっと調整

ができてきたんじゃないかなと思っております。そこ

の大嶺地主会がどうなっているのかお伺いをいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　具志孝助議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、国際経済交流に係る御質問の中で、国

際経済交流の展望についてという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　沖縄県の経済の振興を図っていくためには、アジア

の成長力を取り込むなど国際経済を視野に入れ、輸出

型産業の育成、そして海外観光客の誘致拡大、さらに

は国内外からの投資促進などを展開していくことが重

要であります。この一環といいますか、この流れの中

で北京市に沖縄県の事務所を今年度内に設置する予定

であります。また上海、香港などの他の海外事務所と

も連動させ、観光客誘致や沖縄県の物産の販路拡大等

に取り組んでまいる所存でございます。

　さらに、県内企業の海外展開を促進していくため、

那覇空港や那覇港を活用して国際物流ハブ機能を向上

させ、製造業、そして農林水産業、情報関連産業等に

よります海外展開に向けた取り組みを促進してまいり

たいと考えております。

　次に、沖縄統合リゾートに係る御質問の中で、国会

におけるカジノ推進法の動向についてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　現在、超党派の国際観光産業振興議員連盟におきま

して、国際観光の振興や地域経済の活性化等を図るた

め、「カジノを合法化し統合リゾートを導入する法

律」の制定に向けて検討が進められております。具体

的な法整備につきましては、まず、統合リゾートに関
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する検討組織の設置や法律上の措置を政府に義務づけ

ることを主な目的とした推進法を議員立法で制定する

ことといたしております。そして、推進法の成立後カ

ジノを合法化し、統合リゾートを導入する実施法とで

も称すべきものを政府において制定することとされて

おります。

　なお、民主党政調におきまして、推進法案について

検討するワーキングチームが設置されております。こ

の臨時国会中に一定の結論を得ることを目標とし検討

作業が進められていると聞いております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　伝統工芸産業の振興につ

いての御質問の中で、陶器生産システム構築事業の内

容と進瀧状況についてお答えいたします。

　本事業は、陶器産業や観光・文化産業の振興を目的

に、平成22年度より沖縄県工業技術センターを中心に

県立芸術大学、壺屋陶器事業協同組合などが連携して

県内陶器用原料土の安定生産技術や陶器の量産化技術

開発及び市場ニーズに応じた製品開発などに取り組ん

でおります。これまで県産原料土の迅速評価などによ

る品質管理技術の開発を進めるとともに、陶器を良質

かつ安定的に生産するための基礎データの集積を図っ

ております。

　今年度は、民間事業者への技術移転に向けた実証試

験の場所をうるま市に確保するとともに、陶器用粘土

の品質改善を行うための機器等の整備を行っておりま

す。事業終了後は、沖縄県工業技術センターによる技

術支援などにより、その成果の普及に努めてまいりた

いと考えております。

　次に、国際経済交流についての御質問の中で、ハブ

事業２周年周知イベントについてお答えいたします。

　県では、那覇空港の国際航空物流ハブ事業の２周年

に合わせて、平成23年11月17日から11月20日まで上海

において臨空型企業誘致、観光物産関係や沖縄をＰＲ

する各種イベントを開催いたしました。当該イベント

には、中国側から物流企業、投資関係者、旅行会社、

メディア関係者が多数参加し、沖縄からも経済界、市

町村、生産者、メディア関係者などが参加したところ

であります。

　具体的な成果としましては、投資セミナーや企業誘

致セミナー、プレミアムイベント、観光・物産フェア

などに5000名を超える来訪者があり、沖縄へのゴルフ

ツアーや物販などの商談が成立しております。また、

中国ではテレビや新聞、インターネットなどで上海で

のイベントや沖縄が取り上げられ、今後も取り上げら

れる予定と聞いており、沖縄県の認知度の向上につな

がったものと考えております。今後とも、引き続きハ

ブ事業を活用した臨空型企業の誘致、県産品の販路拡

大、航空路線の誘致及び観光客の増加に努め、本県の

経済・産業のさらなる振興を図っていきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　伝統工芸産業の振興

についての御質問の中で、伝統工芸産業の振興と新た

な振興計画についてお答えいたします。

　沖縄県においては、現在、伝統工芸産業の振興を図

るため、産地組合と連携した後継者育成事業や技術者

研修事業等を実施するとともに、販路拡大に向けて展

示販売会への出展支援等を行っております。今年度

は、初めての試みとして東京銀座において「沖縄工芸

ふれあい広場」を実施し、首都圏の消費者から高い評

価を受けております。

　新たな沖縄振興計画においては、厳しい経営環境に

ある伝統工芸産業の現状を踏まえ、その技術・技法を

継承するとともに、持続的に発展できる産業として競

争力を高めるため、付加価値の高い製品開発や海外な

ど新たな販路開拓に取り組む考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　農連市場地区の再開

発についての御質問の中で、県有地の権利変換につい

てお答えいたします。

　県有地の権利変換については、すべて個別利用区に

変換される計画となっており、その権利変換により県

が取得する個別利用区の合計面積は約6000平方メート

ルとなっております。この個別利用区については、権

利変換により取得する街区と特定分譲による取得を検

討している街区が計画されております。

　同じく農連市場地区の再開発で、県有地の利用計画

についてお答えいたします。

　県所有の個別利用区については４つの街区が計画さ

れており、現在具体的な利用計画はありません。今

後、那覇市、準備組合及び関係機関との調整を踏ま

え、適切な個別利用区の利用方法について検討してい

きたいと考えております。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　沖縄統合リ

ゾートについての中の、統合リゾートの地域説明会に

ついてとの質問にお答えいたします。

　県におきましては、沖縄統合リゾートのイメージや

その経済効果、カジノ導入に伴う懸念事項への対策な

ど、県民が統合リゾート導入の是非を判断するために

必要な情報の周知や意見交換を目的に県内各地で地域

説明会を開催しております。これまでに那覇市、名護

市及び沖縄市で開催し、約140名の参加者がありまし

た。参加者から寄せられた主な意見としては、「カジ

ノが合法化されていない中で、その導入を前提とした

県の説明はおかしい」、「カジノ導入に伴う懸念事項

について、問題事例だけでなく対応できている事例も

説明すべきではないか」、「統合リゾートの導入は沖

縄の将来に大きな影響を与えそうであり、地域説明会

をもっとふやしてほしい」、「導入によって、沖縄観

光にマイナスの影響はないか」、「カジノを含まない

統合リゾートの導入はあり得るか」など、さまざまな

意見や質疑が出されております。

　県としては、このようなさまざまな議論が重ねられ

ますことは、沖縄の将来を考える上で、また沖縄の持

つ可能性を改めて確認をする上でも重要であると考え

ていることから、引き続き宮古島市、石垣市及び糸満

市においても地域説明会を開催し、意見交換を進めて

まいりたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　旧軍飛行場用地問題に

ついて、事業の進瀧状況についてお答えいたします。

　県では、県・市町村連絡調整会議において確認され

た取り組み方針及び解決指針を踏まえ、団体方式によ

る地域振興事業として「特定地域特別振興事業」を平

成21年度から実施しており、旧軍飛行場用地問題の解

決に取り組んでまいりました。

　那覇市の鏡水地主会については、平成21年度から平

成23年度までの３カ年事業として鏡水コミュニティセ

ンター整備事業を実施しております。読谷村の地主会

については、平成22年度から平成24年までの３カ年事

業として読谷村産業連携地域活性化事業を実施し、ビ

ニールハウス等の農業施設整備を進めております。伊

江村の地主会については、平成22年度から平成23年ま

での２カ年事業として伊江島フェリー建造事業を実施

しております。宮古島市の海軍飛行場用地地主会につ

いては、平成21年度から平成23年度までの３カ年事業

として宮古島特定地域コミュニティ再構築活性化事業

を実施し、本年度で３カ所のコミュニティセンター及

び御嶽等の整備事業が完了することになります。

　また、同事業は、沖縄振興計画期間終了後の３年

間、平成26年度まで事業期間を延長することとなって

いることから、いまだ事業化に至っていない那覇市大

嶺、宮古旧海軍兵舎跡、嘉手納、石垣市白保、平得の

５つの地主会についても引き続き事業実施を呼びか

け、問題解決の促進に取り組んでいきたいと考えてお

ります。

　次に、大嶺地主会の状況についてお答えいたしま

す。

　大嶺地主会については、平成23年７月、那覇市に特

定地域特別振興事業として施設整備の実施要望があ

り、現在地主会と那覇市との間で事業案についての調

整を行っているところでありますが、具体的な事業案

の決定に至っていないとのことであります。

　県としましては、事業案について地元合意や那覇市

との調整が整い、県に事業案が提出され次第、速やか

に国と事業化に向けた調整を進めていくこととしてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　伝統工芸産業について再質問いたし

ますが、先ほどの実証試験ですけれども、これは杯土

の実証試験をやるために実証試験工場を計画している

ようですが、これの建設事業はどのように進んでおり

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この事業は、これは民間

のほうで建物を設置して、それを借り受けるような形

になりますけれども、その中に機械類を設置をすると

いうことを今年度予算で計上してございます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　そもそも実証試験工場は、品質のい

い杯土をつくろうと、こういうことで高品質の伝統工

芸品をつくるために必要なことだと思っております

が、これまで沖縄県の杯土の50％を有していた壺屋陶

器協同組合の製土工場、これとのかかわりがあるんで

すね。製土工場は閉鎖する予定にあるというんですけ

れども、この辺の関係はどういうふうになっているん

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今回、国の補助を受けて

実証試験工場の中で杯土の研究、そしてまた陶器の品
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質の研究、そしてまたそれの情報発信というふうなも

のをやっていくわけですけれども、そういう民間の事

業者と共同研究をしていくという形で取り組んでいく

という予定をしてございます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　その実証試験工場は、もう着工に

なったんですか。いつ着工して、いつ完成をし、そし

て実証試験がスタートする、どのようなスケジュール

ですか。もう一回お聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　現在の進瀧状況でござい

ますけれども、まず建物は民間の事業者が建設をいた

します。それを県のほうが借り受ける形になるわけで

ございますけれども、その建物の中にその設備を補助

金でもって導入をしていく。この建物のほうでござい

ますけれども、平成23年11月７日に建築確認申請が出

ておりまして、23年の11月下旬から12月に着工予定と

なってございます。そして、24年の１月末には完成予

定というふうなスケジュールで今動いてございます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　私が問題にしていますのは、今壺屋

の陶器事業協同組合が県下の約５割の杯土を製造して

いると。その工場が、今度大学院大学のキャンパスの

中に取り込まれておりますので、それを閉鎖しなく

ちゃいかぬ。そういうふうなこととも相まって、実証

試験工場で製造される杯土を使おうと、こういうこと

になっているようでありますけれども、問題は、これ

は継続して使えるようなことになるのかどうか、この

辺のところが組合としても大変不安に思っていること

でありますけれども、この点はどうなんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今のお話は、実証試験が

終了した後どうするかというふうなお話かと思います

けれども、国の補助を受けての事業というのは平成24

年度で終了する予定でございます。しかしながら、引

き続き実証試験工場を活用しながら、工業技術セン

ターと民間事業者との共同研究として県内産出の陶器

原料土の配合検討の拡充とか、それから技術の研究と

いうふうなものは進めていくという予定にしてござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　繰り返しになるかもしれませんが、

実証試験は24年度までですね。25年以降がどういうよ

うな予定であろうかと、こういうことですね。いわゆ

る実証試験工場の関連の施設が事後どういうような状

況になるのか、壺屋の陶器組合との関係というか、こ

の辺がどういうぐあいになるのかということについ

て、もう一回説明してください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　申し上げましたように、

24年度に国の補助事業が終了するわけでございますけ

れども、それ以降は、工業技術センターと民間事業者

の共同研究という形で陶土原料土の配合検討とか、そ

ういうふうな事業を進めてまいります。その場合、建

物の賃借料とかそういうのが問題になっていくわけで

ございますけれども、その共同事業に際しての工場の

賃借料等につきましては、これは民間事業者――この

場合は壺屋陶器事業協同組合になるわけでございます

けれども――そこと事業が終了する平成24年度までに

は調整をしていきたいというふうなことで相談をして

おります。その際には、民間事業者に過大な負担にな

らないように配慮をしていきたいというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　事業は、その建物のいわゆる主であ

る民間と組合が賃貸借契約を結ぶというような説明で

すよね。そのときに、わずか事業の２年や３年の償却

期間ではかなりの建設会社に資産が残ると思うんで

す。したがって、それは家賃に大きくはね返ってくる

と思うんですが、この辺のところを配慮をしないと、

組合も実際の杯土の生産コストにはね返ってくるとい

うことを大変心配しているんですが、この辺について

は、県のほうで十分に配慮してもらわなくちゃいけな

い。心配がないように生産コストがそのことによって

はね上がるというようなことになってはならないと思

うんですが、この点についてはしっかりした説明が必

要だと思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ただいま申し上げました

ように、そこのところはこの後、民間事業者と御相談

をしながら、その負担が過大にならないような形で県

としても対応してまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　製土工場、組合がしっかり成り立っ

ていくように、十分なる配慮のもとに指導をいただか

なければならないと、このように思います。

　農連市場の話に移りたいと思っておりますが、県

は、特定分譲でもって所有の土地を権利変換すると、

このことについては結論は出ているわけなんですね。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　まだ関係部局と調整

中でございます。
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○具志　孝助君　まだ……。

○土木建築部長（当間清勝君）　まだ結論は出ており

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　きのうも當間議員からの質問で、こ

れらの組合の事業スケジュールが１年間おくれると、

23年に組合認可を受けるはずが１年間延ばしたという

のは、この権利変換の作業がおくれたためであるわけ

なんですね。やはり県有地がその事業区の大半である

わけですから、特定分譲しかならないという国土交通

省の指導もあるようですが、余り時間がありませんの

で中身は私は触れませんけれども、この来年の組合設

立に向けては、いわゆる特定分譲で権利変換するとい

う結論を早目に出さなくちゃいかぬと思っています。

これはいつまでに出す予定ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今年度中には結論を

出さないと来年の組合設立認可に間に合いませんの

で、大至急調整を詰めていきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　そのときには、当然覚書の締結とい

うことになるんですよね。この覚書は年度内に締結を

する予定だと、こういうようなことでよろしいです

ね。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築部としては

その方向でありますが、関係部局と調整していますの

で今年度中という確約はできませんけれども、精いっ

ぱい努力する考えでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　きちっとしてもらいたいんですが、

一応そういうことにしましょう。

　それから、いよいよどのように利用していくかと、

こういうことでありますけれども、個別利用区の利用

状況、きのうは當間議員は郷土劇場の建設も検討して

みたらどうかと、こういうような話、これも一つの方

法でしょう。しかし、今あの再開発事業の中で一番必

要なのは駐車場なんですよね。駐車場の確保をしない

とそれぞれの分譲の床の価格が、いわゆる駐車場確保

まで後々考えるとかなり割高になってくると、こうい

うようなかかわりがあって、ぜひとも駐車場の建設を

やってもらいたいと、こういうような要望があるよう

ですが、このことについてはどのように考えています

か。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　駐車場については、

実際参加希望がございますので、那覇市と連携して早

目に煮詰めたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　これは総務・管財というんですか、

財政というんですか、どれぐらい詰まった話をされて

いるか。総務部長、この辺はどのように受けとめてい

るんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど権利変換、それか

ら覚書のお話がございました。実を言うと、私どもの

ほうもやっぱり土地を希望しているわけですね、管財

課としても。旭橋再開発の場合には南部合同庁舎があ

りましたので権利処分を求めたんですけれども、今回

はそれがないものですから土地を求めています。そう

いった意味では合致しているんですけれども、この個

別利用区を設定しようとする場合、借地権者が約８名

ぐらいいらっしゃるわけですね。その方々もそのまま

個別利用区に移るということになっているようです、

制度上。そうすると中は困るものですから、彼らはそ

こに移るんじゃなくて、ほかの集合住宅とか商業ビル

に希望しているものですから、そこと分けなきゃいけ

ないという関係で言いますと、その更地の個別利用区

に県のほうがどううまく移るかということがまず一つ

ポイントになっています。それについてやっぱり経理

上、予算上の問題がありまして、それをどうクリアす

るかというのが一つです。

　もう一点は、今議員が質問されましたように、この

個別利用区を取得した場合に何に使うのかと、何に利

用されるのかというのが一つのポイントです。それが

ないと経理上、予算上、先ほど言いましたけれども、

その辺の権利変換がなかなかうまくいかないという点

がございまして、早目にこの利用形態、どう何に使う

のかということを決めてもらいたいと管財課を所管す

る総務部としてはそう思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　今、総務部長が言っている１点目の

件については、特別分譲というのは、今付着している

地上権だとか、借家権だとかいうようなものを、通常

の権利変換であるとそのままついてくるけれども、特

別分譲という形で一たん転出をした形で後で清算する

と、これが特別分譲なわけですよね。だから１点目の

問題は、特別分譲という形で覚書を締結することに

よって解決すると、こういうようなことを今土建部長

も言っているわけです。その点、これは解決するはず

だと思っているんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。
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○総務部長（兼島　規君）　一たん転出して、それか

ら購入するということですけれども、購入するには予

算が必要です。何のために使うのかということで、先

ほど言いましたように駐車場に使う目的というのであ

れば、駐車場に使う目的で購入するという形が必要な

ものですから、それが決まらないと、その辺の特別分

譲の経理上、予算上の問題がなかなかクリアできない

ということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　特別分譲を受けるときに、使用目的

をはっきりしないといけないと、こういうお話です

か。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　先ほど言いましたよう

に、準備組合は事業計画案を作成しようとしているわ

けですけれども、その前に購入を確約しなきゃなかな

か事業計画できないわけですけれども、この保留地が

出てくる。その保留地を公の目的で我々としては買わ

なきゃいけないわけです。そうすると、予算要求とし

て更地として購入したいというわけにはいかないもの

ですから、何に使うのかというのがどうしても必要に

なってきますので、その辺の利用計画をまず決めても

らうということが必要だと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　時間がありませんが、駐車場の件に

ついても、総務部長、今何に使うかというようなこと

ですが、土建部のほうでは地権者は駐車場が必要なん

だと、こう言っているんですね。このことについて聞

いていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　その要請なり、その意見

があるということは十分伺っています。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　その計画というのは、いわゆる駐車

場事業者は、与儀の赤十字病院のＰＩＦ方式というん

ですか、ああいうような形で検討したらどうだろうか

というようなことも検討しているようですが、その辺

まで聞いていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　総務サイドとしては、ど

れが主体的になるかという云々は別にして、何に使う

かということだけですので、またどこが使うかという

ことが大事だと思います。

○具志　孝助君　時間がありませんので、また次に譲

りたいと思います。ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

　　　〔上原　章君登壇〕

○上原　　章君　皆さん、こんにちは。

　公明党・県民会議の上原章です。質問の前に所見を

述べさせていただきます。

　「沖縄の人たちの気持ちをどれだけ踏みにじれば気

が済むのか。とんでもない話だ。」、「沖縄の人たち

を侮辱するような沖縄防衛局長の言動は到底許される

ものではない」、これは11月30日に開かれた野田首相

との党首討論での公明党山口代表の冒頭の言葉です。

　今回の前沖縄防衛局長の発言は、沖縄県民の人権を

否定し愚弄した発言であり、断固許してはならない。

許されるものではありません。また、一川防衛大臣の

1995年少女暴行事件について詳細は知らないとの発言

は、沖縄県民の心情、思いを全く理解していない、い

や、理解する考えもないと言わざるを得ません。大臣

としての資質を問うものです。

　謝罪に来た防衛大臣に毅然とした態度で接した仲井

眞知事の姿や、県議会の抗議決議を直接手渡したとき

の髙嶺議長の涙は多くの県民の怒り、思いを代弁した

ものだと思います。

　もう一つ所見を述べます。

　東日本大震災が発生して９カ月近くが経過し、被災

地は氷点下を記録するなど冬本番の様相を迎えていま

す。

　復興に向け一刻も早く対処しなければならない課題

が山積している中、11月21日、本格復興に向けた第３

次補正予算がやっと成立しました。総額12.1兆円、こ

のうち9.2兆円が震災関連に充てられます。

　しかしながら、民主党政権の対応は余りにも遅く、

鈍いと言わざるを得ません。これから厳冬期に入り、

降雪や凍結で除染や公共事業が阻まれ、予算を年度内

に使い切れないおそれがあると言われています。政府

の復興構想会議議長は９月には補正予算が成立し、秋

には復興が始まると期待していた。素直に言って遅い

という思いを持っていると苦言を呈されており、民主

党政権や野田首相はこの指摘を真摯に受けとめ、被災

地や被災者の皆さんに寄り添う、懇切丁寧な予算執行

を一刻も早く進めていただきたい。

　それでは通告に基づき質問を行います。

　初めに、防災計画の見直しについてお尋ねします。

　全国各地では、今回の大震災の教訓を踏まえ、既存

の防災対策を見直す動きが活発化しています。本県に

おいても、年度内に地域防災計画の見直しをするとし

ているが、関係機関や市町村、各界各層、多くの県民

の声を結集し、災害に強い防災立県沖縄を築いていた

だきたい。
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　特に、これまで以上に女性や災害時要援護者の視点

は重要と考えます。

　そこで質問です。

　茨、東日本大震災前との相違点は何か。

　芋、女性や高齢者、障害者等の視点は入っているの

か。

　鰯、災害時要援護者の避難対策はどうなっている

か。このことは何度も本会議で取り上げてきました

が、大事なのは個別計画の策定であり、具体的な避難

訓練の実施だと思います。対応を伺います。

　允、学校の耐震化、防災教育、防災機能強化の取り

組みはどうなっているか。

　次に、東日本大震災の被災者支援についてお尋ねし

ます。

　茨、県内への避難状況及び支援体制はどうなってい

るか。

　芋、公共サービスの無料化を図れないか。

　鰯、県内で暮らす方へ冷暖房機や生活必需品の支援

はできないか。

　次に、福祉・医療行政についてお尋ねします。

　茨、新たな沖縄振興計画に子供の貧困対策などを盛

り込んだ「沖縄子ども振興計画」を明示するよう関係

団体から求められているが、県の対応を伺います。

　芋、過去の振興計画における子育て支援の検証及び

課題、新たな振興計画の強化策を伺います。

　鰯、県障害者権利条例の制定について進瀧状況を伺

います。

　允、発達障害者支援の取り組みはどうなっている

か、課題・対策を伺います。

　印、地域医療支援病院の増床について県の対応を伺

います。

　県は、特例病床の設置を含め平成24年度の沖縄県保

険医療計画の見直しの中で検討するとしているが、進

瀧状況はどうなっているか。

　咽、母子寡婦福祉貸付金についてお尋ねします。

　平成22年度母子寡婦福祉貸付金２億6000万円の執行

率は55.9％と半分近くが不用額となっています。市町

村の窓口で対象条件について見解の違いがあるとの指

摘もあります。

　そこで質問です。

　県が発行している概要には、制度によっては失業中

でも貸し付け対象となり、連帯保証人なしの貸し付け

もできるとあるが、間違いはないか。また、入学後に

しか申し込みができない修学資金の授業料等について

利用者が一時立てかえしなくても済むよう、入学前に

活用できる仕組みがつくれないか伺います。

　次に、雇用対策についてお尋ねします。

　来春卒業予定者の内定率は過去２番目の低さであ

り、就職氷河期とされた2000年代初頭よりも低く、若

年者の雇用環境は大変厳しい状況が続いています。県

内においても、10月現在、内定率は大学生14.6％、高

校生26.4％と極めて厳しく、ニートと呼ばれる若年無

業者の割合は沖縄県が全国一高いとのこと。早急なる

対策が必要です。また、全国一低い県民所得改善のた

め、正規雇用対策は喫緊の課題です。

　そこで質問です。

　茨、新卒者、若年者の雇用状況及び対策・効果を伺

います。

　芋、正規雇用促進が重要と考えるが、県内の状況、

対策・効果を伺います。

　次に、文化、観光、スポーツ行政についてお尋ねし

ます。

　茨、文化観光スポーツ部がスタートして８カ月、取

り組み状況、効果を伺います。多くの関係者、関係団

体が期待をし設置された部であり、文化、観光、ス

ポーツを同じ部局にした相乗効果等の成果があればお

聞かせください。

　芋、公式サッカー場建設はどうなっているか。

　鰯、県外・国外からのスポーツ競技団体のキャン

プ・合宿等は、地元との交流試合を含め、観光・ス

ポーツ振興に大きく寄与すると考えます。誘致、受け

入れ体制はどうなっているか。ワンストップ化を図る

必要があると思うが、対応を伺います。

　次に、河川の安全対策についてお尋ねします。

　10月22日、国場川で小学１年生の男の子が転落死

し、11月１日には牧港川で同じく小学１年生の男の子

が転落、重体に陥るという大変痛ましい事故がありま

した。胸が裂かれる思いであり、二度とこのようなこ

とが起きないよう、県においては万全な安全対策を求

めます。

　そこで質問です。

　茨、河川の安全対策強化はどうなっているか。

　芋、子供たちへの安全教育が必要と思うが、対応を

伺います。

　次に、太平洋・島サミット開催についてお尋ねしま

す。

　茨、過去２度の成果及び今回のテーマを伺います。

　芋、来沖する国々の代表と学校現場（子供たち）や

県民との交流が図れないか伺います。

　最後に、平和行政についてお尋ねします。

　茨、「沖縄21世紀ビジョン」に掲げられた「国際協

力・貢献活動の推進」は沖縄の平和行政にとって大変
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重要と考えるが、今後の取り組みを伺います。

　芋、対馬丸記念館支援について伺います。訪問して

の知事の感想、具体的な支援策をお聞かせください。

　以上、質問を終わりますが、答弁によっては再質問

を行います。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの上原章君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回した

いと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時21分休憩

　　　午後３時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の上原章君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上原章議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、太平洋・島サミット開催に係る御質問

で、過去２回の成果及び今回のテーマはどうなってい

るかという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄で開催されました会議の成果としましては、太

平洋島嶼国における教育施設の整備、そして専門家の

派遣等により教育及び人材育成の改善等が図られたほ

か、環境、保健分野等での技術支援や青少年の人的交

流が強化されているところであります。また、沖縄県

におきましては、コンベンションアイランドとしての

知名度が向上したほか、水や廃棄物対策等での技術協

力を通じ太平洋島嶼国に積極的に貢献しているところ

でございます。

　なお、来年開催されます太平洋・島サミットは、

「防災」、「環境」そして「人的交流」などをテーマ

とする方向で今後調整が進んでいくと聞いているとこ

ろでございます。

　次に、平和行政に係る御質問の中で、対馬丸記念館

を訪問した感想及び具体的な支援についてという御質

問にお答えいたします。

　去る11月18日、対馬丸記念館を訪問いたしました。

学童疎開の実態に触れ、改めて戦争の悲惨さに思いを

いたしたところでございます。

　沖縄県としましては、対馬丸記念館が平和発信の施

設として今後も引き続き活動していけるよう、当面の

課題であります学芸員の確保や機器修繕経費などの確

保に努めているところでございます。

　対馬丸記念館の今後の運営のあり方につきまして記

念会とよく相談をし、できる限りの支援をしてまいり

たいと考えているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　防災計画の見直しにつ

いての御質問の中で、東日本大震災の前後による防災

計画の違いについてお答えいたします。

　県におきましては、東日本大震災の教訓を踏まえ、

沖縄県地域防災計画の見直しを本年度中に行うことと

しております。本年９月、琉球大学教授等の専門家で

構成される「沖縄県地震・津波想定検討委員会」の取

りまとめにおきまして、今後の防災計画見直しの方向

性として、１点目、住民の「地震・津波からの避難対

策」や「防災意識の啓発・普及」が重要であること、

２点目として、少なくとも海抜５メートルを最低限度

の浸水域として設定し、これより高い場所への避難対

策をとることが必要である一方、歴史に学ぶ最大クラ

スの地震・津波対策も講じるべきであること、３点

目、県においては、海抜高度の明示などにより市町村

における避難対策の強化や住民が地理的特性を把握で

きるよう支援する必要があることなどの御提言をいた

だきました。これらの御提言等を踏まえ、避難訓練や

防災教育の充実等による住民への防災意識の啓発普及

や地域特性を勘案した避難所や津波避難ビルの指定な

ど住民の津波避難対策に重点を置き、課題の分析と今

後の対策強化等につき検討を進め、防災計画に反映さ

せていきたいと考えております。今後、国の防災基本

計画の見直し状況も勘案しつつ市町村等関係機関と連

携し、沖縄県地域防災計画の見直しを早急に進めてま

いります。

　次に、災害時要援護者の視点と沖縄県防災会議委員

についてお答えいたします。

　県におきましては、東日本大震災の教訓を踏まえ、

高齢者、障害者、妊婦等の災害時要援護者を初め住民

の避難対策の強化に重点を置いた沖縄県地域防災計画

の見直しを行っているところであります。これらの視

点から、さきの９月議会において沖縄県防災会議条例

の改正により沖縄県防災会議の定員を増加し、従前か

らの日本赤十字社や沖縄県医師会に加え、沖縄県看護

協会に委員の就任をお願いするなど、女性、高齢者、

障害者等の視点も反映する取り組みを行っているとこ

ろであります。

　次に、災害時要援護者の避難対策についてお答えい

たします。

　県におきましては、現在、災害時要援護者を初め住
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民の避難対策の強化に重点を置いた沖縄県地域防災計

画の見直しを行っているところであります。また、市

町村は災害時要援護者の避難支援計画を策定すること

となっており、平成23年４月１日現在の県内市町村に

おける策定状況は、災害時要援護者の避難支援の取り

組み方針（全体計画）の策定率が15団体、36.6％、災

害時要援護者の名簿の整備率が９団体、22％、個々の

要援護者ごとに策定される個別計画の策定率が６団

体、14.6％となっております。これらの策定率につき

ましては、全国と比べ低い状況にあることから、今

後、災害時要援護者の避難対策の強化について県の福

祉保健部門や市町村と連携し、さらなる取り組みを強

化してまいります。

　次に、東日本大震災の被災者支援についての御質問

の中で、東日本大震災に伴う県内への避難状況及び支

援体制についてお答えいたします。

　東日本大震災により沖縄県内に避難され、県や市町

村の支援策を活用されている被災者の数は、11月30日

現在で228世帯578人と把握しております。

　県における被災者への支援体制としましては、被災

者支援対策チームにより県庁１階に相談窓口を開設

し、民間賃貸住宅や公営住宅等の住宅支援、県内への

避難に係る旅費・宿泊費の支援、生活家電セットの提

供支援等の受け入れ支援策を実施しております。

　また、官民185の団体により構成される東日本大震

災支援協力会議において、ニライ・カナイカードの発

行による流通業界や交通機関等における割引、被災者

間での交流イベントや心のケア事業など被災者への支

援活動を実施するボランティア団体等14団体への助成

金交付事業などを実施しております。今後も被災者

ニーズを十分に勘案の上、東日本支援協力会議を中心

として官民一体となった支援を実施してまいります。

　次に、被災者への冷暖房機や生活必需品の支援につ

いてお答えいたします。

　県内へ避難されている被災者への生活必需品の支援

につきましては、日本赤十字社から生活家電６点セッ

ト（洗濯機、冷蔵庫、テレビ、炊飯器、電子レンジ、

電気ポット）の寄贈が行われております。エアコン等

の設置につきましては、県が実施する民間賃貸住宅の

借り上げ支援では基本的にすべての住宅に設置されて

おりますが、県営住宅には設置しておらず、また、一

部の市町村営住宅においては民間企業から寄贈を受け

たものと伺っております。

　今後も、県内へ避難されている被災者の生活支援に

係る諸課題につきまして、被災者のニーズを勘案しつ

つ、東日本大震災支援協力会議と連携して引き続き検

討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　防災計画の見直しについて

の御質問で、学校の耐震化等についてお答えいたしま

す。

　県教育委員会では、地震・津波等の災害から児童生

徒の安全確保を図るため、学校施設においては早期耐

震化のための老朽校舎等の改築を重点的に取り組んで

おります。

　また、文部科学省においては防災機能の向上を推進

していくため、天井材など非構造部材の耐震性の強化

や自家発電設備等を補助対象とするなど国庫補助メ

ニューの拡充が検討されております。

　県教育委員会としましては、東日本大震災を受け、

学校における地震・津波等対策危機管理マニュアルの

見直しを行っており、また、学校における避難訓練等

の実施を通して発達段階に応じた防災教育の充実にも

取り組んでいるところでございます。

　次に、河川の安全対策についての御質問で、子供た

ちへの安全教育についてお答えいたします。

　水難事故から児童生徒の安全確保を図るため、児童

生徒の危険回避能力を身につけさせることは大変重要

であると考えております。県教育委員会といたしまし

ては、市町村教育委員会や関係機関と連携し、水難事

故防止に係る安全教室の開催や時期に応じた安全対策

等に取り組んでいるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　東日本大震災の被災者支

援についての御質問の中で、住民票、印鑑登録証明書

の発行手数料の無料化についてお答えいたします。

　住民票、印鑑登録証明書等の発行手数料については

各市町村の条例により規定されており、発行手数料を

無料化することについては各市町村の判断によって行

うこととなります。

　今般の東日本大震災に係る支援のうち、被災者への

住民票等の発行手数料の無料化を実施している団体

は、平成23年11月末時点で住民票は10団体、印鑑登録

証明書は９団体、無料化の導入を予定している団体は

住民票は９団体、印鑑登録証明書は９団体となってお

ります。

　県としましては、各市町村の判断に資するよう、県

内各市町村における発行手数料の無料化の状況につい
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て情報提供を行いたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉・医療行政につ

いての中の、「沖縄子ども振興計画」への県の対応に

ついてお答えいたします。

　本県においては、平成23年11月に取りまとめた「沖

縄21世紀ビジョン基本計画（仮称）（案）」の中で、

将来の沖縄を担う子供たちが健やかにはぐくまれ、豊

かな才能が発揮できるよう、地域における子育て支援

など子育てしやすい環境づくりに取り組む基本的な考

え方を示しております。

　県としましては、「沖縄21世紀ビジョン基本計画

（仮称）」の具体的な施策等の策定に当たって「おき

なわ子ども・子育て応援プラン」の基本方針との整合

性を図りながら、関係団体が求めている「沖縄子ども

振興計画（仮称）」の趣旨を含め、市町村、関係団体

や一般県民の意見を取り入れながら整理していきたい

と考えております。

　続きまして、過去の振興計画の検証及び課題、新た

な振興計画の強化策についてお答えいたします。

　沖縄振興計画の検証において、福祉、保健、労働、

教育など子育て支援施策の総合的な推進、保育所入所

待機児童の解消などが課題として挙げられておりま

す。

　県としましては、これら課題を踏まえ、「沖縄21世

紀ビジョン基本計画（仮称）」において、関係機関と

の連携を充実した上で子育てセーフティネットの整備

に取り組んでまいりたいと考えております。具体的に

は、保育所入所待機児童の解消等に向けた地域におけ

る子育て支援、放課後児童クラブの利用者負担軽減の

ための支援、ひとり親家庭への支援、子供・若者の育

成支援、要保護児童等への支援に取り組むこととして

おります。

　続きまして、障害者権利条例制定の進瀧状況につい

てお答えいたします。

　県は、去る９月から障害者の権利擁護の推進を目的

とした条例を検討するため障害者県民会議を開催して

おります。当会議の委員において、現在、障害を理由

とする差別や不利益的な取り扱いに関する事例ヒアリ

ング等を行っており、その後、課題の整理及び解決の

ための取り組み方策などを検討していく予定でありま

す。

　県としましては、幅広い県民議論を踏まえ、条例制

定に取り組んでまいります。

　続きまして、発達障害者支援の取り組み、課題・対

策についてお答えいたします。

　発達障害児（者）の支援については、地域の実情に

応じた支援体制の整備と支援を担う人材の育成が重要

な課題であると考えております。そのため、沖縄県発

達障害者支援センターによる専門的支援のほか、各圏

域において福祉保健所を中心として市町村の支援体制

整備に向けた取り組みを進めております。また、昨年

度に引き続き医師や保健師、臨床心理士などを対象と

した専門研修等を実施することにより、地域完結型の

人材育成システムの構築を図っているところでありま

す。

　続きまして、地域医療支援病院の増床についてお答

えいたします。

　急性期医療を担う救急告示病院においては、中南部

医療圏を中心に救急搬送患者が増加し、患者の受け入

れ制限等が発生している状況が見られます。このた

め、地域医療支援病院を含む救急告示病院に対して救

急医療に対応する病床を特例病床とすることを検討し

ています。この特例病床につきましては国の同意を得

る必要がありますので、現在、救急搬送件数の現状及

び今後の推移予測、病床利用率や平均在院日数の状況

等を把握・分析しているところであり、各二次医療圏

の状況も踏まえ作業を進めているところであります。

今後、医師会等関係機関との協議を行いながら、県医

療審議会への諮問及び厚生労働省との協議等必要な作

業を進めていくこととしております。

　続きまして、母子寡婦福祉貸付金対象条件、保証

人、修学資金等についてお答えいたします。

　母子寡婦福祉貸付金は、母子家庭及び寡婦の生活安

定と児童の福祉を図るために、母子家庭の母等を対象

に貸し付けを行っております。失業中の生活を安定・

継続することに必要な貸付資金として生活資金があり

ますが、連帯保証人を立てず、有利子を選択すること

も可能となっております。なお、失業中の貸し付けに

当たっては、就職に有利な資格の有無や再就職の見通

し等を確認し、貸し付けの可否を決定することとして

おります。また、修学資金については、母子家庭等の

児童の修学及び知識・技能の習得等に係る資金として

貸し付けており、利用者からの要望がありました授業

料等の納入期限前における早期貸し付けについては、

対応可能となるように運用を見直したところでありま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕
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○商工労働部長（平良敏昭君）　雇用対策についての

中の、新卒者・若年者の雇用状況及び対策・効果につ

いてお答えいたします。

　沖縄県においては、新卒者・若年者の厳しい雇用状

況を踏まえ、関係機関と連携して学卒求人確保の要請

や就職支援専任コーディネーターの各学校への配置に

よる生徒の個別支援、就職説明会及び面接会の開催、

沖縄県キャリアセンターによるキャリアカウンセリン

グや就職セミナーなどの就職支援を実施しておりま

す。その結果、平成23年卒の沖縄県の高校・大学の就

職内定率はそれぞれ86.6％、59.8％、また、15歳から

29歳までの若年者の失業率は平成22年平均で12.6％と

なっており、いずれも前年より改善しております。

　しかし、全国と比べると依然として厳しい状況にあ

ることから、引き続き若年者の雇用情勢の改善に取り

組んでまいります。

　続きまして、正規雇用の状況及び対策・効果につい

てお答えいたします。

　総務省が５年ごとに実施している就業構造基本調査

によると、平成19年の沖縄県の正規雇用者数は30万

1200人、56.6％となっております。

　沖縄県では、正規雇用の機会拡大を図るため、若年

者ジョブトレーニング事業や職業能力開発校における

訓練の実施、県内各地域での合同面接会の開催、事業

主に対する相談・支援などを実施しており、今後とも

関係機関と連携し、雇用機会の拡大に取り組んでまい

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　文化、観

光、スポーツ行政についての中の、文化観光スポーツ

部の取り組み状況、効果についてとの質問にお答えい

たします。

　本年４月よりスタートしました我が部は、本県の文

化と観光とスポーツの振興と交流の推進を図り、各分

野を連携させることでダイナミックな相乗効果を目指

し、これまで取り組みを展開してまいりました。その

中で、伝統文化と生涯スポーツの振興を進めるととも

に観光分野と連動させることで、「文化観光戦略構築

事業」における新たな文化の価値創造と産業化及びプ

ロスポーツなどを軸としたスポーツ・ツーリズムの強

化と活性化に向けた取り組みを促進してまいりまし

た。

　さらには、交流推進課を中心に10月に開催されまし

た第５回世界のウチナーンチュ大会においては、文化

振興課が担う世界エイサー大会、スポーツ振興課がか

かわった空手道・古武道交流祭をあわせて開催し、ま

た5300人を超える海外県系人に加え大会期間中の観光

客を含めた延べ参加者約42万人が交流することで、ウ

チナーネットワークのさらなる発展の可能性が広が

り、沖縄のチムグクルを世界に発信できたことは、部

が総力を挙げて取り組んだ大きな成果の一つであると

認識しております。

　今後とも、部内各課が一体となって連携を図り、各

分野における施策の実現化や課題の解決等にも取り組

んでいきたいと考えております。

　同じく文化、観光、スポーツ行政についての中の、

公式サッカー場の建設についてとの質問にお答えいた

します。

　公式サッカー場建設につきましては、Ｊ２公式戦が

開催可能なサッカー場として県総合運動公園陸上競技

場を改修し、暫定的に利用する計画の内容について11

月17日にＪリーグとの調整を行ったところでありま

す。また、Ｊ１公式戦が開催可能なサッカー場の整備

におきましては、今年度実施している「Ｊリーグ規格

スタジアム整備基礎調査」の中で沖縄に適したサッ

カースタジアムのあり方について現在検討していると

ころであります。

　沖縄県としましては、調査の結果を受け、Ｊリーグ

公式サッカー場の整備に向けて関係する部署や関係市

町村とも連携しながら取り組んでまいりたいと考えて

います。

　同じく文化、観光、スポーツ行政についての中の、

県外・国外からのスポーツ競技団体のキャンプ・合宿

等の誘致、受け入れ体制についてとの質問にお答えい

たします。

　プロスポーツのキャンプ等の誘致につきましては、

プロ野球10球団の誘致実現など受け入れ市町村や関係

機関の努力等により、これまで大きな実績を上げてお

ります。一方、企業、大学、高校などのアマチュアス

ポーツキャンプや合宿の多くは、各団体が沖縄の施設

や宿泊施設の情報を個別に収集した上で来県している

ものと思われ、その状況の把握とともに、受け入れ体

制の充実が求められております。

　県としましては、積極的なプロモーション活動など

により、キャンプ・合宿等の一元的受け入れに取り組

んでいる県外の先進的な事例について調査するととも

に、沖縄観光コンベンションビューローや関係団体と

連携を図りながら、各種キャンプをワンストップで受

け入れることができるよう体制の整備を検討し、ス

ポーツを通して地域の活性化に取り組んでいきたいと
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考えております。

　次に、太平洋・島サミット開催についてとの中で、

来沖する国々の代表と子供たちや県民との交流につい

てとの質問にお答えいたします。

　沖縄県では、太平洋・島サミットの開催に当たり、

歓迎セレモニー、知事主催昼食会や各国首脳の夫人を

対象としたプログラム等を計画しております。また、

新たな企画として、宮古島市で日本と太平洋島嶼国の

高校生が参加する「太平洋高校生・島サミット」を実

施する予定であります。

　沖縄県としては、このような機会を通して各国代表

と児童を含めた県民との交流が図られるよう積極的に

取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　河川の安全対策強化

についてお答えいたします。

　県としましては、事故が発生した河川について、再

発防止の観点から転落防止さくの改善や注意看板の設

置に取り組んでいるところであります。また、河川全

般の改善策については、現況施設の点検調査や安全性

向上に向けた調査等を実施した上で、計画的な取り組

みについて検討していきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　平和行政についての

御質問の中で、国際協力・貢献活動推進の今後の取り

組みについてお答えいたします。

　沖縄県が平和協力外交地域として国際社会での認知

を深め、アジア・太平洋地域の持続的安定に貢献して

いくためには、平和を希求する沖縄の心をこれまで以

上に内外に強く発信するとともに、アジアの国々との

連携・交流を強化していく必要があると考えておりま

す。そのため、県としましては、沖縄・カンボジア

「平和博物館」協力事業、台湾国立台東生活美学館交

流事業などを通じて国際協力・貢献活動を推進するな

ど、国際交流による平和構築に努めているところであ

ります。また、来年秋に予定している第６回沖縄平和

賞授賞式にあわせて過去の受賞団体５団体によるシン

ポジウム等を開催する予定であり、沖縄県の国際社会

における平和発信拠点としての地位を高めていきたい

と考えております。

　なお、国立の平和・人権問題研究所の設置につきま

しては厳しい状況ではありますが、引き続き国に要望

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　御答弁どうもありがとうございまし

た。幾つか再質問をさせていただきたいと思います。

　まず県の地域防災計画の見直しについてです。

　今回の東日本大震災において、女性の視点というの

が非常に大きな課題だと。避難所においては着がえる

場所がないとか、赤ちゃんの授乳スペースもない、女

性の化粧品とか乳児のおむつなどの支援物資が不足と

か、女性の目線というのは非常に大事なんだなと思っ

ております。特に、女性は地域に人脈を築き、地域の

ことをよく知っている。介護や子育てといった具体的

な経験を通して子供や高齢者、障害者等の生活者の視

点を持っていると思います。それで防災会議が具体的

に見直しをしている部分だと思うんですが、女性は何

名中、何名入っていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時16分休憩

　　　午後４時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○知事公室長（又吉　進君）　お答えいたします。

　条例改正後ですけれども、総数は55名でございます

が、女性は１名でございます。

○上原　　章君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時17分休憩

　　　午後４時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　上原　章君。

○上原　　章君　公室長、やっぱり１名というのは、

男性の中にお一人で女性の意見を言うというのはなか

なか大変なことじゃないかなと、ましてや本当に具体

的な提案ができるのかなと思うんですよね。

　実は、私ども公明党の全国の女性議員で、10月１日

から１カ月間、都道府県、政令市、中核市、市町村

――公明党所属の女性の議員のいらっしゃるところを

中心に658の地方自治体のアンケートをとりました。

その中で、地域防災計画を作成する上で女性の意見を

反映させたかという質問に「いいえ」と答えたのが

54.7％、この防災会議に女性委員の登用を尋ねた質問

では44.4％の自治体が女性はいないと、こういう現状

があります。

　私は、こういった防災計画というのは３割は女性が

いるべきじゃないかなと思うんですが、いかがです
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か。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　防災会議は、さまざま

な公共機関、あるいはマスメディア等が入っておりま

して、いわゆるその方々の専門性といいますか、職指

定ということになっております。したがいまして、な

かなか女性でそういう役職にある方がいないというの

が一つの原因です。例えば、安里前副知事が在職され

ていたころは、安里前副知事がそのメンバーであった

ということで女性が１人ということであったわけでご

ざいます。

　しかしながら、この視点は、実はさきの中越沖地震

のときに国の防災計画が見直されておりますけれど

も、そのときにやはり避難所において、今議員が御指

摘になったような、それ以前は女性が避難したときに

プライバシーを守るであるとか、あるいは女性特有の

個々に配慮するという視点が欠けていたということ

で、避難所のあり方みたいなものが見直されておりま

す。確かに女性が数的には大変少ないんですが、やは

りそういう問題意識を持ちまして、看護協会会長さん

に入っていただいたということもございますので、引

き続きそういうものに配慮しつつ――メンバーは男性

が多いんですけれども――女性や弱者の視点を忘れな

いように運営してまいりたいというのが現状でござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　私は、先ほど防災立県沖縄をと強く

求めたんですけれども、大分県では、女性だけの防災

協議会というのがあるんです。それをちょっと見る

と、このメンバーが11名で、消防団員、消防職員、婦

人防火クラブ、社会福祉協議会、介護福祉士会、介護

協会、ボランティア市民活動センターの専門員、被災

経験者、これにアドバイザーで大学の教授の方が入っ

ているんですけれども、年５回この女性の皆さんの防

災協議会がこういった県の防災計画に反映している実

例もあるんです。ですから、来年度を目指して頑張っ

ていただいているわけですけれども、この女性の目

線、またこういった要援護者の目線をしっかり反映を

させる。多分いろんな協議会の中にも女性がいらっ

しゃる、だけどこれも数が少なくて、本当に女性の目

線が入っていくか、ぜひもう一度検討していただきた

いと思います。

　それから要援護者の支援なんですが、私は、今各市

町村で取り組んでいる個別について、もっとしっかり

査定をさせていただきたいと。

　実は、那覇市内で目の不自由な年配の方がひとり暮

らしです。この方は、いざというときに私はだれがど

こに避難をさせていただけるのかという、本当に日ご

ろその避難者を支援する個別計画の査定ができていれ

ば、私がいざとなったらあなたをちゃんとサポートし

ますよと言っていただくと、日ごろの生活も安心して

非常に充実した生活ができるという声もやっぱりある

んです。ですから、ぜひ県がリードして、各市町村に

全体計画それから個別まで――全国でも低い数字がこ

の数年続いているんです――の査定と、地域の自治会

とかいろんな方々まで浸透させていただいて、この

方々が具体的に避難訓練まで一度やれば大きな安心に

つながると私は思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員が御指摘の視点

というのは大変重要だと考えております。

　先ほど答弁させていただいたように、要援護者の避

難計画というのは、まず全体計画、さらに施設ごとの

計画、さらに個人個人をその地域においてどういう形

で避難をさせるかという計画になります。ただ個人個

人となりますと、これは名簿をつくるにしましても個

人情報保護条例でありますとか、個人情報保護法との

関係がございますので、やはり最も個人に近い自治体

の市町村がつくっていただくというのが基本でござい

ます。ただ、先ほど申し上げましたように、この策定

率がまだまだ低いということでございますので、今後

市町村と十分連携をとって、やはり計画策定率を上げ

ていく取り組みは強化してまいりたいと思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　よろしくお願いします。

　あと母子寡婦福祉貸付金についてです。

　先ほど運用の改善で入学前から授業料等を借りるこ

とができると、非常にこれは評価したいと思います。

それでもう一点、入学前の準備をする就学支度資金と

いう制度と授業料等の修学資金という２本立てで分か

れているんです。実はこれは２つ利用しないと修学資

金にならないんですけれども、この２つについて別々

の保証人を立ててくださいと、現場の窓口では言われ

ているんですね。例えば、20万円ぐらいの支度金だっ

た場合、保証人を立てて、またもう一人の保証人を立

てるというのはこれおかしいんじゃないかなと思うん

ですが、いかがですか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　ちょっと休憩お願い

します。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時24分休憩
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　　　午後４時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　失礼しました。

　児童の福祉向上に関する資金である就学支度資金と

修学資金の両方あるんですけれども、貸付金額に応じ

て償還能力がある場合には１人の保証人でも貸し付け

可能とするように対応していきたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　先ほど冒頭で私は保証人の問題と

か、それから窓口では失業中ということで申し込みさ

えできないという、そのように市町村によって見解が

違うということを聞いていますので、しっかりこの辺

の制度の中身を各窓口の担当には徹底していただきた

いと思います。

　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時25分休憩

　　　午後４時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○上原　　章君　地域医療支援病院の増床についてで

すが、先ほど部長は、救急告示病院ということで考え

たいということですけれども、この救急告示病院と地

域医療支援病院は同じですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　完全に一致はしない

んですけれども、結構重なっているところはありま

す。今、我々沖縄県としては、一般病床をふやすのは

もうほとんど不可能に近いです。救急のベッドが非常

に困難な状況になっておりますので、救急告示病院の

救急ベッドに関して、先ほど話しましたような現状の

ベッドの回転率だとか、あるいは満床率だとか、ある

いは何日で退院させられましたよとか、地域に帰され

ましたよとかというふうな状況の実態把握を今してい

るんです。それを受けて、厚労省と検討して増床に向

けて考えるということです。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　本当に重症の方々がベッドがないと

いうことで受け入れられないということが今現場で起

きているんですよ。この地域医療支援病院は、本当に

365日・24時間受け入れる中で、こういう救急告示病

院というおのおのの病院でも、高度な医療、重症の方

を受け入れるところというのはおのおの違いますか

ら、私は、まずはこの地域医療支援病院――９月議会

に豊見城中央病院が、今回は11月議会に浦添総合病院

からそういう陳情・要請が出ていますけれども――本

当に今離島の患者も含めて県民の命を守る、そういっ

たところに手当てをしないと、また来年の見直しとい

うことですけれども、私は当面この冬場から春にかけ

てぜひ早目に手当てすべきじゃないかと思うんです

が、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　今、増床に関しては

かなりハードルが高くてすぐできる状況になくて、厚

労省との調整もありますが、いろんな機能を持ってい

ますので、ことし２月でしたか、実は消防から救急車

の搬送が困難になっていますよという情報があって、

みんなで集まって対策会議なんかもしたんですけれど

も、そういう病院あるいは福祉施設との連携によって

とりあえず今は乗り切っていこうと考えております。

そういうのも議員が御指摘のように限界に近づいてい

るという思いもあります。それを数値化して、厚労省

との調整を前倒しでやっていこうかなと調査をかけて

いるところであります。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　今本当に手当てしないと大変なこと

なんだということを認識していただきたいんで、ぜひ

関係者と協議会を早急に持ってほしいんですが、いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　今我々が考えている

のは、救急の病床の増床ですので、救急医療協議会等

で協議をしております。ですから、そういう方々の意

見も聞きながら、各医療圏ごとに救急対応の病床があ

と何床必要なのかということを今検討しているところ

です。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　協議会を持たないということです

か。その陳情の皆さんの意見とか、そういった医師会

とかいろんな関係者との相談はできていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　我々としては、今あ

る協議会でそういう課題の協議はできているものと理

解しております。今ある協議会でいろいろな情報を収

集して検討していくことになると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　陳情の皆さんの声は全く聞いていな

いんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　陳情者はもちろん医

療関係者ですので、私は何度もお話は聞いておるつも
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りであります。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　よろしくお願いします。

　あと対馬丸記念館の支援についてですが、これは公

設民営だと。国が費用を出して建てたものなので、私

は本当に公共的な部分が強い平和施設だと思うので、

この支援は重要だと思うんですけれども、具体的に運

用のための支援は検討されていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員が御指摘のよう

に、対馬丸記念館は国の慰藉事業として建設されまし

た。それで、これまで国の国庫補助金でいろいろ事業

を行って運営されてきております。ただ、いろんな困

難にも直面していることもまた理解しております。

　24年度は、新規の平和推進連携事業費として400万

円増額されたということと、そういうのが少し使い勝

手が、自由度が悪いですよという声がありますので、

それを自由度の高いもの、例えば学芸員の配置だと

か、機器の修繕費とかそういうものに使えるように今

調整をしているところであります。当面、そういうふ

うな形で支援していきます。

　それと、県内の子供たちが記念館に訪れるというの

がデータ上は少ないようになっておりますので、沖縄

県での平和学習の場としてももっと強化していくべき

だろうなとそういうことを考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上原　章君。

○上原　　章君　ぜひ運営が継続できるように支援を

お願いしたいと思います。

　最後に、知事、新たな沖縄振興計画に「沖縄子ども

振興計画」の策定、位置づけをやってほしいと。沖縄

が全国一子供が多い、これから本当に将来が見える沖

縄県だと私は思います。そういう意味で、子供優先社

会――チルドレン・ファースト――我々は党内でもよ

くこの子供優先社会をつくるべきだと思っているんで

すよ。ですから、これまで４次の中でこの子供支援が

少し力が弱かったと思うので、ぜひ今回その位置づ

け、知事の決意をお聞かせ願えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今議員のおっしゃった「子

ども振興計画」というかつての名称とは違いますが、

今回の振興計画にはきちっとのせてまいりたいと考え

ております。ぜひまたお知恵をいただきたいと思いま

す。

○上原　　章君　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　一般質問をいたします。

　世界のウチナーンチュ大会、御苦労さまでした。忘

れられない感動を胸にそれぞれの国に帰られたと思い

ます。ウチナー角力世界大会にも、北米や南米４カ国

の代表団、そして副知事、県議の皆さん、町村長の皆

さんも参加をされて激励をいただきました。心から感

謝を申し上げます。また、大会を開催するに当たり多

くの皆さんからも支援を受けましたので、心から感謝

を申し上げたいと思います。ウチナー角力も一歩一歩

ではありますけれども、着実に前進をしております。

教育委員会のほうで武道にも認知をいたしましたの

で、それぞれ地域で認知されつつあります。今後とも

御協力をお願いしたいと思っております。

　きょうは、1941年12月８日、日本が太平洋戦争、つ

まり真珠湾攻撃をした日であります。アメリカのマス

コミのＡＢＣは、きょう、中東におけるアメリカの戦

費を１秒間に5000ドル使ったと、そして経済が疲弊し

ていることを報道しました。１ドル100円に換算しま

すと、１日432億円、１年間で14兆6680億円となって

おります。アメリカは、ベトナム戦争でもたくさんお

金を使って世界の経済を混乱に陥れました。それにも

かかわらず、またもこういう戦費を使って世界経済を

混乱させていることは周知のとおりであります。戦争

ほど人類の愚かな行為であるということを改めて認識

をしております。

　また、私は10月31日から５日間、青森から福島まで

ボランティアと視察行動をやってまいりました。復興

は一日一日前進しておりますけれども、都市部と農村

部との復興の格差がまだあります。それから問題なの

は、住居跡とか線路の跡とかに雑草が生い茂って、そ

こに人々が暮らしていたという跡形もなくなっていま

した。そういう意味では、今後の復興に大きな障害に

なるのではないかと思っております。

　また、原発で避難を余儀なくされました飯舘村に行

きました。約４時間ぐらいこの村を回りましたけれど

も、生き物そして人々の暮らしの跡もなければ、だれ

もいない。いるのは警察官と、そして特別養護老人

ホームに入居している避難ができない人々だけでし

た。そういう意味では、人が住めない町になって今後

どうするのかなと思い悩ませております。私は、こう

いう状況から被災者を支援するためには長期的視点で

持久力とか、地道ではあるけれどもボランティアなど

の支援活動を続けることが大事だなということを痛感

してまいりました。そのために、この間もお話をしま

したけれども、沖縄県として被災３県のいずれかに県

民ネットワークを組織をしていただいて、そこを拠点
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にしてぜひ沖縄事務所を設置をして拠点づくりが必要

ではないかと思っております。

　以下、質問いたします。

　今回、沖縄県軍用地主会の更新同意書のコピーにつ

いて新たな問題が発生しました。重大な問題でありま

すので、議事課に連絡してありますので先例を踏まえ

質問を行います。

　更新同意の複写コピーについて。

　茨、委任状の効力について。

　芋、民法上、当事者の意思確認の手段は書類や口頭

など形式は問われないとのことでありますが、その根

拠を伺います。

　鰯、土地建物等賃貸借契約予約締結依頼書には契約

期間が20年とありますが、それの根拠を伺います。

　１、県が要請している重要事項について、政府との

交渉の経過及び今後の見通しについて伺います。

　茨、3000億円の一括交付金の創設と新たな沖振法に

ついて。

　芋、新たな軍転特措法の制定について。

　鰯、税制改正について説明をお願いをします。

　２、ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）につ

いて。

　茨、農林水産業に与える影響について。

　芋、医療保険関係に与える影響について。

　鰯、その他沖縄県等における影響について説明をお

願いします。

　３、沖縄県立高等学校編成整備計画案について。

　茨、北部地区高等学校再編成計画について。

　芋、北部地域の子供たちの中南部への流出につい

て。

　鰯、今後の方針について説明をお願いいたします。

　４、教育現場での新聞の活用について。

　茨、現状はどうなっていますか。

　芋、今後の方針について伺います。

　５、医療について。

　茨、離島・僻地医療の現状と今後の対策について伺

います。

　６、米軍・軍属の事件・事故について。

　茨、過去５年間の事件・事故の件数について。

　芋、起訴・不起訴の件数について。

　鰯、地位協定の運用の改善で起訴した件数は幾らで

すか。

　７、県・市町村において米軍施設等のかかわりで土

地等が返還できず、工事がストップないしは着工でき

ない現場と件数、内容について説明をされたい。

　８、離島ごみ問題及び隔遠地補正の交付税制度につ

いて今後の対策を伺います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず、県が要請している重要事項についてという御

質問の中で、沖縄振興一括交付金と新たな振興法の政

府との交渉過程及び今後の見通しについてという御質

問にお答えいたしますが、この一括交付金につきまし

ては、現在まだ政府と意見交換中、折衝中でございま

して、いまだ最終的な結論は出ておりません。現在の

沖縄振興費の中身が国直轄事業、そして県・市町村が

やっている事業、そしてその中身がさらにソフト的な

ものからハード的なものと幾つかに分かれております

ので、その一つ一つがいわゆる完璧な使い勝手のいい

一括交付金という形でできるか、それとも暫定的に今

の戦略交付金的なものがいいのかなどなどを含めてま

だその議論が収れんをしておりません。そういうわけ

で、まだ終わっておりません。

　その一方で、この一括交付金という仕組みとあわせ

て3000億円の予算がどんどんどんどん減らされてき

て、これは2000億円を切るのも間もない、1500億円を

切るのも間もなくだとこうなってきますと、新しいビ

ジョンを実現するためにはやっぱり底上げをしないと

いかぬということで、ことしは2300億円の予算をさら

に3000億円規模まで、毎年10年間続けてもらいたいと

いう要求をしております。ですから、予算の増額とあ

わせて予算の仕組みを根本的に変えてもらいたいとい

うことでやっておりますが、ただ一括交付金というの

は、設計しながら完璧に自由度のあるものからいろん

な程度があります。そういうことで、まだ最終的には

落ちついておりません。無論、予算の額も内示が20日

過ぎだということですので、まだ形が見えておりませ

ん。まだ折衝中と、こういうことでございます。なる

べく私どもの要求に近い形で落ちつくよう、今取り組

んでいるところでございます。

　それから、この沖振法の新しい法律につきまして

は、まだ具体的な項目、法律事項についてどういうも

の、そしてそれをどういうふうにまとめていくか、こ

れもまだきちっとは始まっておりませんが、特に沖縄

振興策の中でも税制もあす、あさって政府税調の大綱

が出る。恐らくそれが来年度税制改正の終わりにな

り、沖振法上は10年間の税制改正になるもんですか

ら、実は項目が結構多いんですよね。あしたの大綱に

出てくるかどうかまだわからないぐらい議論中という
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ことになっていますが、これまでの税の単純延長では

だめだということで、我々は今の新しいアジアとの競

争ができるというような趣旨のことを踏まえた新しい

税制、ないしはこれまでの税制の深掘りなどなどを要

求しておりますが、実はまだ最終の姿が見えておりま

せん。実はまだかなりの綱引きをしているところでご

ざいます。そして、この法律の中で計画を今まで県が

つくった原案を変えて国の計画にして、それに対して

国が支援をするという、これを県のつくった計画その

ものを国が支援するという性格がえを、特に沖縄の自

主性・自立性をぐっと引き寄せる話ですので、これも

一連の来年度予算、来年度税制改正、そして一括交付

金という仕組みの変更の中で、考え方としては基本的

に違う考えですから、これも一連のものとしてまた議

論が収れんしつつはあるんですが、終わっておりませ

ん。特にこの法律の中身につきましては、年明けてか

ら急速に進めていくということになろうかと思ってお

ります。ただ、かなり御理解はいただけているものだ

という感触はないわけではありません。そういうこと

で、３月末までといいますか、それより少し前までに

我々が望んだ形での法律の趣旨を生かした新法ができ

ることを期待して折衝をしているところでございま

す。

　次に、県が要請している重要事項の御質問の中で、

駐留軍用地跡地利用推進法に係る点について申し上げ

ます。

　９月26日に開催されました沖縄政策協議会沖縄振興

部会におきまして、内閣府からは新たな法律の整備は

検討するということとされております。県が求める、

基本的には給付金制度の見直しなどなどにつきまして

は既存の枠組みの維持とされており、とても我々は納

得できないということで、今強く押し返しているとこ

ろでございます。

　さらに、９月30日に公表されました平成24年度内閣

府税制改正要望におきまして、県が国に求めておりま

す駐留軍用地関係、唯一大きな税制が駐留軍用地の返

還後の公用地の先行取得に係る税制というのが税の中

では出ております。これが譲渡所得を今1500万円まで

は軽減することになっているんですが、5000万円まで

控除してくれというような天井を上げるということを

今要求していますが、これはまだ答えはいただいてお

りません。

　そして、県が求めております原状回復措置を徹底的

にやってもらいたい。そのためには事前の立入調査を

徹底すること、そして環境的なクリーニングも含め

て、不発弾処理も含めてしっかりとこれをやってから

返すようにというあたりがまだまだこれからの議論と

いうことで、今のところまだ進んでおりません。

　県としましては、国と協議を重ねていきますととも

に、県の要望している内容が新たな法律に盛り込まれ

るよう、今政府と折衝しております。ようやく最近、

この軍用地転用促進については動きが出始めておりま

す。これまでは沖振法税制、そして予算、それから一

括交付金の仕組み、このほうに政府との折衝が大部分

でしたが、ようやくこの軍用地跡地の法律の中身につ

いてもいよいよ動き始めたという感がありますが、私

どもが要求している中身のところまで、どこまでいく

のかというあたりは実はまだ見えておりません。その

中でも特に税については税制改正要求の中で入れてあ

りますから、近々そのおおよその形が出てくると思っ

ております。もうぎりぎりですが、まだまだ折衝は胸

突き八丁というところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

　　　〔副知事　与世田兼稔君登壇〕

○副知事（与世田兼稔君）　租田勝廣議員の緊急質問

に関連する、委任状の効力についてお答えいたしま

す。

　委任契約というのは、御承知のとおり他人が法律行

為を依頼をして、そしてその法律行為を本人にかわっ

てやるというようなことでございまして、委任状とい

うのはそういう関係、委任契約関係が成立しているこ

とを証明する文書というふうに考えていただければ結

構でございます。いわゆる代理権限証書というふうな

言われ方をしているというのが委任状でございます。

　続いて、意思確認の手段は形式を問わないの根拠に

ついてという御質問にお答えします。

　まず、我が国の民法は、契約のあり方について、い

わば意思の合意だけで成立するというそういう契約を

建前とします。これを諾成契約といいます。ただ契約

の種類の中で、どうしても本人の意思を確認しなけれ

ばならないというものについては、例外的に要式契約

であるべきだという定めをしています。例えばそれは

婚姻契約だとか、養子縁組とか、こういう身分行為

は、お互いが合意をしますよと言ったとしても婚姻届

を出さなければ婚姻契約になっていないんですね。こ

のように、要式契約というように定められているもの

を除けば、我が国の民法で言うとほとんど財産の処分

にかかわる契約というのは諾成契約、合意だけでいい

と、そういうことですので、一応更新にかかわる意思

確認の手段は何かと言われたら合意ですよと。ただ、
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合意を証明するに当たっては契約書類等がないと大変

難しいですから、私ども弁護士としてはちゃんとした

契約書をつくりなさいと。特に、軍用地主のように本

当の意味で後々問題になりそうな、なおかつ20年とい

う超長期の財産権を制約する契約ですから、原本で、

そして本人の意思を確認するし、４万人を代表する代

理人が本当に委任を受けているかどうかを確認すると

いう意味においては、きちんとした手続をとられるべ

きだと、こういうふうに思っております。

　それから、契約期間20年の根拠とこういうふうに言

われている中で、予約締結依頼書についての契約期間

20年の御質問についてお答えします。

　予約契約というのは、いわゆる契約者に予約完結権

というのを与えるところにポイントがあるんですよ

ね。今回の軍用地主の問題でいいますと、期間が満了

します、満了する前に多数の地主とある程度の契約関

係を準備しておかなければいけない。そういうふうな

意味で、期間が満了したら国が予約の完結権をして契

約を完成させますよという、いわば事務作業量をス

ピードアップするために予約契約をやっているわけで

すね。20年は何ですかと言われたら、契約の期間に関

して、いわば法律で賃貸借、債権関係は20年と、これ

を最長期だとしておりますので、逆に言うと国は一番

長い期間を20年と定めて予約契約を締結しようと、こ

ういうような動きにあると。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　県が要請している重要事

項の質問に関連をしまして、税制改正要望の政府との

交渉経過と今後の見通しについてお答えいたします。

　沖縄県では、政府に対し全県を対象とした地域指定

制度や国際物流経済特区の創設、企業誘致のためのア

ジア諸地域と競争力のある税制措置や復帰特別措置法

に基づく酒税、揮発油税等の軽減措置の延長等の実現

を求めてきたところであります。これに対し、政府か

らは、沖縄県からの要望内容の実現に取り組んでいく

旨の回答はあるものの、明確な検討の結果については

いただいておりません。

　沖縄県としましては、今後の国の税制改正作業にお

いて県が求める沖縄振興税制が十分反映されることを

期待しているところであります。

　次に、ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）に

ついての御質問の中で、ＴＰＰ参加による沖縄県等へ

の影響についてお答えいたします。

　沖縄県の農業分野については、十分な農業対策が打

ち出されないままＴＰＰに参加した場合、深刻な影響

が懸念され、特にさとうきび生産が主要な産業となっ

ている離島地域において重大な影響を与えるおそれが

あります。また、製造業等については、海外・国内市

場等の違いによってそれぞれプラス・マイナス両面の

影響があると考えております。

　一方、輸入業者にとっては、輸入品の価格低下によ

る販売額の増加など一定のメリットがあり、同時に一

般消費者もその恩恵を受けることが考えられますが、

食の安全等の観点から懸念が生ずる可能性も指摘され

ております。

　沖縄県としては、いまだ詳細が明らかではないた

め、今後政府が公表する情報を注視してまいりたいと

考えております。

　次に、離島のごみ問題等についての御質問の中で、

離島のごみ問題及び隔遠地補正についてお答えしま

す。

　離島のごみ処理に関する経費は、施設整備費用につ

いて交付税措置がなされているほか、平成20年度には

他市町村に比べ割高になる収集運搬経費等を考慮し、

隔遠地補正に係る級地の補正率を引き上げる拡充措置

が講じられております。さらに、平成21年度には役場

のない有人の離島に係る補正についても人口１人当た

りの単価が引き上げられたところです。

　沖縄県としましては、離島市町村の厳しい財政事情

にかんがみ、平成23年度までとされている隔遠地補正

の１級かさ上げ措置等の延長及び小規模団体の人口に

応じたきめ細やかな補正を講じるよう、本年９月に総

務大臣に対し意見を申し出たところであります。今後

は、ごみ処理経費などを含め離島市町村の財政需要が

的確に反映されているか注視しながら、関係市町村と

連携して必要に応じて意見の申し出を行っていきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　ＴＰＰ（環太平洋

パートナーシップ協定）についての中で、ＴＰＰの農

林水産業への影響についてお答えします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されており、農林水産省

が示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響

額が約580億円、関連産業等への波及も含めると約
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1420億円の影響が出るものと試算されます。そのた

め、県では国民の食料安全保障の確保と国内農林水産

業への影響などの観点から、国に対して国民合意を得

るなど慎重な対応を求めるとともに、農林漁業者が安

心して生産に取り組めるよう、万全の対策について関

係機関と連携し、国に対して平成23年11月28日に要請

したところであります。今後とも、ＴＰＰ交渉等の動

向や国の対応を踏まえつつ、関係機関等と連携し適切

に対応してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　ＴＰＰの医療保険に

与える影響についてお答えいたします。

　ＴＰＰに参加した場合の医療分野への影響について

は明らかではありませんが、医療関係団体等では、日

本がＴＰＰに参加することにより混合診療が全面解禁

となった場合、公的医療保険の給付範囲の縮小や安全

性の低下等が起こるのではないかと懸念しておりま

す。

　県としましては、県民に必要な医療が適切に提供さ

れるため国民皆保険制度が堅持されることは大変重要

なことと認識しており、今後ともＴＰＰ交渉における

国の動向を注視してまいりたいと考えております。

　続きまして、医療についての、離島・僻地医療の現

状と対策についてお答えいたします。

　沖縄県においては、離島・僻地の医療を確保するた

め離島県立病院のほか、公立久米島病院、県立診療所

16カ所、町村立診療所８カ所が設置されております。

　これら離島・僻地において安定した医療提供体制を

持続していくためには、医師の安定的確保が課題と

なっております。県では、後期臨床研修による専門医

の養成や自治医科大学への学生の送り出し、琉球大学

と連携した医師修学資金等貸与事業により離島・僻地

における勤務医の確保を図っているところでありま

す。

　また、新たな沖縄振興計画の中で、専門医による巡

回診療や遠隔医療の充実に取り組むこととしておりま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　沖縄県立高等学校編成整備

計画案についての御質問で、北部地区高等学校再編計

画についてお答えいたします。

　北部地区の再編計画につきましては、社会の変化や

生徒の多様化に対応し、生徒の視点に立った学校づく

りを目指し、統合により学校の活性化を高め、地域の

中学生及び保護者にとって魅力的な学校づくりを推進

することで他地区への流出をとめ、少子化の進行に対

応することを念頭に策定しております。

　次に、中南部への生徒の流出についてお答えいたし

ます。

　北部地域から中南部の県立高等学校に進学した生徒

数は、年平均210名程度となっております。その要因

としましては、生徒が自己の能力・適性、興味・関

心、進路希望等に応じて高校を幅広く選択するように

なった結果だと認識をしております。

　次に、今後の方針についてお答えいたします。

　学校の再編等につきましては、県民や地域及び保護

者等の理解を得ることが最も重要であり、今後とも引

き続き地域での説明会や学校関係者等と十分に調整を

図りながら編成整備計画の策定をしてまいります。現

在、有識者による懇話会及び地域説明会等を開催中で

あり、１月にはパブリックコメントを実施し、３月に

策定を完了する予定としております。

　次に、教育現場での新聞の活用についての御質問

で、新聞の活用状況についてお答えいたします。４の

茨と４の芋は関連しますので一括してお答えいたしま

す。

　新聞を教育活動に活用するＮＩＥは、多くの小・

中・高等学校、特別支援学校で実践されております。

平成23年度は、ＮＩＥ推進協議会から小学校７校、中

学校３校、高等学校１校が指定を受け、ＮＩＥの効果

的な実践研究に取り組んでいるところでございます。

　県教育委員会としましては、今回改訂された学習指

導要領において新聞を学校教育に活用することが盛り

込まれていることから、今後ともＮＩＥを奨励し、児

童生徒の思考力、判断力、表現力等の育成を図ってま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍・軍属の事件・事

故についてお答えいたします。過去５年間の事件・事

故の件数について。

　沖縄県警察本部の資料によりますと、平成18年から

平成22年までの５年間における米軍人等による犯罪検

挙件数は311件、米軍人等が第一当事者の交通事故発

生件数は894件となっております。また、県が把握し

ている同期間における米軍関係の航空機関連、廃油等

流出、原野火災等の事件・事故の発生件数は316件と
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なっております。

　次に、起訴・不起訴の件数について、６の芋と６の

鰯は関連しますので一括してお答えいたします。

　起訴件数等について那覇地方検察庁に問い合わせを

しておりますが、現時点で回答が得られていない状況

であり、県として把握しておりません。

　なお、参議院議員提出の質問主意書に対する政府答

弁書によりますと、那覇地方検察庁管内における平成

20年から平成22年までの３年間の米軍人等による自動

車等過失致死傷事件の起訴人数は29人、不起訴人数は

515人となっております。また、同答弁書によります

と、那覇地方検察庁管内における平成20年から平成22

年までの３年間の米軍人等による道路交通法違反事件

の起訴人数は434人、不起訴人数は233人となっており

ます。

　県としましては、米軍人等の犯罪については政府に

おいてできる限り情報を公開し、県民の理解を得る必

要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　県・市町村において

米軍施設等のかかわりで土地等が返還できない状況に

ついての御質問で、米軍施設等のかかわりで工事着工

できない現場と件数及び内容についてお答えいたしま

す。

　土木建築部において米軍施設等の返還手続等のかか

わりで進瀧が滞っている公共事業は、道路事業で宜野

湾北中城線、沖縄環状線、県道24号線バイパス、104

号線の４事業であります。河川事業では億首川、白比

川、比謝川、与那原川の４河川の改修事業となってお

り、合計８事業であります。

　手続停滞の主な要因としては、米軍住宅の再編見直

しや米軍施設の保安上の理由及び他の米軍区域への移

転等であります。

　県においては、早期整備を図る観点から、去る８月

から10月にかけて外務省沖縄事務所、在沖米国総領事

及び沖縄防衛局に対して返還手続の迅速化について要

請を行ったところであり、今後とも調整窓口の沖縄防

衛局と連携しながら、米軍との協議を粘り強く進めて

いきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　まず８番目、隔遠地補正です。

　これは非常に重要だと思っております。いわゆる長

崎とか鹿児島県の離島と比べて沖縄は低いのじゃない

か、そういう感じが僕の調べたデータではあるんです

けれども、１つは、奄美大島が約15億円、それから対

馬が約20億円、与論島が約４億6000万円。例えば、こ

れを沖縄と比べると大体２億円とか５億円とかの差が

あるもんだから、この辺をどうするか。沖縄県の場合

は離島の離島だから、この辺をどういうふうな形で今

後交渉していくのか。企画部長、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これはもう議員も御存じ

のことだと思いますけれども、この隔遠地補正、これ

は離島、遠隔地に所在する市町村について、遠隔地で

あることによって増加する経費である旅費、通信費。

その場合に起点となる場所は、これはいわゆる県庁所

在地を中心にして算定をされます。そういうふうな形

で算定されたものが積み上げられて、今議員が比較さ

れた数字になったかというふうに思いますけれども、

今私が手元に持っている23年度の離島のみの比較で申

し上げますと、これは鹿児島が約72億円、沖縄県が52

億円というふうな数字になってございます。鹿児島よ

り少ないわけですけれども、全国的には上位の部類に

あるというふうな状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから離島の離島で、振興計画の中

だとかいろんなところで島嶼性を強調しているでしょ

う。沖縄県全体にもかつてはあったわけだから。例え

ば金武町であれ那覇市であれ、あったわけです。それ

が廃止をされて現在は離島しかないわけだから、この

辺はやっぱりもう一度議論する必要があるのじゃない

かなと私は思っているわけです。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　確かに復帰の時点からし

ばらくの間、平成３年までは沖縄県本島市町村につい

ても適用があったというふうなことでございますけれ

ども、その後、本来の隔遠地の補正の考え方に沿って

県庁所在地からというふうな考え方で整備をされたと

いうふうなことでございます。しかし、それでも沖縄

本島内部で７市町村、隔遠地の指定市町村として指定

をされているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　余りこれで時間をとりませんから、

復活をするのか、今後どうするかということをぜひ部

局で研究してください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この隔遠地補正に限ら

ず、やはり全国一律で当てはめたときに、どうもやっ

ぱり外れるところは多々あるというふうに考えてござ

いますので、そういうふうな違いを踏まえて、なるべ
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く地方交付税の算定に組み込まれるようなそういう努

力を続けていきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　ちなみに、対馬市の地方交付税は

159億円ぐらいあるわけですね。地方交付税が予算を

占めるのが52％。そういうのもあって、それからやっ

ぱり沖縄県はすべてが特別措置法だから、沖縄は違う

よということを明確にしていかないとこういうことは

議論できないから、ぜひそこも研究していただきたい

と思います。

　次に、７番目の市町村の米軍施設等のかかわる土

地、今８件と言いましたね。その理由は何ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　先ほど、主な理由は

米軍住宅再編の見直しとか、米軍施設の保安上の理由

及び他の米軍区域への移転等でありますが、もし必要

ならば１点ずつ説明をいたしましょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　いいですよ。もっと何か理由がある

んじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　大きなものでは返還

との関連で、特に104号に関しては一部返還との協議

がその条件になっておりますし、億首川では先ほど

言った保安上の理由ということと、あと比謝川、与那

原川等では新たに共同使用という形の概念が出て、調

整している中でいろんな条件が変わったことも理由で

あります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　市町村は、金武町、宜野座村、恩納

村も含めてなかなか厳しいわけ。例えばごみ処理場を

つくるとか、県道104号をつくるとか。その理由は、

部長は言えないかもしれないけれども、いわゆる辺野

古がなかなか進まないから、米軍はそれと一体ですよ

という返事をしているわけですよ。そういうことじゃ

ないの、部長。はっきり言ったほうがいいよ。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　個々のこのような事案

については知事公室としては承知しておりませんが、

今議員が御指摘のような辺野古と一体だからというよ

うな正式な考え方については伺っておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　金武町ではそういうことを言ってい

るわけです、宜野座村にも。県道104号線もそういう

ことを言っているわけだ。やっぱり普天間と一体だか

らこれはできないと。返還するのはちょっとだけで

しょう。別に基地に影響を与えないでしょう。だか

ら、その辺を言うべきだと思うよ。部長、そういう話

を聞いたことないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　直接には聞いていな

いんですけれども、一応私たちが説明したときに、わ

ずかに一部の区域だけの返還ということで、私たちも

与世田副知事をキャップとして、わずかな区域ですか

らぜひお願いしますと強く言いました。そして、軍転

協でも要請活動の中の１項目で入れました。しかしな

がら、やはりその回答の中では、一部返還についての

協議が必要だというだけの回答で、細かな説明はござ

いませんでした。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、それは辺野古と一体として

いるからというのが向こうの本音なんですね。それは

いいとして、こういうことがやっぱり今の米軍の姿

勢、政府は弱いわけだよ、米軍に対して。だから、そ

このところはやっぱりきちっとやるべき必要があると

思う。公室長、その辺を頑張って交渉してみてくださ

いね、そういうことを含めて。いわゆる工事がストッ

プしているという状況を説明して。そういうところが

ワーキングチームの役割だと僕は思うんだよね。そう

いうのはワーキングチームでいろいろな議論をして、

そしてそれを前に進めていくと。これは意見にとめて

おきます。

　次に、米軍・軍属の事件について。

　今回の公務中におけるいわゆる軍属の事件につい

て、日米合意のポイントですね、骨子というか、ここ

だけちょっと説明してくれませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　いわゆる軍属の公務中

における事件・事故につきましては、米国による法解

釈もありまして、2006年以降、第一次裁判権は米側に

あるわけですけれども、実質的に懲戒処分しか科せら

れ得ない状態になっていたと。このことから、ことし

の１月に発生した交通事故におきましても、死亡事故

という重大な事故であったにもかかわらず、運転停止

５年といった軽い処分であったわけです。こういった

ことに対する県民の反発、あるいは県からの申し入れ

等もありまして、日米両政府において、公務中の事

件・事故であって死亡等重大な事態を引き起こした者

につきましては、その訴追権につきまして日本側がそ

の要請をすることができて、それに対して米側が好意

的考慮を払うといった取り決めができたということで

ございます。



－ 383 －

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　つまり公務中であっても起訴できる

ということでいいんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　日本政府が要請をしま

して、米側が好意的考慮を払った上で起訴ができると

いうことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　平成８年の好意的配慮というか、こ

れとの違いはどういうことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　平成８年の部分につき

ましては、これは軍人・軍属の拘禁移転の話でござい

まして、いわゆる拘禁につきましては日米地位協定上

は起訴前の引き渡しはできないということでしたけれ

ども、運用の改善によりまして、御承知のように日本

側が要請して米側が好意的考慮を払った場合に起訴前

の拘禁移転が可能になるという改正でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　ここが注目すべきだと思いますね。

公務中で軍属は起訴できますよといった。平成８年は

公務中ではなくて公務外を拘束していたものだから、

これを好意的に日本側に身柄を移しますよと。という

ことはどういうことかというと、つまり軍人が事故を

起こした場合、公務中でも起訴できる可能性が出てき

たということではないのかなと私は思うんだけれど

も、どうですか。

　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時25分休憩

　　　午後５時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御指摘の点につきまし

ては、今回、軍属の公務中の事件・案件につきまして

は、軍属はいわゆる平時においては軍法会議にかけら

れないという米側の解釈におきまして、米側で起訴が

できないわけではないですけれどもできない状態が

あったと。したがって、それを改善するために今合意

がなされたわけでございますが、御指摘の軍人につき

ましては軍法会議で訴追できるということでありまし

て、第一次裁判権は依然としてアメリカ側にあるとい

うことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、一歩踏み込んできたわけで

すよ、僕が言っているのは。例えば、軍法会議にかけ

られなくてもそういうことができたんだということ。

ここはやっぱり我々はもう一度検証して、今後の地位

協定の改定に生かすべきじゃないかと私は思います。

ちょっと前進しているわけだから、公務中・公務外で

もそれができるんだということだけは明記しておく必

要があるだろうと思っています。

　医療問題に移りますけれども、離島・僻地という場

合、医者の数とか病院の数とか診療回数を言いました

けれども、私は、やっぱり消防における救急車、そし

て救急救命士が幾らいるかとか、そういうところも必

要であるんじゃないかなと思うけれども、この辺はだ

れが答えるでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員がおっしゃるよ

うに、救急のときには、例えば出血したら止血する、

あるいは呼吸がとまったらというそういうふうな救急

車が来るまでの基本的な救急の技術と、救急車が来た

ら救急救命士をたくさん要請して、それで適切な医療

行為ができるところに搬送するというそういう連携の

体制を組むのは極めて重要な事項で、そういうことで

メディカルコントロール協議会というのがあるんです

けれども、そういうところで協議したりして向上に努

めております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、いわゆるそれにかかわる人

たち、例えば国頭消防であるとか、名護であるとか、

そういう関係の実態は御存じありませんか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時29分休憩

　　　午後５時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　現時点で知事公室にお

いては把握しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　質問取りに来たらそこを言ったんだ

けれども、やっぱりそういうところと連携する、特に

離島・僻地というのはそことの連携だから。それから

救急ヘリがあって、またどうにもならないときは救急

ヘリを活用させるとかいう連携が非常に大事だと思い

ますから、この辺はちょっと後でまた説明してくださ

い。

　それから、教育現場での新聞の活用についてですけ

れども、実は、私は週２回読み聞かせをしているんで

す。それで新聞をとっていつも読み聞かせている中で
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新聞を見せるんですけれども、子供たちの反応は非常

にいいわけですよ。そのときに起こったこと、テレビ

で起こったこと、沖縄県で何が起こっているかとか。

今回は、「世界のウチナーンチュ大会」の写真を見せ

たらぱっと反応したわけですね。僕はそこから当山久

三の話をしたんだけれども。だから、やっぱり新聞に

ある市町村のニュースとか、そこをまた新聞を活用し

て生徒に訴えるということになって非常にいいと思う

んですよね。その辺、教育長どうですかね。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　議員御指摘のとおり、改訂

されました学習指導要領でも小学校、中学校の国語等

で新聞を読むことが盛り込まれました。そういう中

で、新聞をぜひ学校教育に活用することを通していく

中で読む能力を育てながら、読解力を高めていくこと

が大変大切であると、そういったことが示されました

ので、私どももそういったことを通しながらぜひ取り

組んでいきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　時間がありませんから、１つは今の

北部の高校の編成問題です。

　この北部の生徒の流出は、これは教育庁にも大きな

責任もあるんじゃないかと僕は思うんですけれども、

この辺どう思いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほど中南部への生徒の流

出についての実態を申し上げました。その中で要因が

幾つかあるという答え方をしましたけれども、再度申

し上げますと、生徒が自分たちの能力や適性、また興

味とか関心、あるいは進路希望等に応じて高校を幅広

く選択していこうと、そういった結果ではないかと私

どもは認識をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、例えば辺土名であれ、宜野

座であれ、名護であれ、北山であれ、本部であれ一生

懸命頑張ろうとしていたわけです。しかしながら、

やっぱり中部に進学校であるとかそういうものが出て

くるとそこに行きたくなる、魅力があるわけですよ

ね。だから、学校を充実させるというそこが怠ってい

たんじゃないのかなと、こう思うわけですよ。宜野座

であれ、北山であれ、辺土名であれ、やっぱりそこの

学校を充実させることによって、子供たちが魅力ある

学校、そこに入るんだという気概がなければ地域は育

たないですよ。どうですか。だから僕が言っているの

は、魅力ある学校づくりをしなかったんじゃないかと

いうことですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私どもは、これまでも第１

期から第４期まで編成整備を策定してまいりました。

今回は第５期なんですけれども、その中で幾つかの総

括をしながら今回の対応をさせてもらっています。１

つといたしましては、進学率を設定していこうと、つ

まり進学率の向上を図りましょうと。２点目が、高等

学校の規模の適正化でございます。そして学科の定員

の割合等々ございます。そういう中で今回は各論とい

いますか、そういう中でのさまざまな編成整備が策定

されてきたという状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それは後で議論しましょう、今後続

けるでしょうから。

　次に、副知事、民法でいうと20年が契約ですよね。

いわゆる賃貸契約とか長期の、20年を超えてはならな

いとあるわけだから。防衛省の今の姿勢は、要するに

じゃ 10年しましょうねと、あとは５年しましょうね

とか、15年しましょうねとか、そういうことを聞く耳

を持たないわけだよ。そういうことだったら強制収用

しましょうねと、手続に入りますよと、そういう言い

方をしているわけです。副知事、これはどう思います

か。

○議長（髙嶺善伸君）　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　防衛省と地主との交渉の

今のような提示の仕方というのはちょっと承知はして

いないんですけれども、私は、地主の側が10年でいい

ですよ、あるいは５年だったら応じますよと、こうい

うふうに言ったら、当然防衛省はこれで当然契約に応

じなければならないと思いますよ。それにもかかわら

ず強制収用のような形にやりますよと言ったって通ら

ないですよ。なぜなら、その間はちゃんと合意すると

言っているわけですから、貸す側のちゃんとした条件

提示で応じていかざるを得ないというのが契約原則だ

と思いますけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　私もそのとおりだと思っています。

私も当事者で、そういう話をしたんです。私の土地は

今強制収用にかけられていますよ、手続が着々と進ん

でいます。私は、私が貸しますよと言っているんで

す。私は契約しようとしたんだから。ありがとうござ

いました。

　新たな軍転特措法の制定についてですけれども、こ

れは何も進展がないと言ったほうがいいのかな、企画

部長。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。
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○企画部長（川上好久君）　今のところまだ姿が見え

ていないというふうなことでございます。何の進展も

ないというふうなことではなくて、軍転特措法につい

ては、昨年の10月に基本的な考え方をまとめて――こ

れは議員からも質疑がございまして――そして県要綱

案というふうなものをつくって、これを各政党に説明

をしながら、今般自民党のほうでも法案というふうな

ものをつくる、そういうふうな動きも出てきておりま

す。９月26日には、国のほうは現行の法律を一本化し

てつくるという方向は出しております。そしてあっせ

んの手続を依頼しています。それ以外の内容について

は、今、事務的な調整を進めているというふうな状況

です。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　この概算要求の中では、制度設計と

いう一括交付金でやっているわけですよね。全国ベー

スでやりますよと言っているわけだから、かなり大変

だなと思います。これが一つ。

　それからもう一つは、700億円のプラスアルファで

すよね。これは今までは大体2300億円ペースでやって

きて、こっちでプラス700億円いけるわけだから、今

の状況の時期にこの700億円プラスというのはどうな

のかなと私は思うんですよ。そのために、ぜひオール

沖縄・ジャパンで獲得運動を頑張ろうと思いますけれ

ども、最後に知事の決意を聞きたいと思います。35秒

しかありませんから、よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　政府と政策協議会というの

を１年半ぐらい前につくって、各省の大臣が入って沖

縄振興について議論を始めたころは、我々は一括交付

金という仕組みをぜひ入れたい、金額はやはりもう少

し上げて3000億円だと、そういうことで実は進んでい

たのが、３・11後、世の中がこういう事態になって、

今どき予算を上げるというのはいかがなものかという

議論がないわけではありません。ただし沖縄振興も大

変重要だと、まだ終わっていない。何も３兆円と言っ

ているわけではありませんから、これはこれでよく御

理解をいただきたいということで進めています。です

から、最後ぎりぎりのところでしか出てこないと思い

ますが、まだ頑張っておりますので御支援のほどを。

○ 田　勝廣君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

　　　〔吉元義彦君登壇〕

○吉元　義彦君　皆さん、こんばんは。

　いよいよ時間も押し迫ってきました。やじも飛んで

きていますが、早々と進めてまいりたいと思います。

　通告に従って一般質問をしたいと思います。

　まず初めに、１、北部振興事業についてお伺いしま

す。

　茨、平成24年度内閣府沖縄担当部局概算要求におい

て、北部振興事業が50億円となりました。まず基本的

なことをお伺いします。この北部振興策は、沖縄県が

求める一括交付金に含まれますか伺います。

　２、観光行政について。

　県は、2012年度から10年間の観光行政の指針となる

第５次観光振興基本計画案をまとめるようになってお

りますが、その中で目指すビジョンに「島の歴史・文

化芸能」（文化）など沖縄の優位性として初めて明確

に示したとなっており、滞在日数の増やリピーターの

増にも大変期待できるものだと思います。

　また、沖縄総合事務局は、沿岸の景観や自然を中心

に観光振興を目指す「日本風景街道」に、名護市から

国頭村奥につながる国道58号や本島北部東海岸の県道

70号線、国道331号を中心とした「やんばる風景花街

道」を登録したと発表しております。

　そこで伺います。

　茨、市町村の文化遺産や史跡を観光資源として活用

するための案内板の設置について検討できないか伺い

ます。

　３、医療行政について。

　茨、県立北部病院の内科、外科患者の満床状態によ

る一時的救急制限問題について。

　北部では高齢者世帯や独居老人が多く、在宅介護も

難しい長期入院患者のための受け皿づくりが重要と認

識されているが、今後の対策について伺います。

　芋、県救急医療協議会において、県はドクターヘリ

の複数配置や優先地区などについて意見を集約して考

え方をまとめるようですが、進瀧状況について伺いま

す。

　４、消防行政について。

　茨、県では、2008年に県消防広域化推進計画を策定

し、2012年度中の広域化を目指してきた。しかし、財

政負担増などを理由に浦添、うるま、宮古島、那覇の

４市が離脱を表明しているが、県民が不利益をこうむ

ることがないよう県がしっかり調整に乗り出し、市町

村の不安解消に努力すべきと思いますが、今後の県の

考えをお伺いします。

　芋、地域住民でつくる消防団員について、火災出動

や活動の責任の所在について県内市町村における消防

団員数は十分確保されているか。また、費用弁償と災

害補償は十分手当てされているのか伺います。

　また、今回の東日本大震災においても197名の消防
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団員の皆さんが殉職されました。改めて心から哀悼の

意をあらわし、御冥福を祈ります。

　５、高校編成整備計画について。

　茨、2012年度から向こう10年間にわたる県教育庁の

「県立高校編成整備実施計画（素案）」について教育

関係者や関係団体から意見を集約し、来年３月までに

計画をまとめる予定だとなっておりますが、これまで

の報道を見ると各地域で大変厳しい意見や不安が出て

いる。遠距離通学になれば経済的、精神的負担が大き

い。教育の機会均等が重要と思いますが、教育長の今

後の考え方について伺います。

　６、農業振興について。

　茨、我が沖縄県は、ミカンコミバエの根絶やウリミ

バエの根絶等世界に誇れる技術が確立されており、天

敵後進国日本・沖縄から始める本気の天敵産業として

沖縄を天敵生産基地にする考えはないか、農林水産部

長の所見を伺います。

　芋、そのためには、情熱のある県病害虫防除技術セ

ンターの職員、農家、普及員、試験場との連携が重要

であるので、部長の洞察力をぜひお願いしたいと思い

ます。

　鰯、農業研究センターについて研究員が３割減少し

たと聞いている。また、農務員も補充されていなく、

非常勤職員で週３日という状況では沖縄農業の将来の

ビジョンは達成されないのではないのか。もっと予算

を入れ、生産振興につなげられる研究に専念できる環

境づくりに努力すべきだと思いますが、部長の所見を

伺います。

　７、名護市真喜屋運動広場の拡張整備について。

　茨、同運動広場の拡張整備については、名護市北支

部体育協会を初め羽地支部区長会、羽地振興会等から

要請が名護市に平成14年に出されております。名護市

としても陸上競技大会や野球を行う際に共同利用部分

があり、利用者の安全面や駐車場などについて考慮し

た結果、狭隘であると認識され改善の方向で検討して

いるようですが、そこで、どうしても現在北部土木事

務所が資材ヤードとしている土地の提供と海岸保全区

域の廃止及び国有財産の払い下げが必要であり、地域

の切実な要請がかなえられるよう県としても努力すべ

きと思いますが、部長の決意について伺います。

　以上、一般質問とし、再質問は指定席から行います

のでよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの吉元義彦君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後５時49分休憩

　　　午後６時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の吉元義彦君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　吉元義彦議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、観光行政に係る御質問の中で、市町村

の文化遺産や史跡の案内板設置についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、沖縄県を訪問する観光客の利便性の向

上を目的として、主要観光地などの観光案内標識、観

光案内板の整備を行っております。昭和61年度から平

成22年度にかけて県事業分といたしまして233基、そ

して市町村事業分として500基の合計733基を整備いた

しております。その中で、市町村への補助事業として

史跡等の案内板も整備いたしております。また、平成

21年度からは、外国人を含む観光客の利便性の向上を

目的に日本語、英語、そして中国語、韓国語の多言語

表記によります観光案内板の整備を進めております。

　県といたしましては、引き続き市町村と連携を図

り、文化遺産や史跡を含めた観光地における多言語表

記案内板の整備を促進してまいる所存でございます。

　次に、医療行政に係る御質問の中で、県立北部病院

の長期入院患者の受け皿についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　急性期医療を担う病院におきまして、長期入院の状

況を解消することは全国的な課題となっております。

各医療機関相互の地域医療連携により役割分担を図り

つつ、圏域全体の病床の有効活用を推進していくこと

が重要とされております。

　県におきましては、北部地区医師会と県立北部病院

との連携で行っております患者情報の共有化を図るた

めの「ＩＴ活用地域医療連携システム構築事業」や

「地域医療連携クリティカルパス」の導入推進への事

業に補助するなど、急性期医療から在宅医療、そして

介護まで、切れ目のない医療提供が図られる体制づく

りに取り組んでいるところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　北部振興事業についての

御質問の中で、北部振興事業は沖縄振興一括交付金
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（仮称）に含まれるかとの御質問にお答えします。

　沖縄県としましては、県土の均衡ある発展を図る観

点から、平成24年度以降の北部振興に関する事業の継

続は必要であると考えております。また、国も北部振

興事業の継続の必要性を認めており、平成24年度概算

要求がなされているところであります。

　沖縄県においては、現在、国に対して自由度の高い

沖縄振興一括交付金の創設を求めているところであり

ます。平成24年度以降の北部振興に関する事業につい

ても、沖縄振興一括交付金（仮称）の活用等も含めて

検討を行っているところであります。

　次に、農業振興についての御質問の中で、農業研究

センターにおける人員及び予算の確保についてお答え

します。

　農業研究センターは、生産から流通、消費までを考

慮した総合的な技術体系の開発、他府県とは異なる独

自の自然環境に配慮した持続的な農業発展の新技術の

開発や開発技術の関連分野への迅速な技術移転を実施

しております。そのため農業研究センターの人員及び

予算については、試験研究課題の選択と集中を基本と

して、部の定員管理計画等に基づき適切に配置及び配

分しているところであります。具体的には、沖縄県の

産業振興に向けて多様化・高度化する研究ニーズに対

応するため、試験研究評価システムによる各試験研究

機関の研究課題の適正な評価、重点研究課題の設定な

どに基づき予算及び人員の適切な配分に努めておりま

す。さらに、人材の育成や各試験研究機関との連携を

図ることにより研究機能の強化にも努めているところ

であります。今後とも、農業研究センターにおいて

は、農業技術の向上並びに農業生産の増大に寄与する

ことを目的として試験研究を行う役割を担ってまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　医療行政についての

中の、ドクターヘリ複数配置等の検討に係る進瀧状況

についてお答えいたします。

　県では、去る11月21日に第２回目の沖縄県救急医療

協議会を開催し、ドクターヘリの２機目導入等急患空

輸搬送体制の充実について検討を行ったところであり

ます。今回の協議会においては、搬送症例ごとの状況

と本島周辺離島及び宮古、石垣島周辺離島の診療所医

師へのアンケート調査結果を中心に議論を進めたとこ

ろであります。次回の協議会においては、これまでの

委員意見を踏まえて今後の方向性を整理していきたい

と考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　消防行政についての御

質問の中で、消防広域化から離脱を表明した４市に対

する県の対応についてお答えいたします。

　平成22年度の沖縄県消防広域化等研究協議会におけ

る協議結果を踏まえ、本年４月に沖縄県消防広域化推

進協議会が設立されました。同協議会においては、平

成25年度からの消防広域化の実現に向け、これまで市

町村長で構成される協議会が３回、副市町村長や消防

長等で構成される幹事会が６回開催され、広域化後の

組織体制や財政負担等について協議が行われ、各市町

村は来年度からの法定協議会への参加につき年末まで

に決定する予定でありましたが、昨日開催された幹事

会において、この期限を来年２月までとする方向で検

討がなされたところであります。

　一方、同協議会へは、浦添市、うるま市及び宮古島

市が発足当初より参加を見合わせており、那覇市は11

月の段階で来年度の法定協議会への不参加を表明して

おります。

　県としましては、消防広域化により管理部門統合に

よる現場対応職員の増加、災害発生時の初動体制の強

化、統一的な指揮下での効率的な部隊運用、窓口一本

化による関係機関との迅速な連携などの災害対応力の

強化が図られ、このメリットを最大限に生かすには県

域１ブロックでの広域化が望ましいものと考えており

ます。このため、不参加を表明している４市を初め各

市町村の意見を十分に聞いた上で、全市町村が消防広

域化に参加できる枠組みづくりについて引き続き検討

してまいりたいと考えております。

　次に、県内における消防団員数と団員の費用弁償や

災害補償についてお答えいたします。

　沖縄県の消防団員数は1625人であり、平成22年４月

１日現在、人口１万人当たりの消防団員数を全国と比

較すると沖縄県は11.7人と、全国平均の69人に比べて

著しく低い状況であります。

　消防団員に対する費用弁償である出動手当について

は、県内全市町村で条例に基づき支払われているとこ

ろであり、例えば、火災時の１人１回当たりの出動手

当は、県内市町村の平均単価が日額3503円であり、全

国平均の3379円とほぼ同水準となっております。

　公務災害補償につきましては、消防組織法におい

て、公務災害が発生した場合において市町村は損害を

補償しなければならないことと定められており、国の
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定める基準により適切な補償が行われているところで

あります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　高校編成整備計画について

の御質問で、教育の機会均等についてお答えいたしま

す。

　高等学校教育において、生徒はさまざまな考えを

持った他者との出会いにより自我を確立する大切な時

期であり、そのためには適正な学校規模が必要である

と考えます。学校の再編統合により多様で弾力的な教

育課程の編成が可能になることで生徒一人一人の教育

の機会は確保されると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業振興についての

中で、沖縄を天敵生産基地にすることについてお答え

します。

　県では、消費者に安全で安心な農産物を供給するた

め、土着天敵等の活用など環境に優しい病害虫防除を

推進しているところであります。土着天敵について

は、研究機関と企業との共同研究により、野菜類の重

要害虫であるアザミウマ類の捕食天敵アリガタシマア

ザミウマが平成15年４月に、ハモグリバエ類の寄生天

敵ハモグリミドリヒメコバチが平成17年６月に農薬登

録されております。これらの成果を踏まえ、企業にお

いては天敵を事業化するため平成15年に糸満市に天敵

生産施設を建設し、天敵農薬の販売を行っておりま

す。

　県といたしましては、平成19年度から、新たな土着

天敵の農薬登録を目指した試験を企業と共同で実施し

ており、今後とも天敵産業の事業化に取り組んでまい

ります。

　同じく天敵農薬を活用した病害虫防除技術の確立と

関係機関の連携についてお答えします。

　天敵農薬を活用した病害虫防除技術の確立について

は、平成16年度から17年度に「おきなわ産天敵の実用

化支援事業」を行い、平成18年度から20年度には「天

敵利用技術確立実証事業」を実施しております。その

中で、農業改良普及センターと病害虫防除技術セン

ターが連携して実証圃を設置し、天敵を扱う技術者の

養成と農家への技術普及を推進しております。天敵利

用技術の普及については、天敵の放飼時期や密度、放

飼方法などきめ細かな技術普及の取り組みが必要であ

ります。

　県といたしましては、関係機関と連携を強化し、天

敵農薬による病害虫防除技術の円滑な普及に取り組

み、安全・安心な農産物の供給を図ってまいります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　名護市真喜屋運動広

場の拡張整備についてお答えいたします。

　真喜屋運動広場拡張計画内にある土地の一部は国土

交通省所管の公共用財産であり、現在、北部土木事務

所が資材ヤードとして有効利用していることから代替

地の確保が必要であります。

　また、海岸保全区域の廃止及び国有財産の払い下げ

等を行うに当たっては、既存護岸の代替施設を設置す

ることが必要であり、原因者である名護市の対応が重

要であると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　再質問をさせていただきます。

　まず北部振興事業からお伺いいたします。

　24年度以降についても北部振興事業は継続をして、

均衡ある発展につなげていきたいという答弁をいただ

きました。これについては、当初は100億円というこ

とであります。それから、民主党政権になってから75

億円、今回は50億円ということになっているわけです

ね。この事業については、所得の向上あるいは産業振

興に資する事業、それから定住人口の増加に資すると

いうことの条件が付されていると思いますが、そうい

う観点からいくと、部長、減額されたということにつ

いては、これがある程度達成されたというふうに見ら

れているのかどうか、この点についてお伺いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　当初100億円から、次年

度は50億円というふうな数字が出てきたりするわけで

ございますけれども、これについては国のほうでひと

つ判断をされたことでありまして、これについて県と

してなかなかコメントはしにくいものがございますけ

れども、金額の多寡は別にしても、やはり北部の振興

というのは非常に重要だというふうに思っておりま

す。そういう意味では、その時々の金額というのは、

やはりその時々の財政状況というふうなもの、いろん

なファクターが影響して決まっていくものが少しござ

います。そういう意味で、こういうふうな流れがひと

つあったかと思いますけれども、北部振興事業につい
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ては、やはりまだやるべきものはあるというふうに県

としても理解をしています。そして、そのことについ

ては国のほうも理解をして、今般この概算要求にはそ

ういうふうな要求が出たんだというふうな理解をして

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　これは補助率も落ちているわけです

よね。それから期限も５カ年間ということで短縮され

てきている。そういう意味では、先ほど申し上げた観

点から言うと、今まで進められてきた事業の中では大

変評価できるものだということで県も認識をされてい

る。そういうことで、北部市町村長会とのこの辺のや

りとりというものは、県と一緒に行政もやってきたと

思うんですが、この点についてはどうなんでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今回の新しい振計につい

ては、予算制度の形も変えることを国のほうに求めて

いく。そしてまた、それぞれの地域の振興についても

新しい計画の中にいろいろ書き込むと、そういうふう

な作業をやってきております。北部市町村のほうと

も、これまで４回ほどじかに私も、知事も出向いて意

見交換をやってきております。その中で、また次の北

部振興も必要だというふうなことについては意見を

承ってきております。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　知事、これは継続についても大変評

価できるわけであるんですが、この75億円は一括交付

金の中にも含まれているというふうに先ほど川上部長

の答弁もありますので、私は最低限この75億円を獲得

できるように知事が先頭に立って頑張っていかなけれ

ばいけないんじゃないかなと思うわけですが、知事の

所見をまずお伺いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まだ今の段階で金額につい

てなかなか申し上げにくいところがありますが、ただ

北部振興については、今部長も申し上げましたように

大変重要だという点はみんな一致しておりますし、一

括交付金3000億円ということで出してはおりますが、

こういう御時世で3000億円がどれぐらいの形でまとま

るかによって、またひとつ御相談をしましょう。一生

懸命頑張ってまいります。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　北部市町村長会との調整もいろいろ

出てくると思うんですけれども、ぜひ知事が先頭に

なって頑張って、今後の一番重要な節目だと思ってい

るし、また知事も一生懸命頑張っているお姿に対して

は大変心から敬意を表して感謝を申し上げる次第であ

ります。今後ともひとつよろしくお願いしたいと思い

ます。

　それから、ちょっと前後いたしますけれども、７番

目の真喜屋運動広場の件について当間部長のほうにお

伺いしたいんですが、これはもちろん国土交通省、あ

るいはこの財産の払い下げとかいろいろあるわけです

けれども、名護市はこの安全性の問題とか、あるいは

どれだけこの運動広場が使われているかと考えてやっ

た場合、狭隘である。あるいはまた、モクマオウが海

岸保全の前のほうにどんどん伸びていって繁茂して、

それで今が大変いい時期じゃないかなと、拡張につい

てはやるべきじゃないかということで、これはぜひ今

度予算化もやって前向きな対応をしていこうというふ

うに考えているんですよ。そういう意味でやっており

ますので、例えば、この真喜屋運動広場の利用実績を

かんがみた場合、利用件数が22年度の場合が385回、

１年間でですよ。それから、利用人数で１万6201名利

用されているわけですよ。それだけ利用されている運

動広場です。

　今回北体協という年１回の運動会が開催されます。

私も、玉城副議長もそこに来賓として案内を受けて参

加するわけですけれども、テントで運動場が一周巻か

れて、その中で200メートルのトラックがあって、投

てきの大会などもあるわけですよ。見ていても大変危

険だなという感じもいたします。そういうことでやり

くりをして、あるいはまた運動場のマウンドもトラッ

クを設営するために削り取ってやっているわけです

よ。そういうことも含めて勘案した場合、やはり名護

市が今考えているようなことをやらなければいけない

んじゃないかなというふうに私は思っております。こ

れはぜひ県も前向きに、確かに今は資材ヤードとして

使われております。資材ヤードについては橋脚部とか

そういうもっと活用できる場所がないかどうかという

のも含めてぜひ県も検討すべきですよ。その辺につい

てどうなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　おっしゃるように、

その必要性は認識していますし、私もよく現場を知っ

ています。古宇利大橋の現場にいたときに毎日そこを

通っていましたので、そこを利用したこともありま

す。

　それで議員がおっしゃるように、資材ヤードで使っ

ているからそういうのをできるんじゃないかという気

持ちはよくわかるんですけれども、２点申し上げたい
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んです。まず、今は資材ヤードということで仮設的な

ものですから使えるんですけれども、運動施設とか駐

車場になると、やはり永久または半永久的な建物を建

設する場合は、どうしても国有財産の機能を喪失する

ことで国有財産の払い下げが必要なんですよ、まず１

点ですね。もう１点、資材ヤードだから県有地がたく

さんあるんじゃないかという気持ちもよくわかるんで

すけれども、ここは３ヘクタールもあって、県として

は、鋼材とか大型の土のうとかガードレールの保管場

所として大型のトラックが進入できる大きさの広場で

す。これぐらい大きい広場というのは幾ら北部といえ

ども県有地がないものですから、その２点があって、

ヤードとして仮にどこか探しても、どうしても永久構

造物をつくる場合は、ちゃんとまた前面に護岸をつく

らないといけないと。その場合に、県で護岸をつくる

にしても、やはり護岸を整備する優先順位の予算の確

保等がありますので、そういった面で、今緊急的にそ

こだけを先にやるわけにいかないものですから、そう

いう３つぐらいの状況があって今は難しいということ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　部長、これは名護市とも調整をされ

たことはあるんですか。例えば、どのぐらいの面積を

ヤードとして使って、あるいは例えば護岸を名護市が

事業化をして、事業メニューを持ってやるということ

も含めて調整されたことがあるのかどうか。

○土木建築部長（当間清勝君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時43分休憩

　　　午後６時43分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　名護市と北部土木事

務所間では、いろんな手法についていろいろ意見の交

換はしていると聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　部長、ぜひこれはヤードの問題も含

めて、それから今言う護岸の問題も含めて再度詰め

て、今私がお聞きするところでは、名護市が24年度に

実施設計を入れたいというふうな考え方を持っており

ます。ぜひ再度もう一回詰めていただいてその辺を

やっていくようにお願いをしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　11月の北部市町村の

行政懇談会でも名護市長からじきじきにそのお話がご

ざいました。県としても前向きにやる方法を私もいろ

いろ指示して考えたんですけれども、やはり先ほど

言ったような３つぐらいの条件があってなかなか難し

いんです。そういう中で何かいろんな工夫でいい方法

がないか、できる範囲で何とか考えていきたいと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　ぜひこの切実な願いをかなえられる

ように、また先ほど申し上げたとおり、これだけの利

用回数がございます。頑張っていただくようにお願い

したいと思います。

　それから救急医療の問題です。

　先ほど知事からも御答弁いただいているんですが、

医師会病院の問題ですね。医師会病院さんが連携をう

まくとって対応できるんであれば、しっかり今後もこ

ういう対応方をやっていけるような方法を地域中核病

院としての機能を果たせるようにできればと思うんで

すが……。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　まさに議員おっしゃ

るとおりで、非公式ではありますけれども、先日私の

部屋に名護市の責任者と北部地区医師会の皆さん、そ

れと医師会病院長、県立病院長、それと中部病院長等

が集まって北部の救急医療体制を安定的にやるために

どうしたらいいのかということを一応調整して、適宜

県民に迷惑のかからない立派な医療を確保していかな

ければいけないという思いは一緒ですので、また議員

の力もぜひお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　吉元義彦君。

○吉元　義彦君　最後にドクターヘリの件なんです

が、ＭＥＳＨサポートの問題です。

　これは、2007年以降559件の活動があるわけです

ね。これはやっぱりこれだけの利用回数があるから、

このすみ分けをうまくできるような方向でできないか

どうか。次の検討会の中でも含めて検討できないか、

検討できるようにですね。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　今まさにそういうこ

とを、ＭＥＳＨの責任者も参加して県全体の中で、ど

ういうふうな救急搬送体制、先ほど租田議員からもあ

りましたけれども、あのレベルから始めて、離島もた

くさんありますので離島間の搬送、そういうことも全

体的に救急搬送の体制を強化するにはどうしたらいい

のかという本質的な議論の中でしかるべき結論が出て

くるものと考えております。

○吉元　義彦君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。
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　　　〔池間　淳君登壇〕

○池間　　淳君　始める前に語句の訂正をしていただ

きたいと思います。基地問題についての芋、私は、い

つも日米地位協定を早くやってもらいたいなと、いつ

決定されるのかなというふうな思いでいつもいるんで

す。それが念頭にあったものですから、この文章にも

そういうのが出てきて「日米地位協定の決定」という

ふうに書いてあります。大変申しわけないんですが、

「改正」に書きかえていただきたいというふうに思い

ます。よろしくお願いします。

　所見を交えながら一般質問をさせていただきたいと

思います。

　議員の皆さん、ありがとう。

　毎日毎日８時過ギガミナー議会ヤシー、ダリンキー

　オンモガラ　ッサインソガ、最後ガミカイシー、協

力シーフィ、つき合いフィありがとう。アッソガヤ、

議員の皆さん、知事ヤァー風邪ヒキードゥ、毎日点滴

ウツガツナ、クヌ議会を乗リクィーオリ
。
テンドー。知

事のこの精神力、根性、クリアー　ンーナシィー見習

ラーダカーナランティドゥ思う。

　それでは、知事も執行部の皆さんもひとつよろしく

お願いします。

　去る11月25日に本会議場で全国都道府県議会議長会

と沖縄県議会から15年勤続表彰があり、不肖私も受賞

することができました。しかし、これは私の表彰では

なくて後援会の皆さんの表彰だと私は思っておりまし

て、まず初めに後援会の皆さん方にこれを御報告しな

ければいけないんですが、まだやってないんですよ。

この場をおかりいたしまして、後援会の皆様方に感謝

を申し上げさせていただきたいと思います。後援会の

皆さん、どうもありがとうございました。（拍手）

　さて、月日の流れは早いもので、知事２期目の就任

からあさって10日で１年を迎えます。課題が山積する

１年であったと思いますが、３月11日の東日本大震災

のことはもちろんのこと、公約実現に向けて東奔西走

頑張っている姿は大変頼もしく思います。21世紀ビ

ジョンの最初の年である24年度からは、自由度の高い

予算、すなわち3000億円獲得のために一緒に頑張らな

ければならないという気持ちが強くわいてまいりま

す。

　基地問題については、閣僚の皆さんが入れかわり立

ちかわり沖縄もうでをしているんですが、普天間飛行

場の辺野古へのお願いをしている中にも、かたくなに

断り続けて微動だにしない知事のスタンスには感銘を

受けます。我々自民党県連も知事とともに、この基地

問題解決に向けた決意は変わりません。知事、このス

タンスを曲げないように、堅持していただくようによ

ろしくお願いいたします。

　日米地位協定の見直しについては機会あるごとに、

今議会でも決議をし、そして意見書を各方面に出して

きたんですが、復帰39年――来年はもう40年です――

何の進展もないような気がいたします。先ほど訂正し

てもらったように、やっぱりこれは早く見直しを決定

させなければならないと私は思っております。与世田

副知事、好意的考慮がなければ適用できない法律なん

て、なぜ日本はつくったのでしょうかね。残念でなら

ないんですよ。法治国家であるならば、その事案ごと

に国内の法律で裁けるように改正しなければならない

と私は思っております。日米地位協定改正にどう国を

動かすかということが大きな課題であります。先ほど

宮古の言葉でやったんですが、これは後で再質問でや

ります。

　そこで次の質問をいたします。

　茨、普天間飛行場の移設について。

　県は、基地の負担は全国民で平等に負担すべきであ

ると世論を喚起する広報活動を展開しているようです

が、成果と課題についてお願いいたします。

　芋、日米地位協定の改正について。

　ア、日米地位協定によって沖縄県が事件・事故にい

かに苦労し悩まされているかということを国民のほと

んどがわからないんじゃないか、認識していないん

じゃないかなというふうに思います。日米地位協定の

改正は従来の方法では厳しいと思います、40年間動い

ていないわけですから。国民世論を喚起することが有

効だというふうに思いますが、知事の御見解を賜りた

いと思います。

　２、ＴＰＰ交渉参加について。

　野田佳彦首相は、国民の合意を得ることなくＴＰＰ

への交渉参加を表明しております。拙速過ぎると思い

ます。なぜこのように急ぐのか理解できませんが、Ｔ

ＰＰ参加に向けての交渉に参加することは間違いない

んです。沖縄県の基幹作物であるさとうきびを初め農

林水産業に大打撃を与えることは間違いないと思いま

すが、そのほかにどのような影響があるか精査してお

く必要があると思います。そこで、各部局長にどうい

う影響が想定されているのかをお伺いいたします。

　３、文化・スポーツの振興について。

　スポーツの分野を教育委員会から文化観光スポーツ

部に移管されたのは、スポーツ分野をどう観光につな

げることができるかということを研究する意味も含め

て移管されていると思います。知事の公約には、各種

スポーツ施設の整備及び競技力向上に取り組み、ス
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ポーツ産業を創出したいとあります。しかし、高校総

体が終わると予算が大分減らされているように思いま

す。スポーツ産業の創出のためには予算も強化する必

要があると思いますが、次の質問をいたします。

　茨、スポーツ分野が教育委員会から文化観光スポー

ツ部に移管されておりますが、成果についてお伺いい

たします。

　芋、知事の公約にもあります競技力向上の取り組み

によって昨年のインターハイは成果を出したと思いま

すが、結果についてお伺いいたします。

　鰯、競技力向上のためには今後とも強く取り組まれ

ていくと思いますが、水泳、ハンドボール、サッ

カー、野球、バスケットボール等の競技力向上の来年

度の予算要求はどうなっているのか。そして従来の予

算との違いもあれば説明願います。

　４、地震災害など危機管理対策について。

　東日本では去る３月11日に千年に一度と言われる未

曾有の大災害が起こり、多くの人命と財産を失ってし

まいました。二度とこのような災害が起こらないよう

願うものでありますが、万が一このようなことが起

こっても耐えられるようなまちづくりをしておく必要

があろうかと思います。備えあれば憂いなしと言われ

ますので、東日本のあの災害を教訓に低地でのまちづ

くりをいま一度一考しなければならない時期だと思い

ます。

　そこで次の質問をいたします。

　東日本大震災の教訓を踏まえ、埋立地など低地にお

いては、市町村など関係機関と連携して住民の避難対

策の強化を検討しているというふうに答弁しておりま

すが、検討の過程と来年度の予算に反映されるのかど

うかについてお伺いいたします。

　５番、金型産業が日本経済を大きく発展させてきた

のは御承知のとおりであります。いよいよ我が沖縄県

においても金型産業がスタートいたしました。我が県

の経済を引っ張っていくような多くの金型産業を創出

するためにも、この金型工場がいかに充実した工場に

なれるかということが大事であります。すばらしい技

術者を育成していくためには多くの予算も時間もかか

ると思いますが、県経済を発展させていくためには強

力に取り組んでいかなければならないと思います。

　そこで次の質問をいたします。

　金型産業がスタートしておりますが、成果と今後の

課題についてよろしくお願いいたします。

　６番の看護問題については、上里直司議員の質問で

わかりましたので、これは取り下げさせていただきま

す。

　７、浦添市への都市モノレール延長について。

　交通渋滞緩和のために建設されたモノレールは県民

に親しまれ、喜んで県民の足として利用されておりま

す。浦添市までの延長について、市民はもちろん、浦

添市より以北の皆さんを初め多くの県民が大きく期待

していると思います。御承知のとおり、九州管内の交

通渋滞のワースト５に浦添市の３カ所が挙げられてお

ります。その１カ所がこの浦添市ルートの最終駅のす

ぐそばの西原入り口の交差点であります。一日も早く

この交通渋滞を解消するためにも、このモノレールの

開通が必要不可欠であります。課題解決に向け頑張っ

ている当間部長を初め職員の皆さんには感謝を申し上

げます。このモノレールが予定内で開通できますよう

に、これからも頑張っていただきたいと思います。

　そこで次の質問をいたします。

　茨、課題と進瀧状況について。

　芋、都市計画を変更されましたが、従来の計画に影

響が出るのかどうかについてよろしくお願いいたしま

す。

　次は、指定された席から再質問をいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　池間淳議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、基地問題についての御質問の中で、世

論喚起の広報活動の成果と課題についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　県は、ホームページで沖縄の米軍基地の姿や、そし

て沖縄県の取り組み、さらに各種資料などを掲載をい

たしまして情報発信を行っているところでございま

す。また、これまで政府への要請や全国知事会での発

信などなど、あらゆる機会をとらえて米軍基地問題の

解決促進を訴えてまいりました。しかしながら、沖縄

の基地負担の現状に対する認識や我が国の安全保障に

関する国民的議論は十分ではないと認識いたしており

ます。

　県といたしましては、今後とも我が国の外交・防衛

のあり方を含む沖縄の負担軽減に向けた国民的な議論

が深まるよう、より一層の効果的な方策を検討し実施

してまいりたいと考えております。

　次に、浦添市へのモノレールに係る御質問の中で、

延長に係る課題と、そして進瀧状況いかんという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　モノレールの沖縄自動車道までの延長につきまして

は、去る11月25日に沖縄県都市計画審議会の同意を得

たところであります。国の運輸審議会を経て特許を取
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得する予定であります。

　今後は、実施設計を行い、関連街路やモノレール本

体の工事に着手し、平成31年度の開業に向けて鋭意取

り組んでまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、日米地位協定見直しに関する国民世論の

喚起についてお答えいたします。

　日米地位協定の見直しについて、県はこれまであら

ゆる機会を通じて要請活動を展開してきたところであ

ります。現在、県は民間団体からの要望に応じて職員

を派遣し、地位協定見直し要請の内容等について説明

を行っており、こうした取り組み等を通じて同協定見

直しの必要性を発信しているところであります。

　県としましては、引き続き渉外知事会や軍転協等の

関係機関とも連携しながら、シンポジウム等の開催も

含め、効果的な情報発信の方策について検討してまい

りたいと考えております。

　次に、地震災害等危機管理対策についての中で、埋

立地など低地における住民の避難対策の強化と予算へ

の反映についてお答えいたします。

　県においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、沖縄

県地域防災計画の見直しを本年度中に行うことを予定

しております。本年９月、琉球大学教授等の専門家で

構成される「沖縄県地震・津波想定検討委員会」の取

りまとめにおきましても、「少なくとも海抜５ｍを最

低限度の浸水域として設定し、できるだけこれより高

い場所への避難対策をとることが必要である。」など

の御提言をいただきました。同委員会の御提言等を踏

まえ、避難訓練や防災教育の充実等による住民への防

災意識の啓発普及や地域特性を勘案した避難所や津波

避難ビルの指定など、避難困難地域などにおける住民

の津波避難対策に重点を置き、課題の分析と対策強化

等につき検討を進めているところであります。また、

県におきましては、市町村等が実施する電柱等への海

抜表示への協力について関係機関への要請を行うとと

もに、表示に係る統一的な指針として「海抜表示等に

係るガイドライン」を11月24日に公表したところであ

ります。

　これら住民の避難対策など防災対策の強化に関し必

要となる来年度の予算につきましては、防災行政無線

の整備、災害時要援護者避難支援計画の作成、備蓄倉

庫・備蓄物資の整備など、市町村支援策の充実強化等

につき、庁内関係部局、国及び市町村等と連携して反

映させてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　環太平洋連携協定交渉参

加についての御質問の中で、ＴＰＰ（環太平洋連携協

定）参加による本県への影響についてお答えいたしま

す。

　沖縄県の農業分野については、十分な農業対策が打

ち出されないままＴＰＰに参加した場合、深刻な影響

が懸念され、特にさとうきび生産が主要な産業となっ

ている離島地域において重大な影響を与えるおそれが

あります。また、製造業等については、海外・国内市

場等の違いによってそれぞれプラス・マイナス両面の

影響があると考えております。

　一方、輸入業者にとっては、輸入品の価格低下によ

る販売額の増加など一定のメリットがあり、同時に一

般消費者もその恩恵を受けることが考えられますが、

食の安全等の観点から懸念が生ずる可能性も指摘され

ております。

　沖縄県としては、いまだ詳細が明らかではないた

め、今後、政府が公表する情報を注視してまいりま

す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　環太平洋連携協定交

渉参加についての御質問の中で、環境、県民生活への

影響についてお答えいたします。

　環境分野につきましては、ＴＰＰにおいて厳しい環

境基準等がルールとして規定された場合、県内企業が

持つ環境技術の輸出拡大につながる可能性がありま

す。一方で、赤土流出など本県特有の環境問題に関す

る基準が盛り込まれなかった場合は環境保全対策を実

施することが困難になり、環境の悪化を招くおそれが

あります。

　食品の安全につきましては、現在、我が国は食品衛

生法などで安全を確保しておりますが、ＴＰＰにおい

て参加国全体で整合性のある制度に改めることを要求

された場合、日本の食品衛生関係の基準が緩和される

など変更される可能性があり、県民が食品の安全性に

ついて不安や不信を抱くおそれがあります。

　揮発油税の軽減措置につきましては、揮発油税が国

内の精製工場などから出荷される際に課税される制度

であることから、制度の改正を求められることはない



－ 394 －

ものと考えております。

　引き続きＴＰＰにおける交渉の状況等について注視

するとともに、情報の収集に努めてまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　ＴＰＰ参加による本

県への影響についてお答えいたします。

　ＴＰＰに参加した場合の福祉保健分野への影響につ

いては明らかではありませんが、医療関係団体等で

は、日本がＴＰＰに参加することにより混合診療が全

面解禁となった場合、公的医療保険の給付範囲の縮小

や安全性の低下等が起こるのではないかと懸念してお

ります。

　県としましては、県民に必要な医療が適切に提供さ

れるため、国民皆保険制度が堅持されることは大変重

要なことと認識しており、今後ともＴＰＰ交渉におけ

る国の動向を注視してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　環太平洋連携協定交

渉参加についての中で、ＴＰＰの県内農林水産業への

影響についてお答えします。

　ＴＰＰは、原則としてすべての品目で関税を撤廃す

ることが前提となることから、国内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されております。本県にお

いても、さとうきび、パイナップル、肉用牛、水産物

などで影響が出ることが懸念されており、農林水産省

が示した考え方を踏まえて計算したところ、直接影響

額が約580億円、関連産業等への波及も含めると約

1420億円の影響が出るものと試算されます。

　そのため、県では国民の食料安全保障の確保と国内

農林水産業への影響などの観点から、国に対し国民合

意を得るなど慎重な対応を求めるとともに、農林漁業

者が安心して生産に取り組めるよう万全の対策につい

て関係機関と連携し、国に対して去る11月28日に要請

したところであります。今後ともＴＰＰ交渉等の動向

や国の対応を踏まえつつ、関係機関等と連携し適切に

対応してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　ＴＰＰ交渉参加につ

いての御質問の中で、本県への影響についてお答えい

たします。

　我が国のＴＰＰ参加に当たっては、関税撤廃等によ

り輸出が促進され新たな販路が期待できるといったメ

リットが想定されますが、本県においてはＴＰＰ参加

交渉国に対する輸出産品が少ないためメリットは限定

的であると考えております。

　また、商工関連団体に対するヒアリングを行ったと

ころ、各団体ともおおむね懸念や賛成の声があるもの

の、現状では会員等に及ぼす影響が予測できないこと

などから、団体としての意見を示せない状況にありま

す。

　今後、国からの情報収集に努めるとともに、関係団

体との議論を踏まえながら適切に対応していきたいと

考えております。

　続きまして、金型産業の成果と今後の課題について

の御質問の中で、金型産業の成果と今後の課題につい

てお答えいたします。

　金型産業を振興していくため、平成22年７月に整備

した素形材産業・賃貸工場には、現在５区画中３社が

入居し、県内から12名が雇用され、超精密金型や自動

二輪車用部品を製造・出荷するとともに、県内企業と

の連携も始まるなど着実に実績を積み上げつつありま

す。

　今後の課題としては、金型技術に関する人材育成や

県内外の企業ニーズに対応できる多様で高度な技術の

研究開発などがあります。そのため、県としては、引

き続き人材育成や研究開発支援に取り組むとともに、

新たな金型企業の誘致や企業間連携の促進を実施して

いく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　ＴＰＰ参加により沖

縄県に与える影響についてお答えいたします。

　土木建築部としましては、ＴＰＰへの参加により地

域要件が緩和されると、県外企業の進出で競争が激化

し、中小建設企業が多い本県では受注機会が減少する

等の影響が考えられます。

　県としましては、より慎重な検討が求められると認

識しており、今後公表される情報を注視しながら、県

全体として十分な議論を行っていきたいと考えており

ます。

　次に、浦添市へのモノレールの延長についての御質

問の中で、都市計画変更による影響についてお答えい

たします。

　今回の都市計画変更については、県道浦添西原線の
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４車線拡幅とあわせてモノレールの導入に伴う拡幅で

あり、また浦添市道の拡幅や交通広場の計画も含め、

いずれも浦添市との協議を踏まえた計画となっており

ます。事業実施に当たっては地元との十分な意見交換

を行い、地域の要望にこたえられるよう真摯に取り組

むことで平成31年度のモノレール開業には影響がない

ものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　文化・ス

ポーツの振興についての中の、スポーツ分野の文化観

光スポーツ部への移管に係る成果についてとの質問に

お答えいたします。

　昨年度まで、学校体育、生涯スポーツ及び競技ス

ポーツの推進に関しては県民の健康増進等のための施

策として教育委員会が取り組み、一方、スポーツ・

ツーリズム等の推進に関しては観光振興施策として観

光商工部がそれぞれ取り組んでおりました。

　今年度からは、生涯スポーツ、競技スポーツ、ス

ポーツ・ツーリズムなど学校体育を除くスポーツ全般

の施策を、新設されたスポーツ振興課において一元的

に推進しているところであります。このことにより、

スポーツ関連情報の共有化を初め沖縄県体育協会、沖

縄観光コンベンションビューローなど関係団体との連

携やスポーツ振興施策と観光振興施策との連携が強化

され、プロスポーツの地域資源としての活用など、効

率的・機動的な施策の展開が可能となったものと考え

ております。

　同じく文化・スポーツの振興についての中の、競技

力向上の来年度予算についてとの質問にお答えいたし

ます。

　本県のトップアスリートの活躍は、県民に夢と希望

と誇りを与えるとともに、沖縄県のスポーツ振興に大

きく貢献しております。

　来年度の「競技力向上対策事業」については、その

中の事業項目のうち、特に競技団体の選手強化や県外

チームとの強化試合に係る支援を今年度より拡充する

方向で検討しております。なお、各競技団体の支援に

係る予算配分については、財団法人沖縄県体育協会の

もとに設置した「競技力向上対策委員会」において、

国民体育大会の過去５カ年間の成績に基づき決定する

こととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　文化・スポーツの振興につ

いての御質問で、美ら島沖縄総体の結果についてお答

えいたします。

　県教育委員会におきましては、平成16年度に「競技

力向上対策事業年次計画」を策定し強化事業に取り組

んでまいりました。その結果、「美ら島沖縄総体

2010」において、沖縄県勢は団体２競技、個人５競技

の優勝を含む54種目が８位以内に入る過去最高の成績

をおさめました。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　再質問を行います。

　まず、日米地位協定改正についてでありますが、私

もここに来てもう15年と６カ月になります。これは先

ほども話しましたように、この40年間、議会でも毎回

のように、地位協定を改定させようと、抜本的な改正

をさせようというふうなことで取り上げてずっといろ

んな行動をやってきているんですが、全く進展が見ら

れないんですよね。アメリカの好意的考慮がなければ

日本の法律は適用されないよというふうなことで、好

意的考慮があればできるというふうなところまでは

ちょっと前進かなというふうには思うけれども、しか

し、これは我々が願うところではないんです。ですか

ら、これは一日も早く抜本的な見直しをしなければい

けない。

　しかし、従来の運動方針では執行部は執行部でや

る。そして県議会は県議会でやっているけれども、前

進がない。そこで何をやればいいかと言いますと、私

は、宮古の農民が人頭税廃止運動を展開をして、そし

て本当に体を張って死に物狂いになってこれを廃止さ

せた。この方法をとれないのかなというふうな思いを

持って、先ほどの質問の中にも国民世論を喚起しなけ

ればいけないんじゃないかというふうなことも述べた

んですが、まず知事、この人頭税が宮古と八重山に

あったことはおわかりですよね。実際にこれはあった

んです。

　それで、人頭税がいかに過酷な税であったかという

ふうなこと、これはその参考の一つの文献なんです

が、これは渡久山寛三さんという人が書いた本なんで

すが、（資料を掲示）　これを一晩で読みました。涙

なくしては読めない本なんです。本当に政治家として

恥ずかしい思いをしながら読みました。ですから、こ

の40年間、議会の皆さん方も一生懸命やっているやっ

ていると言いながら、私を初め40年間まだ前進しない

というふうなことは何もやっていないということと一

緒なんです。ならば、どうすべきかというふうなこと
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をやらぬといけないんです。

　この「島燃ゆ」、これは島が燃えたんです。農民が

燃えたんです。この過酷な人頭税をどうすれば廃止で

きるかというふうなことでやった。しかし、やっぱり

言葉を話せない。先ほど宮古の言葉でやったんです

が、全部は聞き取れなかったと思うんです。この農民

は一生懸命頑張るけれども、当時の沖縄県の皆さん方

は――琉球政府かな――門前払いで全く問題にしな

かったんです。そして、これが260年間も続くんで

す。しかも人頭税といって、宮古に行ったらぜひ見て

もらいたいんですが、この自然の岩――１メートル30

から40ぐらい――より大きくなったら税金を課します

よと、こんなばかな税金があったんです。これを何と

してもかち取ろうというふうなことで一生懸命やった

んです。島は燃えたんですが、本当に厳しかった。二

百六十何年間も厳しかった。そこに沖縄県からさとう

きびの指導員として城間正安という方がいらっしゃる

んですけれども、余り農民の肩を持つものですから、

約８年間勤めた職をやめざるを得なくなった。この役

人とのぎくしゃくでやめて、彼は那覇の出身だから帰

ろうとするけれども農民がとめるんです。とめて、こ

こで結婚してここに住んで、農民と一緒に行動をする

んです。これでもだめ。そして、新潟出身の中村十作

さんという方が八重山に真珠を養殖したいというふう

なことで来るんですが、宮古に寄って、この話を聞い

てこれに参加するんです。真珠を養殖したいというふ

うなことで資金も準備したけれども、この廃止運動に

全部つぎ込むんです。全部つぎ込んで、農民代表２

人、彼らは共通語を使えない、そして聞けないわけで

すから、帝国議会に訴えようと思ってもできないんで

す。先ほど言った城間正安さんは宮古に８年も住んで

いますから通訳ができるんです。宮古の言葉を日本語

で通訳できる。国会に行って、この要請を強く訴えら

れるのがこの中村十作さん。これはもう島を挙げて、

これまで260年間もできなかったことをこの４名で

もって帝国議会に訴えて、これを決議させるんです。

そして確実にかち取ったんです。このまねをしないと

いけないですよ、知事。

　40年間も動かないんです、地位協定。どうすればい

いんですか、知事。だから、小さい小さい力が島を燃

やして、一丸となって大きな力を生んだんです。今、

執行部も一生懸命やっている。議会も一生懸命やって

いる。しかし、何の進展もない。ならばどうすべきか

なんですよ。知事、いい考えは今浮かばないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、テストされています

が、なかなか切り込み方が難しい部分があって、今の

ところは、我々は環境問題から入っていくかというこ

とで、ただ抜本改正には無論なりません。追加でやっ

ていくかということですが、ぜひまた議員のお知恵を

かしていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　池間　淳君。

○池間　　淳君　知事、今までは執行部は執行部で

やったんです。議会は議会でやっていたんです。何の

進展もない。一丸とならぬといけないです。県民も一

丸とならぬといけないです。これは基地撤去というこ

とじゃなくて、地位協定をどう改正するかというふう

なことは100％一丸になれると思うんです。

　今までは、事件・事故を起こされた皆さんが泣き寝

入りしていることが多いんですよ。しかし、これは全

体の問題というふうなことで取り上げたからこそ実現

できたんです。今までは、事件・事故があるたびにこ

れは議会でやりましょうやと、議員の皆さん方もはい

はいと言う。終わったら一過性のもので、継続してこ

れにずっと取り組んでいないからできないんです。だ

から知事、一緒になって頑張りましょう。議会も頑張

りましょうね。じゃ、これはいろんなことを提言しな

がらやっていきたいと思いますから、よろしくお願い

いたします。

　それから、モノレールの問題。

　モノレールは、やっぱりいろんな課題があって、浦

添、モノレール社、そして沖縄県の３者でいろんな課

題を解決しながらここまでこぎつけたんじゃないかな

というふうに思っています。いつ着工するんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　県民の期待を担っ

て、しっかり早目に着工したいんですけれども、まず

は実施設計して街路をあけますので、私たちとしては

平成25年度には着工することで頑張っていきたいと

思っています。

○池間　　淳君　遅いと思うけれども、ぜひ頑張って

あと７年では開通をさせてください。お願いします。

　ありがとうございました。終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております甲第１号議案から甲

第４号議案まで、乙第１号議案及び乙第３号議案から

乙第53号議案までについては、お手元に配付してあり

ます議案付託表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に

付託いたします。

　　　―――――――――――――――――――
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　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時31分休憩

　　　午後７時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第３　陳情第180号、第186号、第191号及び第

191号の２の付託の件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情４件のうち、陳情第191号について

は米軍基地関係特別委員会に、陳情第186号について

は観光振興・新石垣空港建設促進特別委員会に、陳情

第180号及び第191号の２の２件については沖縄振興・

那覇空港整備促進特別委員会にそれぞれ付託の上、審

査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明12月９日から15

日までの７日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明12月９日から15日までの７日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、12月16日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時33分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

髙　 嶺　 善　 伸

照 屋 大 河

池 間　 淳

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成23年12月16日

　　　　　　　    平成23年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 ８ 回

（第 ９ 号）
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議　　事　　日　　程　第９号

平成23年12月16日（金曜日）

午前10時開議

第１　乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第７号議案まで（総務企画委員長報告）

第２　乙第８号議案（経済労働委員長報告）

第３　乙第47号議案から乙第49号議案まで及び乙第53号議案（総務企画委員長報告）

第４　乙第17号議案から乙第20号議案まで、乙第25号議案から乙第29号議案まで及び乙第50号議案から乙第52号

議案まで（経済労働委員長報告）

第５　乙第15号議案、乙第16号議案、乙第24号議案、乙第45号議案及び乙第46号議案（文教厚生委員長報告）

第６　乙第９号議案から乙第14号議案まで、乙第21号議案、乙第22号議案及び乙第30号議案から乙第44号議案ま

で（土木環境委員長報告）

第７　甲第１号議案（総務企画委員長報告）

第８　甲第２号議案から甲第４号議案まで（土木環境委員長報告）

第９　知事において専決処分することができる事項の指定について

大城　 一馬 君　　中 川　 京 貴君

佐喜 真　 淳 君　　池 間　 　 淳君

新垣　 哲司 君　　崎 山　 嗣 幸君

新里　 米吉 君　　渡 久地　 修君　　 提出　議員提出議案第２号

嘉陽　 宗儀 君　　前 島　 明 男君

當間　 盛夫 君　　新 垣　 安 弘君

玉城　 義和 君　　租 田　 勝 廣君

第10　私学助成の拡充に関する意見書

當間　 盛夫 君　　島 袋　 　 大君

吉元　 義彦 君　　照 屋　 守 之君

浦崎　 唯昭 君　　新 里　 米 吉君

前田　 政明 君　　金 城　 　 勉君　　 提出　議員提出議案第３号

糸洲　 朝則 君　　新 垣　 清 涼君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第11　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意見書

當山　 眞市 君　　新 垣　 良 俊君

嶺井　　 光 君　　池 間　 　 淳君

新垣　 哲司 君　　照 屋　 大 河君

崎山　 嗣幸 君　　嘉 陽　 宗 儀君　 　提出　議員提出議案第４号

大城　 一馬 君　　平 良　 昭 一君

新垣　 安弘 君　　租 田　 勝 廣君

玉城　 義和 君

第12　沖縄振興一括交付金（仮称）等の確保を求める意見書

当銘　 勝雄 君　　島 袋　 　 大君

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ９ 号）　　　　　　第 ８ 回

　

平成23 年 12月 16日（ 金曜日）午前 10時１分開議
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照屋　 守之 君　　翁 長　 政 俊君

浦崎　 唯昭 君　　仲 村　 未 央さん

渡久 地　 修 君　　糸 洲　 朝 則君　 　提出　議員提出議案第５号

奥平　 一夫 君　　赤 嶺　 　 昇君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第13　陳情平成20年第190号、陳情平成21年第110号、陳情平成22年第12号、同第141号、同第142号、同第204

号、陳情第123号、第160号、第169号及び第176号（総務企画委員長報告）

第14　陳情第182号（経済労働委員長報告）

第15　陳情第108号、第120号、第123号の２、第159号、第161号、第163号、第164号、第174号、第193号及び第

194号（文教厚生委員長報告）

第16　陳情平成22年第79号、同第80号、同第86号、同第117号、同第167号、同第195号から同第197号まで、陳情

第６号の４、第７号、第９号、第48号、第70号、第162号及び第172号（米軍基地関係特別委員長報告）

第17　陳情平成22年第168号の３、陳情第79号の２及び第186号（観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長報

告）

第18　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第７号議案まで

乙第１号議案　沖縄県高校生及び被災生徒等修学支援基金条例の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正

する条例

乙第６号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第８号議案

乙第８号議案　沖縄県スポーツ振興審議会条例の一部を改正する条例

日程第３　乙第47号議案から乙第49号議案まで及び乙第53号議案

乙第47号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第48号議案　公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議について

乙第49号議案　当せん金付証票の発売について

乙第53号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

日程第４　乙第17号議案から乙第20号議案まで、乙第25号議案から乙第29号議案まで及び乙第50号議案から乙第

52号議案まで

乙第17号議案　交通事故に関する和解等について

乙第18号議案　交通事故に関する和解等について

乙第19号議案　交通事故に関する和解等について

乙第20号議案　漁業取締船による汚濁防止膜吸引等事故に関する和解等について

乙第25号議案　指定管理者の指定について

乙第26号議案　指定管理者の指定について

乙第27号議案　指定管理者の指定について

乙第28号議案　指定管理者の指定について

乙第29号議案　指定管理者の指定について

乙第50号議案　県営土地改良事業の執行に伴う負担金の徴収について

乙第51号議案　県営水質保全対策事業の執行に伴う負担金の徴収について
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乙第52号議案　県営通作条件整備事業の執行に伴う負担金の徴収について

日程第５　乙第15号議案、乙第16号議案、乙第24号議案、乙第45号議案及び乙第46号議案

乙第15号議案　財産の処分について

乙第16号議案　交通事故に関する和解等について

乙第24号議案　指定管理者の指定について

乙第45号議案　指定管理者の指定について

乙第46号議案　指定管理者の指定について

日程第６　乙第９号議案から乙第14号議案まで、乙第21号議案、乙第22号議案及び乙第30号議案から乙第44号議

案まで

乙第９号議案　工事請負契約について

乙第10号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第11号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第12号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第13号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第14号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第21号議案　道路整備事業において取得した土地の所有権確認に関する和解について

乙第22号議案　指定管理者の指定について

乙第30号議案　指定管理者の指定について

乙第31号議案　指定管理者の指定について

乙第32号議案　指定管理者の指定について

乙第33号議案　指定管理者の指定について

乙第34号議案　指定管理者の指定について

乙第35号議案　指定管理者の指定について

乙第36号議案　指定管理者の指定について

乙第37号議案　指定管理者の指定について

乙第38号議案　指定管理者の指定について

乙第39号議案　指定管理者の指定について

乙第40号議案　指定管理者の指定について

乙第41号議案　指定管理者の指定について

乙第42号議案　指定管理者の指定について

乙第43号議案　指定管理者の指定について

乙第44号議案　指定管理者の指定について

日程第７　甲第１号議案

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第４号）

日程第８　甲第２号議案から甲第４号議案まで

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

甲第３号議案　平成23年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）

甲第４号議案　平成23年度沖縄県水道事業会計補正予算（第２号）

日程第９　知事において専決処分することができる事項の指定について

日程第10　私学助成の拡充に関する意見書

日程第11　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意見書

日程第12　沖縄振興一括交付金（仮称）等の確保を求める意見書

日程第13　陳情平成20年第190号、陳情平成21年第110号、陳情平成22年第12号、同第141号、同第142号、同第204

号、陳情第123号、第160号、第169号及び第176号

陳情平成20年第190号　私学助成に関する意見書の提出を求める陳情

陳情平成21年第110号　公私の格差是正と制度等に関する陳情
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陳情平成22年第12号　沖縄県の私学助成に関する陳情

陳情平成22年第141号　私学の校舎改築助成に関する陳情

陳情平成22年第142号　私学の校舎改築助成に関する陳情

陳情平成22年第204号　私学助成に関する陳情

陳情第123号　透析患者、移植者の自立及び安心して生活できる社会に関する陳情

陳情第160号　「沖縄県議会議員選挙における選挙公報の発行に関する条例」の制定に関する陳情

陳情第169号　旅客船に係る軽油引取税特例措置の延長・拡充に関する陳情

陳情第176号　揮発油税及び地方揮発油税の軽減措置の延長及び石油製品輸送等補助事業の存続を

求める陳情

日程第14　陳情第182号

陳情第182号　さとうきび価格・政策確立に関する陳情

日程第15　陳情第108号、第120号、第123号の２、第159号、第161号、第163号、第164号、第174号、第193号及び

第194号

陳情第108号　離島におけるがん患者支援対策推進を求める陳情

陳情第120号　沖縄県立八重山病院の早期改築・建設及び医師・看護師の確保に関する陳情

陳情第123号の２　透析患者、移植者の自立及び安心して生活できる社会に関する陳情

陳情第159号　離島におけるがん患者支援対策推進を求める陳情

陳情第161号　離島及び僻地におけるがん患者支援対策推進を求める陳情

陳情第163号　離島におけるがん患者支援対策推進を求める陳情

陳情第164号　沖縄県立八重山病院の早期改築・建築及び医師・看護師の確保に関する陳情

陳情第174号　沖縄県がん対策推進条例（仮称）骨子案に関する陳情

陳情第193号　障害者総合福祉法の制定を求める意見書の提出に関する陳情

陳情第194号　石垣市託児所内男児死亡に関する陳情

日程第16　陳情平成22年第79号、同第80号、同第86号、同第117号、同第167号、同第195号から同第197号まで、

陳情第６号の４、第７号、第９号、第48号、第70号、第162号及び第172号

陳情平成22年第79号　Ｆ15戦闘機のミサイル模擬弾安定板の落下に対する陳情

陳情平成22年第80号　ＦＡ18戦闘攻撃機等外来機の飛来及び訓練に対する陳情

陳情平成22年第86号　ＦＡ18戦闘攻撃機等外来機の大挙飛来に反対し、訓練の中止を求める陳情

陳情平成22年第117号　Ｆ22Ａラプター戦闘機の嘉手納基地への飛来に反対し、訓練の中止を求め

る陳情

陳情平成22年第167号　ＦＡ18戦闘攻撃機等外来機の大挙飛来に抗議し、爆音被害の解消に関する

陳情

陳情平成22年第195号　ＦＡ18戦闘攻撃機によるクラスター弾搭載投下訓練に対する陳情

陳情平成22年第196号　航空機ジェット燃料流出事故に対する陳情

陳情平成22年第197号　嘉手納基地滑走路改修工事に伴う爆音問題と公害問題に対する陳情

陳情第６号の４　第60回婦人大会宣言・決議の実現方に関する陳情

陳情第７号　キャンプ・シュワブレンジ10における実弾射撃訓練に対する陳情

陳情第９号　Ｆ22Ａステルス戦闘機等外来機の飛来に反対し、訓練の中止を求める陳情

陳情第48号　嘉手納基地における訓練激化、騒音激増、Ｆ15戦闘機の事故に関する陳情

陳情第70号　ＡＶ８Ｂハリアー攻撃機からのフレアー誤射事故に関する陳情

陳情第162号　嘉手納基地における町民無視のたび重なる事故多発、機能強化等に関する陳情

陳情第172号　Ｆ15戦闘機のパネル紛失に関する陳情

日程第17　陳情平成22年第168号の３、陳情第79号の２及び第186号

陳情平成22年第168号の３　八重山観光振興に関する陳情

陳情第79号の２　新石垣空港ターミナルビル新築工事における電気設備工事及び機械設備工事並び

に八重山地域における公共工事に関する陳情
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、大城一馬君外13人から、議員提出議案第２号

「知事において専決処分することができる事項の指定

について」、當間盛夫君外12人から、議員提出議案第

３号「私学助成の拡充に関する意見書」、當山眞市君

外12人から、議員提出議案第４号「地方消費者行政に

対する国の実効的支援を求める意見書」及び当銘勝雄

君外12人から、議員提出議案第５号「沖縄振興一括交

付金（仮称）等の確保を求める意見書」の提出があり

ました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第１号議案及び

乙第３号議案から乙第７号議案までを議題といたしま

す。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

陳情第186号　石垣市におけるゴルフ場建設に関する陳情

日程第18　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

政務調査課長　　知　念　正　治　君

副　　参　　事　　大　村　浩　三　君

主　　　　　幹　　上　地　　　聡　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　宮　城　　　弘　君



－ 404 －

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第１号議案、乙第３号

議案から乙第７号議案までの条例議案６件について、

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げ

ます。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第１号議案「沖縄県高校生及び被災生徒等

修学支援基金条例の一部を改正する条例」は、東日本

大震災により被災した生徒の私立専修学校及び各種学

校への修学を支援することを目的として実施する授業

料等軽減事業の費用の財源に基金を充てるため、条例

を改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、該当する生徒の数はどうなっているか

との質疑がありました。

　これに対し、平成23年11月１日現在で、専修学校の

２名が支援対象になる見込みであるとの答弁がありま

した。

　次に、乙第３号議案「沖縄県職員の育児休業等に関

する条例の一部を改正する条例」は、地方公務員の育

児休業等に関する法律の一部が改正され、一定の要件

を満たす非常勤職員について、育児休業または部分休

業をすることが可能となったことに伴い、育児休業及

び部分休業に係る要件等について、所要の整備を行う

ものであるとの説明がありました。

　本案に関し、該当するとはっきりわかっている人は

何名いるかとの質疑がありました。

　これに対し、現在、該当者が何名いるかは把握して

いないが、再任用の短時間勤務職員でその要件を満た

せば該当してくるとの答弁がありました。

　次に、育児休業の取得率は、女性と男性でどうなっ

ているかとの質疑がありました。

　これに対し、平成22年度の県職員の育児休業取得率

は、女性が98.3％、男性が3.0％となっているとの答

弁がありました。

　次に、乙第４号議案「沖縄県の事務処理の特例に関

する条例の一部を改正する条例」は、土地改良法の一

部が改正され、市町村が土地改良事業を開始し、変更

し、または廃止するに際し必要な知事への同意を要す

る協議が廃止されることに伴い、条例の規定を削除す

るため条例を改正するものであるとの説明がありまし

た。

　次に、乙第５号議案「沖縄県議会の議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正

する条例」は、障害者自立支援法の一部が改正された

ことに伴い、引用している条文の条項ずれに対応する

ため所要の改正を行うものであるとの説明がありまし

た。

　次に、乙第６号議案「沖縄県税条例の一部を改正す

る条例」は、地方税法の改正に伴い、輸送人員の減少

等により運行の維持が困難になっているバス路線にお

いて、その運行の用に供するバスの自動車取得税を非

課税とする要件を条例で定める必要があることから、

条例を改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、非課税となる要件がこれまで対象でな

かった県単の補助対象路線まで広がったと理解してよ

いかとの質疑がありました。

　これに対し、従来は、国庫補助対象路線だけであっ

たが、今回、県の補助対象路線まで拡大したというこ

とであるとの答弁がありました。

　次に、乙第７号議案「県税の課税免除等の特例に関

する条例の一部を改正する条例」は、企業立地促進法

に基づく同意集積区域内において、製造業、情報通信

産業等を営む事業者が２億円超（農林水産関連業種に

ついては5000万超）の施設を取得した場合、不動産取

得税及び固定資産税の課税を免除する特例を設けるた

め条例を改正するものであるとの説明がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、乙第１号議案、乙第３号議案から乙第７号議案

までの６件は、全会一致をもって原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第７

号議案までを一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案６件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第１号議案及び乙第３号議案から乙第７

号議案までは、原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　乙第８号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました乙第８号議案の条例議案１件について、

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げ

ます。

　委員会におきましては、文化観光スポーツ部長の出

席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第８号議案「沖縄県スポーツ振興審議会条例の一

部を改正する条例」については、スポーツ振興法がス

ポーツ基本法に全部改正されたことに伴い、沖縄県ス

ポーツ推進審議会の設置根拠、組織等を定めるため条

例を改正するものである。

　主な内容は、条例名を沖縄県スポーツ推進審議会設

置条例に改める。沖縄県スポーツ推進審議会の設置根

拠を定める。沖縄県スポーツ推進審議会に関して担当

事務、委員の定数及び構成を定める。施行期日は、交

付の日とするとの説明がありました。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、乙第８号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第８号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第８号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第47号議案から

乙第49号議案まで及び乙第53号議案を議題といたしま

す。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第47号議案から乙第49号議案までの議決議

案３件及び乙第53号議案の同意議案１件の計４件につ

いて、委員会における審査の経過及び結果を御報告申

し上げます。

　委員会におきましては、総務部長及び企画部長の出

席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第47号議案及び乙第48号議案「公平委員会

の事務の委託に関する規約を定める協議について」の

２件は、関係市町村並びに一部事務組合及び広域連合

と公平委員会の事務の委託に関する規約を定める協議

を行うため、地方自治法の規定に基づき議会の議決を

求めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、那覇市以外の40市町村については、復

帰特別措置により県が一括して公平委員会の事務を

やってきたということかとの質疑がありました。

　これに対し、復帰前の市町村等には人事委員会や公

平委員会の制度がなく、激変緩和という意味合いで県

のほうでやってきたが、39年も経過したので本来の姿

に戻すということであるとの答弁がありました。

　次に、この間、那覇市を除く市町村から公平委員会

で取り扱う事案はどの程度あったかとの質疑がありま

した。

　これに対し、過去39年の累計で不服申し立てに関す

るものが85件、勤務条件等に関する措置要求が206

件、合計で323件上がっているとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第49号議案「当せん金付証票の発売につい

て」は、平成24年度において本県で発売する当せん金
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付証票、いわゆる宝くじの発売総額について、当せん

金付証票法第４条第１項の規定に基づき議決を求める

ものである。発売総額は142億円以内としているとの

説明がありました。

　本案に関し、昨年の発売実績、当せん金の内訳等は

どうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、平成22年度の発売総額は115億139万

3000円である。また、本県における100万円以上の高

額当せんは210本となっているとの答弁がありまし

た。

　次に、平成22年度における県及び市町村の収益金は

幾らかとの質疑がありました。

　これに対し、県の収益金は48億9000万円で、発売総

額の約４割となっている。市町村の収益金は７億4000

万円ほどで、市町村振興協会を通して市町村に配分し

ているとの答弁がありました。

　次に、乙第53号議案「沖縄県教育委員会委員の任命

について」は、教育委員会委員１人が平成23年12月31

日で任期満了することに伴い、その後任を任命するた

め、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条

第１項の規定に基づき議会の同意を求めるものである

との説明がありました。

　本案に関し、選任に至った経緯について質疑があり

ました。

　これに対し、まず女性であること、そして教育関係

者として指導経験があること、若い人であること及び

伝統工芸・文化関係から意見を教育に反映させること

などを加味して選定したものであるとの答弁がありま

した。

　次に、教育委員はどういう方法で決まっていくかと

の質疑がありました。

　これに対し、教育委員の任命は知事の専権事項であ

り、委員の人選に当たっては、まず知事と調整した上

で方針を決定し、教育委員会と調整しながら選定する

との答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第47号議案から乙第49号議案ま

での３件は、全会一致をもって可決すべきものと決定

いたしました。

　乙第53号議案は、全会一致をもってこれに同意すべ

きものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時17分休憩

　　　午前10時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第47号議案から乙第49号議案まで及び乙

第53号議案の採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第47号議案から乙第49号議案ま

での３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第47号議案から乙第49号議案までは、委

員長の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第53号議案を採決い

たします。

　お諮りいたします。

　本案は、これに同意することに御異議ありません

か。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第53号議案は、これに同意することに決

定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　乙第17号議案から

乙第20号議案まで、乙第25号議案から乙第29号議案

まで及び乙第50号議案から乙第52号議案までを議題と

いたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました乙第17号議案から乙第20号議案まで、乙

第25号議案から乙第29号議案まで及び乙第50号議案か

ら乙第52号議案までの議決議案12件について、委員会

における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、農林水産部長及び文化観光
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スポーツ部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいり

ました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第17号議案「交通事故に関する和解等につ

いて」は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に

関し、相手方との当該事故に関する和解及び損害賠償

の額について、地方自治法第96条第１項の規定により

議会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、走行中の相手方車両に公用車が接触

し、相手方車両の一部が破損した交通事故に関し、県

は相手方に損害賠償金として７万8330円が自動車保険

により支払われたことを確認したとの説明がありまし

た。

　本案に関し、年度内でこのような事故はどれぐらい

あるのか、また、臨時職員が公用車を運転することは

あるのかとの質疑がありました。

　これに対し、平成21年度は３件、平成22年度は２

件、平成23年度が３件である。また、基本的には臨時

職員は公用車の運転はできないとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第18号議案「交通事故に関する和解等につ

いて」は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に

関し、相手方との当該事故に関する和解及び損害賠償

の額について、地方自治法第96条第１項の規定により

議会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、走行中の相手方車両に公用車が接触

し、相手方車両の一部が破損した交通事故に関し、県

は相手方に損害賠償金として53万6976円が自動車保険

により支払われたことを確認したとの説明がありまし

た。

　本案に関し、損害賠償額が大きいが人身事故が伴っ

ているのかとの質疑がありました。

　これに対し、本件については物損事故と人身事故の

両方があり、人身事故については被害者のほうが高齢

者であったため大事をとって入院をしていただいた。

そのため、ほかの２件と比べて額が多くなっていると

の答弁がありました。

　次に、乙第19号議案「交通事故に関する和解等につ

いて」は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に

関し、相手方との当該事故に関する和解及び損害賠償

の額について、地方自治法第96条第１項の規定により

議会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、公用車との衝突を回避しようとした

相手方車両が側溝に転落し、相手方車両の一部が破損

した交通事故に関し、県は相手方に損害賠償金として

29万4080円が自動車保険により支払われたことを確認

したとの説明がありました。

　次に、乙第20号議案「漁業取締船による汚濁防止膜

吸引等事故に関する和解等について」は、職員が漁業

取締船を操縦中に起こした汚濁防止膜吸引等事故に関

し、相手方との当該事故に関する和解及び損害賠償の

額について、地方自治法第96条第１項の規定により議

会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、与那原町当添漁港内の岸壁改修工事

で敷設されていた汚濁防止膜が漁業取締船の海水吸入

口に吸い込まれ設置位置が移動したため、膜をもとの

位置に戻す必要が生じたことに関し、県は相手方に損

害賠償金として24万6000円（うち14万6000円は保険適

用）を支払うことを確認したとの説明がありました。

　本案に関し、この船は漁船保険に入っていたのか、

また漁船登録されているか、沖縄県として漁業取締船

を何隻持っているかとの質疑がありました。

　これに対し、漁船保険に入っており漁船登録もして

いる。また、沖縄県は漁業取締船を１隻持っていると

の答弁がありました。

　次に、乙第25号議案「指定管理者の指定について」

は、沖縄県県民の森の指定管理者として沖縄熱帯植物

管理株式会社を指定するため、地方自治法第244条の

２第６項の規定に基づき議会の議決を求めるものであ

るとの説明がありました。

　本案に関し、今回指定管理者がこの沖縄熱帯植物管

理株式会社にかわることにより県民の森はどのように

変わるのか、また、職員は継続雇用されるのかとの質

疑がありました。

　これに対し、今回、県民の森の管理については５社

の応募があり、この中で当社は一番点数が高く、選定

委員会の中の評価では公園の公平利用や維持管理に関

する考え方、利用料金の設定方法などの維持管理の面

においてほかよりもすぐれているということが示され

ている。これまで台風などの気象災害における片づけ

に若干時間を要する部分があったが、今後は迅速に対

応されるものと考えている。また、正規職員を除く11

名については継続して雇用するとの答弁がありまし

た。

　そのほか、沖縄熱帯植物管理株式会社の概要、自主

事業の内容などについて質疑がありました。

　次に、乙第26号議案「指定管理者の指定について」

は、沖縄県平和創造の森公園の指定管理者として沖縄

県森林組合連合会を指定するため、地方自治法第244

条の２第６項の規定に基づき議会の議決を求めるもの

であるとの説明がありました。
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　本案に関し、前回、３年前は平和創造の森公園の指

定管理者について否決されたが、その理由は何か、ま

た、前回の懸念事項は解決しているかとの質疑があり

ました。

　これに対し、前回の理由としては、１点目に、経営

が赤字であったこと、２点目は、一番点数はよかった

が50％に満たなかったということであった。また、今

回は点数についても70点を超えており、経営について

も赤字は解消されているとの答弁がありました。

　そのほか、指定管理者がかわる場合の継続雇用、選

定委員の選考期間などについて質疑がありました。

　次に、乙第27号議案「指定管理者の指定について」

は、沖縄コンベンションセンターの指定管理者として

財団法人沖縄観光コンベンションビューローを指定す

るため、地方自治法第244条の２第６項の規定に基づ

き議会の議決を求めるものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、応募者が１社になった理由は参加の

ハードルが高いためかとの質疑がありました。

　これに対し、ハードルが高いというわけではなく、

応募してどの企業でも手を挙げることは可能である。

現場説明会の際には５社参加しているが、応募者が１

社になったのは、沖縄コンベンションセンターは県内

でも一番大きなコンベンション施設であり、その維持

管理等について説明を受け断念したのではないかと推

測しているとの答弁がありました。

　そのほか、財団法人沖縄観光コンベンションビュー

ローの概要、財団や民間に委託管理をした場合、基本

的にもうけ主義になっていくのではないかなどについ

ての質疑がありました。

　次に、乙第28号議案「指定管理者の指定について」

は、万国津梁館の指定管理者としてザ・テラスホテル

ズ株式会社を指定するため、地方自治法第244条の２

第６項の規定に基づき議会の議決を求めるものである

との説明がありました。

　本案に関し、これまで財団法人沖縄観光コンベン

ションビューローが指定管理者になっていたが、今回

逆転された理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、ザ・テラスホテルズ株式会社のプレゼ

ンテーションが施設利用率の向上を目指して積極的に

ＭＩＣＥに取り組む内容となっていたこと等が委員に

高く評価されたと考えている。また、事業計画で万国

津梁館をこのように生かすという明確なプレゼンテー

ションがあり、期待値が大きかったことが主な理由だ

と考えているとの答弁がありました。

　そのほか、ザ・テラスホテルズ株式会社の概要、指

定管理の例外規定として公募によらずに指定管理でき

るとあるが、県の補完的機能としてつくった財団法人

沖縄観光コンベンションビューローに指定管理を指定

しないでほかに指定したのはなぜかなどについて質疑

がありました。

　次に、乙第29号議案「指定管理者の指定について」

は、奥武山総合運動場の指定管理者として株式会社ト

ラステックを指定するため、地方自治法第244条の２

第６項の規定に基づき議会の議決を求めるものである

との説明がありました。

　本案に関し、株式会社トラステックが選定された理

由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、２位に100点以上の差をつけて株式会

社トラステックが１位になったが、専門スタッフがか

なり配置されているなど管理を行うための組織体制が

しっかりしていること、スポーツ教室等自主事業の企

画運営の具体的提案があったこと、公共施設という観

点から収益を一定程度に抑えて、施設管理費用に回す

という姿勢が見られたことなどから判断しているとの

答弁がありました。

　そのほか、施設の年間利用人数、利用料金などにつ

いて質疑がありました。

　次に、乙第50号議案「県営土地改良事業の執行に伴

う負担金の徴収について」は、県営土地改良事業に係

る市町村負担金について、土地改良法第91条第６項に

おいて準用する同法第90条第10項の規定に基づき議会

の議決を求めるものである。

　関係市町村は名護市など18市町村で、事業実施地区

は74地区で、負担金の総額は６億667万9485円である

との説明がありました。

　本案に関し、地主、市町村も含めて負担金、分担金

があると思うが、何かトラブルはあるのかとの質疑が

ありました。

　これに対し、今のところは地元と市町村にトラブル

があったということについては聞いていない。分担金

については分担金徴収条例で徴収するが、市町村経由

で徴収することになっている。県には市町村から一括

して納入してもらっているとの答弁がありました。

　次に、乙第51号議案「県営水質保全対策事業の執行

に伴う負担金の徴収について」は、県営水質保全対策

事業に係る市町村負担金について、地方財政法第27条

第２項の規定に基づき議会の議決を求めるものであ

る。

　関係市町村は久米島町及び竹富町の２町で、事業実

施地区は久米島町第３地区及び竹富町小浜地区の２地

区で、負担金の総額は600万円であるとの説明があり
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ました。

　本案に関し、当事業は赤土防止条例に基づく事業か

との質疑がありました。

　これに対し、当事業は赤土防止条例に基づくもので

はなく、農地からの土砂の流出を防ぐ事業であり、基

本的には沈砂池、土砂が流末に流れてくるのでそれを

とめるとか、グリーンベルトあるいは勾配を抑制して

緩やかにして赤土が流れないようにする事業であると

の答弁がありました。

　次に、乙第52号議案「県営通作条件整備事業の執行

に伴う負担金の徴収について」は、県営通作条件整備

事業（一般農道整備保全対策型）に係る市町村負担金

について、地方財政法第27条第２項の規定に基づき議

会の議決を求めるものである。

　関係市町村はうるま市、事業実施地区は宮城地区

で、負担金の総額は419万4000円であるとの説明があ

りました。

　本案に関し、農業基盤整備のこれまでやっていた公

共事業費に相当する分、あるいは非公共事業費に相当

する分は今度の一括交付金の中ではどのような形で概

算要求の骨組みとして上がっているかとの質疑があり

ました。

　これに対し、今まで土地改良事業関係については、

一括計上でやっている部分と全国プールの予算があ

り、特に基幹的なものについては一括計上の中で予算

化されている。そうでない戦略交付金などがあるが、

これは通常の交付金となっている。いずれにしても主

は一括計上であるとの答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第28号議案については、共産

党所属委員、社民・護憲ネット所属委員から反対する

旨の意見表明がありました。採決の結果、乙第28号議

案は、賛成多数をもって可決すべきものと決定いたし

ました。

　乙第17号議案から乙第20号議案まで、乙第25号議案

から乙第27号議案まで、乙第29号議案、乙第50号議案

から乙第52号議案までの11件は、全会一致をもって可

決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第28号議案に対する討論の通告がありますので、

発言を許します。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　おはようございます。

　乙第28号議案、万国津梁館の「指定管理者の指定に

ついて」、反対の立場から討論します。

　万国津梁館の施設の利用状況は、去年決算でサミッ

トホールが25.4％、オーシャンホールが13.6％、サン

セットホールが18.9％という状況です。公の施設とし

ての利用状況としては極めて低い状況で何としても改

善が求められています。

　この施設は、サミット誘致の際に鳴り物入りで総事

業費108億円かけて建設されたものです。沖縄に国際

会議を誘致するといって、沖縄のシンボル的なものと

して宣伝されてきました。こんなにも頻繁に国際会議

が誘致できるのかといった当時の疑問の声に、「全国

会議も誘致します、国際会議も誘致します」と言って

いたようですが、まさに、当時の需要予測がどうだっ

たのか。国際会議、全国会議誘致の努力をどれほどし

たのか、今それが問われる結果になっています。この

ような結果は、泡瀬干潟の埋め立てなどの今後の公共

事業の需要予測のあり方などにもその教訓を生かさな

ければなりません。

　さて、この施設はこれまで沖縄県の外郭団体である

コンべンションビューローが指定管理者として管理運

営してきました。今回、この指定管理者に隣のホテル

を経営する民間ホテルが指定管理者に指定されるとい

うものです。

　質疑の中では、この万国津梁館の今後の運営では、

結婚式、同窓会、宴会、会議など民間のホテルが通常

行っているホール運営と同じように何でも行えるとの

ことでした。そういうことになれば、万国津梁館が民

間のホテルの利益優先の利用になってしまうという懸

念が出てきます。また、将来この施設を売却するので

はとの懸念もあります。これまでの管理運営によって

利用率が低いということも問題ですが、かといって民

間の利益優先になっていいのかということにもなりま

す。

　今度の議会では、指定管理者制度の欠陥が多く指摘

されてきましたが、この万国津梁館のあり方などにつ

いても根本的な検討、議論が必要です。そのためにも

今回の民間のホテルに指定管理させることに反対する

ものです。
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　議員各位の御賛同をよろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時36分休憩

　　　午前10時36分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第17号議案から乙第20号議案まで、乙第

25号議案から乙第29号議案まで及び乙第50号議案から

乙第52号議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第17号議案から乙第20号議案ま

で、乙第25号議案から乙第27号議案まで、乙第29号議

案及び乙第50号議案から乙第52号議案までの11件を一

括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案11件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第17号議案から乙第20号議案まで、乙第

25号議案から乙第27号議案まで、乙第29号議案及び乙

第50号議案から乙第52号議案までは、委員長の報告の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第28号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、可決であります。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第28号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　乙第15号議案、乙

第16号議案、乙第24号議案、乙第45号議案及び乙第

46号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第15号議案、乙第16号

議案、乙第24号議案、乙第45号議案及び乙第46号議案

の議決議案５件について、委員会における審査の経過

及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長及び教育長の

出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第15号議案「財産の処分について」は、民

間へ譲渡する予定の沖縄県立浦添看護学校について、

その建物を譲渡先へ売却する必要があることから、議

会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第２条の規定に基づき議会の議決を求めるも

のである。

　また、本議案は、学校教育法等に基づき、新たな学

校設置の要件を満たすためのものであることや、学生

の教育環境を支障なく引き継ぎ、看護師養成を継続さ

せるためのものである。

　議案の内容は、建物の所在地「浦添市当山２丁目

422番地」、構造及び面積は「校舎・大講堂が鉄筋コ

ンクリート造陸屋根４階建て5647平方メートル、体育

館が鉄筋コンクリート亜鉛メッキ鋼板葺平屋建て732

平方メートル、その他」、売却予定価格は「8022万

円」、契約の相手方は「学校法人湘央学園」であると

の説明がありました。

　本案に関し、公有財産を民間移譲する場合の価格は

どのように決定するのか、不動産鑑定評価書の意義と

評価方法はどうか、また、当該物件の鑑定評価額の積

算内容はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、不特定多数の者を対象とする場合には

入札等を行い、特定の者を対象とする場合には不動産

鑑定額をもとに譲渡価格を決定し処分する。不動産鑑

定評価書は、不動産鑑定士が評価基準に基づき不動産

の適正価格をあらわした書面であり、裁判資料にも採

用されるなど信頼性の高い文書である。処分予定価格

は、県知事の指定する不動産鑑定業者から２社を選定

し、その評価額の平均により決定した。また、当該物

件の評価額は、国土交通省の示す周辺公示価格を基準

に、学校用施設として使用することを条件とする用途

指定や民法で定められた最長の期間である10年を期限

とする県の買い戻し特約等の契約書上の特定を含め、

市場価格を勘案し決定されたと理解しているとの答弁

がありました。

　これに対し、10年後も同校が経営される保証がない

ことが懸念されるとの指摘がありました。



－ 411 －

　そのほか、平成22年第４回議会乙第１号議案「沖縄

県立看護学校の設置及び管理に関する条例を廃止する

条例」は、付随意見への対応状況、准看護師がキャリ

アアップするための教育機関の状況、県立病院の看護

師不足への福祉保健部の認識、県立浦添看護学校を民

間移譲する目的、移譲後の授業料及び民間看護学校授

業料との比較、全国における公立の看護学校数及びそ

の必要性、工作物及び備品の譲渡及び評価方法、土地

を議会議決に付さない理由などについて質疑や指摘が

ありました。

　次に、乙第16号議案「交通事故に関する和解等につ

いて」は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に

関して、相手方との当該事故に関する和解及び賠償の

額について、地方自治法第96条第１項の規定により議

会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、駐車中の相手方車両に公用車が接触

し、相手方車両の一部が破損した交通事故に関し、県

は、相手に損害賠償金として５万7580円が自動車保険

により支払われたことを確認したとの説明がありまし

た。

　次に、乙第24号議案「指定管理者の指定について」

は、沖縄県総合福祉センターの指定管理者の指定につ

いて、地方自治法第244条の２第６項の規定により議

会の議決を求めるものである。

　主な内容は、指定管理者の予定団体は、社会福祉法

人沖縄県社会福祉協議会であり、指定期間は平成24年

４月１日から平成27年３月31日までであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、同センターに指定管理者制度を導入し

た経緯はどうなっているか、指定期間を３年間とする

のはなぜか、また、社会福祉施策の中核施設として同

協議会に長期的に指定管理させることを検討したかと

の質疑がありました。

　これに対し、同センターは、平成15年２月の供用開

始から平成17年度までは同協議会による従前の管理委

託が行われ、指定管理者制度への移行後は２期にわた

り同協議会が指定団体となり、今回、３期目の指定団

体となっている。指定期間は、公の施設の指定管理者

制度に関する運用方針により、施設の維持管理が主た

る業務の施設の場合には３年以内との目安が設定され

ている。また、同センター施設の効果的な活用及び管

理を推進する観点及び従前の運用方針の公募原則に

のっとり今回も公募としたとの答弁がありました。

　そのほか、指定管理者制度導入前と後での予算額の

比較、同一団体が３期連続で指定されていることに対

する県の見解などについて質疑がありました。

　次に、乙第45号議案及び乙第46号議案の「指定管理

者の指定について」の２件は、沖縄県立宮古青少年の

家及び石垣青少年の家の指定管理者の指定について、

地方自治法第244条の２第６項の規定により議会の議

決を求めるものである。

　主な内容は、指定管理者の予定団体は、宮古青少年

の家が特定非営利活動法人ばんず、石垣青少年の家が

特定非営利活動法人八重山星の会であり、指定期間は

平成24年４月１日から平成27年３月31日までであると

の説明がありました。

　本案に関し、宮古青少年の家及び石垣青少年の家を

指定管理にする理由は何か、青少年教育施設を指定管

理者として民間事業者に管理させるメリットは何か、

また、指定期間３年間の目安を５年間に延長する考え

はあるかとの質疑がありました。

　これに対し、公の施設の指定管理者制度に関する運

用方針により、平成22年度から青少年教育全６施設に

３カ年かけて段階的に指定管理に移行しており、今

回、宮古青少年の家及び石垣青少年の家を移行するも

のである。平成22年度に指定管理に移行した名護青少

年の家及び糸満青少年の家の利用者数及び率は、約

6300人及び8.6％と前年度に比較し増加している。サ

イクリング事業やモズク教室といった直営時にはな

かった自主事業が新たに導入され、当初期待していた

以上の効果をおさめているものと理解している。ま

た、青少年教育施設への指定管理者制度の導入に関す

る九州各県の状況について調査したところ、本県を除

き４県で導入され、そのうち３県が指定期間５年とし

ており、指定期間の延長については今後検討したいと

の答弁がありました。

　そのほか、指定管理業者選定基準及び加点ポイン

ト、指定管理料における人件費の内訳、指定管理によ

る職員体制及び身分などについて質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第15号議案については、社

民・護憲ネット所属委員、社大党・結の会所属委員及

び共産党所属委員から、乙第45号議案及び乙第46号議

案については、共産党所属委員からそれぞれ反対する

旨の意見表明があり、採決の結果、乙第15号議案は可

否同数となり、委員長裁決により否決すべきものと決

定いたしました。

　乙第16号議案及び乙第24号議案は、全会一致をもっ

て可決すべきものと決定いたしました。

　また、乙第45号議案及び乙第46号議案は、賛成多数

をもって可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
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ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第15号議案、乙第45号議案及び乙第46号議案に対

する討論の通告がありますので、順次発言を許しま

す。

　仲田弘毅君。

　　　〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君　おはようございます。

　私は、看護師の着実な養成を願うすべての会派を代

表して、ただいま議題となっております乙第15号議案

沖縄県立浦添看護学校の校舎等の「財産の処分につい

て」に対して賛成の立場から討論を行います。

　今回の財産処分は、昨年12月議会における「沖縄県

立看護学校の設置及び管理に関する条例を廃止する条

例」の議決を経て、県立浦添看護学校の民間移譲に伴

う新たな看護学校の設置の必要性から実施されるもの

であります。

　新たな看護学校の設置においては、継続的かつ安定

した教育の場をつくる観点から、学校教育法や保健師

助産師看護師法に基づき、土地、校舎等は原則自己所

有としなければならないとなっております。

　また、今回の財産処分につきましては、単に新たな

看護学校の設置のみではなく、県立浦添看護学校の２

年次や１年次の学生に対して継続した教育環境の場を

確保し、不安なく卒業できるようにするためであり重

要な議案となっております。さらに、県立浦添看護学

校から引き継いで新たな新入生を入学させ、看護師養

成を継続させるためでもあります。これは県内の看護

師数をふやすことにもつながり、どうしても必要不可

欠なものであります。

　さて、財産処分に当たりましては、処分価格につい

て、「不動産の鑑定評価に関する法律」で国家資格を

有する鑑定士２者が適正に評価した積算価格をもとに

算定しており、公平かつ適切であります。

　また、昨年度の12月議会で出されました５項目の付

随意見につきましては、特に看護師等修学資金が昨年

度の7600万円から今年度は１億4000万円に大幅に拡充

されるなど十分な対応がなされており、その修学資金

の条例改正も行われ、救急病院の看護師確保に取り組

んできております。さらに、院内保育所の整備予算の

確保や離職防止対策の事業も実施され、通信制の導入

につきましても学生の負担軽減を含め既存の養成校と

の協議を行うなど努力を積み重ねております。このよ

うに付随意見のほとんどが推進されてきており、看護

師確保対策における県としての役割が強化されている

ものと認識しております。

　昨年度の民間移譲に関する議案につきましてはさま

ざまな御意見もありましたが、しかし、在校生や新入

生の学生の皆さんに対し、新たな看護学校で不安なく

継続した教育を受けさせるとともにきちんと卒業さ

せ、看護師になりたいとする夢を実現させることは県

議会の責務でもあります。

　再度申し上げますが、新たな学校設置には、法令に

基づき校舎等を移譲先に移すことが必要な条件となっ

ております。さらに、在校生等が不安なく勉学ができ

る環境づくりのためにも必要であり、これが今回の財

産処分の大きな理由であることは言うまでもありませ

ん。

　議員各位におかれましては、このような状況を踏ま

えて、今回の議案に御賛同いただきますよう切にお願

いを申し上げまして討論を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　おはようございます。

　乙第15号議案「財産の処分について」、反対の立場

から討論します。

　乙第15号議案は、沖縄県立浦添看護学校の校舎、大

講堂、体育館及び工作物を処分する議案であります。

議案には上がっておりませんが、土地も同時に売却す

るというものです。

　改めて今議会で明らかになった県立浦添看護学校の

民間移譲のデメリットを２点のみ触れておきます。

　１つ目に、委員会で明らかになった主なものとし

て、経済的効果が全くないという行革であるというこ

とです。昨年、民間移譲前に示された財政効果２億

4600万円は、そのうち約１億6000万円が国からの地方

交付税措置、引き継がれる法人看護学校へ4500万円の

助成金、残りを修学資金という費用対効果のない民間

移譲ということであります。

　もう一点は、昨年の採決の際に議員から提出された

付随意見の取り組みについて、特に准看護師から正看

護師への通信教育の実施、それについては教員の確保

が困難であること、コストがかかることを理由に実施

は厳しい旨の答弁でした。民間移譲の問題点を改めて

浮き彫りにしている様子です。
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　次に、建物及び土地の売却について述べます。

　建物の事業総額約13億8000万円、面積約6400平方

メートル、土地は１万1000平方メートルで売却価格３

億2380万円で、土地・建物の合計価格は４億420万円

であります。これらの数字をどう判断するのか。次の

資料を当局に提出を求めました。売り手である県が依

頼した不動産鑑定評価書、買い手が依頼した不動産鑑

定評価書及び県有財産売買仮契約書、移譲先選定まで

の経緯等を入手し精査した結果、平成20年の移譲先選

定の際に県が依頼した不動産鑑定所が、平成19年の暮

れに資産譲渡の概要として土地・建物価格として５億

2250万円の鑑定結果を出しております。しかし、その

際処分直前に２社による再鑑定を行い決定するとして

います。さらに、教育教材機器等備品については、原

則として有償譲渡とすると明記しています。

　私は、本会議において２社の不動産鑑定評価書にお

ける再調達原価の積算根拠と残価率の積算根拠の提出

を要請したところ、提出は困難であるとの回答があり

ました。さらに、文教厚生委員会で質疑したところ、

鑑定士は国家資格であり、知事が指定する鑑定業者の

中から選定し依頼をしている。我々は鑑定についての

説明はできないということでした。しかしながら、県

の「管財関係例規集」第３章「評価」、「第14　鑑定

評価の依頼」については、不動産鑑定業者に鑑定を依

頼する場合は、次に掲げる事項を別途提出を求めるも

のとするとしています。７つの項目があり、その鰯に

「再調達原価の積算根拠」が挙げられています。つま

り別途提出されなければならないものの一つでありま

す。説明がつきません。

　鑑定士は、不動産の鑑定評価に関する法律で責務が

うたわれ、不正不当なことが禁じられていることは承

知しています。しかし、鑑定結果には大きな幅がある

ことも事実です。

　本会議で土木建築部長に逆の立場から、いわゆる県

民の財産を買い上げる場合の手法を質疑したところ、

近郊地域の取引価格等を参考にしてとの答弁でした。

土地や建物を買い上げる際、県民の財産を周りの状況

に照らし、根拠を示し交渉し買い上げる。同時に、県

民財産はできるだけ高く処分する。このことは、不利

益を最小限にとどめるという当然あるべき姿ではない

でしょうか。この観点に立てば、今回の事案は、もと

になる数字の根拠が示されていないこと自体私は問題

であると言わざるを得ません。

　そこで、平成22年度国土交通省の建築着工統計調査

報告の都道府県別、用途別における沖縄県の教育・学

習支授業用建物の平米当たりの単価と比較してみまし

たところ、２社の鑑定とも安価でありました。残価率

を税法上の定率法・定額法と比較しましても乖離して

おります。

　さらに特筆すべきは、機能的・経済的減価として

35％を差し引き、さらに市場性減価の名目で30％差し

引くなど売り手である県民の側に立った売却とは言え

ません。土地においても、２つの道路に面している浦

添市の土地が坪当たり10万円を切る９万7000円である

ことは県民的に納得がいくんでしょうか。先に述べた

教育教材機器等の加算も見当たりません。平成19年の

資産概要に示した５億2000万円余の金額から今日の金

額に減じた根拠も示されておりません。

　最後に、契約上危惧する点として、契約から10年間

は学校存続が担保されているものの、10年後において

はその限りではないということがあります。

　以上を申し上げ、民間移譲と「財産の処分につい

て」、反対の立場から討論を終わります。

　議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　日本共産党県議団を代表して、沖縄県立看護学校の

土地、建物など財産のすべてを民間に売却するための

乙第15号議案「財産の処分について」、反対の討論を

行います。

　沖縄県立浦添看護学校の民間譲渡が、浦添看護学校

の生徒や保護者、関係者、多くの県民から存続の声が

上がる中、昨年12月に県議会において賛成多数により

可決されたことは、将来に禍根を残すものであると言

わざるを得ません。

　県議会は、過去３回にわたり全会一致で県立存続な

どの決議を行ってきたにもかかわらず、仲井眞知事の

福祉を削減する行財政改革の一環として県立浦添看護

学校が民間譲渡されました。2005年７月14日の県議会

決議では「近年は、安心・安全な医療を提供するため

の高度な専門的知識と技術を備えた看護職員の配置が

望まれていること、24時間いつでも治療が受けられる

体制づくりが急務であること、介護等新たな需要に対

応するため、看護職へのニーズが高まっていることな

どから、同校の存在価値はますます高まる一方であ

る。」と全会一致で決議し、同年10月13日にも再び全

会一致で存続決議を行っています。

　県は、民間譲渡の布石として2008年の12月議会で

は、県立浦添看護学校の授業料を５万6000円から24万

8000円に４倍もの引き上げを行っています。それでも

月額３万6000円の県の看護師修学資金があれば何とか
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授業料を賄えたのが、来年４月の民間開校時には授業

料などで70万円になり、入学金と合わせて95万円の高

額になって県民に重くのしかかってきます。質疑で

は、民間になると、国から変更許可を受ければ授業料

は幾らでも引き上げることができる。150万円であっ

ても授業料に上限はないという答弁には大変な危惧を

感じさせています。

　県立浦添看護学校の入学志願者の倍率が３倍から昨

年5.85倍に倍加しているのは、県民生活が苦しくなる

一方で、授業料の安い県立でなら看護師の夢を実現で

きると志願する県民が多くなっているからにほかなり

ません。県立看護学校の廃止は、所得の格差で看護師

への道を閉ざしてしまうものであり、看護師を志す崇

高な芽を摘み取ってはなりません。

　県内には、准看護師が5000人近く働き、正看護師に

なるには通信制を受講して資格を取得しますが、県内

に通信制の学校がないため、高い費用負担をして九州

の通信制を受講しなければなりません。県政には、県

立看護学校に通信制を設置して正看護師への道を開く

ことこそが求められているのではないでしょうか。民

間に通信制の設置をしてもらうなどと言っています

が、無責任で不誠実な答弁と言わざるを得ません。

　また、答弁では全国の看護学校は483校あって、う

ち公立は163校、県立が59校ということによれば、県

平均で3.5カ所の公立の看護学校があることになり、

沖縄県で１つしかない看護学校を廃止することの無責

任さが浮き彫りになりました。看護師が足りなくて悲

鳴を上げ、看護師養成が急がれている現状の中で民間

譲渡をする理不尽を県民は納得できません。

　沖縄県の看護師不足は極めて深刻です。県立病院で

は、看護師不足で県立こども医療センターの小児病棟

の休床など66床のベッドが閉鎖され、患者を受け入れ

られない状況が続いています。看護職員の８割が慢性

疲労を訴え、７割が辞職を考えているという過酷な労

働環境のため、離職する悪循環は県民の医療を脅かし

ています。看護師不足の解消は、県民の生存権にかか

わる県政の重要課題であります。

　今回の議案は、県立看護学校のすべての財産を譲渡

先である本土の民間法人に売却をするものですが、売

却するに当たっても幾つもの重大な問題点が出てきま

した。初めに、県の台帳価格で約15億円の土地、４階

建て校舎、体育館、工作物、学校内にある1467点の備

品一切を４億402万円で売却する問題です。地理的優

位性のある１万1000平方メートルの土地を坪単価９万

7000円余で売却することに県民の理解を得られるはず

はありません。

　県は、売却価格について、２カ所の不動産鑑定士に

鑑定をさせて平均を売却価格にしています。不動産鑑

定の価格を県が一切検討をする必要はなく妥当だとす

る根拠を問われて、部長は、県に鑑定する能力はな

い、２つの鑑定に不正な行為はない、鑑定は法の趣旨

にのっとった鑑定評価なので信頼していると、業者丸

投げの無責任な答弁を繰り返しています。個人でも財

産を売却するときは、市場価格を調査したりしてみず

からの評価を慎重に行います。ましてや県民の貴重な

財産を売却するのに、県独自の市場調査もせずに慎重

な検討もなく、鑑定士に丸投げすることが県民の理解

を得ることができるでしょうか。ある市の部長に確認

をしました。財産の売却は、行政が独自に市場価格の

調査を行い慎重に積算をして、鑑定士の評価と比較検

討して価格を決定しているということでした。

　地方自治法第２条には、地方自治体は「最小の経費

で最大の効果を挙げるようにしなければならない。」

と定めがあります。財産を売却するときには、本県に

とって有利な適正価格によることは言うまでもありま

せん。県の事務の執行は、同条に抵触すると言わざる

を得ません。

　また、土地の売却は議案として提案されていませ

ん。その理由は、条例では議会に諮らなければならな

い予定価格が7000万円以上の不動産の処分（土地の面

積は２万平米以上にかかる）となっていて、面積が１

万1000平方メートルの本件土地が３億2380万円での高

額の売却でも審議の対象外にされているからです。土

地と建物が一体で売却され、さらには土地が市場価格

の２分の１から３分の１に破格の値段で売却するのを

議会で審議できないと知りつつの対応は、県民不在と

言わざるを得ません。

　さらに、民間法人と県が交わした平成21年４月28日

の基本協定書で、「土地の定着物と建物に付属する工

作物は、契約時の時価で譲渡する。機材機器等備品に

ついては帳簿価格で譲渡する」と定めています。とこ

ろが、工作物5530万円余と備品1467点の1869万円は売

買価格に入ってなく、無償で譲渡されています。その

上、民間譲渡をしたために、県は国に対して2223万円

の起債残高を繰り上げて支払うこと及び1874万6000円

の補助金返還義務が生じて、計4000万円の負担をしな

ければなりません。

　民間法人には、国から年間約4500万円の補助金が

入ってくることも明らかになり、買い手にとっては至

れり尽くせり、売り渡す県民にとっては痛みの押しつ

けであり、県民への背信行為と言わざるを得ません。

　次に、民間法人には10年間の看護学校の存続義務が
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ありますが、それ以降は縛りがありません。看護学校

から撤退することは自由にできる取り決めです。撤退

すれば、10年から先の沖縄県の看護師養成に大きな支

障が出てくるおそれは否めません。看護師確保の県の

責任は重大です。

　県立浦添看護学校は、昭和52年の創立以来、3000名

近くの看護師を養成して、県立病院や医療・福祉の現

場で貢献しています。民間譲渡に対する議案審議で在

校生の保護者から聴取した声は、「授業料が安いか

ら、生活が苦しくても看護師の夢を持てる」、「頑張

れば夢が叶うという志を高く持てる」などでした。県

立看護学校を存続させて通信制を創設し、給付制の看

護師修学資金の創設など県民の命と健康を守る看護師

養成校として整備・拡充することが県政の責務ではな

いでしょうか。

　県民の貴重な財産を破格の値段で売却して、10年間

の責任しか持たない民間学校に県立看護学校を譲渡す

ることは県民に大きな不安を与え、将来に禍根を残す

ものであることを厳しく指摘し、県立浦添看護学校の

財産を処分する議案に反対の討論といたします。

　続けて、乙第45号議案沖縄県立宮古青少年の家、乙

第46号議案沖縄県立石垣青少年の家を民間に指定管理

をさせるための「指定管理者の指定について」、反対

の討論を行います。

　県は、社会教育施設である県立青少年の家を民間に

指定管理をさせる計画を進め、今回の指定管理で６カ

所の県立青少年の家すべてを民間に管理をさせること

になります。

　県は、直営から指定管理者にする理由の一つに経費

の削減を挙げています。沖縄県立青少年の家は、「健

全な青少年の育成を図り、もって社会教育の振興に資

することを目的として、」利用されてきた施設です。

経費の問題ではかることのできない青少年のための教

育上重要な施設です。

　指定管理によって削減される経費は、宮古青少年の

家で6786万4000円から3538万1000円の約半額となり、

うち水光熱費や委託料などは10％削減の1036万円とな

ります。人件費は、現在の職員６人で5635万2000円か

ら、指定管理は８人体制で2536万7000円と3000万円の

減額となり、県が１人当たりの人件費として積算した

349万円余より100万円少ない249万円余となります。

石垣青少年の家は、6053万9000円から3385万1000円の

約半額になります。人件費は、６人で4924万7000円

が、９人で2536万7000円となり、管理者を除く１人当

たりの人件費は218万円余で、県の積算額349万円から

131万円も少ない額です。指定管理は、人件費の大幅

な削減をもたらし、官製ワーキングプアを生み出す根

源となっていることを如実にあらわしています。

　維持管理費を10％削減することについて、県は、指

定管理にすればサービスの向上が図れると言っていま

す。施設は、使用度が高いほど電気、水道、修理、清

掃などの維持管理費は増加します。維持管理費の10％

削減は、サービス向上と矛盾しています。宮古の施設

は建築して31年になり、八重山は33年目の施設で老朽

化しています。修繕費が膨らんでくるのに前年度より

10％の維持費を削減することも実態に合いません。修

理費の確保のために人件費を削るようなことにならな

いか、それとも施設を危険なまま放置して事故につな

がらないか危惧せざるを得ません。

　指定管理を導入した総務省は、昨年12月28日、全国

自治体と議会あてに通知を出しています。「地方公共

団体において様々な取組がなされる中で、留意すべき

点も明らかになってきた」、「改めて制度の適切な運

用に努められるよう、」という通知内容です。片山元

総務大臣は、ことし１月の記者会見で、指定管理につ

いて「コストをいかにカットするかというところに力

点が置かれてきた」、「コストカットを目的として、

結果として官製ワーキングプアというものを随分生ん

でしまっている」、「少し見直してもらいたい」と発

言していることは重要です。指定管理者制度によって

コスト削減が優先され、労働者の１年臨時職などの有

期雇用化と低賃金化が進み、自治体みずからがワーキ

ングプアを生み出していることへの見直しを求めてい

ます。指導員の指導力量の蓄積が重要な社会教育施設

での専門性が壊されることは、特に看過できるもので

はありません。

　総務省の調査で、指定管理の取り消しなどが2100件

に上ることも明らかになり、その２割は直営に戻され

ています。自治体の公的責任を放棄してきた指定管理

者制度の弊害が出て、見直しも全国的に広がっていま

す。

　青少年の健全育成を図り、もって社会教育の振興に

資することを目的として設置された青少年の家を民間

に任せることは、県の公的責任、役割を放棄するもの

であり、とりわけ沖縄の将来を担う青少年の育成にか

かわるだけに認めることはできません。よって、宮古

青少年の家及び石垣青少年の家を民間に指定管理させ

るための議案に反対の討論といたします。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。
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　　　午前11時17分休憩

　　　午前11時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第15号議案、乙第16号議案、乙第24号議

案、乙第45号議案及び乙第46号議案の採決に入りま

す。

　議題のうち、まず乙第16号議案及び乙第24号議案の

２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第16号議案及び乙第24号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第45号議案及び乙第

46号議案の２件を一括して採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、可決であります。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第45号議案及び乙第46号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第15号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、否決でありますの

で、原案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、可決することに賛成の諸君の起立を求めま

す。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第15号議案は、可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第６　乙第９号議案から

乙第14号議案まで、乙第21号議案、乙第22号議案及

び乙第30号議案から乙第44号議案までを議題といたし

ます。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第９号議案から乙第14

号議案まで、乙第21号議案、乙第22号議案及び乙第30

号議案から乙第44号議案までの議決議案23件につい

て、委員会における審査の経過及び結果を御報告申し

上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長及び環境生活

部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第９号議案「工事請負契約について」は、

伊良部大橋橋梁整備第７期工事（上部工その７）の工

事請負契約を締結するため、地方自治法第96条第１項

の規定に基づき議会の議決を求めるものである。

　契約金額は14億700万円で、契約の相手方は三井住

友建設株式会社、株式会社古波蔵組、有限会社丸宮建

設特定建設工事共同企業体であるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、総合評価落札方式による入札を実施し

ているが、応札した６共同企業体のうち低入札調査対

象の５共同企業体が追加資料の提出もせず辞退してい

るのはなぜかとの質疑がありました。

　これに対し、一般的な総合評価落札方式における低

入札調査基準価格の設定の考え方は、一定のレベルの

成果物を確保するために厳格な審査を行った上で施工

可能かどうかの判断をするものである。したがって、

追加資料の提出とともに相当厳しいヒアリングが行わ

れるので、過去の事例等を確認しながら辞退する判断

をしたものではないかと考えるとの答弁がありまし

た。

　次に、辞退した低入札調査対象の５共同企業体は、

施工可能だということで入札したにもかかわらず、追

加資料の提出やヒアリングに応じることが負担になる

ため辞退したとも考えられることから、調査対象企業

に対する審査を緩和したほうがいいのではないかとの

質疑がありました。

　これに対し、低入札調査基準価格の場合、低価格に

よるダンピングの弊害が大きいということからその基

準は厳格であり、資料の提出など厳しい設定がされて

いる。県としては、現在の形がベストだという判断を

しているが、他県にダンピングの防止や適正に評価が

できる事例等があれば検討の余地があるとの答弁があ

りました。
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　次に、乙第10号議案から乙第14号議案までの「工事

請負契約についての議決内容の一部変更について」の

５件は、工事請負契約に係る議決内容の一部を変更す

るため議会の議決を求めるものである。

　当該工事は、宮古島と伊良部島間の海上部に建設す

る伊良部大橋橋梁整備工事であり、上部工工事３件と

下部工工事２件である。５件の変更増額合計は２億

254万5000円であるとの説明がありました。

　本案に関し、架設までにはどれぐらいの期間がかか

るのか、伊良部大橋が完成するとどれぐらいの船舶が

航行できるのかとの質疑がありました。

　これに対し、工場での組み立て作業等は終了に近づ

いており、冬期波浪等を考慮して来年の３月から５月

ごろにかけて工場からけたを運搬し架設する計画であ

る。また、伊良部大橋完成後は、2000トン級の船舶が

航行できるような設計になっているとの答弁がありま

した。

　次に、乙第21号議案「道路整備事業において取得し

た土地の所有権確認に関する和解について」は、県道

久米島一周線の道路整備事業において取得した土地の

所有権の保存登記を行うため県が所有権を有すること

を確認する和解を行う必要があり、地方自治法第96条

第１項の規定により議会の議決を求めるものであると

の説明がありました。

　本案に関し、所有権確認に関する和解についてはど

のような手続を行うのかとの質疑がありました。

　これに対し、所在の不明な方の土地を購入するに当

たっては不在者財産管理人制度を活用し、家庭裁判所

が選任した不在者財産管理人と土地売買契約を行う。

所有権の保存登記に当たっても同管理人と和解しなけ

ればならないことになっているとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第22号議案「指定管理者の指定について」

は、平和の礎の指定管理者として財団法人沖縄県平和

祈念財団を指定するため、地方自治法第244条の２第

６項の規定に基づき議会の議決を求めるものであると

の説明がありました。

　本案に関し、これまでの指定管理業務の内容と財政

状況及び費用対効果はどうなっているのかとの質疑が

ありました。

　これに対し、現在、財団法人沖縄県平和祈念財団を

指定管理者として指定している。主な業務内容は平和

の礎の警備、植栽、案内及び浄化槽の管理等があり、

平成20年度から平成23年度までの３年間の指定管理料

は6166万8000円である。また、年間の来訪者は推計

100万人前後で、業務的には順調であるとの答弁があ

りました。

　次に、乙第30号議案「指定管理者の指定について」

は、宜野湾港マリーナの指定管理者としてヤンマー沖

縄株式会社・アクト総合サービス株式会社共同企業体

を指定するため、地方自治法第244条の２第６項の規

定に基づき議会の議決を求めるものであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、指定管理料はどのように算定している

のか、人件費は幾らかとの質疑がありました。

　これに対し、指定管理料は、現在の指定管理者が負

担した管理経費の過去３年間の平均で算定されてい

る。人件費は、１年間の職員給与と福利厚生費14名分

で3800万円が計上されているとの答弁がありました。

　次に、乙第31号議案から乙第38号議案までの「指定

管理者の指定について」の８件は、県営都市公園の指

定管理者を指定するため、地方自治法第244条の２第

６項の規定に基づき議会の議決を求めるものである。

　県営都市公園の指定管理者については、各公園ごと

に指定管理者を公募し、奥武山公園については、文化

観光スポーツ部の奥武山総合運動公園及び奥武山公園

に係る指定管理者制度運用委員会の審議を経て株式会

社トラステックを選定し、奥武山公園以外の７公園に

ついては、土木建築部公の施設の管理に係る指定管理

者制度運用委員会の審議を経て名護中央公園、浦添大

公園及びバンナ公園は沖縄県緑化種苗協同組合を、沖

縄県総合運動公園は株式会社トラステックを、海軍壕

公園は財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

を、平和祈念公園は財団法人沖縄県平和祈念財団を、

首里城公園は財団法人海洋博覧会記念公園管理財団を

それぞれ選定したとの説明がありました。

　本案に関し、各公園の職員数について正規雇用と非

正規雇用はそれぞれ何名か、非正規雇用の場合、最低

賃金が確保されているのかとの質疑がありました。

　これに対し、正規雇用職員と非正規雇用職員の割合

は各公園で異なるが、８公園を合計すると職員208名

のうち正規雇用職員が53名、非正規雇用職員が155名

で、割合は75％が非正規雇用職員である。また、非正

規雇用職員の最低賃金については、指定管理者にその

額の確保を確認しているとの答弁がありました。

　次に、奥武山公園は施設等が幾つかあるが、管理は

どのように分けられているのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、セルラースタジアムは都市公園の中に

設置許可を与えて那覇市が管理している。多目的広場

等は土木建築部が、陸上競技場や武道館等は文化観光

スポーツ部が管理しているが、指定管理の一体的管理
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ということで、県が管理する部分についての選定委員

会は文化観光スポーツ部が行っているとの答弁があり

ました。

　次に、指定管理者の選考や選定に当たって指定管理

者制度運用委員会に期待していることは何かとの質疑

がありました。

　これに対し、指定管理者制度運用委員会は、県の運

用方針に基づき部単位で設置することができることに

なっており、土木建築部は一括して運営する形で設置

している。委員としては学識経験者、財務に精通する

者、施設の機能に専門知識を有する者、施設を利用す

る団体の者にそれぞれの立場から意見をいただくとい

うことで委員を選定しているが、次回の指定管理者選

考に当たっては、施設ごとに専門知識を有する者を委

員に選定することができないか検討する余地があると

の答弁がありました。

　そのほか、これまでの指定管理料の推移、公園の国

管理と県管理の境界などについて質疑がありました。

　次に、乙第39号議案から乙第44号議案までの「指定

管理者の指定について」の６件は、県営住宅等の指定

管理者を指定するため、地方自治法第244条の２第６

項の規定に基づき議会の議決を求めるものである。

　県営住宅の指定管理者については、県内を６地区に

分割して各地区ごとに指定管理者を公募し、沖縄県土

木建築部公の施設に係る指定管理者制度運用委員会の

審議を経て北部地区、中部Ａ地区、同Ｂ地区及び南部

地区の４地区の県営住宅等は沖縄県住宅供給公社を、

宮古地区及び八重山地区の２地区の県営住宅等は住宅

情報センター株式会社をそれぞれ選定したとの説明が

ありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第30号議案から乙第38号議案

までの９件については、共産党所属委員から、公の施

設は本来県が直轄で運営するべきものであり、指定管

理制度は人件費合理化で維持費を軽減するという労働

者に犠牲を強いる制度である。しかも県の指定管理施

設においては約８割が非正規職員であり、県みずから

雇用情勢を悪化させる状況になっている。労働者自身

が将来設計も立てられないような制度は今後なくして

いく必要があるということから反対する旨の意見表明

がありました。

　採決の結果、乙第30号議案から乙第38号議案までの

９件は、賛成多数をもって可決すべきものと決定いた

しました。

　乙第９号議案から乙第14号議案まで、乙第21号議

案、乙第22号議案及び乙第39号議案から乙第44号議案

までの14件は、全会一致をもって可決すべきものと決

定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時34分休憩

　　　午前11時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第９号議案から乙第14号議案まで、乙第

21号議案、乙第22号議案及び乙第30号議案から乙第44

号議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第９号議案から乙第14号議案ま

で、乙第21号議案、乙第22号議案及び乙第39号議案か

ら乙第44号議案までの14件を一括して採決いたしま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案14件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第９号議案から乙第14号議案まで、乙第

21号議案、乙第22号議案及び乙第39号議案から乙第44

号議案までは、委員長の報告のとおり可決されまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第30号議案から乙第

38号議案までの９件を一括して採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、可決であります。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案９件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第30号議案から乙第38号議案までは、委

員長の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第７　甲第１号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。
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　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました甲第１号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第１号議案「平成23年度沖縄県一般会計補正予算

（第４号）」は、沖縄特別振興対策調整費や沖縄振興

自主戦略交付金を活用して実施する事業のほか、災害

への対応など当初予算編成後の事情変更により、緊急

に対応を要する事業などについて必要な予算を措置す

るものである。

　補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに25億5524万

8000円となっており、これを既決予算額6169億9869万

3000円に加えると、改予算額は6195億5394万1000円と

なる。

　歳入の主な内容は、国庫支出金が沖縄特別振興対策

調整費や沖縄振興自主戦略交付金など16億2563万7000

円、繰越金が平成22年度実質収支額の一部で７億8402

万7000円である。歳出の主な内容は、普通建設事業費

の補助事業費が沖縄特別振興対策調整費や沖縄振興自

主戦略交付金を活用した事業など15億3965万円、災害

復旧事業費が渡名喜漁港の第２防波堤を復旧するため

の漁業用施設災害復旧費として２億円となっている。

その他の経費のうち、維持補修費が県単道路維持費や

石垣市の真栄里ダムにおけるダム放流設備制御装置の

修繕費として5934万8000円、補助費等が国有資産等所

在市町村交付金法に基づく市町村等への固定資産税相

当額の交付金など６億4422万6000円であるとの説明が

ありました。

　本案に関し、栽培漁業センター事業費について、中

国市場開拓のための認知度向上に要する経費とあるが

具体的な内容はどうなっているかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、沖縄県で種苗生産され、生産増大が有

望視されているヤイトハタの大量生産技術を確立する

ため、陸上水槽による養殖を低コスト化するシステム

の開発を行うとともに、大量生産技術開発後、中国へ

の輸出拡大を図るために、水なし活魚輸送技術の改良

と中国人観光客をターゲットとしたヤイトハタの試食

アンケート調査を実施するとの答弁がありました。

　次に、災害救助費の民間賃貸住宅の借り上げについ

ては、何世帯を想定しているか、また、これまでの実

績はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、今回の補正予算では77世帯を想定して

いる。これまでの実績は12月６日現在、岩手県４世

帯、宮城県22世帯、福島県166世帯、千葉県２世帯、

合計194世帯で、家賃の平均は５万877円となっている

との答弁がありました。

　次に、放射能調査費の内容はどうなっているかとの

質疑がありました。

　これに対し、今回の補正は、福島の原発事故を受

け、そのモニタリングを強化するということで、モニ

タリングポスト、ゲルマニウム半導体、サーベイメー

ターの整備を行うものである。モニタリングポストに

ついては３台増設し、那覇市、名護市及び石垣市に設

置する予定であるとの答弁がありました。

　次に、未熟児等養育費に関連して、本県における未

熟児の出生数、出生率はどうなっているかとの質疑が

ありました。

　これに対し、未熟児の出生数は、平成20年度が525

名、平成21年度が492名、平成22年度が521名となって

おり、平成22年度の未熟児出生率は約３％となってい

るとの答弁がありました。

　次に、太平洋・島サミット支援事業費について、補

正予算と債務負担行為の関係はどうなっているかとの

質疑がありました。

　これに対し、今回初開催となる支援プログラム「高

校生太平洋・島サミット」の実施のため、早期に委託

事業者を選定して準備に取りかかる必要があり、年度

内の委託料を補正予算として要求した。また、支援事

業の企画と実施を統一業者で担う必要があることか

ら、複数年度の契約を結ぶため平成24年度の委託料に

係る債務負担行為を補正するものであるとの答弁があ

りました。

　次に、公有財産管理費について、平成22年度の交付

実績と補正措置後の金額はどうなっているかとの質疑

がありました。

　これに対し、平成22年度の交付実績は８億3228万

4300円である。今年度は当初予算８億3906万9000円に

補正額４億5674万7000円を加えると、12億9581万6000

円の交付額となるとの答弁がありました。

　そのほか、小波津川河口部の拡幅工事、饒波川・中

城村の通報システム整備、食品の放射能測定機器、放

射能調査結果の公開、沖縄特別振興調整費と沖縄振興
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自主戦略交付金の使い分け、県営通作条件整備事業の

内容、具志川環状線の整備計画、繰越明許費補正の理

由、サポーティング産業基盤強化事業の内容、県道の

維持管理、含みつ糖振興対策事業費の補正理由、真栄

里ダムの放流設備制御装置などについて質疑がありま

した。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、甲第１号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第１号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　甲第２号議案から

甲第４号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題とな

りました甲第２号議案から甲第４号議案までの予算議

案３件について、委員会における審査の経過及び結果

を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長及び企業局長

の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、甲第２号議案「平成23年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第２号）」は、宜野湾浄化セン

ター水処理施設建築工事の機械設備工事及び電気設備

工事の予算を繰り越し、工程表の点検を行い早期完成

を図るために、繰越明許費の追加補正をするものであ

るとの説明がありました。

　本案に関し、宜野湾浄化センターに接続されている

公共下水道はどこからどこまでのものか、処理水はど

こに放流しているのか、これらの処理水を有効活用す

るべきではないかとの質疑がありました。

　これに対し、流域は北は読谷村から南は浦添市まで

で、流入量は10万トン前後あり、東シナ海に放流して

いる。また、処理水を有効活用することについては、

現在、宜野湾浄化センターにおいて処理施設を増築す

る予定であり、県としても当然再利用、有効活用をし

ていく方針であるとの答弁がありました。

　次に、各家庭の公共下水道への接続について、県は

市町村に対して監督責任があると思うが、市町村に任

せきりになっているのではないかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、各家庭の公共下水道への接続について

は、公共下水道管理者である市町村の役割であると考

えるが、現在、市町村と連携して住民説明等を実施す

るなど接続を促す努力を行っているとの答弁がありま

した。

　次に、甲第３号議案「平成23年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計補正予算（第１号）」は、宜野湾港マ

リーナの施設の修繕費用に係る歳入歳出予算を増額す

るものであり、同マリーナの保管船舶の陸揚げ、着水

作業を行うマリーナクレーンの修繕を行うための補正

である。また、債務負担行為の追加は平成24年度から

平成26年度までの宜野湾港マリーナの指定管理料であ

り、限度額は補正により１億6553万7000円になるとの

説明がありました。

　本案に関し、マリーナクレーンの利用状況はどう

なっているのか、同クレーンを修繕することにより従

来の機能とどのように変わるのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、マリーナクレーンの平成22年の利用状

況は年間568回である。また、修繕内容は、同クレー

ンの本体はそのままで、部品等の取りかえを行い、現

在の機能を回復させるものであるとの答弁がありまし

た。

　次に、宜野湾港マリーナ内にある給油所のガソリン

の値段がほかの給油所と比較して割高になっているな

ど、サービスの低下を招いているのではないかとの質

疑がありました。

　これに対し、スケールメリットの違いにより割高に

なっている状況であるが、給油施設は同マリーナ内に



－ 421 －

おいて有効利用させる目的で設置されていることか

ら、厳しい経営の中ではあるが、何らかの工夫ができ

ないか指定管理者に検討させたいとの答弁がありまし

た。

　次に、甲第４号議案「平成23年度沖縄県水道事業会

計補正予算（第２号）」は、水道施設の耐震化等を推

進するための建設改良事業として、北谷浄水場整備事

業及び漢那・石川導水管等の整備を行うものであり、

これらの事業に必要な資本的支出の建設改良費10億

2906万4000円を増額補正するとともに、資本的収入に

ついて、７億7179万8000円を増額補正し、当該事業に

要する財源として充当するものであるとの説明があり

ました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、甲第２号議案から甲第４号議案ま

での３件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第２号議案から甲第４号議案までを一括

して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案から甲第４号議案までは、原

案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第９　議員提出議案第２

号　知事において専決処分することができる事項の指

定についてを議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　大城一馬君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第２号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　ただいま議題となりました議員提出

議案第２号「知事において専決処分することができる

事項の指定について」、提出者を代表して提案理由を

御説明申し上げます。

　本件につきましては、知事から行政執行の迅速化及

び議会審議の負担軽減等を図るため、交通事故に関す

る和解及び損害賠償の額の決定に関する事項で、法律

上県の義務に属する損害賠償の額が１件300万円を超

えないものについては、地方自治法第180条の規定に

基づく、知事において専決処分することができる事項

として指定していただきたい旨の依頼がありましたこ

とから、各会派で慎重に検討を行った後、議会運営委

員会において協議を行ってまいりました。

　その結果、当該事項については軽易な事項であり、

行政執行の迅速化及び議会審議の効率化等を図る観点

から、地方自治法第180条第１項の規定により、知事

において専決処分することができる事項として指定す

ることについて全会一致で決定したことから、本議案

を提出した次第であります。

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第２号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第２号

「知事において専決処分することができる事項の指定

について」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第２号は、原案のとおり可決
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されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第10　議員提出議案第３

号　私学助成の拡充に関する意見書を議題といたしま

す。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第３号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　ただいま議題となりました議員提出

議案第３号につきましては、12月12日に開催した総務

企画委員会の委員等により協議した結果、議員提出議

案として提出することに意見の一致を見ましたので、

提出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、私学助成の拡充について関係要路に要

請するためであります。

　次に、議員提出議案第３号を読み上げます。

　　　〔私学助成の拡充に関する意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第３号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本件については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第３号

「私学助成の拡充に関する意見書」を採決いたしま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり可決することに御異議ありま

せんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第３号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第11　議員提出議案第４

号　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める

意見書を議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第４号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔當山眞市君登壇〕

○當山　眞市君　ただいま議題となりました議員提出

議案第４号につきましては、12月13日に開催した土木

環境委員会の委員等により協議した結果、議員提出議

案として提出することに意見の一致を見ましたので、

提出者を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　提案理由は、地方消費者行政に対する国の実効的支

援を求めることについて関係要路に要請するためであ

ります。

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。

　　　〔地方消費者行政に対する国の実効的支援を求

める意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第４号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第４号

「地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意

見書」を採決いたします。
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　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第４号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第12　議員提出議案第５

号　沖縄振興一括交付金（仮称）等の確保を求める意

見書を議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　当銘勝雄君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第５号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　こんにちは。

　ただいま議題となりました議員提出議案第５号につ

きましては、12月14日に開催した沖縄振興・那覇空港

整備促進特別委員会の委員等により協議した結果、議

員提出議案として提出することに意見の一致を見まし

たので、提出者を代表して提案理由を御説明いたしま

す。

　提案理由は、沖縄振興一括交付金（仮称）等の確保

を求める意見書について関係要路に要請するためであ

ります。

　次に、議員提出議案第５号を朗読いたします。

　　　〔沖縄振興一括交付金（仮称）等の確保を求め

る意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、意見書につきましては、その趣旨を関係要路

に要請するため議会の代表を派遣する必要があるとの

意見の一致を見ておりますので、議長におかれまして

はしかるべく取り計らっていただきますようお願い申

し上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第５号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第５号

「沖縄振興一括交付金（仮称）等の確保を求める意見

書」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第５号は、原案のとおり可決

されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第５号に関し、提案理由説明の際提出者か

ら、その趣旨を関係要路に要請するため議員を派遣し

てもらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第５号の趣旨を関係要路に要請するた

め議員５人を派遣することとし、その期間及び人選に

ついては議長に一任することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第13　陳情10件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました陳情10件につきましては、慎重に審査をいた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり



－ 424 －

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情10件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情10件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第14　陳情１件を議題と

いたします。

　本陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました陳情１件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情１件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第15　陳情10件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました陳情10件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情10件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情10件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第16　陳情15件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　米軍基地関係特別委員長渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔米軍基地関係特別委員長　渡嘉敷喜代子さん

登壇〕

○米軍基地関係特別委員長（渡嘉敷喜代子さん）　た

だいま議題となりました陳情15件につきましては、慎

重に審査いたしました結果、お手元に配付してありま

す審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしま

した。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり
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ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情15件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情15件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第17　陳情３件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長比嘉京子

さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長　

比嘉京子さん登壇〕

○観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長（比嘉京

子さん）　ただいま議題となりました陳情３件につき

ましては、慎重に審査いたしました結果、お手元に配

付してあります審査報告書のとおり処理すべきものと

決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情３件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情３件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第18　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付をいたしました申出書のとおり閉会中

の継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって今期定例会は閉会となり、また本年の

議会活動もすべて終了することになります。

　さて、この１年を顧みますと、ことしは３月11日に

発生した想像を絶する東日本大震災により、１万5000

人余のとうとい人命が失われるとともに、今なお3400

人を超す方々が行方不明であり、被災地へのお見舞い

と一日も早い復旧・復興を祈念申し上げる次第であり

ます。また、この大震災は地震・津波被害にとどまら

ず、原子力発電所の安全神話の崩壊など、国民はこれ

まで経験したことのない大きな不安を抱えた１年であ

りました。

　加えて、相次ぐ台風襲来は、本県のみならず本土も

大きな被害をこうむり、防災対策の強化の重要性を改

めて認識いたしました。

　東日本大震災や台風災害に関しましては、本県議会

としてもできる限りの協力・支援を行ったところであ

ります。

　一方、ことしは第５回世界のウチナーンチュ大会が

開催され、過去最多となる5300名を超える方々が国内

外から参加し、世界のウチナーンチュと県民との交流

が深まるとともに、沖縄のアイデンティティーを再確

認した感動的な大会になったことは、まことに意義深

いことでありました。

　このような中、本県の喫緊の重要課題である普天間

飛行場問題に関しては、県議会として「米軍普天間飛
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行場の辺野古移設に反対し、環境影響評価書の提出断

念を求める意見書」を可決し、同問題に対する県民の

明確な意思を国内外に発信することができました。

　また、現行の沖縄振興計画及び沖縄振興特別措置法

が来年３月末に期限を迎えることから、それにかわる

新たな沖縄振興計画の策定については、本県議会とい

たしても「新たな沖縄振興のための法制度の創設を求

める意見書」や「沖縄振興一括交付金（仮称）の確保

を求める意見書」を可決するなど、積極的に取り組ん

できたところであります。

　そのほか、日米の要職にある者からの本県を愚弄し

た許しがたい発言に対しては、直ちに抗議決議を可決

し、直接抗議活動を展開するなど迅速に対応できたも

のと存じます。

　このように、議員各位が県民福祉の向上を図るべ

く、さまざまな問題の解決等に取り組まれるととも

に、関係要路への要請活動などを積極的に展開したこ

とは、県民から高い評価と支持を得たものと確信する

ものであります。

　普天間飛行場問題を初めとする基地の整理縮小や日

米地位協定の見直し並びに雇用・労働環境の改善な

ど、県政の重要課題についてはなお年を越すことにな

りました。

　また、懸案事項であります議会基本条例につきまし

ては、議会基本条例等検討委員会で策定に向け精力的

に取り組んでいるところであり、今後とも議員各位の

英知を結集して諸課題の解決にともども邁進し、県民

の負託にこたえてまいりたいと決意を新たにする所存

であります。

　終わりに、平成23年の議会活動を閉じるに当たり、

議員各位が鋭意職務に精励され、また議長に御協力を

賜りましたことに対して心から感謝申し上げますとと

もに、新しい年においても議員各位が健康に留意さ

れ、県勢発展のためなお一層活躍されんことを願うも

のであります。

　なお、本年及び今期定例会における議会活動状況

は、後ほど文書をもって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成23年第８回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午後０時22分閉会
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